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1. 序論 
 

1.1 まえがき 
 

 原子力規制委員会原子力規制庁（以下「規制庁」という。） は、これまでに廃棄物埋設に係

る委託事業において、淡水系地下水環境を念頭にした地下水流動評価、人工バリアの長期性能

評価並びに人工バリア及び天然バリアにおける核種移行評価手法の整備を行ってきている。 
 本事業では、沿岸陸域における塩水地下水環境等でも適応できる性能評価手法に係る科学

的・技術的知見を蓄積することを目的として、過年度の規制庁の委託事業による廃棄物埋設に

おける性能評価に関する調査等の成果を参考に、以下に示す調査を実施した。 
 
（１）人工バリアの長期性能評価に係る技術的知見の整備 
（２）天然バリアの核種移行評価に係る技術的知見の整備 
（３）モニタリング手法の妥当性に係る技術的知見の整備 
（４）廃棄物埋設に関する研究に必要な国内外の情報収集 
 
1.2 実施内容 

 
（１）人工バリアの長期性能評価に係る技術的知見の整備 
中深度処分においては、廃棄物埋設地からの放射性物質の漏出を合理的に達成できる限り十

分に低減する人工バリアの設置が見込まれる。このためには、設置される環境において技術的

に施工可能なものであることに加えて、廃棄物埋設地の外への主要な放射性物質の漏出を抑制

する性能（ 以下「漏出抑制性能」という。）が優れたものを選定する必要がある。それを踏ま

え、規制庁が人工バリアの長期性能評価の妥当性を判断するために必要な科学的・技術的知見

を蓄積する観点から、以下に示す検討を行った。 
 
１） 人工バリアの変質を考慮した物質移行－変質連成解析に係る技術的知見の整備 
 廃棄物埋設におけるベントナイト系人工バリアの長期性能評価においては、特に人工バリ

アの化学的変質等を考慮した物質移行－変質連成解析が必要である。これまで、淡水系地下

水環境における人工バリアの変質挙動解析に係る技術的知見の整備を行ってきた。 
 本事業においては、ベントナイト系人工バリアの変質メカニズムを把握するとともに、変

質に影響を及ぼすイオン種の拡散挙動を評価するに当たり、見かけの拡散係数を用いた拡散

モデルと有効拡散係数を用いた拡散モデルの適応性について検討を行った上で、沿岸陸域に

廃棄物埋設地が立地した場合に考慮が必要となる塩水系地下水に対応した解析コードへの改

良等を行った。具体的には、物質移行－変質連成解析コードにおいて、上記の拡散モデルに

関する適応性についての検討結果に基づきセメント系人工バリアからベントナイト系人工バ

リアへの物質移行を適切に評価できるよう、解析コードの機能拡張を行った。さらに、変質

メカニズムに寄与するイオン種の拡散について必要となるデータを取得するための試験を行

った。 
 
２）セメント系人工バリアの長期性能評価に係る技術的知見の整備 
  中深度処分の廃棄物埋設地の設計におけるセメント系人工バリアについて、300 年を超え

る長期の漏出抑制性能を評価するために必要な技術的知見を整備した。具体的には、セメン
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ト硬化体の長期安定性に関係する結晶構造や物質移行特性、さらに、これらに関係する鉱物

組成を考慮した材料設計、養生方法及び維持管理方法並びに評価モデルに関連する既往の研

究を調査し、300 年を超えるセメント硬化体の長期性能評価を行う上での課題の整理を行っ

た。また、これらセメント硬化体の長期安定性に関する既往の研究成果等をコンクリートの

長期性能評価に適用する際の課題についても整理した。 
 
（２）天然バリアの核種移行評価に係る技術的知見の整備 
中深度処分の廃棄物埋設地に関しては、合理的に設置可能な区域から、水理地質構造、地球

化学環境等を踏まえて、廃棄物埋設地から生活圏への主要な放射性物質の移行を抑制する性能

が優れた地点を選定することが考えられることから、以下に示す検討を行った。 
過年度の規制庁委託事業において、天然バリアの核種移行評価について、地形変化シミュレ

ーションコードを用いて海水準変動を考慮した隆起・侵食活動を評価し、その結果を反映した

地下水流動解析を実施した。また、その結果を基に最終的な生活圏への核種移行フラックスを

求めるための解析に係る技術的知見の整備等を行ってきた。この解析においては、廃棄物埋設

地が沿岸陸域に立地した場合、地形変化シミュレーションの評価モデルおよび各パラメータの

適用性の検証が重要である。 
本事業においては、想定される自然現象として隆起・侵食及び海水準変動を考慮し、現実に

即した地形変化シミュレーションを行うため、日本国内で地形変化に関するデータを有する沿

岸陸域を対象として、地形の時間変化に応じた地下水流動の変化を評価可能とする三次元地形

変化シミュレーションと三次元地下水流動シミュレーションを組み合わせた評価手法に係る技

術的知見を整備するとともに、地形変化の不確実性を考慮した地下水流動・塩分濃度の予察的

解析を実施した。具体的には、三次元地形変化シミュレーションと三次元地下水流動・塩分濃

度シミュレーションの解析コードを組み合わせた評価コードシステムに対し、各解析コードの

機能や入力の制約条件を踏まえた性能分析を進め、評価コードシステムとしての改良点を検討

した。また、平成２９年度において実施した隆起・侵食及び海水準変動による地形変化の評価

結果を基に推定される地形変化の不確実性に基づき、非定常な三次元地下水流動・塩分濃度の

予察的解析を実施し、地形変化の不確実性が地下水流動・水質に与える影響の傾向や重要因子

について分析を行った。 
 
（３）モニタリング手法の妥当性に係る技術的知見の整備 
中深度処分においては、坑道の閉鎖後においても廃止措置の開始までの間は、廃棄物埋設地

からの放射性物質の異常な漏えいを監視・測定するためのモニタリング設備の設置が必要であ

る。この際、モニタリング設備が人工バリア及び天然バリアの機能を著しく損なうことがない

こと、モニタリング施設の撤去に際して放射性物質が移行しやすい経路が生じないよう撤去及

び埋戻しを行うこと等を考慮した設計がなされることが重要である。 
 このため、調査ボーリング孔、坑道閉鎖後における漏えいモニタリングの観測孔、漏えいモ

ニタリングの観測孔等の閉塞・埋戻し及び観測孔等の閉塞・埋戻しが適切に行われていること

の確認（以下「閉鎖確認」という。）等に係る技術的知見を整理するために以下の調査を実施し

た。 
 
１）地下モニタリング技術に関する情報の収集整理 
  地下モニタリング、ボーリング等に係る既往情報を対象に、中深度処分で想定される深度

におけるモニタリング技術やモニタリング機器の撤去及び観測孔の閉鎖方法に関する既往の
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技術的情報を収集・整理した。 
 
２）モニタリング孔等の閉鎖確認に係る技術的知見の整備 

モニタリング孔等の閉塞・埋戻しの技術的成立性に係る妥当性判断に必要な知見及び閉鎖

確認に係る技術的知見を整備する観点から、室内透水試験等を実施し、水が移行しやすい経

路が生じないようモニタリング観測孔の埋戻しを行う際の閉塞材料の選定、止水性確認方法

及び閉鎖方法の妥当性確認並びに次年度以降に計画する閉鎖確認の妥当性判断に資する試験

の実施に必要な知見を取得した。また、ボーリング孔を用いた閉鎖確認の妥当性判断に資す

る試験を行うための試験装置の設計を行い、閉塞・埋戻しの技術的成立性に係る妥当性判断

に必要な知見及び閉鎖確認に係る技術的知見を整備した。 
  １）で収集した情報及び得られたデータを踏まえて、適切に閉鎖されたことを確認する際

の判断指標を整理した。 
 
（４）廃棄物埋設に関する研究に必要な国内外の情報収集 
本事業の実施に当たっては、放射性廃棄物の核種移行に伴う安全評価、人工バリア性能の検

討など、多岐にわたる高い専門性が必要となることから、適宜事業内容に関連する国内外の専

門家と意見交換等を行い、事業成果の改良・精緻化を図った。 
 
 
1.3 成果概要 

 
1.3.1 人工バリアの長期性能評価に係る技術的知見の整備 

 
1.3.1.1 人工バリアの変質を考慮した物質移行－変質連成解析に係る技術的知見の整備 
 
（１）背景と目的 
ベントナイトは、炉内等廃棄物の中深度処分において人工バリアとして使用されることが想

定されている。また、中深度処分の廃棄物埋設地の設計概念(1)では、ベントナイト系人工バリ

アの内側にセメント系人工バリアが隣接しており、このセメント系人工バリアや、廃棄物埋設

地の建設等に使用されたセメント系材料から溶出するアルカリ成分（OH-）によって、ベント

ナイト系材料が変質する可能性がある。したがって、中深度処分におけるベントナイト系人工

バリアの性能を評価するためには、このような変質挙動を評価する必要があるが、評価にあた

っては、これまで整備を進めてきた物質移行-変質連成解析コード（MC-BUFFER）を利用でき

るか否かを検討する必要がある。 
MC-BUFFER で想定している「移行／化学反応が起こる媒体」は図 1.3-1 に示すような多孔

質媒体であり、そこでは粒子間隙にある自由水の中を物質が移流や拡散により移行するととも

に、化学反応が起こるとしている。しかしながら、ベントナイト系人工バリアに使用されるベ

ントナイト圧縮体の中には自由水は存在せず、ベントナイトに束縛された水（束縛水）の中を

物質が拡散するとの報告がある(2)。このことを踏まえると、その中で化学反応も起こっている

可能性がある（図 1.3-2）。そのため、ベントナイト系人工バリアの変質を評価するためには、

上記のような束縛状態を想定した上で、ベントナイト圧縮体中の移行（拡散）や化学反応を評

価することが望ましい。日本原子力研究開発機構ではベントナイト圧縮体の中には自由水は存

在しないということを前提に、拡散評価に見かけの拡散係数（Da）、化学反応評価に見かけの
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濃度を用いる手法（Daモデル）を開発してきたが、このモデルにも一長一短があり、MC-BUFFER
で用いてきた既往のモデル（拡散評価に有効拡散係数（De）、化学反応評価には間隙が自由水

で満たされていることの仮定の下、間隙水中濃度を用いる手法：De モデル）を代替することが

適切かどうか、慎重に検討する必要がある。 
 

 
図 1.3-1 多孔質媒体中における移行/化学反応の概念図 

（HLW2 次取りまとめ(3)に記載の図を一部改） 
 
 

 
図 1.3-2 ベントナイト圧縮体中における移行/化学反応の概念図 

 
そこで、本事業では、ベントナイト系人工バリアの長期性能評価の妥当性を判断するために

必要な科学的・技術的知見を蓄積することを念頭に、当該人工バリアの変質評価における拡散

評価にまずは着目し、その評価モデルの適用性に係る検討を実施することとした。 
具体的には、ベントナイト系人工バリアの変質現象（そのメカニズムも含む）及びそれに伴

うバリア機能の変化について整理するとともに、当該変質評価において De モデルと Da モデル

を用いた場合の特徴・適用性について、他の人工バリアや天然バリア中の拡散挙動評価にも言

及しながら整理した。また、当該変質評価において Da モデルを使用する場合に必要となる各

イオン種に対する Da データセットを整備するため、種々のイオン強度条件でカリウムの拡散

試験を実施し、その拡散データを取得するとともに、自由水中の拡散係数に対する Da の依存

性等について検討し、これまでに Da データが得られていない主要な元素の Da 値を推定した。

さらに、これまでMC-BUFFERへ導入してきたDaモデルの構成則について整理するとともに、
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Da モデルを導入した当該コードを用いて塩水系地下水を想定したセメント系人工バリアから

ベントナイト系人工バリアへの物質移行を評価できるように、境界部分の濃度変換に保持因子

を考慮した改良を行った。そして、改良したコードを用いてセメントとベントナイトが接した

系を想定した解析を、De モデル及び Da モデルを用いて実施し、その結果から改良コードの動

作確認、課題の抽出、及び両モデルの適用性等について整理・検討した。 
 

（２） ベントナイト系人工バリアにおける変質現象・変質メカニズムの整理 
MC-BUFFER は、ベントナイト系人工バリアのアルカリ変質に伴い長期的に変動する透水性

を評価するためのコードとして、これまで開発・整備が行われてきた(4)。当該コードは、人工

バリア体系内の温度変遷、変質に関与する物質の移行（移流・拡散）と、鉱物と間隙水の地球

化学反応を連成解析し、化学反応に伴うモンモリロナイト含有量、間隙率、間隙水組成（イオ

ン強度）等の変化を用いて、透水係数や拡散係数等の変化を評価することを可能としている。

図 1.3-3 に現行の MC-BUFFER の基本処理フロー（ベントナイト系材料に係る部分を抽出）を

示す。また、MC-BUFFER に導入している当該透水性変動に係るモデルにおいて考慮している

現象と考慮していない現象を表 1.3-1 に整理した。なお、現在整備中の Da を用いた拡散モデル

については、図 1.3-3 には示していないが、表 1.3-1 には平成 29 年度まで整備した内容を記載

した。また、MC-BUFFER は上述の通り、透水性の変動を評価対象にしているため、モンモリ

ロナイト含有量（膨潤性）の変化に起因する「物理的バリア機能（物理的緩衝性、自己シール

性等）」の変化や、当該人工バリアのコロイドろ過機能、ベントナイト中の水の放射線分解、地

下水流によるベントナイトの流出、微生物の活動等、その他の現象(3,5)については評価すること

が出来ない。 
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図 1.3-3 MC-BUFFER の基本処理フロー（ベントナイト系材料に係る部分を抽出） 
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表 1.3-1 MC-BUFFER に導入しているベントナイト系人工バリア材の透水性の変動に係る 
モデルにおいて考慮している現象と考慮していない現象の整理

 

モデル概要
考慮している現象

（モデルの導出条件）
考慮していない現象

熱伝導
方程式

  C pv：  単位体積あたりの比熱容量（体積比熱容量）

  T：  温度

  λ：  熱伝導率

  S ：  発熱速度

※熱伝導率及び体積比熱容量は、一定値または並列モデル、直
列-並列モデルが選択可

・熱伝導に係る一般的な方
程式を導入
・境界条件として、温度固
定、熱フラックス固定、ま
たは線形熱伝達が選択可

・地球化学反応に起因する
発熱は考慮していない

浸透流
方程式 ψ：水の水理ポテンシャル（全水頭）

x ：空間座標

K w：透水係数

・浸透流に係る一般的な方
程式を導入
・境界条件として、水頭固
定またはフラックス固定が
選択可
・透水係数は下記モデルか
ら得られた値を使用

・地球化学反応に起因する
水はソースとして考慮して
いない

物質移行
方程式

cp i ：間隙水中のイオン種濃度

ｔ：時刻
 De：有効拡散係数

 u x  ：方向の水フラックス

・物質移行に係る一般的な
方程式を導入
・境界条件として、濃度固
定、濃度勾配固定、フラッ
クス固定が選択可
拡散係数は下記モデルから
得られた値を使用

・擾乱因子を排除した簡易
モデルとなっており、固相
への収着や陰イオン排除効
果は考慮していない
・コロイドの移行は考慮し
ていない

RA  = 3500 (a OH - )1.4 e - 51000 / RT

RA：変質速度

a OH -：OH-活量

 T：温度

 R：気体定数(8.314 Jmol-1 K-1)

※TRU2レポート (5)で使用されているSato-Cama モデル  も選択可

・高温環境（50～170 ℃）、

Na系高アルカリ性溶液（0.1
～1.0MのNaOH溶液）を用い

たベントナイト-砂混合圧縮

成型体のアルカリ変質試験
結果からモンモリロナイト
溶解速度式を経験的に導出
・K系高アルカリ性溶液に

対する適用性は確認済

・Ca系高アルカリ性溶液

（Ca(OH)2溶液）に対する適

用性については未検討
・処分場で想定される条件
に比べて高アルカリ、高
温、で得られた経験式であ
るため、科学的根拠が不足
している

【考慮する鉱物のリスト】
初期鉱物：モンモリロナイト、クオーツ、アナルサイム  等
二次鉱物：Ca(OH)2、CHS、AFm、AFｔ、AS2H2等

・鉱物リストの詳細は表2.2-19参照

・各鉱物に対し、平衡論的または速度論的に取り扱うか選択可

・既往の研究で報告された
情報をベースに、ベントナ
イトをアルカリ溶液中で変
質させた実験結果等を再現
するように決定
・現行の評価では、モンモ
リロナイト、クオーツのみ
を速度論的に扱っている

・現行の評価では、モンモ
リロナイト、クオーツ以外
の鉱物については、速度論
的ではなく、平衡論的に
扱っている
※陽イオン交換（Ca型化

等）ついて評価可能だが、
圧縮したモンモリロナイト
に対する陽イオン交換に係
るモデルは現状整備されて
いないことから、MC-
BUFFERでは陽イオン交換反

応については現状評価して
いない

K  = 1.2×10-7 Is 1.5 10–0.0042ρm  (7.9×10-5 T 2 – 1.9×10-2 T  – 0.21)
K = 2.5×10-7 10-0.0044ρm  100.5Rca  Is1.9-1.6Rca  (7.9×10-5 T 2 – 1.9×10-2 T  – 0.21)

 K：透水係数

ρm：有効モンモリロナイト密度

 Is：イオン強度

T：温度

Rca ：Ca型化率

・適用条件：有効モンモリロナイト密度900 kg m3以下、イオン

強度0.1～1.0 M
・透水係数の上限値：K =1.9×10-8・(7.9×10-5 T2 – 1.9×10-2 T – 0.21)
・Is＜0.1 Mの溶液に対してはIs＝0.1 Mを使用

※Cozeny-Karmanの式等も選択可

・種々の条件（有効モンモ
リロナイト密度40～870
kg/m3、イオン強度0-1.0 M）

でベントナイト-砂混合圧縮

体を用いた透水試験結果か
ら導出
・また、実際にNa系高アル

カリ性溶液で変質させた試
料を用いた試験を実施し、
適用条件を決定した。
・Ca型化率を考慮したモデ

ル式も作成

・二次鉱物の粒形や種類、
自己シール性喪失に伴う亀
裂発生が透水係数に与える
影響については未検討
・Ca型化することによりモ

ンモリロナイトの膨潤性が
低下し、その低透水性が劣
化することが懸念されてい
るが、上述のとおりCa型化

は評価しておらず、Ca型化

率を考慮したモデル式は現
在使用していない。

De  = 5.0×10-7 ε  2.1 e–18600/RT

De：有効拡散係数

ε：間隙率

 T：温度

R：気体定数(8.314 Jmol-1 K-1)

※指数式（間隙率の累乗に比例）等も選択可

・模擬セメント水と模擬降
水系地下水の間にベントナ
イト-砂混合圧縮体を設置し

たOH-の透過拡散試験結果か

ら導出（10～90 ℃）

 ・イオン種固有の拡散係数

を考慮していない（全ての
イオン種に対して同一の左
記モデルを使用）
・イオン強度依存性を考慮
していない

C i ：単位体積当たり  のイオン種濃度

ｔ：時刻
 De：見かけの拡散係数

・イオン種固有の拡散係数
を考慮
・移行計算後に崩れる電荷
バランスの調整を考慮
・固相への収着や陰イオン
排除効果を考慮

・Daの密度、温度依存性は

未検討
・他バリア材との境界にお
けるベントナイト側の濃度
の設定についてコード化が
済んでいない（本年度検
討）

Daモデル

（整備中）

※MC-BUFFERで選択可能な、熱伝導率及び体積比熱容量、モンモリロナイト溶解速度式、ベントナイト透水係数評価モデル、ベントナイトアルカリ拡散モデルを

Appendix-Ⅰに記載する。

モデル名

基本
方程式

モンモリロナイト

溶解速度式

（PHREEQCの機能を

用いて計算）

ベントナイト

鉱物モデル

（PHREEQCの機能を

用いて計算）

ベントナイト

透水係数評価

モデル

ベントナイト

アルカリ

拡散モデル

0wK
x x

ψ ∂ ∂
= ∂ ∂ 

i i i
e x

cp cp cpD u
t x x x

 ∂ ∂ ∂∂
= − ∂ ∂ ∂ ∂ 

pv
T TC S
t x x

λ
 ∂ ∂ ∂

= + ∂ ∂ ∂ 

i iC CDa
t x x

 ∂ ∂∂
=  ∂ ∂ ∂ 
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以上を踏まえ、MC-BUFFER によるベントナイト系人工バリアの変質評価を検討するに当た

り、まずは当該変質現象及びそのメカニズムについての整理を行った。ベントナイト系人工バ

リアのバリア性能に影響を及ぼす変質現象としては、 
 
①ベントナイトの主成分であり、当該人工バリアの性能を決定するモンモリロナイトの溶解 
②間隙の閉塞や増大を引き起こす初期鉱物及び二次鉱物の溶解・生成 
③pH やイオン強度等、間隙水組成の変化 

 
等が考えられる。これら現象によって、ベントナイト系人工バリアに求められている「低透水

性」が喪失する可能性があり(6)、試験においてもこれら現象が透水係数に影響を与えることが

確認されている。 
 
 ①のモンモリロナイトの溶解については、モンモリロナイトがセメント系材料から溶出する

アルカリ成分（OH-）と反応することで起こり、高 pH 条件（13＞pH＞10）では以下の反応式

（式 1.3-1）で表される(5)。 
 

Na0.33Mg0.33Al1.67Si4O10(OH)2 + 6.68H2O ⇒  

0.33Na+ + 0.33Mg2+ + 1.67Al(OH)4
- + 4HSiO3

- + 4.68H+ (1.3-1) 

 
②の初期鉱物及び二次鉱物の溶解・生成については、モンモリロナイトやクオーツ等、当該

人工バリアの初期鉱物が溶解すると、間隙水中の Si、Al、Mg 等の濃度が徐々に上昇し、これ

ら溶解反応によって緩衝された pH 条件に応じて種々の二次鉱物が過飽和になり、生成・沈殿

することが知られている(5)。例として、Na が豊富な条件で生成するアナルサイムの生成に係る

反応式を（式 1.3-2）に示す。 
 

Na+ + Al(OH)4
- +2SiO(OH)3

- + 2H+ ⇒ NaAlSi2O6:H2O + 5H2O (1.3-2) 

 
 ③の間隙水組成の変化については、上記①、②に係る溶解・生成反応や当該人工バリアと隣

接する他バリア材間で物質が移行することに伴い生じる。 
 また、これら現象はベントナイト圧縮体の中の、鉱物が占める正味の体積以外の部分（間隙）

で起こると考えられる。間隙が占める全体積への割合はかなり高いが（乾燥密度 1,600 kg/m3

のベントナイト圧縮体で 40％程度）、その大きさは微細であり(7)、上述したとおり、自由水は

ほとんどなく、層間や鉱物表面に束縛された水が、反応に必要な物質を運んできたり、反応で

生成したイオンを運び去ったりするという報告がある(2)。これらを踏まえると、溶解生成反応

を起こしたりしている可能性がある。そして、この一連の変質現象はセメント系材料と接触し

ている部分からベントナイト側に徐々に進行することが観測されている(8)。 

また、当該変質現象に関与する元素としては、溶解により放出されるベントナイト系人工バ

リア材やその他のバリア材の構成元素、及び地下水に元々含まれる成分元素であると考えられ

る。それら元素を表 1.3-2 に示す。なお、地下水に含まれる成分としては、中深度処分を想定

した設定がなかったため、「HLW 第 2 次取りまとめ」(3)のレファレンスケース（降水系地下水）

で設定された元素を想定した（当該設定では、Mn、Sr、Br 等の微量元素は除外されている）。 
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表 1.3-2 ベントナイト系人工バリア材の変質に関与する元素及びそのイオン種 
元素 変質に関与するイオン種 元素 変質に関与するイオン種 
Cl Cl- B BO2

-、HBO2 
F F- C CO3

2-、HCO3
- 

Na Na+ Al Al(OH)4
- 

S SO4
2-、HSO4

- P HPO4
2-、H2PO4

- 
K K+ N NH4

+（※還元雰囲気を想定） 
Ca Ca2+ Si Si(OH)5

-、Si(OH)4 
Mg Mg2+ Fe Fe(OH)3

-、 Fe(OH)2、FeOH+ 
 
 
以上のことから、ベントナイト系人工バリア材の長期的な変質現象を時間的・空間的に評価

するためには、当該バリア材中における上記元素の移行（圧縮状態のベントナイトの透水性は

極めて低いため、健全なベントナイト系人工バリア中での物質移行は「拡散」である）を適切

に評価する必要がある。なお、B や N 等のように鉱物の生成に直接関与しない元素も含まれる

が、これら元素も鉱物の溶解・生成やバリア性能そのものに影響を与えうる間隙水質（pH、組

成等）を決定する重要な元素であり、移行評価対象とする必要がある。 
しかしながら、表 1.3-1 に示した通り、MC-BUFFER に導入されている現行の拡散モデルは、

OH-の拡散試験結果から構築した経験式を用いて、全てのイオン種に同一の有効拡散係数を与

えることとしており、非現実的である。そのため、「変質に関与する全てのイオン種の拡散現象

を評価可能なモデル」を構築し、MC-BUFFER に組込む必要があることが課題として挙げられ

ている(4)。 
 
（３） 有効拡散係数を用いた拡散モデルと見かけの拡散係数を用いた拡散モデルの

適応性に係る検討 
上述したとおり、当該変質評価では変質に関与する全ての物質の拡散を評価する必要があり、

後述するように現実的な拡散モデルを MC-BUFFER に導入する必要がある。そこで、ベントナ

イト系人工バリア中で想定される拡散現象を踏まえた上で、拡散モデルの特徴を整理するとと

もに、当該変質評価への適用性について検討した。 
一般にベントナイト圧縮体中の拡散経路としては、「細孔（粒子間間隙）中」、「ベントナイト表

面」、「モンモリロナイトの層間」が考えられており、それぞれ細孔拡散、表面拡散、層間拡散と呼

ばれている(9)。特にベントナイトに収着するイオン種（陽イオン等）については表面拡散や層間拡

散（以下、層間も表面の一部と見なし「表面拡散」という）が支配的だと考えられる。「表面拡

散」とは、負に帯電したモンモリロナイト表面付近に陽イオン等が引き付けられて濃集するこ

とで局所的に濃度勾配が増加し、その濃度勾配によって表面付近で移行が起こる現象である(10)。

一方、モンモリロナイトが負に帯電しているために収着しないイオン種（陰イオン等）については

細孔中のみを拡散すると考えられている（陰イオン排除効果）(10)。また、ベントナイト圧縮体中の

間隙水や層間水は自由水ではなく、固相に束縛された水とされている(2)（上記図 1.3-2 参照）。 
しかしながら放射性廃棄物処分の分野では、ベントナイト圧縮体中の拡散現象の詳細が解明さ

れていないまま、当該バリア材中の拡散現象を評価するために二つの拡散係数が併用されてい

る。一つは「間隙水中のイオン種濃度（cp）」の勾配で定義される有効拡散係数（De）、もう一

つは「単位体積当たりのイオン種濃度（C）」の勾配で定義される見かけの拡散係数（Da）であ
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る。また、当該分野におけるベントナイト系人工バリア材中の放射性核種の移行評価の多くでは、

De を用いた細孔拡散モデル(11)（本検討では、細孔拡散モデルを「De モデル」と定義する。）で評価

されている。核種移行評価では、拡散フラックスを過小評価しないことが一義的に求められている

と考えられることから、不確実性がある場合は大きな De 等を設定することで保守的な評価も実

施されている(3)。しかしながら、当該変質評価では、イオン種の拡散係数を大きく、又は小さく設

定することによって、ベントナイト圧縮体の性能指標である透水係数が大きく、又は小さくなるの

かを一義的に判断することは難しい。例えば、セメント系人工バリアから OH-が供給され、ベント

ナイト系人工バリア深部（セメント境界から離れた場所）までモンモリロナイトの溶解が起こった

り、間隙水のイオン強度が上昇したりすると透水係数が大きくなり、安全評価上は保守的な評価に

なるが、その際、イオン種の移行が速ければ（拡散係数が大きければ）、当該深部への到達量が多く

なり、透水係数の上昇が促進されるとは限らず、多量の陽イオンの供給でセメント-ベントナイト境

界で二次鉱物が急激に生成し、間隙が閉塞する（OH-の供給がストップする）可能性もある。その

ため、当該変質評価におけるイオン種の拡散評価は、性能評価という観点からも実現象に近い（現

実的な）評価となることが好ましいと考えられる(12)。 
以上を踏まえ、ベントナイト系人工バリアの変質評価における De モデル及び Da モデルの特

徴を整理するとともに、当該変質評価への適用性について検討し、その結果を表 1.3-3 にまと

めた。 
検討の結果、De モデルについては、透過拡散試験結果から得られた De と Kd をセットで使

用するとともに、これらパラメータに対するイオン強度依存性を考慮することが出来れば当該

変質評価に適用可能であると考えられた。一方、Da モデルについては、間隙水中濃度を明確に

定義できる他バリア材との境界に対し、保持因子αを与え、ベントナイト側の濃度を単位体積

当たりの濃度に変換すること、及び Da の密度依存性を考慮することが出来れば適用可能であ

ると考えられた。また、Da の設定に当たっては In-diffusion 試験から得られる値をそのまま使

用するだけではなく、透過拡散試験結果から得られた既知の De 値や Kd 値があるイオン種の場

合は、それらから導出される Da 値とも比較検討することが重要と考えられる。なお、De 及び

Da には温度依存性もあるが、中深度処分は地層処分に比べて深度が浅く、かつ廃棄体温度も低いこ

とから、温度依存性の影響は小さいと考えられる。 
本事業では、Da は実測可能な拡散係数であること、また、モンモリロナイトを高分子電解質とし

て扱った場合、拡散評価で用いた単位体積当たりの濃度を変質評価でもそのまま使用できる可能性

があるため、当該変質評価における拡散評価手法の一つとして Da モデルを選択し、検討すること

とした。 
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表 1.3-3 ベントナイト系人工バリアの変質評価における De モデル及び Da モデルの特徴と 
その適用性に係る検討 

 

Deモデル Daモデル

・間隙水中イオン種の濃度勾配に拡散フラックスが比例
し、かつ、間隙水中イオン濃度と固相収着濃度との間で
の分配が平衡していること。

・単位体積あたりのイオン種濃度（間隙水溶存分と固相
収着分の和）の勾配に拡散フラックスが比例すること。

　Ｊ＝－De・∂cp／∂x 　Ｊ＝－Da・∂C／∂x

細孔拡散モデル

　∂cp／∂t＝De／（ε＋ρKd）・∂2cp／∂x2

※Da＝De／（ε＋ρKd）が成立
　∂C／∂t＝Da・∂2C／∂x2

・De：対象イオン種の有効拡散係数
・cp：間隙水中のイオン種濃度
・ε：間隙率
・ρ：固相の単位体積あたりの密度

・Kd：収着分配係数（透過拡散試験で得られた値※）
※粉体を用いたバッチ試験で得られたKd値とは異なる。

・Da：対象イオン種の見かけの拡散係数
・C：単位体積あたりのイオン種濃度

・Deに対し、イオン種依存性がある。
・Deに対し、間隙率依存性がある。
・Kdに対し、イオン強度依存性が存在する。

・Daに対し、イオン種依存性がある。
・Daに対するイオン強度依存性は小さい。
・Daに対し、有効モンモリロナイト密度依存性がある。

・細孔拡散と表面拡散の比率が、間隙率、イオン強度に
より変化する。

・依存性の程度は、(OH-の)Deに対する間隙率依存性は

定式化（ε2.1）が図られているが、Kdに対するイオン強度
依存性はイオン種毎に異なる。

・表面拡散が支配的であれば、イオン強度依存性も密度
依存性も発生しないが、実験から密度依存性が確認され
ている。
・依存性の程度は、イオン強度依存性は0～7 M間で数
倍程度、密度依存性は有効モンモリロナイト密度600～

1,800 kg/m2間で1桁程度。

・ベントナイト内に自由水が存在すると仮定。
・表面／層間拡散や陰イオン排除効果は考慮していない
ため、一部の陽イオンや陰イオンの拡散は説明不可。

・ベントナイト内の固相と液相を分けて考えない。
・単位体積あたりのイオン種濃度は実測可能。

・Deデータベースが存在。
・評価上重要だが、網羅されていない元素がある。
・条件によっては、実験的に値を取得することが出来な
いことがある。

・Deデータベースが存在。
・評価上重要だが、網羅されていない元素がある。
・実験的に値を取得することが可能。

・適用するためには、下記について検討し、モデル・パラ
メータに取り込む必要がある。
・ｃｐの定義が明確ではなく測定値が得られない。
・透過拡散試験結果から得られたDeとKdをセットで使用
する必要がある。
・De及びKdに対するイオン強度依存性を考慮すること。

・適用するためには、下記について検討し、モデル・パラ
メータに取り込む必要がある。
・ｃｐを明確に定義できる媒体との境界に対し、保持因子
αを与え、ベントナイト側の濃度をCに変換する必要があ
る。
・αの値がない元素に対する推定。
・αにはイオン強度、モンモリロナイト割合等の依存性が
考えられ、その定式化が必要。
・Ｄａの密度依存性について未検討。

・表面近傍と少し離れたところではイオン種濃度に違い
があり、分配平衡で説明可能なイオン種の存在状態に
応じたｃｐ、Deを設定するための検討が重要である。

・圧縮ベントナイト中における収着種の拡散に細孔拡散
も少しは効いており、例えば陽イオンのDaに密度依存性
が見られることにそれは表れている。それを無視できる
範囲で使用することがDaモデルのメリットであるため、そ
れが顕在化しない範囲を明確化する検討が重要である。

①岩石
・適用可（間隙幅がベントナイト圧縮体に比べ大きいた
め、ｃｐは定義可能、Kd取得可能）

・適用可（細孔拡散モデルで定義されるDaが使用可能）

②セメント硬
化体

・適用可（毛細管間隙が存在するセメント硬化体を想定)
・低拡散層として考えられているセメント硬化体ではcpが
定義できるような間隙は存在せず、適用できない可能性
がある。

・適用可（低拡散層として考えられているセメント硬化体
でcpが定義できるような間隙が存在しない場合でも、C
は定義可能）

・間隙水中イオン濃度(cp)と固相収着濃度を明確に分け
ることはできない。
・変質に関与するイオン種としては、間隙水中に存在す
るイオン種だけではなく、鉱物に収着したイオン種も考慮
する必要がある。

・モンモリロナイトを高分子電解質として扱った場合、拡
散評価で用いたCを変質評価でもそのまま使用できるか
もしれない。
・モンモリロナイトの永久負電荷を考慮して電荷バランス
を取りつつ、拡散を評価すれば、陽イオン交換反応を計
算したのと同等の評価をしたことになるかもしれない。

ベントナイト圧縮体中の変
質評価の観点からの留意
点

依存性の原因と程度

ベントナイト内で想定される
拡散現象との

関係性

ベントナイトに対するデータ
の充実性

ベントナイトへの適用性と検
討が必要な点

ベントナイトへの適用につ
いて、より実証的、理論的
裏付けをもたせるための検
討事項

他の処分場
構成材への

適用性と検討
が必要な点

モデルの基本概念

フィックの第１法則に対応す
る式（構成則）

フィックの第２法則に対応す
る式（構成則）

構成則に必要なパラメータ

必要なパラメータに対する
主な依存性（依存性が明ら

かな温度は除く）
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（４）Da データセットの整備 
（ａ）K の拡散挙動に係る実験的検討 
カリウムイオン（K+）は、セメント系材料から初期に溶出し、場における pH を決定する可

能性のある安全評価上重要なイオン種にも関わらず、そのベントナイト中における拡散データ

はほとんどない。そこで、Na 型モンモリロナイトを用いた K の収着バッチ試験及び透過拡散

試験を、0.1、0.3、0.5 M の NaCl が共存する条件下でそれぞれ実施した（平成 29 年度(13)から継

続）。取得した収着分配係数（Kd）に加えて、図 1.3-4 に示す透過拡散試験結果と Da モデルを

用いた評価手法による計算値のフィッティングから、有効モンモリロナイト密度 1,000 kg/m3、

25℃の条件下におけるモンモリロナイト圧縮体中の K の Da として、(1.2～2.4)×10-11 m2/s とい

う値を得た。 
 

 

 
図 1.3-4 高濃度及び低濃度側タンク内の K 濃度の経時変化（実験値と計算値の比較） 

 
一方、イオン強度が低い条件では、Kd が大きくなり（2.2.4（１）（ｄ）（ⅰ）参照）、K が試

料を透過しない可能性があるため、透過拡散試験よりも In-diffusion 試験によって Da を取得す

ることが適切と考えるが、平成 29 年度(13)に実施した K を用いた In-diffusion 試験結果から、Na
型モンモリロナイト試料中における（精製しても取り除くことが出来なかった）K の影響を考

慮する必要があることが示唆された。そこで、本年度は、K が到達していないと考えられる塗

布面から離れた部分も含めて濃度分布を調べることで、試料に含まれる初期 K 量を決定し、そ

の影響を考慮した濃度補正を行うことで Da を導出した。 
脱イオン水、及び 0.01、0.1、0.5 M の NaCl 溶液条件で、In-diffusion 試験（有効モンモリロナ
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イト密度 1,000 kg/m3、25℃）を行った結果の一例として、脱イオン水条件での試験終了後にお

ける試料中の K 濃度分布を図 1.3-5 に示す。塗布面から離れた試料片の平均 K 濃度は 1.9 mol/m3

であり、当該平均濃度を各試料片の K 濃度（C）から差し引くことで補正濃度（C’）を求めた。

そして、拡散距離の 2 乗（x2）に対する補正濃度の自然対数（ln C’）を取り、その傾きから Da
値を導出した（図 1.3-6）。その他の条件における K の Da 値も同様の方法で導出し、(2.5～3.5)
×10-11 m2/s という値を得た。 

 

 
図 1.3-5 拡散試験終了後における試料中の K 濃度分布（脱イオン水条件、Run 1） 

 
 

 
図 1.3-6 拡散距離の 2 乗（x2）に対する補正濃度の自然対数（ln C’） 

（脱イオン水条件、Run 1） 
 
図 1.3-7 に透過拡散試験結果及び In-diffusion 試験結果から得られた Da 値の NaCl 濃度依存性

を示す。NaCl 濃度が同じ条件で得られた Da 値は試験方法に関わらず、ほとんど同値であった

ため、これら値の信頼性は高いと考えられる。また、NaCl 濃度が異なる条件で得られた Da 値
はほぼ一定（3×10-11 m2/s 程度）であり、K の Da に対するイオン強度依存性は見られなかった。

これは、モンモリロナイト圧縮体中の K の拡散フラックスは、Cs と同様(14)、単位体積当たり

の濃度（Cb）勾配で良く説明できること、また、液相との境界部における Cb は K の収着量で

ほぼ決定されることから、モンモリロナイト圧縮体中では、K は収着した状態で拡散（表面拡

散）している可能性が示唆された。 
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図 1.3-7 K の Da の NaCl 濃度依存性 

 
 
（ｂ）Da データセットの更新 
平成 29 年度(13)は、ベントナイト系人工バリア劣化に係る物質移行-変質連成評価で対象とな

るイオン種に対して固有の Da データセットを整備するため、当該イオン種を構成する元素ご

との Da に係る現状の知見（25℃程度かつ有効モンモリロナイト密度 1,000 kg/m3程度の Da 値）

を文献調査等により整理するとともに、Da データがない元素については、化学的類似性等を考

慮することによって、試作版 Da データセットを作成した。また、各元素の Da 値に対する自由

水中の拡散係数や水和イオン半径等の依存性を調べた結果、経験的ではあるがこれらパラメー

タへの依存性が確認された（図 2.2-11 参照）。しかしながら、モンモリロナイトへの収着性が

高い K+や Cs+、水酸化物イオンを含む錯体を形成する元素（Fe、Si）については、上記依存性

は確認されず、例外として扱う必要がある可能性が示された。 
そこで本年度は、既存の Da データがない元素（F、B、P、Mg、K、N、Al）について Da デ

ータセットの更新を図った。まず、ベントナイト中の Da と自由水中の拡散係数（D0）に相関

があると考えられる F、B、P、Mg（S、C の一部のイオン種も含む）については、既往の Da
及び D0データから作成した関係式から Da の推定を行った（図 1.3-8、陽イオン、陰イオンそれ

ぞれに対して当該関係式を作成した）。次に高収着性であると考えられる K の Da については、

本年度実施した拡散試験結果から 3×10-11 m2/s に設定した。また、N（NH4
+）については、高

収着種であり、D0値及びモンモリロナイトへのイオン選択性（Li+＜Na+ ＜ (K+ , NH4
+) ＜Rb+ 

＜Cs+ ）が K と同等であることから(15)、その Da 値は K と同値にした。さらに、Al については、

平成 29 年度の整理ではオキソ酸に分類していたが、アルカリ環境では OH-錯体として存在する

可能性があることから(16)、Si や Fe と同類と見なし、低い Da 値（Fe と同じく、Co の Da を参

考とした値：2×10-13 m2/s）を設定した。本年度、更新した Da データセットを表 1.3-4 に示す。  

なお、当該データセットは有効モンモリロナイト密度 1,000 kg/m3程度を想定した Da 値となっ

ているが、上述したように今後は密度依存性を考慮した検討を行う必要がある。 
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※ 既往の Da 及び D0データから作成した関係（赤：陽イオン、青：：陰イオン）を図中に示す。 

図 1.3-8 Da と自由水中の拡散係数の関係 
 
 

表 1.3-4 Da データセット更新版 

 
 

Da = 4.57E+14×D0
2.79

Da = 2.14E+13×D0
2.66

1E-12

1E-11

1E-10

1E-9

1E-10 1E-9 1E-8

Da
 [m

2 /
s]

自由水中の拡散係数D0 [m2/s]

陽イオン
陰イオン
高収着性
陽イオン（計）
陰イオン（計）
高収着性（推）

K+,NH4
+

CO3
2-,

Cs+

SO4
2-,

Cl-

Ca2+

Na+

Sr2+

I-

Mg2+

F-,BO2-

HPO4
2-

H2PO4
-

HSO4
-

HCO3
-

元素 Da［m2/s］ イオン種 D0［m2/s］ 分類

Cl 1.5E-10 Cl- 2.0E-9

依
存
性
有

F 7.2E-11 F- 1.5E-9

B 7.2E-11※

-
BO2

-

HBO2

1.5E-9
-

S 4.0E-11※

3.2E-11
SO4

2-

HSO4
-

1.3E-9
1.1E-9

C 2.4E-11※

4.0E-11
CO3

2-

HCO3
-

9.2E-10
1.2E-9

P 1.2E-11※

2.2E-11
HPO4

2-

H2PO4
-

7.7E-10
9.6E-10

Na 7.4E-11 Na+ 1.3E-9
Ca 1.7E-11 Ca2+ 7.9E-10
Mg 1.4E-11 Mg2+ 7.1E-10
K 3.0E-11 K+ 2.0E-9 高収

着性N 3.0E-11 NH4
+ 2.0E-9

Si 6.0E-13 Si(OH)5
-、Si(OH)4

-
-

OH-
錯体Fe 2.0E-13 Fe(OH)3

-、 Fe(OH)2、
FeOH+

-
-

Al 2.0E-13 Al（OH）4
- 1.1E-9

※オキソ酸イオンについては、「※」のついたDaを当該元素の代表値とする。



 
 

-1-16- 
 

（５）物質移行－変質連成解析コードの整備 
表 1.3-2 で示した Da モデルに係る検討結果等を踏まえ、MC-BUFFER への Da モデル導入に

係る構成則（導入箇所、追加内容、モデル式等）について整理した。また、塩水系地下水を想

定したベントナイト系人工バリア材が他バリアと隣接した系での評価を可能とするため、境界部分

における保持因子の設定に係る MC-BUFFER の機能拡張を行うとともに、改良したコードを用

いてセメントとベントナイトが接した系を想定した解析を、De モデル及び Da モデルを用いて

実施し、その結果から改良コードの動作確認、課題の抽出、及び両モデルの適用性等について

整理・検討した。 
 
（ａ）MC-BUFFER への Da モデル導入に係る構成則の整理 
上述したとおり、本事業ではベントナイト系人工バリアの変質評価における拡散評価手法の一つ

として Da モデルを選択し、MC-BUFFER に導入に係る検討をこれまで行ってきた。まず、Da モデ

ルを当該コードへ導入する際に考慮すべき要素を整理し、処理フロー図に追記した（図 1.3-9）。具

体的には、元素ごとへの Da の設定、同一の Da を設定する複数の元素に対する群の構成、郡ごとの

移行計算、モンモリロナイトの負電荷（永久電荷、Y-）も含めた電荷バランスの調整（移行計算後

に Na または pH で電荷バランスを調整）、地球化学反応計算で用いる濃度の設定（単位体積当たり

の元素濃度 C、ステップごとに計算される間隙率で C を除した間隙水中濃度 cp、初期間隙率で

C を除した間隙水中濃度 cpの 3 つから選択可能とする）、境界部分における保持因子αの設定が

挙げられた。また、これら要素（保持因子の設定以外）のコードへの適用性を確認するため、

MC-BUFFER プログラムの修正、及び検証を要素ごとに実施し、コードが正常に動くことを確認し

てきた。さらに、これら要素を連成させ、ベントナイト領域のみではあるが、一連の物質移行-変
質連成解析を MC-BUFFER で実行可能とした。しかしながら、現行の改良したコードでは OH-の

移行は計算できないため、（場の pH を変えずに）Na で電荷バランスを調整する方法を取った

場合、移行計算後における場の陰イオンの量の不足分を、Na 量を減らすことでバランスことに

なり、その状態で化学反応解析を行うと鉱物が溶解した場所では pH が下がってしまう等、非

現実的な評価になってしまうという課題が残っている。 
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図 1.3-9 MC-BUFFER への Da モデル導入の際に追加する機能 

 

（ｂ）保持因子の導入等の機能拡張 
上述したとおり、Da モデルでは、地下水やその他のバリア材と隣接する系での評価を行う場合

は、地下水中（またはその他のバリア材を通過後の浸出溶液）濃度を、境界におけるベントナ

イト系人工バリア材中の単位体積あたりの濃度に変換する必要がある。そこで、セメント系人工バ

リアとベントナイト系人工バリア材が隣接した領域を対象とした一連の物質移行-変質連成解析を

実施可能とするため、境界部分における保持因子αb の設定に係る機能拡張を実施した。なお、こ

こで設定するαbは、透過拡散試験で De とともに得られるベントナイト圧縮体に対する保持因子α

（＝ε+ρKd）とは異なり、自由水とベントナイト圧縮体が接触した系の境界部分のみに適用可能

なパラメータである。 
具体的には、地下水やその他のバリア材との界面における単位体積あたりのベントナイト系人

工バリア材中の元素濃度 Cb,b（境界条件）を、他のバリア材を通過後の浸出溶液の元素濃度 cl

と保持因子αbを用いて、「Cb,b = αb・cl」と設定できるようにした。また、αbの値の設定に関

しては、これまで実施してきた Ca、K、Cl の透過拡散結果等を参考に、αb＝ρKd（収着種）、αb

＝εeff（非収着種）とし、各元素に対する Kd 値またはεeff値はデータベースファイルから読み

込めるようにした。ここで、ρはモンモリロナイト密度、Kd は収着分配係数、εeffは有効間隙

率である。なお、改良したコードを用いて他バリアを含めた計算を Da モデルで実施する場合

は、他バリアも Da モデルで評価する必要があるが、その場合は、後述するように他バリア材

の Da、αmediumの設定を、De モデルを用いた評価と同等になるように設定することとなる。 
 
（ｃ）塩水系地下水を想定した物質移行－変質連成解析 
本年度改良した MC-BUFFER を用いて、図 1.3-10 に示す体系で、セメント系人工バリアとベ

ントナイト系人工バリアが接した系を想定した物質移行-変質連成解析を、De モデル及び Da
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モデルを用いて実施し、その結果から改良コードの動作確認、課題の抽出、及び両モデルの適

用性等について整理・検討した。なお、本評価は、セメント系材料とベントナイト系材料が接

した部分での物質移行が適切に評価できるか、また、その近傍の主な変質現象が想定されるも

のになっているか（具体的には、セメント側からベントナイト側へのアルカリ成分（OH-）の

移行、境界付近におけるセメント側での CHS の増加、ベントナイト側でのモンモリロナイトの

溶解等(8)）を確認し、両モデルの適用性を検討することを第一の目的としているため、本評価

体系は、実際の中深度処分で想定される並びとは異なり、セメントを介して高アルカリ性とな

った塩水系地下水がベントナイトに浸透する体系とした。液相固定境界に与えた塩水系地下水

の組成は、中深度処分を想定した設定がなかったため、地層処分に係る評価で使用された値を

参考に設定した。移行計算後の電荷バランスについては pH で調整した。 
 

 
図 1.3-10 解析体系（セメント系人工バリアとベントナイト系人工バリアが接した系） 

 
また、ベントナイト系人工バリア中の拡散に係る設定については、De モデルを用いたケース

では、従来通り、全てのイオン種に対して同一の有効拡散係数として「De＝5.0×10-7・ε2.1 ・
e‐18600/RT」(17)を与えた。ここで、εは間隙率、R は気体定数、T は温度である。なお、現行の

MC-BUFFER における De モデルは、表 1.3-1 でも記載したとおり、擾乱因子を排除した簡易モ

デルとなっており、固相への収着や陰イオン排除効果は考慮されていない。一方、Da モデルを

用いたケースでは、各元素に表 1.3-3 で示した Da 値を与えるとともに、保持因子αbには表 1.3-5
に示した値を使用することとした。 
セメント系人工バリア中の拡散に係る設定については、モデルの違いによる影響を小さくす

るため、全ての元素に同じ拡散係数を与える評価とした。すなわち、De モデルを用いたケース

では、従来通りの設定である「De＝5.37×10-10・φtra」(18)を与えた。ここで、φtraは物質移動毛

細管間隙率である。一方、Da モデルを用いたケースでは、「Da＝De/φtra」、「Cb,c = αc・cl」の

関係が成り立つとし、「Da＝5.37×10-10」、「αｃ＝0.019（φtra の初期値）」とした。ここで、Cb,c

はセメント系材料側における境界濃度、αｃはセメント系材料側における保持因子である。 
 
 
 

ベントナイト系人工バリア

液相固定境界
反射境界

セメント系人工バリア

1.0 m 1.0 m

温度：25℃
メッシュ幅：0.1m
タイムステップ：0.05年

液相組成（塩水系地下水） 初期ベントナイト組成
Na型ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ： 49.0 wt%
クォーツ ： 38.0 wt%
アナルサイム ： 3.0 wt%
カルサイト ： 2.5 wt%

初期セメント組成
Ca(OH)2                   ： 15.3 wt%
CSH        ： 60.3 wt%
モノサルフェイト ： 9.9 wt%
ハイドロガーネット： 12.5 wt%
ブルーサイト ： 1.8 wt%
K2O                           ： 0.16 wt%
Na2O                        ： 0.08  wt%

pH : 8.0
Na : 6.7E-1 mol/L

K : 1.1E-2 mol/L
Ca : 3.3E-4 mol/L

Mg : 2.5E-4 mol/L
C : 3.5E-2 mol/L
S : 3.0E-2 mol/L

Cl : 5.9E-1 mol/L
Al : 3.2E-9 mol/L
Si : 3.0E-4 mol/L

W/C=0.55を想定
初期物質移動毛細管間隙率 0.019

乾燥密度1,600 kg/m3のベントナイト圧縮体
（モンモリロナイト密度 784 kg/m3）
初期間隙率 0.385

※低透水層を想定
※組成はクニゲルV1を参考※低拡散層を想定

※組成は普通ポルトランドセメントとした
※「HLW2次取りまとめ」を参考
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表 1.3-5 αbデータセット（試作版）(19) 

 

 
1,000 年間の解析を行った結果、De モデルを用いたケースでは一連の物質移行-変質連成解析

が不具合なく実行された（図 1.3-11 参照）。また、その評価結果については、セメント側から

ベントナイト側へアルカリ成分（OH-）が徐々に移行するとともに、境界付近のセメント側で

は CHS の増加、ベントナイト側ではモンモリロナイトの溶解等が確認され、上述した想定され

る主な現象と調和的な結果となった。 
一方、Da モデルを用いたケースでは移行計算後の電荷バランス調整計算、または地球化学的

反応解析を行っている最中に収束エラーが出てしまい、計算することが出来なかった。これは、

本計算ではセメント-ベントナイト境界に元素固有のαb を設定したが、その条件によってはベ

ントナイト側の境界部分において、あまりに大きな組成変化が起こってしまい、PHREEQC を

用いた地球化学反応計算が収束しなかった可能性が考えられる。その確認として、αc＝1, αb

＝1 として Da モデルを用いた計算を行ってみたところ、図 1.3-12 に示す通り、1,000 年後まで

実行される結果となったことから当該条件では改良したコードが正常に動作することは確認で

きた。なお、図 1.3-12 で 1,000 年後のベントナイト系人工バリア中の pH が全領域で酸性とな

ったのは、Da 値が大きな陰イオン（特に Cl-）に対して、陰イオン排除効果を考慮せずに（αb

＝1 として）pH で電荷バランスを調整したことが原因と考えられる。 
 

元素 イオン種
Kd

［m3/kg］
εeff ［-］

1600kg/m3のベントナイト
圧縮体の場合のα（モン
モリ密度ρ＝784 kg/m3）

備考

Cl Cl- － 0.385

α＝0.385 εの初期値0.385を設定

F F- － 0.385
B BO2

-、HBO2 － 0.385
S SO4

2-、HSO4
- － 0.385

C CO3
2-、HCO3

- － 0.385
P HPO4

2-、H2PO4
- － 0.385

Na Na+ － 0.385 α＝0.385 初期からモンモリロナイトに含まれるNa量は
別途考慮

Ca Ca2+ 0.01 － α＝7.84 塩水系における実験値（0.007～0.013）

Mg Mg2+ 0.01 － α＝7.84 Caと同等

K K+ 0.02 － α＝15.68 塩水系における実験値（0.012～0.02）

N NH4
+ 0.02 － α＝15.68 Kと同等

Si Si(OH)5
-、Si(OH)4 0.5 －

α＝392
Niを参考 Tertre et al.(2005)、MX-80
塩水系（I=0.5M）における実験値
中性（pH7）でKd=0.5程度（グラフから）

Fe Fe(OH)3
-、 Fe(OH)2、FeOH+ 0.5 －

Al Al（OH）4
- 0.5 －
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固相組成分布 
 

 
液相組成分布 

 
図 1.3-11 解析結果（De モデルを用いたケース、1,000 年後の固相および液相組成分布） 
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固相組成分布 
 

 
液相組成分布 

 
図 1.3-12 解析結果（Da モデルを用いたケース、αc＝1, αb＝1 とした場合、1,000 年後の固

相および液相組成分布） 
 
（ｄ）解析結果を踏まえた De モデル及び Da モデルの適用性に係る検討 
上述のセメント系人工バリアとベントナイト系人工バリアが接した系を想定した物質移行-

変質連成解析結果から De モデル及び Da モデルの適用性等について検討した。 
De モデルを用いたケースの解析では、想定される主な現象が再現される結果となり、現段階

では当該変質評価に適用できる可能性が示された。しかしながら、上述したように現在の De
モデルでは、全てのイオン種に対して同一の De を設定していること、収着や陰イオン排除効

果等が含まれていないこと等から、当該変質評価への適用性については、これらの影響を含め

た上で再度判断する必要がある。 
一方、Da モデルを用いた解析においては、αbの設定によっては地球化学反応計算時に収束
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しない現象が確認された。この原因として、ベントナイト側の境界部分において、計算上で大

きな組成変化が生じたことが推察されることから、適用に当たっては計算メッシュ幅やαの設

定の見直しが必要であることが示唆された。また、境界における移行計算方法についても再検

討する必要があるかもしれない。例えば、境界部における物質移行を濃度勾配による拡散で評

価するのではなく、陽イオン交換考慮した分配平衡のみで評価すること等が考えられる。 
また、上述した「境界部において地球化学反応計算が収束しない」という問題は、Da モデル

だけではなく、De モデルに収着や陰イオン排除効果を導入した際にも起こるかもしれない。そ

のため、当該変質評価における拡散モデルの妥当性確認では、境界部における濃度変化を適切

に評価できるということも重要な確認事項であると考えられる。さらに、本年度のコード改良

では、Da 値、Kd 値及びεeff値の設定は定数のみとしたが、将来的には密度依存性やイオン強

度依存性等を考慮した定式化を図り、移行評価に反映させることが重要である。 
 
（６）まとめ 
ベントナイト系人工バリアの長期性能評価の妥当性を判断するために必要な科学的・技術的

知見を蓄積する観点から、当該人工バリアの変質評価における拡散評価にまずは着目し、その

評価モデルの適用性に係る検討を実施することとした。 
上記検討に先立ち、これまでに整備してきた MC-BUFFER において考慮している現象と考慮

していない現象の整理を行った。その上で、ベントナイト系人工バリアの変質現象（そのメカ

ニズムも含む）、それに伴うバリア機能の変化、当該変質評価における De モデルと Da モデル

の特徴について整理するとともに、その適用性について検討した。その結果、De モデルについ

ては、透過拡散試験結果から得られた De と Kd をセットで使用するとともに、これらパラメー

タに対するイオン強度依存性を考慮すること、一方、Da モデルについては、間隙水中濃度を明

確に定義できる他バリア材との境界に対し、保持因子αを与え、ベントナイト側の濃度を単位

体積当たりの濃度に変換すること、及び Da の密度依存性を考慮することを実施し、それらが

モデル・パラメータに適切に取り込むことが出来れば当該変質評価に適用可能であると考えら

れた。 
また、当該変質評価において Da モデルを使用する場合に必要となる各イオン種に対する Da

データセットを整備するため、種々のイオン強度条件でカリウムの拡散試験を実施し、その Da
値が 3×10-11 m2/s 程度であることを示すとともに、自由水中の拡散係数に対する Da の依存性等

について検討し、これまでに Da データが得られていない主要な元素の Da 値を推定し、Da デ

ータセットの更新を行った。 
さらに、これまで物質移行－変質連成解析コード（MC-BUFFER）へ導入してきた Da モデル

の構成則について整理するとともに、Da モデルを導入した当該コードを用いて塩水系地下水を

想定したセメント系人工バリアからベントナイト系人工バリアへの物質移行を評価できるよう

に、境界部分の濃度変換に保持因子を考慮した改良を行った。改良したコード及び上記で更新

した Da データセットを用いてセメントとベントナイトが接した系を想定した解析を、De モデ

ル及び Da モデルを用いて実施し、改良コードの動作確認、課題の抽出、及び両モデルの適用

性等についての検討を行った。その結果、De モデルを用いたケースではセメント側からベント

ナイト側へのアルカリ成分（OH-）の移行等、想定される事象を示したが、当該解析では収着

や陰イオン排除効果等が含まれていないため、その適用性については、これらの影響を含めた

上で判断する必要があることとした。一方、Da モデルを用いたケースでは、保持因子の設定値

によっては地球化学反応計算時に収束しない現象が確認された。この原因としては、ベントナ

イト側の境界部分において、あまりに大きな組成変化が起こった可能性が考えられ、今後、メ
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ッシュ幅やαbの設定の見直し、及び境界部における移行計算方法について再検討が必要である

ことが示唆された。 
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1.3.1.2  セメント系人工バリアの長期性能評価に係る技術的知見の整備 
 
（１）背景と目的 
中深度処分を対象とした「炉内等廃棄物の埋設に係る規制の考え方について」（平成 28 年 8

月原子力規制委員会決定）（以下「規制の考え方」という。）では、リスク低減の観点から人工

バリアの中でできるだけ多くの放射性核種を減衰させ、人工バリアから天然バリアへの漏出を

抑えることによって、生活圏への放射性核種の移行を遅らせることが適当であることから、人

工バリアには、放射性核種の漏出抑制機能を求めている。具体的には、少なくとも廃止措置の

開始までの期間（300～400 年）は、人工バリアによって廃棄物埋設地からの放射性核種の漏出

を抑制することを要求している。 
また、規制の考え方では、人工バリアから漏出した放射性核種の地下水等を介した生活圏へ

の移行については、天然バリアによって抑制することを要求しており、その際、人工バリアか

らの放射性核種の漏出について評価することを求めている。 
現在検討されている中深度処分施設の概念（図 1.3-13）においては、「低拡散層」と呼ばれる

セメント系の人工バリアの使用が想定されている。 
 

 
 

図 1.3-13 中深度処分における人工バリア等の概念図 
 
セメント硬化体は多孔質媒体であることから、漏出抑制性能を評価する上では物質移行空間

である細孔に着目する必要がある。この細孔は、材料設計、配合設計、施工（締固め、養生）

により生成したセメント水和物の有する空間の形態で決まり、水和進展のような内因的現象に

加えて、地下水との反応やベントナイト系人工バリア材などの隣接材料との反応といった外因

的現象によっても細孔構造が変遷する可能性がある。 
したがって、セメント系人工バリアの物質移行特性に係る長期的な性能を評価する上では、

使用材料や配合等の材料設計に加えて養生方法や維持管理方法を含む施工が、セメント硬化体

の細孔構造や細孔壁を構成する主たるセメント水和物であるケイ酸カルシウム水和物（C-S-H）

の結晶構造（C-S-H は結晶性に乏しい物質であることから、ここでは「C-S-H ゲル構造」と呼

ぶ。以下同様。）の長期安定性、すなわち初期状態（ここで「初期状態」とは、一般的にセメン

トの強度が概ね発現することが知られている材齢 1～3 か月程度の状態をいう。以下同様。）及

び水和に伴う変遷（数年、数十年及びそれ以降の長期）に及ぼす影響についての知見が必要で

ある。 
そこで、以下の①～④に関する既往研究の調査を行った。なお、物質移行空間は、細孔の他

に骨材遷移帯、ひび割れ、初期欠陥、劣化空間等が存在するが、ここでは細孔に着目して調査

した。 
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①セメント硬化体の物質移行空間と細孔構造の形成について 
②使用材料及び配合と細孔構造の関係 
③施工による影響について 
④細孔構造や C-S-H ゲル構造の計測と評価 

 
さらに、セメント硬化体中の物質移動に関する評価モデルで構成される既往の計算コードに

ついて調査した。 
これらの調査結果を踏まえて、300 年を超えるセメント硬化体の長期性能評価を行う上での

課題を整理するとともに、これらセメント硬化体の長期安定性に関する既往の研究成果等をコ

ンクリートの長期性能評価に適用する際の課題についても整理した。 
 
（２）既往研究の調査 
① セメント硬化体の物質移行空間と細孔構造の形成について 
セメント硬化体中の空隙は、社会基盤の土木建築分野では物質が移行する連行空隙と物質

移行に寄与しない独立空隙に大別できる。前者は、セメント水和物のゲル空隙や層間空隙、

また、振動締固めによる毛細管空隙の形成などがこれに当たる。一方、後者は練混ぜを効率

的に行うための空隙であり、エントラップドエアと空気連行剤（Air Entraining Agent；AE 剤）

を使用した場合に連行導入されるエントレインドエアがある（Mehta, 1986 (20)）。これらの空

隙及び大きさは、表 1.3-6 に示すよう 1 nm レベルから 107nm レベルまで７桁も差があり、細

孔径の小さい順にゲル空隙及びC-S-H層間の結晶内空隙、毛細管空隙、エントレインドエア、

エントラップドエアの 4 段階に分類している。セメント硬化体中において、放射性核種は連

行した空隙（以下「物質移行空隙」という。）を介して移行することから、毛細管空隙及びゲ

ル空隙並びに C-S-H 層間の空隙（以下「ゲル空隙等」という。）に着目することが重要と考

えられる。 
一方、Mindess et al. (2002) (21)は、セメント化学として、セメント硬化体中に形成される細

孔及びその細孔径、並びにそれぞれの細孔の特性について表 1.3-6 のように整理している。

表1.3-6には上述のゲル空隙等と毛細管空隙の範囲も併せて示した。表1.3-6より、「micro pore」、
「small capillary」及び「medium pore」は、固相の表面張力が大きく、これらの細孔中の水（以

下「間隙水」という。）は、バルクの水と近い特性を有する「large pore」や「medium pore」
中の水とは異なる特性を有していると考えられる。このような間隙水が存在する「micro pore」、
「small capillary」及び「medium pore」は、国際純正・応用化学連合（International Union of Pure 
and Applied Chemistry; IUPAC）による分類ではメソスケール（2～50 nm）と呼ばれる細孔径

の空隙に相当する(22)。図 1.3-14 に、Jennings (2008) (23)によって提唱された C-S-H のメソスケ

ールの空隙（以下「メソ空隙」という。）のイメージを示す。 
このように、特にメソ空隙の割合が多いセメント硬化体の場合は、その細孔構造が、物質

移行に対して物理的影響に加えて化学的な影響も与える可能性があるため、セメント硬化体

中における核種の収着特性を評価する際には、固相だけでなく間隙水の特性についても考慮

する必要がある。 
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表 1.3-6 セメント硬化体に形成される細孔の径及び特性 

Pore  Diameter Role 
Properties 

affected 
Inter 
layer 

 
<0.5 nm 

Structural water 
involved in bonding 

Shrinkage, 
creep at all RH 

Micro 
pore 

 
0.5-2.5 nm 

Strongly adsorbed water; 
no menisci form 

 

Small 
capillary 

 2.5-10 nm 
Strong surface 
tension forces 

generated 

Shrinkage 
between 

50-80%RH 

Medium 
pore 

 

10-50 nm 
Moderate surface 

tension forces 
generated 

Strength, 
Permeability, 

Shrinkage 
at >80%RH 

Large 
pore 

 50 nm-10 μm 
Behave as 
bulk water 

Strength, 
Permeability 

Entrained 
air 

 0.1-1 mm  Strength 

 
 

 
図 1.3-14 Jennings (2008)による C-S-H のメソ空隙のイメージ 
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② 使用材料及び配合と細孔構造の関係 
現在検討されている中深度処分のセメント系人工バリア（低拡散層）のセメント材料及び

配合の一例(24)を表 1.3-7 に示す。低拡散層の候補材はフライアッシュセメントであり、膨張

材等の無機混和材料や化学混和剤等も含まれている。ここで膨張材とは、一般的にセメント

硬化体の収縮（自己収縮や乾燥収縮）による初期ひび割れの発生を抑制するために使用され

るものであり、高性能 AE 減水剤とは、モルタルやコンクリートの充填性（流動性）の向上

や、水セメント比（W/C）の低減による耐久性向上のために使用されるセメント分散剤の一

種である。 
 

表 1.3-7 検討されている低拡散層の材料及び配合の例※1 

W/C 
比 

W/B 
比 

単位量(kg/m3) 

W 
粉体 B  

セメント 混和材料 化学混和剤 骨材 

水 

セメント 
ポゾラン 
物質 

膨

張

材 

石灰石 
微粉末 

高性能 
AE 

減水剤 

空気量 
調整剤 

細骨材 

低熱ポル

トランド

セメント※2 

フライ 
アッシュ※3 

※4 ※5 ※6 ※7 ※8 

0.68 0.45 230 338 153 20 307   1279 
 

③ －１ フライアッシュ 

Si 及び Al を主成分とするフライアッシュは、セメントから溶脱した Ca との水和反応（以

下「ポゾラン反応」という。）によって Ca-Si 系又は Ca-Al 系水和物を生成する。 
山本ら(2006) (25)及び (2008) (26)は、拡散場を模擬した浸漬法による促進溶脱試験を行い、初

期の水和物組織に形成される孔径 20～200 nm 程度の毛細管空隙量が多くその空隙径が大き

いほど CH 変質フロントの進行速度が高まることや、フライアッシュセメントにおいては CH
の消費と空隙充填による組織の緻密化をもたらすポゾラン反応が生じるため、CH 変質フロ

ントの進行速度が非常に小さくなることを確認している。さらに山本ら(2010) (27)は、OPC 硬

化体では CH 変質フロントに後続する形で C-S-H 変質フロントが形成されるのに対し、フラ

イアッシュセメント硬化体では CH の変質フロントの進行が遅く、C-S-H 変質フロントと共

存することを確認している。このように、フライアッシュセメントの CH 変質フロントの進

行が遅くなることについては、半井ら(2005) (28)も、カルシウム溶脱現象のモデルを熱力学連

成解析システム（DuCOM）へ組み込んだ解析に基づいて指摘している。 

                                                      
※1 「上部低拡散材」配合より 
※2 太平洋セメント社大船渡産、密度 3.22 g/cm3、比表面積 3,490 cm2/g 
※3 フライアッシュⅡ種（東北発電工業）、密度 2.24 g/cm3、比表面積 3,800 cm2/g 
※4 改良型ハイパーエクスパン（太平洋マテリアル）、密度 3.04 g/cm3 
※5 宮城石灰工業製、密度 2.70 g/cm3、比表面積 5,140 cm2/g 
※6 マイティ 3000H（花王）: カルボキシル基含有ポリエーテル系化合物 
※7 フライアッシュ用空気量調整剤 マイクロエア 404(エヌエムビー): ポリアルキレングリコール誘導

体 
※8 石灰砕砂（八戸松館産）、密度 2.66 g/cm3、粗粒率 FM 2.70 
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また、フライアッシュを混和した硬化体が緻密になることに関して、例えば Mehta (1981) (29)

や Mehta & Gjorv (1982) (30)は、フライアッシュのポゾラン反応に伴い、細孔径が 100 nm より

も大きな細孔の量が減少すると共に 100 nm 以下の細孔量は増加することを示している。小

早川ら(2001) (31)は、フライアッシュのポゾラン反応の進行に伴い、細孔径 3-10 nm の微細な

細孔量が多くなるとともに細孔径 10-50 nm の細孔量が減少することを示している。 
なお、フライアッシュのポゾラン反応は、フライアッシュからの Si 等の溶脱が Na 及び K

等のアルカリ金属による影響を受けることから水和初期には起きにくい。また、養生温度等

による影響も大きく、例えば佐藤ら(2017) (32)は、60℃の条件下であってもフライアッシュの

反応率は材齢約 180 日で 30％程度であることを報告している。 
須田ら(2014) (33)は、合成 C-S-H 及びエーライト（C3S）水和試料を用いた実験結果に基づ

き、C-S-H の Ca/Si 比が低下するとゲル空隙の量が増加することを報告しており、これは Ca/Si
比の低下によって C-S-H の比表面積が増加するためと指摘している。さらに須藤ら(2017) (34)

は Ca/Si 比の低下による C-S-H の凝集構造の変化から、フライアッシュ等の混和材の利用が

セメント硬化体中の物質移行の抑制に有効であることを指摘している。 
千田ら(2011) (35)による水銀圧入法（MIP）を用いた普通ポルトランドセメント（OPC）※9と

フライアッシュセメント※10の硬化体の細孔径分布の測定結果によると、OPC の細孔径が主

として 30 nm 付近に分布しているのに対し、フライアッシュセメントの細孔径の大部分は 5 
nm 以下であり 10 nm 以上にはほとんど分布していない。 
また、安田ら(2002) (36)は、モルタルからのカルシウム溶脱による空隙率の増加を再現する

ために、水／結合材比（W/B）を変化させたモルタル供試体により透水試験及び拡散試験を

行っている。その結果、MIP で測定した供試体は、貧配合による全空隙率の増加に伴い透水

係数やトリチウムの実効拡散係数（De）が増加することや、セメントの一部をフライアッシ

ュ（JISⅠ種）で置換（10-30 %）したフライアッシュ混合セメントにすることで、トリチウ

ムの De が一桁以上小さくなることを指摘している。 
 
以上を踏まえると、フライアッシュを混和することによる物質移行特性の観点での主な効

果として、物質移行空間の緻密化が挙げられる。フライアッシュは、セメントに比べ比表面

積が大きく、いわゆる微粉であることから、セメント粉体の空間を真詰する細密充填できる

点に加え、ポゾラン反応により CSH 等の細密水和物を形成する化学的効果が期待できる。  

このようにセメント材料の設計及び配合設計によりセメント硬化体の緻密度は大きく変化す

ることから、性能評価するに当たっては、こうした材料設計等を評価することが必要である。 
 
②－２ 膨張材 
膨張材の混和率とセメント硬化体の細孔構造との関係について、盛岡ら(1998) (37)は、膨張

材混和率が高くなるほどセメント硬化体の積算空隙量が大きくなることや、0.1～数 μm 程度

の毛細管空隙が増大することを報告している。 
また、盛岡ら(1999) (38)は、膨張材を混和したセメント硬化体の空隙率は毛細管空隙の増加

を伴い大きくなることから、膨張材水和物が毛細管空隙を形成しながら膨張現象をもたらす

と推察している。 
 なお、膨張材は、セメント水和物の体積膨張による効果を狙ったものであるため、膨張

                                                      
※9 水セメント比（W/C）＝0.35 
※10 低熱セメント：碧南火力発電所 II 種フライアッシュ＝7：3、水セメント比＝0.35、FA 反応率＝～30％ 
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材の組成や構造体としての外部拘束の有無等によりその膨張効果は変化するため、膨張材使

用の場合は、こうした点を考慮した評価が必要となる。 
 
②－３ 有機化学混和剤 
現行のコンクリートは、様々な混和材料を混和することが一般的となっていることから、

練混ぜ効率化の観点で有機化学混和剤は必要不可欠な材料である。有機化学混和剤には、セ

メント粉体の界面活性作用を期待する減水剤、練混ぜ時の空砲によるボールベアリング効果

を期待する AE 剤など目的に応じて添加される。近年では、高強度化に伴う粉体量の増加や

高流動性、材料分離抑制などの施工要件に基づき高性能 AE 減水剤が一般的に用いられる傾

向にある。 
高性能 AE 減水剤がセメント硬化体の細孔構造や C-S-H ゲル構造へ及ぼす影響に関して、

坂井ら(2003) (39)は、リグニンスルホン酸塩及びナフタレン系分散剤を添加したセメント硬化

体が材齢 28 日以降において同様な細孔構造を示すものの、ポリカルボン酸系分散剤を添加し

た場合に比べて 0.1μm 以上の空隙が多く存在していることを確認している。さらに、ペース

ト粘度が等しい場合であってもセメント硬化後の細孔構造が変化していることから、ペース

トの流動性に関連する自由水や拘束水量は同じと想定される場合でも、分散剤の分散機構の

相違により凝集構造が変化していると推定している。  
杉山ら(2002) (40)は、特にポリカルボン酸系分散剤を添加すると、無添加の場合と比較して

細孔分布は類似しているにもかかわらず、その構造は全く異なったものとなることを報告し

ている。これは、混和剤を添加しない場合は分散が不十分なためにセメント粒子が凝集し一

体化し緻密化しているのに対し、ポリカルボン酸系分散剤を使用することで１次粒子まで分

散し、さらに微細な針状結晶（エトリンガイト系水和物）が多量に生成することにより緻密

化したことが原因としている。 
 
②－４ その他 
表 1.3-7 に示した混和材料のうち、石灰石微粉末は一般に高流動化を実現するために材料

分離抑制のために混和される。特に若材齢において圧縮強度の上昇に寄与することが知られ

ているが(41)、水和不活性とされている(42)。一方、石灰石微粉末を添加すると硬化体の Ca/Si
比は見かけ上上昇するが、この Ca/Si 比によりセメント特性の評価を行う場合には、水和に

寄与しない鉱物であることから、硬化体中に生成する C-S-H の組成の評価にに必ずしも反映

されないことについて留意が必要と考える。 
 
④ 施工による影響について 
石垣ら(2012) (43)は、コンクリートの打込み時に発生する材料分離現象であるブリーディン

グが発生したセメント硬化体の細孔構造について、電子顕微鏡と低温示差走査型熱量計を用

いて定量的に評価し、細孔構造の特性を電気伝導度から検討している。その結果、ブリーデ

ィングによって打設方向上部にかけて増加する空隙は毛細管空隙であり、それ以下の径の空

隙形成にはほとんど影響を及ぼさないことを明らかにしている。ただし、ブリージングは、

締め固め時の水の動きに大きく影響するため、毛細管空隙の形成や打設方向などの施工条件

によって影響を受けることを示している。 
養生条件に関して、黒澤ら(2011) (44)は、測定前試料を乾燥させない手法を用いて、乾湿繰

り返しや乾燥による硬化セメントペースト中の C-S-H ゲル構造の変化を調べている。示差走

査型熱量計（DSC）を用いたサーモポロメトリーの解析結果から、乾湿繰り返しや乾燥によ
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り直径数 nm～10 nm の細孔量が減少し、10～100 nm の細孔量が増加することを報告してい

る。さらに、29Si MAS-NMR の結果から、水中養生試料に比べて乾湿繰り返しや乾燥を行っ

た試料ではシリケートアニオン鎖の平均鎖長の伸展が確認されている。この原因として、乾

燥による脱水でシリケートアニオンが縮重合し、それに伴う Globule（C-S-H 粒子）の層間の

緻密化によって C-S-H ゲル構造が変化した可能性を指摘している。 
Doyeon ら(2003) (45)は、W/C 比 50％のコンクリート試験体を用いて、水中養生（20℃）、気

中養生（20℃、60％）、封緘養生（20％）を 28 日間実施し、28 日目におけるコンクリート深

さごとの細孔構造を調べている。その結果、養生条件によってコンクリート中の細孔構造が

異なっていることや、水中養生では深さにかかわらず均一な空隙構造が形成されているのに

対し、封緘養生では若干、気中養生では比較的大きな深さ方向の細孔構造の不均一性が確認

されている。 
 
④細孔構造や C-S-H ゲル構造の計測と評価 
ここでは主にセメント硬化体の細孔及び細孔壁を構成する C-S-H ゲル構造を計測・評価す

るための方法について整理した。 
 
④－１ セメント硬化体の細孔構造の計測及び評価方法 
空隙直径 100 μm 程度までのエントレインドエアレベルの空隙については、光学顕微鏡法

（修正ポイントカウント法、リニアトラバース法、画像処理法）、それ以下の空隙直径レベル

では、水銀圧入式ポロシメータ―法（MIP）（対象：400 μm～30 Å）や水蒸気又は窒素吸着

法（BET）（対象：0.2 μm～2.5 Å）による分析の対象となる。 
このうちメソ空隙の分析を対象としている MIP 法と BET 法の測定原理及び問題点を表

1.3-8 及び表 1.3-9 に示す。 
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表 1.3-8 MIP の測定原理及び問題点 

測定 
原理 

水銀は表面張力が大きいため、対象試料の微細空隙中に入ることはないが、

圧力をかけることで、細孔に圧入される。その特性を用いて、段階的に圧力を

増加させ、各段階で圧入された細孔量を測定することで細孔径分布を求めるこ

とができる。(土木学会 353 委員会成果報告書 2018) (46) 

問題点 

・試料の前処理方法によって得られる結果が異なるため、絶対評価には向かな

い。同条件（前処理方法、試料サイズなど）で測定した場合、再現性が高い

ため、相対評価は可能。(土木学会 353 委員会成果報告書 2018) 
・測定は 3 nm～500 μm 程度の広範囲を測定可能であるが、3 nm 以下の測定が

できない。必要に応じてガス吸着法と合わせて測定した方がよい。(土木学会

353 委員会成果報告書 2018) 
・測定に際し、試料を乾燥させる必要があるが、適度の乾燥を施した場合、水

和物が変質し、細孔量が増加するため、乾燥条件には留意する必要がある。(土
木学会 353 委員会成果報告書 2018) 

・骨材を除くため、遷移帯の情報を得ることができない。(土木学会 353 委員会

成果報告書 2018) 
・円筒形の細孔を仮定して細孔径分布を導出するが、インクボトル型の空隙に

よってヒステリシスが生じる。(Lowell, et al.1981) (47) 
・脆弱な試験体の場合の測定時の圧入圧による組織破壊や、インクボトル効果

によって空隙量を過大に評価している可能性がある。(湊 2011(48)、黒澤ら

2011、永谷ら 2011(49)) 
・測定前に試料を乾燥させなければならない。(黒澤ら 2011) 

 
表 1.3-9 BET の測定原理及び問題点 

測定 
原理 

・粉体粒子の表面に吸着占有面積が既知のガス分子を吸着させ、その量から試

料の比表面積を求める。(土木学会 353 委員会成果報告書 2018) 
・さらに、試料表面にガス分子が何層も吸着していくうちに、細孔中にガス分

子が凝縮し気体から液体に変化する。凝縮が生じたときの圧力値は、細孔の

大きさと相関があること、ガス分子の吸着量の伸びは細孔の内容積に比例す

ることを利用して細孔分布を求める。(土木学会 353 委員会成果報告書 2018) 

問題点 
・吸脱着過程でヒステリシスが生じる。(セメント協会 2018) 
・解析には毛管凝縮のモデルが必要。(セメント協会 2018) 
・測定前に試料を乾燥させなければならない。(黒澤ら 2011) 

 
④－２ セメント硬化体の C-S-H ゲル構造の計測及び評価方法 
セメント水和物のうち 40～60 ％の体積を占める C-S-H は非晶質が多くを占めるが、C-S-H

の生成情報として、シリカ成分が形成する "Si-O-Si" というシロキサン結合の結合状態を測

定するシリケートアニオンの形態分析を行う手法がある。現在、シリケートアニオンの形態

分析において主流となっている 29Si-固体高分解能核磁気共鳴 (NMR スペクトル)法及びトリ

メチルシリル誘導体化法(TMS 法)がある。 
このうち NMR スペクトル法及び TMS 法の測定原理及び問題点を表 1.3-10 及び表 1.3-11

に示す。TMS と NMR はいずれも C-S-H の結晶構造のうちケイ酸の鎖長を調べるための分析
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方法として用いられ、TMS は単量体、二量体、三量体等の C-S-H のケイ酸鎖長分布を測定す

ることができる。これに対して 29Si-NMR は、Si の化学結合状態として 0 配位（Q0）、1 配位

（Q1）、2 配位（Q2）等の構造を示すシグナルを検出することができる。 
 

表 1.3-10 NMR 法の測定原理及び問題点 

測定 
原理 

原子核を静磁場の中に入れて核スピンの共鳴現象を観測することによって、

測定対象の原子核の化学的環境を測定する。測定条件は液体と固体とに大別さ

れ、セメント系材料に対しては一般的に固体条件が用いられる。主に測定対象

となる原子核は 29Si、27Al、1H 等。(土木学会 353 委員会成果報告書 2018) 

問題点 

・全ての原子核が測定対象とはならない。例えば 40Ca は核磁気共鳴を起こさな

い核であるため、同位体である 43Ca が測定対象となるが、43Ca は天然存在比

が著しく低く強力なマグネットで長時間測定する必要がある。(土木学会 353
委員会成果報告書 2018) 

・基本的にペーストを対象とした測定であるため、モルタルやコンクリートを

対象とした場合には骨材に由来する信号が主に検出される可能性がある。モ

ルタルやコンクリート中のペースト部の情報を得るためには、重液分離法な

どによってペーストのみを分離する必要がある。(土木学会 353 委員会成果報

告書 2018) 
 

表 1.3-11 TMS 法の測定原理及び問題点 

測定 
原理 

シリケート（ケイ酸）を構成するシロキサン（－O－Si－O－）結合の鎖長は

直接分析できないが、末端の金属イオンを加水分解し水酸基（－OH）にした上

で、トリメチルシリル（TMS）基（－O－Si－(CH3)3）に変換することで有機物

化できる。その際、元のシロキサン鎖の鎖長を保ったまま誘導体化できるため、

クロマトグラフ等にて鎖長分布の直接定量が可能となる。(土木学会 353 委員会

成果報告書 2018) 

問題点 

・TMS 誘導体の分子量より、ガスクロマトグラフでは 6 量体程度までが限界。

これより長鎖タイプのものは GPC（液体クロマトグラフ）により測定可能。

(土木学会 353 委員会成果報告書 2018) 
・単純鎖タイプのシリケートのみにしか対応できず、二重鎖タイプやシート状、

3 次元網目状のシリケートについては分析不可。よって、過度な炭酸化を受

けたセメントや水中養生による過度な Ca 溶脱変性体については、部分的な

情報しか得られない。(土木学会 353 委員会成果報告書 2018) 
・TMS 誘導体化反応によって Al－O－Si は切断されるため、Al の固溶による

ものと水和進展によるものとの区別がつかない。 
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フライアッシュには Si の他に Al も含まれていることから、フライアッシュセメント硬化

体中には C-S-H の他に C-A-S-H も生成する。NMR スペクトル法及び TMS 法によってフライ

アッシュセメント硬化体中の C-S-H や C-A-S-H の構造を調べようとした場合、TMS 誘導体

化反応によって Al-O-Si は切断されるため、Al の固溶によるものと水和進展によるものとの

区別がつかないという問題がある。例えば、図 1.3-15 のような場合、 
・左図の状態でのモル分率：単量体= 1/3、2 量体 = 1/3、3 量体 = 1/3 で平均重合度は 2 
・右図の状態でのモル分率：単量体= 1/4、2 量体 = 2/4、3 量体 = 1/4 で平均重合度は 2 

となり、結果として左図と右図の状態での平均重合度は同じになる。 
 

 
図 1.3-15 シリケートアニオン（SiO4四面体鎖）の鎖長分布のイメージ 

 
実測例として、GEMS により CSH 生成量を同じにした配合により作製した 2 種類のセメン

ト硬化体（TC45 と TCFA51。表 1.3-12 にそれぞれの試料のセメント反応率や水和物の生成量

等についての分析結果を示す）についての TMS による測定結果を表 1.3-13 に示す。このう

ち TC45 は、セメントの原材料に廃棄物起源を使用せず、かつ後添加としての不純物をでき

るだけ含まない純粋原材料のみを用いたセメントを W/B 比 45 %で練り混ぜ、20℃で養生し

たペースト供試体である。もう一方の硬化体 TCFA51 は、TC45 をベースに 30 mass %のフラ

イアッシュを混和したものであり、熱力学的相平衡計算 GEMS (the Gibbs free energy 
minimization program) を用い、完全水和した状態での 4 種類の C-S-H（Ca/Si=2.25, 1.33, 1.25, 
0.67）のトータルの体積（vol.%）が理論上で TC45 と等しくなるように W/C 比を 51％に調

整し、TC45 と同じ 20℃で養生したものである。 
表 1.3-13 より、TMS での試験結果では、材齢 28 日と 91 日の TC45 を比較すると、材齢が

長くなるに伴い単量体の割合が減少し、2 量体の割合が増大していることが分かる。セメン

トの反応率を調べた結果、TC45 のエーライト（C3S）は材齢 28 日でほぼ 100 ％反応してい

たが、ビーライト（C2S）の反応率は材齢 28 日で約 30％、材齢 91 日で約 50％であった。こ

のことから、TC45 は材齢 28 日以降も水和反応が進展しており、これに伴い C-S-H の鎖長も

伸展したことが推察される。 
一方、TCFA51 については、TC45 で見られたような材齢に伴う鎖長の進展は表 1.3-13 から

は認められない。これは、TCFA51 には C-S-H だけでなく有意な量の C-A-S-H が生成してい

ると推察されるものの、フライアッシュのポゾラン反応が進展していないことからこれらの

データだけでは判断はできない。 
そこで、TCFA51 について Si-NMR を用いて分析した結果を表 1.3-14 に示す。表 1.3-12 に

は、Si の化学結合状態に関する各配位のシグナル強度に加えて、これらシグナル強度と C-S-H
の平均の鎖長（mean chain length； MCL）との関係式として Richardson(2014) (50)が提唱した
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式 1.3-3 から計算した C-(A)-S-H の MCL を併記している。 
 

MCL = 2{Q1+Qp2+Qb2 + 3/2Q2(1Al)}/Q1 （式 1.3-3） 
 
表 1.3-12 の結果から、TCFA51 の C-(A)-S-H の MCL が材齢に伴って伸展している傾向を確

認することができる。式 1.3-3 は、single chain で、かつ一つの chain につき Q1 が 2 つなど、

いくつかの条件が成立することを前提としているため、このような前提を理解した上で使用

する必要があるが、NMR による測定を TMS 法と併用することは、C-(A)-S-H の構造を理解

する上で有効と考える。 
 

表 1.3-12 TC45 と TCFA51 についての各種反応率及び水和物生成量 
 TC45 TCFA51 

材齢 28day 91day 28day 91day 
C3S 反応率 99.6 99.1 97.0 99.9 
C2S 反応率 33.2 48.1 46.7 60.3 

セメント反応率 82.3 85.4 77.3 89.5 
FA 反応率 － － 3.65 19.3 

C-S-H 生成量 55.1 56.3 37.9 45.9 
CH 量 15.7 16.7 10.6 10.5 

 
 

表 1.3-13 TMS による分析結果 

mol% 
単 
量体 

2 
量体 

3 
量体 

4 
量体 

5 
量体 

6 
量体 

平均 
重合度 

TC45 
28day 33.2 50.5 6.0 4.0 5.8 0.6 2.00 
91day 10.7 74.3 8.0 3.7 2.9 0.3 2.15 

TCFA51 

28day 
(FA 反応<5%) 

19.6 61.0 7.1 4.7 6.9 0.7 2.20 

91day 
(FA 反応≒20%) 

23.4 65.3 6.1 2.9 2.1 0.1 1.96 

 
表 1.3-14 Si-NMR による分析結果 

 

松井(2015) (51)はセメント硬化体についての最新の分析技術を用いた解析例を紹介しており、

その中で留意すべき点として以下のことを指摘している。 
・C-S-H のナノ構造は変化しやすく、その解析には十分注意を要する。 
・C-S-H の合成方法について、試薬からゾルゲル法で沈殿生成した C-S-H とセメントの水

mol% Q1 Q2b(1Al) Q2p(1Al) Q2b Q2p MCL 

TCFA51 

28day 
(FA 反応<5%) 

35.2 8.2 19.3 10.8 26.5 6.5 

91day 
(FA 反応≒20%) 

28.9 3.7 23.6 9.6 34.3 7.9 
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和時に生成する C-S-H は、その構造が本質的に異なることに注意を払う必要がある。例

えば、試薬合成した C-S-H は、X 線回折において（002）底面反射が認められることが

多く合成時の pH によって層間距離も変化する。一方、セメントあるいは C3S の水和か

ら生成した C-S-H には底面反射に由来するピークが認められない。 
・したがって、過去の研究報告を検証する際には、分析対象とした C-S-H の合成方法や前

処理などの実験方法を吟味することが重要である。 
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（３）評価モデルに関する調査 
中深度処分におけるセメント系人工バリアの性能評価研究において、セメント系材料内での

物質移動をモデル化し、長期間の核種移行を数値的に解析するシミュレーションによる手法は

有効な手段の一つである。既往研究により、セメント系材料中での物質移動現象がモデル化さ

れ、いくつかの解析プログラムが示されている。ここでは①DuCOM、②LIFE D.N.A.、③

MC-BUFFER を対象として調査した。以下にそれぞれの概要を示す。 
① DuCOM（東京大学） 
DuCOM は、コンクリートの材料特性を任意の配合・養生条件および環境条件に対して定量

的に評価することを目的に開発された連成解析プログラムである。セメント硬化体内の微視的

挙動である(1)水和反応の進展、(2)空隙構造の形成、(3)水分移動・平衡をモデル化している（図

1.3-16）。物質移動現象の解析への適用は、これまでに、主に実験室スケールの試験体に対して

行われている。例えば、ブロック状モルタル試験体（40 mm 立方体）を用いたイオン交換水浸

漬試験（12 カ月）(52)(53)(54)やペースト硬化体（40 mm 立方体）を用いた塩化ナトリウム水溶液

長期浸漬試験（4 年間）の結果解析(33)(55)がある。  

 
図 1.3-16 DuCOM（熱力学連成解析システム）の計算フロー(56)(57)(58) 

 
② LIFE-D.N.A（鹿島建設） 
LIFE D.N.A.は、コンクリートの劣化因子となる水分や塩化物イオンについて、コンクリート

内での拡散及び移流による移動と化学反応を解析し、耐久性を評価することを目的に開発され

たプログラムである。これまで主に実構造物のコア試料の調査結果解析に適用されている。例

えば 34～104 年間地下水や水の作用を受けた試料(59)や海洋環境下に 20 年間暴露された試料の

評価(60)がある。LIFE D.N.A.では、混和材料や化学混和剤による水和反応への影響や、それらが

関与することによる水和生成物の変化は考慮していない。 
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③ MC-BUFFER（JAEA） 
MC-BUFFER は、地下水やセメント系材料との接触点におけるベントナイト系緩衝材の変質

反応とそれに伴う透水係数の変化を連成解析するプログラムである。MC-BUFFER の化学反応

解析は PHREEQC をベースにしている。MC-BUFFER ではセメントの水和反応は取り扱ってお

らず、完全水和を想定してノルム計算により得られる鉱物組成と W/C に応じた空隙率をセメン

ト系材料の初期値としている。セメント系材料中の空隙は、物質移動に寄与する空隙（物質移

動空隙）と寄与しない空隙（貯留空隙）に分類されると想定し、2 種類の空隙率を設定してい

る。これまで粘土（ベントナイトや Argillite）-セメント接点の水溶液組成や透水係数の解析に

適用されている(61)(62)が、固相の鉱物組成や空隙率の再現妥当性は検証されていない。また、系

内の鉱物や空隙率、元素の空間分布を形式上表現することはできるが、拡散フラックスの計算

に用いる拡散係数は、トリチウムの実効拡散係数を代表値として全元素に用いているという問

題があり、その結果の妥当性は検証されていない。 
 
図 1.3-17 に①～③の各解析プログラムの物質移動に関するモデル化についてまとめた。また、

各解析プログラムの対象範囲と適用元素、物質及び水和のモデル、空隙モデル及び物質移動モ

デルについてそれぞれ表 1.3-15～表 1.3-18 にまとめた。 
 

 
図 1.3-17 各解析プログラムの物質移動に関するモデル化のまとめ 
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表 1.3-15 対象範囲と適用元素 

 
 

表 1.3-16 物質及び水和のモデル 
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表 1.3-17 空隙モデル 

 
 

表 1.3-18 物質移動モデル 
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（４）課題の整理 
現行のセメントやコンクリートは、土木建築分野において 60 年程度の供用期間の「構造性能」

が求められる汎用的に使用される材料及び構造体であるのに対して、中深度処分のセメント系

人工バリアには、構造性能に加えて、300 年あるいはそれを超える期間における核種移行抑制

性能が求められる。 
一方、最近の土木建築分野においては、コンクリート構造物の供用期間が 100 年※11までの延

長が求められることを背景に、従来は供用期間中の材料劣化は考慮しなくてもよいとしていた

ことに対して１００年供用の性能について検討するための研究が進められている※12。ここでは、

主に土木建築分野における既往研究の調査によって得られた知見を踏まえて、300 年を超える

セメント硬化体の長期性能評価を行う上での課題として、時間スケールに応じた考慮すべき事

項と設計プロセスの妥当性判断の観点で留意すべき点について整理した。また、これらセメン

ト硬化体の長期安定性に関する既往の研究成果等をコンクリートの長期性能評価に適用する際

の課題についても整理した。 
 
１）時間スケールに応じた考慮すべき事項 
①初期状態における硬化体の細孔構造や C-S-H ゲル構造の把握 
・セメント硬化体の長期性能評価を行うためには、まず評価の出発点となる初期状態にお

ける硬化体の細孔構造を把握する必要がある。 
 
・硬化体の細孔構造や生成する C-S-H ゲル構造は、フライアッシュや膨張材の混和によっ

て異なったものとなることに加え、添加される化学混和剤の種類によっても影響を受け

る可能性がある。このため、硬化体の細孔構造の初期状態は、混和材料の割合だけでは

なく添加される化学混和剤の種類や量に応じて設定する必要がある。 
 

・毛細管空隙は打設方向等の施工条件にも影響を受ける可能性があることから、硬化体の

性能評価において毛細管空隙を含めた細孔構造の初期状態を設定するためには、配合設

計だけでなく施工条件についての説明も必要である。 
 

②初期状態以降における硬化体の細孔構造や C-S-H ゲル構造の変遷評価 
・一般的に、セメントの強度が概ね発現することが知られている材齢 1～3 か月程度以降に

おいてもセメントの水和反応は継続し、特にセメント系人工バリアの候補材であるフラ

イアッシュを混和した硬化体においては、普通セメント硬化体に比べてポゾラン反応が

より長期にわたり継続することが考えられる。したがって、こうした初期状態以降にお

ける水和の進展に伴う硬化体の物質移行特性の変遷について考慮する必要があるが、地

下に設置された廃棄物埋設地での硬化体の状態確認が可能な期間を超えて水和が進展す

る可能性も考えられる。 
 
・このような場合は、廃棄物埋設地の建設工程や地上とのアクセス坑道の閉鎖時期等を踏

まえて、技術的に可能と考えられる養生方法や維持管理方法及び期間を考慮するととも

                                                      
※11 国土交通省「橋、高架の道路等の技術基準」（平成 29 年 7 月） 
※12 例えば「土木学会 333 委員会（混和材料を使用したコンクリートの物性変化と性能評価研究小委員

会）」や「土木学会 コンクリート委員会 353 混和材料を使用したコンクリートの物性評価技術と性

能規定型材料設計に関する研究小委員会」 
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に、硬化体の状態確認が確実に実施可能な期間中において、その後における水和進展の

見通しについて評価する必要がある。 
 
・また、セメントの水和反応は湿潤状態や温度条件といった養生条件に影響を受ける。図

1.3-13 に示したように、セメント系人工バリアであるモルタル硬化体はベントナイト系

人工バリアの内側に接触した形で設置されるため、水和に必要な養生水がベントナイト

に吸収されることによって長期間乾燥状態に置かれる可能性も考えられる。また、長期

間乾燥した状態が続いた後に、地下水によってベントナイト系人工バリア膨潤し、内側

のモルタル硬化体に水が供給されることも想定される。モルタル硬化体の水和に伴う細

孔構造や C-S-H ゲル構造の変遷を評価するためには、こうした設置環境下で想定される

養生条件の変化についても考慮する必要がある。 
 
・このように、フライアッシュを混和したセメント系人工バリアの水和やポゾラン反応は

長期にわたって進展する可能性がある。ただし、性能評価を行う上で重要となるのは物

質移行特性を支配する硬化体の細孔構造であることから、水和が完全に終了していなく

ても、その後の水和進展による物質移行特性の変化がほとんど生じない状態に達してい

れば、性能評価上は水和が終了した状態と見なしてよい。また、ポゾラン反応に必要な

フライアッシュ成分が残存した状態であっても、その後のポゾラン反応を考慮しても物

質移行抑制性能が著しく低下する方向に進展することが想定されない場合は、性能評価

上はポゾラン反応が終了した状態と見なすことが可能である。したがって、硬化体の材

齢と物質移行特性変化の観点での水和進展度との関係についての知見を得ることが重要

である。 
 

③300 年を超えるセメント硬化体の長期性能評価を行う上での課題 
・セメント系人工バリアの外側に設置されたベントナイト系人工バリアは、長期間経過後

には地下水によって膨潤・冠水し、セメント系人工バリア層に地下水が接触する可能性

がある。 
 

・したがって、①に示した初期状態における硬化体の細孔構造や C-S-H ゲル構造を評価の

出発点として、②に示した内因的現象である水和進展に加えて、上述のベントナイトと

の相互作用や地下水の接触による CH の溶脱等による硬化体の細孔構造の変遷を評価す

る必要がある。そのためには、C-S-H を始めとするセメント成分の変質や生成する可能

性のある二次鉱物についての知見が必要である。 
 

・小樽築港時の供試体や構造筒は 100 年程度、いわゆる“Roman コンクリート”は数千年経

過したセメントであり、材齢の観点では 300 年に近い時間スケール、あるいはそれを超

える期間経過した実データ（以下「ナチュラルアナログデータ」という。）といえること

から、数十年あるいは 300 年を超えるセメント水和物の長期安定性に関する知見や長期

評価の傍証となる可能性がある。しかしながら、例えば C-S-H の安定性や変質によって

生じる二次鉱物など、長期評価におけるモデルやパラメータ設定にあたってこうしたナ

チュラルアナログデータを参考にする際には、想定される設置条件との類似性に加えて、

過去においてそのセメントが水和していた期間中における環境の履歴の不確かさを考慮

した上で、長期評価の傍証になり得るか判断する必要がある。 
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２）設計プロセスの妥当性判断に係る課題 
セメント系人工バリアの核種漏出抑制性能は、セメント硬化体が緻密で核種が移行し難い

ほど高いといえるため、セメント硬化体中における核種の De はセメント系人工バリアの性

能の指標となり得る。しかし、当該性能の観点で「優れた」設計であることの妥当性判断を

行うに当たっては、単に測定した De が小さいことや、全空隙率が低いこと、緻密化をもた

らすフライアッシュを混和していることのみをもって指標とすることはできないと考える。 
実際に施設を建設する前の事業許可段階における設計の妥当性判断の際に重要なことは、

施工方法も含めた設計とそれによって発現する性能との関係が理解され、かつその関係を合

理的に説明可能であることである。 
De を例にとると、①どのような材料設計、配合設計、施工を行い、②その結果として要求

性能である「低拡散性」が発現する根源となる C-S-H ゲル構造を含む初期状態の硬化体の細

孔構造はどのようなものになり、③その細孔構造によって初期状態の硬化体の De はどの程

度となり、④その後の水和進展等に伴って硬化体の細孔構造はどのように変遷し、⑤その変

遷に伴って De はどの程度変化するのか、といった設計に係るプロセスとの関係も含めた合

理的な説明が不可欠と考える。なお、性能の目標をどのレベルに定めるかについては事業者

の裁量に委ねられる。 
 
３）コンクリートの長期性能評価に適用する際の課題 
コンクリートやモルタルには細骨材・粗骨材が含まれる。骨材とセメントペーストとの界

面ではセメントペースト中とは異なる空隙構造を有することが想定されるため、コンクリー

トやモルタル中の物質移行を考える場合には界面の影響を合わせて考慮する必要がある。 
また、セメント系人工バリアの長期性能評価を行う上で必要となる細孔構造や C-S-H ゲル

構造の初期状態を把握するための方法として 3.3 節で示した分析手法は、セメントペースト

を対象としたものであり、骨材の影響があるコンクリートに直接適用することは難しい。し

たがって、まずコンクリートから骨材を選り分け、骨材を可能な限り取り除いたコンクリー

トを微粉砕し、骨材を重液分離法や選択溶解法で分離するといった分析前処理が必要となる

(鈴木ら 1990 (63)、船戸ら 1991 (64))。 
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1.3.2 天然バリアの核種移行評価に係る技術的知見の整備 
放射性廃棄物の処分において、隆起・侵食や海水準変動による地形の変化は、地下水流動の

変化を引き起こすなど、処分システムの機能を低下させるおそれがある。隆起・侵食は時間的、

空間的に一様な変化ではなく、サイト特性に大きく依存し、その変化を反映した地下水流動の

変化を把握する必要がある。この時、処分サイトが沿岸域周辺であれば、海水準変動に伴う汀

線の移動によって、侵食の挙動が大きく変動することが想定される。 
中深度処分においては、廃棄物埋設地の配置などを設計するにあたって、河川等の侵食によ

る埋設深度の減少、また、地形変化による水理学的影響の小さいエリアを選定することが考慮

事項の一つとして考えられている。規制側は、事業者が行う天然バリア中の核種移行評価に対

し、これらの状態変遷に基づいて、適切に評価されているかを確認することが必要である。 
こうしたことから、平成 29 年度までの受託研究「廃棄物埋設地の安全評価に関する調査」に

おいて、3 次元地形変化から地下水流動解析を行いその結果をもとに人工バリア、天然バリア

における核種移行解析を行う一連のリンケージ評価方法を整理するとともに、中深度処分を想

定した廃棄物埋設地を対象として、隆起・侵食・海水準変動が地形変化とその領域の地下水流

動の変化によって処分システムに与える影響を評価できるように、地形変化評価コードを適用

して、将来の地形変化の変動の幅を把握する評価手法の検討を行ってきた。平成 29 年度には、

仮想的な評価対象エリアに対して、現在の地形から古地形を推定し、そこから現在地形を再現

できる評価パラメータセットを決定する方法を整備したものである。 
平成 30 年度は、中深度処分において地形変化が埋設地周辺の地下水流動に及ぼす影響を評価

するために、平成 29 年度に使用した地形変化評価コードに対し、これまでに行った規制庁の委

託事業及び既往の研究やモデル・コードを踏まえ、評価対象とする現象を整理した上で課題の

整理を行った。また、地形変化評価コードに対し、平成 29 年度に行ったモデル・パラメータに

対する課題整理結果に基づき、海域での堆積等に対するモデル改良・パラメータ推定方法の検

討等を行う。一方、3 次元地下水流動解析コード 3D-SEEP に対し、中深度処分への適用性につ

いて整理した上で、中深度処分において想定される浸透流・塩分濃度解析（密度流を考慮）に

関して、風上法及び可変濃度境界を導入する改良を行い、解析機能の妥当性の検証を行った。

そして、平成 29 年度に開発した地形変化評価コードと 3D-SEEP を連成させるための外部プロ

グラムを用いて、一連の評価コードシステムについて性能分析を実施し、コードシステムの改

良点を整理した。以上を踏まえ、平成 29 年度に評価した古地形推定に対する不確実性に加え、

将来に対する不確実性を考慮した上で、将来の地形変化の変動幅を評価した。さらに、将来の

地形変化の評価結果の一例に対し、非定常な 3 次元地下水流動・塩分濃度解析を実施し、地形

変化が地下水流動・水質に与える影響の傾向性や重要因子に関する予察的な分析を行った。 
 

（１）地形変化評価コードの課題整理 
日本原子力研究開発機構において開発されてきた地形変化評価コード JAEAsmtp65)に対し、

これまでに行った規制庁の委託事業及び既往の地形変化評価コードを踏まえ、評価対象とする

現象を整理した上で課題の整理を行った。調査を実施した既往の地形変化評価コードは、国外

においてマニュアル・コードが公開されているコード（CHILD66), SIBERIA67), Landlab68), 
LAPSUS69)）および国内のコード（野上(200570), 201171)), 井上・田中(2013)72)）の計 6 つである。

各コードが対象とするタイムスケールは JAEAsmtp（105年スケール）と同等である。 
各コードが対象とする現象（地形変化プロセス）を整理した結果を、表 1.3-19 に示す。 
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表 1.3-19 調査を実施した地形変化評価コードが対象とする地形変化プロセス 

（青：考慮可能、白：考慮できない） 

地
形
変
化 

評
価
コ
ー
ド 

地形変化プロセス 

侵
食
（
河
川
） 

侵
食
（
斜
面
） 

側
刻
・
蛇
行 

洪
水 

気
候
変
動 

地
殻
変
動 

海
域 

そ
の
他*5 

CHILD        粒径の考慮、層序、風食 

SIBERIA        層序、植生 

Landlab        地すべり、植生、蒸発散 

LAPSUS         

野上(2005, 2011)        風化、山崩れ、火山灰降下 

井上・田中(2013)         

JAEAsmtp         

 
JAEAsmtp は既往の地形変化評価コードの多くで考慮されている主要な地形変化プロセス

（侵食（斜面域、河川域）、洪水・側刻・蛇行、気候変動、地殻変動、海域）を考慮可能である。

他コードで考慮されているプロセスのうち JAEAsmtp で独立なモデルとして考慮していないも

のとして、風化、植生、地すべり／山崩れが挙げられる。ただし JAEAsmtp では、植生は気候

係数の中で考慮しており（寒冷期における植生の減少に伴う斜面域での土砂供給量の増加）、地

すべり／山崩れは斜面プロセスに包含して考えている。各プロセスに対し新たにモデルを追加

する必要があるかは、対象とするプロセスが増えるにつれ設定すべきパラメータ数が増えるこ

とから、適切なパラメータ設定が可能かどうかを踏まえて検討する必要がある。 
さらに、既往の地形変化評価コード、および、これまでの委託事業において JAEAsmtp で使

用されている各地形変化プロセスに対するモデルを整理・比較し、JAEAsmtp に対する課題の

整理を行った。その結果、現在考慮している地形変化プロセスのうち、侵食（斜面域）・海域・

気候変動について、JAEAsmtp（H29 に採用したモデル）に対し改良の必要性があると判断した。

侵食（斜面域）・海域・気候変動に対する各コードのモデルの概要、および、改良が必要な理由

について、表 1.3-20 に示す。改良が必要なもののうち、海域については本検討の中で改良を行

っており、これについては（２）に示す。また、側方・蛇行についてはモデルに対する改良は

不要と判断したが、妥当なパラメータの設定を河成段丘等の調査に基づき今年度実施しており、

これについても（２）に示す。 
 

表 1.3-20 JAEAsmtp(H29)に対し改良の必要があると考えられる地形変化プロセス 

地形変化 
プロセス 

モデル（他コード／JAEAsmtp(H29)） 改良が必要な理由 

侵食 
(斜面域) 

[CHILD, SIBERIA, Landlab, LAPSUS, 野上(2005, 
2011), 井上・田中(2013)] 
 Linear diffusion model(73, 74) 

 
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕

= −∇ ∙ 𝑞𝑞𝑠𝑠 ,𝑞𝑞𝑠𝑠 =  −𝑐𝑐∇𝜕𝜕 

[CHILD, Landlab] 

JAEAsmtp(H29)のモデルはダム比堆

砂量と高度分散量の関係、および、

高度分散量と勾配の関係から設定し

たモデルであるが、他コードで同じ

モデルが使用されている例はない。

そのため、他のモデルとの比較・適
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 Non-linear diffusion model(75) 

𝑞𝑞𝑠𝑠 =  
𝑐𝑐∇𝜕𝜕

1 − (|∇𝜕𝜕| 𝑆𝑆𝑐𝑐⁄ )2 

[JAEAsmtp(H29)] 𝑞𝑞𝑠𝑠 =  −𝑐𝑐(∇𝜕𝜕)2 

用範囲（勾配）の検討等を通して、

モデルの妥当性を検討する必要があ

る。 

海域 

[井上・田中(2013)] 
＜海食＞ 
 海底の削剥(76) 
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕

= 𝐴𝐴𝑒𝑒−𝐵𝐵𝐵𝐵(𝐴𝐴: 海面付近の削剥速度, 𝐵𝐵: 水深に

伴う削剥速度の減衰を示す定数, 𝑧𝑧: 水深) 
 汀線の後退 
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕

= 𝑅𝑅(𝑅𝑅: 対象地域の平均的な汀線の後退速度) 

[JAEAsmtp(H29)] 
＜海食＞井上・田中(2013)と同じモデルを考慮可

能 
＜堆積＞河口に達した土砂を等方的に全量堆積 

JAEAsmtp(H29)のモデルでは堆積し

た土砂の海流や海底地すべりによる

2 次移動は考慮しておらず、安息角を

超える急斜面の形成などが見られる

ため、不整合が生じないようモデル

の改良が必要である。ただし沿岸流

による土砂移動に関しては、長期ス

ケールを対象として妥当性検証を行

った例がほとんどなく、また長期ス

ケールに対して沿岸流の方向や大き

さに対し妥当な設定を行うことが困

難であるため、早急なモデルの導入

は難しいと考えられる。 

気候変動 

[CHILD, Landlab, LAPSUS] 
 気候変動に伴う降雨量の変化を考慮した河

川域での侵食量評価 
[CHILD, SIBERIA, Landlab] 
 植生による被覆厚さの変化の考慮 
[JAEAsmtp(H29)] 気候係数による考慮 
<斜面域> 侵食量∝1/気候係数 
（＝寒冷期に侵食量増加） 

<河川域> 侵食量∝気候係数 
（＝寒冷期に運搬量減少） 

降雨流出をシミュレートできる他コ

ードでは、侵食量が流量を用いて評

価されるため降雨量の変化が侵食量

に反映されるが JAEAsmtp ではこれ

ができず、現在のモデル（気候係数）

は他で見られない独自のものであ

る。気候係数を用いた実サイトでの

検討例では、地域により値にばらつ

きが大きいことから、今後改良が必

要であると考えられる。 
 

 
 

 
（２）地形変化評価コードの改良 
（１）での検討及び昨年度の検討で抽出された問題点（海域での堆積、河道移動・側刻）に

対し、より現実的な評価のためのモデル改良および、既往データの調査に基づいたパラメータ

の検討等を実施した。 
 なお、本作業で使用する初期地形、初期堆積物、地殻変動量、地質等のマップデータおよび

海水準変動曲線は、日本原子力開発機構（2018）(13)に準じた。 
 
（ａ）海域での堆積に関するモデル改良の検討 
現在の地形変化評価コードにおいて、海域での土砂の堆積はガウシアン関数で表現しており、

パラメータとして堆積範囲、堆積深度および堆積比率を考慮することができる。 
本作業では最初に実際の海域において完新世の堆積物の堆積物厚を検討し、共通する堆積構

造の特徴について検討した。また、その堆積構造の形成要因について堆積学的な見地から検討

した。次に既存のシミュレーション手法を参考として、これら堆積構造を再現するアルゴリズ

ムとパラメータを検討した。 
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①海域での堆積構造の調査 
外洋に面した海域での堆積構造(77)について調査し、沿岸～沖合において共通する堆積構造

を検討した。その結果を以下に示す。 
・河口の影響のない沖合の堆積物厚は水深に関係し、水深 20m 以浅では一般に堆積してい

ない。また、沖合の堆積物は水深 50～60m 前後で最大厚となり、水深 130m 前後の大陸

棚外縁部で尖滅する。埋没谷先端の大陸棚外縁部でも同様の水深で尖滅する。 
・河口付近で堆積物は最大を示し、沖合で減少する。また、河口から側方に遠ざかるほど

河口からの土砂供給量が減少するため、河口のない海域の堆積特徴と類似する。 
・沖合の堆積物上面の勾配は一般に 2～3°を上限とするが、1°前後の海域も認められ、

海域によってやや異なる。 
・河口付近の堆積厚はガウシアン関数で近似される。 
 
次に、陸棚において類似した堆積構造が形成される要因を検討したところ、粒径の小さい

泥の成分が陸棚への堆積と波浪等による侵食および再移動と堆積に寄与し、粒径の大きい砂

の成分が河口からの土砂供給の影響が大きいデルタの形成に寄与することが明らかとなり、

泥と砂の 2 相による堆積プロセスを考慮する必要があることがわかった。また、堆積した土

砂は波浪等の影響による侵食・移動・再堆積のプロセスが重要であることがわかった。 
 

②海域の堆積構造を再現するためのモデル改良の検討 
改良後の海域における堆積アルゴリズムを以下に示す。 

分布域 
  砂と泥の 2 相とし、河口付近の砂の堆積には噴流モデル(78)を、沖合の泥の堆積にはガウ

シアンモデルを利用する。  
 

x 軸上                       （式 1.3-4） 

噴流 

y 軸上                       （式 1.3-5） 
  
  ここで、x：原点からの距離、y：x 軸からの距離、B：半値幅、B’：原点での Y 方向の

半値幅である。 
 

ガウシアンモデル                        （式 1.3-6） 
   
ここで、s：標準偏差、a：原点からの距離である。 
泥の堆積速度 
  泥の堆積速度はガウシアン値に水深による影響を乗じた値に比例すると仮定する。なお、

水深 20m 以浅では堆積比 0、水深 20～60m では堆積比 0⇒1.0 とし、水深 60～150m では堆

積比 1.0⇒0 とする。 
砂の堆積速度 
  砂の堆積速度は噴流モデルのガウシアン値に水深の 2 乗の逆数を乗じた値に比例すると

する。したがって水深とともに堆積速度が急減するため、実際のシミュレーションでは水

深 50m 以深にはほぼ堆積しない。 

𝐺𝐺(𝑎𝑎, 𝑠𝑠) =
1

√2𝜋𝜋𝑠𝑠2
𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒

𝑎𝑎2

2𝑠𝑠2
 

𝐺𝐺(x, 𝑠𝑠) =
1

√2𝜋𝜋𝑠𝑠2
𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒

𝑒𝑒2

2𝑠𝑠2
 

𝐺𝐺(𝑒𝑒,𝑦𝑦, 𝑠𝑠) =
1

√2𝜋𝜋𝑠𝑠2
𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒

𝑒𝑒2

2𝑠𝑠2
𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒

−0.693𝑦𝑦2

𝐵𝐵2
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海水準以上への堆積禁止 
  砂・泥について海域での堆積量を積分し、海水準以上となる土砂量を減ずる。これと河

口へ運搬された土砂量と一致させることで砂・泥 2 相について海域への堆積量を決定する。 
堆積後の安息角による侵食・運搬・再堆積 

砂の安息角を 5～10°、泥の安息角を 1～3°とする。安息角についてはシミュレーショ

ン結果との海域の調査結果および解析対象流域での海底地形等から検討する。砂の安息角

は水深 20m 以浅に適用し、これ以深では泥の安息角を適用する。1 地点での堆積量は複数

の河口から供給される土砂の合計値となっている。このため混合後には砂と泥は識別でき

ず、1 相の堆積物として扱う。堆積物は、安息角を超える厚さだけ土砂を最大傾斜方向へ

移動させることで、波浪による侵食と移動を再現させる。 
侵食・移動・再堆積は安息角を超える地点が無くなるまで繰り返すが、収束しない場合

もあるため最大 50 回で打ち切りとする。移動上限回数については別途検討した。大陸棚斜

面では安息角を超える斜面が多いため、大陸棚外縁を超えて移動した土砂は深海へと運搬

される。この際、領域外へ運搬される場合には系外への運搬量として扱う。 
 
 ③海域での堆積に関するモデル改良の結果 

海域の堆積評価手法の改良により、図 1.3-18 に示すように沖合での過剰な堆積がほぼ解

消された。なお、西の中央やや北寄りに、50m 以上の堆積が認められるが、本領域は江差

海底谷の北端にあたり、その先に奥尻海盆が存在し、窪地のような領域設定となったため

に、系外に流出せずに、堆積が生じたものと考えられる。 
 

  

図 1.3-18 シミュレーション 12.5 万年後の海域の堆積層厚 

（左）改良前、（右）改良後 

 
（ｂ）河道移動及び側刻に関するパラメータの検討 
①厚沢部川流域の谷底侵食低地の検討 

 厚沢部川支流および周辺河川の計 7 河川で谷底侵食低地を検討した。まず、シームレス地質
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図を参考として陰影図から沖積層幅を判読し、判読した地点での河床勾配、流域面積を地形計

測、勾配は上流側 500m 地点との標高差から算出した。図 1.3-19 に 7 河川の沖積域の幅と流域

面積及び河床勾配との関係をプロットしたグラフを示す。低地幅は流域面積と関係し、河床勾

配 0.02 以下で谷底侵食低地が形成されていることがわかる。 

 

図 1.3-19 7 河川の沖積域の幅と流域面積および河床勾配との関係 

 
以上から、側刻・蛇行が生じる条件は、河床勾配≦0.02 かつ流域面積≧10km2 であるとい

える。また、谷底侵食低地の幅（沖積幅）Y m は、流域面積 A(km2)を用いて、図 1.3-19 左

の回帰式で次のように推定できる。 
Y=573×Ln（S）-1500  （式 1.3-7） 

地形変化シミュレーションにおいては、（式 1.3-7）に係数（蛇行振幅係数 k）を乗じて蛇

行振幅（河道移動幅）W を決定する。 
W=k×573Ln(A)-1500  （式 1.3-8） 

 
②側刻量の算出方法の変更 

 従来は河道に隣接するメッシュに対して SPI 法河川域の侵食式を用いていた。本検討では、

鈴木（1998）(79)による側刻量の算出式を参考として以下の方法により側刻量を算出した。 
W/T=k1Ltanθ/Geo  （式 1.3-9） 

L＝(A1/2－A0
1/2)/A0

1/2  （式 1.3-10） 

ここで、T：側刻の継続時間、k1：側刻係数、L：流下長の関数、tanθ：崖の勾配、Geo：
地質係数、A：地点の流域面積、A0：側刻が始まる流域面積である。L は側刻が始まる地点の

流下長に対する、算出地点の流下長の関数としている。なお、鈴木（1998）(80)では側刻量は 1/2
乗としているが、地質係数はこの効果が含まれるため、1/2 乗を除外した。 
 
③改良した側刻・蛇行に関するパラメータによる解析結果 
図 1.3-20 に洪水による河道移動及び河川の側方侵食のパラメータを見直して解析した結

果と昨年度の評価結果の比較を示す。見直したことによって、数値標高データ（DEM）から

読み取れる低地幅を再現できるようになった。 
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図 1.3-20 DEM に基づいた低地幅とシミュレーションによる低地幅の比較 

（左）改良前、（右）改良後 
 
（３）3 次元地下水流動解析コード 3D-SEEP の改良及び機能検証 
日本原子力研究開発機構では地形変化に対応した3次元地下水流動解析コード3D-SEEPの整

備を進めているが、塩分濃度解析において、移流が卓越するような移流分散解析では、数値振

動が発生することが知られている。塩分濃度解析において適用しているガラーキン法に対して、

風上法は人工拡散係数を加えることによって、数値振動を抑制する効果を高めた方法である。

本年度は、塩分濃度解析において風上法を導入した。また、風上法導入に伴い、要素ごとに風

上法のための上流パラメータを設定する必要があるが、本改良においては、要素ごとに最適な

上流パラメータを自動的に設定されるように整備した。 
また、沿岸立地が想定される中深度処分においては、埋設地周辺に汀線が存在することが考

えられる。一般に淡水地下水は内陸から海へ向かって流れ、海底の流出部から海へ流出してい

る。また、海底においては密度差に応じた流入も生じる。こうした現象をより現実的に評価す

る場合、浸透流の流出・流入に応じた濃度境界、いわゆる、可変濃度境界を設定する必要があ

る。そこで、本年度は、汀線付近で生じる降水及び塩水の流出入を適切に評価できるように可

変濃度境界条件を導入した。 
以上のように、導入した機能について、塩分濃度解析のベンチマーク問題として広く使用さ

れている Henry 問題(80)を対象に妥当性を評価した。Henry 問題は鉛直断面において、上下の不

透水境界によって閉じられた均質な等方性帯水層を通過する問題である。左端部は淡水の一定

流入が与えられ、右端部は定常状態の塩水にさらされる。塩水は、反対側の淡水流入と平衡に

達するまで、海側から侵入する。およそ 100 分で平衡に達する。改良した 3D-SEEP を適用して

解析を行った。また、こうした密度流を適切に解けるとされている EL 法を採用した

Dtransu-3D・EL によっても評価し、その結果を比較した。 
解析条件として、ペクレ数（Pe=vΔl/D）Pe=1に相当する空間メッシュの刻み幅 0.1m（Case 1）、

Pe=0.5 に相当する 0.05m（Case 2）、Pe=0.25 に相当する 0.025m（Case 3）として解析を行った。

なお、時間刻みはクーラン数（C=vΔt/Δl）C<1 となるように 1sec とした。 
図 1.3-21 に Case 1 の固定濃度境界での評価結果を示す。(a)のガラーキン法では流速が速い

箇所で不連続な濃度分布が現れ、安定的に解けていない結果となるのに対し、(b)風上法では安

定的に解けており、Dtransu-3D・EL とも一致した。さらに準解析解とも一致しており、風上法

を導入することによって、適切な塩分濃度解析が行えるようになったことが確認できた。 
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(a) 3D-SEEP:ガラーキン法 (b) 3D-SEEP：風上法 (c) Dtransu-3D・EL：EL 法 

図 1.3-21 固定濃度境界における評価結果 (Case 1) 

 
図 1.3-22 に Case 1 の可変濃度境界での評価結果を示す。(b)の Dtarasu-3D・EL による結果が右

端面で不連続な濃度分布を示しているのに対して、(a)の 3D-SEEP 風上法においては連続的に安

定的な濃度分布を示した。メッシュの刻み幅を小さくすることで Dtransu-3D・EL も連続的に安

定となるが、計算時間を要することとなった。 
 

  

(a) 3D-SEEP 風上法 (b) Dtransu-3D・EL：EL 法 

図 1.3-22 可変濃度境界における評価結果 (Case 1) 

 
次に、より現実的な境界条件を想定した洗い出し解析による検証を行った。左の陸側から右

の海側にかけて 0.01 の地形勾配を与え、初期水位を 0m とした。また、陸域の地表面に降雨浸

透境界及び固定濃度境界を与え濃度 0 とした。そして、海側に海水位拘束及び可変濃度境界を

与えた。塩分濃度初期条件として、全地層が塩水で満たされた塩水飽和の条件と、淡水と海水

が汀線で完全に分離した塩淡分離条件の 2 条件で解析を行った。 
その結果を図 1.3-23 に示す。塩水飽和の条件及び塩淡分離の解析条件ともに、3D-SEEP と

Dtansu-3D・EL ともにほぼ一致した濃度分布が得られた。汀線付近の海側に可変境界条件を設

定することで、流入・流出といった流動に応じたより現実的な地下水流動及び塩分濃度解析が

行えるようになった。 
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(a) 3D-SEEP 風上法（塩水飽和条件） (b) Dtransu-3D・EL 法（塩水飽和条件） 

 

 

(c) 3D-SEEP 風上法（塩淡分離条件） (d) Dtransu-3D・EL 法（塩淡分離条件） 

図 1.3-23 洗い出し解析の評価結果 

 
（４）地形変化評価コード及び 3D-SEEP を組み合わせた一連の評価コードシステムの性能分

析及び課題整理 
（５）で実施する地形変化・海水準変動を考慮した地下水流動・塩分濃度解析では、12.5 万

年間にわたる地形・地質構造データをもとにして、その構造を考慮した 3D-SEEP による解析を

行う。地形変化を地下水流動解析に適切に反映できるような解析条件を設定できるように、地

形変化の時間間隔、地下水流動解析のためのメッシュ分割、タイムステップなどについて、評

価対象地域を参考に単純な 3 次元モデルを作成して、予察的な解析を実施した。 
まず、地質構造の変化をモデル化するために、地質構造の変化の影響が過度に大きくならな

いような適切な期間（地質タイムステップ）に分割し、分割された期間ごとに、地質構造を考

慮した解析モデル（3D-SEEP モデル）を作成した。3D-SEEP では、1 地質タイムステップ期間

の解析を行うが、その間の 3D-SEEP モデルは固定されている。ただし、異なる地質タイムステ

ップでは、地質構造の変化を反映し、3D-SEEP モデルは異なっている。地質タイムステップ間

において、前の地質タイムステップにおける 3D-SEEP の最終解析結果を、次の地質タイムステ

ップにおける 3D-SEEP 解析の初期値として継承する。 
仮想的に現在、および 11 万年後の地質構造モデルを作成し、その間を A：100 分割（地質タ

イムステップ=1000 年）、および B：10 分割（地質タイムステップ=10000 年）とし、地質タイ

ムステップを変えた 2 ケースの解析（解析ケース A：モデルが徐々に変化、および解析ケース

A：モデルが大幅に変化）を行った。なお、対象とする解析期間を 11 万年後までとした。この

2ケースでは、地質タイムステップ間における 3D-SEEPモデルの変化の大きさが異なる。なお、

性能評価において海水準変動の影響を分かりやすくするため、予備計算を行った。予備計算で

は、海水準を 0 年時の値で固定して長期間の解析を行い、その結果を性能評価における圧力水

頭、塩分濃度初期値とした。性能評価は、地形変化・海水準変動の両方を考慮する必要がある

ため、沿岸域（陸域・海域の両方を含む）を対象としたモデルとした。なお、地質境界面のデ

ータは、地質断面図だけである事から、地質構造は 3 次元的ではなく、2 次元的（y 方向に同じ

xz 断面が連続する）なものとした。 
図 1.3-24 に予備解析として実施した洗い出し解析結果を示す。8 万年から 10 万年にかけて
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濃度分布がほぼ一定となったことから、これを定常状態として、0 年時点の初期塩分濃度分布

として与えた。 
 

 
 

 
（z 方向を 3 倍に強調） 

(a) 8 万年後 (b) 10 万年後 

図 1.3-24 性能評価解析における洗い出し解析の結果 

 
0 年から 11 万年の間で、右端における隆起量 30m、侵食量 40m を与え、左端においては堆

積量 10m とし、現海岸位置で隆起量・堆積量ともに 0 となるよう x 座標により線形補間して、

地形変化を与えた。また、海水準変動については、0 年から 10 万年にかけて海水準が 120m 低

下し、11 万年の 1 万年間に 120m 上昇するという線形変化を与えた。 
解析ケース A, B の塩分濃度分布の解析結果を図 1.3-25 に示す。海退期（～10 万年）では、

すべての解析ケースにおいて、海水位低下に伴う汀線位置の海側（図の左側）への後退ととも

に、地表面の塩淡境界位置も追随して後退していることがわかる。なお、8 万年後の塩分濃度

において、x=10,000m～15,000m の間に比較的高濃度の塩分が残っているのは、この付近を流れ

る地表面からの主要な流動場が存在せず、降雨による洗い出しが進まなかったものと考えられ

る。一方、海進期では、海水位が 0m まで回復したにもかかわらず、地表面の塩淡境界位置は、

汀線位置よりも 5000m ほど後退した位置に留まったままとなった。これは、x=5,000m～10,000m
の海底面が地下水の浸出面となっているため、この海底面から塩水の侵入はなく、この海底面

の塩水化が生じにくい状況となっている。さらに、塩分濃度の高い領域からこの浸出面へと形

成されている流動場における流速は遅く（密度勾配のみのため）、この領域が再度塩水化される

には長期間を要するものと考えられる。 
ケース A とケース B では、顕著な違いは認められず、11 万年で数十 m の地形変化（1 万年

で数 m）であれば、地形変化を解析モデルに反映させるタイムステップ（地質タイムステップ）

が、1,000年であろうと 10,000年であろうと解析結果に大きな影響は与えないことがわかった。 
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(a) 2 万年後（ケース A） (b) 2 万年後（ケース B） 

  
(c) 8 万年後（ケース A） (d) 8 万年後（ケース B） 

  
(e) 11 万年後（ケース A） (f) 11 万年後（ケース B） 

図 1.3-25 解析ケース A, B の塩分濃度の評価結果（鉛直方向を 3 倍に拡大） 

 
次に、解析ケース A, B の粒子追跡線解析の解析結果を図 1.3-26 に示す。塩水側（ピンク）

と淡水側（水色）の地表面を出発点とする仮想粒子を放出して、地表までの移行経路を評価し

た。海退期にあたる 2 万年や 8 万年では、主に陸側から海側への流動場が形成されており、汀

線位置より海側にせり出した浸出面が形成された。一方、海進期にあたる 11 万年では、沖合の

海底面から塩水侵入の流動経路が見られるものの、汀線より陸側では、依然として陸側から海

側への流動場となっており、初期の汀線位置より陸側への大きな擾乱はないことがわかる。ま

た、ケース A とケース B では、顕著な違いは認められず、11 万年で数十 m の地形変化（1 万

年で数 m）であれば、地形変化を解析モデルに反映させるタイムステップ（地質タイムステッ

プ）が、1,000 年であろうと 10,000 年であろうと解析結果に大きな影響は与えないことがわか

った。 
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(a) 8 万年後（ケース A） (b) 8 万年後（ケース B） 

  

(c) 11 万年後（ケース A） (d) 11 万年後（ケース B） 

図 1.3-26 解析ケース A, B の粒子追跡線解析の評価結果 

 
図 1.3-27 に現在の汀線付近から放出した粒子の移行経路を示す。この時の移行経路は各時刻

の定常状態の流れ場を使用して導出した。汀線の移動に伴って流出点も移動することがわかる。

その際の移行距離及び移行時間の時間変化を図 1.3-28 に示す。図 1.3-28 (a)では時刻 0 では約

200m～約 1000m の範囲の移行距離であるが、時間進展に伴って、移行距離が大きく増加する

領域と、ほぼ変化しない領域に分かれる。特に、位置 10 では 10 万年時点で最大 9500m 程度ま

で増加し、11 万年時点で 3500m 程度まで減少した。移行時間についても、位置 10 では最大移

行距離の半分程度の 5000m 程度で、移行時間が 17 万年と最大となった。以上のように、地形

変化と海水準変動の時間変化で移行経路、移行時間がわずかな位置の違いで大きく変化する可

能性があることがわかった。（５）の解析においても、このような観点で地形変化の影響を評価

する必要がある。 

  
(a) 2 万年 (b) 4 万年 

  
(c) 10 万年 (d) 11 万年 

図 1.3-27 現汀線付近から放出した粒子の移行経路 
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(a) 各時刻に放出された粒子の移行距離 (b) 各時刻に放出された粒子の移行時間 

図 1.3-28 現汀線付近から放出した粒子の移行経路の距離及び移行時間 

一方、粒子追跡線解析においては、粒子放出時刻と放出位置によっては、移行経路、移行距

離及び移行時間が大きく変動するケースがみられた（ケース B の 11 万年時点など）。塩分濃度

やポテンシャル場には大きな違いは見られていないが、トラジェクトリ解析結果に違いが現れ

たものである。粒子追跡線は流速ベクトル場に基づいて解析されていることから、その地下水

流動場の解析精度によって、地表への流出点に大きな違いとして現れることとなる。すなわち、

流速ベクトル場のベクトルの向きと速さに信頼性を向上させるためには、必要となる解析モデ

ルの精度をどのように設定するかをあらかじめ検討しておくことが必要となる。 
粒子追跡線解析は、核種移行経路を決定する重要な計算である。塩分濃度やポテンシャル場を

把握するための解析条件と、粒子追跡線を把握するための解析条件は求める解析精度が異なる

ことから、今後粒子追跡線解析において必要な精度を検討し、その精度を確保するための解析

メッシュモデル及び時間刻みを決定する必要がある。このとき、計算時間の増大が想定される

ことから、大幅な計算時間を短縮するための解析手法の導入を検討する必要がある。さらに、

地形変化評価におけるメッシュサイズが 100m と固定されており、地下水流動解析のメッシュ

サイズとの整合についても、平滑化処理の影響を考慮して、整合性のある解析体系を構築する

必要がある。 
 
（５）将来の地形変化に対する評価および地下水流動・塩分濃度の予察的解析 
（２）で改良した地形変化評価コードを用いて、図 1.3-29 に示すような流れで将来の地形変

化までを評価した。まず、昨年度と同様、古地形の推定および現在を再現するパラメータの評

価を行った。評価においては、地形・地質調査等から把握された対象地域における過去の地形

変化に対する条件（河床縦断形（河成段丘判読位置）が現在と 12.5 万年前で一致、埋没谷深度

（現河口での最寒冷期の標高）および平均侵食速度が推定値に一致）を地形変化シミュレーシ

ョンの拘束条件とすることで、評価の妥当性を確保するものとした。 
また、過去～現在の推定における不確実性に加え、将来の変動に対する不確実性（海水準変

動（気候変動）等）を考慮した上で、予測される将来の地形変化を複数評価した。さらに、検

討地域における水理地質構造を調査し、基本ケースとなる海水準変動に対し非定常な地形変化

を考慮した地下水流動・塩分濃度解析を行い、地形変化が地下水流動・水質に与える影響の傾

向性や因子に関する予察的検討を実施した。 
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図 1.3-29 現在から将来の地形変化を反映した地下水流動・塩分濃度解析までの評価概要 

 
（ａ）古地形の推定 
過去の地形は『過去（12.5 万年前）の標高＝現在の標高―12.5 万年間の標高変化量（隆起量

―侵食量＋堆積量）』で表されるが、標高変化量は複数の地形変化プロセスの結果であり、一律

に仮定することが困難である。そこで、対象地域の変動が比較的小さく安定であること、さら

に河成段丘判読位置において 12.5 万年前と現在の河床高が一致することから、現在を 12.5 万年

前の地形と仮定したときの過去～現在の 12.5 万年間の変化量が、おおよその過去 12.5 万年間の

変化量に類似すると仮定し、これを地形変化シミュレーションで評価することとした。ただし、

これは過去の変化量と必ずしも一致しないため、計算した 12.5 万年間の変化量を現在の標高か

ら差し引いた地形は、地形・地質調査等から把握される古地形に対する条件を満たさない。そ

こで、調査から特定した古地形に対する条件（汀線位置が 12.5 万年前と現在で一致、河成段丘

判読位置での河床縦断形が 12.5 万年前と現在で一致）を考慮して算出した地形を修正し、これ

を推定した古地形とした。 
評価の結果、古地形に対する条件を満たすパラメータを得られなかったため、古地形の推定

に至らなかった。河道移動、側刻の検討により低地幅は再現できるようになったが、領域全体

の地形変化を含めると検討が不十分であることがわかった。 
このため、（ｂ）の評価では、昨年度推定した古地形に海域の堆積のモデル改良のみを適用し

た。 
 
（ｂ）現在を再現するパラメータの評価 
 昨年度推定した古地形をスタートとした 12.5 万年間のシミュレーションにより、拘束条件を

満たしかつ現在の地形に一致するようなパラメータを求めた。その結果を表 1.3-21 に示す。 
 河床縦断形を僅かに満たさないが、本パラメータで以降の解析を実施することとした。 
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表 1.3-21 現在を再現するパラメータの評価結果 

 
河川係数 

（流域面積） 
河川係数 
（勾配） 

斜面係数 礫径係数 気候係数 

ケース 1 
（平均侵食速度 

0.089mm/y） 
0.001 0.001 0.003 8.0 0.7 

ケース 2 
（平均侵食速度 
0.0445mm/y） 

0.001 0.0001 0.00125 8 0.5 

 
 
また、求めたパラメータセットに基づいて、過去から現在を評価して得られた現在の地形標

高から実際の現在地形標高を差し引いた標高差のマップを図 1.3-30 に示す。陸側の大部分と沖

合においてほぼ一致したが、海岸沿いの沿岸域で標高が高くなる傾向がみられた。 
 

  

図 1.3-30 シミュレートした現在の地形と実際の現在の地形の標高差 

 
（ｃ）現在～将来 12.5 万年後までの地形変化評価 
（ｂ）で決定したケース 1 及びケース 2 のパラメータを用いて、現在の地形を初期条件とし

た将来までの地形変化評価を行った。海水準変動は、昨年度に使用した過去 12.5 万年間の基本

ケースを与えた。 
ケース 1 の地表（基盤＋沖積層）の標高差および期間基盤侵食量をそれぞれ図 1.3-31、図 

1.3-32 に示す。 

  ・標高差＝経過年での評価地形－現在地形標高データ 

  ・期間基盤侵食量＝経過年での評価地形－現在地形－隆起量 

 

これらの図から、以下の特徴が挙げられる。 

・陸側で標高が現在よりも上昇（最大 30ｍ程度）しており、陸側の隆起速度（0.3mm/y）
相当となっている 

・河川の標高はほとんど変わらない 

背景：現在の地形の標高に対する等高線図（100m毎） 
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・河口付近は海水準の低下により標高が下がり、12.5 万年後は海水準の上昇により河口に

堆積が生じるため標高は現在とほぼ同じとなる 

・基盤侵食量の変化は河川域で大きく、河川域で隆起量≒侵食量、斜面域で隆起量＞侵食

量となっている 

 
以上の結果から、陸側の領域全体がほぼ隆起量分標高が上昇し、河川部分が現標高まで侵食

され、河道側面の斜面勾配が増加して、領域の高度分散量も大きくなった。したがって、陸側

から海へ向かって全体的な動水勾配が増加することにより、地形変化とともに地下水流速が上

昇することが想定される。一方、河川では侵食が進み、隆起した分の基盤厚さが侵食されるた

め、仮に埋設地の上部に河川が存在する場合には、平均侵食速度 0.089m/y のケースにおいて

10 万年で 30m 侵食されることによって、一部領域の対地深度が減少することとなる。また、

地下水流動解析の結果によるが、埋設地からの核種移行経路の放出点が河川となる場合には、

30m 程度が侵食されていることから、将来の移行距離が減少することを核種移行解析に反映さ

せる必要がある。 
図 1.3-33に平均侵食速度を 0.0445m/yとして評価した地形変化評価の 12.5万年との標高差分

布を示す。平均侵食速度が小さいほうが、将来の標高が大きくなり、地形勾配も大きくなる傾

向となる。基盤侵食面の変化は、平均侵食速度のより大きい 0.089m/y のケースがより大きくな

る。平均侵食速度を 0.089m/y と 0.0445m/y の幅の中で、勾配の河川係数、斜面係数のパラメー

タが異なることによって、将来 12.5 万年後の地形の変動幅を把握することが可能となった。 
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(a) 6 万年後  

  
(b) 10.5 万年後（最寒冷期） (c) 12.5 万年後 

図 1.3-31 現在から将来を評価した各時点の地形と現在地形との標高差の変化 

  

背景：現在の地形の標高に対する等高線図 
（100m毎） 
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(a) 6 万年後  

  
(b) 10.5 万年後（最寒冷期） (c) 12.5 万年後 

図 1.3-32 現在から将来を評価した各時点の地形と現在地形の基盤侵食量の変化 

 

 
図 1.3-33 将来 12.5 万年の地形変化（標高差）の変動幅 

 

背景：現在の地形の標高に対する等高線図 
（100m毎） 
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（ｄ）海水準変動をパラメータとした感度解析 
過去 90 万年間の海水準変動曲線(81)をもとに、将来の地形変化評価の不確実性として、表 1.3-22
に示す 6 ケースの海水準変動に関する感度解析を行った。具体的な海水準の時間変化は図 
1.3-34 に示す。 
 

表 1.3-22 感度解析における海水準変動設定条件 

Case パラメータ 
海面低下 
・上昇速度 

初期 
海面高さ 

上下間隔 上下回数 解析期間 

1 上下変動 
繰り返し回

数 
-0.01m/y 

0 
3000 年ごと

に上下 

0 
31000y 2 0 1 

3 0 3 
4 

海面低下 
速度一定 

-0.005m/y 0 － － 
25000y 5 -0.01m/y 0 － － 

6 -0.05m/y 0  － 
 
 
 

  

図 1.3-34 感度解析における海水準変動の設定例 

（左：海面低下・上昇の繰り返し回数 Case1～3、右：海水準低下速度 Case4～6） 
 

海面低下・上昇の繰り返し回数による感度解析結果の河床縦断形の比較を図 1.3-35 に示す。

現汀線より海側は繰り返し回数が少ないほど侵食されている。これは繰り返し回数よりも、

-120m に到達後にその海水準のまま継続している期間に依存している可能性があるが、繰り返

し回数が 0, 1回では 6000年程度の-120m維持期間の差に対して標高差はほとんど見られなかっ

た。 
 

現在 現在 

この時点で比較 この時点で比較 
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図 1.3-35 海面低下・上昇の繰り返し回数による河床縦断形（一部）の比較 

 
 次に、海面低下速度をパラメータとした感度解析結果の河床縦断形の比較を図 1.3-36 に示す。

低下速度 0.01m/y、0.05m/y はほぼ同じ縦断形となっている。低下速度 0.005m/y においても大き

な標高差はなく、沖合で 10m 程度である。 

 

図 1.3-36 海面低下・上昇速度による河床縦断形（一部）の比較 

 
 

（ｅ）将来の地形変化を反映した地下水流動・塩分濃度の予察的解析 
（ｃ）で評価した現在～将来の地形変化の不確実性の解析結果を基に、現在から将来 12.5 万

年までの 3 次元地下水流動・塩分濃度解析を行った。本解析では、地形変化の不確実性が地下

水流動に与える影響がより大きくなると想定されるケースとして、基盤侵食面の変化量がより

大きい、すなわち埋設地の対地深度がより小さくなる平均侵食速度 0.089m/y のケースを選定し、

その解析結果から、将来の地形変化が地下水流動・水質に与える影響の傾向性や重要因子に関

する予察的な分析を行った。 
 
解析体系及び解析条件 
図 1.3-37 に地下水流動解析の評価対象領域とした 3 次元地質構造モデルを示す。各地質の水

理特性をあわせて示した。本モデルに基づいて、地下水流動解析の解析メッシュを作成した。 
 

：現在汀線位置 
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図 1.3-37 地下水流動・塩分濃度解析の 3 次元地質構造モデル 

 

洗い出し解析結果にもとづいて設定した初期の塩分濃度分布を図 1.3-38 に、初期の流速分布

を図 1.3-39 に示す。沖積層で 10m/y 程度の流速が示されている。 
 

 
(a) 塩分濃度 全体 

※深度方向を 2 倍にして表示 
 
 
 

 
(b) 塩分濃度 河口断面① 

 
(c) 塩分濃度 河口断面② 

図 1.3-38 洗い出し解析結果に基づく初期の塩分濃度分布 

 

0.00                   0.25                   0.50                  0.75                 1.00
塩分濃度 

汀線位置 
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流速分布 全体 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
流速分布 河口断面① 

 
 

流速分布 河口断面② 

図 1.3-39 洗い出し解析結果に基づく初期の流速分布 
 
解析結果 

6 万年後の塩分濃度分布を図 1.3-40 に、流速分布を図 1.3-41 に示す。また、12.5 万年後の塩

分濃度分布を図 1.3-42 に、流速分布を図 1.3-43 に示す。徐々に海水準が低下して汀線が海側

へ移動するに伴い、塩分濃度の高い領域が移動している。3 万年にかけて陸側の淡水地域に塩

分濃度の比較的高い領域が取り残される傾向が示されたが、4 万年でほぼ解消された。流速分

布については表層の沖積層で 10m/y 程度の高い値を示し、地下においても山側では深さ 500m
の領域で 0.1m/y 程度の比較的高い値を示す領域も存在する結果となった。ただし、流速の経時

変化の結果から、山側における大局的な流速の分布の傾向は、現在から 12.5 万年後まで大きな

変化の傾向を示していない。 
初期の汀線から 6km 以上離れている海洋低下の領域では、地下水流速が 10-6m/y 程度と安定

しているが、海水準の低下によって汀線が近づいてくると 10-4m/y～10-3m/y 程度と上昇する結

果となり、沿岸域での地形変化に加えて汀線位置が地下水流動に与える影響が大きいことが示

唆された。この結果は、現在の流れ場だけで判断するのではなく、長期的な地形と海水準の変

遷の中での地下水流速の変動を把握することが重要であることを示すものである。 
さらに、海水準が急速に上昇する 12 万年から 12.5 万年では、汀線が陸側に移動する海進時

の場合では、表層で塩分濃度が上昇し、地下においても表層に追随する形で塩分濃度が上昇す

る傾向が見られ、海退時での塩分濃度分布の特徴と明らかに異なる結果となった。また、図 
1.3-42 に示したように、汀線付近の水平方向の塩淡境界は、海退時に示されていた汀線に沿っ

た滑らかな線ではなく、フィンガー状の特徴を示した。以上のことから、沿岸域において海進

及び海退の違いが、特に塩分濃度の空間分布に影響を与えることが示された。 
 
以上のように、将来の地形変化の不確実性の評価結果を考慮し設定した平均侵食速度

0.089m/y のケースに対する非定常の地下水流動解析の結果から、地下水流動及び水質（塩分濃
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度分布）に与える影響の傾向性をまとめると、以下のようになる。 
 山側領域における大局的な地下水流速の分布の傾向は大きく変化することはなかった。 
 山地領域は全体的に隆起して、勾配の大きくなった領域が存在したものの、河口断面付

近への流速変化の影響は限定的であった。 
 海水準変動によって汀線が移動する沿岸付近では、当初から 10-2m/y 以上の流速の領域

では、流速がそれ以上に極端に増加するような結果は見られなかったものの、流れ方向

が大きく変化する傾向性が確認された。 
 初期の汀線から 6km 以上離れている海洋底下の領域では、地下水流速が 10-6m/y 程度と

安定しているが、海水準の低下によって汀線が近づいてくると 10-4m/y～10-3m/y 程度と

上昇する傾向が見られた。 
 
また、本解析から、地下水流動及び水質（塩分濃度分布）に影響を与える重要因子の分析の

結果は、以下のようになる。 
 一様な隆起場の場合、山地領域では相対的な標高差の変化が小さく、地下水流動の経時

的な変化が顕著で無いことから、地下水流動への影響の観点から、現在の地形形状及び

水理・地質構造に関するパラメータがより重要になると考えられる。 
 汀線付近の沿岸域では、地形変化と汀線の位置により、地下水の流動方向、流速の程度、

塩分濃度分布も変動する傾向があることから、水理条件の他に、特に河川侵食と堆積に

関するパラメータ、海退及び海進の条件に関するパラメータがより重要になると考えら

れる。 
今後は平均侵食速度が小さい場合や海水準変動の不確実性を反映した地下水流動解析を実施

して、地形変化及び海水準変動による天然バリアの核種移行への影響を分析する必要がある。 
 

 
塩分濃度 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
塩分濃度 河口断面① 

 
 

塩分濃度 河口断面② 

図 1.3-40 6 万年後の塩分濃度分布 
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流速分布 領域全体鳥瞰 

※深向を 2 倍にして表示 

 
流速分布 河口断面① 

 
 

流速分布 河口断面② 

図 1.3-41 6 万年後の流速分布 
 

 

 
塩分濃度 全体 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
塩分濃度 河口断面① 

 
 

塩分濃度 河口断面② 

図 1.3-42 12.5 万年後の塩分濃度分布 
 

0.00                   0.25                   0.50                  0.75                 1.00
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流速分布 全体 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
流速分布 河口断面① 

 
 

流速分布 河口断面② 

図 1.3-43 12.5 万年後の流速分布 
 
（６）まとめ 
わが国で想定される自然現象として隆起・侵食及び海水準変動を考慮し、現実に即した地形

変化シミュレーションを行うため、日本国内で地形変化に関するデータを有する沿岸陸域を対

象として、地形の時間変化に応じた地下水流動の変化を評価可能とする三次元地形変化シミュ

レーションと三次元地下水流動シミュレーションを組み合わせた評価手法に係る技術的知見を

整備するとともに、地形変化の不確実性を考慮した地下水流動・塩分濃度の予察的解析を実施

した。 
はじめに、本事業で適用している地形変化評価コードと、評価対象としている時間及び空間

スケールが同一であるほかのコードとを比較して、現象プロセスを網羅しているか、プロセス

のモデル化が適当かなどについて検討を行い、必要な改良点を整理した。そして、必要な改良

点について、地形変化評価コードの海域の堆積モデルの改良と河道移動・側刻に関するパラメ

ータの見直しを実施した。これにより、海域における過剰な堆積が解消されるとともに、中流

域における谷底侵食低地幅を再現することが可能となった。一方、地下水流動解析コード

3D-SEEP については、中深度処分適用のための課題整理を行ったうえで、塩分濃度解析におけ

る風上法及び可変濃度境界条件を導入して改良を行い、ベンチマーク問題である Henry 問題に

ついて、Dtransu3D-EL と比較し、検証を行った。一部計算条件では改良した 3D-SEEP の方が

安定的に解ける結果となった。さらに、3D-SEEP を大規模な地形変化を含む体系で適切に解析

できるかについて性能分析を行った。評価対象地域の地質構造を参考に単純なモデルを作成し、

簡略的な隆起・侵食、海水準変動を与えて解析を行ったところ、XY 方向について 250m 程度、

Z 方向について地下の構造が不連続にならないような 50～100m 程度のメッシュで評価可能で

あることを確認した。また、地形・地質構造の切り替えのタイミングは 1000 年と 10000 年の場

合で相違は見られなかった。一方、粒子追跡線解析においては、粒子放出時刻と放出位置によ

っては、移行経路、移行距離及び移行時間が大きく変動するケースがみられた。今後、核種移
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行経路を決定するための粒子追跡線解析に対して、必要な評価精度を検討し、その精度を確保

するための解析メッシュモデル及び時間刻みを決定する必要がある。このとき、計算時間の増

大が想定されることから、計算時間を大幅に短縮するための解析手法の導入を検討する必要が

ある。さらに、地形変化評価におけるメッシュサイズが 100m と固定されており、地下水流動

解析のメッシュサイズとの整合についても、平滑化処理の影響を考慮して、整合性のある解析

体系を構築する必要がある。 
以上の検討を行ったうえで、改良した地形変化コードを用いて将来 12.5 万年までの地形変化

を評価するとともに、将来の海水準変動の不確実性を考慮した感度解析を実施した。地形変化

においては改良した海域堆積モデル、河道移動・側刻に関して見直したパラメータをともに適

用すると設定した拘束条件を満たすパラメータセットが探索できなかったため、海域の堆積モ

デルのみを考慮した地形変化評価コードで評価を行った。過去 12.5 万年間の海水準変動を与え

た基本ケースでの 12.5 万年後の地形は、領域全体が隆起して、陸側で現標高よりも 30m 程度

上昇する一方、河川領域は現標高とほぼ変わらなかった。平均侵食速度の小さいケースと比較

したところ、平均侵食速度の小さいケースではさらに隆起が大きくなり、高度分散量も大きく

なると考えられる。したがって、同じ隆起速度を与えた場合、平均侵食速度が小さいほうが、

山地領域の斜面の勾配は、現在よりも大きくなり、地下水流動の観点からも動水勾配が大きく

なり、地下水流動系が変化することが予想される。 
さらに、海水準変動の上昇・低下の繰り返し回数、海水準低下速度をパラメータとした感度

解析を行ったところ、-120m の海水準低下期間が継続する繰り返し回数の少ないほうが、海域

における侵食が大きくなること、海水準低下速度は大きいほうが侵食量は大きくなるが変化量

は大きくないことがわかった。 
将来 12.5 万年後までの評価対象地域の地形変化（平均侵食速度が大きいケース）を非定常に

反映させて 3D-SEEP を用いた地下水流動・塩分濃度解析を行った結果、隆起によって勾配の大

きくなった山地領域でも地下水流動系に大きな変化は見られなかったが、海水準変動に伴って

移動する汀線付近で流向方向が変動して、地下水流動系が局所的に変化する結果となった。 
以上の解析の結果、海水準変動による地下水流動の変動が大きく、汀線の移動領域の数 km

の範囲で塩分濃度が大きく変動するとともに、地下水流向が大きく変化することがわかった。

一方、山地の領域では、地下水流動場が 10 万年程度の時間スケールの中で継続的に安定したが、

比較的流速は速いものの流向はほとんど変化せず、降水の水質は変動しない結果となった。 
以上により、基盤侵食面の変化が大きく、地形変化の不確実性が地下水流動に与える影響が

より大きくなると予想されるケースにおいて行った地下水流動の解析結果から、地下水流動及

び水質（塩分濃度分布）に影響を与える重要因子は、以下のように挙げられる。一様な隆起場

の場合、山地領域では相対的な標高差の変化が小さく、地下水流動の経時的な変化が顕著で無

いことから、地下水流動への影響の観点から、現在の地形形状及び水理・地質構造に関するパ

ラメータがより重要になると考えられる。また、汀線付近の沿岸域では、地形変化と汀線の位

置により、地下水の流動方向、流速の程度、塩分濃度分布も変動する傾向があることから、水

理条件の他に、特に河川侵食と堆積に関するパラメータ、海退及び海進の条件に関するパラメ

ータがより重要になると考えられる。 
今後は平均侵食速度が小さい場合や海水準変動の不確実性を反映した地下水流動解析を実施

して、地形変化及び海水準変動による天然バリアの核種移行への影響を分析する必要がある。 
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1.3.3 モニタリング手法の妥当性に係る技術的知見の整備 
中深度処分においては、坑道の閉鎖後においても廃止措置の開始までの間は、廃棄物埋設地

からの放射性物質の異常な漏えいを監視・測定するためのモニタリング設備の設置が必要であ

る。この際、モニタリング設備が人工バリア及び天然バリアの機能を著しく損なうことがない

こと、モニタリング施設の撤去に際して放射性物質が移行しやすい経路が生じないよう撤去及

び埋戻しを行うこと等を考慮した設計がなされることが重要である。 
 このため本事業では、調査ボーリング孔、坑道閉鎖後における漏えいモニタリングの観測孔

等の閉塞・埋戻しが適切に行われていることの確認（以下「閉鎖確認」という。）等に係る技術

的知見を整理するための調査として、「地下モニタリング技術に関する情報の収集整理」及び「モ

ニタリング孔等の閉鎖確認に係る技術的知見の整備」を実施した。 
 前者については、地下モニタリング、ボーリング等に係る既往情報を対象に、中深度処分で

想定される深度におけるモニタリング技術やモニタリング機器の撤去及び観測孔の閉鎖方法に

関する既往の技術的情報を収集・整理した。なお、中深度処分で想定される深度に限定したモ

ニタリングに関する既存事例は多くないため、石油・温泉分野や地層処分を対象とした研究・

技術開発事例も併せて収集した。 
後者については、モニタリング孔等の閉塞・埋戻しの技術的成立性に係る妥当性判断に必要

な知見及び閉鎖確認に係る技術的知見を整備する観点から、室内透水試験等を実施し、水が移

行しやすい経路が生じないようモニタリング孔の埋戻しを行う際の閉塞材料の選定、止水性確

認方法及び閉鎖方法の妥当性確認並びに次年度以降に計画する閉鎖確認の妥当性判断に資する

試験の実施に必要な知見を取得した。また、ボーリング孔を用いた閉鎖確認の妥当性判断に資

する試験を行うための試験装置の設計を行い、閉塞・埋戻しの技術的成立性に係る妥当性判断

に必要な知見及び閉鎖確認に係る技術的知見を整備した。 
さらに、収集した情報及び得られたデータを踏まえて、適切に閉鎖されたことを確認する際

の判断指標を整理した。 
 

(1) 地下モニタリング技術に関する情報の収集整理 
既存情報の収集整理では、漏洩モニタリングに反映可能な汎用的知識を抽出することを目的

して、各国のモニタリング関連技術の現況を情報収集した上で、汎用的に用いられている方法

や留意点を規制の観点で整理した。 
 

(a) 既存情報の確認 
主に各国の放射性廃棄物の処分研究施設、石油探査産業のボーリング孔調査、モニタリング

に関わる情報（モニタリング孔の配置の考え方や使用されている観測装置、メンテナンス、装

置の引き抜きや孔の閉塞事例の有無など）を収集・整理した（表 1.3-23）。 
各国におけるモニタリング技術の現況については、次のように要約することができる。 
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表 1.3-23 各国におけるモニタリング事例の有無 

 
 
スウェーデン 

 スウェーデンにおいては、結晶質岩体を対象としてエストハンマルのフォルスマーク地区で

20 本以上、オスカーシャムのラクセマー地区、シンパバープ地区で 100 本以上の浅層・深層ボ

ーリング孔の掘削調査が行われてきた(82), (83)。ボーリング調査終了後、地質構造や高透水性部の

分布に応じて、数週間～数ヶ月かけてボーリング掘削時の汚染の少ない試料を採取し、モニタ

リング初期値を把握している。水圧モニタリングは、観測区間から地上につなげたスタンドパ

イプ中の水位を測定する方法を使用している。観測区間は、水理試験で明らかになった高透水

性区間、地質構造モデルに基づいて事前に海域と連続していると予想された地質構造を優先す

るとともに、ボーリング孔掘削時に周辺モニタリング孔で水圧レスポンスを観測し、割れ目帯

などの連結性に関わる情報を取得して利用している。また、スウェーデンとフィンランドは共

同してボーリング孔の閉塞に関わる研究技術開発を行っており(84)、割れ目や岩石欠損の無い部

分（いわゆる健岩部）を戦略的に選択した上で、当該箇所を高圧縮ベントナイトで閉塞する。

これらの異なる材料を区分する目的で、石英ベースのコンクリートプラグを配置する。さらに、

材料間の相互作用を防止し、長期的な安定性を保証するために、銅エキスパンダーを全ての材

料境界に配置するという Sandwich sealing と呼ばれる概念を提示している。 
フィンランド 
 フィンランドでは、結晶質岩体を対象としてオルキルオト周辺で調査ボーリング（50 本以上）

が行われ地質構造、水理特性、水質といった地質環境特性が把握されている(85), (86)。調査終了後、

連続性の高い割れ目帯を監視対象として、施設建設に伴う周辺環境変化の把握のための水圧・

水質モニタリング装置を設置している。特に、海域および地下施設に達している可能性のある

割れ目帯の観測区間で海水の浸入の有無をモニタリングし、施設建設に伴う周辺の水理・地球

化学環境の変動の目安としている(87)。 
フランス 
 フランスでは、Meuse/Haute Marne 地区の非常に透水性の低い堆積岩層に地下研究施設が建設

されており、地下水流動が主に拡散プロセスに依存するため坑道直近の掘削損傷領域のモニタ

リングに関わる研究が重要視されている(88), (89)。そのため、閉鎖後の地下施設周辺における地上

からのモニタリングに反映可能な知見は得られなかった。 
スイス 
 スイスでは、放射性廃棄物管理共同組合（Nagra）が中・低レベルの放射性廃棄物処分場を念

頭においたボーリング孔の閉塞の研究を行った事例(90), (91)があるため、それらの情報を主に収集

した。スイスではスウェーデン、フィンランドと同様に孔の状況に応じて異なる材料を組み合

わせる閉塞概念を基本として、孔周囲の掘削損傷領域（Borehole Damage Zone：BDZ）が水み

項目 スウェーデン フィンランド フランス スイス カナダ 英国 日本

岩種 結晶質岩 結晶質岩 堆積岩
結晶質岩・
堆積岩

結晶質岩 堆積岩
結晶質岩・
堆積岩

関連する研究
内容

処分場候補地
の地質環境の
把握

処分場周辺の
地質環境の把
握

処分場候補地
の地質環境の
把握

ボーリング孔閉
塞

地下研究所の閉
鎖後の環境評価

処分場候補地選
定前の地質環境
調査

モニタリング技
術の研究開発

装置の設置、
モニタリング、
メンテナンス

地上観測孔で
実施中

地上観測孔で
実施中

坑道掘削損傷
領域の観測実
施中

地上観測孔で
実施中

地上観測孔で実
施中

地上観測終了
地上観測孔で実
施中

装置引き抜き 研究段階 研究段階 研究段階 研究段階 研究段階 研究段階 研究段階

孔の閉塞 研究段階 研究段階
石油探査分野
の手法での閉
塞事例あり

ベントナイトと泥
水を用いた閉
塞事例あり

セメントを用いた
閉塞事例あり

研究段階 研究段階
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ちになる可能性を考慮して、健岩部の損傷領域が少ない深度を長期間にわたって安定である天

然材料で岩盤の透水性より低くなるように閉塞することを提唱している。閉塞要件として、止

水性、力学的強度、長期安定性、作業性などを挙げている。また、設計にあたり閉塞材は無機

材料であるべきこと、定置方法は実例がある標準的な方法であるべきであること、閉塞作業に

時間がかかるべきではないことも挙げている。 
カナダ 
 カナダでは、結晶質岩中に建設された深度約 440m の地下研究施設が水没閉鎖されている。

地下研究施設周辺には、調査研究の一環として浅層ボーリング孔 92 本、基盤岩を対象とした深

層ボーリング孔 85 本が掘削され、施設閉鎖時には立坑の周囲 500m 以内にある 22 本のモニタ

リング孔が改装され、少なくとも 3 年間、水位計測などが行われた(92) (93), (94), (95), (96)。モニタリン

グ期間終了後、孔の閉塞作業が開始され、セメントグラウトを使用して密閉された。モニタリ

ングの終了時期に関する判断は、センサーの機能の耐久性、事業支援パートナー機関の有無お

よび地下施設建設前の地下水位に回復するまでの予想解析結果に基づいて行っている。 
英国 
 英国では、セラフィールドで進められていた中低レベル放射性廃棄物処分場の前身施設 RCF
（Rock Characterization Facility）の立地計画が 1997 年に中止された経緯があり、堆積岩を対象

として、十数本のボーリング調査、物理探査が行われた。また、沿岸域に位置するドーンレイ

では、1950 年代に低～高レベル放射性廃棄物が廃棄された立坑・横坑に、海岸線の浸食により

海水が流入する事象が生じ、周辺の汚染物質の分布やそれらの挙動を把握するために、汚染領

域周辺から海域に連続する地質構造を含む区間を対象としたモニタリング孔を設け定期観測を

行っている(97)。モニタリング区間は、施設建設前の地質環境ベースライン状態を把握すること

を念頭において、地下施設建設予定地周辺で密に、それから離れるに従って疎になるように配

置し、施設建設予定地に連続する可能性のある高透水性の地質構造を対象に設定している(98)。

ボーリング孔の閉塞に関しては、主に石油・ガス分野において実績があるボーリング孔の閉塞

方法を対象として、放射性廃棄物処分分野への適用性を検討している。その過程で、セメント

材料やベントナイト材料の形状や搬送方法について、定置時の失敗事例などが示されている(99)。 
日本 
 国内においては、岐阜県土岐市の東濃鉱山、瑞浪市の超深地層研究所、北海道幌延町の幌延

深地層研究センターなどの地下研究施設において、モニタリング技術の実証確認のための研究

技術開発が行われている。これらの研究施設では、地下施設建設前、建設中、操業中の周辺環

境変化の把握を目的としたモニタリングが行われている(100), (101)。施設周辺におけるモニタリン

グの項目は、地震動や地表面傾斜、地下水圧、水質などであり、主に地下水圧、水質のモニタ

リング事例が中深度処分施設周辺のモニタリングに参照可能な知見として挙げられる。これら

のモニタリングでは深さ数十 m～千数百 m ボーリング孔を掘削した上で、孔内に様々なモニタ

リングシステムを設置して、長期観測に利用している(102), (103)。瑞浪、幌延の両地下研究所では、

地下施設の建設位置、レイアウト設計などへの反映を目的として、施設建設前に地上から掘削

された調査用ボーリング孔 10 数本のほぼ全てが、調査終了後そのままモニタリング孔に転用さ

れている。これらの事例では、堆積岩のような透水性が異なる岩層の集合体では、相対的に透

水性の低い岩層（粘土層等）が施設建設時の水理化学的擾乱を緩和するバリアに、透水性の高

い岩層（礫岩層等）が優先的な水みちになること、調査ボーリング掘削後、モニタリング装置

の設置までの間に、ボーリング孔を水みちとして水頭の異なる複数の帯水層の地下水の混合が

起こり、装置設置後のモニタリング開始時に初期の地下水水質の把握が困難になるといった知

見が示されている(104), (105), (106), (107)。 
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モニタリング終了後の装置の引き抜き、ボーリング孔の閉塞を実施した事例は非常に少ない

が、岐阜県東濃鉱山の深度百数十 m の調査研究坑道の埋戻しに伴い周辺モニタリング孔複数本

の MP システムが抜管され孔が閉塞された事例がある。東濃鉱山では、坑道周辺の堆積岩から

基盤花崗岩中に深度約 80～200m の 6 本のボーリング孔が掘削され、MP システムが設置された

後、約 17 年間にわたって、地下水圧や水質のモニタリングが行われた。観測終了後の MP シス

テム引き抜き作業では、システムを抜管できず一部のプラスチックケーシングが孔内に残置す

る結果となっている。その後、孔内にセメントを充填した後に地上部が整地された。埋戻し材

料として普通セメントが選択された理由は、地震観測などの調査ボーリングにおける埋設や石

油井・地熱井などの廃孔（閉塞）はセメントなどにより埋め戻すことが指針で示されているこ

とや、トンネル、ダム、建築物の基礎など土木工事にもセメントが広く使用されており、一般

的な方法であったためである。 
 
(b) 知見の整理（漏洩モニタリングに反映可能な汎用的知識の整理・一般化） 
廃棄物埋設施設周辺の漏洩モニタリングにおいてその品質を管理するためには、モニタリン

グ位置の設定、モニタリング孔の掘削、モニタリングシステムの設置、計測・採水、維持管理、

モニタリングシステムの撤去など各段階において事業者が留意すべき事項がある。それらに対

して主に規制者の視点で各段階において確認すべき重要な点について、以上の既存情報を基に

以下に整理した。 
 

［モニタリング位置の設定～モニタリング孔の掘削］ 
・ 地質環境調査のためのボーリング孔掘削時 
ボーリング孔掘削時に掘削水で水質が汚染されると長期にその影響が残留する場合があり

(108), (109)、汚染水の排水に伴う水質変化か廃棄物埋設施設の影響による水質変化か判断が困難に

なる。そのため、ボーリング孔掘削時の掘削水の逸水に伴う水質汚染の管理が行われているか

確認する。 
・ モニタリング場所の選定時 
優先的な移行経路となり得る高透水性地質構造の分布を整理した水理地質構造モデルとそれ

から推察される地下水流動速度に基づいてモニタリング場所が設定されているか確認する。な

お、中深度処分の対象深度は地層処分に比較して浅いため、地下水面の季節変動深度、トリチ

ウム濃度などから推察される表層水の浸透深度などに基づいて水理地質構造モデルの確度が検

証されていることが望ましい。 
・ モニタリング方法の選定時 
汎用的なモニタリング方法の長所・短所は、表 1.3-24 のように整理できる。マルチピエゾメ

ーター式の水圧計測では、多連式水圧計測プローブの長期使用に伴う水圧計測値のドリフトを

防止するため定期的なメンテナンス・校正作業が必要である。ピエゾ管（スタンドパイプ）方

式の水圧モニタリングでは、配管内に地下水から脱ガスした気泡が生じることで水圧計測値が

真値からずれることがあるため、事業者が適切な品質確認項目をマニュアル化して実施するこ

とが重要であり、規制側はマニュアルに品質管理項目の漏れがないか、運用時にマニュアルが

遵守されているかといった点が確認項目となる。また、既往のシステムが使用されない場合は、

事業者が化学的に反応性の低い材料で構成されたシステムを選択していることを確認する。 
なお、既往のモニタリングシステムは、抜管時に孔内に一部が残留する可能性があるため、

その回収方法と実績根拠が事業者から示されていることが望ましい（現状、確立された回収方

法はなく、今後の技術開発、実績の蓄積が必要であり課題として残されている）。 
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表 1.3-24 各地下水モニタリング手法の長所・短所 

 
 
［モニタリングシステムの設置～計測・採水］ 
・ モニタリング装置設置前 
孔内検層、水理試験等によりボーリング孔内の帯水層深度、透水性分布は把握されているか、

装置設置前に掘削水（トレーサー）が排水除去されているか(110)、各帯水層の自然水頭は計測さ

れているか、孔掘削から装置設置までの孔開放期間中の帯水層間での地下水の移動は評価され

ているか、観測目的に応じたモニタリング装置が選定されているかなどを確認する。  
・ モニタリング装置設置時 
複数の深度をモニタリング対象とする場合は、モニタリング区間が各帯水層を包含するよう

に配置されていることを確認する。また、複数の観測区間が割れ目などを介して岩盤中で連結

していると、モニタリングのための採水によりお互いの区間の水圧・水質に影響を及ぼし得る

事から(111), (112)、水圧応答データなどに基づきそれらの連結性の有無が確認されている必要があ

る。 
 
［維持・管理～モニタリングシステムの撤去］ 
・ モニタリング時 
事業者が整えた管理マニュアル、作業手順書などを確認した上で、それらが適正に実行され

ているか確認する。管理マニュアル、作業手順書などには、観測値の自然変動幅と廃棄物埋設

施設に起因する有意な変化を検出するための基準値の定義、モニタリング機器で生じ得る機能

不全の特徴とその要因を確認するための手順、採水時および分析時にデータに影響を与える因

子（脱ガスや酸化など）とそれを防止する手順が含まれている必要がある。 
・ モニタリングシステムの長期的維持管理 
使用するモニタリングシステム毎に交換時期、もしくは交換の判断をするための不適合指標、

モニタリングシステムの交換直前と直後で同等の観測結果が得られているかなどの判断基準を

事業者が示していることを確認する。なお、数十年を超える時間スケールでのモニタリングシ

ステムの長期的維持管理に関わる公開情報は少なく、また、モニタリングシステムの修理不可

能な故障により抜管・再設置した例も少ない(113)。今後、継続的に関連する知見を更新していく

必要がある。 

項目 観測方法 長所・短所

裸孔での水位計測（スト
レーナ管）

長所：安価
短所：水頭の異なる帯水層が存在する場合は、それらの平均的水頭しか観測できない
ため、帯水層毎に孔が必要になる。

スタンドパイプ式

長所：複数の区間の水頭を同時観測できる。水圧計が地上付近にありメンテナンスが比
較的容易
短所：計測管が細く気泡が配管内に生成した場合は、計測値が真値からずれる場合が
ある。

マルチピエゾメーター式
長所：複数の区間の水頭を同時観測できる。
短所：水圧計が各深度にあり、メンテナンス時に全て引き抜くためメンテナンス時に全区
間のデータ欠損が生じる。

裸孔でのベーラー採水
長所：安価
短所：水頭の異なる帯水層が存在する場合は、それらの混合した水質しか観測できな
いため、帯水層毎に孔が必要になる。

スタンドパイプ揚水
長所：長期大量揚水が可能
短所：水圧を維持した採水ができない（溶存ガス分析などには不向き）

バッチボトル採水
長所：水圧・化学条件を維持した採水が可能
短所：大量の試料採取には工期を要する。

水圧

水質
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・ ボーリング孔の閉塞 
ボーリング孔閉塞については、一般的に石油・天然ガスや温泉の分野において多数の実績が

あるが、閉塞目的は石油やガスが地表や生活用水として利用されている帯水層中へ漏洩しない

ことであり、孔全体を埋め戻した上で地表部の閉塞に重点を置いている。一方、放射性廃棄物

処分においては、モニタリング孔自体が水みちにならないことが重要であり、かつ閉塞材の遮

水機能が長期間発揮される必要があると考えられている。したがって、石油や温泉の分野にお

けるボーリング孔の閉塞方法を、放射性廃棄物処分におけるボーリング孔の閉塞にそのまま適

用することはできない。放射性廃棄物処分におけるボーリング孔の閉塞研究については、模擬

ボーリング孔や原位置のボーリング孔を用いた閉塞試験が行われており、閉塞材としてセメン

ト、砂、ベントナイト等を組み合わせる考え方が主流になりつつある。しかし、閉塞材は、ボ

ーリング孔内への搬送中および定置後に目視で確認できないため、その深度管理や品質保証が

困難であると予想される。特に、地下水で満たされたボーリング孔にベントナイトを搬送し、

任意の深度に定置する方法が大きな課題である。 
これまでに様々なベントナイトの搬送方法が検討されており、施工性の観点から見た各手法

の長所と短所は、表 1.3-25 のように整理される。留意点としては、いずれの方法も定置後の閉

塞材の品質保証および遮水機能の確認が課題として残っている。また、基本法や投げ込み法で

は銅管や有機物を孔内に残置することになるが、これらを残置した場合にベントナイトが受け

る影響については明らかになっていない。 
国内外の研究機関において研究開発が継続している段階であるため、現時点では具体的な点

を抽出することは困難であるが、大きな課題として挙げられているベントナイトの搬送方法に

ついては、人工物の残置や搬送中のベントナイトの膨潤・侵食を回避することを念頭に置くと、

コンテナによる搬送法が有力な選択肢として挙げられる。 
なお、以上の知見は、主に地層処分に関わる地質環境調査で掘削される深度 1,000m 級のボ

ーリング孔の閉塞を念頭に置いたものであり、中深度処分の深度 100m 程度のボーリング孔の

閉塞に関わる技術開発事例は少なく、深度 1,000m 級のボーリング孔の閉塞に適用できない技

術も利用できる可能性がある。それらの確認は今後の課題として挙げられる。 
 

表 1.3-25 ベントナイトの搬送方法と施工性 (84), (99) 

 
 
(2) モニタリング孔等の閉塞確証に係る技術的知見の整備 
原位置でのモニタリング孔の閉鎖状況の確認方法を検討することを目的として、アクリルセ

ルを用いた室内透水試験を実施した。また、ボーリング孔を模擬した室内模擬透水試験装置を

製作し、ボーリング孔を用いた閉鎖確認の妥当性判断に資する試験を実施した。なお、以下の

試験では既往文献の知見と比較可能な基礎的知見を得るため、日本で一般的に利用されること

方法名 方法 材料準備 搬送効率
挿入中の

ベントナイトの
侵食

ベントナイトの
密度

残置物 深度管理

基本法
有孔銅管にベントナイト
を詰めて孔内に挿入、

定置

製作作業が
必要

1度に大量のベントナ

イトを設置可能
小 高 銅管 容易

投げ込み法
(ペレット)

ベントナイトペレットを孔
口から投入、自然落下

容易
1度に大量のベントナ

イトを設置可能
大 低

コーティング
（樹脂）

閉鎖深度以外の
場所で抑留する
可能性がある

コンテナ法
コンテナ容器にベントナ
イトを詰め、閉塞深度

まで搬送・定置
容易

1度に運搬できる量

が制限されるため、
時間と手間がかかる

なし 低～高 なし 容易

クーロン法
芯棒にドーナツ状ベント

ナイトを付け孔内に
挿入、定置

製作作業が
必要

1度に大量のベントナ

イトを設置可能
大 高 銅管 容易
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が多い粘土材料としてクニゲルベントナイトと水道水を試験材料として使用している。 
 

(a) 室内透水試験等 
① モニタリング孔の埋戻しを行う際の閉塞材料の選定に関する知見の取得 
閉塞材料の選定に関する知見を取得するため、簡易室内試験を実施した。本試験は、異なる

材料で成形された閉塞材の膨潤過程の把握と閉塞材の選定を主な目的とした。試験手順として

は、小型のアクリルセル内に円柱状に成形した閉塞材（以下、供試体）を設置した後、セル内

に注水し供試体の膨潤過程を目視観察した。簡易室内試験の手順を図 1.3-44 に示す。供試体は、

(1) 粉末ベントナイトのクニゲル V1（以下、粉末ベントナイト）100%、(2) 粒状ベントナイト

のクニゲル GX（以下、粒状ベントナイト）50%＋珪砂 5 号（以下、砂）50%の混合土、(3) 粒
状ベントナイト 15%＋砂 85%の混合土、(4) 粉末ベントナイト 50%＋砂 50%の混合土、(5) 粉
末ベントナイト 15%＋砂 85%の混合土を用いた。 
粉末ベントナイト 100%、粒状ベントナイト 50%と砂 50%の混合土、粒状ベントナイト 15%

と砂 85%の混合土の試験結果を図 1.3-45 から図 1.3-46 に示す。粉末ベントナイト 100%と粒状

ベントナイト 50%＋砂 50%を用いたケースでは、試験開始直後には供試体とセルの間に約 10 
mmの隙間があったが、試験開始から3日後には隙間が埋まりベントナイトがセルと密着した。

また、3 日後から 7 日後にかけては上方へ膨潤が進むことを確認した（図 1.3.3-2、図 1.3.3-3）。
一方、粒状ベントナイト 15%＋砂 85%を用いたケースでは、試験開始直後から砂が崩落、沈下

し、試験開始から７時間後には供試体の一部に空洞が生じた。また、沈下した砂が供試体とセ

ルの隙間の一部に堆積する様子も確認された。砂の沈下により生じた空洞は、ベントナイトの

膨潤により時間経過とともに徐々に閉塞された。試験開始から 5 日後には供試体はセルに密着

したが、他の 2 ケースとは異なり、上方への膨潤は確認されなかった。試験開始前と試験開始

から 5～7 日後の供試体の体積を比較すると、粉末ベントナイト 100%供試体で約 3.3 倍、粒状

ベントナイト 50%＋砂 50%で約 1.9 倍、粒状ベントナイト 15%＋砂 85%供試体で約 1.8 倍に増

加した。 
これらの結果から、ベントナイト系の閉塞材を用いることで、ベントナイトの膨潤によりモ

ニタリング孔に低透水性の閉塞区間を設置できる可能性があることを確認した。また、ベント

ナイトの膨潤に伴い供試体体積は増加すること、つまり、膨潤後の供試体の有効ベントナイト

密度は試料成形時よりも低下することが確認された。供試体の有効ベントナイト密度と透水性

は密接に関連することから、閉塞材の成形にあたっては、モニタリング孔に設置した閉塞材が

膨潤した後の有効ベントナイト密度を想定して、ベントナイトと砂の配合比や成形時の閉塞材

の密度を決定する必要がある。 
 

 
図 1.3-44 簡易室内試験の手順 
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図 1.3-45 供試体の膨潤状況（粉末ベントナイト 100%） 

 

 
図 1.3-46 供試体の膨潤状況（粒状ベントナイト 50%＋砂 50%） 

 

 
図 1.3-47 供試体の膨潤状況（粒状ベントナイト 15%＋砂 85%） 

 
② 止水性確認方法及び閉鎖方法の妥当性確認に関する知見の取得 
 ①で浸漬させた閉塞材の膨潤が概ね収束した後で、閉塞材の止水状態を確認するための通水

試験を実施した。具体的には、初めに、セル下部の吐出口に接続したチューブを上下させ、チ

ューブとセル内の水の移動の有無から閉塞材の止水性を確認した。ここで止水性が確認された

閉塞材については、セル内を水道水で完全に満たし、セル上部の流入口に手押しポンプのライ

ンを接続した。次に、セル下部の吐出口を一定の高さに立ち上げて固定した。その後、手押し

ポンプを用いてセル内に水道水を送って約 0.2 MPa に加圧し、吐出口から出てくる水道水の流



 
 

-1-77- 
 

速を測定した。最後に、セルの容積、閉塞材の高さと断面積、セル内の圧力、吐出口からの流

量を用いて、閉塞材の透水係数を算出した。 
各供試体を用いた通水試験の結果を表 1.3-26 に示す。粉末ベントナイト 100%及び粒状ベン

トナイト 50%＋砂 50%の閉塞材については、試験開始から 1 週間程度経過後までに止水性が確

認されたが、粒状ベントナイト 15%＋砂 85%の閉塞材では止水性が確認されなかった。止水性

が確認された閉塞材の透水係数は、粉末ベントナイトで 10-10 m/s オーダー、粒状ベントナイト

50%＋砂 50%で 10-9 m/s オーダーであり、いずれも難透水性を示す結果となった。なお、粒状

ベントナイト 15%＋砂 85%については、試験加圧時に容器底部のフィルター部などで目詰まり

が生じたため、透水試験が実施できなかった。しかしながら、試験準備中に供試体上下での通

水（セル下部に取り付けたチューブからセル内への水の移動）が確認されたことから、他の 2
ケースに比べて透水性が高いと推測される。 

 
表 1.3-26 通水試験結果 

 
 

③ 閉鎖確認試験の実施に必要な知見の取得 
室内簡易試験の結果、ベントナイト系の閉塞材を用いることで、実際のモニタリング孔にお

いても低透水性の閉塞区間を設置できる可能性があることを確認した。一方で、ベントナイト

と砂を混合した閉塞材を用いる場合は、砂の配合比が大きいと、閉塞材の飽和・膨潤過程でベ

ントナイトと砂の分離が進み、閉塞材とモニタリング孔との隙間に砂の層が形成される可能性

を示唆する結果が得られた。これらのことから、使用する閉塞材が膨潤する際にボーリング孔

内で生じると想定される現象を、室内試験などで事前に確認しておくことが重要であると考え

られる。 
 

(b) 閉鎖確認の妥当性判断に資する試験 
閉塞・埋戻しの技術的成立性に係る妥当性判断に必要な知見を取得し、閉鎖確認に係る技術

的知見を整備することを目的として、ボーリング孔を模擬した透水試験装置を製作し、閉鎖確

認の妥当性判断に資する試験（以下、閉塞確認試験）を実施した。また、この結果に基づき、

実際のモニタリング孔での閉塞確認試験を実施するための試験装置に関する検討を実施した。 
 
① 閉塞・埋戻しの技術的成立性に係る妥当性判断に必要な知見の取得 
原位置でのモニタリング孔の閉鎖状況の確認方法を検討するためには、モニタリング孔内で

実際に生じると考えられる閉塞材の膨潤挙動や膨潤後の閉塞材の状態を確認しておく必要があ

る。このことから、閉鎖材の状態が外部から目視可能であり、かつ実際のモニタリング孔の大

きさ（孔径）を模擬した室内模擬透水試験装置を製作した。なお、文献調査の結果から、試験

装置の製作にあたっては、閉塞方法としてコンテナ方式を前提とした円柱状の閉塞材による試

験が可能な構造とし、閉鎖対象となる水みちの上部健岩部に閉塞材を設置することを基本的な
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考え方とした。 
室内模擬透水試験装置の概念図を図 1.3-48 に示す。試験装置は、内部の状態が確認可能な可

視化区間（長さ約 1m）と閉塞材の上部、下部区間の水圧および排水量が計測可能な測定区間

（長さ約 0.5m）で構成される。上部区間には注水、圧力計測、流量計測のためのポート、下部

区間には圧力計測、流量計測のためのポートが設置されており、上部区間からの注水に対する

上部・下部区間での水圧変化、排水量変化が計測可能である。 
 

 
図 1.3-48 閉鎖確認試験の概念図 

 
 閉鎖確認試験の主な目的は、閉塞状況の確認方法、閉塞手順の確認、閉塞材の膨潤状況の確

認である。試験装置を図 1.3-49 に示す。本試験では、①粉末ベントナイト 100%、②粉末ベン

トナイト 50%＋砂 50%の混合土の 2 種類の閉塞材を用いた。 
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図 1.3-49 室内模擬透水試験装置 

 
 試験は、閉塞材設置後に装置内を水に満たした後、装置上部から一定圧力（約 0.5 MPa）で

注水を行い、閉塞材上部区間、閉塞材下部区間のそれぞれで、注水時の水圧および排水量を計

測した。注水は、閉塞材設置直後、3 日後、8 日後の 3 回行った。粉末ベントナイトの試験結果

を表 1.3-27 に示す。 
 閉塞材設置直後に行った 1 回目の注水では、閉塞材上部区間、下部区間の圧力、排水量はほ

ぼ一致した。これは閉塞材と閉塞区間パイプの隙間（約 1 cm）を注水した水が抵抗なく通過し

たことを示す。2 回目の注水では、閉塞材上部区間の圧力、排水量は 1 回目とほぼ同等であっ

たのに対し、下部区間では 1 回目の 1/1,000 程度の排水量であり、注水圧力の伝搬は確認され

なかった。これは、2 回目の注水時には閉塞材の膨張によりパイプとの隙間が無くなり、閉塞

材の遮水機能が発揮されたためと考えられる。なお、この結果から算出された透水係数は

2.6×10-10 m/s である。3 回目の注水時についても、2 回目と同様に注水流量が 1 回目よりも減少

することが確認できた。一方で、3 回目の注水では、20 分の計測期間中に注水に伴う排水は確

認されなかった。このことから、2 回目の注水から 3 回目の注水までの間に、閉塞材の止水機

能が高まったものと考えられる。これらの結果から、閉塞材設置前後で定圧注水を行うことで、

注水流量の変化からモニタリング孔の閉塞状況が確認できる可能性を確認した。 
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表 1.3-27 閉鎖確認試験における透水試験結果 

 
 
② 試験装置の設計 
 閉塞確認試験の結果を基に、実際のモニタリング孔での閉塞確認試験を実施するための試験

装置について検討した。試験装置はコンテナ法による閉塞材定置機能と、シングルパッカーに

よる閉塞材上下区間の注水流量及び注水圧計測機能、ダブルパッカーによる閉塞材上区間の注

水流量及び注水圧計測機能、閉塞材膨潤時の圧力（モニタリング孔上方への膨潤圧力）の計測

機能を備える構造を基本とした。このうち、コンテナ法による閉塞材定置機能と閉塞材膨潤時

の圧力計測機能を備えた閉塞材定置プローブを試作した。また、試作したプローブについて模

擬透水試験装置を用いた作動確認試験を実施し、コンテナ法による閉塞材の定置と閉塞材膨潤

時の圧力の計測が可能であること確認した。図 1.3-50 に閉塞材定置プローブの概念図を示す。 
 

 

図 1.3-50 閉塞材定置プローブ概念図 
 
③ 閉鎖確認に係る技術的知見の整備 
室内模擬透水試験装置を用いた閉鎖確認試験の結果から、コンテナにより設置されたベント

ナイト系材料の閉塞材により実際のモニタリング孔が閉塞できる見通しを得た。また、閉塞材

設置の前後に定圧注水を実施することで、注水流量の変化からモニタリング孔の閉塞状況が確

認できる見通しを得た。また、試作した閉塞材定置プローブの作動確認試験結果から、実際の

モニタリング孔においてコンテナ法による閉塞材の定置と閉塞材膨潤時の圧力の計測が実施で

きる見通しを得た。 
 

(3) 閉鎖確認する際の判断指標の整理 
 本年度事業では、既存情報調査、室内試験によりモニタリング孔の閉塞に利用可能な材料の

選定と実際のモニタリング孔閉塞時に確認すべき事項を整理した。 
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 閉塞材料としてはベントナイトなどの粘土材料が有用であるが、その止水性を担保するため

には、使用に際して砂などとの配合比、閉塞材成形時の密度、施工後（膨潤後）の閉塞材の密

度や膨潤に要する時間に留意する必要がある。また、ベントナイトの配合比が高いほど膨潤特

性が高く止水性も担保しやすくなるが、飽和状態で安定するまでに時間を要するという特性も

あるため、実際の施工工程を念頭において現実的な配合比を検討しておく必要がある。 
 モニタリング孔の閉鎖確認をする際の判断指標としては、事業者が孔内の埋戻し材料（複数

種）のレイアウトについて、岩盤中の水理地質構造を踏まえてレイアウトを設計しているか、

実際にモニタリング孔の閉塞に使用する材料について、膨潤後の透水性や膨潤にかかる時間を

評価した上で埋戻し工程を立案しているか、といった点が挙げられる。 
 なお、実際のモニタリング孔での埋戻しに関わる知見（閉塞材設置時の温度、圧力環境や地

下水の水質と粘土材料の膨潤特性の関係、モニタリング孔内での地下水（孔内水）の流れの影

響、モニタリング孔壁面と閉塞材との境界面の評価など）は未取得であり、今後、実環境での

閉塞事例を基に、より詳細な判断指標の整理を行っていく必要がある。 
 
(4) まとめと課題 
 廃棄物埋設施設の立地や建設に先立つ地質環境調査のボーリング位置は、既往情報や物理探

査、予察的地下水流動解析などに基づいて配置される。日本では借用可能な土地も限られるこ

とから、大半の調査ボーリングがモニタリング孔に転用される可能性がある。モニタリング孔

では、地下施設建設前の初期環境条件から施設建設中の水圧応答、水質変化などの情報が継続

的に取得され、その結果に基づいて施設閉鎖後にモニタリングを継続するべきモニタリング孔、

先行して埋戻しが可能なモニタリング孔など、モニタリング孔の重要度分類を行うことが可能

となる。施設の建設・操業・閉鎖時までに水圧応答などが認められなかった観測点においては、

施設閉鎖後のモニタリングの必要性は小さいと言える。300～400 年にわたるモニタリングでは、

長期的な地下水採取による環境擾乱も不確実性要因となるため、必要性の低いモニタリング孔

を早期に閉塞することで、環境影響を低減することが可能となる。一方で、ボーリング孔の閉

塞に関する手法は、国内外において研究段階である。また、同一のモニタリングシステムを数

百年間にわたって利用することは現実的でなく、数十年ごとにモニタリングシステムの抜管・

再設置が必要になると想定される。モニタリングシステムの抜管・再設置に際しては、孔の安

定性が問題となる。中深度処分で対象とする深度 100m 程度の岩盤においては、力学的に不安

定な表土層や堆積岩が分布していることが多い。このような地質に起因して孔内の一部が崩れ

ていた場合、モニタリングシステムの抜管は容易ではないため、モニタリング孔より一回り大

きい孔径でモニタリング孔をオーバーコアリングして、システムを壊しながら回収することに

なる。これを繰り返すと、モニタリング孔の孔径が徐々に拡大し、より孔の不安定性が増すこ

とになるため、数十年程度で近隣に新しいモニタリング孔を掘削し古い孔を埋戻し閉塞するこ

とが必要になる。このような長期にわたるモニタリング孔（モニタリングシステム）のスクラ

ップ＆ビルドを含めた運用の考え方については、国内外に参考となる事例が全くなく本事業に

おいては詳細に整理できてない。 
以上のような、長期運用や定期的な廃棄と再生を前提としたモニタリング方法の開発や、そ

の方法を念頭に置いて、現行の初期段階のボーリング調査に必須の留意点などをフィードバッ

クし、調査技術が適合するか否かを確認しておくこと、さらには前項で触れたボーリング孔の

閉塞方法およびその確認に関しては事業者側の課題と言えるが、規制側においてもそれらが適

切か否かを判断するための技術的根拠をもって、規制内容を設定する必要がある。 
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1.3.4 廃棄物埋設に関する研究に必要な国内外の情報収集 
本事業の実施に当たっては、放射性廃棄物の核種移行に伴う安全評価、人工バリア性能の検

討など、多岐にわたる高い専門性が必要となることから、適宜事業内容に関連する国内外の専

門家と意見交換等を行い、事業成果の改良・精緻化を図った。 
平成30年9月に開催された日本原子力学会秋の大会に参加して関連する情報の収集を行うとと

もに、学会、研究会、セミナー等を利用して関連する情報の収集を行った。 
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2. 人工バリアの長期性能評価に係る技術的知見の整備 
2.1 はじめに 
中深度処分においては、廃棄物埋設地からの放射性物質の漏出を合理的に達成できる限り十

分に低減する人工バリアの設置が見込まれる。このためには、設置される環境において技術的

に施工可能なものであることに加えて、廃棄物埋設地の外への主要な放射性物質の漏出を抑制

する性能が優れたものを選定する必要がある。それを踏まえ、規制庁が人工バリアの長期性能

評価の妥当性を判断するために必要な科学的・技術的知見を蓄積する観点から、「人工バリアの

変質を考慮した物質移行－変質連成解析に係る技術的知見の整備」及び「セメント系人工バリ

アの長期性能評価に係る技術的知見の整備」に係る検討を行った。 

 
2.2 人工バリアの変質を考慮した物質移行－変質連成解析に係る技術的知見の整備 

2.2.1 背景と目的 
炉内等廃棄物の中深度処分システムにおける低透水層等の有力な候補材であるベントナイト

は、止水機能、核種収着機能など、当該処分の安全性を確保する上で重要なバリア機能が期待

されているが、当該処分システムの構造材料（処分坑道の支保工等）や低拡散層として多量に

使用するとされるセメント系材料を起源とする高アルカリ性地下水によって変質し、期待され

るバリア機能が長期的に損なわれることが懸念される(1)。そのため、安全審査の際に事業者が

評価する低透水層等（以下、「ベントナイト系人工バリア」）の各バリア機能及びその挙動の妥

当性を適切に評価するためには、時間スケールや処分環境を考慮した「セメント起源のアルカ

リ成分（OH-）がベントナイト系材料へ影響を及ぼす期間及び影響の程度を明らかにする手法」

を整備する必要がある(2)。 

過去の原子力規制庁（旧原子力安全・保安院、旧原子力安全基盤機構も含む）の委託事業で

ある「放射性廃棄物処分の長期的評価手法の調査（平成 13～21 年度）」では、高レベル放射性

廃棄物の地層処分システムにおける緩衝材としての使用が想定される砂-ベントナイト混合土

圧縮成型体を用いてベントナイトの変質に係る諸現象を実験的に定量化するとともに、ベント

ナイト系緩衝材に期待されている止水機能（透水係数）の長期的な変動を評価するためのモデ

ル、ならびに、セメント系材料の変質に伴う固相及び液相成分の変化を評価するための信頼性

あるセメント鉱物モデル、及びセメント間隙変遷モデル※1の構築、さらに、これらのモデルを

導入した物質移行-変質連成解析コード（MC-BUFFER）の整備・検証を行ってきた（図 2.2-1）。
また、同委託事業「安全審査に向けた評価手法の整備（平成 22～26 年度）」では、我が国の地

下環境（淡水、海水、酸化性条件、還元性条件など）を考慮した緩衝材劣化に係る試験を実施

するとともに、その試験結果と MC-BUFFER 等による計算結果との比較を行い、当該モデルの

地下環境への適用性に係る検討を実施した。その結果、ベントナイト透水係数評価モデルの改

良案を提示するとともに、これまで整備してきた一連の緩衝材劣化に係る評価モデルについて

は、まだ解明されていない課題が残されてはいるが、検証計算では概ね実現象が再現できてい

ることが確認できた。そのため、まだ若干課題があることを認識しつつ、現段階では「総合的

な安全評価手法」(3)において使用することとした。 

                                                      
※1 「セメント間隙変遷モデル」は、①セメント硬化体中の間隙を成因や物質移行特性、化学反応

場としての機能に基づいて分類するモデル（間隙モデル）と②セメントの変質によるこれら

の間隙の量の変化を記述するモデル（変遷モデル）から成り、物質移動に寄与する間隙の間

隙率（物質移動毛細管間隙率）と有効拡散係数は正比例するというモデルである。 
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図 2.2-1 ベントナイト系人工バリアの劣化に係る評価モデルと解析コードの体系 

 
上述した通り、中深度処分においてもベントナイト系人工バリアの長期的な性能評価では、

このような変質挙動を評価する必要があるが、評価にあたっては、これまで整備を進めてきた

MC-BUFFER を利用できるか否かを検討する必要がある。 
MC-BUFFER で想定している「移行／化学反応が起こる媒体」は図 2.2-2 に示すような多孔質

媒体であり、そこでは粒子間隙にある自由水の中を物質が移流や拡散により移行するとともに、

化学反応が起こるとしている。しかしながら、ベントナイト系人工バリアに使用されるベント

ナイト圧縮体の中には自由水は存在せず、ベントナイトに束縛された水（束縛水）の中を物質

が拡散するとの報告がある(4)。このことを踏まえると、その中で化学反応も起こっている可能

性がある（図 2.2-3）。そのため、ベントナイト系人工バリアの変質を評価するためには、上記

のような束縛状態を想定した上で、ベントナイト圧縮体中の移行（拡散）や化学反応を評価す

ることが望ましい。日本原子力研究開発機構ではベントナイト圧縮体の中には自由水は存在し

ないということを前提に、拡散評価に見かけの拡散係数（Da）、化学反応評価に見かけの濃度を

用いる手法（Da モデル）を開発してきたが、このモデルにも一長一短があり、MC-BUFFER で

用いてきた既往のモデル（拡散評価に有効拡散係数（De）、化学反応評価には間隙が自由水で満

たされていることの仮定の下、間隙水中濃度を用いる手法：De モデル）を代替することが適切

かどうか、慎重に検討する必要がある。 
 

物質移行－変質連成解析コード

PHREEQC

間隙率・拡散係数・
透水係数の変動

間隙水物質の
移行と変動

空間離散化：有限体積法（FVM）
移流拡散方程式：完全陰解法

モンモリロナイト溶解速度：RA(aOH- ,T)
aOH-：OH-の活量
T：温度

セメント系材料 ベントナイト系緩衝材

モデル・
コードの

検証

RA = 3500 aOH-1.4 exp(-51000/RT)

K = 2.5×10-7 ・ 10-0.0044ρm ・ 100.5Rca ・ Is1.9-1.6Rca ・f(T)

De = 5.0×10-7・φ2.1 ・ exp(-18600/RT)

セメント－
ベントナイト
混合系試験

セメント鉱物モデル
セメント間隙変遷モデル

有効拡散係数：De(φ,T)
φ：間隙率 T：温度

変質を
伴った

透水試験
（長期透
水試験）

考慮する鉱物のリスト
速度論or平衡論、速度論モデル

ベントナイト変質モデル

ベントナイト透水係数評価モデル

セメント系材料の変質特性に係るモデルベントナイト拡散モデル

K = 1.2×10-7 ・ 10-0.0042ρm ・ Is1.5 ・f(T)

透水係数：K(ρm,Is,RCa ,T)
ρm：有効モンモリロナイト密度
Is：間隙水イオン強度 RCa:Ca型化率

ベントナイト鉱物モデル

溶質組成の変動

ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄの溶解

間隙率・拡散係数・
透水係数の変動

溶質の移行

各鉱物の溶解生成

反応速度式

熱力学データ

溶質の移行挙動の
変動

地球化学反応

・オーバーパックの破損時期と頻度
・核種の溶解度
・緩衝材中地下水流速
・ガラス固化体溶解速度
・核種の分配係数
・核種の拡散係数

核種移行評価パラメータに影響を与える因子の変動を解析

確率論パラメータ解析
・オーバーパック寿命評価
・核種の溶解度評価

地下水流動解析
・ニアフィールド地下水流動評価

各種データベースに基づくパラメータ評価
・ガラス溶解速度
・核種の分配係数
・核種の拡散係数

確率論的
安全評価

GSRW-PSA

影響因子の変動
・間隙水組成
・固相鉱物組成
・酸化還元電位
・モンモリロナイト密度
・間隙率
・緩衝材透水係数
・緩衝材拡散係数

変動幅
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図 2.2-2 多孔質媒体中における移行/化学反応の概念図 

（HLW2 次取りまとめ(5)に記載の図を一部改） 
 
 

 

図 2.2-3 ベントナイト圧縮体中における移行/化学反応の概念図 
 

そこで、本事業では、ベントナイト系人工バリアの長期性能評価の妥当性を判断するために

必要な科学的・技術的知見を蓄積することを念頭に、当該人工バリアの変質評価における拡散

評価にまずは着目し、その評価モデルの適用性に係る検討を実施することとした。 
具体的には、ベントナイト系人工バリアの変質現象（そのメカニズムも含む）及びそれに伴

うバリア機能の変化について整理するとともに、当該変質評価において De モデルと Da モデル

を用いた場合の特徴・適用性について、他の人工バリアや天然バリア中の拡散挙動評価にも言

及しながら整理した。また、当該変質評価において Da モデルを使用する場合に必要となる各

イオン種に対する Da データセットを整備するため、種々のイオン強度条件でカリウムの拡散

試験を実施し、その拡散データを取得するとともに、自由水中の拡散係数に対する Da の依存

性等について検討し、これまでに Da データが得られていない主要な元素の Da 値を推定した。

さらに、これまでMC-BUFFERへ導入してきたDaモデルの構成則について整理するとともに、

Da モデルを導入した当該コードを用いて塩水系地下水を想定したセメント系人工バリアから

ベントナイト系人工バリアへの物質移行を評価できるように、境界部分の濃度変換に保持因子

を考慮した改良を行った。そして、改良したコードを用いてセメントとベントナイトが接した

系を想定した解析を、De モデル及び Da モデルを用いて実施し、その結果から改良コードの動

作確認、課題の抽出、及び両モデルの適用性等について整理・検討した。 
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2.2.2 ベントナイト系人工バリアにおける変質現象・変質メカニズムの整理 
MC-BUFFER は、ベントナイト系人工バリアのアルカリ変質に伴い長期的に変動する透水性

を評価するためのコードとして、これまで開発・整備が行われてきた(3)。当該コードは、人工バ

リア体系内の温度変遷、変質に関与する物質の移行（移流・拡散）と、鉱物と間隙水の地球化

学反応を連成解析し、化学反応に伴うモンモリロナイト含有量、間隙率、間隙水組成（イオン

強度）等の変化を用いて、透水係数や拡散係数等の変化を評価することを可能としている。図

2.2-4 に現行の MC-BUFFER の基本処理フロー（ベントナイト系材料に係る部分を抽出）を示

す。また、MC-BUFFER に導入している当該透水性変動に係るモデルにおいて考慮している現

象と考慮していない現象を表 2.2-1 に整理した。なお、現在整備中の Da を用いた拡散モデルに

ついては、図 1.3-3 には示していないが、表 1.3-1 には平成 29 年度まで整備した内容を記載し

た。また、MC-BUFFER は上述の通り、透水性の変動を評価対象にしているため、モンモリロ

ナイト含有量（膨潤性）の変化に起因する「物理的バリア機能（物理的緩衝性、自己シール性

等）」の変化や、当該人工バリアのコロイドろ過機能、ベントナイト中の水の放射線分解、地下

水流によるベントナイトの流出、微生物の活動等、その他の現象(5,6)については評価することが

出来ない。 
 

 
図 2.2-4 MC-BUFFER の基本処理フロー（ベントナイト系材料に係る部分を抽出） 
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表 2.2-1 MC-BUFFER に導入しているベントナイト系人工バリア材の透水性の変動に係る 
モデルにおいて考慮している現象と考慮していない現象の整理 

 

モデル概要
考慮している現象

（モデルの導出条件）
考慮していない現象

熱伝導
方程式

  C pv：  単位体積あたりの比熱容量（体積比熱容量）

  T：  温度

  λ：  熱伝導率

  S ：  発熱速度

※熱伝導率及び体積比熱容量は、一定値または並列モデル、直
列-並列モデルが選択可

・熱伝導に係る一般的な方
程式を導入
・境界条件として、温度固
定、熱フラックス固定、ま
たは線形熱伝達が選択可

・地球化学反応に起因する
発熱は考慮していない

浸透流
方程式 ψ：水の水理ポテンシャル（全水頭）

x ：空間座標

K w：透水係数

・浸透流に係る一般的な方
程式を導入
・境界条件として、水頭固
定またはフラックス固定が
選択可
・透水係数は下記モデルか
ら得られた値を使用

・地球化学反応に起因する
水はソースとして考慮して
いない

物質移行
方程式

cp i ：間隙水中のイオン種濃度

ｔ：時刻
 De：有効拡散係数

 u x  ：方向の水フラックス

・物質移行に係る一般的な
方程式を導入
・境界条件として、濃度固
定、濃度勾配固定、フラッ
クス固定が選択可
拡散係数は下記モデルから
得られた値を使用

・擾乱因子を排除した簡易
モデルとなっており、固相
への収着や陰イオン排除効
果は考慮していない
・コロイドの移行は考慮し
ていない

RA  = 3500 (a OH - )1.4 e - 51000 / RT

RA：変質速度

a OH -：OH-活量

 T：温度

 R：気体定数(8.314 Jmol-1 K-1)

※TRU2レポート (6)で使用されているSato-Cama モデル  も選択可

・高温環境（50～170 ℃）、

Na系高アルカリ性溶液（0.1
～1.0MのNaOH溶液）を用い

たベントナイト-砂混合圧縮

成型体のアルカリ変質試験
結果からモンモリロナイト
溶解速度式を経験的に導出
・K系高アルカリ性溶液に

対する適用性は確認済

・Ca系高アルカリ性溶液

（Ca(OH)2溶液）に対する適

用性については未検討
・処分場で想定される条件
に比べて高アルカリ、高
温、で得られた経験式であ
るため、科学的根拠が不足
している

【考慮する鉱物のリスト】
初期鉱物：モンモリロナイト、クオーツ、アナルサイム  等
二次鉱物：Ca(OH)2、CHS、AFm、AFｔ、AS2H2等

・鉱物リストの詳細は表2.2-19参照

・各鉱物に対し、平衡論的または速度論的に取り扱うか選択可

・既往の研究で報告された
情報をベースに、ベントナ
イトをアルカリ溶液中で変
質させた実験結果等を再現
するように決定
・現行の評価では、モンモ
リロナイト、クオーツのみ
を速度論的に扱っている

・現行の評価では、モンモ
リロナイト、クオーツ以外
の鉱物については、速度論
的ではなく、平衡論的に
扱っている
※陽イオン交換（Ca型化

等）ついて評価可能だが、
圧縮したモンモリロナイト
に対する陽イオン交換に係
るモデルは現状整備されて
いないことから、MC-
BUFFERでは陽イオン交換反

応については現状評価して
いない

K  = 1.2×10-7 Is 1.5 10–0.0042ρm  (7.9×10-5 T 2 – 1.9×10-2 T  – 0.21)
K = 2.5×10-7 10-0.0044ρm  100.5Rca  Is1.9-1.6Rca  (7.9×10-5 T 2 – 1.9×10-2 T  – 0.21)

 K：透水係数

ρm：有効モンモリロナイト密度

 Is：イオン強度

T：温度

Rca ：Ca型化率

・適用条件：有効モンモリロナイト密度900 kg m3以下、イオン

強度0.1～1.0 M
・透水係数の上限値：K =1.9×10-8・(7.9×10-5 T2 – 1.9×10-2 T – 0.21)
・Is＜0.1 Mの溶液に対してはIs＝0.1 Mを使用

※Cozeny-Karmanの式等も選択可

・種々の条件（有効モンモ
リロナイト密度40～870
kg/m3、イオン強度0-1.0 M）

でベントナイト-砂混合圧縮

体を用いた透水試験結果か
ら導出
・また、実際にNa系高アル

カリ性溶液で変質させた試
料を用いた試験を実施し、
適用条件を決定した。
・Ca型化率を考慮したモデ

ル式も作成

・二次鉱物の粒形や種類、
自己シール性喪失に伴う亀
裂発生が透水係数に与える
影響については未検討
・Ca型化することによりモ

ンモリロナイトの膨潤性が
低下し、その低透水性が劣
化することが懸念されてい
るが、上述のとおりCa型化

は評価しておらず、Ca型化

率を考慮したモデル式は現
在使用していない。

De  = 5.0×10-7 ε  2.1 e–18600/RT

De：有効拡散係数

ε：間隙率

 T：温度

R：気体定数(8.314 Jmol-1 K-1)

※指数式（間隙率の累乗に比例）等も選択可

・模擬セメント水と模擬降
水系地下水の間にベントナ
イト-砂混合圧縮体を設置し

たOH-の透過拡散試験結果か

ら導出（10～90 ℃）

 ・イオン種固有の拡散係数

を考慮していない（全ての
イオン種に対して同一の左
記モデルを使用）
・イオン強度依存性を考慮
していない

C i ：単位体積当たり  のイオン種濃度

ｔ：時刻
 De：見かけの拡散係数

・イオン種固有の拡散係数
を考慮
・移行計算後に崩れる電荷
バランスの調整を考慮
・固相への収着や陰イオン
排除効果を考慮

・Daの密度、温度依存性は

未検討
・他バリア材との境界にお
けるベントナイト側の濃度
の設定についてコード化が
済んでいない（本年度検
討）

Daモデル

（整備中）

※MC-BUFFERで選択可能な、熱伝導率及び体積比熱容量、モンモリロナイト溶解速度式、ベントナイト透水係数評価モデル、ベントナイトアルカリ拡散モデルを

Appendix-Ⅰに記載する。

モデル名

基本
方程式

モンモリロナイト

溶解速度式

（PHREEQCの機能を

用いて計算）

ベントナイト

鉱物モデル

（PHREEQCの機能を

用いて計算）

ベントナイト

透水係数評価

モデル

ベントナイト

アルカリ

拡散モデル

0wK
x x

ψ ∂ ∂
= ∂ ∂ 

i i i
e x

cp cp cpD u
t x x x

 ∂ ∂ ∂∂
= − ∂ ∂ ∂ ∂ 

pv
T TC S
t x x

λ
 ∂ ∂ ∂

= + ∂ ∂ ∂ 

i iC CDa
t x x

 ∂ ∂∂
=  ∂ ∂ ∂ 
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以上を踏まえ、MC-BUFFER によるベントナイト系人工バリアの変質評価を検討するに当た

り、まずは当該変質現象及びそのメカニズムについての整理を行った。ベントナイト系人工バ

リアのバリア性能に影響を及ぼす変質現象としては、 
 
①ベントナイトの主成分であり、当該人工バリアの性能を決定するモンモリロナイトの溶解 
②間隙の閉塞や増大を引き起こす初期鉱物及び二次鉱物の溶解・生成 
③pH やイオン強度等、間隙水組成の変化 

 
等が考えられる。これら現象によって、ベントナイト系人工バリアに求められている「低透水

性」が喪失する可能性があり(1)、試験においてもこれら現象が透水係数に影響を与えることが

確認されている(3)。 
 
 ①のモンモリロナイトの溶解については、モンモリロナイトがセメント系材料から溶出する

アルカリ成分（OH-）と反応することで起こり、高 pH 条件（13＞pH＞10）では以下の反応式

（式 2.2-1）で表される(6)。 
 

Na0.33Mg0.33Al1.67Si4O10(OH)2 + 6.68H2O ⇒  

0.33Na+ + 0.33Mg2+ + 1.67Al(OH)4
- + 4HSiO3

- + 4.68H+ (2.2-1) 

 
②の初期鉱物及び二次鉱物の溶解・生成については、モンモリロナイトやクオーツ等、当該

人工バリアの初期鉱物が溶解すると、間隙水中の Si、Al、Mg 等の濃度が徐々に上昇し、これ

ら溶解反応によって緩衝された pH 条件に応じて種々の二次鉱物が過飽和になり、生成・沈殿

することが知られている(6)。例として、Na が豊富な条件で生成するアナルサイムの生成に係る

反応式を（式 2.2-2）に示す。 
 

Na+ + Al(OH)4
- +2SiO(OH)3

- + 2H+ ⇒ NaAlSi2O6:H2O + 5H2O (2.2-2) 
 
 ③の間隙水組成の変化については、上記①、②に係る溶解・生成反応や当該人工バリアと隣

接する他バリア材間で物質が移行することに伴い生じる。 
 また、これら現象はベントナイト圧縮体の中の、鉱物が占める正味の体積以外の部分（間隙）

で起こると考えられる。間隙が占める全体積への割合はかなり高いが（乾燥密度 1,600 kg/m3の

ベントナイト圧縮体で 40％程度）、その大きさは微細であり(7)、上述したとおり、自由水はほと

んどなく、層間や鉱物表面に束縛された水が、反応に必要な物質を運んできたり、反応で生成

したイオンを運び去ったりするという報告がある(4)。これらを踏まえると、溶解生成反応を起

こしたりしている可能性がある。そして、この一連の変質現象はセメント系材料と接触してい

る部分からベントナイト側に徐々に進行することが観測されている(8)。 
また、当該変質現象に関与する元素としては、溶解により放出されるベントナイト系人工バ

リア材やその他のバリア材の構成元素、及び地下水に元々含まれる成分元素であると考えられ

る。表 2.2-2 にバリア材として使用されるベントナイト系材料及びセメント系材料に含まる主

な鉱物とその化学式を示す(3, 6)。また、地下水に含まれる成分としては、中深度処分を想定した

設定がなかったため、「HLW 第 2 次取りまとめ」(5)のレファレンスケース（降水系地下水）で

設定された元素（Na、Ca、K、Mg、Fe、Al、C、S、B、P、F、N、Cl、Si）を想定した。なお、

当該設定では、Mn、Sr、Br 等の微量元素は除外されている。表 2.2-3 にこれら鉱物及び地下水
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に含まれる元素及び処分環境で想定されるそのイオン種を示す。 

 
表 2.2-2 ベントナイト系及びセメント系人工バリア材に含まれる主要な鉱物とその化学式 

 鉱物名 化学式 

ベントナイト系材料 

Montmorillonite Na0.33Mg0.33Al1.67Si4O10(OH)2 
Quartz SiO2 

Analcime NaAlSi2O6・H2O 
Calcite CaCO3 
Pyrite FeS2 

セメント系材料 

Portlandite Ca (OH)2 
C-S-H (1.8) CaO・(SiO2)0.556・1.1047H2O 

Monosulfate (AFm) 3CaO・Al2O3・3CaSO4･12H2O 
Hydrogarnet 3CaO・Al2O3･6H2O 

Brucite Mg (OH)2 
酸化ナトリウム Na2O 
酸化カリウム K2O 

 
表 2.2-3 ベントナイト系人工バリア材の変質に関与する元素及びそのイオン種 

元素 変質に関与するイオン種 元素 変質に関与するイオン種 
Cl Cl- B BO2

-、HBO2 
F F- C CO3

2-、HCO3
- 

Na Na+ Al Al(OH)4
- 

S SO4
2-、HSO4

- P HPO4
2-、H2PO4

- 
K K+ N NH4

+（※還元雰囲気を想定） 
Ca Ca2+ Si Si(OH)5

-、Si(OH)4 
Mg Mg2+ Fe Fe(OH)3

-、 Fe(OH)2、FeOH+ 
 
以上のことから、ベントナイト系人工バリア材の長期的な変質現象を時間的・空間的に評価

するためには、当該バリア材中における上記元素の移行（圧縮状態のベントナイトの透水性は

極めて低いため、健全なベントナイト系人工バリア中での物質移行は「拡散」である）を適切

に評価する必要がある。なお、B や N 等のように鉱物の生成に直接関与しない元素も含まれる

が、これら元素も鉱物の溶解・生成やバリア性能そのものに影響を与えうる間隙水質（pH、組

成等）を決定する重要な元素であり、移行評価対象とする必要がある。 
しかしながら、表 2.2-1 に示した通り、MC-BUFFER に導入されている現行の拡散モデルは、

OH-の拡散試験結果から構築した経験式を用いて、全てのイオン種に同一の有効拡散係数を与

えることとしており、非現実的である。そのため、「変質に関与する全てのイオン種の拡散現象

を評価可能なモデル」を構築し、MC-BUFFER に組込む必要があることが課題として挙げられ

ている(3)。 
 

2.2.3 有効拡散係数を用いた拡散モデルと見かけの拡散係数を用いた拡散モデルの適応性に係

る検討 
上述したとおり、当該変質評価では変質に関与する全ての物質の拡散を評価する必要があり、
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後述するように現実的な拡散モデルを MC-BUFFER に導入する必要がある。そこで、ベントナ

イト系人工バリア中で想定される拡散現象を踏まえた上で、拡散モデルの特徴を整理するとと

もに、当該変質評価への適用性について検討した。 
一般にベントナイト圧縮体中の拡散経路としては、「細孔（粒子間間隙）中」、「ベントナイト表

面」、「モンモリロナイトの層間」が考えられており、それぞれ細孔拡散、表面拡散、層間拡散と呼

ばれている(9)。特にベントナイトに収着するイオン種（陽イオン等）については表面拡散や層間拡

散（以下、層間も表面の一部と見なし「表面拡散」という）が支配的だと考えられる。「表面拡

散」とは、負に帯電したモンモリロナイト表面付近に陽イオン等が引き付けられて濃集するこ

とで局所的に濃度勾配が増加し、その濃度勾配によって表面付近で移行が起こる現象である(10)。

一方、モンモリロナイトが負に帯電しているために収着しないイオン種（陰イオン等）については

細孔中のみを拡散すると考えられている（陰イオン排除効果）(10)。また、ベントナイト圧縮体中の

間隙水や層間水は自由水ではなく、固相に束縛された水とされている(4)（上記図 2.2-3 参照）。 
しかしながら放射性廃棄物処分の分野では、ベントナイト圧縮体中の拡散現象の詳細が解明さ

れていないまま、当該バリア材中の拡散現象を評価するために二つの拡散係数が併用されてい

る。一つは「間隙水中のイオン種濃度（cp）」の勾配で定義される有効拡散係数（De [m2/s]）、も

う一つは「単位体積当たりのイオン種濃度（C）」の勾配で定義される見かけの拡散係数（Da [m2/s]）
である。De と Da の定義（フィックの第 1 法則）を、それぞれ式(2.2-3)、式(2.2-4)に示す。 

 

J = −De
∂cp
∂x

 (2.2-3) 

J = −Da
∂C
∂x

 (2.2-4) 

 
ここで、 

J  ：拡散フラックス [mol/m2/s] 
cp ：拡散媒体の間隙水中における拡散種の濃度 [mol/m3] 
C ：拡散媒体単位体積あたりで示した拡散種の濃度 [mol/m3] 
x ：拡散距離 [m] 

である。 
また、当該分野におけるベントナイト系人工バリア材中の放射性核種の移行評価の多くでは、De

を用いた細孔拡散モデル(11)（本検討では、細孔拡散モデルを「De モデル」と定義する。）で評価さ

れている。当該モデルでは固相への収着量（q [mol/kg]）と間隙水中濃度(cp)に、式(2.2-5)で示す

比例関係（Kd モデル）が成立すると仮定しており、さらにフィックの第 2 法則を適用すると式

(2.2-6)、式(2.2-7)のように表される。 
 

q = Kd・cp (2.2-5) 

∂cp
∂t

=
𝐷𝐷𝐷𝐷

𝜀𝜀 + 𝜌𝜌𝜌𝜌𝜌𝜌
∂2cp
∂x2

 (2.2-6) 

𝐷𝐷𝐷𝐷 =
𝐷𝐷𝐷𝐷

𝜀𝜀 + 𝜌𝜌𝜌𝜌𝜌𝜌
=

𝐷𝐷𝑣𝑣G𝑓𝑓𝜀𝜀
𝜀𝜀 + 𝜌𝜌𝜌𝜌𝜌𝜌

 (2.2-7) 
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ここで 
Kd ：収着分配係数 [m3/kg] 
ε：拡散媒体の間隙率 [-] 
ρ：拡散媒体の乾燥密度 [kg/m3]  
Dv：自由水中の拡散係数 [m2/s]  
Gf：幾何学的形状因子 [-] 

である。 
細孔拡散モデルは、収着を伴いながら間隙を満たす自由水の中を物質が拡散するというモデ

ルであるが、一部の陽イオンや陰イオンの拡散は当該モデルでは説明できないことがしばしば

確認されている。具体的には、実験で得られた De が、自由水中の拡散係数（Dv）、幾何学的形

状因子（Gf）、間隙率（ε）を用いて当該モデル（De＝Dv・Gf・ε）により想定される De より

も、前者では大きくなり、後者では小さくなるというものである。この原因は、当該モデルで

は表面拡散や陰イオン排除効果が考慮されていないためである。ただし、透過拡散試験から得ら

れる De と Kd がセットで使用される場合は、拡散現象を正しく評価することが可能である。な

お、上述した透過拡散試験で得られる Kd は、粉体を用いたバッチ試験で得られる Kd 値と異な

ることも広く知られており(12)、その扱いには注意が必要とされている。また、De や収着分配係

数（Kd）にこれらの影響を考慮した補正を行い、実現象に合うようにしている研究事例もある。

例えば、「HLW2 次取りまとめ(5)」等の核種移行評価では、式(2.2-8)を用いて De と Da から逆算

して求めた Kd を使用することで、実現象に出来るだけ近くなるようにしている。 
 

1 DeKd
Da

ε
ρ
 = − 
 

　 (2.2-8) 

 
さらに、核種移行評価では、拡散フラックスを過小評価しないことが一義的に求められていると考

えられることから、不確実性がある場合は大きな De や小さな Kd を設定することで保守的な評価

も実施されている(5)。しかしながら、当該変質評価では、イオン種の拡散係数を大きく、又は小さ

く設定することによって、ベントナイト圧縮体の性能指標である透水係数が大きく、又は小さくな

るのかを一義的に判断することは難しい。例えば、セメント系人工バリアから OH-が供給され、ベ

ントナイト系人工バリア深部（セメント境界から離れた場所）までモンモリロナイトの溶解が起こ

ったり、間隙水のイオン強度が上昇したりすると透水係数が大きくなり、安全評価上は保守的な評

価になるが、その際、イオン種の移行が速ければ（拡散係数が大きければ）、当該深部への到達量が

多くなり、透水係数の上昇が促進されるとは限らず、多量の陽イオンの供給でセメント-ベントナイ

ト境界で二次鉱物が急激に生成し、間隙が閉塞する（OH-の供給がストップする）可能性もある。そ

のため、当該変質評価における拡散評価は、性能評価という観点からも実現象に近い評価となるこ

とが好ましいと考えられる(13)。 
一方、Da を用いる拡散モデル（Da モデル）で考慮している「単位体積あたりの濃度」は実測可

能である。また、収着や陰イオン排除効果の影響については、Da 自体に含まれているため、上述し

たような補正をする必要はない。さらに、主要な核種における既往の De と Da を整理した結果か

ら、De はイオン強度に大きく依存するのに対して、Da はイオン強度にほとんど依存しないこと(14)、

また、De、Da ともに有効モンモリロナイト密度に依存性があること(15)が知られている。 
以上を踏まえ、ベントナイト系人工バリアの変質評価における De モデル及び Da モデルの特

徴を整理するとともに、当該変質評価への適用性について検討し、その結果を表 2.2-4 にまと
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めた。 
 

表 2.2-4 ベントナイト系人工バリアの変質評価における De モデル及び Da モデルの特徴と 
その適用性に係る検討 

 

Deモデル Daモデル

・間隙水中イオン種の濃度勾配に拡散フラックスが比例
し、かつ、間隙水中イオン濃度と固相収着濃度との間で
の分配が平衡していること。

・単位体積あたりのイオン種濃度（間隙水溶存分と固相
収着分の和）の勾配に拡散フラックスが比例すること。

　Ｊ＝－De・∂cp／∂x 　Ｊ＝－Da・∂C／∂x

細孔拡散モデル

　∂cp／∂t＝De／（ε＋ρKd）・∂2cp／∂x2

※Da＝De／（ε＋ρKd）が成立
　∂C／∂t＝Da・∂2C／∂x2

・De：対象イオン種の有効拡散係数
・cp：間隙水中のイオン種濃度
・ε：間隙率
・ρ：固相の単位体積あたりの密度

・Kd：収着分配係数（透過拡散試験で得られた値※）
※粉体を用いたバッチ試験で得られたKd値とは異なる。

・Da：対象イオン種の見かけの拡散係数
・C：単位体積あたりのイオン種濃度

・Deに対し、イオン種依存性がある。
・Deに対し、間隙率依存性がある。
・Kdに対し、イオン強度依存性が存在する。

・Daに対し、イオン種依存性がある。
・Daに対するイオン強度依存性は小さい。
・Daに対し、有効モンモリロナイト密度依存性がある。

・細孔拡散と表面拡散の比率が、間隙率、イオン強度に
より変化する。

・依存性の程度は、(OH-の)Deに対する間隙率依存性は

定式化（ε2.1）が図られているが、Kdに対するイオン強度
依存性はイオン種毎に異なる。

・表面拡散が支配的であれば、イオン強度依存性も密度
依存性も発生しないが、実験から密度依存性が確認され
ている。
・依存性の程度は、イオン強度依存性は0～7 M間で数
倍程度、密度依存性は有効モンモリロナイト密度600～

1,800 kg/m2間で1桁程度。

・ベントナイト内に自由水が存在すると仮定。
・表面／層間拡散や陰イオン排除効果は考慮していない
ため、一部の陽イオンや陰イオンの拡散は説明不可。

・ベントナイト内の固相と液相を分けて考えない。
・単位体積あたりのイオン種濃度は実測可能。

・Deデータベースが存在。
・評価上重要だが、網羅されていない元素がある。
・条件によっては、実験的に値を取得することが出来な
いことがある。

・Deデータベースが存在。
・評価上重要だが、網羅されていない元素がある。
・実験的に値を取得することが可能。

・適用するためには、下記について検討し、モデル・パラ
メータに取り込む必要がある。
・ｃｐの定義が明確ではなく測定値が得られない。
・透過拡散試験結果から得られたDeとKdをセットで使用
する必要がある。
・De及びKdに対するイオン強度依存性を考慮すること。

・適用するためには、下記について検討し、モデル・パラ
メータに取り込む必要がある。
・ｃｐを明確に定義できる媒体との境界に対し、保持因子
αを与え、ベントナイト側の濃度をCに変換する必要があ
る。
・αの値がない元素に対する推定。
・αにはイオン強度、モンモリロナイト割合等の依存性が
考えられ、その定式化が必要。
・Ｄａの密度依存性について未検討。

・表面近傍と少し離れたところではイオン種濃度に違い
があり、分配平衡で説明可能なイオン種の存在状態に
応じたｃｐ、Deを設定するための検討が重要である。

・圧縮ベントナイト中における収着種の拡散に細孔拡散
も少しは効いており、例えば陽イオンのDaに密度依存性
が見られることにそれは表れている。それを無視できる
範囲で使用することがDaモデルのメリットであるため、そ
れが顕在化しない範囲を明確化する検討が重要である。

①岩石
・適用可（間隙幅がベントナイト圧縮体に比べ大きいた
め、ｃｐは定義可能、Kd取得可能）

・適用可（細孔拡散モデルで定義されるDaが使用可能）

②セメント硬
化体

・適用可（毛細管間隙が存在するセメント硬化体を想定)
・低拡散層として考えられているセメント硬化体ではcpが
定義できるような間隙は存在せず、適用できない可能性
がある。

・適用可（低拡散層として考えられているセメント硬化体
でcpが定義できるような間隙が存在しない場合でも、C
は定義可能）

・間隙水中イオン濃度(cp)と固相収着濃度を明確に分け
ることはできない。
・変質に関与するイオン種としては、間隙水中に存在す
るイオン種だけではなく、鉱物に収着したイオン種も考慮
する必要がある。

・モンモリロナイトを高分子電解質として扱った場合、拡
散評価で用いたCを変質評価でもそのまま使用できるか
もしれない。
・モンモリロナイトの永久負電荷を考慮して電荷バランス
を取りつつ、拡散を評価すれば、陽イオン交換反応を計
算したのと同等の評価をしたことになるかもしれない。

ベントナイト圧縮体中の変
質評価の観点からの留意
点

依存性の原因と程度

ベントナイト内で想定される
拡散現象との

関係性

ベントナイトに対するデータ
の充実性

ベントナイトへの適用性と検
討が必要な点

ベントナイトへの適用につ
いて、より実証的、理論的
裏付けをもたせるための検
討事項

他の処分場
構成材への

適用性と検討
が必要な点

モデルの基本概念

フィックの第１法則に対応す
る式（構成則）

フィックの第２法則に対応す
る式（構成則）

構成則に必要なパラメータ

必要なパラメータに対する
主な依存性（依存性が明ら

かな温度は除く）
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検討の結果、De モデルについては、透過拡散試験結果から得られた De と Kd をセットで使

用するとともに、これらパラメータに対するイオン強度依存性を考慮することが出来れば当該

変質評価に適用可能であると考えられた。一方、Da モデルについては、間隙水中濃度を明確に

定義できる他バリア材との境界に対し、保持因子αを与え、ベントナイト側の濃度を単位体積

当たりの濃度に変換すること、及び Da の密度依存性を考慮することが出来れば適用可能であ

ると考えられた。また、Da の設定に当たっては In-diffusion 試験から得られる値をそのまま使

用するだけではなく、透過拡散試験結果から得られた既知の De 値や Kd 値があるイオン種の

場合は、それらから導出される Da 値とも比較検討することが重要と考えられる。なお、De 及

び Da には温度依存性もあるが、中深度処分は地層処分に比べて深度が浅く、かつ廃棄体温度も低

いことから、温度依存性の影響は小さいと考えられる。本事業では、Da は実測可能な拡散係数であ

ること、また、モンモリロナイトを高分子電解質として扱った場合、拡散評価で用いた単位体積当

たりの濃度を変質評価でもそのまま使用できる可能性があるため、当該変質評価における拡散評価

手法の一つとして Da モデルを選択し、検討することとした。 
また、表 2.2-4 では、その他のバリア材に対しての De モデル、Da モデルの適用性について

も検討した結果も記した。ベントナイト圧縮体内の拡散経路の幅は数～数十 nm 程度(16)である

と考えられ、水和したイオン種の直径（0.7～1.0 nm 程度(17)）を考慮すると狭いことが分かる。

また、上述したとおり、ベントナイト圧縮体中の間隙水や層間水は自由水ではなく、固相に束縛さ

れた水である。一方、セメント硬化体中のイオンの拡散経路（物質移動毛細間隙）幅は 200nm 以

下(18)、花崗岩中の拡散経路幅は数十～1000nm 程度(19)であり、水和したイオンの直径に比べて

相当大きい。また、その中の水は自由水であり、セメント系人工バリア中や天然バリア中にお

けるイオン種の拡散は、細孔拡散が支配的になっており、これらの拡散評価については、細孔

拡散モデルを用いた評価が可能（De モデル、Da モデルともに適用可能）であると考えられる(20)。

ただし、低拡散層として考えられているセメント硬化体では cp が定義できるような間隙は存在せ

ず De モデルが適用できない可能性がある。当該セメント硬化体中の拡散評価については今後の研

究を踏まえ、適切なモデルを適用する必要がある。 
 

2.2.4 Da データセットの整備 
ベントナイト系人工バリア材の変質評価において Da モデルを使用する場合に必要となる各

イオン種に対する Da データセットを整備するため、種々のイオン強度条件でカリウムの拡散

試験を実施し、その拡散データを取得するとともに、自由水中の拡散係数に対する Da の依存

性等について検討し、これまでに Da データが得られていない主要な元素の Da 値を推定した。 
 
（１）K の拡散挙動に係る実験的検討 
（ａ）実施概要 

カリウムイオン（K+）は、セメント系材料から初期に溶出し、場における pH を決定する可

能性のある安全評価上重要なイオン種にも関わらず、そのベントナイト中における拡散データ

はほとんどない。そこで平成 29 年度(21)は、非放射性の K+イオンを用いた透過拡散試験を開始

するとともに、In-diffusion 試験も試験的に行い、K の In-diffusion 試験ではモンモリロナイト試

料中に初期から含まれる K の影響を考慮した補正を行った上で Da を導出しなければいけいな

い可能性を示した。本年度は、昨年度から継続して K の透過拡散試験を、0.1、0.3、0.5 M の

NaCl が共存する条件下でそれぞれ実施するとともに、低イオン強度を含む条件（0、0.01、0.1、
0.5 M NaCl 条件）で K の In-diffusion 試験を実施し、K の Da データの取得を図った。In-diffusion
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試験のみに低イオン強度条件を含めたのは、当該条件では（後述の収着バッチ試験の結果から

も示されるとおり）Kd が大きくなり、透過拡散試験では K が試料を透過しない可能性がある

ためである。また、上記試験に先立ち、Na 型モンモリロナイト試料に対する K の「収着バッ

チ試験（0～0.1 M NaCl 条件）」、Na 型に精製した初期モンモリロナイト試料に K が含まれるか

を確認するための「初期 K 量測定試験」、1M の NH4Cl 溶液を用いた K の脱離方法が妥当であ

るかを確認するための「脱離試験」も実施した。 
 

（ｂ）試験方法 
（ⅰ）試料の精製 
試験に用いたモンモリロナイト試料はクニミネ工業製クニピア F である。精製前のモンモリ

ロナイトの交換性陽イオンの大半は Na だが、Ca、Mg、K もそれぞれ 10、2、2 %程度含んでい

る(22)。Na 型への置換は次の手順で行った。まず、モンモリロナイト粉末 20 g を 1 M の NaCl 水
溶液 2 L に加え、24 時間以上撹拌させた後、24 時間静置して沈殿させた。上澄み液を取り除

き、新たに同濃度の新しい NaCl 水溶液 2 L を加え、同様の操作を計 3 回繰り返した。次に、Na
型に置換したモンモリロナイトを透析用セルロースチューブ（UC36-32-100：VISKASE SALES 
CORP 製）の中に入れ、イオン交換水と接触させることにより、試料中の過剰塩を除去した。

イオン交換水は、0.5 M の硝酸銀溶液による白濁反応が確認されなくなるまで定期的に交換し

た。その後、モンモリロナイト試料をセルロースチューブより出し、凍結乾燥（-110℃、24 時

間以上）させた。乾燥後、試料をメノウ製マグネット乳鉢（1-6020-04：アズワン㈱製）及び乳

鉢スターラー（1-6016-11：アズワン㈱製）によって自動粉砕し、ふるいを用いて粒径が 100-200 
メッシュ(75-150 μｍ) の試料（以下、「Na 型モンモリロナイト試料」）を得た。 
 
（ⅱ）収着バッチ試験 
収着バッチ試験は、日本原子力学会標準「深地層処分のバリア材を対象とした Kd の測定方

法の基本手順」(23)に準拠した方法で実施した。上述の Na 型モンモリロナイト試料（粉末）0.1 
g を遠心チューブに入れ、表 2.2-5 に示した所定の溶液（NaCl 濃度を 0、0.005、0.01、0.05、0.1 
M とした 0.0025 M KCl 溶液）を 10 mL 加えた（固液比 1:100）。その後、チューブに蓋をして

からハンドシェイクにて撹拌し、298 K の冷却機能付き恒温槽内（SU-221：エスペック㈱製）

で静置させた。静置期間中は 1 日 1 回、ハンドシェイクにより試料を撹拌させ、固相と液相が

十分に混ざり合っていることを確認した。この操作を 1 週間繰り返した後、当該チューブ内の

固相と液相を遠心分離させ、その上澄みを 9 mL 採取し、0.45μm のシリンジフィルターで濾過、

その後、原子吸光光度計（Z-2010：日立製作所製）で K 濃度を測定した。各ケースで実施する

試験数は 3 Run ずつとした。なお、平成 29 年度(21)にも、透過拡散試験と同様の 0.1、0.3、0.5 M
の NaCl 溶液条件における同収着バッチ試験を実施し、当該条件における Kd 値を取得してい

る。しかしながら、0.1 M 条件で行った試験結果には、各 Run の測定値にばらつきが見られた

ため、本年度もこの条件で試験を行い、データの更新を図ることにした。 
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表 2.2-5 収着バッチ試験ケース 

ｹｰｽ 試験溶液 備考 

1 0.0025 M KCl 溶液  
2 0.0025 M KCl 溶液+0.005 M NaCl 溶液  
3 0.0025 M KCl 溶液+0.01 M NaCl 溶液  
4 0.0025 M KCl 溶液+0.05 M NaCl 溶液  
5 0.0025 M KCl 溶液+0.1 M NaCl 溶液 H29 年度の再試験 

 
（ⅲ）初期 K 量測定試験 
上述の Na 型モンモリロナイト試料（粉末）0.3 g を遠心チューブに入れ、1M の NH4Cl 溶液

を 10 mL 加えた。その後、チューブに蓋をし、振とう機（NR-10：TAITEC㈱製）で一昼夜撹拌

させることによってモンモリロナイトに収着している K を脱離させた。撹拌後、チューブ内の

固相と液相を遠心分離させ、その上澄みを 7 mL 採取し、0.45μm のシリンジフィルターで濾過

後、原子吸光光度計で K 濃度を測定した。上澄みを採取した後のチューブに再び上記 NH4Cl 溶
液 7 mL を入れ、同様の抽出操作を 4 回繰り返した。試験数は 3 Run とした。 
 
（ⅳ）脱離試験 
上述の Na 型モンモリロナイト試料（粉末）0.3 g を遠心チューブに入れ、「0.5M の NaCl 溶液

+0.00025M KCl 溶液」を 10 mL 加えた。その後、チューブに蓋をし、収着バッチ試験と同様の

手順で 298 K の冷却機能付き恒温槽内で静置させた（1 日 1 回、ハンドシェイク）。1 週間後、

当該チューブ内の固相と液相を遠心分離させ、その上澄みを 7 mL 採取し、シリンジフィルタ

ーで濾過後、原子吸光光度計で K 濃度を測定した。さらに、上澄みを採取した後のチューブに

1M の NH4Cl 溶液 7 mL を入れ、「初期 K 量測定試験」と同様の方法で、収着した K の抽出を行

った（抽出操作 4 回）。試験数は 3 Run とした。 
※平成 29 年度(21)も同様の脱離試験を行ったが、用いた初期溶液を「0.5M の NaCl 溶液+0.0025M 
KCl 溶液」としたため、収着操作後に遠心チューブ内に残った溶液（3 ml）中の K 濃度が高く

なり、脱離操作におけるバックグラウンドが大きくなってしまった。そのため、モンモリロナ

イトから脱離した K 濃度を適切に測定することが出来なかったことから、本年度の試験では、

初期溶液の K 濃度を 1/10 にした。 
 
（ⅴ）透過拡散試験 

Na 型モンモリロナイト試料を 90℃の恒温槽内で乾燥させた後、直径 20 mm、厚さ 10 mm の

円柱状に乾燥密度 1,000 kg/m3 となるように圧縮成型し、その両端にステンレス鋼製焼結フィ

ルター（孔サイズ 1 μm）を付け、図 2.2-5 の透過拡散試験用セルを組み立てた。さらに、両タ

ンク内に、表 2.2-6 で示した「低濃度側タンク内の初期溶液（0.1 M～0.5 M の NaCl 溶液）」を

それぞれ 0.11 L 入れ、当該圧縮体と接触させた。なお、この際、試料中の空気を取り除き、NaCl
溶液の浸透を促進させるため、拡散セルごとデシケーター中で 7 日間減圧させる操作を行った。

この後、当該圧縮体を常温、常圧下で 28 日以上静置することにより膨潤させた。膨潤終了後、

各タンク（高濃度側タンク及び低濃度側タンク）内の膨潤溶液を、表 2.2-6 に示した所定の試験

用溶液と入れ換えることで拡散試験を開始した。拡散試験開始時における両タンク内の溶液量

はそれぞれ 0.11 L とし、液面の高さを同じとした。また、当該拡散セルは、試験期間を通じて

冷却機能付き恒温槽内で静置させ、298 K に維持した。各ケースで実施する試験数は 1 Run ず
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つとした。 
試験開始後、高濃度側タンクから 0.5 mL、低濃度タンク側から 10 ml の溶液を定期的に採取

し、原子吸光光度計で K 濃度を経時的に測定した。なお、採取後は、低濃度側タンクに初期溶

液をそれぞれ 9.5 mL 添加し、両タンクの液面の高さが等しく、かつ、常にモンモリロナイト試

料が液面上に露出しないように溶液の量を調整した。 
 

               
図 2.2-5 透過拡散試験用セル 

 
 

表 2.2-6 透過拡散試験ケース 

ｹｰｽ 高濃度側タンク内の初期溶液 
低濃度側タンク

内の初期溶液 
備考 

1 0.0025 M KCl 溶液+0.1 M NaCl 溶液 0.1 M NaCl 溶液 
高濃度側 K 初期濃

度：97.7 ppm 
2 0.0025 M KCl 溶液+0.3 M NaCl 溶液 0.3 M NaCl 溶液 
3 0.0025 M KCl 溶液+0.5 M NaCl 溶液 0.5 M NaCl 溶液 

 
（ⅵ）In-diffusion 試験 

Na 型モンモリロナイト試料を 90℃の恒温槽内で乾燥させた後、直径 20 mm、厚さ 20 mm の

円柱状に乾燥密度 1,000 kg/m3 となるように圧縮成型し、その両端にステンレス鋼製焼結フィ

ルター（孔サイズ 1 μm）を付け、図 2.2-5 と同様の透過拡散試験用セルを 2 セット組み立てた。

さらに、両タンク内に、表 2.2-7 で示す溶液をそれぞれ 0.11 L 入れ、当該圧縮体と接触させた。

なお、この際、試料中の空気を取り除き、NaCl 溶液の浸透を促進させるため、拡散セルごとデ

シケーター中で 7 日間減圧させる操作を行った。この後、当該圧縮体を常温、常圧下で 56 日以

上静置することにより膨潤させた。膨潤終了後、それぞれのセルを解体して試料の片面に、0.5 
M の KCl 溶液 10μL（0.195mg の K）を均等に塗布し、図 2.2-6 に示すように塗布面をあわせて、

In-diffusion 試験用セルを組み立て、298 K に保った冷却機能付き恒温槽内で拡散させた。拡散

時間は、後述の解析における境界条件を満たすように、5 日間とした。 
K を所定の時間拡散させた後、In-diffusion 試験用セルを解体し、モンモリロナイト試料を塗

布面側から 1 mm 程度ずつ押し出し、カッターでスライスした。なお、平成 29 年度に実施した

同 In-diffusion 試験結果から、初期試料にはわずかに K が含まれ、正確な Da を導出するには、

その影響を排除する必要があることが示唆されていた。そこで、本試験では全試料をスライス

し、塗布面から離れた（K が拡散していない）試料片の平均 K 濃度を「初期から含まれる K 濃

Neoprene O-リング

シリコンO-リング

Filter
holder

高濃度側
タンク

低濃度側
タンク

Na型モンモリロナイト圧縮体（1,000 kg/m3）
20mm×10 mmt

ステンレス製
焼結フィルター;
1 mmt
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度」として Da を導出することとした。それぞれの試料片の湿潤重量を測定した後、1 M の NH4Cl
溶液 10 mL とともに遠心チューブに封入し、振とう機で一昼夜撹拌させることによってモンモ

リロナイトに収着しているKを脱離させた。撹拌後、チューブ内の固相と液相を遠心分離させ、

その上澄みを 7 mL 採取し、0.45μm のシリンジフィルターで濾過後、原子吸光光度計で K 濃度

を測定した。上澄みを採取した後のチューブに再び上記 NH4Cl 溶液 7 mL を入れ、同様の操作

を 4 回繰り返した。 
 

表 2.2-7 In-diffusion 試験ケース 

ｹｰｽ 試料の膨潤操作で用いた溶液 

1 脱イオン水 
2 0.01 M NaCl 溶液 
3 0.1 M NaCl 溶液 
4 0.5 M NaCl 溶液 

 
 

            
図 2.2-6 In-diffusion 試験用セル 

 
 

（ｃ）解析 
（ⅰ）収着バッチ試験 
モンモリロナイト試料に対する K の KdK [m3/kg]の導出については、以下の式(23)を用いること

で、収着バッチ試験結果からその値を得た。 
 

-30 ×10K K
K

K

C CVKd
M C

−
= ・  (2.2-9) 

 
ここで、 

V：収着バッチ試験に用いた溶液の体積 [ml] （= 10 mL ） 
M：収着バッチ試験に用いた試料の質量 [g] （＝0.1 g） 
C0K：収着バッチ試験に用いた溶液の初期 K 濃度 [mol/L]  
CK：収着バッチ試験終了後（平衡後）溶液の K 濃度 [mol/L] 

である。 

KCｌ溶液

Na型モンモリロナイト圧縮体
直径20mm×厚さ20mm
1,000 kg/m3
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（ⅱ）透過拡散試験 
上述した収着バッチ試験で得られたKdK値と透過拡散試験結果からDaモデルを用いてDa値

を導出する方法を記す。 
上述した透過拡散試験の試験方法、体系を考慮すると、一次元体系として解くこと可能であ

り、フィックの第 2 法則は式(2.2-10)となる。 
 

2

2

( , ) ( , )bi bi
ai

C x t C x tD
t x

 ∂ ∂
=  ∂ ∂ 

 
(2.2-
10) 

 

高濃度側タンクから低濃度側タンクへ、モンモリロナイト試料を通じてイオン種が拡散する

際の位置 x におけるモンモリロナイト中のイオン種濃度 Cbi(x,t)は、式(2.2-10)を以下の初期条

件及び境界条件で解くことによって得られる。 

初期条件 ： ( ) ( ),0 0 0biC x x L= ≤ ≤　  

境界条件 ： 0>t  、 ( ) ( )0,bi biHC t C t=  、 ( ) ( ),b biLC L t C t=  

ここで、 
CbiH(t)：高濃度側タンク溶液と試料の界面におけるﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ中のイオン種濃度 [mol/m3] 
CbiL(t)：低濃度側タンク溶液と試料の界面におけるﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ中のイオン種濃度 [mol /m3] 
Dai   ：ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ中におけるイオン種の見かけの拡散係数 [m2/s] 

である。 
また、境界条件となるベントナイト-液相境界における Cbi は、液相中のイオン種濃度 Cli 

[mol/m3]と保持因子 αi [-]を用いて式(2.2-11)の形で表すこととした。さらに、陽イオンである K+

については、αiを式(2.2-12)に示す形で表すことが出来ると仮定し、本解析に使用することとし

た。なお、当該モデルで使用する濃度は「（単位体積当たりの）ベントナイト中のイオン種濃度：

Cbi」であり、間隙水中濃度は考えていない。保持因子はあくまでも Cbiと「（境界外側の）液相

中のイオン種濃度 Cli 」の比例定数（Cbi /Cli ）であることを前提とする。 
 

bi i liC Cα=  (2.2-11) 

( )b di liK Cε ρ= +  (2.2-12) 

 
高濃度側タンク及び低濃度側タンクのイオン種濃度は時間の関数となるため解析解を得るこ

とが難しい。そこで、以下に記す方法により両タンク中におけるイオン種濃度の経時変化の導

出を図る。 
まず、透過したイオン種による低濃度側タンク濃度の増加が無視できる微小時間 Δt  [s]を考

える。このとき CbiH(t)、CbiL(t)は定数となるので、位置 x におけるイオン種濃度 Cbi (x,t )は、 
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( ) { }
2 2

2

, ( ) ( ) ( )

( ) cos ( )2 sin exp

bi biH biL biH

biL biH ai

n

xC x t C t C t C t
L

C t n C t D nn x t
n L L
π ππ

π

∞

= + −

 −
+ − 

 
∑　　　　　

 (2.2-13) 

 
となる(24)。また、その際の拡散フラックス Ji [mol/m2/s]はフィックの第 1 法則を用いて式(2.2-14)
で表される。 
 

( )

{ }

{ }
2 2

2

,

1( ) ( )

2 ( ) cos ( ) cos exp

bi
i ai

ai biH biL

ai ai
biL biH

n

C x t
J D

x

D C t C t
L

D D nn xC t n C t t
L L L

πππ
∞

∂ 
= −  ∂ 

= −

 
− − − 

 
∑

　　  (2.2-14) 

 
従って、時間 t から微小時間 Δt 経過する間に、モンモリロナイト試料中の位置 x を通過するイ

オン種の量 ΔQ (x,t ) [mol]は、式(2.2-14)を時間積分することで以下の式(2.2-15)のようになる。 
 

( )

{ }

( )
2 2 2 2

2 2 2 2

,

( ) ( )

( ) cos ( )2 cos exp exp

t t

it

ai biH biL

biL biH ai ai

n

Q x t A J dt

tA D C t C t
L

C t n C t D n D nL n x t t t
n L L L
π π ππ

π

+∆

∞

∆ =

∆= −
    −  − − − − + ∆     

     

∫

∑

　　　　

　　　　

   

(2.2-15) 
ここで、A は試料の断面積 [m2]である。 
同様にモンモリロナイト試料中に浸入するイオン種量 ΔQ (0,t ) 及び 試料を透過して低濃度

側タンクに漏出するイオン種量 ΔQ (L,t ) は式(2.2-15)において、x = 0 及び x = L のときの値な

ので、式(2.2-11)の関係式と合わせて、それぞれ以下のように表される。 
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( ) ( ) ( ) ( )
2 2 2 2

2 2 2 2

0,
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ai H liH L liL
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C t C t D n D nL t t t
n L L

α α

α α π π
π

∞

∆∆ = −
 − ⋅ −     + − − − + ∆     

     
∑

　

　　　　　

 (2.2-16) 
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ai H liH L liL

n
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 (2.2-17) 
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ここで、 
CliH (t)：高濃度側タンクのイオン種濃度 [mol/m3] 
CliL (t)：低濃度側タンクのイオン種濃度 [mol/m3] 
αH  ：高濃度側タンク内溶液と接するモンモリロナイト試料の保持因子 [-] 
αL  ：低濃度側タンク内溶液と接するモンモリロナイト試料の保持因子 [-] 

である。 
さらに Δt 時間が経過した、t +Δt から(t +Δt ) +Δt の間のイオン種の移動量は、高濃度側タン

クからイオン種が ΔQ (0,t )分減少、低濃度側タンク内へはイオン種が ΔQ (L,t )分増加するため、

その増減した濃度をそれぞれ新たに CliH (t +Δt )、CliL (t +Δt )とすると、浸入量と透過量はそれぞ

れ式(2.2-18)、式(2.2-19)で示される。 
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2 2 2 2
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                                                                        (2.2-18) 
 

( ) ( ) ( ){ }
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(2.2-19) 
 

( ) ( ) ( )0,
liH liH

lH

Q t
C t t C t

V
∆

+ ∆ = −  (2.2-20) 

( ) ( ) ( ),
liL liL

lL

Q L t
C t t C t

V
∆

+ ∆ = +  (2.2-21) 

 
ここで、 

VlH：高濃度側タンクの体積 [m3] 
VlL：低濃度側タンクの体積 [m3] 

である。同様に、mΔt から mΔt +Δt の間の浸入量及び透過量は式(2.2-22)、式(2.2-23)で与えられ

る。 

( ) ( ) ( ){ }

( ) ( ) ( ) ( )
2 2 2 2

2 2 2 2

0,

12 exp exp 1

ai H liH L liL

n
H liH L liL ai ai

n

tQ m t A D C m t C m t
L

C m t C m t D n D nL m t m t
n L L

α α

α α π π
π

∞

∆∆ ∆ = ∆ − ∆
 ∆ − ∆ ⋅ −     + − ∆ − − + ∆     

     
∑

　

　　　　　

     

                                                                        (2.2-22) 
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2 2 2 2

,

12 exp ( ) exp 1

ai H liH L liL

n
H liH L liL ai ai

n

tQ L m t A D C m t C m t
L

C m t C m t D n D nL m t m t
n L L

α α

α α π π
π

∞

∆∆ ∆ = ∆ − ∆
 ∆ − − ∆     + − ∆ − − + ∆     

     
∑　　　　　

(2.2-23) 
 

( ) ( ) ( )0,
liH liH

lH

Q m t t
C m t C m t t

V
∆ ∆ −∆

∆ = ∆ −∆ −  (2.2-24) 

( ) ( ) ( ),
liL liL

lL

Q L m t t
C m t C m t t

V
∆ ∆ −∆

∆ = ∆ −∆ +  (2.2-25) 

 
本解析では任意の Da を設定し、収着バッチ試験結果より導出された KdKを用いて、時間 t = 

0 より所定の時間 t = kΔt まで、k 回のステップの計算を行い、Δt 間の ΔQ (0,t ) 及び ΔQ (L,t )を
計算することにより、ClKH (t)、ClKL (t )の経時変化（計算値）を導出した。そして、最小二乗法に

より透過拡散試験の高濃度側及び低濃度側タンク内の濃度（実験値）変化と最もよく合う Da 値

を決定した。 
なお、当該透過拡散試験では、評価対象イオン種はモンモリロナイト圧縮体以外に焼結フィ

ルターを拡散する。このため、上述した解析によって使用する Da は両フィルター中の拡散の

影響を含んだ値としなければいけない。そこで、式(2.2-26) (25)を用いて導出した Da の値を解析

では用いることとした。なお、フィルター中のイオン種の見かけの拡散係数 Da,i_filt [m2/s]につ

いては、フィルターにイオン種は収着しない（Kd = 0）と仮定し、フィルター中のイオン種の

有効拡散係数 De（4×10-10 m2/s）(26)とフィルターの間隙率 ε（0.4）を用い、Da=De/ε から導出し

た値（1.0×10-9 m2/s）とした。 

 

, _ , _

2
2

mont filt

filtmont

a i mont a i filt

L L
Da LL

D D

+
=

+
 

(2.2-26) 

 
ここで、 

Lmont  ：モンモリロナイト圧縮体の厚さ [m]（＝0.01 m） 
Lfilt  ：フィルターの厚さ [m] （＝0.001 m） 
Da,i_mont ：モンモリロナイト圧縮体中のイオン種 i の見かけの拡散係数 [m2/s] 
Da,i_filt ：フィルター中のイオン種 i の見かけの拡散係数 [m2/s] （＝1.0×10-9 m2/s） 

である。 
 
（ⅲ）In-diffusion 試験 
 各試料片中から脱離させた K 量 [mol]については、以下の式(2.2-27)）から導出した。 
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1

n

K n n
i

M C V
=

=∑ ・  (2.2-27) 

 
ここで、 

Cn：n 回目の脱離終了後溶液（平衡後の上澄み溶液）の K 濃度 [mol/L] 
Vn：n 回目の脱離終了後に採取した溶液量 [L] （= 0.007 L）。 

である。ただし、4 回目（4 回目の抽出操作で K が検出されなかった場合は 3 回目）の Vｎ は
0.01 L とした。 
各試料片の単位体積あたりの濃度 C [mol/m3]は、脱離した K 量を各試料片の湿潤重量の割合

から求めた体積で除することで導出した。また、上述したとおり、初期試料にはわずかに K が

含まれるため、その影響を排除する必要がある。そのため、塗布面から離れた試料片の平均 K
濃度を C から差し引き「C’（補正濃度）」を導出した。さらに、この C’の濃度分布より、以

下の解析方法によって Da を求めた。 
まず、一次元のフィックの第 2 法則は、 

 

' 'C CDa
t x x

∂ ∂ ∂ =  ∂ ∂ ∂ 
 (2.2-28) 

 
と表される。ここで 

C’  ：単位体積あたりの濃度 [mol/m3] 
x  ：拡散源からの距離 [m] 
Da：見かけの拡散係数 [m2/s] 
t  ：拡散時間 (s) 

である。Da が拡散源からの距離 x に依存せず、一定であるとみなすと、式 (2.2-28)は、 
 

2

2

' 'C CDa
t x

∂ ∂
=

∂ ∂
 (2.2-29) 

 
となる。本試験では、K が試料の末端に達しないように拡散時間を設定したので、体系の長さ

は無限遠と考えることができる。また、塗布したトレーサーの量が極めて微量であることから、

薄膜拡散源からの拡散と見なすことができる。従って式(2.2-29)を解くにあたり、初期条件及び

境界条件を以下のように設定した。 
 

初期条件； C’ ( 0, 0 ) = ∞ 
      C’ ( x ,0 ) = 0, |x|>0 
境界条件； C’ ( ±∞, t ) = 0, t ≥0 
 

この条件下で式(2.2-29)の解は、  
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2

'( , ) exp
42

M xC x t
DatDatπ

 
= − 

 
 (2.2-

30) 

 
となる(24)。ここで M は拡散源の総量であり、 
 

'
x

x
M C dx

+

−
= ∫  

(2.2-
31) 

 
と表される。 
式(2.2-30)の両辺の自然対数をとると、 
 

2

ln ' , ln
4 2

x MC A A
Dat Datπ

= − =  (2.2-
32) 

 
となる。式(2.2-32)から横軸に x2、縦軸に ln C’をとり、濃度分布を最小二乗法により最適化して

得た直線において、拡散時間 t における勾配 -1/4Dat から Da 値を得た。 
 
（ｄ）結果と考察 
（ⅰ）収着バッチ試験 
収着バッチ試験結果として、浸漬溶液の初期及び平衡後の K 濃度、式(2.2-9)を用いて求めた

KdK 値を表 2.2-8 に示す。導出された Kd 値は、いずれも NaCl 濃度が高くなるほど小さくなる

傾向が見られた。また、0.1 M の NaCl 溶液条件における試験結果については、平成 29 年度(21)

の結果に比べばらつきが小さくなったため、当該条件における K の Kd 値については、本試験

で得られた 0.040 [m3/kg]を採用することにし、後述の透過拡散試験における Da 導出でもこの

値を用いることにした。 
  



 - 2-22 - 

表 2.2-8 収着バッチ試験結果 

 
 
（ⅱ）初期 K 量測定試験 
初期 K 量測定試験結果として、1～3 回目の操作で抽出された K 濃度、及びこれら結果から

導出した総 K 量を表 2.2-9 に示す。なお、4 回目の抽出操作後にサンプリングした溶液の K 濃

度は検出限界以下であった。これらの結果から Na モンモリロナイト試料 0.3g には 6.28×10-4 
mmol（0.0246 mg）の K が含まれていることが分かった。これはモンモリロナイトの陽イオン

交換容量（CEC）の 0.2%分に相当する。以上のことより、本試験で行った Na 型モンモリロナ

イト試料への精製操作では、Na 型へ 100％置換することは出来ていなかったこと、また、後述

する In-diffusion 試験では僅かに残ってしまった K の影響を考慮すべきことが確認できた。 
 

表 2.2-9 初期 K 量測定試験結果 

 

[ml] [g] [mol/L] [mol/L]

1 0.1007 0.0001 1.573

2 0.1036 0.0025 0.0001 1.561

3 0.1022 0.0001 1.570

1 0.1014 0.0004 0.523

2 0.1003 0.0025 0.0004 0.474

3 0.1004 0.0004 0.474

1 0.1002 0.0006 0.338

2 0.1018 0.0025 0.0006 0.308

3 0.1024 0.0007 0.267

1 0.0997 0.0014 0.082

2 0.1006 0.0026 0.0015 0.079

3 0.1029 0.0014 0.089

1 0.0998 0.0018 0.038

2 0.0992 0.0025 0.0018 0.040

3 0.1001 0.0018 0.043
1 0.1021 0.0018 0.042
2 0.1018 0.0026 0.0018 0.048
3 0.1007 0.0018 0.049
1 0.1019 0.0022 0.017
2 0.1000 0.0026 0.0021 0.021
3 0.1002 0.0021 0.021
1 0.1003 0.0023 0.011
2 0.1002 0.0025 0.0022 0.013
3 0.1011 0.0023 0.011

H29年
実施

ケース5

0.0025M KCl溶液

+
0.1M NaCl溶液

10 0.040

ケース2

0.0025M KCl溶液

+
0.005M NaCl溶液

10 0.490

ケース3

0.0025M KCl溶液

+
0.01M NaCl溶液

10 0.304

1.568

ケース4

0.0025M KCl溶液

+
0.05M NaCl溶液

10 0.083

0.0025M KCl溶液

+
0.3M NaCl溶液

10 0.020

0.0025M KCl溶液

+
0.5M NaCl溶液

10 0.012

ケース1
0.0025M KCl溶液

Kd

[m3/kg]

0.0025M KCl溶液

+
0.1M NaCl溶液

10 0.047

試験ケース Run
試験液量

ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ

重量

初期溶液
K濃度

平衡後
K濃度

10

1回目 2回目 3回目 4回目

1 5.57E-02 2.19E-02 7.65E-03 － 6.20E-04

2 5.85E-02 2.17E-02 8.61E-03 － 6.47E-04

3 5.68E-02 1.88E-02 8.83E-03 － 6.18E-04

試験ケース Run 抽出後K濃度　[mmol/L] 抽出されたK量

[mmol]

6.28E-041M NH4Cl溶液で

Kを抽出



 - 2-23 - 

 
（ⅲ）脱離試験 
脱離試験結果として、収着操作における初期溶液 K 濃度、平衡後溶液 K 濃度、及びこれらか

ら計算した「①モンモリロナイトに収着した K 量」、「②サンプリング後に遠心チューブに残っ

た溶液（3 ml）中の K 量」を表 2.2-10 に示す。さらに、1～4 回目の脱離操作後の平衡溶液中 K
濃度、及びこれらから導出した「③遠心チューブ内の K 量」も同表に示す。 
脱離操作でモンモリロナイトから脱離した K 量は③から②を差し引けば求められ、これを

「④実際に抽出された K 量」とした。一方、収着操作後にモンモリロナイトに収着している K
量については、収着操作で収着した K の他に、初期試料に含まれる K も考えられることから、

①に「初期 K 量測定試験」で導出された初期試料 0.3g 中の K 量（6.28×10-4 mmol）を加えた値

を「⑤抽出された K 量計算値」とした。 
１M の NH4Cl 溶液を用いてモンモリロナイトに収着している K が全て抽出されるならば、

④と⑤の値は理論上一致するはずである。そこで脱離割合（＝④抽出 K 量の実測値／⑤抽出 K
量の計算値）を導出した結果、Run 1 は収着操作時に収着した K 量が他の 2 ケースに比べ少な

かったため、脱離割合は 1.22（④＞⑤）となってしまったが、Run 2、Run 3 では、ほぼ 1（④

≒⑤、原子吸光光度計の測定誤差は 10％以内）となり、当該抽出方法が妥当であることが確認

された。 
 

表 2.2-10 脱離試験結果 

 
 
（ⅳ）透過拡散試験 

透過拡散試験により得られた高濃度側及び低濃度側タンク内の K 濃度（実験値）の経時変化

（拡散期間 254 日まで）を図 2.2-7 に示す。また、これら経時変化の図には 2.2.4（１）（ｃ）

（ⅱ）で示した解析方法（最小二乗法）により、高濃度側及び低濃度側タンク内の K 濃度（実

験値）と最もフィットした Da 値、及びその値を用いた計算値も併せて示す。なお、本解析で使

用した Kd 値、保持因子αと見かけの拡散係数 Da に係るパラメータを表 2.2-11 に示す。 
図 2.2-7 に示したケース 1～3 の透過拡散試験結果（実験値）では、高濃度側タンク内の K

濃度の減少、及び低濃度側タンク内の K 濃度の増加が確認された。また、時間が経過するに

つれ、高濃度側と低濃度側の濃度差が小さくなり、いずれのケースも平衡に達した。 
高濃度側及び低濃度側タンク内のK濃度の経時変化へのフィッティングより求めたDa値は、

(1.2～2.4)×10-11 m2/s となった。 
 

1回目 2回目 3回目 4回目

1 2.35E-01 2.34E-01 1.53E-05 7.01E-04 1.37E-01 5.05E-02 1.77E-02 4.84E-03 1.49E-03 7.85E-04 6.43E-04 1.22

2 2.35E-01 2.26E-01 9.21E-05 6.78E-04 1.36E-01 5.04E-02 1.54E-02 4.73E-03 1.46E-03 7.78E-04 7.20E-04 1.08

3 2.35E-01 2.28E-01 7.42E-05 6.84E-04 1.28E-01 4.94E-02 1.68E-02 3.94E-03 1.40E-03 7.17E-04 7.02E-04 1.02

0.5M NaCl溶液+
0.00025M KCl溶液で

Kを収着させた後、

1M NH4Cl溶液で抽出

脱離操作
④抽出された

K量

③-②
[mmol]

④実測値/
⑤計算値

初期溶液
中K濃度

[mmol/L]

平衡溶液
中K濃度

[mmol/L]

①K収着量

[mmol]

②残りの液
中K量

[mmol]

平衡溶液中K濃度

[mmol/L]
③チューブ内

K量

[mmol]

試験ケース Run

収着操作
⑤抽出K量計算値

（初期K量考慮）

①+（6.28E-4）
[mmol]
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図 2.2-7 高濃度及び低濃度側タンク内の K 濃度の経時変化（実験値と計算値の比較） 

 
 
 
 

表 2.2-11 K の透過拡散試験を模擬した計算に使用したパラメータ 

元素 ケース 

保持因子に係るパラメータ 見かけの拡散係数に係るパラメータ 

収着分配係数 
Kd  [m3/kg]※1 

計算に使用 
した α[-]※2 

ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ圧縮体中の

見かけの拡散係数 
Da,K [m2/s] ※3 

計算に使用した 
Da [m2/s] ※4 

K 
1 0.040 4.1×101 1.2×10-11 1.4×10-11 
2 0.020 2.1×101 1.8×10-11 2.2×10-11 
3 0.012 1.3×101 2.4×10-11 2.9×10-11 

  ※1  ケース 1 の Kd 値は、本年度実施した収着バッチ試験結果から導出した値である。ケース 2、3 の

Kd 値は平成 29 年度(21)に実施した同試験から得られた値を使用。（表 2.2-8 参照） 
※2  式(2.2-12)から導出した値。また、本計算では、高濃度側及び低濃度側タンク内溶液と接するモ

ンモリロナイトの保持因子は同一の値を使用した。 
※3  式(2.2-26)から導出した値。 
※4 高濃度及び低濃度側タンク内の K 濃度（実験値）と最もフィットした Da 値 
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ケース1
NaCl濃度：0.1M

計算に使用した値
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NaCl濃度：0.3M

計算に使用した値

Da ： 2.2×10-11 m2/s
（Da,K： 1.8×10-11 m2/s）
α ：2.1×101

（Kd : 0.020 m3/kg）
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ケース3
NaCl濃度：0.5M

計算に使用した値

Da ： 2.9×10-11 m2/s
（Da,K： 2.4×10-11 m2/s）
α ：1.3×101

（Kd : 0.012 m3/kg）
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（ⅴ）In-diffusion 試験 
In-diffusion 試験結果の一例として、ケース 1（脱イオン水ケース、Run 1）における各試料片

の湿潤重量、重量割合、1～4 回目の脱離操作後の溶液中 K 濃度を表 2.2-12 に示す。また、湿潤

重量の割合から求めた試料片体積、拡散源からの距離（x：塗布面から試験片中心までの距離）、

及び脱離操作後の K 濃度から求めた脱離させた K の総量、単位体積あたりの K 濃度、補正濃

度も併せて示す。拡散時間（約 5 日間）は 434,400 [s]であった。また、表 2.2-12 で示した拡散

距離（x）に対する単位体積当たりの K 濃度（C）の分布を図 2.2-8 左上に示す。塗布面から離

れた試料片の平均 K 濃度は 1.9 mol/m3であった。さらに、この平均濃度を C から差し引くこと

で補正濃度（C’）を求めた。そして、拡散距離の 2 乗（x2）に対する補正濃度の自然対数（ln 
C’）を取り、その傾きから式(2.2-32)を用いて Da を導出した（図 2.2-9 左上）。その結果、得ら

れた Da は、3.1×10-11 [m2/s]であった。 
その他のケースにおける K の Da も同様の方法で導出した。各ケースにおける「試料中の K

濃度分布」、及び「拡散距離の 2 乗（x2）に対する補正濃度の自然対数（ln C’）」もそれぞれ図

2.2-8 、図 2.2-9 に示している。 
 

表 2.2-12  In-diffusion 試験結果（ケース１、Run 1） 

 
 

1回目 2回目 3回目 4回目

1※ 0.8451 0.0820 5.15E-7 8.20E-4 1.96E-4 7.34E-5 2.67E-5 9.17E-6 2.17E-6 －

2 0.5697 0.0553 3.47E-7 2.19E-3 1.37E-4 4.51E-5 1.81E-5 6.25E-6 1.46E-6 2.303

3 0.4939 0.0479 3.01E-7 3.23E-3 1.10E-4 3.64E-5 1.37E-5 6.36E-6 1.18E-6 2.021

4 0.6223 0.0604 3.80E-7 4.31E-3 1.34E-4 4.48E-5 1.73E-5 6.36E-6 1.44E-6 1.890

5 0.5778 0.0561 3.52E-7 5.47E-3 1.10E-4 3.88E-5 1.62E-5 7.37E-6 1.23E-6 1.578

6 0.6970 0.0677 4.25E-7 6.71E-3 1.06E-4 4.23E-5 1.82E-5 － 1.22E-6 0.972

7 0.6243 0.0606 3.81E-7 7.99E-3 9.48E-5 3.38E-5 1.39E-5 7.37E-6 1.07E-6 0.910

8 0.5458 0.0530 3.33E-7 9.13E-3 7.29E-5 2.82E-5 9.85E-6 5.12E-6 8.28E-7 0.582

9 0.5547 0.0538 3.38E-7 1.02E-2 7.12E-5 2.75E-5 1.00E-5 － 7.91E-7 0.433

10 0.6926 0.0672 4.22E-7 1.14E-2 7.51E-5 3.12E-5 1.25E-5 5.85E-6 8.90E-7 0.203

11 0.4978 0.0483 3.04E-7 1.26E-2 5.20E-5 2.11E-5 7.71E-6 － 5.89E-7 1.941 －

12 0.6824 0.0662 4.16E-7 1.37E-2 7.79E-5 2.75E-5 1.23E-5 4.73E-6 8.71E-7 2.093 －

13 0.4117 0.0400 2.51E-7 1.48E-2 3.66E-5 1.69E-5 7.48E-6 － 4.49E-7 1.790 －

14 0.7639 0.0741 4.66E-7 1.59E-2 7.68E-5 3.15E-5 1.39E-5 6.25E-6 9.18E-7 1.970 －

15 0.7623 0.0740 4.65E-7 1.74E-2 7.06E-5 2.78E-5 1.13E-5 6.47E-6 8.32E-7 1.791 －

16 0.6488 0.0630 3.96E-7 1.88E-2 6.25E-5 2.37E-5 9.73E-6 5.63E-6 7.28E-7 1.840 －

17※ 0.3129 0.0304 1.91E-7 1.97E-2 2.82E-5 8.05E-6 3.94E-6 － 2.93E-7 －

合計 10.3030 1.0000 6.28E-6

※端に近い試料であるNo.1、17はDaの導出には使用しなかった。

補正濃度
（C’）

[mol/m3]

4.201

4.207

1.536

3.794

3.482

2.876

2.814

2.486

1.904

2.337

2.107

3.925

試料片
No.

湿潤
重量
[g]

重量
割合
[-]

体積

[m3]

拡散
距離
[m]

脱離終了後溶液K濃度

[mol/L]
脱離させた

K量

[mol]

単位体積当たりの
K濃度（C）

[mol/m3]
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図 2.2-8 拡散試験終了後における試料中の K 濃度分布 
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図 2.2-9 拡散距離の 2 乗（x2）に対する補正濃度の自然対数（ln C’） 
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表 2.2-13 に透過拡散試験結果及び In-diffusion 試験結果から得られた Da 値を、図 2.2-10 にそ

れらの NaCl 濃度依存性を示す。NaCl 濃度が同じ条件で得られた Da 値は試験方法に関わらず、

ほぼ同じ値（3×10-11 m2/s 程度）であった。このことから、本試験で得られた Da 値の信頼性は

高いと考えられる。また、K の Da に対するイオン強度依存性は見られなかった。これは、モ

ンモリロナイト圧縮体中の K の拡散フラックスは、Cs と同様(27)、単位体積当たりの濃度（Cb）

勾配で良く説明できること、また、液相との境界部における Cb は K の収着量でほぼ決定され

ることから、モンモリロナイト圧縮体中では、K は収着した状態で拡散（表面拡散）している

可能性が示唆された。 
 

表 2.2-13 モンモリロナイト圧縮体中の K の見かけの拡散係数 

NaCl 溶液 
条件 
[M] 

見かけの拡散係数 Da 
 [m2/s] 

透過拡散試験 In-diffusion 試験 
Run 1 Run 2 

0 － 3.1×10-11 2.9×10-11 
0.01 － 2.9×10-11 2.5×10-11 
0.1 1.2×10-11 3.5×10-11 3.2×10-11 
0.3 1.8×10-11 － － 
0.5 2.4×10-11 3.3×10-11 3.4×10-11 

 
 

 
図 2.2-10 K の Da の NaCl 濃度依存性 

 
 
（２）Da データセットの更新 

Da モデルを用いる評価手法では、ベントナイト系人工バリアの変質評価で考慮すべき全ての

イオン種（表 2.2-3 に示したイオン種）に対して固有の Da を設定（Da データセットを作成）
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する必要がある。平成 29 年度(21)は、表 2.2-14 に示す「Da データセット整備に係る基本方針」

の下、当該イオン種を構成する元素ごとの Da に係る現状の知見（25℃程度かつ有効モンモリ

ロナイト密度 1,000 kg/m3程度の Da 値）を文献調査等により整理するとともに、Da データがな

い元素については、化学的類似性等を考慮することによって、試作版 Da データセットを作成

した。また、各元素の Da 値に対する自由水中の拡散係数や水和イオン半径等の依存性を調べ

た結果、経験的ではあるがこれらパラメータへの依存性が確認された（図 2.2-11）。しかしなが

ら、モンモリロナイトへの収着性が高い K+や Cs+、水酸化物イオンを含む錯体を形成する元素

（Fe、Si）については、上記依存性は確認されず、例外として扱う必要がある可能性が示され

た。 
 

表 2.2-14 平成 29 年度に示した「Da データセットの整備に係る基本方針」(21) 
・MC-

BUFFERの現状における入出力形式（移行解析では元素濃度で入出力）を考慮し、処分

環境下で想定されるイオン種そのもののDaではなく、当該イオン種を構成する元素ごと

のDaとして整理する。 
・既往文献に記載されたDa値を設定することを基本とする。また、Daデータがない元素

については、化学的類似性、価数、自由水中の拡散係数、水和イオン半径等を考慮して

推定値を設定するとともに、必要に応じて（ベントナイト系人工バリア変質評価に大き

な影響を及ぼす可能性のある元素の場合）拡散試験を実施してDa値を取得する。 
・平成29年度は既往の文献の値を調査し、25℃程度かつ健全状態（有効モンモリロナイト

密度1,000kg/m3程度）の国産ベントナイト系材料中における試作版Daデータセットをま

ずは作成する。 
・今後は、最新のDaデータ等を踏まえ、当該試作版を更新し、Daデータセット(正式版)を
作成する。また、ベントナイト系人工バリア中のDaは有効モンモリロナイト密度や温度

等に対する依存性が確認されていることから、必要に応じて、これらパラメータの依存

性を考慮したDaの定式化も行い、MC-BUFFERへの導入を図る。 
 
 

 
図 2.2-11 見かけの拡散係数の依存性(21) 

（左図：自由水中の拡散係数に対する依存性、右図：水和イオン半径に対する依存性） 
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そこで本年度は、自由水中の拡散係数に対する Da の依存性等について検討し、これまでに

Da データが得られていない元素（F、B、P、Mg、K、N、Al）の Da 値を推定し、Da データセ

ットの更新を図ることとした。なお、アインシュタイン・ストークスの式(28)※2でも示されてい

るように、自由水中の拡散係数と水和イオン半径に相関があることから、Da に自由水中の拡散

係数依存性があれば、水和イオン半径依存性もあるのは明らかである。そのため、自由水中の

拡散係数、水和イオン半径、どちらの依存性を考慮しても、Da の推定値は大きく変わらないと

考えられるが、本検討では、データが豊富にあった自由水中の拡散係数で整理することとした。 
まず、例外に該当せず、ベントナイト中の Da と自由水中の拡散係数（D0）に相関があると

考えられる F、B、P、Mg（S、C の一部のイオン種も含む）については、表 2.2-15 に示す既往

の Da 及び D0データから作成した関係式から Da の推定を行った。具体的には、陰イオンにつ

いては、既往の Cl、S（SO42-）、C（CO32-）、I の Da 値と D0値、陽イオンについては、既往の

Na、Ca、Sr の Da 値と D0値から関係式 Da＝2.14×1013×D0
2.66、Da＝4.57×1014×D0

2.79をそれぞ

れ経験的に作成し（図 2.2-12）、これら関係式の D0 に既往の値を入れることで各イオン種に対

する Da 値の推定を行った。次に、高収着性であると考えられる K の Da については、本年度

実施した拡散試験結果から 3.0×10-11 m2/s に設定した。また、N（NH4
+）については、高収着種

であり、D0値及びモンモリロナイトへのイオン選択性（Li+＜Na+ ＜ (K+ , NH4
+) ＜Rb+ ＜Cs+ ）

が K と同等であることから(29)、その Da 値は K と同値にした。さらに、Al については、平成 29
年度の整理ではオキソ酸に分類していたが、アルカリ環境では OH-錯体として存在する可能性

があることから(30)、Si や Fe と同類と見なし、低い Da 値（Fe と同じく、Co の Da を参考とし

た値：2×10-13 m2/s）を設定した。本年度、更新した Da データセットを表 2.2-16 に示す。なお、

当該データセットは有効モンモリロナイト密度 1,000 kg/m3程度を想定した Da 値となっている

が、上述したように今後は密度依存性を考慮した検討を行う必要がある。また、Da と D0 に相

関があることを理論的に説明できれば、信頼性のある推定を行うことが可能になるため、当該

検討を行うことも重要である。 
  

                                                      
※2  ブラウン運動は熱運動によって引き起こされる運動で、溶液中の粒子と溶媒分子がランダムな衝

突によってランダムな移動が生じ、浮遊粒子は溶液中に拡散していく。その動きは、大きな粒子

では遅く、小さくなるほど速くなる。一定の温度で所定の粘度を持つ溶液において、球状粒子の

拡散の速度つまり拡散係数（D）は次のアインシュタイン・ストークスの式に示されるように粒

子径と反比例する関係にある(28)。 
 

3
BK TD

dπη
=  

 
   ここで 

KB = ボルツマン定数（1.38×10-16 erg/°K）  
T = 温度（°K）  
η = 希釈液粘度（平衡時）  
d = 球直径（cm） 

である。 
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表 2.2-15 ベントナイト系人工バリア中の Da に係る現状の知見の整理 

 
元

素 
イオ 
ン種 

Da データ[m2/s] 自由水中の 
拡散係数 D0 

[m2/s] 
備考 

文献値 推定値 

陰 
イオン 

 
D0依存

性有 

Cl Cl- 1.5×10-10 － 2.0×10-9 (※1) Kozaki et al.(1998) (31) 

S 
SO42- (※4) 

HSO4- 
4.0×10-11 

－ 
－ 

3.2×10-1 
1.3×10-9 (※1) 

1.1×10-9 (※1) 
角田ら（2017）(32) 
経験式から推定 

C 
CO32-(※4) 

HCO3- 
2.4×10-11 

－ 
 

4.0×10-1 
9.2×10-10 (※1) 
1.2×10-9 (※1) 

石寺ら（2004）(33) 
経験式から推定 

I I- 2.0×10-10  2.0×10-9 (※1) 石寺ら（2004）(33) 
F F- － 7.2×10-11 1.5×10-9 (※1) 経験式から推定 

B 
BO2-(※4) 

HBO2 
－ 
－ 

7.2×10-11 
－ 

1.5×10-9 (※2) 
－ 

経験式から推定 

－ 

P 
HPO42-(※4) 

H2PO4- 
－ 
－ 

1.2×10-11 
2.2×10-11 

7.7×10-10 (※3) 
9.6×10-10 (※3) 

経験式から推定 

経験式から推定 
陽 

イオン 
 

D0依存

性有 

Na Na+ 7.4×10-11 － 7.4×10-11 (※1) Kozaki et al.(1998) (34) 

Ca Ca2+ 1.7×10-11 － 7.9×10-10 (※1) Kozaki et al.(2001) (35) 

Sr Sr2+ 2.0×10-11 － 7.9×10-10 (※1) Wang et al.(2004) (36) 

Mg Mg2+ － 1.4×10-11 7.1×10-10 (※1) 経験式から推定 

高収 
着性 

K K+ 3.0×10-11 － 2.0×10-9 (※1) 本年度の試験結果 

Cs Cs+ 6.0×10-12 － 2.1×10-9 (※1) Da=(1.6～9.3) × 10-12 
m2/s(37,38,39,40,41) 

N NH4+ － 3.0×10-11 2.0×10-9 (※3) K の Da を参考 

水酸化

物イオ

ンを含

む錯体

を形成 

Si Si(OH)4 
Si(OH)5- 6.0×10-12 

－ 
－ 

－ 
－ 

M.Aertsens et al. 
(2008) (42) 

Fe 
FeOH+ 

Fe(OH)2 
Fe(OH)3- 

5.5×10-14 
～

1.3×10-12 
2.0×10-12 

－ 
－ 
－ 

Co の Da (43)を参考 

Al Al(OH)4- － 2.0×10-1 1.1×10-9 (※3) Co の Da(43) を参考 
※1 Ion properties (1997) (44) 
※2 遠藤ら（2016）(45) 
※3 Boudreau (1997) (46) 
※4 当該オキソ酸イオンの Da を左記元素の代表値とする。 
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※ 既往の Da 及び D0データから作成した関係（赤：陽イオン、青：：陰イオン）を図中に示す。 

図 2.2-12 Da と自由水中の拡散係数の関係 
 
 

表 2.2-16 Da データセット更新版 

 
 

2.2.5 物質移行－変質連成解析コードの整備 
表 2.2-4 で示した Da モデルに係る検討結果等を踏まえ、MC-BUFFER への Da モデル導入に

係る構成則（導入箇所、追加内容、モデル式等）について整理した。また、塩水系地下水を想

定したベントナイト系人工バリア材が他バリアと隣接した系での評価を可能とするため、境界部分

における保持因子の設定に係る MC-BUFFER の機能拡張を行うとともに、改良したコードを用

いてセメントとベントナイトが接した系を想定した解析を、De モデル及び Da モデルを用いて

Da = 4.57E+14×D0
2.79

Da = 2.14E+13×D0
2.66

1E-12

1E-11

1E-10

1E-9

1E-10 1E-9 1E-8

Da
 [m

2 /
s]

自由水中の拡散係数D0 [m2/s]

陽イオン
陰イオン
高収着性
陽イオン（計）
陰イオン（計）
高収着性（推）

K+,NH4
+

CO3
2-,

Cs+

SO4
2-,

Cl-

Ca2+

Na+

Sr2+

I-

Mg2+

F-,BO2-

HPO4
2-

H2PO4
-

HSO4
-

HCO3
-

元素 Da［m2/s］ イオン種 D0［m2/s］ 分類

Cl 1.5E-10 Cl- 2.0E-9

依
存
性
有

F 7.2E-11 F- 1.5E-9

B 7.2E-11※

-
BO2

-

HBO2

1.5E-9
-

S 4.0E-11※

3.2E-11
SO4

2-

HSO4
-

1.3E-9
1.1E-9

C 2.4E-11※

4.0E-11
CO3

2-

HCO3
-

9.2E-10
1.2E-9

P 1.2E-11※

2.2E-11
HPO4

2-

H2PO4
-

7.7E-10
9.6E-10

Na 7.4E-11 Na+ 1.3E-9
Ca 1.7E-11 Ca2+ 7.9E-10
Mg 1.4E-11 Mg2+ 7.1E-10
K 3.0E-11 K+ 2.0E-9 高収

着性N 3.0E-11 NH4
+ 2.0E-9

Si 6.0E-13 Si(OH)5
-、Si(OH)4

-
-

OH-
錯体Fe 2.0E-13 Fe(OH)3

-、 Fe(OH)2、
FeOH+

-
-

Al 2.0E-13 Al（OH）4
- 1.1E-9

※オキソ酸イオンについては、「※」のついたDaを当該元素の代表値とする。
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実施し、その結果から改良コードの動作確認、課題の抽出、及び両モデルの適用性等について

整理・検討した。 
 
（１）MC-BUFFER への Da モデル導入に係る構成則の整理 

上述したとおり、本事業ではベントナイト系人工バリアの変質評価における拡散評価手法の一つ

として Da モデルを選択し、MC-BUFFER に導入に係る検討をこれまで行ってきた。まず、当該検

討を行うにあたり Da モデルを当該コードへ導入する際に考慮すべき要素（留意点）として平成 26
年度に整理した結果を以下に示す(14)。 
 

Da モデルを当該コードへ導入する際に考慮すべき要素（留意点） 
① 実験により得ることが可能なのは元素の拡散係数であること、また、収着分配係数につ

いても通常元素ごとに設定されていることから、移行計算については、イオン種ごとで

はなく、元素ごとの計算を行うこととする。 
② ベントナイト系人工バリア中の（拡散による）物質移行計算を Da モデルに変更する。

具体的には、元素ごとに Da を設定し、単位体積当たりの元素濃度（Cb）勾配による移

行を評価出来るように改良する。 
③ 現行の MC-BUFFER の移行計算では、1 回に 1 つの元素に対する評価しか出来ないた

め、異なる拡散係数の元素の移行を評価するには複数回の計算を行い、最後に統合させ

る必要がある。しかしながら、全ての元素について拡散係数をセットするのは困難であ

り、類似性が認められる元素については、代表的な元素と同じ値を用いることが想定さ

れる。そこで、類似性があり、同一の拡散係数を与えることが出来る元素で群を構成し、

群ごとに移行計算を行うことで、移行計算の回数を減少させる等の工夫を図ることとす

る。 
④ 地下水やその他のバリア材との界面におけるベントナイト系人工バリア中の Cb（境界

条件）は、地下水中（またはその他のバリア材を通過後の浸出溶液）の元素濃度 clと保

持因子αを用いて、「Cb = αcl」で設定する。 
⑤ 化学環境解析では解析体系中の電荷バランスを取る必要がある。そのため、元素が各々

の Da で拡散する当該モデルを用いた拡散評価においては、移行計算後に場の電荷バラ

ンスを調整する必要がある。その方法の一例としては、モンモリロナイト中に多量にあ

ると想定される Na+イオンで電荷バランスを調整する方法が考えられる※3（この場合、

Na+イオンの拡散は計算しない）。なお、電荷バランスの調整の際にはモンモリロナイト

                                                      
※3 ベントナイト系人工バリアのバリア機能特性は、主成分であるモンモリロナイトによって決

定される。現在我が国の地層処分等において使用が想定されるベントナイトに含まれるモン

モリロナイトは Na 型であり、交換性陽イオンとして Na+イオンが豊富に存在し、負電荷とな

っているモンモリロナイトに収着していると考えられる。本検討では、この豊富に存在する

Na+イオンで電荷バランスの調整を行うこととする。なお、モンモリロナイトの Ca 型化が進

んだ状態においては Na+イオンで電荷バランスをとることは適切でないが、ここではモンモリ

ロナイト中に Na+イオンが多量に存在する条件であることを前提とし、検討を進めることとし

た。当該方法の是非については、検証計算の結果を踏まえ、引き続き検討する必要があると

考えられるが、飽和した 1,000kg/m3のモンモリロナイト圧縮体 1 L 中には、水 0.6 L、モンモ

リロナイト 1 kg があり、CEC を考慮すると Na は約 1 mol、すなわち水量当たりの濃度は 1.67 
mol/L が存在する。pH10 で OH-濃度は 10-4 mol/L（H+は 10-10 mol/L）しかないので、当該圧縮

体中では Na が自由に動き、Na で電荷バランスを調整するという考えは、pH で電荷バランス

を調整するとするより、妥当であると考えられる。 
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の負電荷（永久電荷）も考慮する必要がある。 
⑥ これまで MC-BUFFER のプログラムにおいては固相への収着は考慮しておらず、物質

移行、及び地球化学反応計算では、間隙水中濃度を使用してきた。しかしながら、地球

化学反応計算で間隙水中濃度を用いることの妥当性は明らかになってはいない。そこで、

固相に収着した状態の拡散も考慮した Da モデルでは、移行計算で使用する単位体積当

たりの元素濃度（Cb）を、適切な地球化学反応計算で用いる濃度に変換する必要がある。 
⑦ Da は温度、有効モンモリロナイト密度等、αはイオン強度、温度、モンモリロナイト

割合等に依存すると考えられることから、将来的にはその関係性の定式化を図る予定で

ある。そのため、これらパラメータの設定については、定数またはモデル式の選択がで

きるようにする。 
⑧ Da モデルだけではなく、これまでの拡散評価モデルも使用可能とするため、どちらの

モデルを使用するかを選択できるようにする。 
 

Da モデルに係る上記要素（留意点）に係る項目を MC-BUFFER の処理フロー図に、導入すべ

き箇所を考慮しつつ追記した（図 2.2-13）。具体的には、「データセット等の読み込み」の際には、

元素ごとへの Da の設定（②に関連）、同一の Da を設定する複数の元素に対する群の構成（③に関

連）、及び境界部分における保持因子α（後述する Kd、εeff）の設定（④に関連）を行う必要があ

る。また、「物質移行解析」では、式（2.2-10）に示した拡散方程式を基本とし、コードにおいては、

単位体積当たりの濃度の設定、その勾配による元素または群ごとの移行計算（②、③に関連）、

αを用いた境界濃度（単位体積当たりの濃度）への変換（④に関連）、モンモリロナイトの負電荷

（永久電荷、Y-）も含めた電荷バランスの調整（移行計算後に Na または pH で電荷バランスを調整）

（⑤に関連）を行う必要がある。さらに、「地球化学反応解析」では、当該解析に用いる濃度を選

択できることとした（⑥に関連）。なお、その選択肢としては、 
ⅰ）単位体積当たりの元素濃度 C そのままを用いる。 
ⅱ）ステップごとに計算される間隙率で C を除することで間隙水中濃度（cp1）に変換する。 
ⅲ）初期間隙率で C を除することで間隙水中濃度（cp2）に変換する。 

とした。 
これらの要素（④保持因子に係る事項以外）のコードへの適用性を確認するため、MC-BUFFER プ

ログラムの修正、及び検証を要素ごとに実施し、コードが正常に動くことを確認してきた。さらに、

これら要素を連成させ、図 2.2-14 に示すベントナイト領域のみ（左端に Na リッチなセメント平

衡水が接した状態を想定）ではあるが、一連の物質移行-変質連成解析を MC-BUFFER で行った。

従来の De モデルを使用したケース、及び Da モデルを使用し、電荷バランスを Na または pH で

調整するとしたケース（それぞれケース 2、ケース 3。地球化学反応解析では C を使用）を平成 29
年度(21)に実施した結果、ケース 1、3 では、一連の物質移行-変質連成解析が止まらずに、100 年

間は正常に動くことが確認出来た。また、セメント平衡水境界側からアルカリ成分（OH-）が供

給され、変質はセメント平衡水側から進行する結果となり、現実的な傾向を示した（図 2.2-15、
図 2.2-17）。しかしながら、ケース 2 では、境界付近（0.1～0.2 m の範囲）で pH が酸性側にふ

れてしまうという非現実的な結果となった（図 2.2-16）。これは、現行の改良したコードでは OH-

の移行は計算できないため、（場の pH を変えずに）Na で電荷バランスを調整する方法を取っ

た場合、移行計算後における場の陰イオンの量の不足分を、Na 量を減らすことでバランスこと

になり、その状態で化学反応解析を行うと鉱物が溶解した場所では pH が下がってしまったた

めである。なお、ケース 3 の地球化学解析に cp1、cp2を用いたケース（ケース 3’、ケース 3’’）
の計算も実施したが、ケース 3 と大きな違いは見られなかった（図 2.2-18、図 2.2-19）。 
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図 2.2-13 MC-BUFFER への Da モデル導入の際に追加する機能 

 

 

 

 
図 2.2-14 平成 29 年度に実施した解析体系（ベントナイト系人工バリア領域のみ）(21) 
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固相組成分布 液相組成分布 
図 2.2-15 平成 29 年度に実施したケース 1 の解析結果：100 年後(21) 

（De モデル） 
 

 
 

固相組成分布 液相組成分布 
図 2.2-16 平成 29 年度に実施したケース 2 の解析結果：100 年後(21) 

（Da モデル、電荷バランスを Na で調整、地球化学解析に C を使用） 
 

 
 

固相組成分布 液相組成分布 
図 2.2-17 平成 29 年度に実施したケース 2 の解析結果：100 年後(21) 

（Da モデル、電荷バランスを pH で調整、地球化学解析に C を使用） 
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固相組成分布 液相組成分布 
図 2.2-18 平成 29 年度に実施したケース 3’の解析結果：100 年後(21) 

（Da モデル、電荷バランスを pH で調整、地球化学解析に cp1を使用） 
 

 
 

固相組成分布 液相組成分布 
図 2.2-19 平成 29 年度に実施したケース 3’’の解析結果：100 年後(21) 

（Da モデル、電荷バランスを pH で調整、地球化学解析に cp2を使用） 
 

（２）保持因子の導入等の機能拡張 
上述したとおり、Da モデルでは、地下水やその他のバリア材と隣接する系での評価を行う場合

は、地下水中（またはその他のバリア材を通過後の浸出溶液）濃度を、境界におけるベントナイ

ト系人工バリア材中の単位体積あたりの濃度に変換する必要がある。そこで、セメント系人工バリ

アとベントナイト系人工バリア材が隣接した領域を対象とした一連の物質移行-変質連成解析を実

施可能とするため、境界部分における保持因子αbの設定に係る機能拡張を実施した。なお、ここで

設定するαbは、透過拡散試験で De とともに得られるベントナイト圧縮体に対する保持因子α（＝

ε+ρKd）とは異なり、自由水とベントナイト圧縮体が接触した系の境界部分のみに適用可能なパ

ラメータである。 
具体的には、地下水やその他のバリア材との界面における単位体積あたりのベントナイト系人

工バリア材中の元素濃度 Cb,b（境界条件）を、他のバリア材を通過後の浸出溶液の元素濃度 clと

保持因子αbを用いて、「Cb,b = αb・cl」と設定できるようにした。また、αbの値の設定に関し

ては、これまで実施してきた Ca、K、Cl の透過拡散結果(47)等を参考に、αb＝ρKd（収着種）、α

b＝εeff（非収着種）とし、各元素に対する Kd 値またはεeff値はデータベースファイルから読み

込めるようにした。ここで、ρはモンモリロナイト密度、Kd は収着分配係数、εeffは有効間隙

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

鉱
物

体
積

割
合

(-
)

地下水境界からの距離 (m)

Ca(OH)2
AFm
AFt
Analcime
AS2H2
AS4H
Berthierine
Brucite
C3AH6
C3ASH4
Calcite
Chukanovite
Fe(OH)2(s)
FriedelSalt
Gibbsite
Goethite
Greenalite
Gypsum(eq36)
HT
Lmt
Magnetite
Melanterite
Pyrite
Sepiolit
Siderite
SiO2(a)
Quartz
CSH
Mont
eps

空隙率

ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ
SiO2(a)

Quartz

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14

1E-5

1E-4

1E-3

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

p
H

単
位

体
積

中
濃

度
(m

o
l/

l_
al

l)

地下水境界からの距離 (m)

Na

K

Ca

Mg

C

S

Cl

Al

Si

Y

pH

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

鉱
物

体
積

割
合

(-
)

地下水境界からの距離 (m)

Ca(OH)2
AFm
AFt
Analcime
AS2H2
AS4H
Berthierine
Brucite
C3AH6
C3ASH4
Calcite
Chukanovite
Fe(OH)2(s)
FriedelSalt
Gibbsite
Goethite
Greenalite
Gypsum(eq36)
HT
Lmt
Magnetite
Melanterite
Pyrite
Sepiolit
Siderite
SiO2(a)
Quartz
CSH
Mont
eps

空隙率

ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ
SiO2(a)

Quartz

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14

1E-5

1E-4

1E-3

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

p
H

単
位

体
積

中
濃

度
(m

o
l/

l_
al

l)

地下水境界からの距離 (m)

Na

K

Ca

Mg

C

S

Cl

Al

Si

Y

pH



 - 2-38 - 

率である。なお、改良したコードを用いて他バリアを含めた計算を Da モデルで実施する場合

は、他バリアも Da モデルで評価する必要があるが、その場合は、後述するように他バリア材

の Da、αmediumの設定を、De モデルを用いた評価と同等になるように設定することとなる。 
 
（３）塩水系地下水を想定した物質移行－変質連成解析 
本年度改良した MC-BUFFER を用いて、セメント系人工バリアとベントナイト系人工バリア

が接した領域の物質移行-変質連成解析を実施し、その結果から改良コードの動作確認、課題の

抽出、及び両モデルの適用性等について整理・検討した。解析条件等を以下に記す。 
解析体系は図 2.2-20 に示すとおり、セメント系人工バリアとベントナイト系人工バリアが接

する領域の１次元体系とし、メッシュ間隔は 0.1 m とした。境界条件については、左側の濃度

固定条件を塩水系地下水の組成とし、右側を反射境界条件とした。また、評価時間は 1,000 年

後までとし、タイムステップは 0.05 年、温度については全ての領域で 25℃とした。なお、本評

価は、セメント系材料とベントナイト系材料が接した部分での物質移行が適切に評価できるか、

また、その近傍の主な変質現象が想定されるものになっているか（具体的には、セメント側か

らベントナイト側へのアルカリ成分（OH-）の移行、境界付近におけるセメント側での CHS の

増加、ベントナイト側でのモンモリロナイトが溶解等(8)）を確認し、両モデルの適用性を検討

することを第一の目的としているため、本評価体系は、実際の中深度処分で想定される並びと

は異なり、セメントを介して高アルカリ性となった塩水系地下水がベントナイトに浸透する体

系とした。 
液相固定境界に与えた塩水系地下水の組成は、中深度処分を想定した設定がなかったため、

地層処分に係る評価で使用された値を参考に設定した。具体的には、地球化学反応計算の収束

性を良くするために、「HLW2 次取りまとめ」で設定された海水系高 pH 型地下水組成から、主

要な元素のみを選択し、元素数を減らした。そして、pH を 8.0 に合わせるため、Na 量で調整

を行った。本解析で設定した塩水系地下水組成を表 2.2-17 に示す。 
セメント系人工バリアの組成については、MC-BUFFER に組み込まれている上述の「セメン

ト鉱物モデル、及びセメント間隙変遷モデル」で評価可能な普通ポルトランドセメントを想定

した。また、その W/C については、低拡散層を想定し、拡散係数がベントナイト系人工バリア

よりも小さくなるよう、W/C=0.55 に設定した。一方、ベントナイト系人工バリアの組成につい

ては低透水層を想定し、クニゲル V1 の組成を設定した。また、その乾燥密度は 1,600 kg/m3と

した。本解析で設定したセメント系人工バリア及びベントナイト系人工バリアの鉱物モデル（1
次鉱物、2 次鉱物の設定(47)）を表 2.2-18、表 2.2-19 にそれぞれ示す。 
解析ケースとしては、従来の De モデルと Da モデルの 2 ケースを実施し、その結果から改良

コードの動作確認、課題の抽出、及び両モデルの適用性等について整理・検討した。なお、Da
モデルを用いたケースでは、移行計算後の電荷バランスについては pH で調整するとともに、

地球化学反応計算には単位体積当たりの元素濃度 C を用いることとした。 
 

 
図 2.2-20 解析体系（セメント系人工バリアとベントナイト系人工バリアが接した系） 

ベントナイト系人工バリア

液相固定境界
反射境界

セメント系人工バリア

1.0 m 1.0 m

温度：25℃
メッシュ幅：0.1m
タイムステップ：0.05年
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表 2.2-17 液相固定境界の組成 

塩水系地下水 

元素 
濃度 

元素 
濃度 

mol/L mol/L 

pH 8.0 C 3.5×10-2 

Na 6.7×10-1※ S 3.0×10-2 

K 1.1×10-2 Cl 5.9×10-1 

Ca 3.3×10-4 Al 3.2×10-9 

Mg 2.5×10-4 Si 3.0×10-4 
※解析の収束性を良くするため、「HLW2 次取りまとめ(5)」の海水系高 pH 型地下水組成か

ら、主要な元素のみを選択した（考慮する元素減）。そして、Na 量を調整し pH を 8.0 にし

た。 
 
 

表 2.2-18 セメント系人工バリアの鉱物モデル（1 次鉱物、2 次鉱物の設定）(47) 

鉱物 初期 wt% 鉱物 初期 wt% 
Ca(OH)2 15.33 Chukanovite 0 
CSH(1.8) 60.30 CSH(1.5), CSH(1.3), CSH(1.1), 

CSH(0.9), CSH(0.833), 
CSH(0.6), CSH(0.4) 

0 Monosulfate (AFm) 9.91 
Hydrogarnet (C3AH6) 12.45 
Brucite 1.78 FriedelSalt 0 
K2O 0.16 Gibbsite 0 
Na2O 0.08 Goethite 0 
Na-Mont 0 Greenalite 0 
Quartz 0 Gypsum 0 
Analcime 0 HT 0 
Calcite 0 Kaolinit 0 
Ettringite (AFt) 0 Lmt 0 
AS2H2 0 Magnetite 0 
AS4H 0 Melanterite 0 
Berthierine 0 Sepiolit 0 
Brucite 0 Siderite 0 
C3ASH4 0 SiO2(a) 0 
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表 2.2-19 ベントナイト系人工バリアの鉱物モデル（1 次鉱物、2 次鉱物の設定）(47) 

鉱物 初期 wt% 鉱物 初期 wt% 
Na-Mont 49.0 CSH(1.8), CSH(1.5), CSH(1.3), 

CSH(1.1), CSH(0.9), 
CSH(0.833), CSH(0.6), 
CSH(0.4) 

0 
Quartz 38.0 
Analcime 3.0 
Calcite 2.5 
Other minerals 7.5 Gibbsite 0 
Monosulfate (AFm) 0 Goethite 0 
Ettringite (AFt) 0 Greenalite 0 
AS2H2 0 Gypsum 0 
AS4H 0 HT 0 
Berthierine 0 Kaolinit 0 
Brucite 0 Lmt 0 
C3AH6 0 Magnetite 0 
C3ASH4 0 Melanterite 0 
Ca(OH)2 0 Sepiolit 0 
Calcite 0 Siderite 0 
Chukanovite 0 SiO2(a) 0 
FriedelSalt 0   

 
また、ベントナイト系人工バリア中の拡散に係る設定については、De モデルを用いたケース

では、従来通り、全てのイオン種に対して同一の有効拡散係数として「De＝5.0×10-7・ε2.1 ・
e‐18600/RT」(48)を与えた。ここで、εは間隙率（-）、R は気体定数（8.31 kJ/mol/K）、T は絶対温度

（K）である。なお、現行の MC-BUFFER における De モデルは、擾乱因子を排除した簡易モデ

ルとなっており、固相への収着や陰イオン排除効果は考慮されていない。一方、Da モデルを用

いたケースでは、各元素に表 2.2-16 で示した Da 値を与えた。また、保持因子αbを計算するた

めの収着分配係数（Kd）または有効間隙率（εeff）については、表 2.2-20「αbデータセット（試

作版）」に示した値を使用することとした。当該データセット（試作版）で設定した値の根拠は

以下の通りである。 
 
・（OH-錯体以外の）陰イオン種については、Cl-の透過拡散試験結果(47)からイオン強度が大き

な塩水系では有効間隙率（εeff）は間隙率と同等となることが確認されているため、εeff＝

0.385（ベントナイト系人工バリアの初期間隙率の値）に設定した。 
・Na ついては、モンモリロナイトに含まれる Na 量がコードにおいて別途考慮されているた

め、ベントナイト系人工バリアに接した溶液中の Na は間隙にしか浸入できないと考えら

れる。そのため、αbは非収着種と同様の式で表現できるとし、εeffに初期間隙率の値（0.385）
を設定した。 

・Ca、K については、塩水系（NaCl 溶液濃度 0.1～0.5 M）における収着バッチ試験結果(47)か

らそれぞれ Kd＝0.01、0.02 m3/kg と設定した。また、Mg は Ca と、N は K と同等の値とし

た。 
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・OH-錯体を形成する元素（Si、Fe、Al）については、Kd 値に係る適当なデータがなかった

ため、Ni の Kd データ（MX-80、イオン強度 0.5M、pH7 程度）(49)を参考に Kd＝0.5 m3/kg
と設定した。 

 
なお、現行の改良コードではεeff値、Kd 値は定数でしか与えることが出来ないため、モンモ

リロナイトの溶解、二次鉱物の生成、間隙水組成等の変化に伴うεeff値、Kd 値の変化は評価に

反映していない。そのため、本解析では、ベントナイト系人工バリア中のモンモリロナイト密

度の変化のみがαbに反映されることになる。表 2.2-20 には、αbの初期値も併せて示す。 
 

表 2.2-20 αbデータセット（試作版） 

 

 
セメント系人工バリア中の拡散に係る設定については、モデルの違いによる影響を小さくす

るため、全ての元素に同じ拡散係数を与える評価とした。すなわち、De モデルを用いたケース

では、従来通りの設定である「De＝5.37×10-10・φtra」(18)を与えた。ここで、φtraは物質移動毛

細管間隙率である。一方、Da モデルを用いたケースでは、「Da＝De/φtra」、「Cb,c = αc・cl」の

関係が成り立つとし、「Da＝5.37×10-10」、「αｃ＝0.019（φtra の初期値）」とした。ここで、Cb,c

はセメント系材料側における境界濃度、αｃはセメント系材料側における保持因子である。 
また、地球化学反応解析では、モンモリロナイトと Quartz 以外の鉱物の変質は瞬時平衡によ

るものとした。本解析で使用したベントナイト変質モデル、Quartz 溶解速度モデルを式(2.2-33)、
式(2.2-34)にそれぞれ示す。また、瞬時平衡計算では、Spron-JNC(50)をベースとし、CSH ゲルに

ついては A. Atkinson(51)によるデータを考慮した熱力学データベースを使用した。 
 

・モンモリロナイトの溶解速度式 
RA = 3500 (aOH-)1.4 e - 51000 / RT 

 
 RA：溶解速度(kg m-3 s-1) 
 aOH-：OH-活量(mol dm-3) 
 T：温度(K) 

  R：気体定数(8.314 Jmol-1 K-1) 

(2.2-33) 
 

 
 

 

元素 イオン種
Kd

［m3/kg］
εeff ［-］

1600kg/m3のベントナイト
圧縮体の場合のα（モン
モリ密度ρ＝784 kg/m3）

備考

Cl Cl- － 0.385

α＝0.385 εの初期値0.385を設定

F F- － 0.385
B BO2

-、HBO2 － 0.385
S SO4

2-、HSO4
- － 0.385

C CO3
2-、HCO3

- － 0.385
P HPO4

2-、H2PO4
- － 0.385

Na Na+ － 0.385 α＝0.385 初期からモンモリロナイトに含まれるNa量は
別途考慮

Ca Ca2+ 0.01 － α＝7.84 塩水系における実験値（0.007～0.013）

Mg Mg2+ 0.01 － α＝7.84 Caと同等

K K+ 0.02 － α＝15.68 塩水系における実験値（0.012～0.02）

N NH4
+ 0.02 － α＝15.68 Kと同等

Si Si(OH)5
-、Si(OH)4 0.5 －

α＝392
Niを参考 Tertre et al.(2005)、MX-80
塩水系（I=0.5M）における実験値
中性（pH7）でKd=0.5程度（グラフから）

Fe Fe(OH)3
-、 Fe(OH)2、FeOH+ 0.5 －

Al Al（OH）4
- 0.5 －
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・Quartz の溶解速度式 
R = k A (aH+)n (1 - Q/K) 
 
 log k：quartz の速度定数 (mol/m2/s) 
 A：quartz の表面積 (m2/m3) 
 aH+：H+の活量 
 n：定数 (-) 
 Q/K：quartz の飽和指数（Q：イオン活量積、K：平衡定数） 

(2.2-34) 
 
 
 
 
 
 

 
 

1,000 年間の解析を行った結果、De モデルを用いたケースでは一連の物質移行-変質連成解析

が不具合なく実行された（図 2.2-21 参照）。また、その評価結果については、セメント側からベ

ントナイト側へアルカリ成分（OH-）が徐々に移行するとともに、境界付近のセメント側では

CHS の増加及び間隙率の減少、ベントナイト側では Quartz やモンモリロナイトの溶解及び間

隙率の増大等が確認され、上述した想定される主な現象と調和的な結果となった。なお、100 年

後以降にセメント側の「地下水境界からの距離 0.5m」付近で間隙率が低下したのは、エトリン

ガイト（AFt）が溶解しフリーデル氏塩が生成したことに起因するものと考えられる。 
一方、Da モデルを用いたケースでは移行計算後の電荷バランス調整計算、または地球化学的

反応解析を行っている最中に収束エラーが出てしまい、計算することが出来なかった。これは、

本計算ではセメント-ベントナイト境界に元素固有のαb を設定したが、その条件によってはベ

ントナイト側の境界部分において、あまりに大きな組成変化が起こってしまい、PHREEQC を

用いた地球化学反応計算が収束しなかった可能性が考えられる。その確認として、αc＝1, αb

＝1 として Da モデルを用いた計算を行ってみたところ、図 2.2-22 に示す通り、1,000 年後まで

実行される結果となったことから当該条件では改良したコードが正常に動作することは確認で

きた。なお、図 2.2-22 で 1,000 年後のベントナイト系人工バリア中の pH が全領域で酸性とな

ったのは、Da 値が大きな陰イオン（特に Cl-）に対して、陰イオン排除効果を考慮せずに（αb

＝1 として）pH で電荷バランスを調整したことが原因と考えられる。 
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図 2.2-21 解析結果（De モデルを用いたケース） 
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固相組成分布 

 
 

液相組成分布 

1年後 
 

 
固相組成分布 

 
 

液相組成分布 

10年後 
 

 
固相組成分布 

 
 

液相組成分布 
100年後 

 

 
固相組成分布 

 
 

液相組成分布 
1,000年後 

 
図 2.2-22 解析結果（Da モデルを用いたケース、αc＝1, αb＝1 とした場合） 
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（４）解析結果を踏まえた De モデル及び Da モデルの適用性に係る検討 
上述のセメント系人工バリアとベントナイト系人工バリアが接した系を想定した物質移行-

変質連成解析結果から De モデル及び Da モデルの適用性等について検討した。 
De モデルを用いたケースの解析では、想定される主な現象が再現される結果となり、現段階

では当該変質評価に適用できる可能性が示された。しかしながら、上述したように現在の De モ
デルでは、全てのイオン種に対して同一の De を設定していること、収着や陰イオン排除効果

等が含まれていないこと等から、当該変質評価への適用性については、これらの影響を含めた

上で再度判断する必要がある。 
一方、Da モデルを用いた解析においては、αb の設定によっては地球化学反応計算時に収束

しない現象が確認された。この原因として、ベントナイト側の境界部分において、計算上で大

きな組成変化が生じたことが推察されることから、適用に当たっては計算メッシュ幅やαの設

定の見直しが必要であることが示唆された。また、境界における移行計算方法についても再検

討する必要があるかもしれない。例えば、境界部における物質移行を濃度勾配による拡散で評

価するのではなく、陽イオン交換考慮した分配平衡のみで評価すること等が考えられる。 
また、上述した「境界部において地球化学反応計算が収束しない」という問題は、Da モデル

だけではなく、De モデルに収着や陰イオン排除効果を導入した際にも起こるかもしれない。そ

のため、当該変質評価における拡散モデルの妥当性確認では、境界部における濃度変化を適切

に評価できるということも重要な確認事項であると考えられる。さらに、本年度のコード改良

では、Da 値、Kd 値及びεeff 値の設定は定数のみとしたが、将来的には密度依存性やイオン強

度依存性等を考慮した定式化を図り、移行評価に反映させることが重要である。 
 

2.2.6 まとめ 
ベントナイト系人工バリアの長期性能評価の妥当性を判断するために必要な科学的・技術的

知見を蓄積する観点から、当該人工バリアの変質評価における拡散評価にまずは着目し、その

評価モデルの適用性に係る検討を実施することとした。 
上記検討に先立ち、これまでに整備してきた MC-BUFFER において考慮している現象と考慮

していない現象の整理を行った。その上で、ベントナイト系人工バリアの変質現象（そのメカ

ニズムも含む）、それに伴うバリア機能の変化、当該変質評価における De モデルと Da モデル

の特徴について整理するとともに、その適用性について検討した。その結果、De モデルについ

ては、透過拡散試験結果から得られた De と Kd をセットで使用するとともに、これらパラメー

タに対するイオン強度依存性を考慮すること、一方、Da モデルについては、間隙水中濃度を明

確に定義できる他バリア材との境界に対し、保持因子αを与え、ベントナイト側の濃度を単位

体積当たりの濃度に変換すること、及び Da の密度依存性を考慮することを実施し、それらが

モデル・パラメータに適切に取り込むことが出来れば当該変質評価に適用可能であると考えら

れた。 
また、当該変質評価において Da モデルを使用する場合に必要となる各イオン種に対する Da

データセットを整備するため、種々のイオン強度条件でカリウムの拡散試験を実施し、その Da
値が 3×10-11 m2/s 程度であることを示すとともに、自由水中の拡散係数に対する Da の依存性

等について検討し、これまでに Da データが得られていない主要な元素の Da 値を推定し、Da
データセットの更新を行った。 

さらに、これまで物質移行－変質連成解析コード（MC-BUFFER）へ導入してきた Da モデル
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の構成則について整理するとともに、Da モデルを導入した当該コードを用いて塩水系地下水を

想定したセメント系人工バリアからベントナイト系人工バリアへの物質移行を評価できるよう

に、境界部分の濃度変換に保持因子を考慮した改良を行った。改良したコード及び上記で更新

した Da データセットを用いてセメントとベントナイトが接した系を想定した解析を、De モデ

ル及び Da モデルを用いて実施し、改良コードの動作確認、課題の抽出、及び両モデルの適用

性等についての検討を行った。その結果、De モデルを用いたケースではセメント側からベント

ナイト側へのアルカリ成分（OH-）の移行等、想定される事象を示したが、当該解析では収着や

陰イオン排除効果等が含まれていないため、その適用性については、これらの影響を含めた上

で判断する必要があることとした。一方、Da モデルを用いたケースでは、保持因子の設定値に

よっては地球化学反応計算時に収束しない現象が確認された。この原因としては、ベントナイ

ト側の境界部分において、あまりに大きな組成変化が起こった可能性が考えられ、今後、メッ

シュ幅やαb の設定の見直し、及び境界部における移行計算方法について再検討が必要である

ことが示唆された。 
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2.3 セメント系人工バリアの長期性能評価に係る技術的知見の整備 
 

2.3.1 背景と目的 
中深度処分を対象とした「炉内等廃棄物の埋設に係る規制の考え方について」（平成 28 年 8

月原子力規制委員会決定）（以下「規制の考え方」という。）では、リスク低減の観点から人工

バリアの中でできるだけ多くの放射性核種を減衰させ、人工バリアから天然バリアへの漏出を

抑えることによって、生活圏への放射性核種の移行を遅らせることが適当であることから、人

工バリアには、放射性核種の漏出抑制機能を求めている。具体的には、少なくとも廃止措置の

開始までの期間（300～400 年）は、人工バリアによって廃棄物埋設地からの放射性核種の漏

出を抑制することを要求している。 
また、規制の考え方では、人工バリアから漏出した放射性核種の地下水等を介した生活圏へ

の移行については、天然バリアによって抑制することを要求しており、その際、人工バリアか

らの放射性核種の漏出について評価することを求めている。 
現在検討されている中深度処分施設の概念（図 2.3-1）においては、「低拡散層」と呼ばれる

セメント系の人工バリアの使用が想定されている。 
 

 
 

図 2.3-1 中深度処分における人工バリア等の概念図 
 
セメント硬化体は多孔質媒体であることから、漏出抑制性能を評価する上では物質移行空間

である細孔に着目する必要がある。この細孔は、材料設計、配合設計、施工（締固め、養生）

により生成したセメント水和物の有する空間の形態で決まり、水和進展のような内因的現象に

加えて、地下水との反応やベントナイト系人工バリア材などの隣接材料との反応といった外因

的現象によっても細孔構造が変遷する可能性がある。 
したがって、セメント系人工バリアの物質移行特性に係る長期的な性能を評価する上では、

使用材料や配合等の材料設計に加えて養生方法や維持管理方法を含む施工が、セメント硬化体

の細孔構造や細孔壁を構成する主たるセメント水和物であるケイ酸カルシウム水和物（C-S-
H）の結晶構造（C-S-H は結晶性に乏しい物質であることから、ここでは「C-S-H ゲル構造」

と呼ぶ。以下同様。）の長期安定性、すなわち初期状態（ここで「初期状態」とは、一般的に

セメントの強度が概ね発現することが知られている材齢 1～3 か月程度の状態をいう。以下同

様。）及び水和に伴う変遷（数年、数十年及びそれ以降の長期）に及ぼす影響についての知見

が必要である。 
そこで、以下の①～④に関する既往研究の調査を行った。なお、物質移行空間は、細孔の他

に骨材遷移帯、ひび割れ、初期欠陥、劣化空間等が存在するが、ここでは細孔に着目して調査

した。その他、セメント硬化体の細孔中における核種移行に影響を及ぼす核種収着性に関する

既往研究と、長期経過したセメント構造物の観察に係る既往研究についても調査した。主な文
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献の概要等を別表 2.3-1 に示す。 
 
①セメント硬化体の物質移行空間と細孔構造の形成について 
②使用材料及び配合と細孔構造の関係 
③施工による影響について 
④細孔構造や C-S-H ゲル構造の計測と評価 
⑤その他（核種収着性及び長期経過したセメント構造物の観察） 

 
さらに、セメント硬化体中の物質移動に関する評価モデルで構成される既往の計算コードに

ついて調査した。 
これらの調査結果を踏まえて、300 年を超えるセメント硬化体の長期性能評価を行う上での

課題を整理するとともに、これらセメント硬化体の長期安定性に関する既往の研究成果等をコ

ンクリートの長期性能評価に適用する際の課題についても整理した。 
 

2.3.2 既往研究の調査 
① セメント硬化体の物質移行空間と細孔構造の形成について 
セメント硬化体中の空隙は、社会基盤の土木建築分野では物質が移行する連行空隙と物質移

行に寄与しない独立空隙に大別できる。前者は、セメント水和物のゲル空隙や層間空隙、ま

た、振動締固めによる毛細管空隙の形成などがこれに当たる。一方、後者は練混ぜを効率的に

行うための空隙であり、エントラップドエアと空気連行剤（Air Entraining Agent；AE 剤）を

使用した場合に連行導入されるエントレインドエアがある（Mehta, 1986） (52)。これらの空隙

及び大きさは、図１に示すよう 1 nm レベルから 107 nm レベルまで 7 桁も差があり、細孔径の

小さい順にゲル空隙及び C-S-H 層間の結晶内空隙、毛細管空隙、エントレインドエア、エン

トラップドエアの 4 段階に分類している。セメント硬化体中において、放射性核種は連行した

空隙（以下「物質移行空隙」という。）を介して移行することから、毛細管空隙及びゲル空隙

並びに C-S-H 層間の空隙（以下「ゲル空隙等」という。）に着目することが重要と考えられ

る。 
一方、Mindess et al. (2002) (53)は、セメント化学として、セメント硬化体中に形成される細孔

及びその細孔径、並びにそれぞれの細孔の特性について表 2.3-1 のように整理している。表

2.3-1 には上述のゲル空隙等と毛細管空隙の範囲も併せて示した。表 2.3-1 より、「micro 
pore」、「small capillary」及び「medium pore」は、固相の表面張力が大きく、これらの細孔中の

水（以下「間隙水」という。）は、バルクの水と近い特性を有する「large pore」や「medium 
pore」中の水とは異なる特性を有していると考えられる。このような間隙水が存在する

「micro pore」、「small capillary」及び「medium pore」は、国際純正・応用化学連合

（International Union of Pure and Applied Chemistry; IUPAC）による分類ではメソスケール（2～
50 nm）と呼ばれる細孔径の空隙に相当する(54)。図 2.3-2 に、Jennings (2008) (55)によって提唱さ

れた C-S-H のメソスケールの空隙（以下「メソ空隙」という。）のイメージを示す。 
このように、特にメソ空隙の割合が多いセメント硬化体の場合は、その細孔構造が、物質移

行に対して物理的影響に加えて化学的な影響も与える可能性があるため、セメント硬化体中に

おける核種の収着特性を評価する際には、固相だけでなく間隙水の特性についても考慮する必

要がある。 
これまでに提唱されているメソ空隙構造のモデルと分析手法を表 2.3-2 に示す。 
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表 2.3-1 セメント硬化体に形成される細孔の径及び特性 

Pore  Diameter Role 
Properties 

affected 
Inter 
layer 

 
<0.5 nm 

Structural water 
involved in bonding 

Shrinkage, 
creep at all RH 

Micro 
pore 

 
0.5-2.5 nm 

Strongly adsorbed water; 
no menisci form 

 

Small 
capillary 

 2.5-10 nm 
Strong surface 
tension forces 

generated 

Shrinkage 
between 

50-80%RH 

Medium 
pore 

 
10-50 nm 

Moderate surface 
tension forces 

generated 

Strength, 
Permeability, 

Shrinkage 
at >80%RH 

Large 
pore 

 50 nm-10 μm 
Behave as 
bulk water 

Strength, 
Permeability 

Entrained 
air 

 0.1-1 mm  Strength 

 
 

 
図 2.3-2 Jennings (2008)による C-S-H のメソ空隙のイメージ 
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表 2.3-2 メソ空隙構造のモデルと分析手法 
著者 分析手法 対象、ねらい 

Allen et al. (1987) (56) 
Philos.Mag. B 

SANS（小角中性子散乱） 
C-S-H 粒子（”Globule”）と凝集体

（Globule Floc）の大きさ 
Jennings (2000) (57) 
Cem.Con.Res. 
Colloid Model-I 

SANS, SAXS（小角 X 線散

乱）, NMR, ガス吸着（N2、

H2O など） 
“Globule”の比表面積 

Jennings (2008) (4) 
Cem.Con.Res. 
Colloid Model-II 

SANS と SAXS の強度比 “Globule”の密度及び組成 

ガス吸着（H2O、N2） メソスケール空隙の再定義 

Jennings et al. (2015) (58) 
Cem.Con.Res. 

水蒸気吸着 
各空隙のサイズについて、吸着等

温線と照らして再検討 
 
②使用材料及び配合と細孔構造の関係 
現在検討されている中深度処分のセメント系人工バリア（低拡散層）のセメント材料及び配

合の一例(59)を表 2.3-3 に示す。低拡散層の候補材はフライアッシュセメントであり、膨張材等

の無機混和材料や化学混和剤等も含まれている。ここで膨張材とは、一般的にセメント硬化体

の収縮（自己収縮や乾燥収縮）による初期ひび割れの発生を抑制するために使用されるもので

あり、高性能 AE 減水剤とは、モルタルやコンクリートの充填性（流動性）の向上や、水セメ

ント比（W/C）の低減による耐久性向上のために使用されるセメント分散剤の一種である。 
 

表 2.3-3 検討されている低拡散層の材料及び配合の例※4 

W/C 
比 

W/B 
比 

単位量(kg/m3) 

W 
粉体 B  

セメント 混和材料 化学混和剤 骨材 

水 

セメント 
ポゾラン

物質 
膨張

材 
石灰石 
微粉末 

高性能 
AE 

減水剤 

空気量 
調整剤 

細骨材 

低熱ポル

トランド

セメント※

5 

フライ 
アッシュ

※6 
※7 ※8 ※9 ※10 ※11 

0.68 0.45 230 338 153 20 307   1279 
 

                                                      
※4 「上部低拡散材」配合より 
※5 太平洋セメント社大船渡産、密度 3.22 g/cm3、比表面積 3,490 cm2/g 
※6 フライアッシュⅡ種（東北発電工業）、密度 2.24 g/cm3、比表面積 3,800 cm2/g 
※7 改良型ハイパーエクスパン（太平洋マテリアル）、密度 3.04 g/cm3 
※8 宮城石灰工業製、密度 2.70 g/cm3、比表面積 5,140 cm2/g 
※9 マイティ 3000H（花王）: カルボキシル基含有ポリエーテル系化合物 
※10 フライアッシュ用空気量調整剤 マイクロエア 404(エヌエムビー): ポリアルキレングリコール誘

導体 
※11 石灰砕砂（八戸松館産）、密度 2.66 g/cm3、粗粒率 FM 2.70 
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②－１ フライアッシュ 

Si 及び Al を主成分とするフライアッシュは、セメントから溶脱した Ca との水和反応（以

下「ポゾラン反応」という。）によって Ca-Si 系又は Ca-Al 系水和物を生成する。 
山本ら(2006) (60)及び (2008) (61)は、拡散場を模擬した浸漬法による促進溶脱試験を行い、初

期の水和物組織に形成される孔径 20～200 nm 程度の毛細管空隙量が多くその空隙径が大きい

ほど CH 変質フロントの進行速度が高まることや、フライアッシュセメントにおいては CH の

消費と空隙充填による組織の緻密化をもたらすポゾラン反応が生じるため、CH 変質フロント

の進行速度が非常に小さくなることを確認している。さらに山本ら(2010) (62)は、OPC 硬化体

では CH 変質フロントに後続する形で C-S-H 変質フロントが形成されるのに対し、フライア

ッシュセメント硬化体では CH の変質フロントの進行が遅く、C-S-H 変質フロントと共存する

ことを確認している。このように、フライアッシュセメントの CH 変質フロントの進行が遅く

なることについては、半井ら(2005) (63)も、カルシウム溶脱現象のモデルを熱力学連成解析シス

テム（DuCOM）へ組み込んだ解析に基づいて指摘している。 
また、フライアッシュを混和した硬化体が緻密になることに関して、例えば Mehta (1981) (64)

や Mehta & Gjorv (1982) (65)は、フライアッシュのポゾラン反応に伴い、細孔径が 100 nm より

も大きな細孔の量が減少すると共に 100 nm 以下の細孔量は増加することを示している。小早

川ら(2001) (66)は、フライアッシュのポゾラン反応の進行に伴い、細孔径 3-10 nm の微細な細孔

量が多くなるとともに細孔径 10-50 nm の細孔量が減少することを示している。 
なお、フライアッシュのポゾラン反応は、フライアッシュからの Si 等の溶脱が Na 及び K

等のアルカリ金属による影響を受けることから水和初期には起きにくい。また、養生温度等に

よる影響も大きく、例えば佐藤ら(2017) (67)は、60℃の条件下であってもフライアッシュの反応

率は材齢約 180 日で 30％程度であることを報告している。 
須田ら(2014) (68)は、合成 C-S-H 及びエーライト（C3S）水和試料を用いた実験結果に基づ

き、C-S-H の Ca/Si 比が低下するとゲル空隙の量が増加することを報告しており、これは

Ca/Si 比の低下によって C-S-H の比表面積が増加するためと指摘している。さらに須藤ら

(2017) (69)は Ca/Si 比の低下による C-S-H の凝集構造の変化から、フライアッシュ等の混和材の

利用がセメント硬化体中の物質移行の抑制に有効であることを指摘している。 
千田ら(2011) (70)による水銀圧入法（MIP）を用いた普通ポルトランドセメント（OPC）※12と

フライアッシュセメント※13の硬化体の細孔径分布の測定結果によると、OPC の細孔径が主と

して 30 nm 付近に分布しているのに対し、フライアッシュセメントの細孔径の大部分は 5 nm
以下であり 10 nm 以上にはほとんど分布していない。 
また、安田ら(2002) (71)は、モルタルからのカルシウム溶脱による空隙率の増加を再現するた

めに、水／結合材比（W/B）を変化させたモルタル供試体により透水試験及び拡散試験を行っ

ている。その結果、MIP で測定した供試体は、貧配合による全空隙率の増加に伴い透水係数

やトリチウムの実効拡散係数（De）が増加することや、セメントの一部をフライアッシュ

（JISⅠ種）で置換（10-30 %）したフライアッシュ混合セメントにすることで、トリチウムの

De が一桁以上小さくなることを指摘している。 
 

                                                      
※12 水セメント比（W/C）＝0.35 

※13 低熱セメント：碧南火力発電所 II種フライアッシュ＝7：3、水セメント比＝0.35、FA反応率＝～

30％ 
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以上を踏まえると、フライアッシュを混和することによる物質移行特性の観点での主な効果

として、物質移行空間の緻密化が挙げられる。フライアッシュは、セメントに比べ比表面積が

大きく、いわゆる微粉であることから、セメント粉体の空間を真詰する細密充填できる点に加

え、ポゾラン反応により CSH 等の細密水和物を形成する化学的効果が期待できる。このよう

にセメント材料の設計及び配合設計によりセメント硬化体の緻密度は大きく変化することか

ら、性能評価するに当たっては、こうした材料設計等を評価することが必要である。 
 
②－２ 膨張材 
膨張材の混和率とセメント硬化体の細孔構造との関係について、盛岡ら(1998) (72)は、膨張材

混和率が高くなるほどセメント硬化体の積算空隙量が大きくなることや、0.1～数 μm 程度の

毛細管空隙が増大することを報告している。 
また、盛岡ら(1999) (73)は、膨張材を混和したセメント硬化体の空隙率は毛細管空隙の増加を

伴い大きくなることから、膨張材水和物が毛細管空隙を形成しながら膨張現象をもたらすと推

察している。 
なお、膨張材は、セメント水和物の体積膨張による効果を狙ったものであるため、膨張材の

組成や構造体としての外部拘束の有無等によりその膨張効果は変化するため、膨張材使用の場

合は、こうした点を考慮した評価が必要となる。 
 
②－３ 有機化学混和剤 
現行のコンクリートは、様々な混和材料を混和することが一般的となっていることから、練

混ぜ効率化の観点で有機化学混和剤は必要不可欠な材料である。有機化学混和剤には、セメン

ト粉体の界面活性作用を期待する減水剤、練混ぜ時の空砲によるボールベアリング効果を期待

する AE 剤など目的に応じて添加される。近年では、高強度化に伴う粉体量の増加や高流動

性、材料分離抑制などの施工要件に基づき高性能 AE 減水剤が一般的に用いられる傾向にあ

る。 
高性能 AE 減水剤がセメント硬化体の細孔構造や C-S-H ゲル構造へ及ぼす影響に関して、坂

井ら(2003) (74)は、リグニンスルホン酸塩及びナフタレン系分散剤を添加したセメント硬化体が

材齢 28 日以降において同様な細孔構造を示すものの、ポリカルボン酸系分散剤を添加した場

合に比べて 0.1μm 以上の空隙が多く存在していることを確認している。さらに、ペースト粘

度が等しい場合であってもセメント硬化後の細孔構造が変化していることから、ペーストの流

動性に関連する自由水や拘束水量は同じと想定される場合でも、分散剤の分散機構の相違によ

り凝集構造が変化していると推定している。  
杉山ら(2002) (75)は、特にポリカルボン酸系分散剤を添加すると、無添加の場合と比較して細

孔分布は類似しているにもかかわらず、その構造は全く異なったものとなることを報告してい

る。これは、混和剤を添加しない場合は分散が不十分なためにセメント粒子が凝集し一体化し

緻密化しているのに対し、ポリカルボン酸系分散剤を使用することで１次粒子まで分散し、さ

らに微細な針状結晶（エトリンガイト系水和物）が多量に生成することにより緻密化したこと

が原因としている。 
 
②－４ その他 
表 2.3-3 に示した混和材料のうち、石灰石微粉末は一般に高流動化を実現するために材料分

離抑制のために混和される。特に若材齢において圧縮強度の上昇に寄与することが知られてい
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るが(76)、水和不活性とされている(77)。一方、石灰石微粉末を添加すると硬化体の Ca/Si 比は見

かけ上上昇するが、この Ca/Si 比によりセメント特性の評価を行う場合には、水和に寄与しな

い鉱物であることから、硬化体中に生成する C-S-H の組成の評価に必ずしも反映されないこ

とについて留意が必要と考える。 
 
③施工による影響について 
石垣ら(2012) (78)は、コンクリートの打込み時に発生する材料分離現象であるブリーディング

が発生したセメント硬化体の細孔構造について、電子顕微鏡と低温示差走査型熱量計を用いて

定量的に評価し、細孔構造の特性を電気伝導度から検討している。その結果、ブリーディング

によって打設方向上部にかけて増加する空隙は毛細管空隙であり、それ以下の径の空隙形成に

はほとんど影響を及ぼさないことを明らかにしている。ただし、ブリージングは、締め固め時

の水の動きに大きく影響するため、毛細管空隙の形成や打設方向などの施工条件によって影響

を受けることを示している。 
養生条件に関して、黒澤ら(2011) (79)は、測定前試料を乾燥させない手法を用いて、乾湿繰り

返しや乾燥による硬化セメントペースト中の C-S-H ゲル構造の変化を調べている。示差走査

型熱量計（DSC）を用いたサーモポロメトリーの解析結果から、乾湿繰り返しや乾燥により直

径数 nm～10 nm の細孔量が減少し、10～100 nm の細孔量が増加することを報告している。さ

らに、29Si MAS-NMR の結果から、水中養生試料に比べて乾湿繰り返しや乾燥を行った試料

ではシリケートアニオン鎖の平均鎖長の伸展が確認されている。この原因として、乾燥による

脱水でシリケートアニオンが縮重合し、それに伴う Globule（C-S-H 粒子）の層間の緻密化に

よって C-S-H ゲル構造が変化した可能性を指摘している。 
Doyeon ら(2003) (80)は、W/C 比 50％のコンクリート試験体を用いて、水中養生（20℃）、気

中養生（20℃、60％）、封緘養生（20％）を 28 日間実施し、28 日目におけるコンクリート深

さごとの細孔構造を調べている。その結果、養生条件によってコンクリート中の細孔構造が異

なっていることや、水中養生では深さにかかわらず均一な空隙構造が形成されているのに対

し、封緘養生では若干、気中養生では比較的大きな深さ方向の細孔構造の不均一性が確認され

ている。 
 
④細孔構造や C-S-H ゲル構造の計測と評価 
ここでは主にセメント硬化体の細孔及び細孔壁を構成する C-S-H ゲル構造を計測・評価す

るための方法について整理した。 
 
④－１ セメント硬化体の細孔構造の計測及び評価方法 
空隙直径 100 μm 程度までのエントレインドエアレベルの空隙については、光学顕微鏡法

（修正ポイントカウント法、リニアトラバース法、画像処理法）、それ以下の空隙直径レベル

では、水銀圧入式ポロシメータ―法（MIP）（対象：400 μm～30 Å）や水蒸気又は窒素吸着法

（BET）（対象：0.2 μm～2.5 Å）による分析の対象となる。 
このうちメソ空隙の分析を対象としている MIP 法と BET 法の測定原理及び問題点を表 2.3-

4 及び表 2.3-5 に示す。 
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表 2.3-4 MIP の測定原理及び問題点 

測定 
原理 

水銀は表面張力が大きいため、対象試料の微細空隙中に入ることはないが、

圧力をかけることで、細孔に圧入される。その特性を用いて、段階的に圧力を

増加させ、各段階で圧入された細孔量を測定することで細孔径分布を求めるこ

とができる。(土木学会 353 委員会成果報告書 2018) (81) 

問題点 

・試料の前処理方法によって得られる結果が異なるため、絶対評価には向

かない。同条件（前処理方法、試料サイズなど）で測定した場合、再現性が

高いため、相対評価は可能。(土木学会 353 委員会成果報告書 2018) 
・測定は 3 nm～500 μm 程度の広範囲を測定可能であるが、3 nm 以下の測

定ができない。必要に応じてガス吸着法と合わせて測定した方がよい。(土
木学会 353 委員会成果報告書 2018) 
・測定に際し、試料を乾燥させる必要があるが、適度の乾燥を施した場

合、水和物が変質し、細孔量が増加するため、乾燥条件には留意する必要が

ある。(土木学会 353 委員会成果報告書 2018) 
・骨材を除くため、遷移帯の情報を得ることができない。(土木学会 353

委員会成果報告書 2018) 
・円筒形の細孔を仮定して細孔径分布を導出するが、インクボトル型の空

隙によってヒステリシスが生じる。(Lowell, et al.1981) (82) 
・脆弱な試験体の場合の測定時の圧入圧による組織破壊や、インクボトル

効果によって空隙量を過大に評価している可能性がある。(湊 2011(83)、黒澤

ら 2011、永谷ら 2011(84)) 
・測定前に試料を乾燥させなければならない。(黒澤ら 2011) 

 
 

表 2.3-5 BET の測定原理及び問題点 

測定 
原理 

・粉体粒子の表面に吸着占有面積が既知のガス分子を吸着させ、その量か

ら試料の比表面積を求める。(土木学会 353 委員会成果報告書 2018) 
・さらに、試料表面にガス分子が何層も吸着していくうちに、細孔中にガ

ス分子が凝縮し気体から液体に変化する。凝縮が生じたときの圧力値は、細

孔の大きさと相関があること、ガス分子の吸着量の伸びは細孔の内容積に比

例することを利用して細孔分布を求める。(土木学会 353 委員会成果報告書 
2018) 

問題点 
・吸脱着過程でヒステリシスが生じる。(セメント協会 2018) 
・解析には毛管凝縮のモデルが必要。(セメント協会 2018) 
・測定前に試料を乾燥させなければならない。(黒澤ら 2011) 
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④－２ セメント硬化体の C-S-H ゲル構造の計測及び評価方法 
セメント水和物のうち 40～60 ％の体積を占める C-S-H は非晶質が多くを占めるが、C-S-H

の生成情報として、シリカ成分が形成する "Si-O-Si" というシロキサン結合の結合状態を測定

するシリケートアニオンの形態分析を行う手法がある。現在、シリケートアニオンの形態分析

において主流となっている 29Si-固体高分解能核磁気共鳴 (NMR スペクトル)法及びトリメチル

シリル誘導体化法(TMS 法)がある。 
このうち NMR スペクトル法及び TMS 法の測定原理及び問題点を表 2.3-6 及び表 2.3-7 に示

す。TMS と NMR はいずれも C-S-H の結晶構造のうちケイ酸の鎖長を調べるための分析方法

として用いられ、TMS は単量体、二量体、三量体等の C-S-H のケイ酸鎖長分布を測定するこ

とができる。これに対して 29Si-NMR は、Si の化学結合状態として 0 配位（Q0）、1 配位

（Q1）、2 配位（Q2）等の構造を示すシグナルを検出することができる。 
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表 2.3-6 NMR 法の測定原理及び問題点 

測定 
原理 

原子核を静磁場の中に入れて核スピンの共鳴現象を観測することによって、

測定対象の原子核の化学的環境を測定する。測定条件は液体と固体とに大別さ

れ、セメント系材料に対しては一般的に固体条件が用いられる。主に測定対象

となる原子核は 29Si、27Al、1H 等。(土木学会 353 委員会成果報告書 2018) 

問題点 

・全ての原子核が測定対象とはならない。例えば 40Ca は核磁気共鳴を起

こさない核であるため、同位体である 43Ca が測定対象となるが、43Ca は天

然存在比が著しく低く強力なマグネットで長時間測定する必要がある。(土
木学会 353 委員会成果報告書 2018) 
・基本的にペーストを対象とした測定であるため、モルタルやコンクリー

トを対象とした場合には骨材に由来する信号が主に検出される可能性があ

る。モルタルやコンクリート中のペースト部の情報を得るためには、重液分

離法などによってペーストのみを分離する必要がある。(土木学会 353 委員

会成果報告書 2018) 
 
 

表 2.3-7 TMS 法の測定原理及び問題点 

測定 
原理 

シリケート（ケイ酸）を構成するシロキサン（－O－Si－O－）結合の鎖長

は直接分析できないが、末端の金属イオンを加水分解し水酸基（－OH）にし

た上で、トリメチルシリル（TMS）基（－O－Si－(CH3)3）に変換することで

有機物化できる。その際、元のシロキサン鎖の鎖長を保ったまま誘導体化でき

るため、クロマトグラフ等にて鎖長分布の直接定量が可能となる。(土木学会

353 委員会成果報告書 2018) 

問題点 

・TMS 誘導体の分子量より、ガスクロマトグラフでは 6 量体程度までが

限界。これより長鎖タイプのものは GPC（液体クロマトグラフ）により測

定可能。(土木学会 353 委員会成果報告書 2018) 
・単純鎖タイプのシリケートのみにしか対応できず、二重鎖タイプやシー

ト状、3 次元網目状のシリケートについては分析不可。よって、過度な炭酸

化を受けたセメントや水中養生による過度な Ca 溶脱変性体については、部

分的な情報しか得られない。(土木学会 353 委員会成果報告書 2018) 
・TMS 誘導体化反応によって Al－O－Si は切断されるため、Al の固溶に

よるものと水和進展によるものとの区別がつかない。 
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フライアッシュには Si の他に Al も含まれていることから、フライアッシュセメント硬化体

中には C-S-H の他に C-A-S-H も生成する。NMR スペクトル法及び TMS 法によってフライア

ッシュセメント硬化体中の C-S-H や C-A-S-H の構造を調べようとした場合、TMS 誘導体化反

応によって Al-O-Si は切断されるため、Al の固溶によるものと水和進展によるものとの区別が

つかないという問題がある。例えば、図 2.3-3 のような場合、 
・左図の状態でのモル分率：単量体= 1/3、2 量体 = 1/3、3 量体 = 1/3 で平均重合度は 2 
・右図の状態でのモル分率：単量体= 1/4、2 量体 = 2/4、3 量体 = 1/4 で平均重合度は 2 

となり、結果として左図と右図の状態での平均重合度は同じになる。 
 

 
図 2.3-3 シリケートアニオン（SiO4四面体鎖）の鎖長分布のイメージ 

 
実測例として、GEMS により CSH 生成量を同じにした配合により作製した 2 種類のセメン

ト硬化体（TC45 と TCFA51。表 2.3-8 にそれぞれの試料のセメント反応率や水和物の生成量等

についての分析結果を示す）についての TMS による測定結果を表 2.3-9 に示す。このうち

TC45 は、セメントの原材料に廃棄物起源を使用せず、かつ後添加としての不純物をできるだ

け含まない純粋原材料のみを用いたセメントを W/B 比 45 %で練り混ぜ、20℃で養生したペー

スト供試体である。もう一方の硬化体 TCFA51 は、TC45 をベースに 30 mass %のフライアッ

シュを混和したものであり、熱力学的相平衡計算 GEMS (the Gibbs free energy minimization 
program) を用い、完全水和した状態での 4 種類の C-S-H（Ca/Si=2.25, 1.33, 1.25, 0.67）のトー

タルの体積（vol.%）が理論上で TC45 と等しくなるように W/C 比を 51％に調整し、TC45 と

同じ 20℃で養生したものである。 
表 2.3-9 より、TMS での試験結果では、材齢 28 日と 91 日の TC45 を比較すると、材齢が長

くなるに伴い単量体の割合が減少し、2 量体の割合が増大していることが分かる。セメントの

反応率を調べた結果、TC45 のエーライト（C3S）は材齢 28 日でほぼ 100 ％反応していたが、

ビーライト（C2S）の反応率は材齢 28 日で約 30％、材齢 91 日で約 50％であった。このこと

から、TC45 は材齢 28 日以降も水和反応が進展しており、これに伴い C-S-H の鎖長も伸展し

たことが推察される。 
一方、TCFA51 については、TC45 で見られたような材齢に伴う鎖長の進展は表 2.3-9 からは

認められない。これは、TCFA51 には C-S-H だけでなく有意な量の C-A-S-H が生成している

と推察されるものの、フライアッシュのポゾラン反応が進展していないことからこれらのデー

タだけでは判断はできない。 
そこで、TCFA51 について Si-NMR を用いて分析した結果を表 2.3-10 に示す。表 2.3-10 に

は、Si の化学結合状態に関する各配位のシグナル強度に加えて、これらシグナル強度と C-S-H
の平均の鎖長（mean chain length； MCL）との関係式として Richardson (2014) (85)が提唱した式
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2.3-1 から計算した C-(A)-S-H の MCL を併記している。 
 

MCL = 2{Q1+Qp2+Qb2 + 3/2Q2(1Al)}/Q1 （式 2.3-1） 
 
表 2.3-10 の結果から、TCFA51 の C-(A)-S-H の MCL が材齢に伴って伸展している傾向を確

認することができる。式 2.3-1 は、single chain で、かつ一つの chain につき Q1 が 2 つなど、い

くつかの条件が成立することを前提としているため、このような前提を理解した上で使用する

必要があるが、NMR による測定を TMS 法と併用することは、C-(A)-S-H の構造を理解する上

で有効と考える。 
 

表 2.3-8 TC45 と TCFA51 についての各種反応率及び水和物生成量 
 TC45 TCFA51 

材齢 28day 91day 28day 91day 
C3S 反応率 99.6 99.1 97.0 99.9 
C2S 反応率 33.2 48.1 46.7 60.3 

セメント反応率 82.3 85.4 77.3 89.5 
FA 反応率 － － 3.65 19.3 

C-S-H 生成量 55.1 56.3 37.9 45.9 
CH 量 15.7 16.7 10.6 10.5 

 
 

表 2.3-9 TMS による分析結果 

mol% 
単 
量体 

2 
量体 

3 
量体 

4 
量体 

5 
量体 

6 
量体 

平均 
重合度 

TC45 
28day 33.2 50.5 6.0 4.0 5.8 0.6 2.00 
91day 10.7 74.3 8.0 3.7 2.9 0.3 2.15 

TCFA51 

28day 
(FA 反応<5%) 

19.6 61.0 7.1 4.7 6.9 0.7 2.20 

91day 
(FA 反応≒20%) 

23.4 65.3 6.1 2.9 2.1 0.1 1.96 

 
 

表 2.3-10 Si-NMR による分析結果 

 

  

mol% Q1 Q2b(1Al) Q2p(1Al) Q2b Q2p MCL 

TCFA51 

28day 
(FA 反応<5%) 

35.2 8.2 19.3 10.8 26.5 6.5 

91day 
(FA 反応≒20%) 

28.9 3.7 23.6 9.6 34.3 7.9 



 - 2-59 - 

松井(2015) (86)はセメント硬化体についての最新の分析技術を用いた解析例を紹介しており、

その中で留意すべき点として以下のことを指摘している。 
・C-S-H のナノ構造は変化しやすく、その解析には十分注意を要する。 
・C-S-H の合成方法について、試薬からゾルゲル法で沈殿生成した C-S-H とセメントの水和

時に生成する C-S-H は、その構造が本質的に異なることに注意を払う必要がある。例え

ば、試薬合成した C-S-H は、X 線回折において（002）底面反射が認められることが多く

合成時の pH によって層間距離も変化する。一方、セメントあるいは C3S の水和から生成

した C-S-H には底面反射に由来するピークが認められない。 
・したがって、過去の研究報告を検証する際には、分析対象とした C-S-H の合成方法や前

処理などの実験方法を吟味することが重要である。 
 
⑤その他 
⑤－１ セメント硬化体の核種収着性 
炉内等廃棄物の中深度処分における安全評価上で主要な核種の一つである C-14 のセメント

系材料への収着に関連する知見として、野下ら(1997) (87)は、バッチ法によるセメントへの無機

C-14 (CO3
2-)の Kd 測定試験を行い、C-14 はセメント構成成分である SiO2と CaO の反応生成物

に静電的に吸着されることを指摘している。これは、マイナスに帯電した SiO-が Ca2+と反応

し正に帯電した C-14 吸着サイト(SiO-Ca+) が生成されたことによるものとしている。Co-60 や

Am-241 についても C-14 と同じくセメント中の SiO2と CaO の反応生成物に収着し、Cs-134 は

陽イオンとしてセメント中の SiO-に静電的に収着することを指摘している。 
このように、セメント硬化体中の C-S-H 等の水和物で構成される空隙表面電位は、セメン

ト硬化体中のイオンの収着に影響を及ぼす可能性がある。表面電位は直接測定することができ

ないため、表面電位を近似的に表すことができるゼータ電位による評価が行われている。ゼー

タ電位は、物質の種類、共存溶液、溶液温度によって異なる値をとることが知られており、こ

のうちセメント硬化体中における物質の種類とは各種水和物、共存溶液とは細孔中の溶液（以

下「細孔溶液」という。）と考えることができる。 
金沢ら(2012) (88)は、細孔溶液組成、水和物の種類と生成量及び溶液温度がセメント硬化体に

及ぼす影響について検討を行うとともに、硬化体の細孔溶液を抽出し、そのイオン組成を模擬

した溶液中でセメント硬化体を構成する各種水和物のゼータ電位を測定し、セメント系硬化体

中のゼータ電位の推定を試みている。その結果、溶液温度が変化すると各種水和物の溶解度が

変化し、それに伴って溶液組成も変化することによってゼータ電位が変動することや、特に液

相中の Ca2+濃度がセメント硬化体のゼータ電位に対して支配的な影響を及ぼすことを指摘し

ている。 
湊ら(2015) (89)は、C-S-H や C-S-H に Al が固溶した C-A-S-H を合成し、Al の固溶が Cs の収

着特性に与える影響について、核磁気共鳴（NMR）測定を用いた検討を行っている。その結

果、Al が C-A-S-H 中の Si にブリッジングし、ブリッジングした Al は Cs を帯同することによ

り Cs の収着量が増加することや、C-S-H に Al が固溶することでゼータ電位がプラスとなるこ

とを指摘している。 
 
⑤－２ 長期経過したセメント構造物の観察 
実在する長期間水に接していたコンクリート構造物の溶解変質状況を分析した研究として、

横関ら(2002) (90)は、34～104 年間地下水中又は水に接し、Ca の溶出作用を受けたコンクリー

トの実態調査と数値解析により溶出メカニズムや変質程度についての検討を行っている。34
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年から 104 年経過した 9 種類の実構造物調査結果から、経過年数に伴い変質深さがほぼ直線的

に増加し、CH については 100 年で数 10 mm 以下、C-S-H については 10 mm 以下であること

が示されている。安田ら(2002)(20)は、長期間水と接していたコンクリート構造物であるダムや

水道設備、河川堰のコンクリートコア試料の CaO 濃度と空隙率についての調査結果から、Ca
溶出率の増加に伴いコンクリートの空隙率が線形に増加することを指摘している。 
佐藤ら(1999) (91)は、30％フライアッシュ混合中庸熱ボルトランドセメントを用いて施工され

た材齢 34 年を経た池原ダムより採取したコンクリートの硬化体組織の解析と物性評価を行っ

ている。コンクリート中のフライアッシュ粒子の内部には 5 μm 程度の反応層が形成され、ポ

ゾラン反応の進行が著しく、CH はポゾラン反応によりほとんどが消費されていた。C-S-H の
Ca/Si モル比は 1.2〜1.6 であり、フライアッシュの反応率は約 70％と推定している。コンクリ

ート中の径 50 nm 以上の空隙量は少なく、密実な硬化体を形成していたと報告している。 
佐藤ら(1999)の報告の 5 年後に、小早川ら(2004) (92)は同一ダムのコンクリートを用いてフラ

イアッシュのポゾラン反応に着目した調査・実験を行い、再現実験における積算温度と反応

率の関係及び EPMA によって定量した Ca/Si 元素モル比と反応率の関係より、材齢 34 年を経

た池原ダム試料中のフライアッシュ反応率は 50 %強であると推定している。また、フライア

ッシュのポゾラン反応による水和生成物には、フライアッシュから溶出した A1 元素が取り込

まれ、Ca/Al モル比が 8～10 付近の水和物（C-A-S-H）が生成していることを EPMA による面

分析の結果から示している。この水和生成物の Si/Ca モル比及び A1/Ca モル比は、反応率の増

加とともに増大することが確認されている。 
さらにその後、石川ら(2017) (93)は、材齢 50 年を経た池原ダムの供試体から採取した試料中

のフライアッシュの反応率が 57.4％であったことを報告しており、一般的なフライアッシュの

ガラス相の割合を仮定すると約 70～80％程度ポゾラン反応が進行しているものと推察してい

る。また、重液分離後の浮遊物の熱重量分析の結果から、供試体中に CH はほとんど存在して

いないとしている。供試体から採取したモルタル部分には直径 20 nm 程度以下の微細な細孔

しか存在しておらず、非常に緻密な細孔構造を有していることに加え、電気泳動法により得

た塩化物イオンの De の平均値として 0.09cm2/year（2.85×10-13 m2/s）という値を報告してい

る。 
関ら(2013) (94)は、1913 年に建設された愛知県名古屋市の配水池躯体の無筋コンクリートの

Ca 溶脱について分析調査を行っている。建設から 98 年経過した時点で水道水（流水）と接し

ていた配水池躯体表面（隔壁）コンクリートの溶脱深さは 26 mm であり、建設から約 35 年外

気に接した後、配水池全体が埋め戻されてからの約 63 年は地盤と接していた配水池躯体の側

壁地盤側（側壁）コンクリートの溶脱深さは 36 mm であった。大正初期のセメントの鉱物組

成と炭酸化深さを考慮することで、溶脱による Ca の分布を解折により精度良く再現できるこ

とが示されている。 
この他、供用後数十年程度以上経過したセメント構造物等に関する知見としては、小樽築港

時の供試体や構造筒の調査などの 100 年程度経過した構造物に加えて、近代ポルトランドセメ

ントとは異なるが数千年経過した、いわゆる“Roman コンクリート”に関するもの(例えば(95)(96))
が挙げられる。 
 

2.3.3 評価モデルに関する調査 
中深度処分におけるセメント系人工バリアの性能評価研究において、セメント系材料内での物

質移動をモデル化し、長期間の核種移行を数値的に解析するシミュレーションによる手法は有

効な手段の一つである。既往研究により、セメント系材料中での物質移動現象がモデル化さ
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れ、いくつかの解析プログラムが示されている。ここでは①DuCOM、②LIFE D.N.A.、③MC-
BUFFER を対象として調査した。 
図 2.3-4 に①～③の各解析プログラムの物質移動に関するモデル化についてまとめた。ま

た、各解析プログラムの対象範囲と適用元素について表 2.3-11 にまとめた。 

 
 

図 2.3-4 各解析プログラムの物質移動に関するモデル化のまとめ 
 
 

表 2.3-11 対象範囲と適用元素 
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以下に、各解析プログラムのモデルの詳細について示す。 
 
① DuCOM（東京大学） 
DuCOM は、コンクリートの材料特性を任意の配合・養生条件および環境条件に対して定量

的に評価することを目的に開発された連成解析プログラムである。セメント硬化体内の微視的

挙動である(1)水和反応の進展、(2)空隙構造の形成、(3)水分移動・平衡をモデル化している

（図 2.3-5）。物質移動現象の解析への適用は、これまでに、主に実験室スケールの試験体に対

して行われている。例えば、ブロック状モルタル試験体（40 mm 立方体）を用いたイオン交

換水浸漬試験（12 カ月）(97)(98)(99)やペースト硬化体（40 mm 立方体）を用いた塩化ナトリウム

水溶液長期浸漬試験（4 年間）の結果解析(33)(100)がある。  

 
図 2.3-5 DuCOM（熱力学連成解析システム）の計算フロー(101)(102)(103) 

 
水和の進展、空隙構造モデル及び水分移動モデルに関して、米田(2015)(52)は以下のようにま

とめている。 
 
(1)水和の進展 
水和反応の進展は、エーライト、ビーライト、アルミネート相、フェライト相のクリンカー

鉱物と、高炉スラグ及びフライアッシュの反応を基本単位とし、それぞれの水和反応熱を考え

ることで、任意の粉体組成に対して水和反応過程を追跡することを可能としている。単位体積

当たりのコンクリートの全発熱速度は次式で与えられる。 
 

𝐻𝐻 = �𝑝𝑝𝑖𝑖𝐻𝐻𝑖𝑖 

 
H: セメント全体の発熱速度 
Hi: 鉱物 i の単位質量当たりの発熱速度 
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   pi: 鉱物 i の組成質量比 
 
各鉱物の発熱速度の温度依存性は, アレーニウス則に従うと仮定し、温度一定条件下での発

熱速度 Hi,T0と反応の温度依存性を表す温度活性-Ei/R の二つの材料特性値によって表現され

る。 
 

𝐻𝐻𝑖𝑖 = 𝛾𝛾𝑖𝑖𝛽𝛽𝑖𝑖𝜆𝜆𝑖𝑖𝜇𝜇𝑖𝑖𝑠𝑠𝑖𝑖𝐻𝐻𝑖𝑖,𝑇𝑇0(𝑄𝑄𝑖𝑖) �
𝐸𝐸𝑖𝑖(𝑄𝑄𝑖𝑖)
𝑅𝑅

�
1
𝑇𝑇
−

1
𝑇𝑇0
�� 

𝑄𝑄𝑖𝑖 ≡ �𝐻𝐻𝑖𝑖𝜌𝜌𝑑𝑑 

 
Ei: 鉱物 i の活性化エネルギー 
R: 気体定数 
Hi,T0: 基準温度 T0における鉱物 i の基準発熱速度 
Qi: 積算発熱量、γi: 初期水和発熱過程におけるフライアッシュ及び有機混和剤による遅

延効果を表す係数、 
βi: 自由水の減少による発熱速度の低減を表す係数 
λi: 液相中の水酸化カルシウム量に依存した高炉スラグ及びフライアッシュの発熱速度を

表す係数 
μi: ポルトランドセメントの鉱物組成の相違によるエーライト及びビーライトの発熱速度

の変化を表す係数 
si: 粉末度の相違による基準発熱速度を表す係数 

 
ただし、反応の相互依存性を表現する γi, βi, λi, μi, siの各係数について、複数の係数が 1.0 未

満となるときは、最も小さい係数により発熱速度の低減率が与えられる。 
 
時刻 t における水和度 Ψ(t)は、セメントの発熱総量 Q(t)とセメント鉱物種と量に固有の最終

発熱量 Q∞の比として定義され、0~1 の無次元量である。 
 

𝛹𝛹(𝑑𝑑) =
𝑄𝑄(𝑑𝑑)
𝑄𝑄∞

 

 
(2)空隙構造形成モデル 
空隙構造形成モデルでは、練り混ぜ直後における初期の結合材粒子の空間分布について、セ

メントペーストが平均代表半径 r0を有する結合材粒子から構成されると仮定し、結合材粒子

間の平均間隔 s を次式で表している。 
 

s = 2𝑟𝑟0 ��𝐺𝐺0�1 + 𝜌𝜌𝑝𝑝𝜔𝜔0��
1/3 − 1� 

𝐺𝐺0 = 0.79 �
𝐵𝐵𝐵𝐵
350

�
0.1

   (𝐺𝐺0 ≤ 0.91) 

ρp: 結合材粒子の比重、ω0: 水粉体比[kg/kg]、BF: 粉体のブレーン値 
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結合材粒子の中心間平均間隔を l としたとき、結合材粒子は外部に向かって自由に析出可能

な体積 l3の空間を有すると仮定している（図 2.3-6）。解析における取り扱いを容易にするた

め、立方体で表される析出可能空間は、半径 reqの球体に置換される。 

𝑟𝑟𝑒𝑒𝑒𝑒 = �
3

4𝜋𝜋
�
1/3

∙ 𝑙𝑙 = 𝜒𝜒 ∙ 𝑙𝑙 

ここで、外部へ析出可能な厚さを δmaxとすれば、req=r0+δmaxとなる。 

 
図 2.3-6 結合材粒子の初期空間配置 (50)(51)(104) 
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水和反応の進行に伴って形成される空隙を、毛細管空隙、ゲル空隙、層間空隙に分類してい

る（図 2.3-7）。毛細管空隙は、セメント粒子外部に形成された C-S-H ゲル粒子や水酸化カルシ

ウム結晶で占められていない空間である。ゲル空隙は C-S-H ゲル内部に形成された空隙であ

り、層間空隙は、C-S-H ゲルの相と層の間に水分子一つ分の空間を持つものとして仮定されて

いる。 

 
図 2.3-7 空隙構造の分類(52) 
本モデルでは、水和度と単位水和粉体重量あたりの化学的結合水の量を用いて、次式により

水和生成物（ゲル粒子）の体積 Vs[m3/m3]が計算される。 

𝑉𝑉𝑠𝑠 =
𝛹𝛹 ∙ 𝑊𝑊𝑝𝑝

1 − 𝜑𝜑𝑐𝑐ℎ
�

1
𝜌𝜌𝑝𝑝

+
𝛽𝛽
𝜌𝜌𝑢𝑢
� 

ここで、Ψ: 平均水和度、Wp: 単位セメントペースト体積あたりの粉体質量[kg/m3]、φch: 水
和物保有空隙率、ρp: 粉体密度[kg/m3]、β: 単位水和粉体重量あたりの化学的結合水の量

[kg/kg]、ρu: 結合水の密度（=1.25×103[kg/m3]）である。 
 
式で求められるゲル粒子の体積より、毛細管空隙率、ゲル空隙率、層間空隙率が次式で計算

される。 

𝜑𝜑𝑐𝑐𝑝𝑝 = 1 − 𝑉𝑉𝑠𝑠 − (1 −𝛹𝛹)�
𝑊𝑊𝑝𝑝

𝜌𝜌𝑝𝑝
� 

𝜑𝜑𝑔𝑔𝑔𝑔 = 𝜑𝜑𝑐𝑐ℎ𝑉𝑉𝑠𝑠 − 𝜑𝜑𝑔𝑔𝑙𝑙 

𝜑𝜑𝑔𝑔𝑙𝑙 = �
𝑑𝑑𝑤𝑤𝑠𝑠𝑔𝑔𝜌𝜌𝑠𝑠

2
�𝑉𝑉𝑠𝑠 

ここで、φcp: 毛細管空隙率、φgl: ゲル空隙率、φlr: 層間空隙率、tw: 層間空隙の厚さ（=2.8 
Å）、sl: 層間空隙の固有表面積[m2/kg]、ρs: ゲル粒子の乾燥密度[kg/m3]である。ゲル粒子の保

有空隙率 φchは、30℃以下で 0.28、30℃から 60℃までは線形に低下し、60℃以上で 0.20 をと

るパラメータとして温度依存性が考慮されている(46)。層間空隙の固有表面積 slとゲル粒子の

乾燥密度 ρsはそれぞれ次のように表される。 
𝑠𝑠𝑔𝑔 = 510𝑓𝑓𝑝𝑝𝑐𝑐 + 1500𝑓𝑓𝑠𝑠𝑔𝑔 + 3200𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓 

𝜌𝜌𝑠𝑠 =
𝜌𝜌𝑝𝑝𝜌𝜌𝑢𝑢(1 + 𝛽𝛽)(1 −𝜑𝜑𝑐𝑐ℎ)

(𝜌𝜌𝑤𝑤 + 𝛽𝛽𝜌𝜌𝑢𝑢)  

ここで、fpc、fsg、ffaはそれぞれポルトランドセメント、高炉スラグ微粉末、フライアッシュ
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の粉体全体中における質量比である。 
水和生成物の空隙率は、内部生成物の空隙率 φchから外部生成物の最外殻部の空隙率 φuまで

分布すると仮定している（図 2.3-8）。隣接する粒子の外部生成物が相互に接触する前は φu=1.0
をとり、接触後は φuが減少することで粒子間の相互作用を考慮している。 

 
図 2.3-8 水和進行に伴う空隙構造形成(52) 
 
水和反応の進行で形成される全体の空隙構造は、細孔分布密度関数(105)を用いて毛細管空隙

率、ゲル空隙率、層間空隙率の和として表現している。 
 

𝜑𝜑(𝑟𝑟) = 𝜑𝜑𝑐𝑐𝑝𝑝𝑉𝑉𝑐𝑐𝑝𝑝(𝑟𝑟) + 𝜑𝜑𝑔𝑔𝑔𝑔𝑉𝑉𝑔𝑔𝑔𝑔(𝑟𝑟) + 𝜑𝜑𝑔𝑔𝑙𝑙 
 
ここで、r: 空隙半径、Vcp(r): 毛細管空隙に対して細孔径分布を規定する関数、Vgl(r): ゲル空

隙に対して細孔径分布を規定する関数である。Vcp(r)、Vgl(r)は Raleigh-Ritz 分布関数を仮定し、

それぞれの空隙 i に対して以下のように定義されている。 
 

𝑉𝑉𝑖𝑖(𝑟𝑟) = 1 − exp(−𝐵𝐵𝑖𝑖𝑟𝑟) 
𝜌𝜌𝑉𝑉𝑖𝑖(𝑟𝑟) = 𝐵𝐵𝑖𝑖𝑟𝑟exp(−𝐵𝐵𝑖𝑖𝑟𝑟)𝜌𝜌 ln 𝑟𝑟 

 
ここで、Bi: 関数形状を決定するパラメータ[1/m]であり、対数軸において 1/Biが細孔径分布

の空隙ピーク径を表す。パラメータ Biは、毛細管空隙およびゲル空隙のそれぞれの表面積 Si

より、次式に従って算出できる。 
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𝑆𝑆𝑖𝑖 = 2𝜑𝜑𝑖𝑖 �
1
𝑟𝑟
𝜌𝜌𝑉𝑉 = 2𝜑𝜑𝑖𝑖 � 𝐵𝐵𝑖𝑖exp(−𝐵𝐵𝑖𝑖𝑟𝑟)𝜌𝜌 ln 𝑟𝑟

∞

𝑙𝑙𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚

 

 
ここで、rmin: 考慮する最小の空隙半径である。パラメータ Biの解析解を求めるのは困難で

あるため、Biと Si/φiの関係を陽の形で表して用いている。 
 

𝐵𝐵𝑖𝑖 = exp ��
log(𝑆𝑆𝑖𝑖 𝜑𝜑𝑖𝑖⁄ ) + 3.72633

4.59715 �
1.77655

� 

 
単位体積あたりの毛細管空隙の表面積 Scは、粒子中心からの距離を r とした微小距離領域

dr における毛細管空隙の表面積 dScを水和生成殻の厚さで積分することで求められる。 
 

𝜌𝜌𝑆𝑆𝑐𝑐 =
𝜌𝜌𝑆𝑆𝑐𝑐
𝜌𝜌𝑉𝑉𝑔𝑔

𝜌𝜌𝑉𝑉𝑔𝑔 =
4𝜋𝜋𝑟𝑟2

𝜉𝜉
�

1 − 𝜑𝜑𝑙𝑙
1 − 𝜑𝜑𝑐𝑐ℎ

�𝜌𝜌𝑟𝑟 

 
ここで、φr: 粒子中心位置からの距離 r における空隙率、dVg: 粒子中心位置からの距離 r の

領域における水和生成物の体積、ξ: 水和物の体積と表面積の比[nm3/nm2]であり、温度に依存

した水和物析出限界半径 hydRmin[nm]を用いて、次のように補正される。 
 

𝜉𝜉1 = 30𝑓𝑓𝑝𝑝𝑐𝑐 + 1.5𝑓𝑓𝑠𝑠𝑔𝑔 + 1.0𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓 

𝜉𝜉 = �
𝜉𝜉1 (𝜉𝜉1 ≥ ℎ𝑦𝑦𝜌𝜌R𝑚𝑚𝑖𝑖𝑚𝑚)

2ℎ𝑦𝑦𝜌𝜌R𝑚𝑚𝑖𝑖𝑚𝑚 (𝜉𝜉1 < ℎ𝑦𝑦𝜌𝜌R𝑚𝑚𝑖𝑖𝑚𝑚) 

 
ここで、fpc、fsg、ffaはそれぞれポルトランドセメント、高炉スラグ微粉末、フライアッシュ

の粉体全体中における質量比である。水和物の寸法が変化した場合には、当然にゲル粒子の固

有比表面積も変化する。ゲル空隙の表面積 Sgは、相似性を仮定することで温度依存性を次式

のように表現している。 
 

𝑆𝑆𝑔𝑔 = 𝑊𝑊𝑠𝑠𝑠𝑠𝑔𝑔
𝜉𝜉1
𝜉𝜉

 

 
ここで、Sg: 単位セメントペースト体積あたりのゲル空隙の表面積[m2/m3]、Ws: ゲル水和生

成物の質量[kg/m3]、sg: ゲル粒子の固有比表面積(=3.0×104[m2/kg])である。 
 
(3)水分保持・移動モデル 
固体中の微細空隙では、飽和水蒸気圧より小さい蒸気圧下で期待が液体へ毛管凝縮し、帰的

界面が形成される。微細空隙を細孔半径 r の円筒形と仮定すれば、上記辰 Pv との関係を

Kelvin 式から以下のように表すことができる。 
 

ln
𝑃𝑃𝑣𝑣
𝑃𝑃𝑣𝑣0

= −
2𝛾𝛾𝑉𝑉𝑚𝑚 cos𝜃𝜃

𝑅𝑅𝑇𝑇
1
𝑟𝑟
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ここで、Pv: 蒸気圧[Pa]、Pvo: 飽和蒸気圧[Pa]、γ:表面張力[N/m]、Vm: 液体のモル容積

[m3/mol]、θ: 液体と固体の接触角[rad]、R: 気体定数[J/mol/K]、T: 絶対温度[K]、r: 仮定した

円筒形の細孔半径[m]である。これは上記 Pvによって液体が存在する最大細孔半径が一意に定

まることを意味している。 
水分保持モデルでは、セメント硬化体は親水性で接触角が小さいとして、cosθ=1 を仮定し

ている。また、セメントペースト中の局所的な空隙の相対湿度 h(=Pv/Pv0)において、液状水の

存在する最大空隙半径 rsが一意に定まるとき、半径 rs以下の空隙はすべて液状水で満たされ

るとしている。このとき、空隙 i の凝縮水による飽和度 Siは、半径 rs以下の空隙体積の総和と

して次式のよう求められる。 
 

𝑟𝑟𝑠𝑠 = −
2𝛾𝛾
𝑅𝑅𝑇𝑇

𝑀𝑀𝑤𝑤

𝜌𝜌𝑔𝑔
1

ln ℎ
 

𝑆𝑆𝑖𝑖 = � 𝜌𝜌𝑉𝑉
𝑙𝑙𝑠𝑠

0
= 1 − exp(−𝐵𝐵𝑖𝑖𝑟𝑟𝑠𝑠) 

 
ここで、rs: 液状水が存在する最大空隙半径[m]、h: 相対湿度、γ: 表面張力[N/m]、Mw: 水の

分子量[kg/mol]、R: 気体定数(=8.314[J/mol/K]、T: 絶対温度[K]、ρl: 液状水の密度[kg/m3]、Bi: 
細孔容積分布関数の形状を決定するパラメータである。 

 
ある相対湿度で毛管凝縮が生じない空隙半径の空隙においても、壁面への吸着水として液状

水が存在すると考えられる。一般に、2 相が接している界面において、Van der Waals 力等に基

づく成分濃度の変化は物理吸着、化学結合力に基づくものは化学吸着として分類される。しか

し、現実の系において吸着力は連続的に変化・混在しており、両者を明確に分離・定量化する

ことは困難である。物理吸着と化学吸着を区別しない一般の多分子層の吸着等温線としては、

Burunauer、Emmett、Teller らによって BET 式が導かれている。 
 

𝑉𝑉 𝑉𝑉𝑚𝑚⁄ =
𝐶𝐶(𝑃𝑃𝑣𝑣 𝑃𝑃𝑣𝑣0⁄ )

{1 − (𝑃𝑃𝑣𝑣 𝑃𝑃𝑣𝑣0⁄ )}�1− �𝑃𝑃𝑣𝑣 𝑃𝑃𝑣𝑣0⁄ + 𝐶𝐶(𝑃𝑃𝑣𝑣 𝑃𝑃𝑣𝑣0⁄ )��
 

 
ここで、V: 吸着量、Vm: 単分子層吸着量、Pv: 蒸気圧[Pa]、Pv0: 飽和蒸気圧[Pa]、C: 係数で

ある。本モデルでは、Hillerborg による修正 BET 式(106)より空隙壁面の吸着層厚さを表現して

いる（図 2.3-9）。 
 

𝑑𝑑𝑓𝑓 =
𝑘𝑘1𝑉𝑉𝑚𝑚ℎ

{1− ℎ ℎ𝑚𝑚⁄ }{1 − ℎ ℎ𝑚𝑚⁄ + 𝑘𝑘1ℎ} 

 
ここで、ta: 吸着層厚さ[m]、Vm: 単分子層の厚さ(=0.35 nm)、h: 相対湿度、hm: 空隙を液状

水で完全に満たすのに必要な相対湿度、k1: 係数(=15)である。hmは、細孔半径を r1とした円

筒形を仮定することで、次式のように求めることができる。 
 

ℎ𝑚𝑚 = exp �
−2𝛾𝛾𝑀𝑀𝑤𝑤

𝑅𝑅𝑇𝑇𝜌𝜌𝑔𝑔𝑟𝑟1
� 
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ここで、r1: 空隙半径から吸着層厚さ ta[m]を差し引いた距離[m]である。以上より、半径 r
の円筒形と仮定した空隙の吸着水による飽和度 Srは次式で表される。 

 

𝑆𝑆𝑙𝑙 = 1 − �
𝑟𝑟 − 𝑑𝑑𝑓𝑓
𝑟𝑟

�
2
 

 

 
 

図 2.3-9 BET 理論と空隙内における液状水の吸着(52) 
 
吸着水の寄与による飽和度 Sadsは、式を与えられた空隙径分布に関して積分することで求め

られる。したがって、空隙全体の飽和度 S は、凝縮水による飽和度 Scと吸着水の寄与による

飽和度 Sadsの和となる。 
 

S = � 𝜌𝜌𝑉𝑉
𝑙𝑙𝑐𝑐

0
+ � 𝑆𝑆𝑙𝑙𝜌𝜌𝑉𝑉

∞

𝑙𝑙𝑐𝑐
= 𝑆𝑆𝑐𝑐 + 𝑆𝑆𝑓𝑓𝑎𝑎𝑠𝑠 

 
ここで、rc: 吸着層厚さで補正した気液界面の存在する空隙半径[m]である。rcは式で求まる

rsよりも大きい値をとり、rc以下の径の空隙は完全飽和状態である。rc以下の空隙は、完全ま

たは部分的に液状水で満たされていることになる。 
 

𝑟𝑟𝑐𝑐 = 𝐶𝐶 ∙ 𝑟𝑟𝑠𝑠 
 
ここで、C: 吸着水層厚さを考慮する定数であり、rs値と rcの解析的予測の比較結果の蓄積

より C=2.15 が採用されている。 
 
凝縮水を表現する Kelvin 式と吸着水を表現する修正 BET 理論によれば、コンクリートの乾

燥過程と湿潤過程の経路にかかわらず、飽和度と相対湿度の関係を表す水分の吸着等温線は一

意に定まるはずである。しかし、コンクリートを含めて多くの多孔質材料においては、乾湿の

経路によって保持する含水量が変化する履歴現象が知られている。 
本モデルでは、毛細管空隙とゲル空隙の幾何学的構造に起因して液状水が閉じ込められるイ

ンクボトル効果によって、履歴挙動を表現している（図 2.3-10） (107)。 
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図 2.3-10 乾湿による毛細管空隙とゲル空隙の水分挙動(52) 
 

𝑆𝑆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑓𝑓𝑔𝑔 = 𝑆𝑆𝑐𝑐 + 𝑆𝑆𝑓𝑓𝑎𝑎𝑠𝑠 + 𝑘𝑘 ∙ 𝑆𝑆𝑖𝑖𝑚𝑚𝑖𝑖 = 𝑆𝑆𝑐𝑐[1 − 𝑘𝑘 ∙ ln(𝑆𝑆𝑐𝑐)] + 𝑆𝑆𝑓𝑓𝑎𝑎𝑠𝑠   �乾燥過程� 

𝑆𝑆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑓𝑓𝑔𝑔 = 𝑆𝑆𝑐𝑐 + 𝑆𝑆𝑓𝑓𝑎𝑎𝑠𝑠   �湿潤過程� 

 
ここで、Stotal: 空隙の飽和度、Sc: Kelvin 式より求められる湿潤過程における飽和度、Sink: イ

ンクボトル効果によって閉じ込められた水分に起因する付加的な飽和度、k: インクボトル水

散逸を表現するパラメータである。パラメータ k は乾燥直後に 1.0 をとり、乾燥の進展ととも

に 0.0 の値に収束するもので、時間と相対湿度の関数として定義されている。 
 
層間水の履歴挙動についても、実験結果に基づき温度依存性を考慮したモデルが定式化され

ている(108)。 
 

 
 

図 2.3-11 乾湿による層間空隙の水分挙動(52) 
 
水分移動モデルでは、任意の温度条件下における水蒸気と液状水の両者を含めたコンクリー

ト中の水分流速 J[kg/m2・s]について、間隙水圧勾配と温度勾配を駆動力として以下のように
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表現している。 
𝐽𝐽 = −�𝐷𝐷𝑝𝑝∇𝑃𝑃𝑔𝑔 + 𝐷𝐷𝑇𝑇∇𝑇𝑇� 

ここで、Dp: 間隙水圧勾配を駆動力とする水分移動係数[kg/Pa・m・s]、Dt: 温度勾配を駆動

力とする水分移動係数[kg/K・m・s]、Pl: 間隙水圧[Pa]、T: 絶対温度[K]である。上式は、軽内

の水蒸気密度勾配、間隙水圧勾配、絶対温度勾配のそれぞれによる流速の和から導かれる
(109)。 

 
𝐽𝐽 = −(𝐷𝐷𝑣𝑣∇𝑃𝑃𝑣𝑣 + 𝜌𝜌𝑔𝑔∇𝑃𝑃𝑔𝑔 + 𝜌𝜌𝑇𝑇∇𝑇𝑇) 

= −��𝐷𝐷𝑣𝑣
𝜕𝜕𝜌𝜌𝑣𝑣
𝜕𝜕𝑃𝑃𝑔𝑔

∇𝑃𝑃𝑔𝑔 +
𝜕𝜕𝜌𝜌𝑣𝑣
𝜕𝜕𝑇𝑇

∇𝑇𝑇� + 𝜌𝜌𝑔𝑔∇𝑃𝑃𝑔𝑔 + 𝜌𝜌𝑇𝑇∇𝑇𝑇� 

= −�𝐷𝐷𝑣𝑣
𝜕𝜕𝜌𝜌𝑣𝑣
𝜕𝜕𝑃𝑃𝑔𝑔

+ 𝜌𝜌𝑔𝑔�∇𝑃𝑃𝑔𝑔 − �𝐷𝐷𝑣𝑣
𝜕𝜕𝜌𝜌𝑣𝑣
𝜕𝜕𝑇𝑇

+ 𝜌𝜌𝑇𝑇�∇𝑇𝑇 

 
ここで、Dv: コンクリートの水蒸気拡散係数[m2/s]、ρv: 系内の水蒸気密度[kg/m3]、Kl: コン

クリートの液状水の移動係数[kg/Pa・m・s]、T: 絶対温度[K]、Kt: 水分の温度拡散移動係数

[kg/K・m・s](=0 として無視)である。 
 
多孔質固体内における気体の拡散現象において、細孔径が大きい場合には分子同士の衝突

（分子拡散）が支配的となり、細孔径が小さい場合には細孔壁面への衝突（Knudsen 拡散）が

支配的となる。一般に、細孔径が分子の平均自由行程より 10 倍以上大きい場合は分子拡散、

細孔径が分子の平均自由行程の 0.1 倍以下の場合は Knudsen 拡散が支配的となるが、その中間

域では両者の影響が混在する。また、細孔壁面の吸着現象も、液相と気相の境界が明確でない

濃度勾配として存在し、細孔壁面の濃度勾配を駆動力として表面拡散が生じる（図 2.3-12）。 
 

 

 
図 2.3-12 拡散現象の概念図(52) 

 
水分移動モデルでは、空隙構造による複雑な屈曲度や Knudsen 拡散等により、見かけ上の

水蒸気拡散の減少を考慮して水蒸気流束を以下のようにあらわしている。 
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𝑞𝑞𝑣𝑣 = −
𝜑𝜑 ∙ 𝐷𝐷0(𝑇𝑇)

𝛺𝛺
�

𝜌𝜌𝑉𝑉
1 + 𝑁𝑁𝑖𝑖

∇𝜌𝜌𝑣𝑣
∞

𝑙𝑙𝑐𝑐
= −𝐷𝐷𝑣𝑣∇𝜌𝜌𝑣𝑣 

 
ここで、φ: 空隙率、D0: 自由空間における水蒸気拡散係数[m2/s]、Ω: 空隙の屈曲を表すパ

ラメータ、ρv: 飽和水蒸気密度[kg/m3]、Nk: Knudsen 数である。 
Knudsen 数は、空隙径から液状水として考慮した吸着水厚さを引いたものを代表系としてい

る。 
 

𝑁𝑁𝑖𝑖 =
𝑙𝑙𝑚𝑚

2(𝑟𝑟 − 𝑑𝑑𝑓𝑓) 

 
ここで、r: 空隙径、ta: 吸着水厚さ、lm: 水分子の平均自由行程[m]である。1 気圧で温度

20℃、水分子の直径を 0.3 nm と仮定した場合には、lm≒100 nm となる。 
 
空隙中の液状水移動は、凝縮水の存在する空隙中のみで生じ、空隙壁面に沿って生じる吸着

水の移動は無視できると仮定している。乱雑な空隙分布モデルを用いた空隙構造に関して液状

水流束を積分することにより、連続した空隙中の液状水流束 qlを次式で求めることができ

る。 
 

𝑞𝑞𝑔𝑔 = −
𝜌𝜌𝑔𝑔𝜑𝜑2

50𝜂𝜂 �
� 𝑟𝑟𝜌𝜌𝑉𝑉
𝑙𝑙𝑐𝑐

0
�
2

∇𝑃𝑃𝑔𝑔 = −𝜌𝜌𝑔𝑔𝑃𝑃𝑔𝑔 

 
ここで、φ: 全空隙率（層間空隙は除く）、ρl: 液状水密度[kg/m3]、Kl: 液状水移動係数

[kg/Pa・m・s]、η: 非理想条件下における液状水の粘性であり、次式で表現される。 
 

𝜂𝜂 = 𝜂𝜂0exp �
𝐺𝐺𝑒𝑒
𝑅𝑅𝑇𝑇

� 

 
ここで、η0: 理想条件下における液状水の粘性、Ge: 非理想条件下において液状水流れに要

する付加的 Gibbs エネルギー、R: 気体定数、T: 絶対温度である。 
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②LIFE D.N.A（鹿島建設） 
LIFE D.N.A.は、コンクリートの劣化因子となる水分や塩化物イオンについて、コンクリー

ト内での拡散及び移流による移動と化学反応を解析し、耐久性を評価することを目的に開発さ

れたプログラムである。これまで主に実構造物のコア試料の調査結果解析に適用されている。

例えば 34～104 年間地下水や水の作用を受けた試料(39)や海洋環境下に 20 年間暴露された試料

の評価(110)がある。LIFE D.N.A.では、混和材料や化学混和剤による水和反応への影響や、それ

らが関与することによる水和生成物の変化は考慮していない。 
 
(1)セメント硬化体を構成する鉱物モデル 
LIFE D.N.A.ではセメント硬化体を表の 7 種類の鉱物からなる集合体とみなしている。 
 

表 2.3-12 LIFE D.N.A.におけるセメント硬化体の鉱物設定 

 
 
単純な溶解反応のみを起こす鉱物として NaOH, KOH, Ca(OH)2, C-S-H の 4 種類を考慮し、初

期鉱物として設定している。また地下水との相互作用で沈殿及び溶解反応を起こす鉱物として

CaCO3, Mg(OH)2, CaCl2の 3 種類を考慮し、二次鉱物として設定している。 
 
(2)セメント硬化体の空隙率モデル 
空隙率は次式で与える。 
 

𝜑𝜑total = 𝜑𝜑cap + 𝜑𝜑gel + 𝜑𝜑leach 
 
φtotal: 全空隙率、φcap: 全空隙率に対するキャピラリー空隙の割合、φgel: 全空隙率に対するゲ

ル空隙の割合、φleach: 全空隙率に対する溶脱によって生成される空隙の割合 
 
φcap, φgelは初期(練り混ぜ時)の水セメント比 W/C と水和度 F をパラメータとして下式で与え

ている。 
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𝜑𝜑cap =
𝑊𝑊 𝐶𝐶⁄ − 0.36 ∙ 𝐵𝐵
𝑊𝑊 𝐶𝐶⁄ + 0.32

,𝜑𝜑gel =
0.19 ∙ 𝐵𝐵

𝑊𝑊 𝐶𝐶⁄ + 0.32
 

 
(3)溶解反応及び空隙率変遷モデル 
取違ほか(2009)(59)は以下のようにまとめている。 
 
Ca の溶解平衡関係を 3 つのステージに分けモデル化している。 

(a) Na+、K+の影響を受けながら Ca(OH)2中の Ca が溶解する状態 
(b) Ca(OH)2の溶解が終了し、C-S-H が溶解する状態 
(c) C-S-H が SiO2になり、急激に Ca が溶解する状態 

 
(a)では、細孔溶液中の Na+及び K+濃度によって、固相中に残存する Ca 濃度が決定されるよ

うにモデル化している。 
固相 Ca 濃度 CpCa/初期固相 Ca 濃度 Cp0Caの比を εとして、 
0.97<ε≦1 のとき 

[Na+] =
(𝐶𝐶0Na − 6.43 ∙ 10−4)𝜀𝜀 + (6.43 ∙ 10−4 − 0.97 ∙ 𝐶𝐶0Na)

0.03
 

[K+] =
(𝐶𝐶0K − 8.94 ∙ 10−4)𝜀𝜀 + (8.94 ∙ 10−4 − 0.97 ∙ 𝐶𝐶0K)

0.03
 

ε≦0.97 のとき 
[Na+] = 10−7 ∙ exp(9.04𝜀𝜀) 
[K+] = 10−7 ∙ exp(9.38𝜀𝜀) 

 
ここに、[Na+]: Na+の平衡濃度(mol/l)、[K+]: K+の平衡濃度(mol/l)、C0Na: 初期 Na+濃度

(mol/l)、C0K: 初期 K+濃度(mol/l)である。 
 
(b)では、C-S-H の溶解が急激に進行する液相 Ca2+濃度(C1Ca)が 0.0015 mol/l になるセメントペ

ースト中の固相 Ca 濃度 Cp2Caを以下の式で求め、C0Caから C1Caへ任意の傾きをもって直線的に

溶解する固液平衡関係を設定している。 
 

𝐶𝐶p2Ca = 𝐶𝐶p0Ca ∙ 𝐴𝐴cp1 ∙ �
𝐶𝐶1Ca
𝐶𝐶0Ca

�
1/n

 

 
ここに、Cp2Ca: C-S-H の溶解が急激に進行する固相 Ca 濃度(mol/l)、Cp0Ca: 単位セメントペー

ストあたりの初期固相 Ca 濃度(mol/l)、Cp1Ca: C-S-H の溶解開始時の固相 Ca 濃度＝Acp1・Cp0Ca 
(mol/l)、Acp1: C-S-H の溶解に関する係数（水和したセメントペーストの場合 0.81）、C0Ca: 
Ca(OH)2溶解時の液相 Ca2+濃度(mmol/l)、C1Ca: C-S-H の溶解が進行する液相 Ca2+濃度＝0.0015 
mol/l、n: C-S-H の溶解に関する係数である。 

 
鉱物の溶脱による空隙率変化は以下の式で与えている。 
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𝜑𝜑𝑔𝑔𝑒𝑒𝑓𝑓𝑐𝑐ℎ = �𝑉𝑉ℎ𝑖𝑖 ∙ �𝐶𝐶𝑝𝑝0𝑖𝑖 − 𝐶𝐶𝑝𝑝𝑖𝑖�
𝑚𝑚𝑠𝑠𝑡𝑡𝑔𝑔

𝑖𝑖=1

 

 
ここで、nsol: 鉱物の総数（種類）、Vhi: 鉱物のモル体積(l/mol)、Cp0i: 鉱物 i のペースト中の

濃度初期値(mol/l)、Cpi: 鉱物 i のペースト中の濃度(mol/l)である。 
 
(4)イオンの物質移動モデル 
対象とするイオンは Ca2+、Na+、K+、Mg2+、SiO2(aq)、OH-、CO3

2-、Cl-である。これらのイ

オンの移動現象は、電気泳動を考慮した移流拡散方程式を解くことによって表現している。 
 

𝜕𝜕(𝜑𝜑 ∙ 𝐶𝐶𝑖𝑖)
𝜕𝜕𝑑𝑑

=
𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕

�𝐷𝐷𝑒𝑒𝑓𝑓𝑓𝑓𝑖𝑖 ∙
𝜕𝜕𝐶𝐶𝑖𝑖
𝜕𝜕𝜕𝜕

� −
𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕

(𝑢𝑢𝑖𝑖 ∙ 𝐶𝐶𝑖𝑖) −
𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕

(𝑢𝑢𝑎𝑎 ∙ 𝐶𝐶𝑖𝑖) + 𝑄𝑄𝑖𝑖 

 
φ: 空隙率 
Ci: 細孔溶液中のイオン種 i の濃度(mol/L) 
Di

eff: イオン種 i の実効拡散係数(m2/s) 
ui: イオン種 i の電気泳動力による移動速度(m/s) 
ud: ダルシー流速(m/s) 
Qi: イオン種 i の単位時間・単位体積当たりの溶出量 

 
細孔中でのイオンの De は、自由水中の拡散係数に対して、吸着や骨材、細孔構造による低

減効果をパラメータとして与えて表現している。 
 

𝐷𝐷eff
𝑖𝑖 = 𝜂𝜂 ∙ 𝛽𝛽 ∙ 𝑓𝑓(φ) ∙ 𝐷𝐷0𝑖𝑖  

 
η: 吸着などによる低減係数 
β: 骨材の影響による低減係数 
f(φ): 空隙の屈曲による低減係数 
D0

i: イオン種 i の水溶液中での拡散係数(m2/s) 
 

𝛽𝛽 =
1 − 𝑐𝑐 ∙ 𝐺𝐺𝑣𝑣𝑡𝑡𝑔𝑔
1 − 𝜌𝜌 ∙ 𝑆𝑆𝑣𝑣𝑡𝑡𝑔𝑔

∙ 𝑃𝑃𝑣𝑣𝑡𝑡𝑔𝑔 

 
Gvol: コンクリート中の粗骨材体積比 
Svol: コンクリート中の細骨材体積比 
Pvol: コンクリート中のペースト体積比 
c, d: 骨材による係数（地層処分第二次とりまとめを参考に c=1.5, d=0.86 と設定） 

 

𝜑𝜑 ≤ 0.18 のとき、𝑓𝑓(𝜑𝜑) = 0.001 + 0.07𝜑𝜑2 

𝜑𝜑 > 0.18 のとき、𝑓𝑓(𝜑𝜑) = 0.001 + 0.07𝜑𝜑2 + 1.8(𝜑𝜑 − 0.18)2 
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𝐷𝐷0𝑖𝑖 = 𝐷𝐷𝑖𝑖 ∙ 𝐷𝐷𝜕𝜕𝑝𝑝 �−𝑏𝑏𝑖𝑖 ∙
1
𝑇𝑇
� 

 
ai, bi: イオン種ごとの定数、T: 絶対温度(K) 
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③MC-BUFFER（JAEA） 
MC-BUFFER は、地下水やセメント系材料との接触点におけるベントナイト系緩衝材の変質

反応とそれに伴う透水係数の変化を連成解析するプログラムである。MC-BUFFER の化学反応

解析は PHREEQC をベースにしている。MC-BUFFER ではセメントの水和反応は取り扱って

おらず、完全水和を想定してノルム計算により得られる鉱物組成と W/C に応じた空隙率をセ

メント系材料の初期値としている。セメント系材料中の空隙は、物質移動に寄与する空隙（物

質移動空隙）と寄与しない空隙（貯留空隙）に分類されると想定し、2 種類の空隙率を設定し

ている。これまで粘土（ベントナイトや Argillite）-セメント接点の水溶液組成や透水係数の解

析に適用されている(111)(112)が、固相の鉱物組成や空隙率の再現妥当性は検証されていない。ま

た、系内の鉱物や空隙率、元素の空間分布を形式上表現することはできるが、拡散フラックス

の計算に用いる拡散係数は、トリチウムの実効拡散係数を代表値として全元素に用いていると

いう問題があり、その結果の妥当性は検証されていない。 
 
(1)セメント硬化体を構成する鉱物モデル 
MC-BUFFER ではセメント硬化体を表 2.3-13 の鉱物からなる集合体とみなしている。 
 

表 2.3-13 MC-BUFFER のセメント硬化体鉱物設定 

 

 
なお、MC-BUFFER は PHREEQC をモジュールとして有しており、これにより鉱物の溶

解・析出反応による液相中の物質濃度、系内固相の各物質量の時間変化を計算する。 
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(2)セメント硬化体の空隙率変遷モデル 
MC-BUFFER では、セメント硬化体中の空隙を表のように分類している。MC-BUFFER にお

いては、ゲル間隙として層間空隙のみを考えて、物質移動には寄与しないとしている。 
 

表 2.3-14 MC-BUFFER の空隙分類 

 
 
初期のセメント硬化体の空隙率は、セメント硬化体中に占める毛細管空隙の割合として算出

される。ゲル空隙は固相内の空間の一部として考慮し、空隙率の計算には含めない。すなは

ち、 
 

𝜑𝜑(0) =
𝑉𝑉𝑐𝑐𝑝𝑝(0)
𝑉𝑉𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡

 

 
ここで、Vcp(0)：初期の毛細管間隙の体積である。 
Vcp(0)は下式で算出される。 

𝑉𝑉𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝑉𝑉𝑤𝑤 + 𝑉𝑉𝑐𝑐 = 𝑉𝑉ℎ𝑦𝑦𝑎𝑎(0) + 𝑉𝑉𝑐𝑐𝑝𝑝(0) 
ここで、Vw：配合時の水の体積、Vc ：配合時のセメントの体積、Vhyd(0): 初期の水和鉱物総

体積である。Powers (1962)(113)に基づき Vhyd=2.2Vcとしている。なお、MC-BUFFER では鉱物モ

デルとして未水和鉱物は考えていないため、Vhyd=2.2Vcかつ Vtot一定の仮定を置いた場合に、

水和に必要な水が不足する W/C<0.381 における計算は行えない。 
 

 
 

図 2.3-13 MC-BUFFER の硬化体概念 
 
この計算方法に従うと、空隙率は配合時の水セメント重量比に応じて下式で表すことができ

る。 
𝜑𝜑(0) = −105.09(𝑊𝑊 𝐶𝐶⁄ )2 + 212.04(𝑊𝑊 𝐶𝐶⁄ ) − 65.391         (0.381 < 𝑊𝑊 𝐶𝐶⁄ ) 
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時刻 t における空隙率は、(1)に従って計算される固相体積変化に基づいて、下式で計算され

る。 
 

𝜑𝜑(𝑑𝑑) =
𝑉𝑉𝑐𝑐𝑝𝑝(𝑑𝑑)
𝑉𝑉𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡

=
𝑉𝑉𝑐𝑐𝑝𝑝(0) + ∆𝑉𝑉𝑐𝑐𝑝𝑝(𝑑𝑑)

𝑉𝑉𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡
=
𝑉𝑉𝑐𝑐𝑝𝑝(0) − ∆𝑉𝑉ℎ𝑦𝑦𝑎𝑎(𝑑𝑑)

𝑉𝑉𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡
 

 
ここで、Vcp(t): 時刻 t における毛細管間隙の体積、ΔVcp(t): 時刻 t における毛細管間隙の

体積変化、ΔVhyd(t): 時刻 t におけるセメント構成鉱物の体積変化である。 
 
また MC-BUFFER ではセメント硬化体中の物質拡散係数を物質移動間隙率の関数として与

えている（(3)で示す）。物質移動間隙率は下式で与えられる。 
 

𝜑𝜑𝑡𝑡𝑙𝑙𝑓𝑓 =
𝑉𝑉𝑐𝑐𝑝𝑝−𝑡𝑡𝑙𝑙𝑓𝑓(𝑑𝑑)

𝑉𝑉𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡
 

 
ここで、Vcp-tra(t): 時刻 t における物質移動間隙率である。 
 
初期の物質移動間隙の体積は、下式に示すように配合時の水セメント重量比に応じて次のよ

うに与える。 
 
     𝑉𝑉𝑐𝑐𝑝𝑝−𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡(0) = 𝑚𝑚𝑉𝑉𝑐𝑐𝑝𝑝(0) （0.381<W/C≦0.57） 
     𝑉𝑉𝑐𝑐𝑝𝑝−𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡(0) = 𝑚𝑚𝑉𝑉𝑐𝑐𝑝𝑝,𝑊𝑊 𝐶𝐶⁄ =0.57(0) （0.57<W/C） 
     𝑉𝑉𝑐𝑐𝑝𝑝−𝑡𝑡𝑙𝑙𝑓𝑓(0) = 𝑉𝑉𝑐𝑐𝑝𝑝(0) − 𝑉𝑉𝑐𝑐𝑝𝑝−𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡(0) 
 
ここで、Vcp-tra(0): 初期の物質移動間隙の体積、m ：貯留間隙の全毛細管間隙に対する割合

を示す定数（=0.9, Yamaguchi et al., 2008）である。 
 上記の式において 0.57 は W/C の増加にともない貯留間隙体積が増加する上限値である。

W/C が小さいセメント硬化体では、全毛細管間隙の増加とともに、物質移動間隙と貯留間隙

のいずれも増加する。W/C が大きいセメント硬化体では、物質移動間隙の間隙幅が大きくな

るため貯留間隙との区別がなくなり、貯留間隙の部分が減少する。本モデルにおいては、球状

粒子が最密充填した場合の間隙率 26%までの範囲が、貯留間隙が増加することのできる範囲

と考え、全毛細管間隙率が 0.26 となる W/C = 0.57 を上限値として決定した。 
時刻 t の物質移動間隙の体積は、(1)に従って計算される固相体積変化を、それぞれの間隙に

初期の間隙体積に比例させて振り分けることで計算される。すなわち、 
 

   Δ𝑉𝑉𝑐𝑐𝑝𝑝−𝑡𝑡𝑙𝑙𝑓𝑓(t) = 𝑉𝑉𝑐𝑐𝑐𝑐−𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡(0)
𝑉𝑉𝑐𝑐𝑐𝑐(0) Δ𝑉𝑉𝑐𝑐𝑝𝑝(𝑑𝑑) = 𝑉𝑉𝑐𝑐𝑐𝑐(0)−𝑉𝑉𝑐𝑐𝑐𝑐−𝑠𝑠𝑡𝑡𝑠𝑠(0)

𝑉𝑉𝑐𝑐𝑐𝑐(0) Δ𝑉𝑉𝑐𝑐𝑝𝑝(𝑑𝑑) = (1 −𝑚𝑚)Δ𝑉𝑉𝑐𝑐𝑝𝑝(𝑑𝑑) 

   Δ𝑉𝑉𝑐𝑐𝑝𝑝−𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡(t) = 𝑉𝑉𝑐𝑐𝑐𝑐−𝑠𝑠𝑡𝑡𝑠𝑠(0)
𝑉𝑉𝑐𝑐𝑐𝑐(0) Δ𝑉𝑉𝑐𝑐𝑝𝑝(𝑑𝑑) = 𝑚𝑚Δ𝑉𝑉𝑐𝑐𝑝𝑝(𝑑𝑑) 

 
(3)物質移動モデル 
MC-BUFFER では、以下の移流拡散方程式を解くことによって物質移動を表現している。 
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𝜕𝜕𝑐𝑐𝑖𝑖
𝜕𝜕𝑑𝑑

=
𝜕𝜕𝐽𝐽𝑖𝑖
𝜕𝜕𝜕𝜕

= −
𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕

�𝐷𝐷𝑒𝑒
𝜕𝜕𝑐𝑐𝑖𝑖
𝜕𝜕𝜕𝜕
� + 𝑢𝑢

𝜕𝜕𝑐𝑐𝑖𝑖
𝜕𝜕𝜕𝜕

 

𝐽𝐽𝑖𝑖 = 𝑢𝑢𝑐𝑐𝑖𝑖 − 𝐷𝐷𝑒𝑒
𝜕𝜕𝑐𝑐𝑖𝑖
𝜕𝜕𝜕𝜕

 

 
ここで、ci: 溶液種 i の濃度、t: 時刻、De: H2O の実効拡散係数、u: 水フラックス、Ji: i 成分

の物質フラックスである。水溶液中の各成分すべてについて一律の拡散係数を与えている。 
拡散係数は、物質移動空隙率 φtraを使って以下の式で与えている。 
 

𝐷𝐷𝑒𝑒 = 𝐷𝐷𝑣𝑣𝜑𝜑𝑡𝑡𝑙𝑙𝑓𝑓
𝛿𝛿
𝜏𝜏2

= 5.37 × 10−10𝜑𝜑𝑡𝑡𝑙𝑙𝑓𝑓 

 
 
以上を踏まえたまとめとして、各解析プログラムの物質及び水和のモデル、空隙モデル及び物

質移動モデルについてそれぞれ表 2.3-15～表 2.3-17 にまとめた。  
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表 2.3-15 物質及び水和のモデル 

 
 
 

表 2.3-16 空隙モデル 
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表 2.3-17 物質移動モデル 

 
 
 
2.3.4 課題の整理 
現行のセメントやコンクリートは、土木建築分野において 60 年程度の供用期間の「構造性

能」が求められる汎用的に使用される材料及び構造体であるのに対して、中深度処分のセメン

ト系人工バリアには、構造性能に加えて、300 年あるいはそれを超える期間における核種移行

抑制性能が求められる。 
一方、最近の土木建築分野においては、コンクリート構造物の供用期間が 100 年※14までの延

長が求められることを背景に、従来は供用期間中の材料劣化は考慮しなくてもよいとしていた

ことに対して１００年供用の性能について検討するための研究が進められている※15。ここでは、

主に土木建築分野における既往研究の調査によって得られた知見を踏まえて、300 年を超える

セメント硬化体の長期性能評価を行う上での課題として、時間スケールに応じた考慮すべき事

項と設計プロセスの妥当性判断の観点で留意すべき点について整理した。また、これらセメン

ト硬化体の長期安定性に関する既往の研究成果等をコンクリートの長期性能評価に適用する際

の課題についても整理した。 
 
（１）時間スケールに応じた考慮すべき事項 

①初期状態における硬化体の細孔構造や C-S-H ゲル構造の把握 
                                                      
※14 国土交通省「橋、高架の道路等の技術基準」（平成 29 年 7 月） 
※15 例えば「土木学会 333 委員会（混和材料を使用したコンクリートの物性変化と性能評価研究小委員

会）」や「土木学会 コンクリート委員会 353 混和材料を使用したコンクリートの物性評価技術と性

能規定型材料設計に関する研究小委員会」 
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・セメント硬化体の長期性能評価を行うためには、まず評価の出発点となる初期状態にお

ける硬化体の細孔構造を把握する必要がある。 
 
・硬化体の細孔構造や生成する C-S-H ゲル構造は、フライアッシュや膨張材の混和によっ

て異なったものとなることに加え、添加される化学混和剤の種類によっても影響を受け

る可能性がある。このため、硬化体の細孔構造の初期状態は、混和材料の割合だけでは

なく添加される化学混和剤種類や量に応じて設定する必要がある。 
 

・毛細管空隙は打設方向等の施工条件にも影響を受ける可能性があることから、硬化体の

性能評価において毛細管空隙を含めた細孔構造の初期状態を設定するためには、配合設

計だけでなく施工条件についての説明も必要である。 
 

②初期状態以降における硬化体の細孔構造や C-S-H ゲル構造の変遷評価 
・一般的に、セメントの強度が概ね発現することが知られている材齢 1～3 か月程度以降

においてもセメントの水和反応は継続し、特にセメント系人工バリアの候補材であるフ

ライアッシュを混和した硬化体においては、普通セメント硬化体に比べてポゾラン反応

がより長期にわたり継続することが考えられる。したがって、こうした初期状態以降に

おける水和の進展に伴う硬化体の物質移行特性の変遷について考慮する必要があるが、

地下に設置された廃棄物埋設地での硬化体の状態確認が可能な期間を超えて水和が進展

する可能性も考えられる。 
 
・このような場合は、廃棄物埋設地の建設工程や地上とのアクセス坑道の閉鎖時期等を踏

まえて、技術的に可能と考えられる養生方法や維持管理方法及び期間を考慮するととも

に、硬化体の状態確認が確実に実施可能な期間中において、その後における水和進展の

見通しについて評価する必要がある。 
 
・また、セメントの水和反応は湿潤状態や温度条件といった養生条件に影響を受ける。図

2.3-1 に示したように、セメント系人工バリアであるモルタル硬化体はベントナイト系人

工バリアの内側に接触した形で設置されるため、水和に必要な養生水がベントナイトに

吸収されることによって長期間乾燥状態に置かれる可能性も考えられる。また、長期間

乾燥した状態が続いた後に、地下水によってベントナイト系人工バリア膨潤し、内側の

モルタル硬化体に水が供給されることも想定される。モルタル硬化体の水和に伴う細孔

構造や C-S-H ゲル構造の変遷を評価するためには、こうした設置環境下で想定される養

生条件の変化についても考慮する必要がある。 
 
・このように、フライアッシュを混和したセメント系人工バリアの水和やポゾラン反応は

長期にわたって進展する可能性がある。ただし、性能評価を行う上で重要となるのは物

質移行特性を支配する硬化体の細孔構造であることから、水和が完全に終了していなく

ても、その後の水和進展による物質移行特性の変化がほとんど生じない状態に達してい

れば、性能評価上は水和が終了した状態と見なしてよい。また、ポゾラン反応に必要な

フライアッシュ成分が残存した状態であっても、その後のポゾラン反応を考慮しても物

質移行抑制性能が著しく低下する方向に進展することが想定されない場合は、性能評価

上はポゾラン反応が終了した状態と見なすことが可能である。したがって、硬化体の材
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齢と物質移行特性変化の観点での水和進展度との関係についての知見を得ることが重要

である。 
 

③300 年を超えるセメント硬化体の長期性能評価を行う上での課題 
・セメント系人工バリアの外側に設置されたベントナイト系人工バリアは、長期間経過後

には地下水によって膨潤・冠水し、セメント系人工バリア層に地下水が接触する可能性

がある。 
 

・したがって、①に示した初期状態における硬化体の細孔構造や C-S-H ゲル構造を評価の

出発点として、②に示した内因的現象である水和進展に加えて、上述のベントナイトと

の相互作用や地下水の接触による CH の溶脱等による硬化体の細孔構造の変遷を評価す

る必要がある。そのためには、C-S-H を始めとするセメント成分の変質や生成する可能

性のある二次鉱物についての知見が必要である。 
 

・小樽築港時の供試体や構造筒は 100 年程度、いわゆる“Roman コンクリート”は数千年経

過したセメントであり、材齢の観点では 300 年に近い時間スケール、あるいはそれを超

える期間経過した実データ（以下「ナチュラルアナログデータ」という。）といえること

から、数十年あるいは 300 年を超えるセメント水和物の長期安定性に関する知見や長期

評価の傍証となる可能性がある。しかしながら、例えば C-S-H の安定性や変質によって

生じる二次鉱物など、長期評価におけるモデルやパラメータ設定にあたってこうしたナ

チュラルアナログデータを参考にする際には、想定される設置条件との類似性に加えて、

過去においてそのセメントが水和していた期間中における環境の履歴の不確かさを考慮

した上で、長期評価の傍証になり得るか判断する必要がある。 
 
（２）設計プロセスの妥当性判断に係る課題 

セメント系人工バリアの核種漏出抑制性能は、セメント硬化体が緻密で核種が移行し難いほ

ど高いといえるため、セメント硬化体中における核種の De はセメント系人工バリアの性能の

指標となり得る。しかし、当該性能の観点で「優れた」設計であることの妥当性判断を行うに

当たっては、単に測定した De が小さいことや、全空隙率が低いこと、緻密化をもたらすフラ

イアッシュを混和していることのみをもって指標とすることはできないと考える。 
実際に施設を建設する前の事業許可段階における設計の妥当性判断の際に重要なことは、施

工方法も含めた設計とそれによって発現する性能との関係が理解され、かつその関係を合理的

に説明可能であることである。 
De を例にとると、①どのような材料設計、配合設計、施工を行い、②その結果として要求性

能である「低拡散性」が発現する根源となる C-S-H ゲル構造を含む初期状態の硬化体の細孔構

造はどのようなものになり、③その細孔構造によって初期状態の硬化体の De はどの程度とな

り、④その後の水和進展等に伴って硬化体の細孔構造はどのように変遷し、⑤その変遷に伴っ

て De はどの程度変化するのか、といった設計に係るプロセスとの関係も含めた合理的な説明

が不可欠と考える。なお、性能の目標をどのレベルに定めるかについては事業者の裁量に委ね

られる。 
 
（３）コンクリートの長期性能評価に適用する際の課題 

コンクリートやモルタルには細骨材・粗骨材が含まれる。骨材とセメントペーストとの界
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面ではセメントペースト中とは異なる空隙構造を有することが想定されるため、コンクリー

トやモルタル中の物質移行を考える場合には界面の影響を合わせて考慮する必要がある。 
また、セメント系人工バリアの長期性能評価を行う上で必要となる細孔構造や C-S-H ゲル構

造の初期状態を把握するための方法として 3.3 節で示した分析手法は、セメントペーストを対

象としたものであり、骨材の影響があるコンクリートに直接適用することは難しい。したがっ

て、まずコンクリートから骨材を選り分け、骨材を可能な限り取り除いたコンクリートを微粉

砕し、骨材を重液分離法や選択溶解法で分離するといった分析前処理が必要となる(114) (115)。 
 
  



 - 2-86 - 

別表 2.3-1 
 

分類 ① 
題名 Refinements to colloid model of C-S-H in cement: CM-II 
著者 Hamlin M.Jennings 
出典 Cement and Concrete Research Volume 38, Issue 3, pp.75-289, March 2008 

キーワード 
Calcium-Silicate-Hydrate(C-S-H), Microstructure, Physical properties,  
Characterization, Aging 

概要 

This paper describes a second generation model for the nanostructure of C-S-H 
based on interpretation of water sorption isotherms. The cornerstone of the model 
is a description of the globules (used here to mean small brick like particles), 
which consist of C-S-H and internal water, and the distribution of water in the 
small pores between them. Microstructural changes that occur during drying and 
account for both reversible and irreversible shrinkage are described. Since globules 
are particles, the properties of C-S-H gel are best understood through application 
of the emerging granular mechanics. This new model should help to establish 
quantitative relationships between the nanostructure and bulk properties. 

備考 

Several refinements have been made to CM-Ⅰ. CM-Ⅱ is a model of the 
nanostructure of C-S-H that builds on CM-Ⅰ. Starting with precise values for the 
water content and physical density of a globule, the model defines distinct pore 
distinct pore and interlayer spaces that allow quantitative interpretation of 
literature data for density and water content of C-S-H at different relative 
humidities. The C-S-H is treated as an assembly of globules which are not 
spherical, with a cross section of 5 nm. The globules are particles of nanometer 
dimension that assemble into statistically well-defined patterns. Water-filled spaces 
include the interlayer spaces, the intraglobule spaces(IGP), the small gel 
pores(SGP), and the large gel pores(LGP), in each of which the water has a 
specific thermodynamic character. 

The strong hysteresis in the low-pressure portion of the water isotherm is 
interpreted as representing water that leaves the interlayer spaces at pressures 
below 11% or so and not reentering until higher pressures. Research into the 
thermodynamics of the water in the smallest pores holds promise. The most tightly 
bound water is adsorbed on the surface of the globules and within the IGP. 

Possible mechanisms for irreversible shrinkage and reversible creep, neither of 
which has been previously addressed in the literature, are discussed. Irreversible 
shrinkage is associated with changes in structure of the LGP, and its associated 
SGP. Reduction in surface energy s probably the driving force for natural aging; 
and the non-linear coupling of stress, heat and drying may all result from the 
acceleration of these changes in structure under the influence of stress and heat. It 
is proposed that the globules can deform slowly, and that this deformation is 
recoverable reversible. 

The presumption of globules, or particles with an outer surface and internal 
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porosity, as well as interlayer space, is used to model the density of C-S-H under 
various moisture conditions. The model reconciles various density values reported 
in the literature without requiring water to have an unlikely density that is far 
different from 1 Mg/m3. While this does not preclude density variation near the 
surface and within the interlayer space, these variations would be much smaller 
than the 10% or more that is often cited in the literature. 

Globules are particles that can rearrange under stress, which opens the door to 
modeling mechanical properties using granular mechanics, and holds particular 
promise for understanding viscous flow and the irreversible deformation of 
concrete. This model predicts that one consequence of the irreversible changes that 
occur because of drying, heating, and the passage of time is a measurable decrease 
in the LGP, that is pores between about 3-12 nm in diameter. The SGP may also 
rearrange, with changes in associated constrained water. 
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分類 ① 
題名 A model for the microstructure of calcium silicate hydrate in cement paste 
著者 Hamlin M. Jennings 
出典 Cement and Concrete Research 30, pp.101–116, 2000 

キーワード 
Calcium-silicate-hydrate (C-S-H); Crystal size; Microstructure;  
Pore size distribution; Surface area 

概要 

A model is proposed for the structure of calcium silicate hydrate (C-S-H) as it is 
formed during the hydration of Portland cement. One purpose of the model is to 
move toward an ability to evaluate the microstructure quantitatively, so that it can 
be related to properties on the one hand and processing on the other hand. It is a 
hypothesis intended to promote discussion and motivate experiments. 
Furthermore, the model is an attempt to rationalize disparate measurements of 
specific surface area reported in the literature by describing an underlying 
structure, which, when observed by different instruments, gives different results. It 
is a simplified representation of the microstructure within the size range of about 1 
to 100 nm. The basic building block is a unit of C-S-H that is roughly spherical 
and approximately 2 nm across with a specific surface area of about 1,000 m2/g. 
These building blocks flocculate to form larger units. This paper describes the 
structure of the basic units and how they pack to form larger structures and 
microstructures. The model also explains a number of variant observations for 
such measured attributes as specific surface area, pore size, and density as 
determined by different techniques, as well as water content at different relative 
humidities. 

備考 

The model described here has as its justification a consistency with various 
measurements. It quantitatively relates surface area, density, and size of units with 
particular units measured by a particular technique. Like the successful Feldman-
Sereda model, it is an attempt to find a hidden structure that is consistent with 
measured quantities. Parts of the model have not yet been optimized because of 
insufficient data, and therefore some of the numbers may well be altered or refined 
in the future. The purpose of this model is to stimulate discussion and especially to 
indicate the direction of future experimental work.  

Perhaps the most important feature of the model is the presumption of two types 
of C-S-H. The surface area of the HD type is not detected by several techniques, 
and this is the root cause of so many different values in the literature. Both types 
are made of basic building blocks that form into globules that have two possible 
packing arrangements.  

The model as presented here is for C-S-H in an average cement paste, and it is 
almost certain that some parameters, such as the amount of the LD product, will 
vary with the methods of processing, such as variations in the initial water/cement 
ratio, temperature of reaction, and presence of admixtures. The J-T model so far 
accounts for only the influence of water/cement ratio, but it is hoped that it will 
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serve as a basis for a complete quantitative model that accounts for variation in 
processing and composition.  

The model is a quantitative description of the structure of calcium silicate 
hydrate between 1 and 100 nm. The important features include the following: (1) A 
specific technique for measuring the SSA resolves a specific fineness in the 
structure. This is the main reason why different techniques measure different 
SSAs. (2) Nitrogen SSA varies for two main reasons: drying procedure and 
reaction conditions such as water/cement ratio. The latter reason is related to the 
quantity of LD and HD C-S-H, and thus nitrogen SSA is a measure of this part of 
the microstructure. (3) Water fills the pore space starting with the finest pores at 
the lowest rh, and this is the basis for computing the densities expected at different 
rhs. (4) The surface area as measured by SANS is associated with scattering from 
globules with a density and composition equal to that of C-S-H equilibrated with 
11% RH, and the globules are surrounded by water. (5) The structure is fractal. (6) 
Even though approximate, the measured size of gel pores is compatible with the 
size of pores in the model structure. (7) Remarks 1 through 6 above are 
quantitatively self-consistent. Thus, the model is basically units that pack to form 
globules, which in turn pack together to form LD and HD C-S-H structures. These 
units pack together to form the microstructure of C-S-H. The model defines the 
size, density, and packing efficiency of each of these structures so that many 
experimental observations are rationalized. The principal advantage over other 
models is that at each scale, this model is quantitative, which may be related to 
properties. 
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分類 ① 
題名 Development of the fine porosity and gel structure of hydrating cement systems 

著者 
A. J. ALLEN, R. C. OBERTHUR, D. PEARSONS, P. SCHOFIELD and C. R. 
WILDING 

出典 PHII.OS PHICAL MAGAZINE B, VOl.56, NO.3, pp.263-288,1987 
キーワード － 

概要 

Results are presented of dynamic small-angle neutron scattering (SANS) 
experiments on hydrating cements. The rate of data collection and the size range of 
scattering dimensions contributing to the SANS are sufficient to allow the growth 
of the calcium silicate hydrate (C-S-H) gel microstructure to be correlated with 
both the time variation of the hydration reactions and the rise with hydration of the 
specific surface area. The details of the scattering suggest that the C-S-H gel may 
have a self-similar fractal structure as might be produced by a diffusion-controlled 
aggregation process. 

備考 

We have shown that SANS may be used to characterize the changing 
cement/pore interface during the hydration of OPC-based cement systems. The 
time dependences of the changes are closely correlated with the rate of heat output 
from the hydration reactions. Following the addition of water to OPC, there is little 
change to the SANS during the dormant induction period; the SANS is basically 
the Q-" Porod scattering from the surfaces of the cement grains. After the 
induction period the SANS at high Q (associated with the finest sizes) increases 
and a growing population of 5nm gel globules becomes apparent. This same basic 
behaviour, although with different time- scales, has been demonstrated for OPC, 
accelerated OPC and OPC/BFS blended cement systems.  

At high Q the SANS rises until the Q-4 Porod scattering, still seen at the highest 
Q values, indicates a rise in the specific surface area of the accessible gel/pore 
interface to more than a hundred times the original surface area of the clinker 
grains. The SANS indicates that the gel globules aggregate together to give a 
scale-invariant C-S-H gel structure for correlation lengths up to around 40 nm. At 
lower Q values, the SANS decreases and this can be associated with the shrinking 
unhydrated cement clinker cores.  

For 28-day-old OPC, it is possible, to a first approximation, to fit the SANS data 
over the whole Q range with a model consisting only of shrunken unhydrated 
clinker cores and a structure comprising aggregates of 5 nm gel globules, scale-
invariant up to SMAX=40 nm. Other OPC-blended cements such as OPC/BFS and 
OPC/PFA are broadly similar after 28 days. However, it is clear that in the 
OPC/FINSIL system the high surface area and small particulate size of the reactive 
silica must also be considered. 

At intermediate times during the hydration, the scattering is complicated by the 
softening interfaces between the cement grains and the pore water, as the outer 
regions become hydrated. The minimum in the plots of In (Q" dZ/dCI) versus In 
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Q, which moves off with time to low Q as hydration progresses, seems to be 
associated with this effect. The SANS for intermediate hydration times has yet to 
be fully modelled, and it may also prove necessary to include the initiation and 
growth of young calcium hydroxide crystals.  

Having characterized the SANS from OPC-based cement systems, it is of course 
possible to use the technique to carry out quantitative comparisons between 
different cement systems and under different conditions, or even to consider the 
changes in gel structure introduced by damage effects. For example, the 5nm 
features in the gel structure are destroyed by oven drying-a technique commonly 
used for conventional porosimetry studies. In our earlier papers it was shown that 
even the very fine structure is dramatically modified in macro-defect-free (MDF) 
cements. The gel structure in synthetic cements also appears to be radically 
different from that in an OPC. 
 Unlike other methods of studying the microstructure, SANS is a non-destructive 

way of determining the statistical mean structure throughout the volume of the 
sample. When the qualitative aspects of the structure have been interpreted (as 
here, in the case of OPC), quantitative parameters can be determined and 
compared.  

Clearly the SANS method can also be extended to other heterogeneous porous 
systems such as clays, sandstones and rocks, or artificial materials such as 
ceramics. It will be an aim of future work to relate variations in microstructural 
parameters, as determined using SANS, to the macroscopic properties of such 
materials and to effects of the environment. In particular, the use of a high-
pressure/temperature sample cell to investigate permeation and diffusion effects is 
envisaged. 

 
  



 - 2-92 - 

 
分類 ① 

題名 
Quantitative discrimination of the nano-pore-structure of cement paste during 
drying:New insights from water sorption 

著者 Jennings,H.M.,Kumar,A.,Sant,G. 
出典 Cement and Concrete Research, vol.76, pp.27-36, 2015 

キーワード Calcium-silicate-hydrate(C-S-H), Drying, Adsorption, Cement Paste, Drying 

概要 

A new ability to quantitatively evaluate the complex pore system of cement 
pastes, using water sorption isotherms, is used to illuminate:(a) evolutions of 
microstructure during drying, (b) the mechanisms that control drying shrinkage, 
and (c) a novel method to compute the original w/c (i.e., water-to-cement ratio, 
mass basis). Each of these points has significant implications on concrete 
performance and durability in engineering practice. We show that irreversible 
chances in the nanostructure during first drying are associated with changes in the 
pores that empty between 85-and-45% relative humidity (RH). It is also shown 
that water in the interlayer space (e.g., similar to clays) of the binding calcium-
silicate-hydrate(C-S-H) phase, does not empty until drying below 25 % RH. 
However, this water, once removed, does not completely re-saturate the pore 
spaces even at nearly 100 % RH – for time scales on the order of weeks. With the 
ability to specifically identify the volume of pores associated with the C-S-H gel, 
as opposed to the larger capillary pores and the smaller interlayer spaces, a method 
for computing the original w/c (and hence cement content), of cementitious 
material is proposed. These results suggest improved methods for evaluating and 
modeling the engineering behavior of cement-based materials. 

備考 

The water isotherm contains significant information of the nano/microstructure 
of the C-S-H and cementitious materials in general. Proper capture of sorption 
isotherms, to differing RH minima can be used to quantitatively explain changes in 
the pore structure that occur during drying. For example, water that is either being 
removed or re-entering a sample at a particular RH can be linked quantitatively to 
a specific class of pores, i.e., the interlayer, gel or capillary spaces. It is noted that 
capillary pores do not alter up on drying and they likely have little, if any, effect on 
irreversible volume chances upon drying. On the other hand, gel pores exhibit 
significant chances up on drying, and aging, and the water isotherm is an ideal 
measure of these chances. These changes are expected to be related to irreversible 
volume changes on drying. The removal of water from the interlayer spaces also 
contributes to irreversible volume changes, especially so up on severe drying, 
when water previously removed cannot re-enter the interlayer spaces up on 
resaturation. Because this water is essentially static, unless drying occurs for RH 
≦25 %, this water (i.e., contained in the interlayer) may be considered constant for 
engineering purposes. 

A new technique is proposed for determining the original w/c of any cement-
based material in general. The powerful concept of the gel/space ratio is invoked, 
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which allows both capillary and gel volumes to be determined, in relation to the 
degree of cement reaction, which needs to be separately determined. The proposed 
method is superior to all existing methods, because there is no need for calibration. 
This allows use of the method to study concrete, when it deteriorated and for other 
diagnostic, design and forensic applications. Based on the collective observations, 
and insights gained herein, this work advances a unified view of C-S-H, and 
potential mechanisms of volume changes therein. It is proposed that gel and 
capillary pores broadly control properties of engineering relevance, with the inter-
layer spaces assuming relevance, only under conditions of elevated temperature 
and pressure. The discussion provokes new pathways to model, and to better 
quantify the engineering responses of C-S-H, and cementitious materials in 
general. 
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分類 ①、②－１ 
題名 C-S-H の組成がゲル空隙の量およびゲル空隙の空隙分布に及ぼす影響 
著者 須田裕哉，佐伯竜彦，斎藤豪 

出典 
土木学会論文集 E2（材料・コンクリート構造），Vol.70, No.2，pp.134-152, 
2014 

キーワード C-S-H，C/Sratio，H/Sratio，gel pore，pore volume，pore size distribution 

概要 

本研究は、セメント硬化体の中で主要な水和物である C-S-H が保有して

いるゲル空隙に対し、その組成変化が及ぼす影響を明らかにすることを目

的に行った。 
本研究では、C-S-H ゲル空隙について検討するため、エーライト水和試

料の水蒸気吸着等温線に着目し、水和物（C-S-H)が保有している水分と毛

細管空隙中の水分を分離した。 
次に得られた C-S-H の水蒸気等温線により、C-S-H の保有するゲル空隙

の量や空隙径分布に対して C-S-H の組成が及ぼす影響について検討を行

い、C-S-H の組成とゲル空隙の関係を明らかにした。その結果、その組成

変化を考慮することで C-S-H のゲル空隙の量や空隙径分布を推定する方法

を提案した。 

備考 

本研究では、合成 C-S-H およびエーライト（C3S）水和試料を用いて C-
S-H の組成がゲル空隙量やゲル空隙の大きさに及ぼす影響について検討し

ている。  
① 各相対湿度において、C-S-H の C/S 比と H/S 比は、比例関係にあり、

その関係は材料や配合および養生温度によらず同一である。 
② C-S-H のゲル水量は、C/S 比の低下に伴って増加する傾向を示し、

ゲル水量の変化を C-S-H の組成に基づいて評価することが可能な式を提

案している。 
③ C-S-H のゲル空隙の量は、その組成である C/S 比によって影響さ

れ、C/S 比が低下するとゲル空隙量は増加する。これは、C-S-H の比表

面積が C/S 比の低下によって増加するためである。 
④ C-S-H のゲル空隙の空隙径分布に関して、空隙径のピーク値はお

およそ 1.2 nm 程度である。またゲル空隙の大きさは C/S 比の違いによら

ず同一である。 
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分類 ② 

題名 
低レベル放射性廃棄物処分施設の低拡散層に用いる高流動モルタルの室内

配合選定 
著者 庭瀬一仁，杉橋直行，辻幸和 
出典 コンクリ－ト工学綸文集，第 21 巻，第 3 号，pp.43-51，2010 年 

キーワード 余裕深度処分施設、低拡散層、配合設計、実効拡散係数 

概要 

本綸文は、低レペル放射性廃棄物処分施設のうち日本で初めて建骰が計

画されている余裕深度処分施設において放射性核種の拡散による移行を抑

制するための人工バリアとなる低拡散層を高流動モルタルで構築するため

の配合選定についてまとめたものである。数万年程度の超長期耐久性の性

能評価が必要である低拡散層の配合設計の方針を整理し、33 種類の配合

について性能比較の室内試験を実施した。性能比較の室内試験とその追加

検討試験の結果から、低拡散層の配合として低熱ポルトランドセメントに

フライアッシュ膨張材、石灰石微粉末を使用した高流動タイプのモルタル

の配合を選定した。 

備考 

低レベル放射性廃棄物処分施設の低拡散層に用いる高流動モルタルの配

合設計の方針を整理し、各種特性について、文献調査、性能比較の室内試

験、配合選定の室内試験を実施し、最終的な配合を選定した結果を報告し

ている。 
以下の結果を示している。 
要求品質として健全部のトリチウムの実効拡散係数とひび割れ開口部の

面積比率を超長期の性能評価におけるパラメータの目標値とし、これを達

成するために、強度発現性、物理化学的性能、ひび割れ抑制および施工性

に関する配合設計の方針を設定した。これを満足する低拡散層の配合とし

て、低熱ポルトランドセメントにフライアッシュ、膨張材、石灰石微粉

末、高性能 AE 減水剤（ポリカルボン酸系）、空気量調整剤を使用した高

流動タイプモルタルの配合を選定している。 
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分類 ②－１ 
題名 空隙の連結性に着目したセメント系硬化体の空隙構造の評価 
著者 須藤俊幸，佐伯竜彦，斎藤豪 
出典 土木学会論文集 E2 Vol.73, pp.82-92, 2017 

キーワード pore volume, pore size distribution, C-S-H, water adsorption, MIP 

概要 

本研究は、劣化原因物質の移動経路となる粗大な毛細管空隙間を連結す

る連結空隙に着目して、連結空隙の量と空隙径を定量化し、空隙構造の物

質移動性状への影響について検討を行った。具体的には、水銀圧入法と水

蒸気吸脱着試験を併用することで、連結空隙であるボトルネック空隙の空

隙径を特定し、その空隙量の定量化と空隙構造の複雑さとの関係を評価し

た。 

備考 

本研究では水蒸気吸脱着試験と水銀圧入法を併用することにより、セメ

ント硬化体の物質移動に関係する連結空隙径の特定と空隙量の定量化を行

っている。 
以下に、本研究で得られた知見をまとめる。 
① ボトルネック空隙の空隙径は 10 nm から 20 nm であることを明らか

にしている。 
② C/S 比の低下による C-S-H の凝集構造の変化から、混和材（本研

究では、フライアッシュ、シリカフューム、高炉スラグ微粉末）の利用

が、物質移動性状の低下に有効であることを説明している。 
③ 連結空隙よりも小さな空隙である 10 nm 以下の空隙は C/S 比の低

下によって増加し、この空隙は連結空隙としての機能は小さいことを明

らかにしている。 
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分類 ②－１ 
題名 各種セメント系人工バリア材料の溶脱特性の評価 
著者 山本武志，広永道彦 
出典 コンクリート工学年次論文集，Vol.28，No.1，pp.713-718，2006 

キーワード 溶脱，人工バリア，変質，フライアッシュ，ポゾラン反応 

概要 

普通ポルトランドセメント（OPC）、フライアッシュ混合セメント

（FAC）、そして低熱ポルトランドセメント（LPC）を使用したブロック

状の試験体を用い、拡散による溶脱変質を加速させるために液交換頻度を

高めた浸漬試験を行い、細孔構造の異なる各硬化体の変質過程を評価し

た。浸漬前の水和物組織に形成される孔径 20～200 nm 程度の毛細管空隙

が Ca2+等の拡散経路として作用するため、CH 変質フロントの進行に大き

な影響を及ぼすと推察された。FAC 使用時は、CH の消費と空隙充填によ

る組織の緻密化をもたらすポゾラン反応が生じるため、CH 変質フロント

の進行速度が非常に低くなることが明らかになった。 

備考 

本研究は、拡散場を模擬した浸漬法による促進溶脱試験を行い以下の結

果を得ている。 
① 初期の水和物組織に形成される孔径 20～200 nm 程度の毛細管空隙

量が多いほど、そしてその空隙径が大きいほど CH 変質フロントの進行

速度が高まる。溶脱の進行に伴い Ca2+等の拡散経路を形成する空隙壁面

の C-S-H が溶脱変質するため、空隙径は拡大する。 
② モルタルにおける CH変質フロント進行速度はペーストと同程度で

あるが、Si 溶脱量の割合は高まる。拡散経路を構成する毛細管空隙の連

続性が骨材により低下するため、CH 変質フロント近傍の CH から溶脱す

る Ca2+量が抑制される。そして、浸漬水と硬化体間の濃度勾配を緩衝す

るため、接水面近傍の溶解度の低い C-S-H およびポゾラン反応相の溶脱

変質の開始が早まると推察している。 
③ FAC の系では、初期 CH 含有量の低減と CH 結晶粒の分散効果と合

わせ、ポゾラン反応が孔径 20 nm 以上の毛細管空隙の充填を伴う組織の

緻密化をもたらすため、CH 変質フロントの進行速度が抑制されると考察

している。 
④ Si に比べて Ca2+溶脱量が多い C-S-H の溶脱変質により、C-S-H を構

成する Si イオンの結合度が高まり、溶脱変質がより進行した状態では Si
イオンの網目結合が発生するとしている。 
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分類 ②－１ 
題名 溶脱変質に伴う C-S-H 相の構造変化 
著者 山本武志，広永道彦 
出典 コンクリート工学論文集，第 21 巻，第 2 号，pp.13-23，2010 

キーワード 溶脱，水和物，変質，NMR，人工バリア 

概要 

溶脱変質の進行に伴い、 セメント硬化体に含まれるポルトランダイト 
(CH) の消失に続き C-S-H 相の Ca/Si 比の低下が生じる。セメントの種類

により CH 変質フロント進行速度および C-S-H 相の Ca/Si 比の低下速度

は異なるが、いずれの場合でも C-S-H 相の Ca/Si 比の低下は Si の連結度

を高め、29S1- NMR 分祈により鎖端(Q1) に対する鎖中 (Q2)の存在割合が

高まることを確認した。また、Ca/Si 比が 1.0 程度にまで低下すると Si の
連結度がさらに高まり、鎖の分岐を表す( Q3 )シグナルが発現することを

明らかにした。 C-S-H 相の溶脱変質の進行に伴い、 C-S-H の構成単位と

考えられる粒径 10～30 nm の粒状体が縮小するため、 C-S-H 相内に微小

な空隙が多く形成される。 

備考 

本研究から、以下の結論が示されている。 
① 普通ポルトランドセメント (OPC) および低熱ポルトランドセメン

ト (LPC) 硬化体では、 CH 変質フロントに後続する形で C-S-H 変質フ

ロントが形成されるが、フライアッシュを混和したセメント(FAC)では

それらの変質フロントが共存する。CH 変質フロントの進行速度は、 
LPC>OPC>FAC 硬化体の順に高い。 
② EPMA を用いた元素濃度分布測定により Ca/Si 比の低下を伴う C-

S-H 変質フロントの特定ならびに組成比の評価が可能である。また、定

性的ではあるが、TG/DTA 分析により比較的簡便に C-S-H 相の溶脱変質

の評価を行うことができる。 
③ セメント硬化体の溶脱変質の過程で C-S-H 相から Ca と共に Si も

溶脱するが、 その割合は Ca の方が高いため、 Ca/Si 比の低下が進行

する。そして Ca/Si 比が 1.0 程度に低下することで Si 間の距離が縮ま

り、29Si-NMR 分折では Q2/Q1比の増加と共に Q3シグナルが発現する。 
④ C-S-H 相の溶脱変質の進行に伴い、C-S-H 相の構成単位である粒径

10～30 nm となる微小粒状体の体積が縮小し、 C-S-H 相間に微細な空隙

を多く形成する。この細孔構造の変化と C-S-H 相の組成変化が特定元素

の吸着性状（分配係数）に及ぼす影響の評価が今後の課題となる。 
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分類 ②－１、⑤－２ 

題名 
カルシウム溶出に伴うコンクリートの物理性能及び物質移行性能の変化に

関する検討 
著者 安田和弘、横関康祐、河田陽介、吉澤勇二 
出典 セメント・コンクリート論文集 56 492-498 (2002) 

キーワード カルシウム溶出率、空隙率、透水係数、実効拡散係数、フライアッシュ 

概要 

カルシウムの溶出作用を受けて、空隙率が増加したコンクリートの物理

特性、透水性、拡散性能に関するモデルを提案した。まず、長期間水と接

していたコンクリート構造物の調査結果から、カルシウム溶出率と空隙率

の関係をモデル化した。さらに、水セメント比 40-125%の空隙率の異なる

模擬劣化供試体による実験的検討から、空隙率と圧縮強度、ヤング係数、

透水係数、トリチウムの拡散係数の関係をモデル化した。提案した各モデ

ルについて、既往の研究におけるデータとの比較を行い、提案したモデル

の妥当性を確認した。 

備考 

 (1)実際に長期間水と接していたコンクリート構造物の CaO 濃度と空隙

率の調査結果の再整理 と、(2)空隙率を変化させた供試体について圧縮強

度・ヤング係数・透水係数・トリチウム水の実効拡散係数の測定を行って

いる。(1)ではダムや水道設備、河川堰のコンクリートコア試料について、

Ca 溶出率 の増加に伴い空隙率が線形に増加することを指摘した。(2)では

水セメント比を振ることで空隙率を変化させた一連の試料を用意し、空隙

率の増加に伴い透水係数やトリチウム水の実効拡散係数が増加することを

指摘した。またセメントの一部をフライアッシュ（JISⅠ種）で置換（10-
30 %）することで透水係数やトリチウム水の実効拡散係数が一桁以上小さ

くなることを指摘した。 
（CaO 成分に不飽和な水溶液との接触による固相 CaO 成分の溶出現

象は、コンクリートの劣化要因の一つとして考えるべきものであり、溶

出現象に伴う空隙率の増加はコンクリートの圧縮強度やヤング率、透水

係数、トリチウム水の実効拡散係数を低下させる。） 
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分類 ②－３ 
題名 化学混和剤の特性がセメント硬化体の空隙構造に及ぼす影響 
著者 杉山知巳，魚本健人 
出典 コンクリート工学年次論文集，Vol.24，No.1，pp.142-146，2002 

キーワード 減水剤，セメント分散剤，空隙構造，SEM，水銀圧入式ポロシメーター 

概要 

セメント硬化体の強度発現性や耐久性は、その空隙構造の影響を受け、

更にその空隙構造は、使用材料や配合条件の影響を受けることが知られて

いる。本論文では、コンクリート材料として減水剤系の化学混和剤に着目

し、分散性や凝結特性の異なる種々の混和剤を使用したセメント硬化体に

ついて極初期材齢における、空隙径分布の測定および分散状態および水和

物の形態の観察等を行った。その結果、混和剤の種類によりセメント粒子

の分散状態と水和生成物の形態が異なり、初期材齢においては、高分散性

で凝結遅延効果のない混和剤を使用することにより、緻密な空隙構造が形

成されることが示唆された。 
本実験で使用したセメント分散剤は、AE 減水剤の代表的な主成分の一

つであるリグニンスルホン酸塩（以下 LS）および、高性能 AE 減水剤の

主成分の主流となっているポリカルボン酸塩（以下 PC）のうちアクリル

酸系のセメント分散剤である。 
分散性や凝結時間の影響を顕著に受けると考えられる材齢１日という極初

期材齢について、水和の程度、分散状態および空隙構造の違いに関する検

討を行った結果、以下の知見が得られた。 

備考 

本研究から、以下の結論が示されている。 
① PC を使用し流動性を増加させても、空隙径分布は分散剤無添加の場

合と類似しており、W/C の増加により流動性を増加させた場合と比較する

と、同一の流動性にもかかわらず、非常に緻密な空隙構造をとなる。 
② LS を使用した場合では、LS の凝結遅延効果により、材齢１日を経

過した時点においても水和の進行が遅れており、このことが材齢１日での

空隙構造を粗にする要因の一つと考えられる。 
③ 混和剤無添加と PC 使用時では、空隙分布が類似しているにもかか

わらず、SEM により観察される空隙構造は、両者で全く異なっている。

混和剤無添加の場合では分散が不十分な為に、セメント粒子が凝集し一体

化し、緻密化しているのに対し、PC 使用時では、１次粒子まで分散し、

さらに、微細な針状結晶（エトリンガイト系水和物）が多量に生成するこ

とにより緻密化した。 
④ 初期材齢における空隙構造の形成は、分散性能と凝結特性の影響を

顕著に受け、材齢 1 日においては、低い水セメント比条件において、高い

分散性能を有し且つ凝結遅延性の少ない分散剤を使用することにより、緻

密な硬化体が形成されることが示唆された。 
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分類 ②－３ 
題名 分散剤を添加したセメントの水和と硬化体の微細組織 
著者 坂井悦郎，春日貴行，浅賀喜与志，大門正機 
出典 コンクリート工学年次論文集，Vol.25，No.1，pp.197-205，2003 

キーワード 分散剤，水和，水和熱，硬化体，水銀圧入法，空隙率 

概要 

分散剤のセメント水和反応と硬化体の微細組織におよぼす影響を検討し

た。糖分を除去したリグニンスルホン酸塩およびナフタレン系分散剤を添

加した場合は、水和の影響のない材齢 28 日以降においても同様な空隙構

造を示し、ポリカルボン酸系分散剤の場合に比べて 0.1 μm 以上の大きな

空隙が多く存在した。これは練混ぜ時に形成された粒子の凝集構造と関連

しており、凝集構造中の空間が生成した水和物により埋められなかったた

めと推察した。 

備考 

本研究では、以下の結論を示している。 
分散剤としてはリグニンスルホン酸塩系(LS)、ナフタレン系(β‐NS)、

ポリカルボン酸系(P34)およびスルホン酸基導入型ポリカルボン酸系(S34)
のものを用いた。ポリカルボン酸系の分散剤で、P34 はポリオキシエチレ

ンモノアリルモノメチルエーテルと無水マレイン酸を主成分として、少量

のスチレンが共重合組成として導入された共重合体であり、グラフト鎖の

ポリエチＲンオキシドの重合度を 34 としたものである。S34 は、P34 と同

様の分子構造を有するがポリオキシエチレンモノアリルモノメチルエーテ

ルの一部をアリルスルホン酸ナトリウムで置換し、グラフト鎖間隔を広げ

たものである。リグニンスルホン酸塩系分散剤は、遅延作用の大きい糖分

を酵素により分解・除去したものであり通常 AE 減水剤に用いられている

特殊なタイプである。以上の分散剤のセメント水和反応と硬化体の微細組

織におよぼす影響を検討した。 
その結果、リグニンスルホン酸塩およびナフタレン系分散剤を添加した

場合は、水和の影響のない材齢 28 日以降においても同様な空隙構造を示

し、ポリカルボン酸系分散剤の場合に比べて 0.1 μm 以上の大きな空隙が

多く存在した。これは練混ぜ時に形成された粒子の凝集構造と関連してお

り、凝集構造中の空間が生成した水和物により埋められなかったためと推

察した。 
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分類 ③ 
題名 ブリーディングがセメントペースト硬化体の微細構造に及ぼす影響評価 
著者 石垣邦彦，胡桃澤清，名和豊春 
出典 セメント・コンクリート論文集，Vol.66，pp.111-118，2012 

キーワード 
ブリーディング，空隙構造，反射電子像，サーモポロメトリー，電気伝導

率 

概要 

コンクリートの材料分離現象であるブリーディングは、硬化後のコンク

リートの物性に影響を与えるが、その微細構造に関して定量的な解明は進

んでいない。本研究ではブリーディングが発生した硬化セメントペースト

（HCP）の空隙構造について、電子顕微鏡と低温 DSC を用いて定量的に

評価し、空隙構造の特性を電気伝導度から検討した。その結果、ブリーデ

ィングによって打設方向上部にかけて増加する空隙は毛細管空隙であり、

それ以下の径の空隙形成にはほとんど影響を及ぼさないことが明らかとな

った。また、HCP 中の空隙量と電気伝導性にはブリーディングや水セメ

ント比及び材齢に依らず相関が見られ、空隙の連続性は空隙量のみに依存

することが示された。 

備考 

ブリーディングが OPC のセメントペースト硬化体の空隙構造に及ぼす

影響範囲は、半径 10 nm 以上の毛細管空隙の空隙量であることを明らかに

している。また、ブリーディングに起因する空隙変化で生じる構造変化

は、水セメント比・ブリーディングに関わらず空隙量に強く依存し、実質

の水セメント比の増加による空隙量の増大から、その空隙構造の特性を把

握することが可能であることを示している。 
 
本論文は、人工バリアの施工継目の施工に関しての重要な知見を与えて

いる。特に水平施工継目の場合はブリーディングが継目の界面の付着性能

と核種の移行の遮蔽性能へ与える影響について重要な知見を与えている。 
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分類 ③ 
題名 C-S-H の構造変化に及ぼす外的要因の影響 
著者 黒澤利仁，湊大輔，服部廉太，名和豊春 
出典 セメント・コンクリート論文集，No.65 ，pp.146-152，2011 

キーワード C-S-H，乾湿繰り返し，サーモポロメトリー，NMR，細孔径分布 

概要 

乾湿繰り返しや乾燥による硬化セメントペースト中のカルシウムシリケ

ートハイドレート（C-S-H）の構造変化について、細孔構造測定前試料を

乾燥させない手法により検討した。DSC を用いたサーモポロメトリーの

解析結果から、乾湿繰り返しや乾燥により直径数 nm～10 nm の細孔量が

減少し、10～100 nm の細孔量が増加することを示した。29Si MAS NMR 
の結果か、水中養生試料に比べ乾湿繰り返しや乾燥試料ではシリケートア

ニオン鎖の平均鎖長の伸展がみられ、それに伴う Globule の緻密化により

C-S-H の構造が変化した可能性が示された。 

備考 

長期材齢のセメントペースト硬化体の約 60 ％はカルシウムシリケート

ハイドレート（以降 C-S-H とする）で占められており、C-S-H の物性を

予測することは肝要である。そのため C-S-H については、微細構造を水銀

圧入法やガス吸脱着法で、C-S-H を構成する SiO4四面体の周囲の元素との

結合状態（化学的環境）を 29Si NMR を用いて定量した研究が数多く報告

されており、C-S-H の構造モデルについても多数のモデルが提案されてい

る。Richardoson は透過型電子顕微鏡観察や 29Si MAS NMR を用いて C-S-H
の形態とシリケートの連結に着目し、C-S-H の構造を天然鉱石である 1.4 
nm トバモライトの構造に基づき提案している。また、Jennings は水蒸気

および窒素吸着等温線のヒステリシスや微小角散乱法によりシリケートと

CaO 層、水分子で構成される Globule と呼ばれるコロイド粒子の集合体と

その隙間を充填する水によって構成される C-S-H の構造を提案し乾燥収

縮やクリープなどの挙動を説明することを試みている。これらの既往の研

究から、C-S-H は養生環境によって構造が大きく変化することが知られて

おり、養生環境による構造変化のメカニズムの解明が重要視されている。

青野らは、乾燥や乾湿繰り返し養生における C-S-H の構造変化を水銀圧

入法、ガス吸着法、NMR を用い Jennings らの提案している CM-Ⅰモデル

を基に、直径 40～2000 nm の累積空隙量の増加をシリケートアニオン鎖の

重合によって、Globule が層状配列するとともに、数 10 nm 程度の空隙が

形成されるモデルを提案している。しかし、従来の細孔径の測定法である

水銀圧入法やガス吸着法は測定前に試料を乾燥させなければならないとい

う問題がある。Galle らは様々な水比のポルトランドセメント（以降 OPC
とする）を用い、測定前の乾燥方法の違いにより水銀圧入法による細孔構

造や総細孔量が変化することを報告している。また、水銀圧入法では測定

時の圧入圧による組織破壊やインクボトル効果によって空隙量を過大に評

価している可能性があり、正確な構造変化の定量が行われていないと考え

られる。また、Jennings は CM-Ⅰモデルでは細孔内の水分の離脱着による

構造変化を示すことができないため、CM-Ⅰを改良した CM-Ⅱモデルを提
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案している。本研究では乾燥工程を経ない細孔構造の定量法である示差走

査型熱量計（以降 DSC とする）を用いたサーモポロメトリーにより直径

数 nm～100 nm の細孔構造の変化を定量するとともに、29Si MAS NMR を
用いたシリケートアニオン鎖の重合度の定量を行った。また、両者の関係

を CM-Ⅱモデルに基づいて養生環境による C-S-H の構造変化のメカニズ

ムを解明している。 
① 乾燥や乾湿繰り返しによって累積細孔量は増加し、その傾向として

直径数 nm～10 nm の細孔量が減少し、10 nm～100 nm の細孔量が増加し

た。 
② 養生条件によりシリケートアニオンの存在比率が変化し、乾燥や乾

湿繰り返しによって C-S-H の平均鎖長が増加した。 
③ 乾燥や乾湿繰り返しによる C-S-H の構造変化は、乾燥による脱水に

よって、シリケートアニオンが縮重合し、それに伴う Globule の層間の緻

密化による細孔の粗大化が原因である可能性が示された。 
④ モルタル中の C-S-H のシリケートアニオンの縮合度は、材令が長く

なるほど、養生温度が高くなるほど増大する。 
⑤ 高強度を発現するモルタル中にはヘプタマー以上の高縮合度のシ

リケートアニオンとダイマーが著しく多く認められる。 
⑥ モルタルが同一全空隙量に対して高い強度を発現するのは、全空

隙に占める応力集中の少ない 20 nm 以下の微細空隙の割合が増えること

が主因である。 
⑦ オートクレーブ養生モルタルが 20 nm 以上の空隙量が同程度の標

準養生のモルタル比べて高い強度を示すのは、シリケートアニオンの縮

合度の増大に伴う水和物の強度の向上によって、水和物の種類の変化と

結晶度の向上に伴う凝集エネルギーの低下を補ったことが要因と推察さ

れる。 
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分類 ④－１ 
題名 サーモポロメトリーを用いたセメント硬化体における細孔構造の定量化 
著者 永谷佳之，名和豊春，栗山広毅 
出典 セメント・コンクリート論文集， No.65, pp153～160，2011 

キーワード 
セメント硬化体，細孔構造，細孔径分布，サーモポロメトリー，低温示差

走査型熱量計，水銀圧入法 

概要 

本論は、細孔中の水分の凍結・融解に伴い発生する潜熱－温度関係から

熱力学的平衡式に基づき細孔半径との関係を求めるサーモポロメトリーを

用いてセメント硬化体の細孔径分布を測定したものである。その結果、従

来の理論式では正確な予測ができないことを明らかにし、未凍結水が細孔

壁を濡らしている状態での熱力学状態式に基づいて正確な細孔径－融点降

下式を提案した。次に、セメント硬化体の細孔構造をサーモポロメトリー

で測定し、インクボトル型細孔の存在を明らかにするとともに、細孔径分

布を高い精度で定量化できることを示した。さらに、従来の水銀圧入法で

は水和物組織が破壊され、正確な細孔構造が測定できていないことも明ら

かにした。 

備考 

本論文は、細孔中の水分の凍結・融解に伴い発生する潜熱－温度関係か

ら熱力学的平衡式に基づき細孔半径との関係を求めるサーモポロメトリー

を用いて、MCM-41 およびセメント硬化体の細孔径分布を測定し、その妥

当性を検討したものである。その結果、サーモポロメトリーの従来の理論

式では細孔半径の正確な予測ができないことを明らかにし、未凍結水が細

孔壁を濡らしている状態での熱力学状態式に基づいて正確な細孔径－融点

降下式を提案した。 

また、修正したサーモポロメトリー理論に基づき、セメント硬化体の細

孔構造を測定した結果、不凍結水を考慮するならばサーモポロメトリーに

よって精度よく細孔径分布を定量化できることを示すとともに、セメント

硬化体は、C-S-H 水和物中に存在する 2種類のゲルポアに相当する入口細

孔を有するインクボトル型の細孔構造を有することを明らかにできた。さ

らに、従来の水銀圧入法による細孔構造との比較により、緻密な組織でな

い場合には水銀を圧入する過程で水和物組織が破壊し、入口細孔半径を正

確に測定できないことを明らかにした。 
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分類 ④－２ 
題名 ケイ酸カルシウム水和物（C- S- H )のナノ構造はどこまで見えるか？ 
著者 松井久仁雄 
出典 コンクリート工学, Vol.53，No.5，pp. 394-399，2015 

キーワード C-S-H，固体 NMR，小角散乱，X 線吸収微細構造 

概要 

セメント硬化体成分の視覚化のための最新の分析技術を用いた解析例を

紹介している。C-S-H のナノ構造および複雑な凝集構造の解明へのアプロ

ーチについて記述されている。C-S-H のナノ構造に関する最近のモデルに

ついて概説しており、層間水、原子配置、およびそれらの凝集構造などの

観点からのモデル、低結晶性の層状構造モデル、1.4 nm トバモライトとジ

ェナイトを基本とする基本構造とするモデル、C-S-H の Ca/ Si 比が異な

ることを bridging 位置の Si 四面体の欠落により表現したモデル、トバモ

ライト構造へ Ca (OH)2 が固溶した、あるいはジェナイトとの混合モデ

ル、化学平衡論に基づくものなどが挙げられている。bridging 位置の Si 四
面体の欠落により Ca/Si 比の幅を表現した Cong and Kirkpatrick のモデルは
29Si－固体 NMR の解析結果に基づいており、さらにこれらの凝集構造と

して Jennings は Grobule と呼ばれるコロイド粒子の集合体とその隙間を充

填する水によって構成されるモデル、Allen et al の小角散乱測定に基づい

た C-S-H 粒子の構造が紹介されている。また、最近、Richardson がこれま

での膨大な 29Si－固体 NMR の実験データを原子位置と化学蓋論的な検討

から整理して提案した精密な原子モデルについて説明されている。さら

に、これらの C-S-H の構造に関する分析として、C-S-H の骨格構造を分析

するための 29Si－固体 NMR および 27Al－固体 NMR、C-S-H 中の Ca の位

置や挙動の情報をえるための 43Ca－固体 NMR や X 線吸収微細構造

（XAFS）、セメント硬化体の空隙構造を固体表面あるいは細孔表面近傍の

水とバルクの水とで固体との相互作用の違いを利用して分析できる 1H－

NMR、C-S-H の凝集構造やセメントペースト粒子の表面積測定などに威力

を発揮できる小角 X 線散乱測定（SAXS）、小角中性子散乱測定（SANS）
について説明されている。 

備考 

本論文は、C-S-H の構造とその分析手法について、コンパクトにかつ平

易に説明されている。本報告で言及されている内容で、特に大事なことは

以下のような事項である。 
① C-S-H のナノ構造は変化しやすく、その解析には十分注意を要するこ

と。 
② C-S-H の合成方法について、試薬からゾルゲル法で沈殿生成した

C-S-H とセメントの水和時に生成する C-S-H は、その構造が本質的に異

なることに注意を払う必要がある。 
③ 試薬合成した C-S-H は、X 線回折において（002）底面反射が認め

られることが多く合成時の pH によって層間距離も変化する。一方、セ

メントあるいは C3S の水和から生成した C-S-H には底面反射に由来する

ピークが認められない。 
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④ ②と③から、過去の研究報告を検証する際に、C-S-H の合成方法

や前処理などの実験方法を吟味することが重要であること。 
 

分類 ⑤－１ 
題名 セメント系材料による放射性核種の収着 
著者 野下健司，西 高志，松田将省 
出典 放射性廃棄物研究，Vol.3，No.2，pp.63-70，1997 

キーワード 
放射性核種，セメント，収着，吸着，分配係数，炭素，セシウム，コバル

ト， 
アメリシウム 

概要 

セメント固化体による無機 C-14(CO3
2- )の収着機構をバッチ法による分

配係数測定試験、XPS 分析、ゼータ電位測定により検討した。その結果、

C-14 はセメント構成成分である Si02と CaO の反応生成物に静電的に吸着

されることを見出した 。この反応では、マイナスに帯電した SiO－が Ca2+

と反応しプラスに帯電した C-14 吸着サイト(SiO-Ca+) を生成する。以上

の機構に墓づき、Cs-134、Co-60、Am-241 の収着機構についても討検を行

った結果、Cs-134 は陽イオンとしてセメント中の SiO－に静電的に吸着し

Co-60、Am-241 は C14 と同じくセメント中の Si02と CaO の反応生成物に

収着することがわかった。普通ポルトランドセメント(OPC) は CaO 成分

に比べ SiO－生成量が少ない。このため、これらの核種の分配係数を向上

するためには、SiO－を生成する。高炉スラグを OPC に添加し、Ca2+/ Si0－

比を最適化すれば良い。その結果、高炉スラグを 50 wt%添加することに

より、いずれの核種も分配係数が向上することを確認した。 

備考 

セメント固化体による無機 C-14 (CO3
2-)の収着機構をバッチ法による分

配係数測定試験、XPS 分析、ゼータ電位測定により検討した。またこの結

果に基づき、Cs-134、Co-60、Am-241 の収着機構についても検討を行い以

下の結果を得ている。 
① セメントによる C-14 の収着は Langmuir 型吸着式に従う。これば

陰イオンである C-14 が静電的な力により吸着されることを示してい

る。 
② セメント構成成分である CaO と Si02の反応生成物は高い C-14 吸

着性能を持つ。この反応ではまず SiO2の架橋構造が OH－により切断さ

れ、マイナスに帯電した SiO－が生成する。その後、SiO－が Ca 2+と反応

することによりプラスに帯電した C-14 吸着サイトが生成されることを

示している。 
③ 普通ポルトランドセメントでは CaO 成分に比べ SiO－生量が少な

い。このため、SiO－を生成する高炉スラグを 50 wt%添加し、セメント

中の Ca2+/SiO－比を最適化することにより C-14 分配係数は 2000 (mL/g)か
ら 19000 (mL/g)に向上することを示している。 
④ Cs-134 は陽イオンであり、セメント中の SiO－に静電的に吸着する

ことを示している。 
⑤ Co-60、Am-241 は、C-14 と同じくセメント中の CaO-SiO2反応生成
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物に収着することを示している。 
⑥ 以上の結果、いずれの核種についても高炉スラグを 50 wt%添加す

ることにより、分配係数が向上することを確認している。 
 
 

分類 ⑤－１ 
題名 セメント系硬化体のゼータ電位に影響を及ぼす各種要因の検討 
著者 金沢貴良，菊地道生，斎藤豪，佐伯竜彦 
出典 セメント・コンクリート論文集, Vol.66, pp.182-188, 2012 

キーワード 
ゼータ電位、温度、細孔溶液、C-S-H、C-A-S-H、カルシウムアルミネー

ト系水和物、C/S 比 

概要 

セメント系硬化体中の空隙表面電位は、イオンの拡散性状に影響を及ぼ

すと考えられている。本研究では、空隙表面電位を近似的に表すことので

きるゼータ電位に着目し、細孔溶液組成、水和物の種類と生成量、溶液温

度がセメント系硬化体に及ぼす影響について検討を行った。また、各硬化

体の細孔溶液を抽出し、そのイオン組成を模擬した溶液中で硬化体を構成

する各種水和物のゼータ電位の測定し、実際のセメント系硬化体のゼータ

電位を推定することを試みた。その結果、セメント系硬化体を構成する各

種水和物の生成量、比表面積、ゼータ電位を積算することにより、実際の

セメント系硬化体のゼータ電位を精度良く推定することが可能となった。 

備考 

本研究では、セメント系硬化体のゼータ電位の温度依存性の検討、およ

びセメント系硬化体を構成する各種水和物の相組成と比表面積、ゼータ電

位から実際のセメント系硬化体のゼータ電位の推定を行っている。 
本研究で得られた結論は以下の通りである。 
① 溶液温度を変化させると各種水和物の溶解度が変化し、それに伴

って溶液組成も変化することによって、セメント系硬化体のゼータ電位

が変動したと考えられる。特に、液相 Ca2＋濃度がセメント系硬化体のゼ

ータ電位に支配的影響を及ぼす。 
② 各種硬化体の細孔溶液を抽出し、そのイオン組成を模擬した溶液

に、それぞれ分散した各種水和物のゼータ電位を測定し、セメント系硬

化体のゼータ電位をある程度の精度で推定することができた。 
③ 高炉スラグ微粉末 やフライアッシュ などの混和材を使用した配

合については、C/S 比とゼータ電位との関係を詳細に検討することで、

精度良く推定できる可能性がある。 
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分類 ⑤－１ 
題名 C-A-S-H への Cs の収着挙動の評価 
著者 湊大輔，渡邊禎之，原澤修一，山田一夫 
出典 セメント・コンクリート論文集，Vol.69， pp.53-60，2015 

キーワード C-S-H、C-A-S-H、Cs、分配比、核磁気共鳴、NMR、29Si-NMR、27Al-NMR 

概要 

セメント系材料と Cs の相互作用を評価するために、セメント系材料の

主成分であるカルシウムシリケート水和物（C-S-H）や C-S-H に Al が固

溶した C-S-H（C-A-S-H）を合成し、Al の固溶が Cs の収着特性に与える

影響を評価した。特に微細構造の変化に着目し、29Si、27Al および 133Cs
を対象に核磁気共鳴（NMR）測定を行った。Cs 収着前後の 27Al MAS 
NMR のスペクトル変化からは Al が C-A-S-H 中の SiO4にブリッジングし

たことが示された。ブリッジングした Al は Cs を帯同すると考えられ、こ

れが C-A-S-H に対する Cs 収着メカニズムの一つであると示唆された。 

備考 

① Cs 収着前後の 29Si MAS NMR と 27Al MAS NMR のスペクトル変化

はともに Al が C-A-S-H 中の Si にブリッジングしたことを示す。ブリッ

ジングした Al は Cs を帯同すると考えられ、C-A-S-H に対する Cs 収着

メカニズムの一つであると推察している。 
② C-S-H に Al が固溶することでゼータ電位がプラスとなり、懸濁液

の pH が大きくなった。これは前述のブリッジングによるものと考察

し、Al が置換することで Cs の収着量も増加したことを示している。 
③ 133Cs MAS NMR からは Cs の C-A-S-H に対する収着は 2 つ以上の

形態を示すことが示唆されている。 
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分類 ⑤－２ 
題名 ダムコンクリートにおけるフライアッシュのポゾラン反応率の考察 
著者 小早川真，大森啓至雲，佐藤道生，土田茂 
出典 コンクリ－ト工学論文集，第 15 巻，第 1 号，pp.45-56，2004 

キーワード 
フライアッシュ、ポゾラン反応、ダムコンクリート、Ca/Si モル比、長期

材齢、空隙構造 

概要 

材齢 34 年を経たダムコンクリート中のフライアッシュのポゾラン反応

率を定量した。材齢経過のデータを補うためにコンクリートとペーストに

よる実験を行い参照データとした。ペースト中におけるフライアッシュの

反応率の定量と合わせて、水和生成物の Ca/Si モル比、Ca/A1 モル比を測

定しポゾラン反応の進行によって生じる水和物の組成比の変化を明らかに

し、コンクリートの場合と比較した。その結果、材齢 34 年を経た試料中

のフライアッシュの反応率は 50 %強であると判断された。また、長期材

齢を経た実構造物の試料中のフライアッシュ反応率を検証する方法として

EPMA による評価方法は比較的簡便で効果的であることが示された。 

備考 

フライアッシュを混和した中庸熱セメントを用いた池原ダムのコンクリ

ートについて材齢 34 年における FA 反応率を検証した。材齢変化のデータ

を補うためダム施工当時の配合および類似の材料を用いてコンクリートと

ペーストで再現実験を行った。コンクリート試料の空隙構造および圧縮強

度発現をダム試料と再現実験において比較している。またフライアッシュ

反応率を再現実験のペースト試料において選択溶解法により定量してい

る。さらに EPMA（電子プローブマイクロアナライザー）により面分析を

行い生成した水和物の組成比とポゾラン反応率の関係を検討している。そ

の結果、フライアッシュのポゾラン反応率と反応に伴って生成する硬化体

の空隙構造および水和物の化学組成の変化が明らかにしている。 
① 材齢 34 年を経た池原ダム試料中の FA 反応率は、再現実験における

積算温度と反応率の関係および EPMA によって定量した Ca/Si 元素モル

比と反応率の関係より、50 %強であると推定されている。 
② コンクリートの圧縮強度の増進は、水粉体比・養生条件がコンク

リートと同じペーストにおいて定量した FA 反応率と正の相関が認めら

れたことを示しているが、養生温度 20℃と 40℃では異なる回帰式とな

ることを示している。 
③ 再現実験に用いたフライアッシュのポゾラン反応による水酸化カ

ルシウムの消費量はフライアッシュ 100 g に対し、反応率 1 %当たり

0.43 g であった。 
④ ダムコア試料の空隙径分布を、再現実験コンクリートとペースト

量が同じになるよう換算して比較した結果、骨材寸法が大きいことまた

骨材量が多いことによって遷移帯に相当する径 50 nm から 10 μm の空隙

量が多いが、50 nm 以下の空隙は養生温度 20 ℃における再現実験の時

系列変化の延長にあることが推定されている。 
⑤ フライアッシュのポゾラン反応による水和生成物には、フライア
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ッシュから溶出した A1 元素が取り込まれ、Ca/Al モル比 8 から 10 付近

の水和物（C-A-S-H）が生成することが EPMA による面分析の結果から

明かにしている。 
⑥ フライアッシュのポゾラン反応によって生成する水和物の組成変

化は反応率の増加と共に Si/Ca モル比および A1/Ca モル比が同時に増加

することが確認された。 
⑦ FA 反応率と EPMA の面分析から求めた C-S-H の組成範囲におけ

る Ca/Si モル比の最頻値には負の相関があり、硬化体中におけるフライ

アッシュのポゾラン反応率の推定に利用できる可能性を見出せている。 
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分類 ⑤－２ 

題名 
材齢 34 年を経た中庸熱フライアッシュダムコンクリートの硬化体組織と

物性 
著者 佐藤這生，小早川真，小津博 
出典 コンクリ－ト工学年次論文報吉集，Vol，21，No.2，1999 

キーワード 長期材齢，フライアッシュ，ポゾラン反応，C−S−H，ダム，空隙径分布 

概要 

30 ％フライアッシュ混合中庸熱ボルトランドセメントを用いて施工さ

れた、材齢 34 年を経た池原ダムより採取したコンクリートの硬化体組織

の解析および物性評価を行った。コンクリート中のフライアッシュ粒子の

内部には 5 μm 程度の反応層が形成され、ポゾラン反応の進行は著しかっ

た。副生した Ca(OH)2 は、ポゾラン反応によりほとんどが消費され、

C−S−H の Ca／Si モル比は 1.2〜1.6 であった。フライアッシュの反応率は

約 70 ％と推定された。コンクリート中の全空隙量および 50 nm 以上の空

隙量は少なく、密実な硬化体を形成していた。施工時より噴霧養生した供

試体の圧縮強度は長期材齢にわたり増進していた。 

備考 

池原ダムに使用され材齢 34 年を経たフライアッシュを混合し、中庸熱

ボルトランドセメントを使用したダムコンクリートの硬化体物性について

検討した結果、以下のことを示している。 
① コンクリート中に残存する未水和セメントは少量であり、コンク

リートの結合水量も多く、セメントの水和反応は十分進行している。 
② フライアッシュのポゾラン反応により溶脱した Si および Al は、

C-S-H に取り込まれ、C-S-H の Ca／Si モル比は減少、Al／Ca モル比は

増加していた。フライアッシュのポゾラン反応はコンクリート中の

Ca(OH)2をほとんど消費するまで進行している。フライアッシュの反応

率は約 70 ％と推定される。 
③ セメントの水和反応およびポゾラン反応が長期にわたり進行した

ことにより、コンクリート中の全空隙量および 50 nm 以上の粗大な空隙

が減少し 10 nm 以下の微細な空隙が増加していた。50 nm 以上の空隙の

減少は強度を向上させたと推定される。 
 

本研究は、実際の長期材齢のダムコンクリート（中庸熱セメントにフラ

イアッシュを混和）から採取した試料からフライアッシュの長期反応率、

C-S-H の構造変化について分析検討を行っている。 
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分類 ⑤－２ 
題名 材齢 50 年を経たダムコンクリート供試体の長期物性 
著者 石川嘉崇，佐伯竜彦，今岡知武，目黒貴史 
出典 セメント・コンクリート論文，Vol.71，pp.45-56，2017 

キーワード 
フライアッシュ，ダムコンクリート，圧縮強度，長期材齢，細孔径分布， 
ポゾラン反応 

概要 

フライアッシュ置換率 30 ％の中庸熱セメントを使用したダムコンクリー

トの供試体を対象として、100 年間にわたる長期試験が 1960 年代より計

画され、現在も定期的に試験を継続している。コンクリートの供試体は

1960 年代から、温度 20 ℃、湿度 100 ％の噴霧養生状態で保管されてい

る。本論文では、ダムコンクリートの長期物性を評価するため、材齢 50
年まで定期的に実施された試験結果および材齢 50 年でのコンクリート組

織分析に関する検討結果を報告する。 

備考 

材齢 50 年まで噴霧養生下で保管したダムコンクリートの供試体に関し

て強度関連の試験およびコンクリート組織の試験を実施している。本研究

で得られた試験結果の要点を以下の通りである。 
① 材齢 3 年まで圧縮強度の増進が明確に見られた。材齢 3 年以降は

材齢によって、一部強度の低下が確認されたが、材齢 50 年まで強度は

漸増の傾向が見られる。 
② 材齢 50 年の坂本ダム供試体と池原ダム供試体の圧縮強度は、65.7 

N/mm2、73.0 N/mm2となり、91 日強度と比較して、それぞれ約 30 ％、

約 50 ％増となった。 
③ 池原ダム供試体の割裂引張強度は材齢 15 年まで増加しており、材

齢 15 年以降はほぼ一定の値を示している。材齢 50 年時点の強度は 91
日強度と比較して約 50 ％増となった。 
④ 池原ダムの供試体から採取した試料中のフライアッシュの反応率

は 57.4 ％となった。一般的なフライアッシュのガラス相の割合を仮定

すると、約 70～80 ％程度ポゾラン反応が進行しているものと推察して

いる。また、重液分離後の浮遊物の熱重量分析の結果から、供試体中に

水酸化カルシウムはほとんど存在していないことを示している。既往の

文献から材齢 34 年の池原ダム内部監査廊のコアから求めたフライアッ

シュの反応率は約 70 ％と推定され、残存水酸化カルシウムもほぼない

ことが確認されている。今回測定したフライアッシュの反応率および水

酸化カルシウムが存在しないことと符合しており、今後のポゾラン反応

は期待できないと推察している。 
⑤ 池原ダムの供試体から採取したモルタル部分の積算細孔径分布お

よび微分細孔径分布の測定結果から、直径 20 nm 程度以下の微細な細孔

しか存在しておらず、非常に緻密な細孔構造を有していることを示して

いる。 
⑥ 池原ダムの供試体の塩化物イオン実効拡散係数の測定結果から、

電気泳動法により得られた実効拡散係数は平均値 0.09 cm2/year となり、
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極めて小さいことが確認された。このことから、池原ダムコンクリート

の供試体は 50 年という長期材齢において極めて高い物質移動抵抗性を

持つことを確認している。 
 

本研究は、実際の長期材齢のダムコンクリート（中庸熱セメントにフラ

イアッシュを混和）から採取した試料からフライアッシュの長期反応率、

C-S-H の構造変化（Si/Ca および A1/Ca）について分析検討を行ってい

る。 
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分類 ⑤－２ 

題名 
カルシウムイオンの溶出に伴うコンクリートの変質に関する実態調査と解

析的評価 
著者 横関康祐，渡邉賢三，古澤靖彦，大門正機，大即信明，久田真 
出典 土木学会論文集 No. 697/V-54，pp.51-64，2002 

キーワード 
leaching of calcium, degradation, diffusion, advection, chemical equilibrium, 

porosity, mechanical properties 

概要 

本論文では、 34～104 年間地下水中あるいは水に接していて、カルシウ

ムの溶出作用を受けたコンクリートの実態調査および数値解析により溶出

メカニズムや変質程度に関する検討を行った。解析モデルは変質に伴う空

隙率や拡散係数の変化およびカルシウムの溶解平衡を考慮した質量保存則

を基本にし、カルシウム濃度分布および空隙率や強度といった物理性能分

布を推定できるものとした。 実構造物調査では、モデルの評価、作用水

質や材料条件などが変質速度に及ぼす影響を検討した。その結果、想定し

た溶出モデルにより様々な環境における変質過程が予測可能であることが

証明され、水セメント比、境界カルシウムイオン濃度が変質速度へ大きな

影響を及ぼすことが判明した。 

備考 

① 34 年から 104 年経過した 9 種類の実構造物調査結果から、経過年

数と共に変質深さがほぼ直線的に増加し、水酸化カルシウム CH の変質

は 100 年で数十 mm 以下、C-S-H は 10 mm 以下であることが示されてい

る。また、CH の溶出深さとビッカース硬度に相関があることが示され

ている。 
② セメント水和物の溶解反応をモデル化し、既往の溶解試験におけ

る Ca の固液平衡関係を解析モデルに組み込んだ。 モデルの骨格となる

Ca2+移動に関しては、質量保存則を一次元有限差分法により計算するも

のとした。最も重要となる拡散係数の決定方法に関しては、溶出に伴う

空隙率の変化、屈曲度の変化、水和の進行を考慮した理論的推定方法を

提案している。従来のモデルのほとんどがペーストを対象としているの

に対し、骨材を考慮した幅広い解析モデルであることが特徴的である。 
③ 実構造物調査結果と数値計算結果を比較検証した結果、水和物形

態別の変質深さ、ビッカース硬度低下深さ、およびそれらの分布につい

て精度よく予測が可能であることが示されている。 
④ 材料条件の内、水セメント比の増加に伴い変質深さはほぼ直線的

に増加し、通常の範囲では 8 倍未満の影響度であることが分かった。骨

材の影響に関して、粗骨材混入量と変質深さは反比例し、粗骨材量 0～
600 L/m3で変質深さへの影響は 2 倍未満であることが分かった。環境条

件については、 作用水中の Ca2+濃度の影響が非常に大きく、Ca2+濃度

が 0～15 mmol/l まで変化した場合、変質深さは 10 倍以上変化すること

が明らかとなっている。 
⑤ セメント水和物の溶解反応をモデル化し、既往の溶解試験におけ

る Ca の固液平衡関係を解析モデルに組み込んだモデルを提案してい
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る。 
⑥ セメント硬化体の強度やセメント水和物組織の緻密さを相対的に

比較する方法として、主に金属材料の硬度を測るビッカース硬度計が利

用されている。本研究では、セメント硬化体からの CH の溶出によりセ

メント水和物が粗雑になり変質している範囲の検証としてビッカース硬

度計の利用を試みている。 
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 天然バリアにおける核種移行評価手法の整備 
 

 はじめに 
放射性廃棄物の処分において、隆起・侵食や海水準変動による地形の変化は、地下水流動

の変化を引き起こすなど、処分システムの機能を低下させるおそれがある。隆起・侵食は時

間的、空間的に一様な変化ではなく、サイト特性に大きく依存し、その変化を反映した地下

水流動の変化を把握する必要がある。この時、処分サイトが沿岸域周辺であれば、海水準変

動に伴う汀線の移動によって、侵食の挙動が大きく変動することが想定される。 
中深度処分においては、廃棄物埋設地の配置などを設計するにあたって、河川等の侵食に

よる埋設深度の減少、また、地形変化による水理学的影響の小さいエリアを選定することが

考慮事項の一つとして考えられている。規制側は、事業者が行う天然バリア中の核種移行評

価に対し、これらの状態変遷に基づいて、適切に評価されているかを確認することが必要で

ある。 
こうしたことから、平成 29 年度までの受託研究「廃棄物埋設地の安全評価に関する調査」

において、図 3.1-1 に示すように 3 次元地形変化から地下水流動解析を行いその結果をもと

に人工バリア、天然バリアにおける核種移行解析を行う一連のリンケージ評価方法を整理す

るとともに、中深度処分を想定した廃棄物埋設地を対象として、隆起・侵食・海水準変動が

地形変化とその領域の地下水流動の変化によって処分システムに与える影響を評価できるよ

うに、地形変化評価コード JAEAsmtp を適用して、将来の地形変化の変動の幅を把握する評

価手法の検討を行ってきた。平成 29 年度には、仮想的な評価対象エリアに対して、現在の地

形から古地形を推定し、そこから現在地形を再現できる評価パラメータセットを決定する方

法の整備を進めた。 
そこで、平成 30 年度は、平成 29 年度の成果をもとに、中深度処分において地形変化が埋

設地周辺の地下水流動に及ぼす影響を評価するために、3.2 では平成 29 年度に使用した地形

変化評価コードに関する既往の開発成果及び本コードによるこれまでの規制庁の委託事業の

成果、並びに国内外で開発されている他の地形変化の評価モデル・コードの情報を踏まえ、

評価対象とする現象を整理した上で課題の整理を行った。また、3.3 では地形変化評価コード

に対し、地形変化評価コードの課題として整理した海域での堆積や河道移動等に関するモデ

ル改良・パラメータ推定方法の検討を行った。 
3 次元地下水流動解析コード 3D-SEEP に関しては、3.4 において中深度処分への適用性につ

いて整理した上で、3.5 において中深度処分において想定される浸透流・塩分濃度解析（密度

流を考慮）の計算精度向上のために風上法及び可変濃度境界を導入する改良を行い、解析機

能の妥当性の検証を行った。3.6 では、平成 29 年度に開発した地形変化評価コードと 3D-SEEP
を連成させるための外部プログラムを用いて、一連の評価コードシステムについて性能分析

を実施し、コードシステムの改良点を整理するとともに、本解析に向けた適切な解析条件を

設定した。以上を踏まえ、3.7 では平成 29 年度に評価した古地形推定に対する不確実性に加

え、将来に対する不確実性を考慮した上で、将来の地形変化の変動幅を評価した。さらに、

将来の地形変化の評価結果の一例に対し、非定常な 3 次元地下水流動・塩分濃度解析を実施

し、地形変化が地下水流動・水質に与える影響の傾向性や重要因子に関する予察的な分析を

行った。 
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図 3.1-1 目標とする 3 次元地形変化に伴う核種移行解析のリンケージ評価 

 
 地形変化評価コードの課題整理 

 長期間に及ぶ地形変化を予測する方法の１つに、コンピュータによる数値シミュレーショ

ンがある。これらは一般に Landscape Evolution Models (LEMs)と呼ばれ、理論地形学や地形プ

ロセス学に基づく複数のモデルから構成されるものである。国外においては、1970 年代以降

から LEMs の開発が行われ、その後の計算技術の発展に伴い様々な地形変化プロセスを考慮

可能な LEMs が複数開発されている。こうした地形変化評価のモデル・コードに対しレビュ

ーを行った文献として、T. J. Coulthard (2001)(1), A. Chen et al. (2014)(2), Declan A. Valters (2016)(3) 
がある。また JAEAsmtp を開発する段階において、JAEA-Research 2010-044(4)で既往のモデル

に対するレビューが行われている。 
本節ではこれらの文献を参考に、まず既往の地形変化評価コードと JAEAsmtp に対しその

概要（対象とする現象等）や各現象に対して使用されているモデルについて整理した。さら

に、整理した結果に基づき既往の地形変化評価コードと JAEAsmtp の比較を行い、改良すべ

き点について課題の整理を行った。 
  

3次元地形変化評価

3次元地下水流動解析

人工バリア変質解析

人工バリア内・天然バリア核種移行解析
被ばく線量評価

3D-SEEP

MC-Buffer

GSRW-PSA
核種移行評価パラメータ

移行経路（地質・水質）
地下水流速

海水準変動

核種移行評価パラメータ

表層地形の時間変化

廃棄物埋設地周辺の水質変化

隆起
海水準変動

地形変化評価コード
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3.2.1 調査を実施した地形変化評価コード 
 国外において 1991 年から 2005 年にかけて開発された LEMs の例を表 1 に示す。このうち

マニュアルおよびソースコードが公開されているものとして、CHILD(5), SIBERIA(6), Landlab(7), 
LAPSUS(8)が挙げられる。国内においては、マニュアルおよびソースコードが公開されている

LEMs はないものの、論文において野上（2005）(9)、井上・田中（2013）(10)による LEMs の概

要が公表されている。 
 

表 3.2-1 1991 年から 2005 年にかけて開発された LEMs の例 
（Gregory E. Tucker et al. (11)を一部改変） 

LEMs 参考文献 マニュアル・コードの公開 
SIBERIA Willgoose, Bras, and Rodriguez-Iturbe (1991) 〇 

DRAINAL Beaumont, Fullsack, and Hamilton (1992) × 
GILBERT Chase (1992) × 

DELIM/MARSSIM Howard (1994) × 
GOLEM Tucker and Slingerland (1994) × 

CASCADE Braun and Sambridge (1997) × 
CAESAR Coulthard, Kirkby, and Macklin (1996) × 
CHILD Densmore, Ellis, and Anderson (1998) 〇 
EROS Tucker and Bras (2000) × 
TISC Crave and Davy (2001) × 

LAPSUS Garcia-Castellanos (2002) 〇 
APERO/CIDRE Schoorl, Veldkamp, and Bouma (2002) × 

Landlab Carretier and Lucazeau 〇 
 

ここでは国外においてマニュアル・コードが公開されているコード（CHILD(5), SIBERIA(6), 
Landlab(7), LAPSUS(8)）および国内のコード（野上(2005 (9), 2011 (12)), 井上・田中(2013) (10)）の

計 6 つのコードを対象として調査を実施した。 
 

3.2.2 JAEAsmtp との比較 
（１）コードの概要の比較 

調査を実施した既往の地形変化評価コードと JAEAsmtp に対し、コードの概要（対象とす

る地形変化プロセス、タイムスケール、特徴など）を整理した結果を表 2 に示す。ここで地

形変化プロセスは、各コードにおいて 3 次元で考慮可能なもののみを示した。 
地形変化プロセスとしては、河川域・斜面域での侵食、気候変動、地殻変動（一定速度）

が全てのコードで考慮されている。CHILD(5), 野上(2011) (12), JAEAsmtp では側刻・蛇行、洪水

も考慮されている。海域については国外のコードは対象としていないが、野上(2005 (9), 2011 

(12)), 井上・田中(2013) (10), JAEAsmtp では海食・海域での堆積が考慮されている。またその他

に、風食、植生、層序などが考慮されているコードもある。 
また CHILD(5), Landlab(7), LAPSUS(8)では、降雨流出をシミュレーションすることも可能であ

り、土砂移動と同様に表面の勾配に応じて降雨による表面流の流れが計算される。降雨によ

る表面流出は、CHILD(5)では例えばホートン型表面流（降雨量－浸透能）として計算でき、

その結果は河川侵食（Detachment limited model（後述））等の計算に反映される。 
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表 3.2-2 代表的な地形変化評価コードの概要（青：考慮可能、白：考慮できない、灰色：不明） 

LEM
s 

タ
イ
ム
ス
ケ
ー
ル(

年) 

グ
リ
ッ
ド 

開
発
言
語 

降
雨
流
出 

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン 

地形変化プロセス 

侵
食
（
河
川
） 

侵
食
（
斜
面
） 

側
刻
・
蛇
行 

洪
水 

気
候
変
動 

地
殻
変
動
（
一
定
速
度
） 

地
殻
変
動
（
時
間
依
存
） 

海
域 

そ
の
他*

5 

CHILD 103-107 TIN*1 C++  TL*2 
DL*3 

Linear 
Non-linear       粒径の考慮、層序、 

風食 

SIBERIA 103-107 正方形 Fortran  TL 
DL Linear       層序、植生 

Landlab 103-107 TIN 
正方形 Python  TL 

DL 
Linear 

Non-linear       地すべり、植生、蒸発

散 

LAPSUS 10-1-105 正方形 C#  TL 
DL Linear        

野上(2005, 
2011) 

105スケー

ル 正方形 C  野上 
(1981) Linear 洪水により 

蛇行が発生    
海食・海域で

の堆積を考慮

可能 

風化、山崩れ、火山灰

降下 

井上・田中
(2013) 

105スケー

ル 正方形   TL Linear      
海食・海域で

の堆積を考慮

可能 

 

JAEAsmtp 105スケー

ル 三角形 Fortran  SPI*4 勾配の 2乗

に比例 

洪水により側

刻・蛇行が 

発生 
   

海食・海域で

の堆積を考慮

可能 

 

*1 - Triangulated Irregular Network（不規則三角形ネットワーク）     *3 - Transport limited model（運搬量制限モデル） 
*2 - Detachment limited model（侵食量制限モデル）                  *4 – SPI（Stream Power Index モデル（※JAEA 開発））  
*5 – 人為的なプロセス（耕作、火災など）は記載していない 
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（２）モデルの比較 
 各地形変化プロセス（①侵食（斜面域）、②侵食（河川域）、③堆積（斜面域・河川域）、④

海域、⑤洪水・側刻・蛇行、⑥気候変動、⑦地殻変動、⑧その他）に対し、既往の地形変化

評価コードおよび JAEAsmtp で使用されているモデルを整理した結果を以下に示す。 
 
①侵食（斜面域） 
 
既往の地形変化評価コード 
 Linear diffusion model（Culling(1960) (13); 平野(1996) (14)） 

 [CHILD(5), SIBERIA(6), Landlab(7), LAPSUS(8), 野上(2005(9), 2011(12)), 井上・田中(2013) (10)] 
  マスムーブメントのプロセスは崩壊・地すべりなどに細部されるが、長期的には限界勾

配に制御される減傾斜過程（Carson (1976) (15)）として、土砂のフラックス𝑞𝑞𝑠𝑠が勾配に比例

するという拡散モデルで単純化が可能である(Monaghan et al. (1992) (16)）。 
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕

= −∇ ∙ 𝑞𝑞𝑠𝑠, 𝑞𝑞𝑠𝑠 =  −𝑐𝑐∇ 
𝜕𝜕 : 標高 
𝜕𝜕 : 時刻 
𝑐𝑐 : 定数 

定数𝑐𝑐は拡散スピードに対応し、土壌の状態や様々なファクター（雨の衝突、風、化学的

風化など）に依存する。このモデルが低－中間の勾配において成り立つことは、短期的

（Schumm (1967)(17)）・長期的（Mckean et al. (1993) (18): 10Be を用いた検証）に検証されてい

る。 
 

 Non-linear diffusion model（Roering et al. (1999) (19)） 
 [CHILD(5), Landlab(7)] 

  より現実的には、勾配が大きい場合土砂の移行は Linear モデルより大きくなることが指

摘されている(19)。CHILD(5), Landlab(7)では、Roering et al. (1999) (19)による下記の Non-linear
モデルも選択可能である。このモデルは|∇𝜕𝜕| ≪ 𝑆𝑆𝑐𝑐のとき Linear モデルに等しくなる。 

𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕

= −∇ ∙ 𝑞𝑞𝑠𝑠, 𝑞𝑞𝑠𝑠 =  
𝑐𝑐∇𝜕𝜕

1 − (|∇𝜕𝜕| 𝑆𝑆𝑐𝑐⁄ )2 

𝑆𝑆𝑐𝑐 : 上記モデルで侵食フラックスが無限となる勾配の値 
 

 
図 3.2-1 Linear diffusion model と Non-linear diffusion model の関係(19) 

 
JAEAsmtp 
 Linear diffusion model 
 侵食量が勾配の 2 乗に比例するモデル 
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𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕

= −∇ ∙ 𝑞𝑞𝑠𝑠, 𝑞𝑞𝑠𝑠 =  −𝑐𝑐(∇𝜕𝜕)2 
 
 このモデルは、ダム比堆砂量に基づく侵食速度と高度分散量の関係と、勾配と高度分散量

の関係から設定したものである。 
 図 3.2-2 左のグラフは、Ohmori(1978)(20), 藤原ほか(1999)(21)によってダム堆砂データに基づ

き侵食速度と高度分散量をプロットした図に、藤原ほか(2005)(22)による海成段丘のデータを追

加したものである。海成段丘は更新世後期の堆積物からなり、ダム流域などの岩石に比較し

て侵食速度はかなり大きくなるはずで、岩石の一軸圧縮強度は中古生代の堆積岩や火山岩・

火成岩類では 50～100MPa、更新世後期の堆積物では 0.1～0.5Mpa 程度である。侵食速度が一

軸圧縮強度に対して反比例すると考え、海岸段丘の侵食速度を 1/10 とすると藤原ほか(1999) 

(21)に一致し、1/100 とすると Ohmori(1978) (20)の推定した侵食速度式にほぼ一致する。シミュ

レーションでは斜面の侵食速度に勾配を用いていることから、これら両式に図右の長谷川ほ

か(2005) (23)による傾斜と高度分散量の関係式を代入すると、侵食速度推定式は 
Ohmori(1978) (20)： 

侵食速度＝3.5E-7×D3.2＝3.5E-7×(196×θ0.8066)3.2＝7.6×θ2.5 (mm/年) 
 藤原ほか(1999) (21)： 

侵食速度＝4.36E-5×D2.17＝4.4E-7×(196×θ0.8066)2.17＝4.1×θ1.8 (mm/年) 
となり、侵食速度は勾配の 1.8～2.5 乗に比例することになる。よって、侵食速度は両者の中

間的な勾配の 2 乗に比例するモデルとした。 
 

 
図 3.2-2 ダム比堆砂量に海成段丘侵食速度を追加した場合の高度分散量との関係(20) 

（海岸段丘の侵食速度を 1/100 とした場合） 
 
 ここで、ダム比堆砂量は山地全体（ダム流域）に対する値であり河川プロセスも含まれる。

しかし、河川に比べ斜面の面積は圧倒的に大きく、河川の下刻によって斜面は急峻になるこ

とから、堆砂量の多くは斜面域から供給されたものと考えられる。これを踏まえ、ダム比堆

砂量に基づく侵食速度のデータを斜面域のモデルに対し使用している。 
 
②侵食（河川域） 
 
既往の地形変化評価コード 
 Transport limited model（Kirkby(1971)(24)） 

 [CHILD(5), SIBERIA(6), Landlab(7), LAPSUS(8), 井上・田中(2013) (10)] 
  河床が沖積層（侵食されやすい）から成る場合、河川の最大運搬可能量が運搬される。 

𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕

= ∇ ∙ 𝑞𝑞𝑠𝑠, 𝑞𝑞𝑠𝑠 =  𝐾𝐾𝐴𝐴𝑚𝑚𝑆𝑆𝑛𝑛 
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𝐴𝐴 : 流量または流域面積 
𝑆𝑆 : 流路勾配 
𝐾𝐾 : 定数 

 Detachment limited model（Howard and Kerby(1983) (25)） 
 [CHILD(5), SIBERIA(6), Landlab(7), LAPSUS(8)] 

  河床が母岩（侵食されにくい）から成る場合、最大侵食量が運搬される。 
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕

= 𝐾𝐾𝐴𝐴𝑚𝑚𝑆𝑆𝑛𝑛 

 野上のモデル 
[野上(2005(9), 20011(12))] 

河床縦断形は、1) 礫径（重量）は上流から距離の指数関数として減少する（Sternberg の公

式）、2) 河川の勾配と礫径は比例する（Schulits(1941)(26)）ことから、指数曲線となる（Yatsu(1955) 

(27)）ことをモデル化したものである。 
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕

= 𝛻𝛻・(𝐾𝐾𝑒𝑒𝑟𝑟𝑟𝑟𝛻𝛻𝜕𝜕) 
𝑟𝑟 : 凹形度 

 
JAEAsmtp 
 侵食量が勾配に比例するモデル 

𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕

= ∇ ∙ 𝑞𝑞𝑠𝑠, 𝑞𝑞𝑠𝑠 ∝ 𝛻𝛻𝜕𝜕 

 この方法では、斜面域と河川域の侵食量がなめらかに変化するように中間に領域（遷移域）

を設定していた。 
→このモデルは河床勾配の小さい下流域での下刻力が小さくなるため、海退距離の小さい

河川では現河口付近で河床が十分低下しなかった。そのため H29 に SPI 法が検討された。 
 
 SPI 法(28)  

SPI（Stream Power Index）法は Wilson and Lorang(2000)(28)により提唱され、Teyler(2013)(29)

は対数項を用いて𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆 = ln (𝐴𝐴 ∙ 𝑆𝑆)と表現している。JAEAsmtp では、上式の流量に関する項と

勾配に関する項のそれぞれに係数（𝐹𝐹𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴,𝐹𝐹𝑆𝑆𝐿𝐿𝐿𝐿）を乗じて、侵食量𝑞𝑞𝑠𝑠を計算している。 
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕

= ∇ ∙ 𝑞𝑞𝑠𝑠, 𝑞𝑞𝑠𝑠 = 𝐹𝐹𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴 ln(𝐴𝐴) + 𝐹𝐹𝑆𝑆𝐿𝐿𝐿𝐿 ln(𝑆𝑆) 

この式の有利である点は、河床勾配が 0 に近い勾配一定の河川でもある地点の下流側では

常に侵食力が大きくなる点にある。また、このモデルの導入により遷移域の設定が不要とな

った。 
 
③堆積（斜面域・河川域） 
 
既往の地形変化評価コード 
全ての領域で運搬された土砂は流出先のメッシュに移行する [全コード] 
 
 標高の計算方法 
 1) 領域をセルに分割する 
 2) 各セルに対して侵食量𝑞𝑞を計算する 
 3) 地殻変動による変化量𝑈𝑈を考慮して標高変化量を計算する 

𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕

= 𝑈𝑈 − 𝑞𝑞 

 4) 侵食量𝑞𝑞を流出先のメッシュに堆積させる 
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図 3.2-3 標高の計算方法(3) 

 
JAEAsmtp 
運搬された土砂は下流側の一定区間で均等に堆積させる 
<斜面域> 運搬距離は一定（通常 50m） 
<河川域> 運搬距離は粒径変化モデル(4)で決定 
 粒径変化モデルは、Transport limited model を参考に河川の土砂運搬能力を下流側へ増大さ

せるパラメータ（粒径係数）を組み込んだモデルであり、侵食作用と堆積作用を別々の物理

モデルにより模擬している。堆積作用について、河床縦断形が凹型となることの要因を、下

流ほど堆積範囲がべき関数的に大きくなることを用いて説明した。 
 

𝑊𝑊 𝑊𝑊0⁄ = (𝐿𝐿 𝐿𝐿0⁄ )𝛼𝛼 
 

𝑊𝑊 : 任意点での堆積区間長 
𝑊𝑊0 : 谷頭位置での堆積区間長（100m） 
𝐿𝐿 : 任意点での流下長（＝√流域面積） 
𝐿𝐿0 : 谷頭位置での流下長 
𝛼𝛼 : 礫径係数（土砂運搬距離の増大率） 

 

 
図 3.2-4 粒径変化モデルの考え方 

 
④海域 
 
既往の地形変化評価コード 
 海食による侵食・堆積 [井上・田中(2013) (10)] 
 海食に伴う地形変化は、鉛直方向（海底の削剥）および水平方向（汀線の後退）の両方向

で発生する。 
 1) 海底の削剥 
  Sunamura (1992) (30)は、海底の削剥速度として以下の式を提案している。 
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𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕

= 𝐴𝐴𝑒𝑒−𝐵𝐵𝐵𝐵 
 

𝐴𝐴 : 海面付近の削剥速度 
𝐵𝐵 : 水深に伴う削剥速度の減衰を示す定数 
𝑧𝑧 : 水深 

 
 2) 汀線の後退 
  汀線の後退は、波浪による崖の脚部での侵食および陸上での風化の 2 つのメカニズムに

よって発生すると考えられている（Stepehnson(2000) (31)）。また、Sunamura(1992) (30)は、海

食崖の後退のプロセスを、波浪による崖の基部の波蝕による不安定化と崩壊による不安定

化の繰り返しととらえている。これらの考え方をもとに、森・松倉(2006) (32)は海食崖の崩

壊をモデル化し、崩壊１回あたりの崩壊層厚および後退速度と崩壊周期を計算している。 
 井上・田中(2013) (10)では、対象とするデータが 25m メッシュであり、１回の崩壊層厚に対

してメッシュサイズが粗いことから、対象地域の平均的な汀線の後退速度にあわせて、陸

側のセルの標高を海水準まで低下させることによって、汀線の後退を表している。 
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕

= 𝑅𝑅 
 

𝑅𝑅 : 対象地域の平均的な汀線の後退速度 
 
 海底での土砂移動は 2 次元の拡散方程式に従う [野上(2005(9), 2011(12))]（※数式の記載な

し） 
 
JAEAsmtp 
<海食>  

H29 より井上・田中(2013) (10)と同じモデルを考慮可能 
<堆積>  
河口に運搬された土砂の堆積量をガウシアン関数によって河口からの距離が遠くなるほど

堆積量を小さくする方法を用いている。この際に、拡散・堆積する範囲は流域面積の平方根

に比例するモデルを用いている。この方法で堆積させると、楔形の堆積構造をもつ海底堆積

物が形成される。 
 
⑤洪水・側刻・蛇行 
 
既往の地形変化評価コード 
 洪水による側刻・蛇行（理論的なアプローチ） [CHILD] (5) 
側刻・蛇行に関するモデルは、過去数十年間に渡り測定データに基づく検証が多く行われ

てきた。初期にはランダムウォークに基づくモデルが検討されたが（Ferguson(1976)(33)）、そ

の後サンブナン方程式 1に基づく理論的なアプローチに置き換わった（Ikeda et al.(1981)(34)な

ど）。  
CHILD (5)では、理論的なアプローチの基づき側刻・蛇行を考慮することができる（Lancaster 

ST (2002)(35)）。下図のように、流路を複数のセクションに分割する。 

                                                      
1 緩やかな傾斜面を流れる開水路についてナビエーストークス方程式を流路断面方向に積分

して 1 次元化したもの。 
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図 3.2-5 Lancaster ST (2002) (35)における側刻・蛇行の概念図 

 
あるセクション（下図(b)）において、排出フラックスは以下のように表せる。 

𝑞𝑞𝑛𝑛 = −𝑈𝑈
𝑑𝑑𝐴𝐴𝑐𝑐𝑠𝑠
𝑑𝑑𝑑𝑑

 
𝑈𝑈 : 流れの速度ベクトル 

 𝑑𝑑𝐴𝐴𝑐𝑐𝑠𝑠はあるセクションを𝑑𝑑𝑑𝑑  で内側と外側に 2 分割したときの内側の断面積であり、

𝑑𝑑𝐴𝐴𝑐𝑐𝑠𝑠 𝑑𝑑𝑑𝑑⁄ < 0のとき、𝑛𝑛方向（外側）にも流れが生じることになる（𝑞𝑞𝑛𝑛 > 0）。このとき、内側

から外側への流れに伴い側方向に働く力は、次のように表される。 
𝑑𝑑𝐹𝐹𝑛𝑛 = 𝜌𝜌𝑞𝑞𝑛𝑛𝑉𝑉𝑑𝑑𝑑𝑑 
𝑉𝑉 = 𝑞𝑞𝑛𝑛 𝜕𝜕⁄  

𝜌𝜌 : 水の密度 
𝜕𝜕 : 平均水深 

 𝑑𝑑𝐹𝐹𝑛𝑛はあるセクションの中央で側方向に働く力である。粒子が𝑑𝑑𝐹𝐹𝑛𝑛によりセクション中央か

ら側面に移動するとき、その移動距離𝐿𝐿は以下のように表せる。 

𝐿𝐿 =
𝑈𝑈𝐵𝐵
𝑉𝑉

,𝐵𝐵 =
𝑏𝑏
2

+
2𝐴𝐴𝑐𝑐𝑠𝑠
𝜕𝜕 + ℎ𝑖𝑖

 

 セクションの側面で働く力は、𝑑𝑑𝐹𝐹𝑛𝑛に対し距離𝐿𝐿移動する分だけ減衰すると考えられる。ま

た、𝑑𝑑𝐹𝐹𝑛𝑛はあるセクションにおいて生じる力であるが、ある側面に生じる力は上流側の各セク

ションの寄与を合計して考える必要がある。減衰が正規分布で生じると仮定すると、流路上

のある点𝑑𝑑における岸に対するせん断応力は以下のようになる。 

𝜏𝜏𝑤𝑤(𝑑𝑑) =
∑ 𝑒𝑒𝜕𝜕𝑒𝑒 �−(𝑑𝑑 − (𝑑𝑑′ + 𝐿𝐿(𝑑𝑑′)))2

2𝜆𝜆2 �𝑠𝑠′ 𝑑𝑑𝐹𝐹𝑛𝑛(𝑑𝑑′)

√2𝜋𝜋𝜆𝜆𝜕𝜕
 

𝜆𝜆 : 正規分布の標準偏差 
このとき、側刻による侵食率𝜁𝜁は以下のように表される。 

𝜁𝜁 = 𝐸𝐸𝜏𝜏𝑤𝑤𝑛𝑛� (1)  
𝐸𝐸 : 側刻に対する係数 

 
 洪水による高水敷での土砂の堆積 [CHILD] (5) 
 CHILD(5)では、洪水時における高水敷での土砂の堆積を表現するために、Floodplain 
Overbank Deposition Module が用意されている。このモジュールでは、Howard(1992)(36)の拡散

モデルを修正したモデルが使用されている。Howard(1992) (36)のモデルは、沖積層が高水敷の
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細粒土からなる流域に対して開発されたものである。修正されたモデルでは、洪水中の堆積

率が河川からの距離と局所的な河川深さに依存している。 
𝐷𝐷𝑂𝑂𝐵𝐵 = (𝑊𝑊 − 𝑧𝑧)𝜇𝜇exp (−𝑑𝑑 𝜆𝜆⁄ ) 

𝐷𝐷𝑂𝑂𝐵𝐵 : 垂直方向の堆積率 
𝑊𝑊 : 最も近い河川位置の水位 
𝑧𝑧 : 標高 
𝜇𝜇 : 堆積率（定数） 
𝑑𝑑 : 最も近い河川位置までの距離 
𝜆𝜆 : 距離に応じた減衰定数 

 
 洪水による蛇行 [野上(2005(9), 20011(12))] 
 流域面積で慣性の重みづけした乱数による検討（※数式の記載なし） 
 
JAEAsmtp 
<蛇行> 
 蛇行は、流路見直し（洪水）時に河道上に乱数により円柱状のパイルを設置し、パイルを

迂回する流路を検索する方法で考慮する。なお、迂回により逆勾配となる区間が生じるが、

逆勾配区間では侵食量を 0 として扱う。迂回区間の下流側から下刻が生じるため、河床高の

低下は上流側に波及する。パイルの高さやパイル直径によって蛇行状態が変わるが、パイル

高さは 5m で固定し、パイル直径は流下長に応じて大きくしている。設定したパイルは流路

見直しにのみ利用し、実際の侵食・堆積の計算はパイル設置前の地形に戻している。 

 
図 3.2-6 JAEAsmtp における蛇行の考慮方法 

 
<側刻> 
 側刻は、河川メッシュに流入する隣接メッシュを対象とする。隣接メッシュは侵食に斜面

式を用いるが、隣接メッシュでは河川式を用いることで侵食力を大きくしている。この際の

流下長は河川メッシュと同じ値を持たせている。側刻係数は河川式に乗じているため、値が

大きいほど側刻力は増加する。なお、側刻は攻撃斜面で強く生じるが、河川の曲率の判定と

扱いが難しいことから河川両側のメッシュで生じるとしている。 
 
⑥気候変動 
 
既往の地形変化評価コード 
 気候変動に伴う降雨量の変化を考慮した河川域での侵食量評価 

 [CHILD(5), Landlab(7), LAPSUS(8)] 

流路見直し前 パイルの設置 流路網の決定 パイル除去と侵食

平面

蛇行の繰り返し

断面 パイル

パイルの
迂回

迂回ルートでの
侵食

平坦な谷底の形成

11
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  降雨流出をシミュレートできるコードでは侵食量が流量を用いて評価されるため、降雨

量の変化が侵食量に反映される。 
 植生による被覆厚さの変化による考慮 

[CHILD(5), SIBERIA(6), Landlab(7)] 
 
JAEAsmtp 気候係数による考慮 
<斜面域> 侵食量∝1/気候係数（＝寒冷期に侵食量増加） 
<河川域> 侵食量∝気候係数（＝寒冷期に運搬量減少） 
 氷期の河川流量減によって、礫径係数および拡散範囲初期値の値を温暖期(現在)に対してどれ

だけ減らせばよいかという比率を表す。気候係数は最温暖期を 1 とし、最寒冷期に 1 以下の値を

与える。中間期の値は海水準に応じて係数を比例的に変化させる。したがって、寒冷期には斜面

からの土砂供給量の増加と、河川での運搬力の減少により、河川での侵食速度が小さくなり、堆

積量が侵食量を上回れば河床の上昇が生じる。 
 

 
図 3.2-7 気候係数の設定例（気候係数=0.5 とした場合） 

 
⑦地殻変動 
 
既往の地形変化評価コード 
 地殻変動（一定速度）[全コード] 
 地殻変動は、各セルのタイムステップごとの垂直変位量を隆起をプラス、沈降をマイナス

として元の標高値に加算することで評価される。 
 地殻変動（時間依存）[SIBERIA(6)] 

SIBERIA(6)では、時間に依存した地殻変動を正弦波・矩形波・パルスの 3 パターンで考慮す

ることができる。 
 
JAEAsmtp 
 地殻変動（一定速度） 
 
⑧その他 
 風化 [CHILD(5), Landlab(7), LAPSUS(8), 野上(2005(9), 2011(12))] 
 いくつかのコードでは、斜面域において母岩が風化してレゴリス（未固結の堆積物、以下

単に土砂とする）となるプロセスが考慮されている。 
 １． Exponential decline モデル（Ahnert(1976) (37)） [Landlab(7)] 

𝜕𝜕𝑑𝑑
𝜕𝜕𝜕𝜕�𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤ℎ𝑟𝑟𝑖𝑖𝑛𝑛𝑟𝑟

= 𝑘𝑘𝑤𝑤exp (−𝑑𝑑/𝑑𝑑0) 

𝑑𝑑 : 土砂の厚さ 
𝑘𝑘𝑤𝑤 : 母岩から土砂への変化率 
𝑑𝑑0 : 風化に対するしきい値 

 
Stage5e 

Stage5d 

Stage5c Stage5a 

Stage5b 

Stage4 

Stage3 

Stage2 

Stage1 
係数1.0

係数0.5

0.5～1.0

年代（年）

海
水

準
（
m
）
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 ２．Humped モデル (Minasny and McBratney (2006) (38))  [LAPSUS(8)] 
LAPSUS(8)では Humped model が用いられている。Humped model は Exponential decline モデ

ルと同様に厚さに応じて土砂生産量が変化するモデルである。母岩の風化は母岩が露出して

いる場合または厚い土砂が堆積する場合は遅く、それ以外の土砂の厚さが中間的である場合

には早いことを考慮している。これは化学的風化には水の存在が必要であり、土砂が薄いま

たは母岩が露出している場合には水は流れてしまい風化しにくいためである。 
 

 
図 3.2-8 土砂生産率に対するモデルの比較 

 
 CHILD(5), 野上(2005(9), 2011(12))ではユーザーが一律の風化速度を与えるものとしている。 
 
 粒径の考慮 [CHILD(5)] 

CHILD(5)ではオプションとして、河床の侵食に対して粒径を考慮することもできる。河床

が沖積層から成り侵食されやすく、侵食される土砂が砂利および砂に分類できると仮定した

場合、輸送される砂利または砂のフラックスは以下のように計算される。 

𝑞𝑞𝑠𝑠𝑟𝑟 =
𝐶𝐶𝑤𝑤𝑓𝑓𝑟𝑟

(𝑑𝑑 − 1)𝑔𝑔
�
𝜏𝜏
𝜌𝜌
�
1.5
�1−

𝜏𝜏𝑐𝑐𝑟𝑟
𝜏𝜏 �

4.5
 

𝑞𝑞𝑠𝑠𝑠𝑠 =
𝐶𝐶𝑤𝑤𝑓𝑓𝑠𝑠

(𝑑𝑑 − 1)𝑔𝑔
�
𝜏𝜏
𝜌𝜌
�
1.5
�1−

𝜏𝜏𝑐𝑐𝑠𝑠
𝜏𝜏 �

4.5
 

𝑞𝑞𝑠𝑠𝑟𝑟,𝑞𝑞𝑠𝑠𝑠𝑠 : 砂利（gravel）または砂（sand）の輸送率 
𝐶𝐶𝑤𝑤 : 係数（=11.2） 
𝑓𝑓𝑟𝑟,𝑓𝑓𝑠𝑠 : 河床における砂利または砂の割合 
𝜏𝜏 : 河床に対するせん断応力 
𝜌𝜌 : 水の密度 
𝑑𝑑 : 輸送土砂と水の密度の比 
𝑔𝑔 : 重力加速度 

𝜏𝜏𝑐𝑐𝑟𝑟, 𝜏𝜏𝑐𝑐𝑠𝑠 : 砂利または砂の輸送に対する限界せん断応力 
 
 植生 [CHILD(5), Landlab(7)] （※Landlab には数式の記載なし） 
 CHILD(5)には植生に関するモジュールがあり（Collins et al. (2004) (39)）、河川域における植生

による侵食量の変化を考慮できる。河川において、流れにより河床土砂が分離する割合は以

下のように表される。 

𝜀𝜀 = �
𝑘𝑘𝑏𝑏(𝜏𝜏 − 𝜏𝜏𝑐𝑐)𝑝𝑝 (𝜏𝜏 > 𝜏𝜏𝑐𝑐)

0 (𝜏𝜏 ≤ 𝜏𝜏𝑐𝑐)
 

 
𝜀𝜀 : 流れにより河床土砂が分離する割合 
𝑘𝑘𝑏𝑏 : 侵食に関するパラメータ 
𝜏𝜏 : 流れによる局所的なせん断応力 
𝜏𝜏𝑐𝑐 : 分離に対するせん断応力のしきい値 
𝑒𝑒 : 定数 
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しきい値𝜏𝜏𝑐𝑐は、土壌の結合に関する項𝜏𝜏𝑐𝑐,𝑠𝑠と、保護的な植生に関する項𝜏𝜏𝑐𝑐,𝑣𝑣に河岸の植生密度𝑉𝑉
を掛けたものとして表している。 

𝜏𝜏𝑐𝑐 = 𝜏𝜏𝑐𝑐,𝑠𝑠 + 𝑉𝑉𝜏𝜏𝑐𝑐,𝑣𝑣 
 植生密度𝑉𝑉に対しては、時間変化（増加（植物の成長）または減少（火災や植食等））が考

慮されている。 
 
 地すべり／山崩れ [Landlab(7), 野上(2005(9), 2011(12))]  
 Landlab(7)では、地すべりに対する斜面の安定解析をモール・クーロンの破壊基準に基づき

計算することができる。角度𝜃𝜃の斜面の安全率𝐹𝐹𝑆𝑆は次の式で表される(40)。 
 

𝐹𝐹𝑆𝑆 =
(𝐶𝐶𝑟𝑟 + 𝐶𝐶𝑠𝑠)/ℎ𝑠𝑠𝜌𝜌𝑠𝑠𝑔𝑔

𝑑𝑑𝑠𝑠𝑛𝑛𝜃𝜃
+
𝑐𝑐𝑐𝑐𝑑𝑑𝜃𝜃𝜕𝜕𝑡𝑡𝑛𝑛𝜑𝜑(1 − 𝑅𝑅𝑤𝑤𝜌𝜌𝑤𝑤/𝜌𝜌𝑠𝑠)

𝑑𝑑𝑠𝑠𝑛𝑛𝜃𝜃
 

 
𝐶𝐶𝑟𝑟,𝐶𝐶𝑠𝑠 : 根/土壌の結合力(Pa) 
ℎ𝑠𝑠 : 斜面に対し垂直方向の土壌深さ(m) 

𝜌𝜌𝑠𝑠,𝜌𝜌𝑤𝑤 : 土壌のかさ密度/水の密度(kg m-3) 
𝑔𝑔 : 重力加速度(m s-2) 
𝜑𝜑 : 内部摩擦角(°) 
𝑅𝑅𝑤𝑤 : 地下水の深度の比率（= min (𝑅𝑅𝑡𝑡 𝑇𝑇𝑑𝑑𝑠𝑠𝑛𝑛𝜃𝜃⁄ , 1)） 
𝑅𝑅 : 涵養率(m d-1) 
𝑇𝑇 : 土壌の透水量係数(m2 d-1) 

 Landlab(7)では上式の𝑅𝑅,𝑇𝑇,𝐶𝐶(𝐶𝐶 = 𝐶𝐶𝑟𝑟 + 𝐶𝐶𝑠𝑠)),ℎ𝑠𝑠,𝜑𝜑をモンテカルロシミュレーションを用いて

想定して計算し、反復計算の度に𝐹𝐹𝑆𝑆を求めている。 
 

野上(2005(9), 2011(12))では、山崩れの潜在的発生条件として（１）斜面勾配およびその長さ、

（２）非固結層の厚さにしきい値があるとしている。山崩れの原因として大雨を考慮し、乱

数によって大雨かどうかを判定し、山崩れの潜在的発生可能値のうちある割合（乱数による

確率）で山崩れが起きるものとしている。 
 

3.2.3 まとめと JAEAsmtp に対する改良点 
「（１）コードの概要の比較」に示したように、JAEAsmtp は既往の地形変化評価コードの

多くで考慮されている主要な地形変化プロセス（①侵食（斜面域）、②侵食（河川域）、③堆

積（斜面域・河川域）、④海域、⑤洪水・側刻・蛇行、⑥気候変動、⑦地殻変動）を考慮する

ことが可能である。他コードで考慮されているプロセスのうち JAEAsmtp で独立なモデルと

して考慮していないものとして、風化、植生、地すべり／山崩れが挙げられる。ただし

JAEAsmtp では、植生は気候係数の中で考慮しており（寒冷期における植生の減少に伴う斜面

域での土砂供給量の増加）、地すべり／山崩れは斜面プロセスに包含して考えている。これら

に対し新規にモデルを追加する必要があるかは、対象とするプロセスが増えるにつれ設定す

べきパラメータ数が増えることから、適切なパラメータ設定が可能かどうかを踏まえて検討

する必要がある。 
「（２）モデルの比較の結果」、および、各プロセスにおける改良の必要性について整理し

た結果を表 3 に示す。 
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表 3.2-3 モデルの比較結果及び改良の必要性 
地形変化 

プロセス 

改良が 

必要か 
理由 

①侵食 

（斜面域） 
○ 

現在のモデル（勾配の 2 乗に比例）は他コードのモデルとは

異なるものであるため、他のモデルとの比較・適用範囲（急

傾斜/緩傾斜）の検討等を通してモデルの妥当性を検討する必

要がある。 

②侵食 

（河川域） 
× 

現在のモデル（SPI 法）は H29 に実サイトの検討で以前のモデ

ルに対するモデルの優位性が示されているため、改良の必要

はないと考えられる。 

③堆積（斜面

域・河川域） 
× 

粒径変化モデルは、H22に実サイトの検討でその妥当性が示さ

れており、改良の必要はないと考えられる。 

④海域 

○ 

(H30実

施) 

現在のモデルは河口に達した土砂を等方的に全量堆積される

モデルであり、堆積した土砂の海流や海底地すべりによる 2

次移動は考慮していない。そのため、安息角を超える急斜面

の形成などが見られた。このような不整合が生じないようモ

デルの改良が必要である。ただし沿岸流による土砂移動に関

しては、長期スケールを対象として妥当性検証を行った例が

ほとんどなく、また長期スケールに対して沿岸流の方向や大

きさに対し妥当な設定を行うことが困難であるため、早急な

モデルの導入は難しいと考えられる。 

⑤洪水・側刻・

蛇行 

× 

(パラメ

ータ検討

を H30実

施) 

現在のモデルは長期的な側刻・蛇行による河川の移動に対応

するものであり、改良の必要はないと考えられる。ただし対

象領域に対し、河成段丘、谷底侵食低地の幅、平野部での河

道の移動幅、洪水範囲等を調査し、それらを再現するパラメ

ータを検討する必要がある。 

⑥気候変動 ○ 

現在の考え方（気候係数）は他コードでは見られない独自の

ものである。気候係数について実サイトで検討した例はある

ものの、地域によりばらつきが大きいことから、今後改良が

必要であると考えられる。 

⑦地殻変動 × 

対象とする領域において地震活動に伴う不連続な地殻変動を

考慮する必要がなければ、現状のモデル（一定速度）を改良

する必要はないと考えられる。 

 
 

 地形変化評価コードの改良 
 
海域での土砂移動に関するモデル改良およびパラメータを検討した。はじめに海域での堆

積構造について調査を行い、海域において共通する完新世の堆積構造を検討した。また、文

献を参考としてこれら堆積構造の成因について検討し、堆積構造を形成させるための堆積モ

デルを検討した。さらに、海域での堆積を扱った論文等を参考として流速や拡散範囲等を堆

積モデルに与え、河床縦断形シミュレーションを実施した。これは海域に共通して認められ

た堆積構造が再現できるかの検討を目的とし、3 次元地形変化評価コードに組み入れる堆積

モデルを再検討した。そして、決定した堆積モデルを地形変化評価コードに組み入れ、後氷

期（ここでは海水準最低期から現在までの 1.8 万年間、および MIS5e からの 12.5 万年間）の

シミュレーションを行い、現在の地形や海域での堆積構造等を参考として安息角等のパラメ

ータを検討した。 
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3.3.1 海域における土砂堆積モデルの改良 
（１）海域での完新世堆積物調査 
（ａ） 調査海域の選定 
 海域での堆積物厚の検討には海上保安庁の縮尺 1/5 万「沿岸の海の基本図（海底地質構造

図）」(1)～(8)の解説書に記載されている「堆積物等層厚線図」を用いた。なお、「堆積物等層厚

線図」は発行されている 101 海域のうち一部地域で記載されている。 
 図 3.3-1 は「沿岸の海の基本図」が発行されている地域を示し、これら全ての海底地質構

造図から「堆積物等層厚線」が記載されている図幅を選別し、以下の基準で対象とする海域

を選別した。 

 
図 3.3-1 沿岸の海の基本図の発行範囲と検討に用いた 8 海域 

 
［選定基準］ 
 ①「堆積物等層厚線図」が図幅に記載されていること 
 ②外洋に面した海域であること（A 川流域との類似性） 
 ③図幅内に大陸棚外縁部（水深 130m 前後）までが含まれていること 
 ④完新世堆積物が少なくとも 10m 程度は堆積していること 
 選別の結果、図 3.3-1 の 8 海域を選別したが、このうち「宮崎」は大陸棚外縁部を僅かに

しか含まず最寒冷期での堆積構造が不明であること、「深浦」はほとんどの地域で完新世堆積

物の厚さが 1m 程度であり解析に適していない地域であることから、解析から除外した。よ

って解析には表 2.1-1 の 6 海域を対象とした。 
 
  

1 

2 

3 

4 

5 6 

7 

8 
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表 3.3-1 完新世堆積物の解析地域一覧 

番号 図幅名 発行年 特徴 断面数 

1 むつ小川原 1982 中河川河口 3 

2 釜石湾 1984 沈水海岸 3 

3 駿河湾南西部 1980 大河川河口 3 

4 留萌 1992 漂砂型 2 

5 大王崎 1982 湾口部 2 

6 蒲生田岬 1997 海岸侵食 2 

7 宮崎 1997 遠浅 不適当 

8 深浦 1997 岩石海岸 不適当 
 

図幅解説書(1)～(8)に記載されている「堆積物等層厚線図」は未固結の最上位層（通常はⅠ層、

通常これに添え字をつける）を対象とした等層厚線図であり、この層序は完新世堆積物とさ

れている。完新世堆積物とする根拠は、①水深 140m 付近まで分布する(最寒冷期の海水準付

近)、②下位層を不整合に覆う、③河口堆積物に連続することなどがある。本章では特に断ら

ない限り「堆積物」とは完新世に形成された堆積物を指す。 
図 3.3-2 は「むつ小川原」(1)における等層厚線図の拡大であり、5m(一部は 2.5m)間隔の等

層厚線として描かれている。「駿河湾南西部」(3)では等層厚線図に完新世堆積物のⅠ層とこれ

以前の堆積物の両者が 1 図面に記入されており、これらの境界は空白部（赤の着色部）で区

別されている。 
 

 
図 3.3-2「むつ小川原」の等層厚線図 青線は水深 (M7000 シリーズ)(9) 

 
 図 3.3-3 「駿河湾南西部」の等層厚線図 

 
これら「等層厚線図」を GIS 化し、また、海域の水深(日本水路協会 M7000 シリーズ)(9)の

等深線と合わせて解析した。 
 
 それぞれの海域の特徴としては以下である。 

完新世の堆積厚← →完新世以前の堆積厚 
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①むつ小川原図幅：大陸棚外縁まで北側で 5km、南側で 20km と南側で大陸棚が広く、大陸

棚での凹凸は小さい。河川としては高瀬川（七戸川）があり、七戸川は海岸付近で海跡湖で

ある小川原湖に流入した後、高瀬川として太平洋に注ぐ。この沖合の埋没谷は現在の高瀬川

河口よりも北側に位置しており、埋没谷は北東方向に伸長する。 
 
②釜石湾：入り組んだ海岸線からなるリアス式海岸であり、湾内に完新世の堆積物が分布す

るほか、岬の沖合にも堆積物が分布する。沈水海岸であるために現在の沿岸域（一般に推進

20m 前後までの範囲）では急に水深が深くなり、水深 100～130m 前後の深い範囲で海底勾配

が緩くなっており、大陸棚外縁部は明瞭ではない。 
 
③駿河湾南西部：大井川河口に位置し、大井川河口沖合には 60m を超える厚い完新世堆積物

が分布し、これら完新世堆積物は河口軸の側方へ薄くなる。大陸棚外縁までは 4～5km であ

り、これより沖合では急速に水深が大きくなる（駿河トラフ）。 
 
④留萌：雄冬岬の沖合には 30m を超える完新世の堆積物が分布するが、周囲には大きな河川

はないことから図幅解説書では沿岸流による漂砂によって形成されたとしている。大陸棚外

縁は海岸線より 11km 沖合の水深 140m 付近に位置する。沿岸域は岩礁となっており堆積物は

分布しない。 
 
⑤大王埼：伊勢湾南東端の志摩半島を含む海域であり、岩礁や水道が分布し、一部地域で厚

い堆積物が分布する。これら堆積物は沿岸域には分布せず、やや沖合に主として分布する。

周囲に大きな河川がないことから図幅解説書では漂砂による堆積物としている。大陸棚外縁

は海岸から 8km 付近に位置し、水深は 150m 前後である。 
 
⑥蒲生田岬：徳島県南東端に位置し、紀伊水道に面する。堆積物は ENE-WSW の海岸線（断

層）に平行して堆積するが周囲には河川がないことから、近傍の海岸侵食による堆積物と推

定されている。なお、海岸はほぼ海食崖となっており、沿岸域は岩礁のためやや急な斜面か

らなり、勾配が緩くなる沖合で堆積物が分布する。大陸棚外縁は不明瞭であり、遷急点は形

成されていない。海流は冷水塊の状況によって北西・南東方向などへ変化する。 
 
 調査海域①～⑥で述べたように、河口からもたらされた堆積物が分布する海域は①と③の

2 海域であり、残り 4 海域は遠方からの漂砂および近傍からの海岸侵食により生産された土

砂によって形成されている。一般に大陸棚外縁までは 10km 以下と短い海域からなるが、こ

れは大陸棚外縁が図幅内に収まる条件を加えたことも影響する。このように調査海域の地形

や堆積物の供給源は異なっている。 
 これら海域において海岸線にほぼ垂直となるように 2～3 本の測線を設定し、測線と等層厚

線とが交叉する位置において海岸線からの距離と水深を計測した。 
 
（ｂ）むつ小川原 

図 3.3-4 に「むつ小川原」(1)で設定した 3 測線を示す。また、3 測線沿いの断面（茶色：表

層、黒：完新世以前の上面高度）を図 3.3-5 に示す。横軸は海岸線からの距離(m)を、縦軸は

水深(m)を表す。 
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図 3.3-4 むつ小川原の測線 図 3.3-5 むつ小川原の海底断面 

 
  

測線 1 

測線 2 

測線 3 

○ 

○ 

○ 

↓ 

↓ 

↓ 
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むつ小川原沖合では大陸棚外縁の遷急点(○)は水深 90m 付近に位置するが、完新世を除い

た上面での遷急点(↓)は水深 120m 前後である。測線 2 が高瀬川河口に最も近く、このため海

岸付近での堆積厚は 40m に及ぶ。一方、河口から遠い測線 1 では堆積物は沿岸域で 10m 前後

と薄くなっている。沿岸域における堆積厚は測線の位置によって異なり、これは河口から供

給された土砂の影響を受けているためである。 
 図 3.3-6 に堆積厚と海岸線からの距離、水深および海底勾配との関係を示した。堆積厚と

距離は共通する特徴は認められない。なお、沿岸域での堆積厚は河口からの距離によって異

なり、河口に近ければ厚く（測線 2）、遠いほど一般に薄くなる（測線 3⇒測線 1）。 水深と

堆積物厚さは共通した特徴があり、水深 60m 付近で 25m 程度の厚さとなり、これ以深では 3
測線とも同じように水深に応じて堆積厚が減少する。これ以浅では河口の影響により堆積厚

の変化が異なる。海底勾配と堆積厚の関係は測線 3 の沖合を除き 2°以下の海底勾配からな

る。測線 3の水深 80m以深では大陸棚外縁に相当するため 2°を超えていても堆積している。 
 

  

 

 

図 3.3-6 堆積厚と海岸線からの距離、水深、勾配の関係（むつ小川原） 
 
（ｃ） 釜石湾 
 図 3.3-7 に「釜石湾」(2)で設定した 3 測線を示す。また、3 測線沿いの断面（茶色：表層、

黒：完新世以前の上面高度）を図 3.3-8 に示す。釜石湾では沈水海岸であるため、沿岸域で

は海底勾配が急であり、水深120m前後で平坦な海底となっている(最寒冷期の沖積域に相当)。
さらに沖合では勾配がやや大きくなるが大陸棚外縁部は明瞭ではない。このような沈水地形

であるため堆積物は沿岸域の急斜面下部に堆積し、この沖合で薄化する。図 3.3-9 の左上の

図に示すように、堆積厚と距離の関係は測線によって異なり一定ではない。一方、水深と堆

積厚の関係では 3 測線とも水深 20m 以浅では堆積しておらず、水深 50～70m で最大厚となり

水深 150m 付近で尖滅する。断面で示した様に沿岸域では急勾配であるため斜面下端にはや

や厚い堆積物が形成され、3°以上の勾配を示す。これらを除くと堆積物は勾配 2～3°以下

の範囲に堆積している。 
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図 3.3-7 釜石湾の側線 図 3.3-8 釜石湾の海底断面 

 

  

 

 

図 3.3-9 堆積厚と海岸線からの距離、水深、勾配の関係（釜石湾） 
 
  

測線 1 

測線 2 

測線 3 

沿岸域斜面下端 
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（ｄ）駿河湾 
図 3.3-10 に「駿河湾南西部」(3)で設定した 3 測線を示す。また、3 測線沿いの断面（茶色：

表層、黒：完新世以前の上面高度）を図 3.3-11 に示す。「駿河湾南西部」では前述したよう

に堆積物等層厚線図には完新世と完新世以前の 2 つの堆積物の等層厚線が記載されており、

水深 200m 付近付近で両者の境界となっている。ただし、一部地域については堆積物の重複

があるため沖合の完新世が堆積しなくなる地点は記載されていない。大陸棚外縁は水深 130
～140m 付近であり、大陸棚外縁で完新世堆積物は急速に薄化する。 

当地域には大井川河口が位置し、この河口の沖合には厚さ 60m を超える堆積物が細長く分

布することから、これらは埋没谷を埋積した堆積物である。河口沖合の埋没谷は測線 2 付近

に位置し、現在の河口とはややずれている。測線 3 は河口から 9km 以上南側に位置する。 
図 3.3-12 左上に示すように、河口近傍と北側の測線 1,2 では沿岸域の堆積物が厚く、大陸

棚外縁付近で薄化・尖滅する。河口から遠方の測線 3 では水深 20m 付近まで堆積しておらず、

これ以深で堆積する。水深と堆積厚の関係は沿岸域では河口の影響により異なる関係を示す

が、水深 40～60m 付近で最大厚となり、これ以深では薄化するほぼ類似した特徴を示す。 
海底勾配との関係では大陸棚際外縁部で勾配が大きくなるが、これを除くと 3～4°以下で

堆積する。 
 

 

 
図 3.3-10 駿河湾南西部の測線 図 3.3-11 駿河湾南西部の海底断面 

 
  

測線 1 

測線 2 

測線 3 

→完新世以前の堆積物 完新世堆積物← 
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図 3.3-12 堆積厚と海岸線からの距離、水深、勾配の関係（駿河湾南西部） 
 
  

大陸棚外縁部 

大陸斜面 
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（ｅ）留萌 
図 3.3-13 に「留萌」(4)で設定した 2 測線を示した。また、2 測線沿いの断面（茶色：表層、

黒：完新世以前の上面高度）を示した。「留萌」では前述したように大きな河川がなく、沖合

の堆積物は卓越する 2 方向(北および南)の海流により運搬・堆積された漂砂と考えられている。 
図 3.3-14 の断面では、沿岸域では堆積物がなく岩礁からなる。堆積物はこれ以深でレンズ

状に堆積しており、水深 140m 前後で尖滅する。堆積厚と距離との関係は、2 測線ともほぼ類

似する。水深と堆積厚は水深 50～60m 付近で最大厚となり、類似した特徴を示す。勾配との

関係は勾配 2°以下で堆積物が認められる。 
 

 

 

図 3.3-13 留萌の測線 図 3.3-14 留萌の海底断面 

 

  

 

 

図 3.3-15 堆積厚と海岸線からの距離、水深、勾配の関係（留萌） 
 
  

測線 1 

測線 2 
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（ｆ）大王崎 
 図 3.3-16 に「大王崎」(5)で設定した 2 測線を示す。また、2 測線沿いの断面（茶色：表層、

黒：完新世以前の上面高度）を図 3.3-17 に示す。大王崎の海底地形は、水深 80～100m 付近

に緩傾斜からなる基盤区間があり、堆積物はこの区間の前後に分布する。大陸棚外縁は水深

140m 前後となり、やや遷急点が認められる。この地域では水深 50m 以浅の沿岸域には堆積

しておらず、無堆積区間の下限水深はほかの海域よりも深い。 
図 3.3-18 右上に示すように大王崎では水深 60～70m 付近で堆積厚が最大となり、2 測線と

も類似した特徴を示す。堆積厚はこれ以深では漸減し、水深 150m 前後で尖滅する。勾配と

の関係では、堆積物は勾配 1.5°以下で分布する。 
 

 

 

図 3.3-16 大王崎の測線 図 3.3-17 大王崎の海底断面 

 

  

 

 

図 3.3-18 堆積厚と海岸線からの距離、水深、勾配の関係（大王崎） 
 
  

測線 1 

測線 2 
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（ｇ）蒲生田岬 
図 3.3-19 に「蒲生田岬」(6)で設定した 2 測線を示した。また、2 測線沿いの断面（茶色：

表層、黒：完新世以前の上面高度）を示した。「蒲生田岬」の断面は釜石湾にやや類似し、沿

岸域ではやや急傾斜からなり、この沖合で平坦となっている。大陸棚外縁は測線 2 では水深

130m 前後となっている。図幅解説書ではこれら堆積物が近傍の海食崖から供給された土砂と

している。 
図 3.3-21 に示すように、水深と堆積厚の関係は 2 測線とも水深 30～40m 付近で最大厚とな

り、他の地域よりもやや浅い位置で最大厚となっている。勾配と堆積厚の関係は勾配 3°以

下で堆積物が分布し、多くは 2°以下の範囲に分布する。 
 

 

 
図 3.3-19 蒲生田岬の測線 図 3.3-20 蒲生田岬の海底断面 

 

  

 

 

図 3.3-21 堆積厚と海岸線からの距離、水深、勾配の関係（蒲生田岬） 
 
  

測線 1 

測線 2 
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（ｈ）堆積構造の検討  
①海岸線からの距離と堆積厚の関係 
 （ｂ）～（ｇ）に示したように同じ海域の測線でも、海岸線からの距離と堆積厚の関係は

測線によって異なり、共通した特徴は認められない。 
 高瀬川河口が位置するむつ小川原や大井川河口が位置する駿河湾では、河口近傍では河口

付近まで厚い堆積物が形成されており、河口から側方へ距離が遠くなるほど沿岸域での堆積

厚は減少する。したがって、河口付近の堆積物については河口からの距離に応じた堆積速度

（堆積厚）を与える必要がある。 
 
②水深と堆積厚の関係 
水深と堆積厚の関係は図 3.3-22 に示すように、蒲生田岬を除き水深 50m 前後に最大値があ

り、共通した特徴となっている。また、河口からの土砂供給の影響が無い、もしくは小さい

釜石、留萌、大王崎、蒲生田岬の海域では水深 20m 以浅では堆積物はほとんど認められない

ことも共通する特徴である。これら河口の影響の小さい海域では水深 20m から 50m 前後まで

は堆積厚が直線的に増加し、これ以深では堆積厚が直線的に減少する。また、堆積物は水深

130～150m 前後まで認められるが、これ以深では分布していない。 
河口が位置するむつ小川原・駿河湾南西部の海域では、沿岸域の堆積厚は河口の影響を受

けており、駿河湾南西部の測線 3 のように河口からの距離が遠くなると河口の影響が小さい

海域での堆積構造に類似した特徴を示す。このように、海域での堆積物は河口付近の影響を

受けないやや沖合の堆積物と、河口付近の土砂供給の影響を強く受ける沿岸域での堆積物の

少なくとも 2 つの作用で表現する必要がある。 
 

  

  

  
図 3.3-22 堆積厚と水深の関係（6 海域） 

むつ小川原 釜石湾 

駿河湾南西部 留萌 

大王崎 蒲生田岬 
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③海底勾配と堆積厚の関係 
図 3.3-23 に 6 海域の海底勾配と堆積厚の関係を示した。前述したように釜石湾では沿岸域

で急傾斜をなし、堆積物はこの急斜面下部に主として堆積するため、海底勾配が 3°以上を

示す場合がある。また、駿河湾では大陸棚外縁から急傾斜で深海へと続くため 3°以上の勾

配を示す。これら 2 つの範囲を除くと堆積物は海底勾配が 2～3°以下の範囲でのみ堆積し、

多くの地点では 1°以下を示す。よって、土砂が堆積できる安息角はこの程度が目安となる。 
 

 
図 3.3-23 堆積厚と海底勾配の関係（6 海域） 

 
（ｉ） 河口付近での堆積厚の側方変化 
高瀬川（むつ小川原）および大井川（駿河湾南西部）が位置する 2 海域について、河口沖

合での堆積厚の側方変化を検討した。測線はむつ小川原では、水深 30、40、50m 沿いに、駿

河湾南西部では水深 25、35、45m 沿いに等層厚線図から堆積厚を読み取った。なお、高瀬川

沖合の埋没谷は海岸線に対してやや斜交して伸びていることから、3 測線の最大厚位置を一

致させるため水平方向に平行移動させて埋没谷最深部を一致させた。 
図 3.3-24 にむつ小川原および駿河湾南西部の河口沖合での堆積厚の側方変化を示した。む

つ小川原では河口軸が 14km 付近に位置し、この両側で堆積厚が減少する。なお、5～10km
付近では堆積厚は 25m 前後まで、20～30km では堆積厚は 15m 程度まで減少し、ほぼ一定と

なっている。このように河口両側の遠方では堆積物はほぼ一定の厚さで推移することから、

これら遠方の堆積物は河口からの直接的な土砂供給ではなく、海流によって移動した漂砂と

推定される 
駿河湾南西部では河口軸が 7～8km 付近に位置し、両側で堆積厚が減少する。20km 地点（北

東側）では堆積厚は 10m 以下まで減少するが、0km 地点（南西側）では 30m 以上の堆積厚と

なっている。これは御前崎を回り込む海流による漂砂の影響と推定される。 
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図 3.3-24 河口沖合の堆積厚の側方変化（むつ小川原、駿河湾南西部） 

 
このように河口付近では河口軸に対して両側で堆積厚が減少しており、この減少をガウシ

アン関数で近似し半値幅（最大値の 1/2 となる距離）を検討した。上述したように河口軸か

ら離れた両側では漂砂による影響を受けていることから、両側の堆積厚については無視した。 
近似に用いるガウシアン関数は以下を用いた。 

 
f(x)=exp(-0.693×(x/a)2) 

 
x は河口軸からの距離を、a は半値幅を表す。距離 0 では f(x)=1.0 となり距離が半値幅 a で

は f(x)=0.5 となる。 
高瀬川沖合での堆積厚の変化に概ねフィットする半値幅は 1600m、大井川沖合での半値幅

は約 4500m 程度となり、沿岸域の堆積厚の側方変化は概ねガウシアン関数で近似できる。ま

た、河口に運搬される土砂量は流域面積に比例し、土砂量に応じて半値幅が変化するとすれ

ば、流域面積に応じた堆積範囲の半値幅を推定できることになる。 
図 3.3-25 は流域面積と図 3.3-24 で決定した河口付近の堆積物の半値幅の関係を示した。高

瀬川（七戸川）の流域面積は 867km2、大井川は 1280km2である。2 例のデータしかないため

信頼性は低いが、シミュレーションで堆積範囲を決定する際の 1 つの目安とはなる。指数で

回帰しているため流域面積が減少しても半値幅は徐々に減少し、負の値とはならないことも

利点である。なお、後述する A 川の流域面積は 490km2であるので、この回帰式に従えば半値

幅は約 600m となる。 
 

むつ小川原 

駿河湾南西部 

a=1600m 

a=4500m 
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図 3.3-25 流域面積と河口付近の堆積厚の半値幅 

 
（２）完新世堆積物調査結果の検討 

前節では 6 海域において完新世の堆積厚および堆積構造について検討した。この結果、堆

積物は河口付近でのデルタ形成に伴う堆積とやや沖合での堆積の 2 つがあると推定される。

前者については河口に近いことから砂を主とする堆積物と推定され、河口からの遠ざかるほ

ど堆積厚は減少し、その減少はガウシアン関数で近似できることを示した。後者については

やや沖合で堆積していること、水深 50～60m 前後で堆積物が最も厚くなることから浮遊する

泥や漂砂による堆積であると推定される。後者については調査海域が異なっていても堆積構

造が類似しており、沿岸の水深 20m 以浅ではほぼ堆積となっている。これら沖合の堆積物は

海底勾配が 2～3°程度まで堆積しているが、これ以上の勾配を作らないことから沖合の堆積

物の安息角は 2～3°程度であると推定される。ここでは、このような類似した堆積構造が陸

棚において形成される要因について検討した。 
 
（ａ）海域での堆積速度 

斉藤ほか(1992) (10)は、日本では土砂運搬が主に洪水時に行われているが、洪水時であるた

め土砂運搬量を実測した例は少ないとしている。一方、外国の大河川では定常的に土砂を運

搬しやすく、運搬土砂量や浮遊堆積物等のデータが推定されている。ダム堆砂量のデータか

ら日本で生産される土砂総量は約 2×108m3/年と推定されており(須賀ほか,1976(11)、芦田ほ

か,1983(12)、石原,1975(13))、単位面積あたりでは 0.5mm/年程度となる。したがって、ダム堆砂

の空隙率を 0.4 程度とすれば 0.3mm/年程度の侵食速度となる。この様に生産された土砂の半

分はダムで堆砂していると推定されている。 
海域まで運搬された土砂の多くは、沿岸域や陸棚域に堆積し 25～30%程度が陸棚外縁を超

えて外洋に供給されていると考えられている(Milliman,1991(14))。なお、現在でも海水準が上昇

している北海周辺や北米・中南米では河口域に潟やエスチュアリー（デルタ等の名称につい

ては後述）が発達し、堆積物の 90%以上が沿岸域に捕獲されていると推定されている。一方、

東南アジアなどの陸棚が狭く、河口が直接外洋に面している地域では、比較的多量の堆積物

が陸棚外縁を超えて外洋に運搬されていると考えられている。 
日本の河川から供給された土砂や海岸侵食によって生産された土砂は、主に周辺の海域で

ある河口部のデルタ、潟などの沿岸域や陸棚域、陸棚斜面などに堆積し、残りは外洋に堆積

している。河川からもたらされた土砂はこれら周辺海域を一様に覆っているわけではなく海

底に安定し、また、堆積しやすい地域に選択的に堆積している。なお、内湾を除けば「沿岸

の海の基本図」で完新世堆積物が沖合に厚く堆積している地域は少なく、数 m 以下の堆積物

がパッチ状に分布している地域が多い。 
図 3.3-26 は斉藤(1992) (10)による主な堆積場毎の堆積速度を示した。また、図 3.3-27 に鈴木

(1993) (15)による 207Bi などの同位体から推定した堆積速度を示した。 

大井川 

高瀬川（七戸川） 
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図 3.3-26 主な堆積場の堆積速度（斉藤(1992) (10)から引用） 

 

 
図 3.3-27 日本海沿岸での堆積速度（鈴木(1993) (15)から引用） 

 
図 3.3-26 で示したように、内湾での堆積速度は 1～10mm/年と大きく、陸棚では 0.2～1mm/

年と堆積速度は一桁小さくなる。日本海などの深海では 0.1～0.3mm/年とさらに小さい。図 
3.3-27 は日本海の水深 300～1800m における堆積速度と水深の関係を示した。密度を 2g/cm3

程度とすれば堆積速度(mm/年)は 0.03～0.07mm/年程度となり、図 3.3-26 よりもやや小さい値

となり、大水深であるほど堆積速度は小さくなっている。 
斉藤(1992) (10)によればある河川から供給された土砂が、それぞれの堆積場(デルタ、陸棚、

陸棚斜面、海盆等)へどの程度の割合で堆積されているか、などのデータはまとまったデータ

としては無いとしている。 
 
（ｂ）陸棚堆積物の区分と堆積相 

1960 年代以降、陸棚の堆積相に関する研究は動的な解釈へと変化し、海水準上昇に伴う沿

岸域の侵食作用(Bruun,1962) (16)や、暴風時に発生する沖向きの底層流(Hayes,1967) (17)などに言

及されるようになった。これらのことを踏まえ現在では陸棚堆積物は「現在堆積物」、「再生

堆積物」、および「残存堆積物」の 3 大区分が用いられている(斉藤,1989) (18)。「現在堆積物」

とは現在と同じ条件下で堆積した堆積物であり、「再生堆積物」は現在および過去の堆積物の

再移動による堆積物と定義している。「残存堆積物」は過去（最終氷期の低海水準期）の堆積

物と定義している。 
陸棚は地形、営力および堆積相から、図 3.3-28に示す沿岸(nearshore)、内側陸棚(inner shelf)、

外側陸棚(outer shelf)に区分される。 
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図 3.3-28 陸棚の区分と堆積相（斉藤(1989) (18)から引用） 

 
沿岸域は汀線から外浜(foreshore)下限までの範囲である。なお、外浜とは波浪の卓越する沿

岸域に見られる地形で、勾配 0.01～0.03 で海側へ緩く傾斜した地帯や地形を指す。沿岸域と

内側陸棚の境界は静穏時の波浪作用がとどく範囲に相当し、水深 15～30m である。内側陸棚

と外側陸棚の境界は暴風時の波浪作用限界水深であり、水深 50～80m 程度とされる(斉
藤,1989) (18)。なお、この境界は暴風砂質堆積物と沖合の泥の卓越する境界となっている。 

沿岸域では暴風時に海浜が侵食され、砂が大規模に沖合に運搬される。前節では河口近傍

以外の水深 20m 以浅では堆積物がほぼ分布しておらず、この範囲に一時的に堆積した土砂は

波浪によって沖合に再移動・堆積したと解釈される。 
また、前節では沖合（水深 20m 以深）の堆積物が、水深 50m 前後で最大厚となっており、

この水深は内側陸棚と外側陸棚との境界付近に相当し、水深 20～50m の範囲では暴風時の波

浪作用を受けた範囲に相当すると考えられる。このように、デルタの影響を受けない地域で

の内側・外側陸棚へは静穏時や暴風時の波浪作用を考慮すれば、陸棚での堆積構造を反映さ

せることができると考えられる。 
 
（ｃ）デルタの堆積構造 

Elliott(1986) (19)は堆積学の教科書において「デルタは河川が海洋、半閉鎖性海域、湖やラグ

ーンなどに流入する場所、かつ、河川からの堆積物供給がこれら水域側での波浪や潮汐作用

などによる堆積物の再移動よりも速く行われる場所に形成される海岸・湖岸線の突出部」と

説明しており、前述した波浪による侵食・再移動は生じるが、それを上回って物質が供給さ

れるためにデルタが形成されるとしている。 
図 3.3-29 に示すように、日本で認められるギルバード型デルタは 3 種の堆積相に区分され

ている(Gilbert,1885) (20)。陸側から、傾斜の小さい頂置層(Topset bed)、その沖側の傾斜角 10～
25 度程度の前置層(Foreset bed)、再び傾斜が小さくなる底置層(Bottomset bed)で，各層に対応

する地形がそれぞれ頂置面、前置面、底置面と呼ばれる。なお、前置面は前置斜面(Foreset slope)
と呼ぶ。 
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図 3.3-29 ギルバート型デルタの堆積相 (Gilbert,1885) (20) 

 
その後、この構造はギルバート型デルタのみで成り立つことが明らかとなり、

Galloway(1975) (21)はデルタの形状と形成営力から図 3.3-30 に示す三角ダイアグラムを示して

おり、デルタの分類に広く利用されている。 
 

 
図 3.3-30 河川，波浪，潮汐の影響に基づいたデルタの分類 堀(2003) (22)から引用 

 
この分類ではデルタフロントにおいて卓越する営力にもとづき、デルタを河川、潮汐、波

浪卓越型の 3 種類に分類し、河川営力が強い場合は鳥趾状デルタ(Elongate)、波浪の影響が強

ければカスプ状デルタ(Cuspate：海側に円弧状に突き出す)、潮汐の影響が強ければ河口部が

海側に開くラッパ状のエスチュアリー(Estuarine)の形態を示すデルタが形成されるとしてい

る。日本では外洋に面した河川が多いことからカプス状～エスチュアリー型が多く、淡水域

では潮汐作用を無視し得るのでカプス状デルタが発達する。 
大規模なデルタでは土砂の 80～90%が浮流によって、10～20%が掃流によって運搬される

(Milliman and Meade, 1983) (23)。このためデルタを構成する堆積物は、底置層がシルト～粘土、

頂置層～前置層がシルト～砂で構成される。ミシシッピーデルタで計測された堆積速度では、

前置層で堆積速度が最も大きく、頂置層および底置層の堆積速度の 10 倍以上に及ぶとされる。

また、Kuehl et al.(1997) (24)のガンジス－ブラマプトラデルタでは、運搬される土砂量の 70%が

デルタ周辺に堆積し、残り 30%程度が深海に運搬されるとしている。このように外洋に運搬

される土砂の割合は 10～30%程度と推定されている。 
図 3.3-29 で示したようにデルタの頂置層は海水準に規制されることから、海水準変動によ

ってもデルタの構造は変化する。海進期にはそれ以前に堆積した頂置層の上方に堆積空間が

生まれるため、堆積物の多くは頂置層および前置層の上面に堆積する。一方，6kyr BP 以降海

水準が徐々に低下もしくは安定している期間には，河川から供給される土砂の多くは頂置層

でなく、前置層前方の海域に堆積する。 

鳥趾状デルタ 

カプス状デルタ 
エスチュアリー状デルタ 
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図 3.3-31 海水準変動に対するデルタの応答 

 

 
図 3.3-32 海水準に対するデルタ構造の応答 斉藤(2011) (25 

 
海水準変動に伴うデルタの応答について斉藤(2011) (25)は、図 3.3-32 のモデルを与えている。

海水準上昇過程では、図 3.3-31 のように上方に堆積空間が形成されるため、これまでの堆積

物の上に新しい堆積物が堆積する。同時に海進が進むため陸側を徐々に覆うため図 3.3-32 の

1～5 の構造を形成する。この構造をオンラップ(onlap)構造と呼ぶ。 
海水準が停滞ないし低下すると、堆積空間は前置層前方となるため堆積場が海側に移動す

る。また、底置層を徐々に覆うため図 3.3-32 の 6～12 のオフラップ(offlap)構造を形成する。 
海水準が低下した後、再び海水準上昇に転じると図 3.3-32 の 12～15 となり、前置層の前

進に加えて頂置面への堆積が進む。これを累重型のオフラップ(aggregational offlap)構造と呼

ぶ。 
海水準変動はデルタ形状にも影響を与える。海進期にはこれ以前に形成された溺れ谷に海

が侵入し、河口は溺れ谷奥部に位置する。海水準上昇にともない河口は後退するため図 3.3-33
に示したラッパ状に先端が開くエスチュアリー型のデルタを形成する。海退期には河口から

供給された土砂が河口部に堆積し、海岸線を突出させつつ海側に前進することから鳥趾状デ

ルタ（河川卓越型）や海側に円弧状に突き出たカプス状デルタ（波浪卓越型や潮汐卓越型）

が形成される。 
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図 3.3-33 沿岸の堆積システムと営力 斉藤(2011) (25) 

 
以上述べたように、シミュレーションでは海水準変動を組み入れていることから、図 3.3-32

に示したデルタ構造や海水準変動によってデルタ形状が変化する図 3.3-33の状態が再現され

る必要がある。 
 
（３）河床・海域縦断形シミュレーション 

本節では（１）で調査した完新世堆積物の堆積特徴と、（２）で述べた陸棚での堆積構造お

よびデルタでの堆積構造を河床と海域の縦断形シミュレーションによって再現できるかを検

討した。ここでは最初に海域での堆積シミュレーションの文献を列挙し、その特徴や堆積速

度を制御する方法等をとりまとめ、縦断形シミュレーションの参考とした。 
 
（ａ）堆積シミュレーションの例 

海域での堆積をシミュレーションする論文はいくつか報告されており、通常は移流・拡散

と沈降速度から堆積プロセスをシミュレーションする。ただし、多くの論文では河口付近の

デルタを扱ったシミュレーションが多く、港湾などの堆積状況など数年程度を対象とした短

期間のシミュレーションである。また、1 つの河口から供給された土砂の堆積を扱う場合が

ほとんどであり、縦断形方向のみのシミュレーションも認められる。なお、移流に海流の影

響を加えた例や、波浪による再移動を扱ったシミュレーション等も報告されている。 
地形変化評価コードでは 10 万年を超えるシミュレーションが前提であり、また、土砂供給

源となる河口数も複数位置している。また、このような長期的な期間の海流変化は予測困難

な事象である。したがって、ここでは移流・拡散によるシミュレーションではなく、（１）で

共通して現れる完新世の堆積構造を再現するための方法論について検討する。 
 
1) 縦断形によるデルタ形成のシミュレーション 

水谷(2007) (26)による縦断形による河口付近の堆積シミュレーションであり、縦断形である

ため流速は水深にのみ依存するとしている。運搬土砂は大部分が浮遊によるものとし、ごく

一部を掃流による運搬としている。運搬機構は浮遊砂量が流速の 2 乗に比例するとし、掃流

砂量は勾配に比例するとしている。縦断形であるため水深の増加とともに流速は低下し、こ

の 2 乗で運搬砂量が決定されるため、水深の深くなる下流側(海側)では流速が遅くなり、この

結果、運搬砂量は急速に減少する。したがって、掃流砂量を除けば区間前後での運搬砂量の

差が、その区間への堆砂量となり、この連続式からそれぞれの区間の堆積量が算出される。 
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図 3.3-34 水谷(2007) (26)によるシミュレーション例（海水準一定） 

 
図 3.3-34 に水谷(2007) (26)による海水準一定時のシミュレーション結果を示した。図で示し

たように、前置層および底置層が現れており、海水準安定時のオフラップ構造が再現されて

いる。安息角を考慮しない場合には、水深が浅いほど堆積速度が大きいため前置層は徐々に

急傾斜となる。ここでは安息角を 20°としているため、前置層の傾斜は安息角に近い値とな

っている。安息角を超えた部分へ堆積する場合には、下流側に砂を一様配分している。 
海水準低下から上昇させた場合には図 3.3-35 の変化となる。 
 

 
図 3.3-35 水谷(2007) (26)によるシミュレーション例（海水準低下⇒上昇） 

 
この図では海水準低下時のオフラップ構造(t<1000)と、それ以降の海水準上昇による累重型

オフラップ構造が再現されている。このモデルの問題は流速を水深で算出していることにあ

る。シミュレーションでは海底は一様勾配ではなく、平坦面や逆勾配もありうる。水深一定

の場合には流速が一定となることから区間前後の浮遊砂量は等しくなり、このモデルでは水

深一定では堆積が生じないことになる。また、3 次元モデルに拡張する場合には側方への流

動も生じるため、側方への流速をどのように当てはまるかが問題となる。 
 
2) 流速分布に噴流モデルを用いた例 
伊達(1997) (27)は Ozsoy(1977) (28)による噴流モデルに改良を加え、図 3.3-36 に示すように、

河口から海への流出を噴流モデルによって流速分布を求め、浮遊砂による初期堆積形状を求

めている。 

海水準上昇による 

累重型オフラップ構造の形
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図 3.3-36 河口からの噴流モデル 伊達(1997) (27) 

 
河口噴流を河口近傍で流れが側方に広がる領域 （以下 ZOFE）と、それより遠方での領域

（以下 ZOEF）の 2 つの領域に分割している。河口点での ZOFE では中軸に河口幅の 1/2 相当

する流速の変化しないゾーン(r0)を持ち、これより外側ではガウシアン関数により流速が低下

するとし、このときの流速の半値幅を B とする。沖合では中軸の流速が変化しない領域が徐々

に縮小し、同時に外側の半値幅 B を大きくすることによって流れの範囲を沖合ほど拡大させ

ている。さらに沖合では中軸の流速が変化しない範囲が消失し、中軸の流速はガウシアン関

数によって徐々に減少するとするモデルである。この結果、流速は団扇状の分布となる。図 
3.3-36 の y 軸方向への流速式は以下で与えられる。 

 

  
 

uc は x 軸上での流速、u は距離 y だけ x 軸から離れた地点の流速である。x 軸上ではη=0
となるので、f(η)は 1.0 となり、半値幅 B 分だけ x 軸から離れれば f(η)=0.5 となる。伊達(1997) 

(27)では、この流速分布を用いて浮遊砂量・掃流砂量の連続式および砂や泥の沈降速度から初

期堆積形状をシミュレーションしている。 
 
3) 沈降性粒子の 2 次元拡散堆積モデルの高精度化 
小松ほか(1997) (29)は、堆積状況の予測には②で述べたような平面 2 次元計算が用いられる

が、流速や拡散物質の濃度等鉛直分布は相似形を前提とし、鉛直方向の沈降現象が正確に評

価されていないとしている。このため鉛直方向の土砂の沈降・堆積を高精度に予測する堆積

モデルを提唱している。ここでは方法論の詳細は割愛して結果のみを示す。対象地域は有明

湾であり、普賢岳の噴火によって発生した土石流の海底への堆積をシミュレーションしてい

る。 

 
図 3.3-37 シミュレーション結果との比較（小松ほか(1997) (29)） 
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図 3.3-37 の太線は実測された堆積物厚であり、内側から 5cm、2～3cm、0cm となり周辺ほ

ど堆積厚が薄くなっている。a)、b)がパラメータを変更した高精度シミュレーション結果であ

り、c)は鉛直方向を相似形とした簡易モデルである。a)、b)の高精度モデルでは c)よりもより

広い範囲に堆積しており、より実際に近い分布となっているとしている。ただし、堆積範囲

や厚さに関しては良好に一致しているとは言えず、小松ほか(1997) (29)は高精度モデルを用い

ても海流等による流速の非定常性・局所性があることから、海域への堆積を高精度に予測す

ることは困難であるとしている。 
 
4) デルタ成砂岩堆積過程のコンピュータシミュレーション 

岩田ほか(1993) (30)は、石油探鉱における層位トラップ等の解析のため貯留岩の堆積構造推

定のために長期的な堆積過程のシミュレーションを開発している。モデルとしては②と同様

に河口からの噴流がその慣性に従って流動・拡散・堆積するシミュレーションであり、入力

パラメータとしては、地形、海水準変動、地殻変動等があり、地形変化評価コードと類似し

た環境を想定している。また、3 種類の粒径を与えた沈降速度、浮遊砂量、掃流砂量等を考

慮し、100～200 年のタイムステップで堆砂速度を算出している。また、河口付近の浅水域で

は限界摩擦を考慮し、流速の速い河口では摩擦速度が限界摩擦を超えることから、堆積量を

制御することなどを含めている。図 3.3-38 に示すように愛知川のカプス状デルタを対象とし

た検討を行い、愛知川河口のデルタと類似した構造が得られたとしている。 
 

 
図 3.3-38 愛知川のシミュレーション結果 岩田ほか(1993) (30) 

 
このモデルでは、河口を 1 つとしていること、底質の侵食、再移動を考慮しておらず河口

の閉塞が生じてしまうことなどが問題点としてあげられている。なお、底質の侵食・再移動

の無いモデルでは、海水準上昇が生じても形成されたデルタはこのままの状態で保存される

ため、これまでに検討した海域の堆積特徴はうまく表現できないと推定される。 
以上 4 つの文献を列挙したが、いずれも 1 つの河口を対象として移流・拡散および沈降を

シミュレーションしている。地形変化評価コードでは大小合わせて 20 河川程度が海域に流入

しており、これら全てについて移流・拡散式から堆積量を推定することは処理時間の制約か

ら困難である。また、移流・拡散式を用いたとしても（２）で述べたように陸棚の堆積につ

いては沿岸域における波浪による侵食・運搬作用や、暴風時に発生する沖向きの底層流など

による移動・再堆積があり、これら再移動等はシミュレーションでは扱われていないことが

多い。また、高精度にシミュレーションしたとしても沿岸流の影響によって堆積域が変化し

てしまい、短期的にも堆積現象を精度良く再現することは難しい。 
以上のことから、地形変化評価コードでは、土砂の拡散範囲を対象に噴流モデルを参考と

し、移流・拡散式を用いずに（１）や（２）で述べた堆積構造を再現させることを目的とし

た。 
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（ｂ）砂・泥の 2 つの堆積モデル 
（１）での海域での完新世堆積物は、河口からの土砂供給の影響を大きく受ける地域と影

響の小さい地域の 2 つに区分される。前者はデルタ形成により、後者は陸棚への堆積と波浪

等による侵食および再移動と堆積によるものと推定される。基本的には海域の堆積は陸棚へ

の堆積があり、河口付近での土砂供給が波浪等による侵食を上回った地域でデルタの形成と

陸棚への堆積の両者が生じていることになる。したがって、海域の堆積をモデル化するとす

れば、少なくともこれら 2 つの堆積作用を考慮する必要がある。 
ここでは、以下のように陸棚・デルタへの 2 つの堆積作用を分けたモデルとする。陸棚へ

の堆積は主として泥が主であり、デルタへの堆積は砂を主とする。 
 
1) 陸棚への堆積 
①陸棚への堆積範囲は広範囲とするため半値幅の大きなガウシアン関数を用いる。 
②静穏時の波浪により水深 20m を下限とし、これ以浅では堆積させない 

 
実際には堆積後に、波浪により安定な場所に移動すると考えられるが、シミュレーション

期間に対しては短時間であるため、侵食・移動を含めて堆積させないこととする。なお、す

でに堆積物が分布する場合には、海水準上昇により水深が深くなり、安息角を超えてしまう

場合に、堆積していた土砂を移動・再堆積させることとする。これにより、環境変化に伴う

沿岸域での侵食をシミュレーションできることになる。 
 

③暴風時の波浪の影響の受ける範囲では、水深 20m を堆積比 0 とし、水深 60m を堆積比 1 と

なるように線形で堆積比を与える。堆積量はガウシアン値と水深の堆積比を乗じた値とす

る。 
④水深 60m 以深では、水深 150m まで堆積比を 1～0 へ漸減させる。 
⑤安息角を定義し、安息角を超える斜面では定置させず、1 回の堆積過程で安息角以下とな

る地点まで順次移動させる。 
 
2) 河口への堆積 
①河口への堆積は河口点を中心とするガウシアンあるいは後述する噴流モデル等を用いる。 

なお、（１）で述べたように河口沖合での側方への堆積物厚変化はほぼガウシアン関数で近

似可能である。 
②堆積速度は水深に応じて変化すると仮定する。 
③安息角を定義し、安息角を超える斜面では定置させず、1 回の堆積過程で安息角以下とな

る地点まで順次移動させる。 
とした。 
 
（ｃ）河床縦断形の設定 
1) シミュレーション期間および海水準変動 
河床縦断形のシミュレーションでは、河口軸線上の縦断形およびこれと平行する複数の縦

断形のシミュレーションを行った。対象は更新世後期末～完新世堆積物を再現させるために、

最寒冷期の 1.8 万年前（海水準-130m）から 5 千年前の高海水準期（海水準+5m）、現在の海水

準（0m）とし、3 点を線形で結ぶ海水準変化とした。 
 
2) 縦断形 
図 3.3-39 に示す河口軸線上とこれと平行する複数の断面（河口軸から 300～3000m）によ

り、シミュレーションによる堆積構造を検討する。なお、河川軸線が谷となるように溺れ谷

の構造とする。 
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図 3.3-39 使用した縦断形（河口軸線上およびこれと平行する断面） 

 
3) 河口への土砂運搬量等 
陸域での侵食・堆積は考慮せず一定量が河口に供給され、ここを供給源として堆積させる。

なお、地殻変動量は 0 としているが、海水準の上昇速度が 1.8 万年前から 5 千年前までは約

10mm/年での海水準上昇となるためこの期間に限れば地殻変動量の影響はごく小さい。 
 
4) 砂泥比 
（２）で述べたように縦断形シミュレーションでは、砂と泥に分けて堆積シミュレーショ

ンを行う。ここでは砂泥比（砂＋泥に対する砂の比率）を 0.5 とする。 
 
5) 安息角 
プログラム中の変数として設定し、初期値としては（１）の結果を踏まえ安息角を 3°に

設定した。デルタにおける前置斜面の安息角は 10°を超えるが、ここでは沖合の泥と同じ 3°
とする。なお、デルタの安息角については後述する A 川流域で再検討する。 
安息角を超える地点に沈降した土砂は、低標高側に移動するものとし、安息角以下となる

地点まで移動させ、堆積させる。 
 
6) 砂および泥の堆積範囲 
泥の堆積範囲は等方のガウシアン関数を用い、半値幅は 1000m とする。砂の堆積範囲はガ

ウシアン/噴流モデルの 2 つを比較する。図 3.3-40 左図に示すようにガウシアンモデルの短軸

半値幅は 600m（A 川相当）、長軸半値幅を 1000m とし、河口軸を長軸方向とする。なお、堆

積量が水深に依存する場合には河口近傍でのみ堆積するため、長軸方向の全域に堆積するわ

けではなく、河口付近の比較的狭い範囲に限定される。図 3.3-40 右図の噴流モデルでは伊達

ほか(1997)(27)の噴流モデルを参考とした。なお、シミュレーションではメッシュサイズが粗い

ため河口軸の中心に設定されている流速一定の区間(r0)は設定せず、両側になだらかに減少す

る噴流モデルを用いる。噴流モデルでの半値幅は 600m とし、半値幅の外側への開きは 15°
とする。また、長軸方向の半値幅はガウシアンモデルと同様に 1000m とする。 
 

横断面には河口軸から 1kmまでを表

示。これ以遠は 1kmと同じ断面 

青数字は原点から沖合への距離を

表し、6.5km 以遠では横断方向に平坦

な海底地形とする 
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図 3.3-40 砂のガウシアン/噴流モデル 

 
7) 砂と泥の堆積範囲の重複 
河口付近での砂の堆積では、ガウシアン/噴流モデルの中心を河口点とする。泥の堆積では

河口位置を図 3.3-41 のように左側へデルタ半値幅に相当する距離にずらし、最大値位置を沖

合へ移動させる。これを同心円状に展開するため、泥のガウシアン値はドーナツ型をなすこ

とになる。なお、この重複幅による影響は後述する。 
 

 
図 3.3-41 泥と砂の堆積範囲 

 
8) シミュレーションの組み合わせ 
縦断形シミュレーションでは砂および泥の 2 相の堆積プロセスにより、陸棚およびデルタ

堆積構造の再現性検討を主目的とする。縦断形シミュレーションの組み合わせは表 3.3-2 に

示す 6 つとした。 
 

表 3.3-2 縦断形シミュレーションの組み合わせ 
ケース 堆積範囲 堆積量 安息角 砂泥比 

A-1 ガウシアンモデル 水深無効 

3° 0.5 

A-2 ガウシアンモデル 1/h 
A-3 ガウシアンモデル 1/h2 
B-1 噴流モデル 水深無効 
B-2 噴流モデル 1/h 
B-3 噴流モデル 1/h2 

 
  

 河口軸 
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（ｄ）シミュレーション結果 
(A-1) 砂の堆積範囲：ガウシアンモデル、水深無効 
 

  
(a) 砂のみの堆積 (b) 泥のみの堆積 

 
(c) 砂＋泥の合成 

図 3.3-42 A-1 ガウシアンモデル、水深無視 （河口軸線） 
 

河口の堆積にガウシアンモデルを、砂の堆積速度は水深に無関係としガウシアン値に応じ

て堆積量を与えた場合の砂、泥および砂＋泥のシミュレーション結果を図 3.3-42 に示す。左

縦軸は標高(m)を、右縦軸は最終時刻の海底勾配（タンジェント）を、横軸は距離を表す。図

中の紫色の折れ線が海底勾配を表す。 
河口にガウシアンモデルを与え、ガウシアン値をそのまま堆積量に読み替えると図 

3.3-42(a)に示す砂の堆積は海水準上昇に伴い左上方に堆積場を変え、図 3.3-32 のオンラップ

構造に類似した堆積構造をなす。海水準が最高となる 5000 年前以降は海水準がほぼ安定する

ため、堆積場は前方に移動しオフラップ構造に類似する構造を示す。ただし、水深を無視し

ているため堆積量は沖合へなだらかに減少してしまい、図 3.3-32 に示した前置層と底置層と

の境界は形成されていない。なお、前置斜面は安息角(3°)に達しており、前置層は前方へ平

行に移動する。 
図 3.3-42(b)の泥の堆積は半値幅が大きいため堆積厚が薄く、水深 50m 付近でやや厚くなる

レンズ状の堆積厚となり、水深 20m 以浅では堆積量 0 となっている。水深 130m 付近の大陸

棚外縁では遷急点を形成し、これ以深では海底勾配は安息角を超えるため泥は堆積していな

い。 
図 3.3-42(c)は砂と泥を合わせた堆積状況を表し、海水準上昇過程で当時の河口前方で堆積

した砂の上方に薄い泥が被覆する。このように砂にガウシアンモデルを与え、水深を無視し

ても海水準変動に伴う堆積構造は図 3.3-32 に類似したデルタの構造を形成するが、前置層と

底置層境界が形成されておらず、この点で図 3.3-32 と異なる。 
  

5000年前 

安息角 安息角 

安息角 

5000年前 
堆積面は 1000年間隔 
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(a) 砂のみの堆積 (b) 泥のみの堆積 

 
(c) 砂＋泥の合成 

図 3.3-43  A-1 ガウシアンモデル、水深無視 （河口から 1500m） 
 
 図 3.3-43 に河口軸から 1500m 離れた縦断形を示す。砂の半値幅が 600m であることから、

砂はほとんど堆積していない。このように堆積速度が遅い場合には河口付近でも安息角を超

える勾配は形成されない。一方、泥の半値幅は大きいため図 3.3-42 の泥の堆積状態と同じよ

うな厚さで堆積する。 

安息角 安息角 

安息角 
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（ｅ）A-1 モデルでの堆積特徴 
 (4)で述べた A-1 モデルでの堆積特徴について検討する。なお、後述する噴流モデルでも堆

積特徴は A-1 と類似し、また、水深に対する堆積厚変化についても比較的類似することから、

堆積特徴は A-1 と大きく変化していない。 
 

 
図 3.3-44 A-1 の結果と高瀬川沖合の水深－堆積量の比較 

 
図 3.3-44 に（２）で検討した「むつ小川原」における高瀬川沖合の水深－堆積厚と A-1 の

シミュレーション結果の水深－堆積厚を比較した。図 3.3-44 上段は河口軸線の断面であり、

A-1 も河口軸で比較した。下段は高瀬川の河口から 7km 離れた断面であるが、沿岸域でも堆

積が認められ、この地点でも河口の影響をやや受けている。A-1 では砂の半値幅 600m と小さ

いためデルタの影響が小さい河口から 1500m 離れた断面を比較した。 
図 3.3-44 左上で示した高瀬川の河口軸では河口近傍ほど堆積厚が厚く、水深 100m 付近に

は大陸棚外縁部の急斜面による遷急点が現れており、これ以深では安息角を超えるためか堆

積厚は急減している。A-1 のシミュレーションでも河口近傍ほど堆積厚は厚く、また、水深

100m 付近に遷急点が現れており、高瀬川の河口軸と類似した堆積構造が再現できている。 
図 3.3-44 左下で示した高瀬川河口から離れた位置では、水深 60～80m 付近で堆積厚が最大

となり、これより浅所では堆積厚が減少する。水深 90m 以深でも直線的に堆積厚は減少し、

水深 140m 付近で尖滅する。これに対し A-1 のシミュレーション結果では最大厚は水深 60m
付近に位置し、これより浅部で堆積厚が減少している。また、水深 100m 付近に遷急点が認

められ、これ以深では堆積厚が急減し水深 130m 前後で尖滅している。このようにシミュレ

ーション結果の堆積厚の特徴は高瀬川沖合の特徴と類似する結果が得られた。なお、高瀬川

の場合には 7km 離れた地点でも最大 25m の堆積厚があるが、A-1 では最大 8m と薄い。この

差は河川規模による河口への土砂運搬量の差や、天然には漂砂による影響があるためと考え

られる。ここではモデルによる河口および沖合の堆積構造の再現性を目的としており、堆積

厚の絶対値は重視していない。 
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（ｆ）水深依存性の検討 
A-1 ではガウシアンモデルを用い、堆積速度は水深に依存しないモデルとした。この結果、

堆積厚の特徴は高瀬川河口と類似した結果が得られた。デルタの形成ではオフラップおよび

オンラップ構造は再現されたが、前置層と底置層との境界は形成されなかった。このため、

堆積速度の水深依存性について検討した。A-2 は堆積速度が水深に反比例し、A-3 は水深の２

乗に反比例するとした。なお、後者では浅海での堆積速度が深部よりも相対的に大きくなる

ため、前置層上部へ堆積する土砂量が多くなり、したがって安息角を設定しなければ前置斜

面はより急勾配へと変化する。 
 

  
A-1 水深無視 A-1 水深－堆積厚 

  
A-2 水深に反比例 A-2 水深－堆積厚 

  
A-3 水深の 2 乗に反比例 A-3 水深－堆積厚 
図 3.3-45 水深による堆積構造の違い（ガウシアンモデル A-1～A-3） 

 
図 3.3-45 に河口軸における断面を示す。いずれも泥と砂の堆積厚の合計を表す。左図の右

縦軸は勾配を表す。右図は水深と堆積厚の関係を示す。堆積速度が水深に無関係とする A-1
では前置層と底置層が連続し、明瞭な屈曲点が現れないが、水深に依存する A-2、A-3 では前

置層と底置層とが不連続であり、明瞭な屈曲点が現れている。このように、堆積速度を水深

に依存させると前置斜面の勾配は徐々に大きくなり、安息角を超える地点に堆積した土砂が

移動した結果、前置斜面は安息角よりもやや大きな勾配に落ち着く。 
A-2 および A-3 で前置層の傾斜が安息角よりも大きくなる理由は以下である。縦断形シミ

ュレーションでは、海底勾配が 3°未満の地点で堆積できるとしている。堆積地点の海底勾

配がこれ以上であれば堆積する土砂を 1 つ先に移動させ、この地点の海底勾配から堆積の可

否を決定し、堆積後の勾配が安息角を超えていてもそのまま定置するとした。 
このため、例えばある地点での海底勾配が 3°未満であり、この上方 10 区間の海底勾配が
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3°以上である場合には、ある地点には 10 区間に堆積する土砂量の合計量がこの地点に堆積

する。このため、この堆積できる地点では堆積量が多くなり海底勾配は 3°を超えてしまう。

この結果、グラフで示したように前置斜面では安息角を超える地点が発生してしまい、ギザ

ギザのグラフが形成されてしまう。 
これを回避するためには、移動・堆積後の海底勾配を再検討し、安息角を超える地点では、

土砂を再移動させることで安息角を満足する前置斜面が形成されるはずである。後述する 3
次元シミュレーションではこの考え方を導入する。なお、安息角を超える斜面では一時的に

不安定なだけであり、天然でも安息角を超える斜面は存在し得る。したがって、安息角を超

える斜面がある程度存在することは大きな問題とはならないであろう。 
図 3.3-45 右は水深と堆積厚の関係を示す。図で示したように水深によって堆積速度を変更

した 3 つのケースでは、全体の堆積構造にはほぼ影響していない。 
以上述べたように、前置層と底置層とを不連続とするためには、堆積速度を水深依存とす

るべきであるといえる。ただし、水深に反比例するモデル(A-2)と2乗に反比例するモデル(A-3)
には明瞭な差は現れていない。これは、河口全面に形成される前置斜面の傾斜は安息角によ

り制約されたためである。 
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（ｇ）ガウシアン/噴流モデル 
A-1～A-3 では河口付近の堆積(砂)に、ガウシアンモデルを用いた。ここではガウシアンモ

デルと噴流モデルの差について検討する。図 3.3-46 上段にガウシアンモデルの A-2、A-3 を、

下段に噴流モデル B-2、B-3 を示す。なお、水深に依存しない B-1 は A-1 と同様に前置層から

底置層に滑らかに変化してしまうため除外した。 
 

  
(a) A-2 水深に反比例 ガウシアンモデル A-3 水深－堆積厚 

  
A-2 水深に反比例 A-2 水深－堆積厚 

  
A-3 水深の 2 乗に反比例 A-3 水深－堆積厚 

図 3.3-46 ガウシアンモデル(A-2,A-3)と噴流モデル(B-2,B-3)の比較 
 

図 3.3-46 に示したように、A-2,3 と B-2,3 はほぼ一致しておりガウシアン/噴流モデルの差

および堆積速度の水深依存性の差はほぼ影響していない。また、下段に B-2 および B-3 の水

深－堆積厚を示したが、図 3.3-46 に示した A-2、A-3 の分布とほぼ一致している。違いとし

ては A3、B-3 の水深の 2 乗に反比例するモデルで前置斜面の勾配がやや大きいことがある。

これは、2 乗に反比例するモデルでは前置層上部への相対的な堆積速度がさらに大きく、前

置斜面下端へ移動する土砂量が多いため安息角を超える傾斜の頻度が増えたことによる。 
したがって、堆積構造から検討すると河口付近のモデルにはガウシアンモデルでも噴流モ

デルでも大きな差は認められず、また、前置斜面の勾配は安息角に制約されることから、水

深に反比例するモデルと水深の 2 乗に反比例するモデルではほぼ同じ結果となった。 
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（ｈ）河口堆積物の側方変化 
 （ｅ）で述べたように高瀬川等のデルタや沖合での堆積状況を再現するためには、少なく

とも砂と泥の 2 相による堆積プロセスを考慮しなければならない。また（f）で述べたように

デルタの前置層と底置層とを不連続とするためには、水深に依存した堆積速度を与える必要

があり、河口全面の土砂供給量が多い範囲では前置斜面の勾配が安息角に制約されることを

示した。この際に（g）で示したようにデルタ構造の再現にはガウシアン/噴流モデルに大き

な差は無いことを示した。ここでは、河口からやや離れた縦断面でガウシアンモデルと噴流

モデルの差を検討した。 
 
    

  
(a) B-2 噴流モデル（河口から 600m） 

 

  
 

(b) B-3 噴流モデル（河口から 600m） 
図 3.3-47 堆積速度の水深依存性の比較（河口から 600m） 

 
図 3.3-47 に河口から 600m 離れた縦断形を示す。河口から 600m 離れた B-2 の水深に反比

例するモデルでは前置層と底置層との境界がやや不明瞭となり、また、前置層の勾配はほぼ

安息角程度まで小さくなっている。一方、B-3 の水深の 2 乗に反比例するモデルでは河口と

同様に前置斜面下端と底置層との境界が明瞭であり、前置斜面の勾配は安息角をやや超えて

いる。 
河口から離れると供給される土砂量が減少するため、前置斜面上部への堆積速度が小さく

なり、前置斜面下部との堆積速度の差が小さくなる。この結果、水深に反比例するモデルで

は前置斜面の勾配が小さくなり底置層との境界が不明瞭となる。一方、堆積速度が水深の 2
乗に反比例するモデルでは、土砂供給量が減少しても前置斜面の勾配は比較的大きく、この

ため前置斜面下端と底置層との境界が明瞭となっている。 
図 3.3-48 に Suter(1994) (31)によるエスチュアリー型デルタのモデルを示す。図中の赤で示し

た範囲は前置斜面の分布範囲を示し、エスチュアリー型では円弧状に前置斜面が分布する。

このようにデルタ側方でも前置層が形成される状況を踏まえると、B-3 で示す堆積速度が水

深の 2 乗に反比例するモデルが適していると考えられる。 
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図 3.3-48 エスチュアリー型デルタの模式的堆積環境 

 
このように河口付近で形成されたデルタは、海水準が上昇すると堆積した地点は河口から

遠くなり、水深は深くなる。このような状況になると前置斜面となっていた急勾配部は波浪

により不安定となり、侵食・再移動のため安息角の小さな海底勾配に変化することになる。

したがって、前置斜面が残存する期間は比較的短期間であり、小規模な地形特徴であること

から、前置斜面を再現することはシミュレーション上あまり重要ではない。前述したように

縦断形シミュレーションでは移動・再堆積した堆積物をさらに侵食・移動させるアルゴリズ

ムは取り入れていない。一方、3 次元的な地形変化評価コードでは堆積後の侵食⇒移動⇒再

堆積のプロセスは重要となっている。これについては（４）で後述する。 
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（ｉ）横断方向への堆積厚変化 
図 3.3-49 に B-3 での横断方向の堆積厚変化を示す。図中の茶色線は初期地形を、青線は堆

積後の海底面を表す。前述したように縦断形は溺れ谷を想定したため、河口軸で最も深く両

側に浅くなり、沖合ほど溺れ谷の深さは浅くなる。このような溺れ谷となっている海底地形

では、海進期には図 3.3-48 で示したエスチュアリー状のデルタが形成される環境である。 
河口付近の 2000m 地点では溺れ谷は完全に埋積され、最大海進期の堆積物により 0m 以上

となっている。沖合 3000m では、中央付近がやや凹凸があるが、溺れ谷がほぼ埋積された状

態となっている。4000m 以遠では溺れ谷両側の平坦部に泥が堆積し、中軸部はやや凹んだ形

状となっている。波浪や潮流により土砂を再移動させるとこのような凹凸は消失し、平坦な

海底地形へと変化するであろう。このように、溺れ谷を想定すると堆積物は溺れ谷をほぼ埋

積し、この結果、横断方向には両側の平坦部とほぼ同じ水深の水平な海底地形を形成する。

なお、A-3 のガウシアンモデルの縦断形は B-3 とほぼ同じであり、横断面もほぼ同じ結果と

なった。 
 

  

   

  
図 3.3-49 横断面での堆積厚変化(B-3) 

 
（ｊ）河口付近での堆積制限と再移動の有無 
 図 3.3-32 のオフラップ構造(7～12)では、前置層は前後にとがった部分を持つ「ナメクジ状」

をなすが、図 3.3-46 の前置層は平行四辺形を並べた状態となり、やや形状が異なっている。 
（３）（ａ）4)で述べた岩田ほか(1993)(30)では河口付近の浅水域での限界摩擦を考慮し、流速

の速い河口では摩擦速度が限界摩擦を超えることから、Wang(1984) (32)による方法により堆積

量を制御している。ここでは水深 10m 以浅で、上部ほど堆積速度を小さくして河口付近での

構造変化を検討した。なお、水深 10m 以深では B-3 と同じ方法により土砂を堆積させている。 
Wang(1984)による堆積量の算出式は以下で表される。 
 S＝W・C（１－u*2/u*c2） 
W:流量 C：濃度 u*2：摩擦速度 U*c2：限界摩擦速度 
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図 3.3-50 左に河口で堆積制限した場合の結果を示した。あまり明瞭ではないが、僅かに前置

層の左上と右下に突起が形成されている。また、左ではオンラップ面は凹と凸を組み合わせ

た曲線となっているが、右ではオンラップ面は凸形状を示し、堆積構造の微妙な差が現れて

いる。図 3.3-32 のデルタモデルではオンラップ面が凸面として描かれており、この点から見

れば河口付近での堆積制限を行わない場合の構造に近い。ただし、このような構造の差は全

体としてはほぼ影響しないことから、河口付近で流速が速いことによる堆積制限を重視する

必要は無い。 
 
    河口の堆積制限あり   B-3 河口の堆積制限なし 

  
 

図 3.3-50 河口の堆積制限の有無 
 
 これまで安息角を超える地点では土砂を堆積させず、下流の安息角以下の地点(主として前

置層と底置層との境界付近)まで移動するモデルを用いた。ここでは、安息角を超える土砂を

全て深海へ移動させた場合に形成される前置層の構造を検討した。 
 
移動後に深海へ運搬    移動後に前置層先端に移動(B-3) 

  
図 3.3-51 移動後の再堆積の有無 

 
図 3.3-51 は安息角を超えた地点への堆積量を全量深海(系外)へ移動させた縦断形であり、

右は B-3 の前置斜面下端付近まで移動・堆積させた縦断形である。前置斜面下端に移動させ

た場合には、その後に移動してきた堆積物がその上にさらに堆積していくため単位時間に形

成される前置層の幅は厚くなる。一方、深海まで移動させた場合には前置斜面下端への堆積

量が減少するため単位時間に形成される前置層の幅は薄くなり、デルタの前進速度が低下す

る。このようにデルタにおける安息角を超えた地点での移動・再堆積は重要なメカニズムで

ある。 
 
（ｋ）砂と泥の堆積範囲の重複について 
 これまで海域への堆積は河口付近の堆積（砂）と沖合の堆積（泥）の 2 相として扱い、泥

の堆積では図 3.3-41 で示したように砂の半値幅（長軸方向）分だけ原点をシフトさせ、砂と

泥の堆積範囲を重複させている。ここでは、重複幅を変更して砂・泥の堆積構造にどの程度

影響があるかを検討した。シフト量は砂の長軸の半値幅に対して 0.0～3.0 とした。 
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     重複量：0                 重複量：半値幅 1 倍 

   
     重複量：半値幅 2 倍             重複量：半値幅 3 倍 

  
図 3.3-52 砂と泥の重複範囲 

 
 
      河口軸での水深－堆積厚        河口から 1500m での水深－堆積厚 

   
     河口から 3000m での水深－堆積厚 

    
図 3.3-53 重複量による水深－堆積厚 

 
図 3.3-52 に重複範囲を 0（河口を原点）～3（砂の長軸の半値幅の 3 倍）としたときの縦断

形を示した。なお、砂の堆積範囲は変更していないので全て同じ結果となっている。重複範

囲を大きくすると、泥の堆積の最大位置は沖合に移動するため沖合では泥が厚く堆積するが、

全体の堆積構造はほぼ変化していない。 
図 3.3-53 に河口軸、河口から 1500m および 3000m 地点での水深－堆積厚変化を示す。河

口軸では砂の堆積が多いため沖合で堆積量が若干変化する程度である。河口から 1500m およ

び 3000m 離れた位置では砂の堆積はほとんど無く、泥の堆積速度の差が現れている。泥の堆

積厚は 2 倍程度変化し、重複幅が大きいほど堆積厚は増加する。これは、泥を堆積させるガ
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ウシアン関数の最大値位置が沖合に移動するためである。ただし、水深－堆積厚の形状は変

化しておらず水深 50m 付近で最大値となっている。 
 泥の半値幅については検討する必要があるが、外洋に面した海域では一般に数 m 程度と薄

く、調査した海域のように沖合で厚く堆積する地域がむしろ少ない。したがって、泥の半値

幅を数 km としておけば広い範囲に拡散して堆積してしまうため、大きな問題とはならない。 
 
（ｌ）縦断形シミュレーションのまとめ  
 （１）で検討した堆積物の特徴を参考として、本節では縦断形シミュレーションにより堆

積構造の再現を試みた。本節での結論は以下である。 
①河口付近での砂と沖合での泥の少なくとも 2 相による堆積プロセスが必要 
②堆積速度には水深依存モデルを用いる （1/h2がより適切） 
③ガウシアンモデル、噴流モデルともデルタの堆積構造には大きな差は認められない 
  ⇒ 安息角で前置層の勾配が制約されるため 
 なお、デルタの形成過程を考慮すると、図 3.3-54 で示すように噴流モデルと同様に団扇状

の堆積範囲となっていることから、噴流モデルがより適切と判断した。 

 
図 3.3-54 ミシシッピーデルタの構造 Coleman et al(1989) (33) 

 
④安息角と再移動は砂・泥の堆積構造を再現するために必要 
⑤波浪（暴風時含む）による泥の侵食・運搬を再現するために限界深度を設定する必要があ

る 
 
 これらにより以下の堆積構造が再現される。 
 ・波浪限界水深による浅海域での未堆積の状態（⑤） 
 ・沖合での水深 60m 前後での最大堆積厚（⑤） 
 ・大陸棚縁辺部の遷急点（①+④） 
 ・前置層および底置層の形成（①+②+③+④） 
 ・デルタの堆積構造（オンラップ、オフラップ構造） （①+②+④） 
 ・河口付近でのデルタ堆積物の堆積厚分布（ガウシアン形状）（①+②+③+④） 
 
 以上のことから、移流・拡散の連続式を用いなくとも海域の堆積構造やその特徴は簡易的

なモデルでも表現できると言える。 
 
（４）地形変化評価コードへの組み込み  
（ａ）変更点とアルゴリズム 

縦断形シミュレーションの結果を踏まえ、地形変化評価コードへ海域での堆積に対するア

ルゴリズムを変更した。なお、変更以前のアルゴリズムは以下である。 
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(1)変更前のアルゴリズム 
①海域へ堆積させるタイミング 
海域への堆積は流路見直し時実施する。現状では 10 年/1 ステップであることから、10 年

に 1 回の間隔となる。 
②海域への堆積量 

河口に運搬された土砂量とする。初期値では全量を堆積させている。 
③分布域 
同心円状のガウシアン関数を用いる。ガウシアン関数の半値幅は流路長に 0.2 を乗じた値

とし、最大値は 30km、最小値は 500m とする。A 川では流下長約 20km であるので、半値幅

は約 4km となり、求めた 600m よりもかなり大きな値を用いている。 
④堆積範囲の係数 

ガウシアン関数は河口を中心とする同心円であり、このうち陸域を除く範囲に堆積させる。

この際に海域のガウシアン値を積分し、この範囲に河口に運搬された土砂を配分する。 
⑤海水準以上への堆積禁止 

海域に堆積させた際に海水準以上となる場合は、海水準以上に堆積させない。この未堆積

分は海域の堆積量に応じて再配分する。 
⑥系外への運搬 

堆積範囲が領域外となる場合には、この総量を系外排出分として扱う。 
 

以上のアルゴリズムによって海域へ堆積させると図 3.3-55に示すように大陸棚外縁部に厚

い堆積物が形成されてしまう。これは（１）で述べた堆積構造とはかなり異なっている。こ

のように大陸棚外縁部に厚い堆積物が形成される理由は、最寒冷期には河口は水深 130m 付

近に位置し、ここを中心として堆積させると急斜面に厚い堆積物が形成されたことによる。

この結果、堆積物は移動・再堆積せず、さらに上方に土砂が堆積するため大陸棚外縁に厚い

堆積物を形成してしまう。 
 

 
図 3.3-55 以前のアルゴリズムによる堆積構造 

 
このように以前のアルゴリズムでは海水準が上昇しても以前の堆積物は移動させないこと

から、その後の土砂はこの上方に堆積する。この結果、大陸棚外縁部に厚い堆積物が形成さ

れることになる。これを避けるには 
①安息角以上の地点に堆積させず、安息角以下の地点まで移動・再堆積させる 
②海水準上昇が生じると過去に堆積した土砂を波浪により侵食・移動・再堆積させる  
機能が必要となる。 
 
①は堆積させる時の制約条件であり、②は環境変化による堆積物後の侵食・移動・再堆積で

ある。このようなアルゴリズムとすれば、大陸棚外縁部付近より先の安息角を超える大陸斜

面には堆積せず、深海まで移動する。また、海水準が上昇し河口が陸側に後退すると、水深

が深くなることから土砂供給量が減少する。河口では安息角が大きく厚い堆積物が形成され
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ているが、水深がやや深くなると波浪の影響により安息角小さくなるため、過去に堆積した

河口付近の堆積物は侵食・運搬により厚さを減じることになる。 
 
 本件で修正したアルゴリズムを以下に記す。 
①海域へ堆積させるタイミング 
 以前と同様 
②海域への堆積量 
 以前と同様 
③分布域 
 砂と泥の 2 相とし、河口付近の砂の堆積には噴流モデルを、沖合の泥の堆積にはガウシア

ンモデルを利用する。砂の側方（短軸）の半値幅は図 3.3-25 の式を用いる。A 川では半値幅

が約 600m となる。長軸の半値幅はこの 2 倍とする。噴流モデルでの側方への開きは 15°と

する。 
 泥の半値幅は砂の半値幅の 5 倍を基準とするが、この値は（５）で検討する。重複は砂の

短軸の半値幅の 2 倍(=砂の長軸の半値幅)とする。 
 砂泥比(砂＋泥に対する砂の割合)は初期値として 0.5 とする。 
④長軸の方向 
 ガウシアン/噴流モデルでは短軸/長軸を考慮しているため河口での流出方向を設定し、長軸

方向を回転させる必要がある。流出方向は河口点より上流に 10 メッシュ遡った地点と河口点

から回転角を求める。 
⑤泥の堆積速度 
 泥の堆積速度はガウシアン値に水深による影響を乗じた値に比例すると仮定する。なお、

水深 20m 以浅では堆積比 0、水深 20～60m では堆積比 0⇒1.0 とし、水深 60～150m では堆積

比 1.0⇒0 とする。この段階では安息角による再移動は考慮しない。 
⑥砂の堆積速度 
 砂の堆積速度は噴流モデルのガウシアン値に水深の 2 乗の逆数を乗じた値に比例するとす

る。このとき水深 5m を基準とし、水深 5m 以浅では水深 5m と同じ係数とする。砂は最大水

深 100m まで堆積させるが、実際には水深の 2 乗に反比例する。したがって水深とともに堆

積速度が急減するため、実際のシミュレーションでは水深 50m 以深にはほぼ堆積しない。 
⑦海水準以上への堆積禁止 
 砂・泥について海域での堆積量を積分し、海水準以上となる土砂量を減ずる。これと河口

へ運搬された土砂量と一致させることで砂・泥 2 相について海域への堆積量を決定する。 
⑧系外への運搬 
 堆積範囲が領域外となる場合には、この総量を系外排出分として扱う（以前と同様）。 
⑨堆積後の安息角による侵食・運搬・再堆積 
 砂の安息角を 5～10°、泥の安息角を 1～3°とする。安息角についてはシミュレーション

結果と 2.1 節の海域の調査結果および A 川流域での海底地形等から検討する。砂の安息角は

水深 20m 以浅に適用し、これ以深では泥の安息角を適用する。1 地点での堆積量は複数の河

口から供給される土砂の合計値となっている。このため混合後には砂と泥は識別できず、1
相の堆積物として扱う。堆積物の移動は 1 つ前の時代区分の堆積物までを対象とし、安息角

を超える厚さだけ土砂を最大傾斜方向へ移動させることで、波浪による侵食と移動を再現さ

せる。なお、12.5 万年間のシミュレーションでは時代区分を 1 万年単位（12～12.5 万年間の

み 5 千年間）としており、したがって 1～2 万年（最後のみ 1～1.5 万年）間に堆積した土砂

を再移動させることになる。 
 この侵食・移動・再堆積は安息角を超える地点が無くなるまで繰り返すが、収束しない場

合もあるため最大 50 回で打ち切りとする。100m メッシュ（内部では 58m）とした場合には

1 回（10 年間）で最大約 2900m 移動することになる。したがって、打ち切り回数を小さくす
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ると 1 回で移動できる範囲を小さく押さえることができる。移動上限回数については（５）

で検討する。 
 大陸斜面では安息角を超える斜面が多いため、大陸棚外縁を超えて移動した土砂は深海へ

と運搬される。この際、領域外へ運搬される場合には系外への運搬量として扱う。 
 
 以上を 3 次元シミュレーションにおける海域への堆積アルゴリズムとした。 
 
（ｂ）後氷期シミュレーションのシミュレーション（3 次元） 
前項のアルゴリズムを 3 次元の地形変化評価コードに組み入れ、後氷期のシミュレーショ

ンを行った。シミュレーション期間を後氷期に限定した理由は、縦断形シミュレーションお

よび（１）での完新世堆積物の調査結果との整合性をとるためである。ここでの目的は縦断

形シミュレーションで再現できたオンラップ・オフラップ構造、前置層と底置層との境界、

および沖合の泥の堆積構造などが 3 次元シミュレーションでも再現できているかを確認する

ことを目的とする。なお、後氷期とは一般には約 1 万年前以降を指すが、ここでは最低海水

準期（1.8 万年前）以降を後氷期として扱う。 
 
［後氷期のシミュレーションの設定］ 
①地域：A 川流域 
②期間：18,000 年前の最寒冷期（海水準-116m）から現在までの 18,000 年間 
③初期地形：12.5 万年前の地形から初期堆積物を除いた基盤地形 
④初期堆積物：なし 
⑤パラメータの変更：砂および泥の安息角および泥の半値幅 
⑥海水準・地殻変動：日本原子力研究開発機構(2017)(33)の地殻変動量および海水準変動曲線に

準ずる 
 
 初期地形には最寒冷期からシミュレーションを始めるため埋没谷が形成され、埋没谷に堆

積物がない状態から開始することとした。ただし、最寒冷期には陸域に多量の土砂が堆積し

ていたと考えられることから後氷期にこれら土砂が河口へと運搬され、海域に堆積する。初

期地形ではこれら最寒冷期の陸域堆積物がないことから、海域に堆積する総土砂量は実際よ

りも少なくなるためデルタの発達が悪く、終了時刻での海岸線は現在よりも陸側に位置する

と考えられる。ただし、ここでの目的は縦断形シミュレーションと同様に堆積構造の再現に

あり、現在の海岸線との位置のずれや、堆積厚等の違いは重視しない。 
陸棚およびデルタの形成で文献から引用したように、前置斜面の勾配は砂の安息角に規制

され、また、沖合の堆積物は波浪による侵食・運搬により沿岸域に堆積せず、水深 60m 前後

で堆積厚が最大となっている。また、堆積物は水深 130～150m 程度で尖滅するが、これらは

大陸斜面で海底勾配が大きく、泥の安息角を超えるために堆積できず深海へと移動したもの

と推定される。このように海域での堆積構造は安息角が重要となる。ここでは砂と泥の安息

角を変更し、当該海域での堆積厚を再現できる安息角を検討した。 
安息角の変更は以下の 4 つのケースで検討した。 

①デルタ（砂）の安息角 5°、泥の安息角 1° 
②デルタ（砂）の安息角 5°、泥の安息角 2° 
③デルタ（砂）の安息角 5°、泥の安息角 3° 
④デルタ（砂）の安息角 10°、泥の安息角 1° 

 
①デルタ（砂）の安息角 5°、泥の安息角 1°の結果 
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図 3.3-56 泥の安息角を 1°とした時の堆積状態 

 
 図 3.3-56 に後氷期（1.8 万年間）のシミュレーション結果を示す。断面は測線沿いで最も

表面高が低くなる位置での投影断面である。投影断面であるため基盤は凹凸がある。黒破線

は現在の表面高であり、シミュレーション結果よりも高い位置にある。これは初期地形を初

期堆積物が被覆しない基盤のみの状態としていること、初期状態では実際には陸域に多量の

土砂が堆積し、後氷期にこれらが河口に供給される現象を再現していないことによる。 
 灰色の破線は現在の海底勾配(右軸)を表し、灰色の実線はシミュレーション終了時刻での勾

配(右軸)を表す。水深 120m 付近の大陸棚外縁では勾配が 2°を超えており、泥の安息角を 1°
とした場合にはほぼ堆積していない状態となっている。なお、シミュレーション直後にはこ

の水深 120m 付近に海水準があり、砂の安息角が 5°であることから海底勾配が 2°を超えて

いても堆積する。その後に海水準上昇すると、これら堆積物は水深が深くなるために波浪に

よる侵食・再移動を受ける環境へと変化し、最終的には図 3.3-56 で示すように堆積物がほぼ

被覆しない状態となる。 
 水深 100～70m 付近には初期地形に急勾配部があり、この下には平坦部が形成されている。

このため、この平坦部には勾配 1°前後で土砂が堆積し、滑らかな地表高へと変化している。 
 水深 20m 以浅では河口から供給された土砂により小規模なデルタが形成され、海水準付近

での平坦な頂置層とこの前方の急傾斜の前置層が形成されている。前置層と底置層との境界

は明瞭な変曲点を伴う。このように海水準上昇過程では過去の堆積物の上に重複するオンラ

ップ構造をなし、5000 年前以降の海水準停滞期にはデルタが前進するオフラップ構造をなし、

図 3.3-32 で示した模式的な堆積構造に近い構造をなしている。砂の安息角を 5°と設定して

いるが、デルタの前置層の勾配は 1.5°と安息角よりも小さい。 
 沖積層は 1.1 万年前以降と定義されており、図 3.3-57 に示すように関東ではこれ以前の砂

や礫からなる更新世後期の 7 号地層が堆積し、この上に完新世の泥を主とする有楽町層が堆

積する。図 3.3-58 は東京低地の代表的な横断面であり、更新世後期の寒冷期に侵食された谷

に 7 号地層が堆積し、その後に有楽町層が堆積する。図 3.3-59 は 7 号地層と有楽町層の沖合

方向への模式的断面を示した。7 号地層は砂や礫を主として最寒冷期前後に溺れ谷を埋積す

るため楔状の堆積構造をなしている。一方、泥を主とする有楽町層はこの上に堆積し、縄文

海進以降の 6000 年前以降にオフラップ構造をなすデルタを形成している。 
 図 3.3-56 のシミュレーション結果でもこれと類似する堆積構造が認められる。7 号地層に

相当する堆積物上面は 1 万年前(8k)までが相当し、水深 50m 付近にほぼ水平に堆積する。図 
3.3-59 では 7 号地層が海側に傾斜するくさび形の構造となっているが、これは礫を主とする

ため移動しにくく、陸域で土砂が堆積することによる。シミュレーションでは砂・泥と礫の

区別しておらず、このような水流による動きやすさの違いは再現できないためほぼ水平に堆

積した状態となっている。この点でシミュレーション結果は実際とやや異なる。 
 シミュレーションでは河口付近のデルタの形成は 4000 年前(14k)から始まり、2000 年前以

降にデルタの前進速度が大きくなっている。図 3.3-59 ではデルタの前進が 6000 年前である

ことから、時期にやや差はあるが 7 号地層と有楽町層に相当する堆積構造は概ね再現できて

1 万年前(8k)の堆積面 

4000 年前(14k)の堆積面 
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いると言える。 

 
図 3.3-57 日本各地の沖積層 遠藤(2015)(34)から引用 

 

 
図 3.3-58 東京低地の代表的な横断面(湾岸地区) 遠藤(2015) (34)から引用 
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図 3.3-59 中川低地－東京低地の 7 号地層および有楽町の縦断面図 遠藤(2015) (34)から引用 
 
 図 3.3-56 右図に 1.8 万年以降、および有楽町層に対応する 1.1 万年以降の堆積厚を示した。

水深 60m 付近で基盤高度が高いためこの位置で堆積厚が薄いが、埋没谷最深部で投影断面を

作成すると、水深 30～70m 付近で最も厚い堆積物を形成している。1.1 万年以前の堆積物は

沖合で厚く、これ以降は浅海で薄い。なお、1.1 万年前の海水準は-66m であるのでこれより

浅い位置で堆積した土砂は陸域での堆積物であり、シミュレーションでも 10m 厚以上の陸成

堆積物が基盤を覆っている。 
 このように 7 号地層の上面が傾斜することは再現できていないが、陸域でも 10m 前後の厚

さで堆積し、これ以深で厚くなるくさび形の堆積構造は再現できている。また、4000 年以前

の有楽町層相当はオンラップ構造をなし、これ以降はオフラップ構造をなすことなど、沖積

層に見られる特徴は後氷期のシミュレーションで再現できた。 
 

 
図 3.3-60 河口軸の南 2km での堆積厚変化（安息角 1°） 

 
 図 3.3-60 に後氷期の堆積厚分布と河口軸から 2km 南の縦断面を示す。河口軸では 30m を

超える堆積物が埋没谷にそって堆積し、埋没谷の外側にはあまり堆積していない。南側 2km
の縦断形での最大厚は水深 160m と 80m 付近に位置し、前者は大陸斜面途中の勾配の緩い範

囲への堆積物であり、沖合に移動した土砂が定置した堆積物からなる。（１）で述べた海域の

調査結果では最大厚は水深 50～60m 付近に位置していたが、当該地域では水深 80m 付近に勾

配のやや緩い部分があり、この付近に土砂が移動・堆積したため最大厚の水深がずれたと解

釈される。 
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②デルタ(砂)の安息角 5°、泥の安息角 2°の結果 
 泥の安息角を 2°とした結果を図 3.3-61 に示す。安息角 1°とした図 3.3-56 とほぼ一致す

るが、安息角を 2°としたために水深 150m 付近でも数 m の堆積厚となっている。浅海域の

デルタもほぼ類似する。 

 
図 3.3-61 泥の安息角を 2°とした時の堆積状態 

 

  
図 3.3-62 河口軸の南 2km での堆積厚変化（安息角 2°） 

 
 図 3.3-62 は河口軸南側 2km の断面であり、安息角 1°よりも深い水深まで堆積物が認めら

れる。1 万年前以降の堆積厚は水深 80m で最大値となるが、水深 200m 付近まで堆積物が認

められ、2.1 節で述べた特徴よりも水深が深い地点まで堆積している点で異なる。 
 
③デルタ(砂)の安息角 5°、泥の安息角 3°の結果 
 泥の安息角を 3°とした結果を図 3.3-63 に示す。安息角を 3°とすると水深 70～90m 付近

で 3°近い急勾配部が形成される。堆積厚は安息角 2°よりもさらに水深の深い地点まで堆積

し、堆積厚の最大位置は明瞭ではない。一方、浅海域でのデルタ形状はほぼ同じである。 
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図 3.3-63 泥の安息角を 3°とした時の堆積状態 

 

 
図 3.3-64 河口軸の南 2km での堆積厚変化（安息角 3°） 

 
 図 3.3-64 に示すように、安息角 3°としたケースでは水深 200m 付近まで数 m を超える堆

積物が認められる。また、河口軸南 2km 位置では 1 万年前以降の堆積物は水深 80m 付近で最

大厚となるが、1.8 万年以降では水深 130m 付近で最大厚となっており、（１）の堆積特徴と

の乖離が大きくなっている。 
 このように泥の安息角を 2°以上とすると、大陸棚外縁を超えた水深 200m 付近まで堆積し

てしまう。したがって、当該地域では泥の安息角を 2°未満とすべきである。 
 
④デルタ（砂）の安息角 10°、泥の安息角 1°の結果 
泥の安息角を①と同じ 1°とし、砂の安息角を 10°とした評価結果を図 3.3-65 に示す。前

置斜面の勾配は土砂供給量が少ないために緩く、したがって、砂の安息角を 10°としても①

とはほぼ変化していない。このように砂の安息角は長期的な地形変化には大きく影響してい

ない。 
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図 3.3-65 砂の安息角を 10°とした時の堆積状態（表面高最低点の投影断面） 

 

 
図 3.3-66 砂の安息角を 10°とした時の堆積状態（基盤高最低点の投影断面） 

 
図 3.3-66 に基盤最低点を投影した縦断形を示した。7 号地層に相当する 1 万年前以前(8k

以前)の堆積物を薄茶色で着色した。この堆積厚の変化は右の緑線(8K 以前の堆積厚)で示した。

1 万年前の海水準は-54m 付近であり、この標高付近で平坦に堆積するが、これより高い標高

でも厚さ 5～20m からなる堆積物が分布し、これらが陸成堆積物であることを示している。

後氷期全体の堆積物は水深 60m 前後で最大厚となっている。なお、河口軸南側 2km の縦断形

は①とほぼ変化していない。 
 

表面高最低部の投影断面 

基盤最低部の投影断面 
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［後氷期のシミュレーションのまとめ］ 
 後氷期のシミュレーションでは安息角による堆積構造への影響を検討した。この結果、当

該地域の海域での堆積を表現するためには泥の安息角を 2°未満とする必要があることを示

した。また、砂の安息角は全体には大きく影響していない。 
 この条件でシミュレーションすると、7 号地層に相当する 1 万年以前の堆積構造やこれ以

降の有楽町層相当の堆積構造が模式的な縦断形と比較的よく一致する。また、海水準変動に

伴うオンラップ・オフラップ構造や、デルタ前面の前置層/底置層境界も明瞭に表現されてい

る。海域での最大堆積厚は 2.1 節の調査結果よりもやや深部に位置する。これは当地域の海

底勾配が水深 80m 付近で緩勾配となるためと考えられる。 
 以上述べたように、（４）（ａ）で述べたアルゴリズムにより地形変化評価コードでも海域

の堆積が良好に再現できることを確認した。 
 
（５）12.5 万年のシミュレーション結果 

前節の結果を踏まえ、当該地域において 12.5 万年間のシミュレーションを実施した。前節

では堆積物が不足するため泥の安息角は 2°未満が適当と判断した。ただし、寒冷期に陸域

で堆積していた土砂を無視してシミュレーションしており、ここでは 12.5 万年間を通じた堆

積厚について検討する。なお、海域以外のシミュレーションのパラメータは日本原子力研究

開発機構(2017)(33)の SPI 法に用いた値に準じた。 
 
（ａ）SPI 法によるシミュレーションのパラメータ 
1) シミュレーション期間長等 
①期間長：   125,000 年  
②シミュレーションステップ： 10 年/1 回 
③流路見直し間隔：  10 年毎 
④侵食量等の出力レポート間隔：10 年毎  
⑤表層地質図・陰影図： 1,000 年毎 
⑥堆積物厚、標高値等： 5,000 年毎 
 
2) メッシュサイズ 
①入力メッシュサイズ： 100m（内部 57.7m） 
②入力メッシュ数：  横 421 メッシュ 縦 325 メッシュ(42.1×32.5km) 
③陰影図等に書き込み河川先頭位置：2000m 
 
3) 入力マップデータ 括弧書きはファイル名 
①初期標高マップ：  topo_0k-3.flt および topo_0k-3.hdr 
②初期堆積物厚マップ：  alv100m-4.flt 
③地質係数マップ：  geo100m3.flt 
④地殻変動速度マップ：  uplift100m-2.flt 
⑤海水準変動データ：  海水準 125 千年.txt 
 
4) 機能の ON/OFF 
①気候変動：   ON(海水準値を気候変動の変数とする) 
②海水準変動：   ON(データに合わせて海水準を変更する) 
③地殻変動：   ON(データに合わせて地殻変動量を与える) 
④地質識別：   ON(ロックコントロールの影響を加味する) 
⑤初期堆積物：   ON(初期堆積物データを読み込む) 
⑥シミュレーション範囲： ON(A 川流域以外の全域を対象とする) 
⑦蛇行機能：   ON(流路見直し時に乱数により蛇行させる) 
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⑧SPI 法：   ON 
⑨海食機能：   OFF(海岸でも海食を考慮しない) 
⑩海域での堆積：  ON(河口まで運搬された土砂を海域に堆積させる) 
⑪圧密機能：   OFF(圧密の影響を地質係数として反映させない) 
 
5) 斜面/遷移/河川域の識別と土砂運搬量の初期値 
①斜面/遷移境界：   400m(流域面積の平方根) 
②遷移/河川境界：   1,000m(流域面積の平方根) 
③斜面域での土砂運搬速度：  50m/年 
④河川先頭での土砂運搬初期値：  50m/年 
 
6) 海域での堆積範囲 
①堆積比：   1.0(河口に到達した土砂を全量堆積) 
 ②砂・泥の 2 層モデル  半値幅、重複幅を本節で検討 砂泥比=0.5 
 ③安息角   本節で検討 
 
7) 堆積物の識別 
①時間間隔：  2 万年～10 万年間は 1 万年間隔、これ以降は 5 千年間隔 
  
 侵食に関する係数を表 3.3-3 に示した。 
 

表 3.3-3 SPI 法によるシミュレーション 
 変数名 SPI 法 

設定値 
従来法 
設定値 

斜面係数 iGSD 0.0018 0.0015 
河川勾配係数 F_AREA 0.0016 0.19 

(iGRF) 河川流量係数 F_SLP 0.0005 
礫径係数 iG_DIFF_K 7 7 
気候係数 GLC_FACTOR 0.36 0.34 
側刻係数 SIDE_ER_F 0.2 0.2 

 
 これらのパラメータを用いて、以下の 3 つのパラメータを検討した。 
①安息角（泥および砂） （ｂ） 
②泥の堆積範囲  （ｃ） 
③海底での土砂移動 （ｄ） 
 
（ｂ）泥および砂の安息角の検討 

（４）（ｂ）では後氷期についてシミュレーションを行い、A 川沖合の海底の堆積構造（特

に陸棚斜面での堆積の有無）を再現するには泥の安息角は 2°未満とする必要があることを

述べた。また、砂の安息角は 5°および 10°としても最終時刻での縦断面や泥の分布はほぼ

変化しないことを述べた。ただし、寒冷期に陸域で堆積していた土砂を考慮していないため、

最終時刻の地表高は現在よりも低くなった。ここでは、気候変動の 1 サイクルである 12.5 万

年前からシミュレーションを行って、現在見られる泥および砂の堆積厚を再現する安息角を

検討した。なお、（１）の調査結果では「留萌」、「大王崎」、「蒲生田岬」での沖合の堆積物の

安息角は 1°前後であり、「むつ小川原」、「駿河湾」および「釜石湾」での安息角は 2～3°と

やや大きい。この違いは海退時の地形、その後の波浪や沖向きの底層流の強さの違いにより、

安息角は地域によってやや異なると考えられる。 
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 ここでは、表 3.3-4 に示すパラメータの組み合わせにより、安息角を検討した。 
 

表 3.3-4 安息角設定一覧 
 砂の安息角 泥の安息角 
ケース① 5° 1.0° 
ケース② 5° 1.5° 
ケース③ 5° 2.0° 
ケース④ 10° 1.0° 

 
1) ケース①（砂の安息角 5°、泥の安息角 1°） 
 ケース①の 12.5 万年（現在）の縦断形を図 3.3-67 に示す。縦断面は断面線の左右 2km に

おける地表の最低点（通常は河道の位置に相当）を断面上に投影している。堆積物は 2～11
万年後までを 1 万年間隔、これ以降の後氷期では 0.5 万年間隔とした。海水準は 10.8 万年後

に最も低くなることから、これ以前の陸化した地域では堆積物の侵食が生じ、河口まで運搬

された土砂の多くは大陸斜面を通じて深海へと運搬される。したがって、現在陸棚で認めら

れる堆積物の多くは後氷期以降に堆積した土砂である。 

 
図 3.3-67 泥の安息角 1°＋砂の安息角 5°（河口軸） 

 
 図 3.3-67 左に縦断面を、右に水深－堆積厚の関係を示した。また、縦断形には灰色の折れ

線で最終時刻での海底勾配と現在の海底勾配を、黒破線は現在の地表高を表している。最終

時刻での地表高を赤線で示し、8 千年前の 7 号地層上面相当を青線（115k、1 万年前）で示し

た。泥の安息角を 1°とすると最終時刻での地表高は現在の地表高とほぼ一致する。 土砂

は水深 30m 付近までが最も厚く、これは河口に近い断面であることによる。海底勾配は水深

130m 付近で 1.5°程度であり、これ以深で 2°を超える。このため堆積物は水深 130m 前後で

尖滅している。 
 図 3.3-67 で示したように陸棚の堆積物は 115k 以降（1 万年前以降）の堆積物がほとんどで

ある。堆積物上面を 5 千年間隔で示したため堆積構造が解りにくいが、前項での後氷期のシ

ミュレーションでは最大海進期である 120k（5 千年前）までがオンラップ構造を、これ以降

がオフラップ構造をなしている。オフラップ構造は 5 千年前より急速に前進し、この間で 4km
程度海岸線が前進する。この前置斜面の勾配は 1°程度と砂で設定した安息角よりも小さい

が、現在の地形でも前置斜面に相当する急勾配は形成されていない。 
 前置斜面の勾配が安息角よりも小さくなる理由は、河口の移動にあると考えられる。120k
～125k では高海水準期となるため図 3.3-68 に示すように河口付近は細長い湾をなし、エスチ

ュアリー上のデルタを形成する。この期間中には A 川河口の移動や湾内への他の河川からの

土砂が重複して堆積するため、他の河川からの土砂が堆積することにより安息角よりも勾配

の緩い前置斜面が形成されたと推定される。 
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    120k           123k           124k          125k 

図 3.3-68 120～125k 間の A 川河口の状況 
 

 
図 3.3-69 泥の安息角 1°＋砂の安息角 5°(河口軸南側 2km) 

 
 図 3.3-69 に河口軸南側 2km の断面を示した。この断面は断面線上で作成している。河口か

ら 2km 離れているため、河口から供給された土砂の直接的な影響は小さい。堆積物は水深 20
～130m に分布し水深 30m 付近で最大厚となっており、2.1 節の調査結果よりもやや浅い水深

で最大厚となっている。 
 
2) ケース②（砂の安息角 5°、泥の安息角 1.5°） 
 泥の安息角を 1.5°とした場合の最終時刻の縦断形を図 3.3-70 に示す。左図に示すように

泥の安息角を 1.5°とすると、水深 20～80m 区間の堆積厚が厚くなり、最終時刻での表面高

は現在（黒破線）よりも高くなる。また、水深 130m 以深の大陸斜面には 100k 以前の土砂が

堆積する。ただし、陸棚の堆積構造は安息角 1°とした場合とほぼ変化していない。このよ

うに泥の安息角を 0.5°変更しただけで堆積厚は大きく変化する。なお、安息角を大きくした

結果、水深 50m 付近で堆積厚は最大となり、この点では 2.1 節の調査結果に近い結果となっ

た。 
 

 
図 3.3-70 泥の安息角 1.5°＋砂の安息角 5°（河口軸） 

 
3) ケース③（砂の安息角 5°、泥の安息角 2.0°） 
 泥の安息角を 2.0°とした場合の最終時刻の縦断形を図 3.3-71 に示す。泥の安息角を 2°と
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すると、水深 30～80m 区間の堆積厚はさらに厚くなり、現在の表面高よりもさらに高くなっ

てしまう。また、最寒冷期前後に河口に供給された土砂は大陸斜面にやや厚く堆積する。 
 

 
図 3.3-71 泥の安息角 2.0°＋砂の安息角 5°(河口軸) 

 
4) ケース④（砂の安息角 10°、泥の安息角 1.0°） 
 砂の安息角を10°、泥の安息角を1.0°とした場合の最終時刻の縦断形を図 3.3-72に示す。

砂の安息角を 10°としても前置斜面の勾配は 1°弱とほぼ変化していない。堆積厚と水深の

関係もほぼ同じ結果となった。 

 
図 3.3-72 泥の安息角 1.0°＋砂の安息角 10°(河口軸) 

 
5) 堆積物分布の比較 

図 3.3-73 にケース①～③の堆積物分布図を示した。なお、砂の安息角 10°としたケース④

の分布はケース①とほぼ同じ結果となるため割愛した。泥の安息角を 1°とした場合には、

水深 100m 付近まで堆積し、これ以深の大陸斜面ではほぼ堆積していない。水深 150～200m
間では 1m 前後の土砂が帯状に堆積しているが、これはこの間の勾配が 1°強と緩傾斜となっ

ているためである。 
泥の安息角を 1.5～2°と大きくすると水深 200m 付近まで土砂が堆積し、調査結果よりも

深い水深まで土砂が堆積してしまう。このように当海域では泥の安息角を 1°とすることで、

沖合の泥が堆積する水深を調査結果にほぼ一致させることができる。また、最終時刻での表

面高も現在とほぼ一致させることができる。 
泥の安息角を 1°とすると大陸斜面に移動あるいは供給された土砂は沖合へと移動し、図

の左端の水深 800m 以深への深海で堆積する。図の右斜め上方に帯状に堆積物が見られるが、

この部分は江差沖海底谷の谷底に相当し、この部分にも移動した土砂が堆積している。 
図 3.3-74 に海退期である 3 万年後の結果を示した。海退期には A 川河口は海側に円弧状に

突き出たカプス状のデルタを形成している。図 3.3-68 で示したように海水準の停滞期にはラ

ッパ状に開くエスチュアリー状のデルタを形成し、海水準変動に応じたデルタ形状の変化に

ついてもシミュレーションで再現することができる。 
以上述べたように、泥の安息角を 1°とすることで、当海域の陸棚および陸棚斜面での堆

積状態を再現することができる。また、砂の安息角の影響は小さいとすることができる。 
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ケース① 泥 1.0°＋砂 5°   ケース② 泥 1.5°＋砂 5° 

 
ケース③ 泥 2.0°＋砂 5° 

 
図 3.3-73 ケース①～③の堆積厚分布の比較 

 

   
図 3.3-74 海進期のデルタ形状（ケース①） 
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（ｃ）泥の堆積範囲 
 前項のシミュレーションでは泥の堆積の半値幅に砂の半値幅の 5 倍を用いてシミュレーシ

ョンした。A 川の噴流モデルでは側方の半値幅は約 600m であったので、泥の半値幅は約 3km
となる。ここでは、泥の半値幅を表 3.3-5 に示す 2.5～10 倍と変更して、影響を検討した。 
 

表 3.3-5 泥の半値幅の設定一覧 
 泥の半値幅 半値幅の目安 砂の安息角 泥の安息角 
ケース⑤ 2.5 倍 1500m 

5° 1.0° 
ケース⑥ 5.0 倍 3000m 
ケース⑦ 7.5 倍 4500m 
ケース⑧ 10 倍 6000m 

 
 泥の堆積域を制御する半値幅を 2.5～10 倍に変化させた時の河口軸における縦断形を図 
3.3-75 に示した。半値幅を大きくしても河口軸では堆積厚に系統的な変化は現れていない。

これは、河道位置がシミュレーションによって異なり、縦断面が直接比較的無いためである。 
 図 3.3-76 に河口軸南側 2km の縦断面を示す。この縦断面は断面線上で作成しており、投影

は行っていない。堆積物は 2.5～5 倍で水深 30～50m 付近が最大となり、7.5～10 倍では水深

50～60m 付近で最大となり、最大厚から検討すれば半値幅は 7.5～10 倍（A 川では 4.5～6km）

とすれば良いことになる。 
 図 3.3-77 に最終時刻における堆積物分布を示す。なお図中のメッシュ間隔は 3km であり、

ケース⑥の半値幅がメッシュ間隔に相当する。図の凡例は図 3.3-73 と同じである。図で示し

たように堆積物分布はほぼ変化しておらず、図 3.3-76 の結果は半値幅変化による堆積厚の変

動ではなく、シミュレーション毎に変化する河道位置の「ふれ」に影響された可能性が高い。

したがって、泥の半値幅はシミュレーション結果に大きく影響していないと言える。  
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図 3.3-75 泥の半値幅による堆積状況の変化（河口軸） 

 
 

ケース⑤ 2.5 倍 

ケース⑥ 5.0 倍 

ケース⑦ 7.5 倍 

ケース⑧ 10 倍 
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図 3.3-76 泥の半値幅による水深－堆積厚の比較（河口軸南 2km） 

 
 

 
 

 
図 3.3-77 泥の半値幅による堆積物分布の比較 

  

ケース⑤ 2.5倍 ケース⑥ 5.0倍 

ケース⑦ 7.5倍 ケース⑧ 10倍 

ケース⑤ 2.5倍 ケース⑥ 5.0倍 

ケース⑦ 7.5倍 ケース⑧ 10倍 
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（ｄ）堆積物の移動距離の上限  
河口へ到達した土砂は 1 ステップ（10 年）毎に泥と砂の 2 相で沈降させ、安息角を超える

地点に沈降した土砂は、安息角を超える土砂量を最大傾斜方向に 1 メッシュ移動させている。

移動先でも安息角を超える場合があるため、この移動を繰り返すことで安息角をほぼ満たす

土砂を堆積させることができる。この繰返し回数の上限が 1 ステップでの最大移動距離とな

る。ここでは適切な繰り返し回数が不明であるため、繰返し回数を変更して移動距離の影響

を検討した。繰り返し回数は表 3.3-6 に示す 1～50 回とした。 
 

表 3.3-6 繰り返し上限の設定一覧 
 繰返し回数 最大移動距離 実行時間 泥の半値幅 砂の安息角 泥の安息角 
ケース⑨ 1 57m 1.00 

5.0 倍 5° 1.0° 

ケース⑩ 3 173m 1.02 
ケース⑪ 5 289m 1.01 
ケース⑫ 10 577m 1.04 
ケース⑬ 20 1155m 1.03 
ケース⑭ 30 1732m 1.08 
ケース⑮ 50 2887m 1.06 

 
表 3.3-6 の繰返し上限を変更した結果の堆積物分布図を図 3.3-78 に示す。繰返し回数上限

を変更しても水深 100m 以浅の陸棚での堆積厚はほぼ変化していない。一方、繰り返し上限

が 5 回以下と 1 ステップの移動距離を 300m 以下とすると大陸斜面にも堆積物が分布するよ

うになる。これは最大移動距離が小さいため、大陸斜面は移動途上にあるためである。また、

同じ理由により繰り返し上限の回数が小さいと深海域の江差沖海底谷の谷底に堆積物が分布

している。繰り返し上限回数が 10 回以上では、大陸斜面にわずかに堆積するだけとなり大き

な際は認められない。 
図 3.3-79 に河口軸南側 2km での断面を比較した。繰返し回数が 1 回と 10 回の場合には水

深 150m 以深の大陸斜面でも堆積が認められる。一方、繰返し回数 20 回と 50 回の場合では

大陸斜面にほぼ堆積物は認められない。なお、繰返し回数が 20 回と 50 回の場合には最大厚

は水深 30～50m に位置する。繰返し回数 50 回のケースはケース 6 と同じパラメータを用い

ているが、堆積厚が最大となる水深は 30m となっており、この違いは乱数により変化させた

河道位置による影響が大きい。 
以上の結果から、繰返し回数の上限は 20 回程度（最大 1155m 移動）とすれば良いと言え

る。 
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図 3.3-78 繰り返し上限回数による堆積物分布の比較 

 

ケース⑨ 1回 ケース⑩ 3回 

ケース⑪ 5回 ケース⑫ 10回 

ケース⑬ 20回 ケース⑭ 30回 

ケース⑮ 50回 
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図 3.3-79 繰り返し上限回数による縦断形の比較（河口軸南 2km） 

 
 
 
  

ケース⑨ 1回 

ケース⑫ 10回 

ケース⑬ 20回 

ケース⑮ 50回 
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3.3.2 河道移動及び側刻に関するパラメータの検討  
 

本作業では、対象地域における側刻・蛇行に関する情報を文献調査に基づき整理し、整理

した条件を再現するような側刻・蛇行に関するアルゴリズムとパラメータを検討した。対象

地域は前述と同じ A 川流域とした。 
 
（１）氾濫による河道の移動と再現方法 
（ａ）谷底侵食低地と谷底堆積低地 

河川が左右に滑らかに屈曲し、S 字を連ねたような平面形をなして流れる状態を河川の蛇

行と呼び、その流路を蛇行流路と呼ぶ（鈴木 1998）(35)。河川の蛇行は自由蛇行と穿入蛇行の

2 種に大別される。自由蛇行は低地河川の蛇行であり人工堤防で流路を固定されていなけれ

ば、その流路の位置と振幅・波長を自由に変えながら発達する状態である。一般には河口付

近のデルタ付近がこれに相当し、この特徴は図 3.3-80 に示すように河床が厚い堆積物によっ

て覆われた谷底堆積低地となっていることにある。このような谷底を埋める厚い堆積物は寒

冷期に海水準が低下し、河川が下方に掘り込むことによって形成された溺れ谷が海水準上昇

によって埋積されたことによる。なお、寒冷化により河口付近の河川が下刻した場合には河

道沿いの低地幅が元の平坦地より狭くなるためこの低地幅内で蛇行する。この蛇行した河川

が谷壁と接する箇所では崖の侵食(側方侵食)が生じることから、この時期の下流域では下刻と

側方侵食が生じていることになる。このようにして寒冷期の溺れ谷は深くなるとともに、側

方にも幅を広げていく。 

 
図 3.3-80 谷底侵食低地（穿入蛇行）と谷底堆積低地（自由蛇行） 

 
「穿入蛇行」は山間部を流れる河川の蛇行であり、図 3.3-81 で示す「掘削蛇行」と、これ

が側方侵食を起こし河道沿いに低地が形成された「生育蛇行」に分類される。なお、掘削蛇

行は図 3.3-82 に示す欠床谷とも呼ばれ、生育蛇行は図 3.3-80 左の谷底侵食低地の状態となっ

ている。 

 
図 3.3-81 掘削蛇行（左）と生育蛇行（右） 鈴木(1998) (36) 

 

沖積平野 

谷底侵食低地 谷底堆積低地 

堆積物厚が薄い 

堆積物厚が厚い 

海水準上昇過程で堆積・埋没 

埋没谷 

U:攻撃斜面 
S:滑走斜面 

 
 



 - 3-76 - 

 
        欠床谷             谷底侵食低地 

図 3.3-82 欠床谷と谷底侵食低地 鈴木(1998) (35)の図 6.3.2 から引用 

 
図 3.3-83 河道の移動と攻撃・滑走斜面 鈴木(1998) (36)の図 13.1.11 から引用 

 
図 3.3-83 に生育蛇行と河道位置変化による地形変化のモデルを示す。上図では河道が右岸

（流下方向に対し右）に接していることから、この右岸谷壁が攻撃斜面となり側方（図の左）

へ低地を広げる。この場合、左岸は滑走斜面となり段丘などが残される。蛇行により左岸側

に河道が移動した場合にはこれまで滑走斜面が側方侵食を受け、段丘などを消失させる。こ

の際、右岸側の崖下には崖錐が形成されることになる。生育蛇行では、このように河道位置

が蛇行によって変化することにより側方侵食が生じ、この結果として谷底侵食低地が形成さ

れる。このときの谷底侵食低地の特徴は図 3.3-80 左に示すように、河床を薄い砂礫が覆い、

この下は岩盤となっていることにある。このように谷底侵食低地の幅は過去に河道が移動し

た範囲に相当する。 
鈴木(1998) (35)によれば自由蛇行の振幅の経験式は、 

 αm=K4Qn4   
αm：蛇行振幅 K4：50～100 Q：年洪水流量 n4≒0.5 
としているが、ばらつきの大きな推定式としている。なお、年洪水流量が流量に比例すると

すれば、基本的には流量の大きい河川(流域面積の大きい河川)ほど蛇行振幅が大きいことを示

している。 
自由蛇行の河床勾配は 1/1,000～1/10,000 とごく緩い勾配で生じる。鈴木(1998) (35)は生育蛇行

を蛇行流路または網状流路に相当するとしており、表 3.3-7 に示すように河床勾配は網状流

路で 1/10～1/1000、蛇行流路は 1/1,000～1/10,000 としている。なお、鈴木(1998) (35)では生育

蛇行の蛇行振幅幅についての経験式は示されていない。 
 
  

U:攻撃斜面 

S:滑走斜面 

T:生育蛇行段丘 

t:崖錐 

a 旧流路 
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表 3.3-7 低地河川の流路形態の分類と諸類型の一般的特徴 鈴木(1998) (35)から引用 

 
 
（ｂ）側方侵食と生育蛇行 
 鈴木(1998) (36)によれば穿入蛇行をなす谷の発達初期には河床を下方侵食して廊下状の溝を

形成し、急傾斜となるため両側の岸壁は不安定となり崩壊によって V 字型の横断面からなる

谷を生じるとしている。この過程を繰り返して深い谷を形成する。この状態が図 3.3-84 に示

す欠床谷の状態である。 
 V 字谷が一定程度まで深くなると滝や早瀬が消失し、河床縦断形がスムーズになり、河床

勾配も小さくなると下方侵食は小さくなる。この段階に至って河流の蛇行運動によって側刻

が生じ始め、図 3.3-84 の平坦な河床からなる谷底侵食低地が形成される。このような側方侵

食が生ずる河川は砂礫を運搬する掃流力が大きく、蛇行に伴う網状流路をなし、やや大きな

河床勾配をもつことが必要である。ただし河口付近のように非固結性堆積物で構成された地

域であれば蛇行流路をもつ砂床河川でも側方侵食が生じ、その結果として蛇行流路の移動を

生じる。 
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図 3.3-84 下方侵食から側方侵食への転換 鈴木(1998) (35)の図 6.3.3 から引用 

  
 河川の側刻速度は鈴木(1998) (35)では 
 
      
 
 
と表現している。ここで 
W:側刻幅、T：側刻の継続時間、γ：洪水流の単位重量、P：流域の平均降水量、A：流域面

積、tanθ：側刻面の縦断勾配(河床勾配)、Tr：洪水の再現間隔、Sc：一軸圧縮強度、Id：基盤

の不連続指数、である。洪水の再現間隔を一定値とすると、側刻速度は流量と勾配の 1/2 乗

に比例し、ScIdを実効的な受食性（地質係数）とすれば、この逆数の 1/2 乗に比例することに

なる。 
 

 
鈴木(1998) (35)の図 6.3-11 から引用 

図 3.3-85 日本の 5 河川とその支流沿いの側刻幅と主要変数との関係 
 
 上の側刻速度の算出式を時間微分したときの主要変数を横軸とし、河川の幅と段丘形成年

代から側刻継続時間を推定した側刻速度（m/年）を縦軸とした関係を図 3.3-85 に示す。やや

ばらつきはあるが主要 5 河川の侵食速度は、主要変数と対応することから、河川の側刻力は

源流から谷口の間では流域面積（流量）の増加する下流ほど大きいことになる。側刻による

侵食速度（水平）は 10～100mm/年程度であり、河床の下刻速度が隆起速度前後の 0.数 mm/
年程度であることから側刻速度はかなり速い地形変化であると言える。 
 

( ) 2
1

dcr IS
1

T
PATan ×= 　θγκ

T
W
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（ｃ）パイルモデルによる河道の移動と蛇行・側方侵食の再現 
生育蛇行や自由蛇行による地形変化をシミュレーションに与える場合には、蛇行振幅と側

刻力を与える必要がある。ただし、急流部に形成される穿入蛇行では下刻力が強く、逆に側

刻力が弱いため谷底侵食低地は形成されないことから、河床勾配や流量に応じて適切な蛇行

振幅と側刻力を与える必要がある。このようなアルゴリズムを与えれば、出水時に河道位置

が変更（蛇行）され、図 3.3-83 に示す河道が崖と接した場合には攻撃斜面に側方侵食が生じ、

この結果、低地幅が徐々に広がることになる。 
自由蛇行の場合には低地幅が広く攻撃斜面は形成されにくい。したがって、海水準が変化

しなければ、運搬されてきた土砂は河道沿いの地域に堆積し、また、河道移動により堆積物

は平坦地全体に堆積していくことになる。一方海水準低下期には、自由蛇行となっている河

口付近でも海水準低下により下刻力が回復するため生育蛇行と同様に側方侵食が生じ、溺れ

谷の谷幅を拡幅することになる。気候変動 1 サイクルにおける寒冷化の期間は温暖化する期

間より一般に長いため、下流部での側刻期間は長く、河口部でも幅が広く深い溺れ谷が形成

されることになる。したがって、シミュレーションでは生育蛇行と自由蛇行との営力を区別

せず、河床勾配によって下刻力や側刻力が回復するアルゴリズムとしなければならない。 
日本原子力研究開発機構(2017)(37)の「復元地形モデルを用いた地形変化シミュレーションに

係る作業」報告書では、40 万年前の初期地形から現在までの地形変化をシミュレーションし

ている。この初期地形には平坦な地形モデルが利用されており、このような初期地形を用い

ると従来の側刻の方法では河道が移動せず、ほぼ全域が欠床谷となったとしている。この理

由は、側刻を河道と接する 1 メッシュに限定しており、河道の大きな移動(蛇行)を導入してい

なかったことによる。つまり側刻を受けた地点の標高は河床高よりもやや高くなるため、河

道が移動しなかったことによる。このため、図 3.3-87 のパイルモデルをシミュレーションに

導入し、パイルを河道が迂回することで河道を強制的に移動させている。この結果、河道の

移動先で下方侵食と側刻が生じ、図 3.3-86 に示すように移動前の谷と合体などによって低地

幅が拡大したとしている。 
 

 
図 3.3-86 側刻力による横断面の変化（右下ほど側刻力が大きい）（日本原子力研究開発機構

(2017) (37)から引用） 
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日本原子力研究開発機構(2017) (37)から引用 

 
図 3.3-87 パイルモデルによる河道移動(蛇行)の表現 

 
図 3.3-87 は日本原子力研究開発機構(2017) (37)のパイルモデルの考え方である。パイル半径

は対象地域の低地幅と流域面積を検討し、流域面積に応じて下流ほど大きくしている。この

方法では、流路見直し時に蛇行させる区間で河道上にパイルを設置した仮想的な地形を考え、

この仮想地形の上で流路位置を決定している。河道上にパイルが設置された場合には、この

位置で標高が高くなるため、河道はこのパイルを迂回する。この状態でパイル設置前の標高

に戻し、側方侵食や河床の侵食および堆積を算出する。河道が崖と接した場合には、崖と河

道との高低差を側刻力の変数としているため、崖側が側刻力の大きい攻撃斜面となる。一方、

崖と河道を挟む反対側では河道との標高差がほとんどないため側刻力は小さく、滑走斜面の

扱いとなっている。このようなパイルによる強制的な河道の移動によって徐々に平坦な谷底

が形成される。 
 なお、蛇行は護岸整備などの河川工学における課題であり、蛇行をシミュレーションで再

現する文献は比較的多く、近い将来に河道がどのように変化するかを見積もるために実施さ

れている。一方、蛇行振幅の経験式は年洪水流量を関数としているように河道の大きな移動

は出水時に限られている。つまり、河川工学的な蛇行のシミュレーションは、現在の蛇行の

状態をシミュレーションすることができるが、出水時に河道がどの位置、どのような蛇行形

態で移動するかは対象外としているため、長期的な地形変化には利用できない。 
 
（ｄ）パイルモデルによる例 
 日本原子力研究開発機構(2017) (37)では、蛇行幅を制御するパイル半径を現在の低地幅から

推定している。図 3.3-88 は 2 河川の河床縦断形を黒実線で、河床勾配を緑で示している。赤

の網掛け区間は生育蛇行によって形成された谷底侵食低地のある区間を表す。この図から蛇

行は河床勾配が 0.02 以下で生じるとしている。 
 

 
河川 A                 河川 B 
図 3.3-88 河川 A,B の河床勾配と低地幅のある区間 
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図 3.3-89 は流下長（√流域面積）と谷底侵食低地幅（沖積域の幅）を計測し、両者の関係

を求めている。河床勾配が 0.02 以下で谷底侵食低地が形成され、流下長の増加に伴い沖積域

の幅が増加している。この関係を満たすようにパイル径を試行錯誤によって変更し、パイル

半径を沖積域の幅の約 1/2 程度とすることで現在の沖積域に概ね類似する低地幅を再現でき

たとしている。 
 

 
図 3.3-89 沖積層幅と流下距離および河床勾配の関係 

 
（２）A 川流域での谷底低地幅の検討 

日本原子力研究開発機構(2017) (37)では沖積域の幅と流域面積の関係から蛇行幅に相当する

パイル半径の推定式を作成し、また、蛇行・側刻させる条件を河床勾配で定義している。こ

こでは、A 川流域の沖積幅と流域面積および河床勾配を計測し、蛇行振幅や側刻を制御する

条件を検討した。 
 
（ａ）計測河川と計測項目 
図 3.3-90 に沖積幅を計測した 7 河川を示す。河川 3 は B 川、河川 4 は C 川、河川 5 は A

川である。図中のポイントは河床勾配と流域面積の計測ポイントである。沖積幅は河川 1 で

13、河川 2 で 30、河川 3 で 30、河川 4 で 32、河川 5 で 41、河川 6 で 30、河川 7 で 16 地点

とした。 

 
図 3.3-90 蛇行幅を検討した 7 河川 

 
沖積域の幅は縮尺 1/20 万シームレス地質図(38)の沖積域とし、河川に概ね直交する方向で計

測した。なお、低位段丘は土石流堆積物で埋積されている可能性があることから、図 3.3-91

河川１ 

河川 7 

河川 2 河川 3 

河川 4 

河川 5 

河川 6 
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で示す沖積域に限定した。 
 

 
図 3.3-91 沖積域の幅 

 
図中の赤破線は低位段丘が認められる範囲であり、これより下流では寒冷期に形成された

谷は埋没谷となっている。これより上流の沖積域は完新世以降に下刻を受け、河床が低下し

た範囲を表す。 
 
（ｂ）計測結果  
図 3.3-92 に河川 2（B 川）での流域面積あるいは河床勾配と沖積幅の関係を示す。左図で

は流域面積が 100km2においてA川と合流するため流域面積は 400km2と不連続に大きくなる。

A 川と合流する前は流域面積が増加するとともに沖積域の幅が広くなっている。右図の河床

勾配は計測点上流 500m 位置の標高値から算出した。河川 2 では河床勾配が 0.02 以下で谷底

侵食低地(沖積域)が形成されていることを示す。なお、A 川との合流点より下流では埋積され

た谷底堆積低地の区間となっているため河床勾配は 1/1000 以下となっている。 

 
図 3.3-92 河川 2 の計測結果 

 

河成段丘（低位） 

海成段丘（MIS5e） 
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図 3.3-93 7 河川での計測結果 

 
図 3.3-93 に 7 河川の沖積域の幅と流域面積および河床勾配との関係を示す。左図は流域面

積との関係であり、流域面積が 100～400km2 間では沖積域の幅が急に狭くなっている。この

区間は図 3.3-91 で示したように基盤が露出するため河床幅の狭い狭隘区間を形成しており、

地質の堅さが他の区間とは大きく異なるため解析から除外する。これらを除くと流域面積

100km2までの区間では、沖積域の幅は流域面積（対数）の増加に対して概ね直線的に増大し

ている。また、A 川と合流する地点より下流では流域面積は 400km2を超えるが、これら地域

の沖積域の幅は 100km2 までの区間の延長上に位置している。中流の谷底堆積低地の幅は側刻

が、下流の谷底侵食低地の幅は溺れ谷への堆積であるため成因が異なる。ただし、下流の沖

積域の幅は寒冷期の下刻・側刻によって拡幅した範囲に土砂が堆積したと考えれば、下流域

が中流域の関係の延長線上にあってもおかしくはない。 
図 3.3-93 右図の河床勾配との関係では、河川 3 を除き谷底侵食低地が形成される条件を河

床勾配 0.02 以下であるとできる。 
以上から側刻が生じる条件としては河床勾配が 0.02 以下とすることができ、谷底侵食低地

の幅（沖積幅）は図 3.3-93 左図の回帰式でおおよそ推定できることになる。 
日本原子力研究開発機構(2017)(37)とこれら計測結果を比較すると、谷底侵食低地ができる条

件河床勾配 0.02 以下と同じ値となっている。また、図 3.1-11 の河川では沖積域が流下長 3～
4km 付近（流域面積 9～16km2）から現れており、対象地域で沖積域が現れる流域面積 10km2

と類似した値となっている。ただし、日本原子力研究開発機構(2017) (37)では流下長 10km（流

域面積 100km2）で沖積域の幅は 250m 前後となっているが、対象地域では沖積域の幅が 1000m
と 4 倍程度広くなっている。これは前者が新第三紀堆積岩類を侵食するのに対し、当地域は

主として更新世の堆積物を侵食した差と思われる。 
このように A 川流域ではばらつきは大きいものの、流域面積の増大とともに沖積域の幅は

増大し、側刻が顕著となる条件は河床勾配が 0.02 以下の区間であるとすることができる。 
 
（ｃ）側刻力の算出方法 
地形変化評価コードではメッシュ単位に標高が与えられており、1 メッシュ内は等しい高

さとして扱う。したがって、メッシュの一部が侵食される想定をしていない。このため、側

刻された量を高さ（河川との標高差）から減算することで標高を低下させる。このため側刻

量を算出するためには（ｂ）で示した鈴木(1998)(35)による側刻量の算出式を変更する必要があ

る。なお、地質係数 1 の場合には側刻力は側刻量となるが、地質係数が 100 の場合には側刻

量は側刻力の 1/100 に低下する。鈴木(1998) (35)では側刻量は流量（流域面積×降水量）と河床

勾配の 1/2 乗に比例し、地質の 1/2 乗に反比例すると解釈され、崖の高さに関する項がない。

これは斜面基部を侵食するため不安定となった斜面上部の崩壊により側刻が進むためであり、

崖の高さに関係していない。一方、地形変化評価コードでは上述したように標高差で侵食量

を算出するため、崖の高さに相当する項目が必要となる。ここでは河床勾配の替わりに横断
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方向の勾配（崖との勾配）に読み替え、崖高さを反映させた側刻量とする。 
側刻量を算出するためには、侵食力が比較的大きい SPI 法による河川式を用いる方法があ

る。なお、SPI 法の河川式では、侵食力は流域面積および河床勾配の対数に比例する式である。

このとき、河床勾配を崖の勾配に置き換えて側刻力を算定した。図 3.3-94 は流域面積 10km2

以上の河川に隣接し、河床との標高差が 1m 以上となるメッシュについて SPI 法から側刻量に

相当する値を計算した結果を示した。 
 

 
図 3.3-94 SPI 法から算出した側刻量 

 
流域面積が大きくなるほど側刻量は大きくなるが流域面積が 10 倍になっても、側刻量は 2

倍程度しか大きくなっていない。また、側刻量は 0.1～0.2mm/年程度と小さく図 3.3-85 に示

した 10～100mm/年の 1/100 程度以下とごく小さい。これは SPI 法で河床勾配の対数を用いて

おり、河床勾配の替わりに崖の勾配を用いても値があまり大きくならないことによる。した

がって、側刻量の算出方法には SPI 法はそのまま適用できない。 
このため、（ｂ）で示した鈴木(1998) (35)による側刻量の算出式を参考として以下の方法によ

り側刻量を算出した。 
 
 W/T=k1Ltanθ/Geo 
 L＝(A1/2－A0

1/2)/A0
1/2 

 
ここで、k1：係数項 L：流下長の関数 tanθ：崖の勾配 Geo：地質係数  
A：地点の本流の流域面積 A0：側刻が始まる流域面積 

つまり L は側刻が始まる地点の流下長に対する、算出地点の流下長の関数としている。な

お、鈴木(1998) (35)では側刻量は 1/2 乗としているが地質係数はこの効果を含むため、1/2 乗を

外している。 

  
図 3.3-95 流域面積および崖高さに対する側刻量 

 
側刻が現れる A0は対象地域で計測した図 3.3-93 左から流域面積 10km2（流下長 3162m）前

後と推定され、この値を用いる。なお、流域面積 10km2 未満では条件式によって側刻力を 0
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としている。 
側刻力の係数項 k1を側刻係数と呼ぶ。側刻係数を 0.03 とすると、図 3.3-94 は図 3.3-95 へ

と変化する。このときの側刻量は平均 4.2mm/年となり、図 3.3-85 に示した河川の側刻量 10
～100mm/年の範囲よりもまだ小さい。ただし、図 3.3-85 の河川は信濃川や木曽川など流域面

積が 5000～10,000km2 を超える大河川の例であり、対象地域のような中規模河川では側刻量

も小さいと考えられる。係数の調整は必要であるが、上の式を用いて側刻量を算出すること

とした。図 3.3-95 左は流域面積に対する側刻量であり、流域面積が 10 倍になると側刻量は

10 倍程度大きくなる。したがって、流域規模が大きな河川では側刻量がさらに 1 桁程度大き

くなり、鈴木(1998) (35)の側刻量の範囲と概ね一致することになる。 
図 3.3-95 は崖高さに対する側刻量であり、崖が高くなるほど側刻量は大きくなる傾向があ

るが、流域面積よりは感度が低くなっている。このように上の算出式では主として流域面積

が側刻量に影響することを示す。 
図 3.3-96 に SPI 法による側刻量と、今回の側刻量の頻度分布を示す。河川侵食力は SPI 法

による側刻力（左軸）を表し、側刻量は 0.2mm/年付近に集中する。一方、青の側刻力は上述

した方法による側刻量であり、2mm/年と 20mm/年の 2 つのピークが現れている。20mm/年の

ピークは流域面積 100km2以上の地点であり、C 川や B 川が合流うおより下流での側刻力とな

っている。流域面積 100km2以上では 20mm/年程度の側刻量となる。崖の高さが 10m である

場合には、500 年で崖が侵食される計算になる。このとき崖の高さが低下により側刻量も減

少していくため、この数倍の時間で崖が侵食されることになるが、崖高さがある程度まで低

くなればパイルによる蛇行により、これまで崖であった位置に河道が移動できるため、さら

に 1 つ外側に形成される崖を側刻することになる。 
 

 
図 3.3-96 2 つの方法で算出した側刻量のヒストグラム 

 
（３）地形変化評価モデルへの組み込み 
（ａ）アルゴリズムパラメータの検討 
 前項で述べた側刻量の推定式を地形変化評価モデルに組み込み、蛇行振幅、側刻力の係数

およびパイル高さを検討し、対象地域の谷底侵食低地の幅を再現するパラメータを検討した。 
 なお、蛇行(河道の移動)に伴う側刻が生じる条件は、図 3.3-93 から①、②を条件とした。 
 ①河床勾配：0.02 未満 
 ②流下長：3162m 以上（流域面積 10km2以上） 
 ③蛇行振幅（河道移動幅）；W=k×573Ln(A)-1500 （図 3.3-93 左の式） 
③は谷底侵食低地幅の推定式であり、下流ほど低地幅が広くなる。したがって、下流域ほど

パイル半径を大きくする必要があり、③式に係数を乗じてパイル半径を決定する。 
 
 図 3.3-87 に示したパイルを河道上に設置する方法により蛇行を再現させ、①、②の条件を

満たす河道上で 1/10 の確率で設置することとする。設置するパイルの最大半径は③から算出

される低地幅に係数を乗じた値とし、設置される際のパイル半径は 1 メッシュから最大半径
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までの範囲で乱数として決定した。乱数とする理由は最大半径のみを用いると規則的な蛇行

パターンとなることを避けたためである。 
図 3.3-87 ではパイルを円柱としているが、ここでは円錐状のパイルとし、パイル 1 段の高

さは 2m とした。したがって、3 段のパイルでは 1 段面が 2m、2 段目が 4m と順次高くなるモ

デルとした。 

 
 

図 3.3-97 パイル設置後の地表高 （流路探索のみに使用） 
 

図 3.3-97 にパイル設置後の流路探索に用いる仮想的な地表高を示した。元の地表高を茶色

で、パイル高を赤で表し、パイル設置後の地表高を黒破線で示した。なお、流路探索終了後

に地表高をパイル設置前に戻して侵食量等の計算をしている。図左は河道が左側に位置して

いた状態でパイルを設置した結果である。図の左斜面のようにパイル高が元の標高より低い

場合にはパイル高は加算していない。したがって、流路探索後には河道はパイルの右側を通

ることになる。図 3.3-97 右は河道が谷中央付近に位置する場合であり、パイル設置後はパイ

ル左右のいずれかに河道が移動する。この場合には崖と河道とが接するため、崖の側刻が生

じることになる。 
側刻量のパラメータは蛇行振幅係数、側刻係数およびパイル高係数の 3 パラメータを検討

した。なお、側刻量以外のパラメータは同じ値を使用し、海域の堆積モデルはケース⑮を使

用した。 
蛇行により形成される低地幅や側刻量の検討には横断面を用いた。ここでは図 3.3-98 に示

す 6 地点で横断面を検討した。図中の青破線は沖積域を表す。 
 

 
図 3.3-98 横断面 1～6 の位置 （格子間隔は 3km） 

 

Sect.3 

Sect.4 
Sect.5 
Sect.6 



 - 3-87 - 

（ｂ）蛇行振幅係数の検討 
蛇行振幅係数は 0.0～0.4 の表 3.3-8 に示す 5 ケースで検討した。側刻力は検討結果から 0.03

を目安とした。 
 

表 3.3-8 蛇行振幅係数の設定一覧 
 蛇行振幅係数 側刻係数 パイル高係数 
ケース 21 0.0 

0.03 2m 
ケース 22 0.1 
ケース 23 0.2 
ケース 24  0.3 
ケース 25 0.4 

 
ケース 21～25 の設定で 12.5 万年間のシミュレーションを行い、最終時刻での横断面形状

および 12.5 万年間にメッシュを通った河道の通る確率から蛇行した幅を検討した。なお、パ

イル半径で蛇行幅を設定しても、河道沿いの低地が周囲の平坦地よりもパイル高以上低くな

ってしまえば河道の移動は掘り下げた低地幅に限定されてしまう。これを確認するため河道

が通る確率を視覚化して検討した。横断面の黒破線は現在の地表を、赤実線は最終時刻の地

表を表す。 
 
(1)横断面の比較 
①蛇行振幅係数 0.0 ケース 21 

 
②蛇行振幅係数 0.1 ケース 22 

 
  

Sect.1 Sect.2 
Sect.3 

Sect.4 Sect.5 Sect.6 

Sect.1 Sect.2 
Sect.3 

Sect.4 Sect.5 Sect.6 
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③蛇行振幅係数 0.2 ケース 23 

 
図 3.3-99 蛇行振幅係数による横断面変化(1) 

 
④蛇行振幅係数 0.3 ケース 24 

 
 
④蛇行振幅係数 0.4 ケース 25 

 
図 3.3-100 蛇行振幅係数による横断面変化(2) 

 
蛇行振幅係数 0.1 以下では横断面 2 や横断面 5、6 で現在の低地幅よりも狭い谷が形成され

ており、明らかに蛇行振幅が小さい。蛇行振幅係数 0.2 では下流の横断面 5、6 では谷底が広

くなるが、横断面 2 で狭い状態となっている。蛇行振幅係数 0.3 では横断面 1～3 で現在の谷

幅程度まで谷底が形成されている。蛇行振幅係数 0.4 では横断面 1、2 で現在よりもやや広い

谷底が形成されている。なお、横断面 4 はどのケースでも現在よりも狭い谷幅となっている。

横断面 5、6 では蛇行振幅係数 0.4 としても現在の谷幅よりやや狭い谷底となっているが、後

Sect.1 Sect.2 
Sect.3 

Sect.4 Sect.5 Sect.6 

Sect.1 Sect.2 
Sect.3 

Sect.4 Sect.5 Sect.6 

Sect.1 Sect.2 
Sect.3 

Sect.4 Sect.5 Sect.6 
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述する側刻力を大きくしても谷底は拡幅されるので、中流域の横断面 1～3 の谷底の状態が現

在に近い蛇行振幅係数は 0.3 前後が良好と判断した。 
 
(2)河道の通る確率 
蛇行振幅係数 0.0 ケース 21    蛇行振幅係数 0.1 ケース 22 

 
蛇行振幅係数 0.2 ケース 23    蛇行振幅係数 0.3 ケース 24 

 
蛇行振幅係数 0.4 ケース 25     蛇行振幅係数 0.3 の拡大 

  
図 3.3-101 蛇行振幅係数による河道の通る確率 

 
図 3.3-101 に 12.5 万年間に流下長 2km 以上の河道がメッシュに位置していた確率を示す。

山地斜面では流下長 2km 以上の河道は位置しないので確率は 0 となる。また、流下長 2km を

超える欠床谷では河道が移動しないため確率は 100 となる。低地では河道が移動するため確

率は 0～1 の中間値となる。これにより河道の移動範囲を検討することができる。 
河道振幅係数が 0.1 以下では現在の低地幅以下でしか河道は移動しておらず、明らかに蛇

迂回した流路 
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行振幅が小さい。蛇行振幅係数 0.2 では中流域は現在の低地幅の中で河道が移動しているが、

河口付近では低地幅よりも狭い範囲で河道が移動しており、蛇行振幅が不十分である。 
蛇行振幅係数 0.4 では横断面 2～3 付近で現在の低地幅より河道の移動範囲が広くなること

から、河道の通る確率密度からも河道振幅係数は 0.3 程度が適当と判断した。 
なお、現在の海域では河道の移動幅が陸域よりも狭くなっている。これは寒冷期の下刻に

よって深い溺れ谷が形成され、このため蛇行振幅係数を大きくしても河道が溺れ谷の中から

抜け出せなかったためと考えられる。これについては 3.3.5 項で再検討する。 
図 3.3-101 の右下に蛇行振幅係数 0.3 の C 川付近の拡大図を示した。蛇行振幅係数 0.3 とす

ると C 川から丘陵を北流し、B 川に流入するケースが発生した。この問題は蛇行振幅係数 0.2
では発生していない。蛇行振幅係数 0.3 とするとパイル半径が大きくなり、パイル段数が増

加するためパイル高も高くなる。C 川と A 川の合流付近には谷底幅 300m 程度の狭隘部が位

置する。この付近の流域面積は 100km2 であることから蛇行振幅は 1000m 程度となり、蛇行

振幅係数 0.3 とすると狭隘部の幅よりも大きい半径 300m、高さ 10m のパイルが設置されるこ

とになる。この結果、河床全体がパイルに埋まった出口を閉塞された状態となり、流路探索

では上流側の丘陵部を迂回する流路となってしまう。 
 
（ｃ）側刻係数の検討 
側刻係数は表 3.3-9 に示す 0.001～0.12 の 6 ケースで検討した。蛇行振幅係数は前項で良好

とした 0.3 を用いた。 
 

表 3.3-9 側刻係数の設定一覧 
 側刻係数 蛇行振幅係数 パイル高係数 
ケース 31 0.001 

0.3 2m 

ケース 32 0.01 
ケース 33 0.03 
ケース 34  0.06 
ケース 35 0.09 
ケース 36 0.12 
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(1)横断面の比較 
①側刻係数 0.001 ケース 31 

 
②側刻係数 0.01 ケース 32 

 
③側刻係数 0.03 ケース 33 

 
図 3.3-102 側刻係数による横断面変化(1/2)  
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④側刻係数 0.06 ケース 34 

 
⑤側刻係数 0.09 ケース 35 

 
⑥側刻係数 0.12 ケース 36 

 
図 3.3-103 側刻係数による横断面変化(2/2)  

Sect.1 Sect.2 
Sect.3 

Sect.4 Sect.5 Sect.6 

Sect.1 Sect.2 
Sect.3 

Sect.4 Sect.5 Sect.6 
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Sect.4 Sect.5 Sect.6 
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(2)河道の通る確率 
側刻係数 0.001 ケース㉛31   側刻係数 0.01 ケース 32 

 
側刻係数 0.03 ケース 33    側刻係数 0.06 ケース 34 

 
側刻係数 0.09 ケース 35    側刻係数 0.12 ケース 36 

 
図 3.3-104 側刻係数による河道の通る確率  
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側刻係数 0.1 では横断面 1、2 の低地幅が現在よりも狭く、側刻係数 0.09 以上では逆に広く

なることから側刻係数 0.03～0.06 程度が適当である。ただし、下流の横断面 4、5 は実際より

も低地幅が狭く、側刻係数 0.12 と大きくしてもこの状況は大きく変わらない。したがって、

後述する 3.3.5 項の方法により下流域での低地幅を大きくする必要がある。河道の通る確率は

蛇行振幅係数を 0.3 としているため側刻係数 0.01 以上ではほぼ差違が認められない。 
したがって、側刻係数は 0.03～0.06 が適当と考えられる。側刻係数が 0.03 では 3.2.3 項で

側刻量が 4.2mm/年と計算されており、0.06 では側刻力が 2 倍となるので側刻量は 8.4mm/年と

なる。 
 
（ｄ）パイル高の検討 
パイル 1 段あたりの高さを表 3.3-10 に示すように 0.5～3.0m とした 5 ケースで検討した。

蛇行振幅係数は 0.3 を、側刻係数は 0.03 とした。 
 

表 3.3-10 パイル高係数の設定一覧 
 パイル高係数 蛇行振幅係数 側刻係数 
ケース 41 0.5m 

0.3 0.03 
ケース 42 1.0m 
ケース 43 1.5m 
ケース 44  2.0m 
ケース 45 3.0m 

 
 (1)横断面の比較 
①パイル高係数 0.5m ケース 41    

 
②パイル高係数 1.0m ケース 42 

 
図 3.3-105 パイル高係数による横断面変化(1/2) 
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③パイル高係数 1.5m ケース 43 

 
④パイル高係数 2.0m ケース 44 

 
⑤パイル高係数 3.0m ケース 45 

 
図 3.3-106 パイル高係数による横断面変化(2/2) 

 
  

Sect.1 Sect.2 
Sect.3 

Sect.4 Sect.5 Sect.6 

Sect.1 Sect.2 
Sect.3 

Sect.4 Sect.5 Sect.6 

Sect.1 Sect.2 
Sect.3 

Sect.4 Sect.5 Sect.6 
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(2) 河道の通る確率 
パイル高係数 0.5m ケース 41    パイル高係数 1.0m ケース 42 

 
パイル高係数 1.5m ケース 43    パイル高係数 2.0m ケース 44 

 
パイル高係数 3.0m ケース 45 

 
図 3.3-107 パイル高係数による河道の通る確率 
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図 3.3-105 で示した様にパイル高係数（段差）を 0.5 や 1.0 のように小さくすると、横断面

2 や横断面 5、6 で示したように低地幅は現在よりも狭くなる。これは周囲の平坦地よりもや

や深い低地が形成されてしまえば、パイルを設置しても流路はこの低地内から抜け出せず、

広い低地を形成できなくなるためである。ただし、パイル高係数 1.0 まではパイル高が低い

ため C 川の大規模な閉塞は生じておらず、北側に位置する B 川への迂回は生じていない。 
パイル高係数を 1.5 以上とするとこの迂回が発生し、パイル高を高くするほど迂回した流

路の通る確率は高くなっている。したがって、パイル高係数を 1.0 前後とし、低地幅を広く

する必要がある。 
低地幅を広くするためには、蛇行振幅を大きくする方法と側刻力を大きくする方法がある。

これまで示したように蛇行振幅係数 0.3 とした場合や、側刻力係数 0.03 とした場合には横断

面 3 付近までは現在の低地幅と概ね一致する谷底が形成される。一方、これより下流では現

在の低地幅よりもやや狭い谷底しか形成されず、下流域において側刻量が不足していること

になる。 
 
（ｅ）パイル高と側刻力の再検討 

（ｂ）では下刻力および側刻力に関して鈴木(1998) (35)を引用した。これによれば急勾配の

渓谷では下刻作用が強いため V 字型の横断面からなる谷を形成し、V 字谷が一定程度まで深

くなると滝や早瀬が消失し河床縦断形がスムーズになり、河床勾配も小さくなると下方侵食

は小さくなる。この段階に至って河流の蛇行運動によって側刻が生じ始め、平坦な河床から

なる生育蛇行が形成される。このような側方侵食が生ずる河川は砂礫を運搬する掃流力が大

きく、蛇行に伴う網状流路をなし、やや大きな河床勾配をもつことが必要である。ただし非

固結性堆積物で構成された地域（河口付近の谷底堆積低地など）であれば蛇行流路をもつ砂

床河川でも側方侵食が生じ、その結果として蛇行流路の移動を生じるとしている（引用ここ

まで）。 
上述したように河床幅が不足する区間は C 川や A 川が合流した下流の低地であり、この地

域は厚い堆積層に覆われている。河川は平坦地を流れるため河道と隣接する崖の高さは低く、

側刻力の算出に崖高さを用いていることから側刻力も小さくなる。ここでは河床勾配が小さ

くなると側刻力が増大することに注目し、側刻力の算出式に河床勾配の補正係数を導入した。 
 W/T=kLαtanθ/Geo 
 L＝(A1/2－A0

1/2)/A0
1/2 

 α＝k2(S0/S-1) 
ここで、k：係数項 L：流下長の関数 tanθ：崖の勾配 Geo：地質係数  
A：地点の流域面積 A0：蛇行が発生し始める流域面積 S0：地点の河床勾配 
S：側刻が生じ始める河床勾配 k2：側刻力調整項 
 

α=S0/S-1 としており、側刻が生じる区間の河床勾配 S は S0より小さいため、S0/S は 1 より

も大きくなる。なお、当地域では S0=0.02 としている。ある地点での河床勾配が S0と同じで

あればα=0 となり、側刻力は 0 となる。河口付近の平坦地では図 3.2-3 右で示したように河

床勾配は 0.001 以下であるのでαは 5 以上となる。なお、河床勾配 0 の場合には計算不能と

なるため、α=10 を上限とした。これを加えることによって河床勾配のやや急な中流域では

側刻力が小さく、河床勾配の大きくなる下流で側刻力を大きくすることができる。特にパイ

ル設置により発生する C 川の迂回は、蛇行振幅係数を 0.3 以上にした場合や、パイル高係数

を 1.5 以上にした場合に迂回が発生しやすくなる。この対策として蛇行振幅係数やパイル高

係数を小さくする必要があるが、蛇行幅が不足するため形成される低地幅が狭くなってしま

う。一方、先述した河床勾配による調整項を導入すれば、迂回を避けるためパイル高係数を

小さくしても下流での側刻量が大きくなり、下流域での低地幅の拡大が予想される。 
図 3.3-108 上に図 3.3-96 で示した側刻量と、これに側刻力調整項を加えた場合（k2=1.0）

の側刻量とを比較した。調整項導入前では側刻量が平均 4.2mm/年であったが、調整項導入後
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は 19.2mm/年まで大きくなる。 
 

 

 
図 3.3-108 側刻力調整後の側刻力の変化（上）と側刻力補正項前後の側刻力変化（下） 

 
図 3.3-108 左下は側刻力調整項導入前の河床勾配と側刻力の関係を示した。この際の側刻

力の計算には河床勾配ではなく崖の勾配を用いているため、河床勾配は側刻力に影響してい

ない。一方、側刻力調整項導入後では、下流域での河床勾配の小さい区間での側刻力が 10 倍

弱程度まで大きくなっている。なお、鈴木(1998)の側刻力の推定式では、左の計算に河床勾配

を入れているため、下流域でむしろ側刻力が小さくなってしまう。 
ここでは側刻力調整項を変化させ、迂回の有無や下流での低地幅を検討した。表 3.3-11 に

設定値を示した。なお、前項の結果から迂回が生じないパイル高係数 1.0 を用いた。 
 

表 3.3-11 側刻力調整項の設定一覧 
 側刻力調整項 パイル高係数 蛇行振幅係数 側刻係数 
ケース 46 0.1 

1.0 0.3 0.03 

ケース 47 0.3 
ケース 48 0.5 
ケース 49  0.7 
ケース 50 1.0 
ケース 51 1.5 
ケース 52 2.0 

 
  

導入前 導入後 

K2=1.0 
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1) 横断面の比較 
①側刻力調整項 0.1 ケース 46 

 
②側刻力調整項 0.3 ケース 47 

 
図 3.3-109 側刻力調整項と横断面(1/3) 

  

Sect.1 Sect.2 
Sect.3 

Sect.4 Sect.5 Sect.6 

Sect.1 Sect.2 
Sect.3 

Sect.4 Sect.5 Sect.6 
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③側刻力調整項 0.5 ケース 48 

 
④側刻力調整項 0.7 ケース 49 

 
⑤側刻力調整項 1.0 ケース 50 

 
図 3.3-110 側刻力調整項と横断面(2/3)  

Sect.1 Sect.2 
Sect.3 

Sect.4 Sect.5 Sect.6 

Sect.1 Sect.2 
Sect.3 

Sect.4 Sect.5 Sect.6 

Sect.1 Sect.2 
Sect.3 

Sect.4 Sect.5 Sect.6 
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⑥側刻力調整項 1.5 ケース 51 

 
⑦側刻力調整項 2.0 ケース 52 

 
図 3.3-111 側刻力調整項と横断面(3/3) 

 

 
図 3.3-112 側刻力調整項と侵食量(1/2) 

 
  

Sect.1 Sect.2 
Sect.3 

Sect.4 Sect.5 Sect.6 

Sect.1 Sect.2 
Sect.3 

Sect.4 Sect.5 Sect.6 

調整項 0.1 調整項 0.3 
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図 3.3-113 側刻力調整項と侵食量(2/2) 

 
図 3.3-109～図 3.3-111 に横断面を示した。横断面 3 より上流では明瞭な変化は認められな

いが、横断面 4 以降の下流では調整項を大きくすると低地幅が拡大している。なお、調整項

1.0 とした横断面 5 では調整項をこれより大きくした場合（ケース 51、52）よりも低地幅が

広くなっている。これは乱数によって蛇行させているためであり、係数が同じであっても断

面形状は異なることによる。 
図 3.3-112 及び図 3.3-113 には 12.5 万年間の侵食量を示す。侵食量は最終時刻の標高から

初期地形の高度＋隆起量を差し引いて求めた。海域などで堆積がある場合には初期地形より

も高くなる地域もあるが、通常は侵食場となっているため青で表示されている。沿岸域で紐

状に侵食量が大きい地域は河川による侵食を受けた地域であり、調整項を大きくすると侵食

される幅が拡大している。上述したように乱数を用いているため横断面は変化するが、河川

調整項 0.5 調整項 0.7 

調整項 1.0 調整項 1.5 

調整項 2.0 図中の赤破線は現在の 
低地幅を表す 
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により侵食を受ける位置や合流関係は類似しており、それほど乱数の影響は受けていない。 
 

 
パイル高係数 1.0 側刻力調整項導入前   パイル高係数 1.0 側刻力調整項導入後(1.0) 

図 3.3-114 河道の通る確率 
 

図 3.3-114 に調整項導入前後の変化を示した。図 3.3-114 左はケース 42 のパイル高 1.0 と

した結果である。右はパイル高を同じ 1.0 とし側刻力調整項 1.0 としたときの河道の通る確率

を示した。両者ともパイル高係数 1.0 としているため C 川での迂回は発生していない。また、

図左で示すように現在の海岸線よりも沖合では、埋没谷を掘るために河道の移動幅は収斂気

味であったが、側刻力調整項導入後には沖合でも河道の移動幅が大きく、幅広い埋没谷を形

成していることがわかる。 
横断面や侵食量から側刻力調整項を決定することは難しいが、図 3.3-108 に示したように

調整項を 1.0 程度とすると下流域での側刻量は 20mm/年程度まで大きくなり、鈴木(1998)が示

した代表的な 5 河川の側刻速度（10～100mm/年）の下限の近い値を示す。したがって、調整

項の係数はこの程度に設定すれば良いと判断される。 
 
（ｆ）パラメータ検討結果 

本節ではパイルモデルによる蛇行幅と側刻量について 4 つのパラメータ（蛇行振幅係数、

側刻係数、パイル高係数および側刻力調整項）について検討した。この結果、対象地域の河

床低地幅を再現するためには蛇行振幅係数を 0.3、側刻係数は 0.03、パイル高係数は 1.0、側

刻力調整項は 1.0 程度とすれば良いと判断した。 
蛇行・側刻のアルゴリズムを変更したことから、海域への堆積に影響があるかを検討した。

図 3.3-115 及び図 3.3-116 にケース 50 の終了時刻での縦断形と堆積物分布を示した。図 
3.3-115 の縦断面では水深 30～50m 付近の基盤深度が異なるが、異なる河道位置の投影断面で

あり、見かけ上の差である。本章の結果ではやや海岸線が陸側に位置しているが、これは溺

れ谷が側刻によって広くなり、これを堆積物が埋める必用があるため海岸線がやや後退した

と推定される。これについては 3.3.1 の砂泥比を 0.5 よりも大きくすれば良いと思われる。な

お、水深－堆積厚の関係は大きく変化していない。 
堆積物分布にはほぼ差が認められず、蛇行・側刻のアルゴリズムを変更しても海域の堆積

にはほぼ影響していないことを確認した。 
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図 3.3-115 海域堆積シミュレーションとの縦断面形の比較 

 

  
図 3.3-116 海域堆積シミュレーションとの堆積物分布の比較 

 
（４）まとめ 
 3.3.2 ではパイルモデルにより対象地域の蛇行および側刻を再現させる方法論とパラメータ

を検討した。検討結果を以下にまとめる。 
 
1) 氾濫による河道の移動と再現方法 
①側刻および蛇行について鈴木(1998) (35)の文献を元にまとめ、山間部の蛇行は谷底侵食低地

からなる生育蛇行が、平野部の蛇行は谷底堆積低地からなる自由蛇行に分類される。 
②これら蛇行をシミュレーションで再現するには日本原子力研究開発機構(2017) (37)のパイル

モデルがある。本作業はこれを参考として蛇行と側刻再現のアルゴリズムを構築する必用

がある。 
 
2) A 川流域での谷底低地幅の検討 
①A 川流域で生育蛇行による河川沿いの低地が形成される条件、および地形量と低地幅の関

ケース⑥ 

ケース 50 

ケース⑥ ケース 50 
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係を検討した。河川沿いの低地は河床勾配 0.02 以下、流域面積 10km2(流下長 3.162m)付近

から河床低地が形成され、この両者を側刻および蛇行が生じる必要条件とした。なお、日

本原子力研究開発機構(2017) (37)では別の地域で側刻・蛇行の始まる条件を河床勾配 0.02、
流下距離 3～4km としており、本地域と類似した値となっている。したがって、これらは

地域によらず概ね固定できる可能性がある。 
②低地幅は流域面積を関数とする式で表現でき、蛇行振幅を流域面積で制御できることにな

る。ただし、途中の基盤が現れている区間では狭隘部を形成しており、低地幅は母岩の影

響を強く受けている。 
③側刻力を SPI 法による河川式で検討したが、SPI 法で算出される下刻量は隆起量程度の 0.
数 mm/年程度と小さく、側刻量は 10～100mm/年程度と見積もられており両者に大きな違い

がある。このように側刻には SPI 法を適用できないため、鈴木(1998) (35)が提唱する関係式

を参考として側刻量の推定式を検討した。検討の結果崖高さを河床勾配に置き換えること

で側刻量を 2mm/年程度まで大きくすることができた。 
 
3) パラメータ検討 
①蛇行および側刻のアルゴリズムを構築した。なお、蛇行・側刻が生じる条件および低地幅

は A 地域の解析結果を用いる。 
②蛇行幅、側刻量を検討するため 4 つのパラメータを検討した。この結果、蛇行振幅係数は

0.3、側刻係数 0.03、およびパイル高係数 2 とすると中流域の低地幅を概ね満足することが

できる。ただし、この条件では下流での低地幅がやや狭く、また、パイルによる狭隘部の

埋積により迂回流路が形成されてしまうことが判明した。 
③下流での低地幅を拡大するため側刻量調整項を導入した。これは、河床勾配が小さくなる

と側刻力が増大すること、下流の低河床勾配区間でも堆積物を側刻することを再現するた

めである。この結果、パイル高係数 1.0 と低くすることで迂回が発生せず、また、下流で

低地幅を拡幅することができた。 
④最終的なアルゴリズムでシミュレーションを行い、追加したアルゴリズムによる海域への

影響を縦断形および堆積物分布から検討した。この結果、アルゴリズムによる海域への堆

積に大きな影響が無いことを確認した。ただし、下流域での側刻量を増大したため最終時

刻での海岸線はやや後退した。これを調整するには 2 章で述べた砂泥比 0.5 をやや大きく

し（砂を増加させる）、河口付近への堆積量を増加すれば良いと考えられる。 
 

3D-SEEP の機能整理 
 中深度処分における 3D-SEEP の適用性検討のために、 
  ・代表的なコードとの機能比較 
  ・3D-SEEP の一般的な地下水問題に対する対応状況の整理 
  ・中深度処分で考慮されうる地下水流動解析と 3D-SEEP の適用性の整理 
を行った。 
 

3.4.1 代表的なコードとの機能比較 
 3D-SEEP と代表的な 3 次元移流分散および多層流解析コードについて、考慮できる機能・

パラメータを比較した結果を、表 3.4-1 及び表 3.4-2 に示す。3D-SEEP は化学反応や多層流

の評価はできないものの、その他の機能および入力可能なパラメータは、Dtransu 3D-EL(1)や

MODFLOW(2)などの他汎用コードと同等である。 
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表 3.4-1 代表的な 3 次元移流分散および多層流解析コードと 3D-SEEP の機能比較（地盤工学会(2008)(3)に加筆・修正） 
プ
ロ
グ
ラ
ム 

機能 開 発 ／

配布元 
離
散
化* 

定
常 

非
定
常 

飽
和 

不
飽
和 

透
水
異
方
性 

浸
出
面 

揚
水
・
注
水 

圧
力
経
時
変
化 

流
量
境
界 

濃
度
経
時
変
化 

マ
ス
フ
ラ
ッ
ク

ス
境
界 

移
流 

分
散 

密
度
流 

熱
連
成 

多
相
流 

遅
延 

減
衰 

化
学
反
応 

 

GET-FLOWS 
D                    登坂 

ほか 
Dtransu 
3D-EL E                    岡山 

大学 
FERM E                    電中研 

MODFLOW D                    USGS 

SUTRA E                    USGS 

TOUGH I                    LBL 

UTCHEM D                    UT 

FEMFAT E                    SSG 

SWICHA E                    Geo 
Trans 

TARGET 
D                    

Dames& 
Moore 
Inc. 

3D-SEEP E                    JAEA 

*D: 差分法, E: 有限要素法, I: 積分差分法 
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表 3.4-2 代表的な 3 次元移流分散および多層流解析コードと 3D-SEEP のパラメータ比較（地盤工学会(2008)(3)に加筆・修正） 
プ
ロ
グ
ラ
ム 

入力パラメータ 
浸透流 多相流 移流・分散 
飽
和
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水
係
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飽
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／
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／
単
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張
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分
散
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／
分
散

係
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分
子
拡
散
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濃
度
拡
散
係
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遅
延
係
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吸
着
係
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減
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GET-FLOWS                  
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3D-EL                  

FERM                  

MODFLOW                  

SUTRA                  

TOUGH                  
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FEMFAT                  

SWICHA                  

TARGET                  

3D-SEEP                  
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3.4.2 地下水に関する一般的な地下水流動解析への対応 
 地盤についての地下水に関する主な諸問題としては、井戸による揚水、降雨による涵養、

湧水、沿岸部における塩水の浸入、土壌・地下水汚染などが挙げられている（図 3.4-1）。
3D-SEEP と同等の機能を持つ Dtransu-3D・EL や MODFLOW では、これらの現象への適用が

進められている。各コードの適用事例を現象ごとに区分し整理した結果を表 3.4-3 に示す。 

 
図 3.4-1 地盤環境に関する地下水問題（日本地下水学会(2010)(4)より引用） 

 
表 3.4-3 代表的なコードの地下水問題に対する適用事例 

Dtransu-3D・EL(5, 6)*1 塩淡問題 
トレーサー試験のシミュレーション 
広域地下水流動解析 
トンネル内湧水影響検討解析 
土壌・地下水汚染の将来予測、改良効果予測 
雨水による農薬などの拡散 
線状構造物建設に対する地下水流動阻害対策の検討 
堤防法面の安定対策の検討 

Visual MODFLOW(7)*2 広域地下水流動解析 
地下水の揚水／涵養に対する影響評価 
透水係数／分散長の評価 
ディープウェルにおける排水の移行評価 
地下水汚染に関する評価 
鉱山や炭鉱等における地下水管理の評価 

*1 文献(5)(6)に示されている適用事例（論文の記載なし）に基づき整理した。 
*2 文献(7)に示されている 30 の適用事例（論文に基づく）に基づき整理した。 
 
3D-SEEP は、これらのコードと同等の機能・入力パラメータを持つことから、解析精度につ

いては別途検証が必要であるものの、同様の解析が実行可能であり例えば以下のような地下

水問題に対応可能であると想定される。 
 
 ・広域地下水流動の解析 
 ・井戸等による揚水／涵養の影響評価 
 ・降雨浸透を考慮した解析 
 ・堤防やダム等における浸出面を考慮した解析 
 ・沿岸域における密度流を考慮した浸透流解析 
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3.4.3 中深度処分で考慮されうる地下水流動解析への対応 
 国内における中深度処分は、現在原子力規制委員会による検討が行われている段階であり、

規制基準等に関する骨子案等が公開されている。一方国外では、スウェーデンにおいて低・

中レベル廃棄物の処分実績があり、事業者である SKB が行った安全評価の中で地下水流動解

析がどのように適用されたかが示されている。 
 そこで、ここではスウェーデンにおける安全評価を基に、原子力規制委員会の検討におい

て提示されている考慮すべき事象を踏まえた上で、中深度処分において考慮されうる地下水

流動解析を整理し、3D-SEEP の適用性について検討した結果を示す。 
 
（１）スウェーデンでの低・中レベル廃棄物に対する安全評価 
 スウェーデンでは、スウェーデン核燃料・廃棄物管理会社（SKB 社）が低・中レベル廃棄

物の処分を SFR 処分場において行っている。SFR 処分場はトックホルム北方約 160km のフォ

ルスマルク発電所の近くに 1988 に建設され、操業を開始した。処分施設は水深 5m 以深の海

底下約 50m の花崗岩質の岩盤に建設され、１基のサイロと 4 基の水平空洞から構成されてい

る。中レベル処分用のサイロは、直径約 30m、高さ約 50m のコンクリートサイロとなってい

る。また、BMA と呼ばれる中レベル処分用の水平空洞は、長さ約 160m の水平空洞にコンク

リートピットが構築され、その内部に廃棄体が定置される構造となっている。SKB 社は、原

子力発電所の運転期間の延長、および、将来の原子力発電所の廃止措置に備え、2014 年に SFR
の拡張を申請している。 

SFR 処分場に対する SKB 社による安全評価としては、1982 年に公開された建設に際し政府

のライセンスを求めるための予備的なレポートに始まり、2001 年に規制機関に報告された安

全評価（SAFE：Safety Assessment of Final Disposal of Operational Radioactive Waste）に関する

レポート、これに対する規制側からの回答に対し 2005 年に公開されたレポート（SAR-08）、
そして SFR の拡張（SFR1 および SFR3）にあたって 2014 年に公開された安全評価（SR-PSU）

のレポートなどが挙げられる。 
本節では、スウェーデンで低・中レベル廃棄物に対する安全評価を行うにあたって検討さ

れた地下水流動解析について整理した。参考としたレポートは、最新の安全評価（SR-PSU）

のメインレポート（TR-14-01(8)）、および、安全評価（SAFE）で実施された地下水流動解析に

関するレポート（R-01-02(9)）である。 
 
①地下水流動解析の概要 
 地下水流動解析において、離散化メッシュの分解能の高さは計算結果の精度に大きく影響

するが、一方でメッシュの精度やモデルの領域が大きいと必要となる計算機のメモリ量と計

算時間が膨大となる。そのため TR-14-01 および R-01-02 では地下水流動解析を、異なるスケ

ールの複数のモデルに対して実施している。（TR-14-01: ファーフィールド／ニアフィールド、

R-01-02: 広域モデル／ローカルモデル／詳細モデル／セミローカルモデル）。TR-14-01 での

ファーフィールド・ニアフィールドのモデルを図 3.4-2 に、R-01-02 での広域モデル・ローカ

ルモデルの概念図を図 3.4-3 に示す。 
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図 3.4-2 TR-14-01 における a) ファーフィールドと b)ニアフィールドのモデル 

 

 
図 3.4-3 R-01-02 における広域モデルとローカルモデルの概念図 

 
ニアフィールド／ローカルモデルの境界条件は、ファーフィールド／広域スケールの計算

結果から与えられる。TR-14-01 でのファーフィールド・ニアフィールドの解析の概要を表 
3.4-4 に、R-01-02 での広域モデル・ローカルモデルの解析の概要を表 3.4-5 に示す。 
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表 3.4-4 TR-14-01 での地下水流動解析の概要 

 ファーフィールド ニアフィールド 

設定 

・定常状態の飽和・不飽和地下水流

動解析  (2,000, 2,500, 3,000, 3,500, 
5,000, 
9,000 AD) 
・密度流の考慮なし 
・ECPM：等価連続体多孔質媒体／

DFN: 離散亀裂ネットワーク 
・解析領域：約 1.5×1.5×1.1 km 
・境界条件：側方・底部：不透水、

表面：複数の点で測定された水頭値

に合うように設定 

・定常状態の飽和地下水流動解析 
・定常、密度流の考慮なし 
・多孔質媒体 
・解析領域（多面体）： 
SFR1: 370×485×205m, SFR3: 400×
500×205m 
・境界条件：定水頭・流速境界（フ

ァーフィールドの結果から設定） 

コード 
DarcyTools(13) 
（有限体積法に基づく地下水流動解

析コード） 

COMSOL Multiphysics (14) 
地下水流モジュール 
（有限要素法に基づく） 

 
表 3.4-5 R-01-02 での地下水流動解析の概要 

 広域モデル ローカルモデル 

設定 

・非定常の飽和・不飽和地下水流動

解析（2,000～8,000 AD2、タイムステ

ップ：20 年） 
・密度流の考慮なし 
・多孔質媒体 
・解析領域：13.3×15.85×1 km（直

方体） 
・境界条件： 
側方・底部：南東（湖に面する）の

表面のセルは静水圧境界、それ以外

は不透水境界、表面：地表の地形に

一致 

・定常の飽和地下水流動解析（1,000
年毎） 
・密度流の考慮なし 
・多孔質媒体 
・解析領域： 
1.716×2.324×0.49km（直方体） 
・境界条件： 
側方・底部：定水頭境界（広域モデ

ルの結果から設定）、表面：地表の地

形に一致 

コード GEOAN(15)（有限差分法） 
 

  

                                                      
2 R-01-02 では、SFR における流動は 5,000～7,000 AD に定常状態に近くなると記載されてい

る。 



 - 3-112 - 

表 3.4-4 に示すように、TR-14-01 ではニアフィールドの解析を COMSOL Multiphysics によ

り実施している。COMSOLではCADソフトウェアとのインターフェースが提供されており、

詳細な処分場のジオメトリを用いて解析することが可能である。また評価では地下水流動解

析のみが実施されているが、COMSOL Multiphysics では構造力学、流体力学、伝熱などの多

岐に渡る物理現象を取り扱えるという利点がある。 
また、全ての解析において塩分濃度の違いによる密度流の影響は考慮されていない。この

理由について R-01-02 には以下のように記されている：フォルスマルク周辺の海水の塩分濃

度は約 0.5%と低く（通常は約 3.5%）、バルト海の地形的に SFR での海水は将来さらに塩分濃

度が低くなると予想されている。また、Stigson et al (1998) (10)による SFR での密度流の重要性

に関する研究では、水理地質構造モデルが複雑になるにつれ（不均質性の依存性の影響が大

きい等）、密度流の考慮の有無による影響が小さくなること、塩化物をトレーサーとしたとき

の密度流の考慮の有無による違いは無視できることが指摘されている。 
さらに、TR-14-01 では生物圏における核種移行の評価がコンパートメントモデルにより行

われている。ファーフィールドに対しては DarcyTools による地下水流動解析が行われている

が、生物圏評価における水文学的なパラメータ（移流フラックスや海水交換水量等）は MIKE 
SHE(11)を用いた地表流・地下水の連成解析により設定されている。ファーフィールドと生物

圏の評価で用いたコードが異なることについて TR-14-06(12)では、それぞれの目的と詳細に扱

うプロセスの違いであるとしている。例えば、Darcy Tools を用いたファーフィールドの解析

では処分場やその周辺の母岩に対する詳細なモデル化が行われており、処分場からレゴリス

（母岩上部の堆積層（数 m））までの移行経路が評価されている。一方 MIKE SHE を用いた生

物圏での解析では、レゴリスの詳細なモデル化や地表での水理プロセス（地表水の考慮、蒸

発散、植生等）の定量的評価がなされている。 
 
②地下水流動に関する評価された事象 

TR-14-01 では基本シナリオに対して、低頻度シナリオ・残留シナリオが設定されており、

人工バリアや天然バリアの変化、人間活動などを考慮した様々なケースが考慮されている。

このうち、基本シナリオに対してニアフィールド／ファーフィールドの地下水流動に関する

条件が異なるシナリオは、表 3.4-6 に示す低頻度シナリオの 5 つのケースであった（ただし、

地下水流動解析の結果を用いて条件設定されているものも含む）。 
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表 3.4-6 TR-14-01 において設定された低頻度シナリオにおける地下水流動解析の概要 
シナリオ 
[発生確率] 

基本シナリオに対し異なる地下水流動の条件 
異なる条件 詳細 

母岩中の流れが

速いケース 
[< 0.1] 

母岩の条件設

定 
ファーフィールド：Oden et al.(2014) (16)では母岩の条件を

設定するにあたり、高透水帯（HCD: Hydraulic conductor 
domain）およびそれ以外のあまり地下水が流動しない母

岩部（HRD: Hydraulic Rock Mass Domain）に対し、異方

性の考慮の有無や亀裂ネットワーク等が異なる 17 ケー

スを検討している。本シナリオでは、基本シナリオでの

母岩の条件設定（case1）に対し、流れの速い母岩の条件

設定（case11）を使用。 
ニアフィールド：基本シナリオの流れにスケーリングフ

ァクターを乗じる（各ボールトへの地下水流入量が 1.2
倍から４倍程度増加） 

コンクリートの

劣化が速いケー

ス 
[< 0.1] 

コンクリート

の透水係数・

間隙率 

コンクリートの透水係数が核種の移行が開始する時点

で大きく劣化していると想定（10-5m/s 以上）。空隙率に

ついて、完全に劣化した状態（0.5）にいたる時点を 2 万

年後と想定（基本シナリオは 5 万年後）。 

ベントナイトの

劣化 
[< 0.1] 

ベントナイト

の透水係数 
凍ったベントナイト中にアイスレンズができ、周りの水

を引き込むことによるベントナイトの劣化の可能性を

考慮して、ベントナイトの一部の透水係数が 10 倍以上

増加すると想定。 
地震 
[10-6/year] 

サイロの通過

流量 
サイロのコンクリートが破壊されサイロの通過流量が

1m3/y 程度に増加すると想定（コンクリートを無視しベ

ントナイトのみの状態に対する地下水流動解析の結果

からサイロの通過流量を設定）。 

下流に井戸を想

定したケース 
[0.13] 

井戸への移行

割合の設定 
処分場からの核種放出量のうち 10%が井戸へ移行する

と想定（well interaction area（現海水準での水深 10～80m
において処分場からの流路が高い密度で存在する領域）

に対し井戸を想定した地下水流動解析（Werner et 
al.(2013) (17)）の結果から設定）。 

 
 R-01-02 は地下水流動解析のみのレポートでありシナリオ設定はされていないが、解析にお

いては表 3.4-7 に示す建設後／閉鎖後の事象を考慮している。 
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表 3.4-7 R-01-02 において考慮された事象と地下水流動解析の概要 

ケース 解析概要 
サイト周

辺での井

戸の掘削 

サイト周辺に井戸（揚水条件）を仮定し、3000AD（SFR が地表に現れる時点）

/5000AD（汀線が SFR から数 km 離れた時点）に対し解析を実施。影響を受け

る領域や影響の程度を評価。（井戸の位置：上流／サイト内／下流、用途：農

業（揚水量：最大で 2.37m3/day、深度：海抜-77～88m、大きさ：直径 5m） 
坑道の拡

張 
坑道を拡張したモデルに対し解析を実施。（メッシュ：25 層・108,800 要素） 

坑道プラ

グの劣化 
プラグの透水係数が劣化で徐々に/急激に変化すると仮定し、非定常解析を実

施。坑道中の流量の変化等を評価。（通常：5×10-10m/s、劣化時：≦1×10-5m/s） 
サイロの

封入の失

敗 

サイロの透水係数が徐々に/急激に変化するパターンを仮定した非定常解析を

実施。坑道中の流量の変化等を評価。（通常：10-10～10-9m/s、劣化時：≦1.0×
10-8m/s） 

BMA トン

ネルの破

損 

BMA トンネル中のコンクリートピットの破損で、破損箇所の透水係数が徐々

に/急激に変化するパターンを仮定した非定常解析を実施。坑道中の流量の変

化等を評価。 
（破損箇所の透水係数：≦1.0×10-5m/s、破損箇所の大きさ：16m 長） 

BTF1トン

ネル 3の破

損 

封入された廃棄物のみの破損／コンクリートによる側面の埋め戻し材・床を含

む破損の 2 パターンを想定し、破損箇所の透水係数が徐々に/急激に変化する

パターンを仮定した非定常解析を実施。坑道中の流量の変化等を評価。 
（破損箇所の透水係数：≦1.0×10-5m/s、破損箇所の大きさ：17m 長） 

サイトの

再冠水 
坑道が空洞のまま／埋め戻し材で埋め戻された場合の 2 パターンに対し、排水

された状態（乾燥状態）から飽和するまでの時間を非定常（タイムステップ：

１週間）に評価。坑道に残存する空気やガスは地上へ移行するとして考慮しな

い。 
侵食/堆積 
海水準変

動 

SFR は現在水面下にあるが、将来海水準変動に伴い地表に現れると予測されて

いる。そこで、SFR の位置が海水準以下（First period）、汀線付近（Second period）、
地表（Third period）の 3 つの段階に分けて検討を実施。堆積速度や堆積物の透

水係数の不確実性を考慮した地形変化の複数のケースに対し、処分場からの流

出域の位置変化に与える影響を評価。 
 First period における海底での堆積＝Second period における波の侵食と想定

し、この間の地形変化は考慮しない。 
 Third period には、処分場から移行した地下水が排出される領域（下流側の

汀線付近）で 5 or 10 mm/y の堆積が生じると想定 
 堆積物は有機物起源であり透水係数は低い（10-7 m/s 以下）と想定 
 堆積による流出域への影響を見るため、処分場スケールより大きいセミロ

ーカルスケールに対し評価し、セミローカルスケールの側方・底面の境界

条件（水頭値）は広域スケールの結果として、非定常計算（タイムステッ

プ：5 年）を実施。 
  

                                                      
3 低レベル放射性廃棄物のうち、低レベル樹脂等を封入したコンクリートタンクを処分する

水平トンネル。 
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（２）国内で規制側から提示されている考慮すべき事象 
国内における中深度処分は、現在規制側により検討が行われている段階であるが、規制基

準等に関する骨子案等が公開されており、それらの資料の中で地下水流動に関して以下のよ

うな記載がある。『第二種廃棄物埋設に係る規制基準等の骨子案(18)』では、 
“水理地質構造、地球化学環境、河川及び断層の位置等を踏まえて、廃棄物埋設地から生活
圏に至る地下水の移行経路を考慮し、当該移行経路を介した廃棄物埋設地から生活圏への主
要な放射性物質の移行を抑制する性能が優れていると考える廃棄物埋設地の設置場所を選定
すること（１０．廃棄物埋設地に係る規定）” 
とあり、中深度処分における地下水流動解析の必要性が示されている。また『中深度処分に

おける廃棄物埋設地の設計プロセス及び線量評価に係る審査ガイドの骨子案(19)』では、天然

バリアの状態設定において考慮する必要のある自然現象の例として以下が示されている。 
 火山・火成活動（熱水対流の発生、地下水への熱水・火山ガスの混入による水質の変

化等） 
 地震・断層活動（廃棄物埋設地近傍における地層の破断・破砕とこれに伴う地下水の

移行経路の形成、地震動による岩盤や地下水の性質の変化等） 
 隆起・侵食活動（廃棄物埋設地の深度や地表環境の状況の変化による地下水流動・水

質の変化等） 
 海水準変動（海水準の変動に伴う地下水の流動と水質の変化、沿岸域での塩水域と淡

水域の分布の変化等） 
 気温・降水量変化（表層での水収支の変化に伴う地下水の流動と水質の変化等） 
 かん養量変化（かん養域での地下水位の変化） 
 地形変化（地形変化に伴う地下水流動の変化） 
 表流水流動（降水の変化や地形変化に伴う河川や湖沼等の表流水の流動） 
さらに、『「通常の状態で保守的なパラメータを設定した状態」及び「厳しい状態（一つの

バリア性能の著しく劣化した状態）」の考え方(20)』では、自然事象シナリオを「通常の状態」

と「厳しい状態」に分けて考慮することが示されており、「厳しい状態」に至る可能性のある

事象のうち地下水流動解析に関するものとして以下が挙げられている。 
 ・人工バリアの製作不良および施工不良： 
低拡散層（モルタル）：ひびによる空隙率の増加、空隙構造の変化 
 ・天然バリア： 
  未発見の断層・亀裂による透水性の増加、想定以上の隆起・沈降、海水準変動及び侵食

等による地下水移行経路の短絡 
 また想定する初期条件・環境条件として、初期調査データの不完全性、隆起・沈降、海水

準変動及び侵食等の想定以上の変化、塩水影響領域の変化が挙げられている。 
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（３）中深度処分で考慮されうる地下水流動解析と 3D-SEEP の適用性 
（１）スウェーデンでの評価事例および（２）国内で規制側から提示されている考慮すべ

き事象を踏まえ、中深度処分において地下水流動解析に関して想定される事象を、表 3.4-8
及び表 3.4-9 のように整理した。 

3D-SEEP は（１）に示した SKB による地下水流動解析と同等の解析が実施可能であり、表 
3.4-8 及び表 3.4-9 に示した中深度処分で想定される多くの解析に適用可能であると想定され

る。ただし、3D-SEEP は地下水流動のみを対象としたコードであり、化学反応等を考慮する

ためには、例えば、別途 PHREEQC 等の他コードと連動させた評価などが必要と考えられる。

また、以下の場合には適用範囲が限定される。 
 
 サイトの再冠水において、吉野ら（2017）(21)では水中への空気の溶存の影響が大きいこ

とが指摘されているが、3D-SEEP では気相を考慮した解析はできない。 
 
 母岩の設定・人工バリアの損傷・地震において、亀裂の考慮が必要な場合、3D-SEEP で

は DFN（離散亀裂ネットワークモデル）として考慮することができないため、多孔質媒

体として扱うこととなる。この場合の精度の検証や他のモデル（DFN や ECPM 等）の導

入・比較等は今後の課題である。 
 
 人工バリア等の劣化、廃棄体の損傷、地震による亀裂の発生を多孔質媒体として考慮す

る場合、モデル内に透水係数が極端に異なる領域がある可能性がある。3D-SEEP は有限

要素法に基づくコードであるが、青木ら（2011）(22)では有限要素法では各要素間のフラ

ックスの連続性を陽に定式化していないため、モデル内に透水係数が極端に異なる領域

がある場合に流速ベクトルが不連続になり精度が低い可能性が指摘されている。そのた

め、モデルのメッシュやタイムステップを適切に設定する必要がある。また、他コード

との解析精度の比較を進める必要があると考えられる。 
 
 地表水（河川・湖沼の流れ）と地下水の連成解析は 3D-SEEP では考慮できないが、SKB

と同様に定水頭条件によって河川・湖沼を考慮することは可能である。 
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表 3.4-8 中深度処分での 3D-SEEP の適用性（事象毎）（１／２） 
地下水流動解析に関し

て想定される評価・事

象 

3D-SEEP での対応状況 
（〇：対応可、△：部分的に対応可、×：対応不可） 

建設～操業～閉鎖段階 

処分施設への浸透流量

等の定量的評価 ○ 

Dtransu 等ではトンネルへの湧水の評価事例があり、同等の機

能を有する 3D-SEEP でも処分施設を対象に、処分施設への浸

透流量や止水プラグによる坑道および EDZ 領域の地下水移行

の抑制効果等の定量的評価が可能と想定される。ただし透水係

数が極端に異なる領域がモデル内にある場合にはメッシュ分

割やタイムステップを小さくして安定に解く必要がある。 

サイトの再冠水 △ 

SKB と同様に、坑道内の空気やガスは地上へ移行するとして無

視することで考慮可能である。 
ただし地層処分を対象とした再冠水による地下水回復に伴う

緩衝材挙動についての既往の解析において、水中への空気の溶

存の影響が大きいことが報告されている(21)。空気の影響を正し

く把握するためには気相を考慮する必要があるが、3D-SEEP で

はこれを考慮できない。 
閉鎖後長期 
人工バリア（モルタル、

ベントナイト）・止水プ

ラグ・埋め戻し材等の

劣化、廃棄体の損傷 

△ 

SKB と同様に、劣化・損傷箇所の透水係数・間隙率を設定する

ことで坑道中の流量の増加等を考慮可能である。ただし

3D-SEEP では地下水流動のみしか解析できないため、熱・力

学・化学反応については別の解析コードとの連成が必要。 

母岩に対する設定の不

確実性 △ 

母岩を多孔質媒体として扱い、水理地質構造の設定の不確実性

を考慮してモデルを複数設定し、それらに対して解析を行うこ

とで考慮可能である。ただし、母岩中の亀裂を DFN（離散亀

裂ネットワークモデル）として考慮することはできない。 

地震（処分施設の損傷、

断層・亀裂の発生） △ 

SKB と同様に、地震でバリアが損傷したと仮定した状態に対す

る地下水流動解析を行い、その場合の通過流量を設定すること

が可能である。 
また地震による断層・亀裂の発生も考えられうる。これについ

て DFN としての取り扱いはできないが、多孔質媒体として透

水係数・間隙率等を設定することによる考慮は可能である。 

サイト周辺での井戸の

掘削 ○ 
SKB と同様に、サイト中に井戸を仮定した状態（揚水条件）に

対する地下水流動解析を行い、影響を受ける領域や影響の程度

を評価することが可能である。 
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表 3.4-9 中深度処分での 3D-SEEP の適用性（事象毎）（２／２） 

地下水流動解析に関

して 
想定される評価・事象 

3D-SEEP での対応状況 
（〇：対応可、△：部分的に対応可、×：対応不可） 

閉鎖後長期 

隆起・侵食・海水準変

動 △ 

隆起・侵食・海水準変動を考慮する必要がある場合、これに対

する非定常な解析が必要となるが、3D-SEEP では地形変化シミ

ュレーションの結果を地下水流動解析に反映させて解析するた

めの一連の外部プログラムを整備している。また、3D-SEEP で

は密度を考慮した非定常な浸透流・塩分濃度解析に対応してお

り、非定常な海水準変動とそれに伴う境界条件の変化を考慮可

能である。 

降水量変化 ○ 3D-SEEP では時刻に依存した降雨浸透条件を設定することがで

きる。 

表流水流動 △ 

3D-SEEP は地下水流動を対象としているため、例えば以下を考

慮することができない。 
・地表水（河川・湖沼）の流れ 
・表面流出（降雨時に浸透しきれない水が地表を流れる） 
・蒸発散 
・植生による地下水への影響 
 地表水について SKB（TR-14-01）では、生物圏評価において

は地表水・地下水の連成解析が可能なコード（MIKE-SHE）を

使用している。一方ファーフィールドにおける処分場からの地

下水移行の評価においては、地下水流動解析コード（DarcyTools）
を用いて河川・湖沼を定水頭条件により考慮しており、3D-SEEP
でも同様の設定で河川・湖沼を考慮することが可能である。ま

た表面流出については、実際の森林斜面ではほとんど起こらな

いことが明らかになっており、林床に到達した降雨水はいった

んは森林土層中に浸透することが指摘されている（北原 
(1994)(23)）。蒸発散については、植生の変化を考慮しない限り、

蒸発散を考慮した降雨量を与えることで簡易的に考慮可能であ

る。 
火山・火成活動（熱対

流の発生） × 3D-SEEP は熱については考慮できない。 
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 3 次元地下水流動解析コード 3D-SEEP の改良と機能検証 
 

3.5.1 概要 
中深度処分の廃棄物埋設地の位置に関する設計については、合理的に設置可能な区域から、

水理地質構造、地球物理・地球化学的環境等を踏まえて、廃棄物埋設地から生活圏への主要

な放射性核種の移行を抑制する性能に優れた地盤が選定され、選定区域に廃棄物埋設地を設

置した場合の性能評価の妥当性を判断するための手法や科学的知見が必要である。炉内等廃

棄物の中深度処分における天然バリアの水理学的及び地球化学的な性能を把握するための手

法の 1 つとして、原子力機構では、堆積岩系の水理地質構造を多孔質媒体により近似した 3
次元地下水流動・物質移行解析コード 3D-SEEP の開発を行ってきている。中深度処分におけ

る天然バリアとしての適切な性能を評価するためには、海域を含む広域に対し、地形変化お

よび海水準変動を考慮した長期間の解析を行う必要がある。そのため、3D-SEEP には、塩分

濃度解析について、非定常なモデル変化に対応した高い安定性が求められる。また、塩分濃

度解析において、海底面に該当するモデル境界面での塩分移行に関し、実際の環境条件を適

切に反映した解析が必要である。 
3D-SEEP では、これまでに塩分濃度解析の有限要素法による解法としてガラーキン法が導

入されているが、ガラーキン法では、移流が卓越するような移流分散解析において数値振動

が発生することが知られている。そこで、本年度の拡張作業では、移流が卓越するような場

合でも安定的に解くことができる解法として、風上法を導入した。その際、風上法で使用す

る上流パラメータに関しては、メッシュ構造や境界条件が非定常に変化にすることにも対応

させるため、各計算ステップで最適化された値が自動化に設定されるよう整備した。 
また、海岸付近では、一般に淡水地下水が内陸から海へ向かって流れ、図 3.5-1 に示すよ

うな流出部から海へ流出するものと考えられる(1)。このような現象を数値解析コードで表現

するには、浸透流解析と移流分散解析を連成させた境界条件が必要となる。そこで、本年度

の拡張作業では、浸透流解析における流れの向きに応じて塩分濃度境界を変化させる可変濃

度境界機能を整備した。 
そして、本年度整備した機能を使用した検証計算では、密度流解析のベンチマーク計算と

して知られるHenry問題(2)(3)(4)と、より現実的な場を想定した条件での洗い出し解析を実施し、

既存の地下水流動・移流分散解析コード（Dtransu-3D・EL）(5)(6)(7)との比較により、妥当な結

果が得られることを確認した。 
 

 
図 3.5-1 現実的な塩水-淡水界面の位置と流出部の例（藤縄, 2010 より）(1) 
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3.5.2 塩分濃度解析への風上法の導入 
（１）風上法の概要 
（ a ）風上法の考え方 

風上法は、移流分散解析において発生する数値振動を抑制することを目的として開発され

たため、最初に数値振動が発生する現象を説明する。ここでは、1 次元の移流分散解析にお

ける定常解を求める場合を想定する。なお、流速は x 正方向に一定とする。その場合の方程

式、およびその一般解は以下になる。 
 

 𝑣𝑣 𝑑𝑑𝑐𝑐
𝑑𝑑𝑟𝑟

= 𝐷𝐷 𝑑𝑑2𝑐𝑐
𝑑𝑑𝑟𝑟2

 （数式 3.5-1） 

𝑣𝑣：間隙流速   D：分散係数     c：濃度 
 

 𝑐𝑐 = A + B ∙ exp �𝑣𝑣
𝐷𝐷
∙ 𝜕𝜕� （数式 3.5-2） 

A, B：任意定数  
 
この方程式を幅 h の 1 次元有限要素において、中央差分式を適用すると以下になる。なお、

流速は x 方向であり、節点は上流→下流に向かって𝑐𝑐𝑖𝑖−1、𝑐𝑐𝑖𝑖、𝑐𝑐𝑖𝑖+1となる。 
 

𝑣𝑣
𝑐𝑐𝑖𝑖+1 − 𝑐𝑐𝑖𝑖−1

2ℎ
= 𝐷𝐷

1
ℎ
�
𝑐𝑐𝑖𝑖−1 − 𝑐𝑐𝑖𝑖

ℎ
−
𝑐𝑐𝑖𝑖 − 𝑐𝑐𝑖𝑖+1

ℎ
�

= 𝐷𝐷
𝑐𝑐𝑖𝑖+1 − 2𝑐𝑐𝑖𝑖 + 𝑐𝑐𝑖𝑖−1

ℎ2
 

（数式 3.5-3） 

i：節点番号  𝑐𝑐𝑖𝑖：節点 i における濃度 
 
節点 I において、この式を満たす濃度は以下の式になる。 
 

 𝑐𝑐𝑖𝑖 = A + B ∙ �1+0.5𝐿𝐿𝑤𝑤
1−0.5𝐿𝐿𝑤𝑤

�
𝑖𝑖
           𝑆𝑆𝑒𝑒 = 𝑣𝑣ℎ

𝐷𝐷
 （数式 3.5-4） 

 
なお、Pe は局所ペクレ数と呼ばれる値である。（数式 3.5-4）は、𝑆𝑆𝑒𝑒 > 2の場合において、

右辺第 2 項の括弧内が負になり、解が振動することになる。このため、中央差分式では、条

件（局所ペクレ数の値）により正しい解が求められないことになる。この課題を解決するた

めの手法が風上法である。 
風上法では、（数式 3.5-3）の左辺を変更することにより、以下の式とする。なお、（数式 3.5-5）

の左辺は風上差分式と呼ばれる。 
 

𝑣𝑣
𝑐𝑐𝑖𝑖 − 𝑐𝑐𝑖𝑖−1

ℎ
= 𝐷𝐷

𝑐𝑐𝑖𝑖+1 − 2𝑐𝑐𝑖𝑖 + 𝑐𝑐𝑖𝑖−1
ℎ2

 （数式 3.5-5） 

 
定常移流分散方程式である（数式 3.5-1）について、（数式 3.5-5）により解くと以下になる。

（数式 3.5-6）では、右辺第 2 項の括弧内が常に正となり、解の振動は発生しないことになる。 
 

 𝑐𝑐𝑖𝑖 = A + B ∙ (1 + 0.5𝑆𝑆𝑒𝑒)𝑖𝑖           （数式 3.5-6） 
 

 （数式 3.5-6）を（数式 3.5-3）の形式に倣って書き換えた場合、（数式 3.5-7）になる。これ

は、オリジナルの分散係数 D に対し、人工拡散係数𝑣𝑣ℎ 2⁄ を加えたことにより、振動が抑制さ

れたと解釈できる。 
 

𝑣𝑣
𝑐𝑐𝑖𝑖+1 − 𝑐𝑐𝑖𝑖−1

2ℎ
= �𝐷𝐷 +

𝑣𝑣ℎ
2
�
𝑐𝑐𝑖𝑖+1 − 2𝑐𝑐𝑖𝑖 + 𝑐𝑐𝑖𝑖−1

ℎ2
 （数式 3.5-7） 
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風上法は、人工拡散係数を加えているため、振動を抑制することと引き換えにして、解の

精度が低下すると考えられる。そのため、移流に関する差分式において、風上差分式、およ

び中央差分式を任意の値 α、および(1-α)の比率で混合して使用する方法が採られる場合があ

る。なお、0 ≤ α ≤ 1とする。 
本作業において、α を「上流パラメータ」と呼ぶ。上流パラメータを用いた差分式は、以

下となる。（数式 3.5-8）における左辺は、α = 0の場合に中央差分式、α = 1の場合に風上差分

式となる。 
 

𝑣𝑣 �𝛼𝛼
𝑐𝑐𝑖𝑖 − 𝑐𝑐𝑖𝑖−1

ℎ
+ (1 − 𝛼𝛼)

𝑐𝑐𝑖𝑖+1 − 𝑐𝑐𝑖𝑖−1
2ℎ � = 𝐷𝐷

𝑐𝑐𝑖𝑖+1 − 2𝑐𝑐𝑖𝑖 + 𝑐𝑐𝑖𝑖−1
ℎ2

 （数式 3.5-8） 

 
定常移流分散方程式である（数式 3.5-1）について、（数式 3.5-8）により解くと以下になる。

（数式 3.5-9）は、右辺第 2 項の括弧内がα < 1 − (2 𝑆𝑆𝑒𝑒⁄ ) となる場合に負になるため、解が振

動することになる。 
 

 𝑐𝑐𝑖𝑖 = A + B ∙ �1+0.5𝐿𝐿𝑤𝑤(1+𝛼𝛼)
1−0.5𝐿𝐿𝑤𝑤(1−𝛼𝛼)�

𝑖𝑖
           （数式 3.5-9） 

 
（数式 3.5-9）が一般解（数式 3.5-2）を満たすように上流パラメータ α を求めた場合、以

下の式になる。上流パラメータ α の値を（数式 3.5-10）とすると、（数式 3.5-9）右辺第 2 項

の括弧内は正となり、解は振動しないことになる。 
 

 𝛼𝛼 = 𝑐𝑐𝑐𝑐𝜕𝜕ℎ �𝐿𝐿𝑤𝑤
2
� − 2

𝐿𝐿𝑤𝑤
 （数式 3.5-10） 

 
（数式 3.5-9）を（数式 3.5-3）の形式に倣って書き換えた場合、以下になる。これは、オリ

ジナルの分散係数 D に対し、人工拡散係数𝑣𝑣ℎ𝛼𝛼 2⁄ を加えたことにより、振動が抑制されたと

解釈される。 
 

𝑣𝑣
𝑐𝑐𝑖𝑖+1 − 𝑐𝑐𝑖𝑖−1

2ℎ
= �𝐷𝐷 +

𝑣𝑣ℎ𝛼𝛼
2
�
𝑐𝑐𝑖𝑖+1 − 2𝑐𝑐𝑖𝑖 + 𝑐𝑐𝑖𝑖−1

ℎ2
 （数式 3.5-11） 

 
（数式 3.5-11）を節点ごとに整理すると、以下の式になる。ここで、中央差分式における係

数に比べ、上流側の節点𝑐𝑐𝑖𝑖−1は𝑆𝑆𝑒𝑒 ∙ 𝛼𝛼 2⁄ が加算され、逆に下流側の節点𝑐𝑐𝑖𝑖+1は同じ値が減算さ

れていることになる。 
 

�1 −
𝑆𝑆𝑒𝑒
2

(1 − 𝛼𝛼)� 𝑐𝑐𝑖𝑖+1 − (2 + 𝛼𝛼)𝑐𝑐𝑖𝑖 + �1 +
𝑆𝑆𝑒𝑒
2

(1 + 𝛼𝛼)� 𝑐𝑐𝑖𝑖−1
= 0 

（数式 3.5-12） 

 
（ b ）1 次元有限要素法における風上法 

有限要素法では、節点における値である濃度などについて、節点間を形状関数により補間

し、空間における分布を求める。方程式を解く際、離散化した方程式に重み関数を乗じて線

積分、面積分などをする。通常のガラーキン法は、形状関数と重み関数を同一にする。一方、

重み関数を形状関数と同じにしない有限要素法は、ペトロフ・ガラーキン有限要素法と呼ば

れ、風上法は、この方法に属する。 
地下水関連分野において、有限要素法の移流分散解析に風上法を適用した初期の文献とし

て、Huyakorn（1977）(8)および Huyakorn and Nilkuha（1979）(9)がある。Huyakorn（1977）(8)

では定常条件、Huyakorn and Nilkuha（1979）(9)では非定常条件、モデル次元は両文献とも 1
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次元、および 2 次元が扱われている。 
ここでは、Huyakorn（1977）(8)を参考にして、定常条件における 1 次元風上法の手法を紹

介する。なお、本報告書における統一性を保つため、文献中の記号表記は適宜変更する。1
次元モデルの節点間隔は、全節点において h で均一とする。 

1 次元の定常移流分散方程式（数式 3.5-1）を離散化すると以下となる。各要素における形

状関数を図 3.5-2 に示す。 
 

�� 𝐷𝐷
𝑑𝑑𝑁𝑁𝑖𝑖
𝑑𝑑𝜕𝜕

ℎ

0

𝑑𝑑𝑁𝑁𝑗𝑗
𝑑𝑑𝜕𝜕

𝑑𝑑𝜕𝜕 − � 𝑣𝑣
𝑑𝑑𝑁𝑁𝑖𝑖
𝑑𝑑𝜕𝜕

ℎ

0
𝑁𝑁𝑗𝑗𝑑𝑑𝜕𝜕� 𝑐𝑐𝑗𝑗 = 0 （数式 3.5-13） 

𝑁𝑁𝑖𝑖：形状関数 
 

𝑁𝑁1(𝜕𝜕) = 1 −
𝜕𝜕
ℎ

          𝑁𝑁2(𝜕𝜕) =
𝜕𝜕
ℎ

 （数式 3.5-14） 

 
風上法の場合、（数式 3.5-13）において、重み関数として用いている形状関数を風上重み関

数へ変更する。 
 

�� 𝐷𝐷
𝑑𝑑𝑁𝑁𝑖𝑖
𝑑𝑑𝜕𝜕

ℎ

0

𝑑𝑑𝑁𝑁𝑗𝑗
𝑑𝑑𝜕𝜕

𝑑𝑑𝜕𝜕 − � 𝑣𝑣
𝑑𝑑𝑁𝑁𝑖𝑖
𝑑𝑑𝜕𝜕𝑣𝑣

𝑁𝑁𝑗𝑗𝑑𝑑𝜕𝜕� 𝑐𝑐𝑗𝑗 = 0 （数式 3.5-15） 

 
風上重み関数は、（数式 3.5-12）と同様に上流側と下流側で同じ値をそれぞれ加算、減算す

る。以下では、上流側の形状関数𝑁𝑁2(𝜕𝜕)に𝐹𝐹(𝜕𝜕)を加算し、上流側の形状関数𝑁𝑁2(𝜕𝜕)に𝐹𝐹(𝜕𝜕)を減

算する 
 

𝑊𝑊1(𝜕𝜕) = 𝑁𝑁1(𝜕𝜕) − 𝐹𝐹(𝜕𝜕)              𝑊𝑊2(𝜕𝜕) = 𝑁𝑁2(𝜕𝜕) + 𝐹𝐹(𝜕𝜕) （数式 3.5-16） 

𝑊𝑊𝑖𝑖：風上重み関数 
𝐹𝐹(𝜕𝜕)を境界条件を満たすように求め、（数式 3.5-16）に代入すると以下となる。 

 

𝑊𝑊1(𝜕𝜕) =
1
4

(2 − 3𝛼𝛼 − 2𝜕𝜕 + 3𝛼𝛼𝜕𝜕2) 

𝑊𝑊2(𝜕𝜕) =
1
4

(2 + 3𝛼𝛼 + 2𝜕𝜕 − 3𝛼𝛼𝜕𝜕2) 

（数式 3.5-17） 

α：上流パラメータ 
 
 （数式 3.5-15）の重み関数を形状関数から風上重み関数へ変更した場合、以下となる。 
 

�� 𝐷𝐷
𝑑𝑑𝑊𝑊𝑖𝑖

𝑑𝑑𝜕𝜕

ℎ

0

𝑑𝑑𝑁𝑁𝑗𝑗
𝑑𝑑𝜕𝜕

𝑑𝑑𝜕𝜕 − � 𝑣𝑣
𝑑𝑑𝑊𝑊𝑖𝑖

𝑑𝑑𝜕𝜕𝑣𝑣
𝑁𝑁𝑗𝑗𝑑𝑑𝜕𝜕� 𝑐𝑐𝑗𝑗 = 0 （数式 3.5-18） 

𝑁𝑁𝑖𝑖：形状関数 
 

節点 j を含む要素について、節点 j-1 から j+1 までを（数式 3.5-18）により離散化した式を

以下に示す。節点 j-1 から j+1 までの形状関数を図 3.5-2 に示す。 
 

�� 𝐷𝐷
𝑑𝑑𝑊𝑊2

𝑑𝑑𝜕𝜕

ℎ

0

𝑑𝑑𝑁𝑁1
𝑑𝑑𝜕𝜕

𝑑𝑑𝜕𝜕 − � 𝑣𝑣
𝑑𝑑𝑊𝑊2

𝑑𝑑𝜕𝜕𝑣𝑣
𝑁𝑁1𝑑𝑑𝜕𝜕� 𝑐𝑐𝑗𝑗−1 

+ �� 𝐷𝐷
𝑑𝑑𝑊𝑊2

𝑑𝑑𝜕𝜕

ℎ

0

𝑑𝑑𝑁𝑁2
𝑑𝑑𝜕𝜕

𝑑𝑑𝜕𝜕 −� 𝑣𝑣
𝑑𝑑𝑊𝑊2

𝑑𝑑𝜕𝜕

ℎ

0
𝑁𝑁2𝑑𝑑𝜕𝜕 + � 𝐷𝐷

𝑑𝑑𝑊𝑊1

𝑑𝑑𝜕𝜕

ℎ

0

𝑑𝑑𝑁𝑁1
𝑑𝑑𝜕𝜕

𝑑𝑑𝜕𝜕 − � 𝑣𝑣
𝑑𝑑𝑊𝑊1

𝑑𝑑𝜕𝜕

ℎ

0
𝑁𝑁1𝑑𝑑𝜕𝜕� 𝑐𝑐𝑗𝑗 

（数式 3.5-19） 
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�� 𝐷𝐷
𝑑𝑑𝑊𝑊1

𝑑𝑑𝜕𝜕

ℎ

0

𝑑𝑑𝑁𝑁2
𝑑𝑑𝜕𝜕

𝑑𝑑𝜕𝜕 − � 𝑣𝑣
𝑑𝑑𝑊𝑊1

𝑑𝑑𝜕𝜕𝑣𝑣
𝑁𝑁2𝑑𝑑𝜕𝜕� 𝑐𝑐𝑗𝑗+1 = 0 

𝑁𝑁𝑖𝑖：形状関数 
 
（数式 3.5-19）を実際に積分した結果は以下になる。（数式 3.5-20）は、（数式 3.5-12）と一致

しており、風上法が正しく定式化されていることになる。 
 

�−
𝐷𝐷
ℎ
− 𝑣𝑣 �

1
2

+
𝛼𝛼
2
�� 𝑐𝑐𝑗𝑗−1 + �

𝐷𝐷
ℎ
− 𝑣𝑣 �

1
2
−
𝛼𝛼
2
� +

𝐷𝐷
ℎ
− 𝑣𝑣 �−

1
2
−
𝛼𝛼
2
�� 𝑐𝑐𝑗𝑗 

+ �−
𝐷𝐷
ℎ
− 𝑣𝑣 �−

1
2

+
𝛼𝛼
2
�� 𝑐𝑐𝑗𝑗+1 = 0 

（数式 3.5-20） 

 

図 3.5-2 各要素における形状関数 
 
（２）3D-SEEP に導入した風上法 
（ a ）概要 
本コード化において 3D-SEEP に導入した風上法は、基本的に Huyakorn（1977）(8)および

Huyakorn and Nilkuha（1979）(9)を 3 次元に拡張したものである。また、3 次元有限要素法にお

ける風上法の文献が少ないため、本コード化では、風上法に関する既存解析コードである

LEWASTE を参考にした。 
LEWASTE は、3 次元有限要素法地下水流動・移流分散解析ソフト FEMWATER/LEWASTE(10)

のうち、移流分散を扱うプログラムであり、FEMWATER は、地下水流動を扱うプログラムで

ある。LEWASTE は、世界的に広く使用されているコードで、例えば、地下水中の放射性核

種移行に関する数値計算手法を扱った K.V. Sruthi et al.（2015）(11)では、核種移行に有用な広

く知られているコードとして、「HST3D、FEFLOW、FEMWATER、FEMWASTE、MODFLOW、

MOD-PATH、MT3D、TOUGH 2、FEHM」を挙げている。上記のコードのうち、移流分散解

析のできる有限要素法コードは、FEMWASTE、FEHM であるが、FEHM はソースコードを公

開していない。また、長谷川ほか（2004）(12)では、電力中央研究所が開発した岩盤中の地下

水流動・溶質移行解析コード FEGM/FERM について、FEMWATER/LEWASTE を参考にした

ことが記載されている。 
なお、本コード化で対象とする要素形状は、6 面体要素（8 節点）である。要素の節点番号、

および上流パラメータ位置の関係を図 3.5-3 に示す。なお、1 要素における節点番号の付け方

は、3D-SEEP に準じている。 
 

 N1(x) 

xj-1 xj xj+1 

N2(x) N1(x) N2(x) 

h h 
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図 3.5-3 風上法における要素の節点番号、および上流パラメータ位置の関係 
 
（ b ）風上重み関数 

風上重み関数は、形状関数と同様に、1次元風上重み関数の積とする。この方法は、LEWASTE
において採用されている。1 次元風上重み関数は、以下である。 
 

𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜕𝜕,𝑡𝑡) =
1
4

(2 − 3𝑡𝑡 − 2𝜕𝜕 + 3𝑡𝑡𝜕𝜕2) 

𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜕𝜕,𝑡𝑡) =
1
4

(2 + 3𝑡𝑡 + 2𝜕𝜕 − 3𝑡𝑡𝜕𝜕2) 

（数式 3.5-21） 

𝑊𝑊𝐹𝐹𝑖𝑖：1 次元風上重み関数       𝑡𝑡：上流パラメータ 
 
なお、上流パラメータの値は、辺ごとに設定される。 
 
𝑊𝑊1 = 𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜉𝜉,𝛼𝛼1) ∗ 𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜂𝜂,𝛽𝛽1) ∗ 𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜁𝜁, 𝛾𝛾1) 
𝑊𝑊2 = 𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜉𝜉,𝛼𝛼2) ∗ 𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜂𝜂,𝛽𝛽1) ∗𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜁𝜁, 𝛾𝛾3) 
𝑊𝑊3 = 𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜉𝜉,𝛼𝛼2) ∗ 𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜂𝜂,𝛽𝛽2) ∗𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜁𝜁, 𝛾𝛾4) 
𝑊𝑊4 = 𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜉𝜉,𝛼𝛼1) ∗ 𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜂𝜂,𝛽𝛽2) ∗𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜁𝜁, 𝛾𝛾2) 
𝑊𝑊5 = 𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜉𝜉,𝛼𝛼3) ∗ 𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜂𝜂,𝛽𝛽3) ∗𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜁𝜁, 𝛾𝛾1) 
𝑊𝑊6 = 𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜉𝜉,𝛼𝛼4) ∗ 𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜂𝜂,𝛽𝛽3) ∗𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜁𝜁, 𝛾𝛾3) 
𝑊𝑊7 = 𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜉𝜉,𝛼𝛼4) ∗ 𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜂𝜂,𝛽𝛽4) ∗𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜁𝜁, 𝛾𝛾4) 
𝑊𝑊8 = 𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜉𝜉,𝛼𝛼3) ∗ 𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜂𝜂,𝛽𝛽4) ∗𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜁𝜁, 𝛾𝛾2) 

（数式 3.5-22） 

 
また、風上関数の微分値は以下の式を利用する。 
 

𝑊𝑊𝐷𝐷𝐹𝐹1(𝜕𝜕,𝑡𝑡) =
𝑑𝑑
𝑑𝑑𝜕𝜕

𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜕𝜕,𝑡𝑡) =
1
2

(−1 + 3𝑡𝑡𝜕𝜕) 

𝑊𝑊𝐷𝐷𝐹𝐹2(𝜕𝜕,𝑡𝑡) =
𝑑𝑑
𝑑𝑑𝜕𝜕

𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜕𝜕,𝑡𝑡) =
1
2

(1 − 3𝑡𝑡𝜕𝜕) 

（数式 3.5-23） 

 
𝜕𝜕𝑊𝑊1 𝜕𝜕𝜉𝜉⁄ = 𝑊𝑊𝐷𝐷𝐹𝐹1(𝜉𝜉,𝛼𝛼1) ∗ 𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜂𝜂,𝛽𝛽1) ∗ 𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜁𝜁, 𝛾𝛾1) 
𝜕𝜕𝑊𝑊2 𝜕𝜕𝜉𝜉⁄ = 𝑊𝑊𝐷𝐷𝐹𝐹1(𝜉𝜉,𝛼𝛼2) ∗ 𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜂𝜂,𝛽𝛽1) ∗𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜁𝜁, 𝛾𝛾3) 
𝜕𝜕𝑊𝑊3 𝜕𝜕𝜉𝜉⁄ = 𝑊𝑊𝐷𝐷𝐹𝐹2(𝜉𝜉,𝛼𝛼2) ∗ 𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜂𝜂,𝛽𝛽2) ∗𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜁𝜁, 𝛾𝛾4) 
𝜕𝜕𝑊𝑊4 𝜕𝜕𝜉𝜉⁄ = 𝑊𝑊𝐷𝐷𝐹𝐹2(𝜉𝜉,𝛼𝛼1) ∗ 𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜂𝜂,𝛽𝛽2) ∗𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜁𝜁, 𝛾𝛾2) 
𝜕𝜕𝑊𝑊5 𝜕𝜕𝜉𝜉⁄ = 𝑊𝑊𝐷𝐷𝐹𝐹1(𝜉𝜉,𝛼𝛼3) ∗ 𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜂𝜂,𝛽𝛽3) ∗𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜁𝜁, 𝛾𝛾1) 
𝜕𝜕𝑊𝑊6 𝜕𝜕𝜉𝜉⁄ = 𝑊𝑊𝐷𝐷𝐹𝐹1(𝜉𝜉,𝛼𝛼4) ∗ 𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜂𝜂,𝛽𝛽3) ∗𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜁𝜁, 𝛾𝛾3) 
𝜕𝜕𝑊𝑊7 𝜕𝜕𝜉𝜉⁄ = 𝑊𝑊𝐷𝐷𝐹𝐹2(𝜉𝜉,𝛼𝛼4) ∗ 𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜂𝜂,𝛽𝛽4) ∗𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜁𝜁, 𝛾𝛾4) 
𝜕𝜕𝑊𝑊8 𝜕𝜕𝜉𝜉⁄ = 𝑊𝑊𝐷𝐷𝐹𝐹2(𝜉𝜉,𝛼𝛼3) ∗ 𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜂𝜂,𝛽𝛽4) ∗𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜁𝜁, 𝛾𝛾2) 

（数式 3.5-24） 

 

① 

② ③ 

④ 

⑤ 

⑥ ⑦ 

⑧ 

α1 

ξ 

η 

ζ 

α2 

α4 

α3 

β1 β2 

β3 β4 

γ1 

γ2 

γ3 
γ4 

α1：①-④ 

α2：②-③ 

α3：⑤-⑧ 

α4：⑥-⑦ 

β1：①-② 

β2：④-③ 

β3：⑤-⑥ 

β4：⑧-⑦ 

γ1：①-⑤ 

γ2：④-⑧ 

γ3：②-⑥ 

γ4：③-⑦ 
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𝜕𝜕𝑊𝑊1 𝜕𝜕𝜂𝜂⁄ = 𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜉𝜉,𝛼𝛼1) ∗𝑊𝑊𝐷𝐷𝐹𝐹1(𝜂𝜂,𝛽𝛽1) ∗ 𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜁𝜁, 𝛾𝛾1) 
𝜕𝜕𝑊𝑊2 𝜕𝜕𝜂𝜂⁄ = 𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜉𝜉,𝛼𝛼2) ∗𝑊𝑊𝐷𝐷𝐹𝐹2(𝜂𝜂,𝛽𝛽1) ∗𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜁𝜁, 𝛾𝛾3) 
𝜕𝜕𝑊𝑊3 𝜕𝜕𝜂𝜂⁄ = 𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜉𝜉,𝛼𝛼2) ∗𝑊𝑊𝐷𝐷𝐹𝐹2(𝜂𝜂,𝛽𝛽2) ∗𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜁𝜁, 𝛾𝛾4) 
𝜕𝜕𝑊𝑊4 𝜕𝜕𝜂𝜂⁄ = 𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜉𝜉,𝛼𝛼1) ∗𝑊𝑊𝐷𝐷𝐹𝐹1(𝜂𝜂,𝛽𝛽2) ∗𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜁𝜁, 𝛾𝛾2) 
𝜕𝜕𝑊𝑊5 𝜕𝜕𝜂𝜂⁄ = 𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜉𝜉,𝛼𝛼3) ∗𝑊𝑊𝐷𝐷𝐹𝐹1(𝜂𝜂,𝛽𝛽3) ∗𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜁𝜁, 𝛾𝛾1) 
𝜕𝜕𝑊𝑊6 𝜕𝜕𝜂𝜂⁄ = 𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜉𝜉,𝛼𝛼4) ∗𝑊𝑊𝐷𝐷𝐹𝐹2(𝜂𝜂,𝛽𝛽3) ∗𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜁𝜁, 𝛾𝛾3) 
𝜕𝜕𝑊𝑊7 𝜕𝜕𝜂𝜂⁄ = 𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜉𝜉,𝛼𝛼4) ∗𝑊𝑊𝐷𝐷𝐹𝐹2(𝜂𝜂,𝛽𝛽4) ∗𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜁𝜁, 𝛾𝛾4) 
𝜕𝜕𝑊𝑊8 𝜕𝜕𝜂𝜂⁄ = 𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜉𝜉,𝛼𝛼3) ∗𝑊𝑊𝐷𝐷𝐹𝐹1(𝜂𝜂,𝛽𝛽4) ∗𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜁𝜁, 𝛾𝛾2) 

（数式 3.5-25） 

 
𝜕𝜕𝑊𝑊1 𝜕𝜕𝜁𝜁⁄ = 𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜉𝜉,𝛼𝛼1) ∗𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜂𝜂,𝛽𝛽1) ∗ 𝑊𝑊𝐷𝐷𝐹𝐹1(𝜁𝜁, 𝛾𝛾1) 
𝜕𝜕𝑊𝑊2 𝜕𝜕𝜁𝜁⁄ = 𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜉𝜉,𝛼𝛼2) ∗ 𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜂𝜂,𝛽𝛽1) ∗ 𝑊𝑊𝐷𝐷𝐹𝐹1(𝜁𝜁, 𝛾𝛾3) 
𝜕𝜕𝑊𝑊3 𝜕𝜕𝜁𝜁⁄ = 𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜉𝜉,𝛼𝛼2) ∗ 𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜂𝜂,𝛽𝛽2) ∗𝑊𝑊𝐷𝐷𝐹𝐹1(𝜁𝜁, 𝛾𝛾4) 
𝜕𝜕𝑊𝑊4 𝜕𝜕𝜁𝜁⁄ = 𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜉𝜉,𝛼𝛼1) ∗ 𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜂𝜂,𝛽𝛽2) ∗ 𝑊𝑊𝐷𝐷𝐹𝐹1(𝜁𝜁, 𝛾𝛾2) 
𝜕𝜕𝑊𝑊5 𝜕𝜕𝜁𝜁⁄ = 𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜉𝜉,𝛼𝛼3) ∗ 𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜂𝜂,𝛽𝛽3) ∗ 𝑊𝑊𝐷𝐷𝐹𝐹2(𝜁𝜁, 𝛾𝛾1) 
𝜕𝜕𝑊𝑊6 𝜕𝜕𝜁𝜁⁄ = 𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜉𝜉,𝛼𝛼4) ∗ 𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜂𝜂,𝛽𝛽3) ∗𝑊𝑊𝐷𝐷𝐹𝐹2(𝜁𝜁, 𝛾𝛾3) 
𝜕𝜕𝑊𝑊7 𝜕𝜕𝜁𝜁⁄ = 𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜉𝜉,𝛼𝛼4) ∗ 𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜂𝜂,𝛽𝛽4) ∗ 𝑊𝑊𝐷𝐷𝐹𝐹2(𝜁𝜁, 𝛾𝛾4) 
𝜕𝜕𝑊𝑊8 𝜕𝜕𝜁𝜁⁄ = 𝑊𝑊𝐹𝐹2(𝜉𝜉,𝛼𝛼3) ∗ 𝑊𝑊𝐹𝐹1(𝜂𝜂,𝛽𝛽4) ∗ 𝑊𝑊𝐷𝐷𝐹𝐹2(𝜁𝜁, 𝛾𝛾2) 

（数式 3.5-26） 

 
（ c ）風上重み関数を用いた離散化 

風上法においては、離散化における移流項、分散項の重み関数をガラーキン法の形状関数

から風上重み関数へ変換する。移流項、移流マトリックス、移流フラックスマトリックスは、

以下になる。 
 

(移流項)＝� 𝑊𝑊𝑖𝑖�∇𝑢𝑢�⃑ 𝑁𝑁𝑗𝑗�
𝑣𝑣

𝑑𝑑𝑉𝑉 （数式 3.5-27） 

𝑊𝑊𝑖𝑖：風上重み関数   
 

�𝑈𝑈𝑖𝑖𝑗𝑗� = −� (∇𝑊𝑊𝑖𝑖) ∙ 𝑢𝑢�⃑ 𝑁𝑁𝑗𝑗
𝑣𝑣

𝑑𝑑𝑉𝑉 （数式 3.5-28） 

 

�𝑆𝑆𝑖𝑖𝑗𝑗� = � 𝑊𝑊𝑖𝑖𝑁𝑁𝑗𝑗(𝑢𝑢�⃑ ∙ 𝑛𝑛�⃑ )
𝑠𝑠

𝑑𝑑𝑆𝑆 （数式 3.5-29） 

 
分散項、分散マトリックス、分散フラックスマトリックスについては、以下となる。 

 

(分散項) = −� 𝑊𝑊𝑖𝑖�𝑫𝑫∇𝑁𝑁𝑗𝑗�
𝑣𝑣

𝑑𝑑𝑉𝑉 （数式 3.5-30） 

 

�𝐴𝐴𝑖𝑖𝑗𝑗� = � (∇𝑊𝑊𝑖𝑖) ∙ �𝑫𝑫∇𝑁𝑁𝑗𝑗�
𝑣𝑣

𝑑𝑑𝑉𝑉 （数式 3.5-31） 

 

�𝑞𝑞𝑖𝑖𝑗𝑗� = −� 𝑊𝑊𝑖𝑖�𝑫𝑫∇𝑁𝑁𝑗𝑗 ∙ 𝑛𝑛�⃑ �
𝑠𝑠

𝑑𝑑𝑆𝑆 （数式 3.5-32） 

 
境界フラックスに関しては、以下の通りである。 
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① 第 2’ 種境界条件（既知分散フラックス） 
境界分散フラックスは、以下となる。 

 

{𝑞𝑞2′} = � 𝑊𝑊𝑖𝑖𝑞𝑞𝑑𝑑
𝑠𝑠2′

𝑑𝑑𝑆𝑆 （数式 3.5-33） 

𝑞𝑞2′：境界分散フラックス 
 
② 第 2 種境界条件（既知濃度勾配） 

濃度勾配から境界分散フラックスを求める式は、それぞれ|𝑛𝑛𝑟𝑟|、�𝑛𝑛𝑦𝑦�、および|𝑛𝑛𝐵𝐵|が最大の

場合について、以下となる。 
 

{𝑞𝑞2} = −� {𝑊𝑊𝑖𝑖(𝑫𝑫∇𝑐𝑐)} ∙ 𝑛𝑛�⃑
𝑠𝑠

𝑑𝑑𝑆𝑆 

= � �𝑊𝑊𝑖𝑖 �𝑫𝑫�

𝑞𝑞𝑟𝑟
𝑛𝑛𝑟𝑟
0
0

��� ∙ 𝑛𝑛�⃑
𝑠𝑠2

𝑑𝑑𝑆𝑆 

 

+�

⎩
⎪⎪
⎨

⎪⎪
⎧

𝑊𝑊𝑖𝑖

⎣
⎢
⎢
⎢
⎢
⎢
⎡

𝑫𝑫�
0

𝑛𝑛𝑦𝑦
𝑛𝑛𝑟𝑟

𝑛𝑛𝐵𝐵
𝑛𝑛𝑟𝑟

0 −1 0
0 0 −1

�   

⎝

⎜⎜
⎜
⎛

𝜕𝜕𝑁𝑁𝑗𝑗
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝑁𝑁𝑗𝑗
𝜕𝜕𝑦𝑦
𝜕𝜕𝑁𝑁𝑗𝑗
𝜕𝜕𝑧𝑧 ⎠

⎟⎟
⎟
⎞
𝑐𝑐𝑗𝑗

⎦
⎥
⎥
⎥
⎥
⎥
⎤

⎭
⎪⎪
⎬

⎪⎪
⎫

∙ 𝑛𝑛�⃑
𝑠𝑠2

𝑑𝑑𝑆𝑆 = {𝑞𝑞21} + [𝑞𝑞22]{𝑐𝑐} 

（数式 3.5-34） 

 

{𝑞𝑞2} = � �𝑊𝑊𝑖𝑖 �𝑫𝑫�

0
𝑞𝑞𝑟𝑟
𝑛𝑛𝑦𝑦
0

��� ∙ 𝑛𝑛�⃑
𝑠𝑠2

𝑑𝑑𝑆𝑆 

+�

⎩
⎪⎪
⎨

⎪⎪
⎧

𝑊𝑊𝑖𝑖

⎣
⎢
⎢
⎢
⎢
⎢
⎡

𝑫𝑫�

−1 0 0
𝑛𝑛𝑟𝑟
𝑛𝑛𝑦𝑦

0
𝑛𝑛𝐵𝐵
𝑛𝑛𝑦𝑦

0 0 −1

�   

⎝

⎜⎜
⎜
⎛

𝜕𝜕𝑁𝑁𝑗𝑗
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝑁𝑁𝑗𝑗
𝜕𝜕𝑦𝑦
𝜕𝜕𝑁𝑁𝑗𝑗
𝜕𝜕𝑧𝑧 ⎠

⎟⎟
⎟
⎞
𝑐𝑐𝑗𝑗

⎦
⎥
⎥
⎥
⎥
⎥
⎤

⎭
⎪⎪
⎬

⎪⎪
⎫

∙ 𝑛𝑛�⃑
𝑠𝑠2

𝑑𝑑𝑆𝑆 

（数式 3.5-35） 

 

{𝑞𝑞2} = � �𝑊𝑊𝑖𝑖 �𝑫𝑫�

0
0
𝑞𝑞𝑟𝑟
𝑛𝑛𝐵𝐵

��� ∙ 𝑛𝑛�⃑
𝑠𝑠2

𝑑𝑑𝑆𝑆 

+�

⎩
⎪⎪
⎨

⎪⎪
⎧

𝑊𝑊𝑖𝑖

⎣
⎢
⎢
⎢
⎢
⎢
⎡

𝑫𝑫�

−1 0 0
0 −1 0
𝑛𝑛𝑟𝑟
𝑛𝑛𝐵𝐵

𝑛𝑛𝑦𝑦
𝑛𝑛𝐵𝐵

0
�   

⎝

⎜⎜
⎜
⎛

𝜕𝜕𝑁𝑁𝑗𝑗
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝑁𝑁𝑗𝑗
𝜕𝜕𝑦𝑦
𝜕𝜕𝑁𝑁𝑗𝑗
𝜕𝜕𝑧𝑧 ⎠

⎟⎟
⎟
⎞
𝑐𝑐𝑗𝑗

⎦
⎥
⎥
⎥
⎥
⎥
⎤

⎭
⎪⎪
⎬

⎪⎪
⎫

∙ 𝑛𝑛�⃑
𝑠𝑠2

𝑑𝑑𝑆𝑆 

（数式 3.5-36） 

 
③ 第 3 種境界条件（既知全フラックス） 
 境界移流フラックス、分散フラックス、全フラックスは、それぞれ、以下となる。 
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{𝑞𝑞3𝑤𝑤} = � 𝑊𝑊𝑖𝑖𝑞𝑞𝑤𝑤
𝑠𝑠3

𝑑𝑑𝑆𝑆 （数式 3.5-37） 

 

{𝑞𝑞3𝑑𝑑} = � 𝑊𝑊𝑖𝑖𝑞𝑞𝑑𝑑
𝑠𝑠3

𝑑𝑑𝑆𝑆 （数式 3.5-38） 

 

{𝑞𝑞3} = {𝑞𝑞3𝑤𝑤} + {𝑞𝑞3𝑑𝑑} = � 𝑊𝑊𝑖𝑖
𝑠𝑠3

(𝑞𝑞𝑤𝑤 + 𝑞𝑞𝑑𝑑)𝑑𝑑𝑆𝑆 = � 𝑊𝑊𝑖𝑖𝑞𝑞𝑤𝑤
𝑠𝑠3

𝑑𝑑𝑆𝑆 （数式 3.5-39） 

 
（ d ）上流パラメータ最適値の計算方法 
上流パラメータ最適値計算の基本的な考え方は、LEWASTE のコード内容を参考にした。

LEWASTE では、上流パラメータの値を入力値とせず、コード内で最適値を自動計算する手

法が採用されている。 
3 次元解析において、上流パラメータ最適値を求める方法は、1 次元において局所ペクレ数

により最適値を求める（数式 3.5-10）の考え方と同じである。ただし、3 次元である流速、お

よび分散係数を 1 次元におけるスカラー値に変換し、その値から局所ペクレ数に相当する値

を求める必要がある。 
LEWASTE では、3 次元の 6 面体要素の各辺に対し、局所ペクレ数式の分子に相当する（間

隙流速×要素長さ）を変数𝑉𝑉𝑒𝑒𝑒𝑒𝐿𝐿𝑒𝑒𝑛𝑛とし、以下の式により求めている。変数𝑉𝑉𝑒𝑒𝑒𝑒𝐿𝐿𝑒𝑒𝑛𝑛の計算にお

いては、辺を構成する 2 節点の間隙流速平均値、および単位辺ベクトルの内積を「辺におけ

る間隙流速（辺間隙流速）」とみなしている。 
 

 𝑉𝑉𝑒𝑒𝑒𝑒𝐿𝐿𝑒𝑒𝑛𝑛 = 𝐷𝐷𝐶𝐶𝑆𝑆𝑇𝑇 ∙ 𝑆𝑆𝑑𝑑𝑉𝑉𝑒𝑒𝑒𝑒 

  𝑆𝑆𝑑𝑑𝑉𝑉𝑒𝑒𝑒𝑒 = (𝐷𝐷𝐶𝐶𝑆𝑆𝑟𝑟 𝐷𝐷𝐶𝐶𝑆𝑆𝑦𝑦 𝐷𝐷𝐶𝐶𝑆𝑆𝐵𝐵)�
𝑣𝑣𝑟𝑟
𝑣𝑣𝑦𝑦
𝑣𝑣𝐵𝐵
� 

（数式 3.5-40） 

𝐷𝐷𝐶𝐶𝑆𝑆𝑟𝑟、𝐷𝐷𝐶𝐶𝑆𝑆𝑦𝑦、𝐷𝐷𝐶𝐶𝑆𝑆𝐵𝐵：単位辺ベクトルの x、y、z 成分 
𝑣𝑣𝑟𝑟、𝑣𝑣𝑦𝑦、𝑣𝑣𝐵𝐵：辺を構成する 2 節点の間隙流速平均値 x、y、z 成分 
DCST：辺の長さ 
𝑆𝑆𝑑𝑑𝑉𝑉𝑒𝑒𝑒𝑒: 辺における間隙流速（辺間隙流速） 

 
辺における分散係数 DAL は、以下の式により求められる。この式では、辺における分散ベ

クトルを求め、そのベクトルと単位辺ベクトルの内積を分散係数としている。分散ベクトル

は、分散係数テンソルと単位辺ベクトルの行列積として求めている。これは、辺方向の単位

濃度勾配により、辺に発生する分散ベクトルの大きさに相当する。 
 

 𝐷𝐷𝐴𝐴𝐿𝐿 =  (𝐷𝐷𝐶𝐶𝑆𝑆𝑟𝑟 𝐷𝐷𝐶𝐶𝑆𝑆𝑦𝑦 𝐷𝐷𝐶𝐶𝑆𝑆𝐵𝐵) ∙ ��
𝐷𝐷𝑟𝑟𝑟𝑟 𝐷𝐷𝑟𝑟𝑦𝑦 𝐷𝐷𝑟𝑟𝐵𝐵
𝐷𝐷𝑟𝑟𝑦𝑦 𝐷𝐷𝑦𝑦𝑦𝑦 𝐷𝐷𝑦𝑦𝐵𝐵
𝐷𝐷𝑟𝑟𝐵𝐵 𝐷𝐷𝑦𝑦𝐵𝐵 𝐷𝐷𝐵𝐵𝐵𝐵

��
𝐷𝐷𝐶𝐶𝑆𝑆𝑟𝑟
𝐷𝐷𝐶𝐶𝑆𝑆𝑦𝑦
𝐷𝐷𝐶𝐶𝑆𝑆𝐵𝐵

�� 
（数式 3.5-41） 

 

𝐷𝐷𝑟𝑟𝑟𝑟 = 𝐴𝐴𝐿𝐿
𝑣𝑣𝑟𝑟𝑣𝑣𝑟𝑟
|𝑉𝑉|

+ 𝐴𝐴𝑇𝑇
𝑣𝑣𝑦𝑦𝑣𝑣𝑦𝑦 + 𝑣𝑣𝐵𝐵𝑣𝑣𝐵𝐵

|𝑉𝑉|
+ 𝐷𝐷𝑑𝑑𝑖𝑖𝑑𝑑 

𝐷𝐷𝑦𝑦𝑦𝑦 = 𝐴𝐴𝐿𝐿
𝑣𝑣𝑦𝑦𝑣𝑣𝑦𝑦
|𝑉𝑉|

+ 𝐴𝐴𝑇𝑇
𝑣𝑣𝑟𝑟𝑣𝑣𝑟𝑟 + 𝑣𝑣𝐵𝐵𝑣𝑣𝐵𝐵

|𝑉𝑉|
+ 𝐷𝐷𝑑𝑑𝑖𝑖𝑑𝑑 

𝐷𝐷𝐵𝐵𝐵𝐵 = 𝐴𝐴𝐿𝐿
𝑣𝑣𝐵𝐵𝑣𝑣𝐵𝐵
|𝑉𝑉|

+ 𝐴𝐴𝑇𝑇
𝑣𝑣𝑟𝑟𝑣𝑣𝑟𝑟 + 𝑣𝑣𝑦𝑦𝑣𝑣𝑦𝑦

|𝑉𝑉|
+ 𝐷𝐷𝑑𝑑𝑖𝑖𝑑𝑑 

𝐷𝐷𝑟𝑟𝑦𝑦 = 𝐴𝐴𝐿𝐿𝐴𝐴𝑇𝑇
𝑣𝑣𝑟𝑟𝑣𝑣𝑦𝑦
|𝑉𝑉|

 

（数式 3.5-42） 
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𝐷𝐷𝑟𝑟𝐵𝐵 = 𝐴𝐴𝐿𝐿𝐴𝐴𝑇𝑇
𝑣𝑣𝑟𝑟𝑣𝑣𝐵𝐵
|𝑉𝑉|

 

𝐷𝐷𝑦𝑦𝐵𝐵 = 𝐴𝐴𝐿𝐿𝐴𝐴𝑇𝑇
𝑣𝑣𝑦𝑦𝑣𝑣𝐵𝐵
|𝑉𝑉|

 

AL：縦方向分散長  AT：横方向分散長 Ddif：分子拡散係数 
|𝑉𝑉|：間隙流速絶対値 

 
各辺においては、以下の式により上流パラメータ最適値𝛼𝛼𝑜𝑜𝑝𝑝𝑤𝑤が算出される。これは、辺に

おける局所ペクレ数を VelLen/DAL として求めたことに相当する。 
 

 𝛼𝛼𝑜𝑜𝑝𝑝𝑤𝑤 = 𝑐𝑐𝑐𝑐𝜕𝜕ℎ �𝑉𝑉𝑤𝑤𝑒𝑒𝐿𝐿𝑤𝑤𝑛𝑛
2∙𝐷𝐷𝐴𝐴𝐿𝐿

� − 2∙𝐷𝐷𝐴𝐴𝐿𝐿
𝑉𝑉𝑤𝑤𝑒𝑒𝐿𝐿𝑤𝑤𝑛𝑛

 （数式 3.5-43） 

 
なお、従来の 3D-SEEP では、節点間隙流速を計算する機能がなかったため、この機能を整

備した。節点間隙流速は、節点が属する要素のダルシー流速に対し、要素体積、および空隙

率を考慮した以下の式により計算した。なお、要素 j は節点 i が属する要素であり、要素 j を
構成する節点の 1 個が i である。 

 
 𝑉𝑉𝑁𝑁𝑖𝑖 = �∑ 𝑉𝑉𝐸𝐸𝑗𝑗𝑗𝑗 ∙ 𝑉𝑉𝑐𝑐𝑒𝑒𝑗𝑗 ∙ 𝑆𝑆𝑐𝑐𝑟𝑟𝑗𝑗�/�∑ 𝑉𝑉𝑐𝑐𝑒𝑒𝑗𝑗 ∙ 𝑆𝑆𝑐𝑐𝑟𝑟𝑗𝑗𝑗𝑗 � （数式 3.5-44） 

𝑉𝑉𝑁𝑁𝑖𝑖：節点 i の間隙流速  𝑉𝑉𝐸𝐸𝑗𝑗：要素 j のダルシー流速 
𝑉𝑉𝑐𝑐𝑒𝑒𝑗𝑗：要素 j の体積  𝑆𝑆𝑐𝑐𝑟𝑟𝑗𝑗：要素 j の間隙率 
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3.5.3 塩分濃度解析の可変濃度境界条件への対応 
（１）概要 

3D-SEEP では地下水流動の可変境界条件として、浸出点条件、ライン水位条件、および、

涵養量コントロール条件が整備されており、可変境界条件においては節点の地下水流向に応

じて境界条件が変わるものとしている。  
本コード改良では、地下水流動解析の可変境界条件に対して整合的に塩分濃度解析の境界

条件が変わるように、3D-SEEP の塩分濃度解析の境界条件に関する設定方法を新たに導入し

た。なお、可変濃度境界条件の導入にあたって、ソースコードが公開されている 3 次元有限

要素法による地下水流動・移流分散解析プログラム Dtransu-3D・EL(5)(6)(7)を参考にした。 
 

（２）可変境界条件への対応における拡張 
移流分散解析における可変境界条件は、境界面に対する地下水流向により移流分散の境界

条件を切り替える手法である。例えば海底面を境界面として、境界面の地下水流向が流入側

（海水→海底地層）である場合に既知濃度境界条件（濃度=塩水濃度）、流出側（海底地層→

海水）にある場合は濃度を特定しない境界条件（分散フラックスゼロなど）とする。この場

合、流入水の濃度が塩水に等しく、流出水の濃度は解析モデル内の地下水濃度に等しくなり、

実際の流出入現象に近い条件となる。 
Dtransu-3D では、移流分散解析時の濃度境界条件を変数 KODEC により定義している。可

変境界条件の場合、KODEC の値が解析結果（地下水流向）により、切り替わる。表 3.5-1 に

Dtransu-3D 移流分散解析の境界条件値（KODEC）に対する処理内容を示す。球界条件値－7~
－4 が可変境界条件になる。可変境界条件における既知濃度節点の濃度は、0.0、または 1.0
のどちらかである。 

本コード改良においては、Dtransu-3D と同様に、地下水流向に応じて移流分散の境界条件

を変更する方法を導入した。ただし、Dtransu-3D にない機能として、既知濃度となる節点の

濃度は、解析者が入力ファイルにより設定できるようにした。 
移流分散解析における可変境界条件は、地下水流動において可変境界条件を導入している

「涵養量コントロール条件」、「ライン水位条件」、「浸出点条件」について導入する。移流分

散解析における可変境界条件の設定は、ライン水位条件では、ライン水位線ごとにライン水

位下節点とライン水位上節点に分けて設定する。一方、涵養量コントロール条件、浸出点条

件は、そのような場合分けをせず、涵養量コントロール条件、浸出点条件全体で設定する。 
この方法では、入力ファイルにおける涵養量コントロール条件、浸出点条件、およびライ

ン水位条件それぞれに対し、採用する可変境界条件番号、および、設定流出濃度、設定流入

濃度を入力する。3D-SEEP 塩分濃度解析における可変境界条件番号と内容の関係を表 3.5-2
に示す。 
境界条件番号入力値が設定された可変境界条件は、該当する節点にこれらの条件番号が初

期値として与えられる。節点の境界条件は、流向により、既知濃度条件、既知フラックス条

件が切り替わる。例えば、初期境界条件が 1 の節点は、流出時（既知フラックス）は境界条

件番号 1、流入時（既知濃度）は境界条件番号-1 となる。 
境界条件は、6 種類あるが、実際の解析においては、ほとんど境界条件 1 を使用すると予

想される。例えば、海底面の場合は、流入濃度を 1.0（塩水濃度）とすれば良い。また、地層

中の塩水洗い出しなどを想定して降雨に濃度を設定する場合、流入濃度を 0.0（淡水濃度）と

すれば良い。 
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表 3.5-1 Dtransu-3D 移流分散解析の境界条件値（KODEC）に対する処理内容 

境界条件

（KODEC） 
入力値 

地下水 
流向 

境界条件の内容 

0  濃度未知（解析により濃度が求まる） 
1  濃度既知 
-4 流出 濃度=1.0 に固定 

流入 濃度未知 
-5 流出 濃度未知 

流入 濃度=1.0 に固定 
-6 流出 濃度=1.0 に固定 

流入 濃度=0.0 に固定 
-7 流出 濃度=0.0 に固定 

流入 濃度=1.0 に固定 
 

表 3.5-2 3D-SEEP 塩分濃度解析における可変境界条件番号と内容の関係 
境界条件 
番号入力

値 

地下

水 
流向 

可変境界条件の内容 

0  設定濃度、設定フラックス条件を使用 
1 流出 【既知フラックス】 

［移流項にグリーンの定理を適用］全フラックス=0 
［移流項にグリーンの定理を非適用］分散フラックス=0 

流入 【既知濃度】濃度=設定流入濃度 
2 流出 【既知濃度】濃度=設定流出濃度 

流入 【既知フラックス】 
［移流項にグリーンの定理を適用］全フラックス=0 
［移流項にグリーンの定理を非適用］分散フラックス=0 

3 流出 【既知濃度】濃度=設定流出濃度 
流入 【既知濃度】濃度= 設定流入濃度 

5 流出 【既知フラックス】フラックス＝設定フラックス条件 
流入 【既知濃度】濃度=設定流入濃度 

6 流出 【既知濃度】濃度=設定流出濃度 
流入 【既知フラックス】フラックス＝設定フラックス条件 
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3.5.4 検証計算 
ここでは、本年度整備した機能を使用して、密度流解析のベンチマーク計算として知られ

る Henry 問題(2)(3)(4)と、より現実的な場を想定した条件での洗い出し解析を実施し、既存の地

下水流動・移流分散解析コード（Dtransu-3D・EL）(5)(7)との比較により、妥当な結果が得られ

ることを確認した。 
 
（１）Henry 問題 
（ a ）はじめに 

Henry（1964）(2)は、塩水濃度の密度依存性の効果と塩分の拡散を含めて、塩水の浸透をシ

ミュレートする最初の数値計算アルゴリズムを開発した。この論文では、理想化された侵入

問題が提示され、準解析解を用いて定常状態の塩分布について解かれている。その後、この

Henry 問題は塩水侵入シミュレーションコードの検証のためのテストケースとして広く使用

されている。ここでは、Croucher and O’Sullivan（1995）(3)および Simpson and Clement（2004）
(4)を参考に Henry 問題の解析条件を設定した。 
 
（ b ）解析条件 

ヘンリー問題では、鉛直断面において、上下の不透水境界によって閉じられた均質な等方

性帯水層を通過する（図 3.5-4）。淡水の一定の流入が左側の端部に適用され、右側の端部は、

定常状態の海水にさらされる。塩水は、反対側の淡水流入と平衡に達するまで、海側から侵

入する。およそ 100 分で平衡に達すると報告されている(3)ことから、ここでは 100 分まで計

算した。 
 

 
図 3.5-4 Henry 問題（Croucher and O’Sullivan, 1995 より）(3) 

 
また、Simpson and Clement (2004)(4)に掲載されたパラメータ（表 3.5-3）を使用した。 

 
表 3.5-3 Henry 問題の標準的な計算条件（Simpson and Clement, 2004 より）(4) 

 
（ c ）解析モデルと解析ケース 

解析メッシュモデルは、図 3.5-5 のような 0.1m メッシュをベースとして、メッシュ幅を 1/2
倍、1/4 倍 n に細かくした解析ケースを設定した（表 3.5-4）。なお、Pe 数は左側境界におけ
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る涵養量（Q=6.6×10-5 m2/s を左側境界の長さである 1m で割った値 6.6×10-5 m/s を流速とし

た）から計算しているため、目安である。Δt はすべてのケースで 1 秒とした。これは、表 3.5-4
におけるクーラン数が 1 になるΔt に比べて十分小さい値である。 

また、図 3.5-5 の右側の境界条件に関しては、既存の固定濃度境界と本年度整備した可変

濃度境界（Dtransu では濃度浸透面境界と呼ばれる）で解が異なるので、各解析ケースに対し

て、それぞれの境界条件で計算を行った。さらに、3D-SEEP に関しては、既存のガラーキン

法および本年度整備した風上法でそれぞれ計算を行った。 
 

 
図 3.5-5 解析メッシュモデル 

 
表 3.5-4 各解析ケースにおけるメッシュサイズの設定とペクレ数（Pe）及びクーラン数（Cr）

=1 に対応する時間刻み 

 
※ 各解析ケースに対して固定濃度境界と可変濃度境界をそれぞれ実施。 
※ 3D-SEEP に関しては、各解析ケースに対して、ガラーキン法と風上法を実施。 
  

Case x分割数 z分割数 要素数 節点数 Δx(m) Δz(m) Pe Δt(s) Cr
1 20 10 200 462 0.1 0.1 1 530.30 1
2 40 20 800 1722 0.05 0.05 0.5 265.15 1
3 80 40 3200 6642 0.025 0.025 0.25 132.58 1
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（ d ）解析結果 
 

① Case 1（Δx=Δz=0.1m、Pe=1） 
Case 1（Δx=Δz=0.1m、Pe=1）における塩分濃度分布のコンター図を図 3.5-6 に示す。 
3D-SEEP の従来の解法であるガラーキン法では、固定濃度境界および可変濃度境界ともに、

右上部分に不連続な濃度が現れている。これは、図 3.5-7 の流速分布に示すように右上の浸

出点付近の流速が 4×10-4 m/s となっており、ペクレ数算定の基準流速とした 6.6×10-5 m/s よ
りも大きく、この付近の局所ペクレ数が 6 倍程度大きくなっているため、ガラーキン法では

安定的に解くことができなかったものと考えられる。 
一方、本年度新たに導入した 3D-SEEP の風上法に関しては、右上の浸出点付近で局所ペク

レ数が大きくなっているにもかかわらず、固定濃度境界および可変濃度境界ともに、安定し

た結果が得られており、Dtransu-3D・EL とほぼ同様の結果が得られている。 
また、Dtransu-3D・EL の可変濃度境界では、可変濃度境界を設定した右側付近で鉛直方向

に不連続な濃度分布が見られるのに対して、3D-SEEP の風上法の可変濃度境界では、同箇所

において鉛直方向に連続な濃度分布となっており、Dtransu-3D・EL に比べても安定した結果

が得られていることがわかる。 
各計算条件における X=1.9m 位置での鉛直方向の濃度分布（図 3.5-8）をみると、固定濃度

境界の場合、Z が 1m に近づくにつれて、Dtransu-3D・EL＞風上法＞ガラーキン法の順で値が

大きい傾向にあり、ガラーキン法では Z=0.9m 以上で負の濃度が見られる。可変濃度境界の場

合、3D-SEEP の風上法と、Dtransu-3D・EL は比較的よく一致しているに対して、3D-SEEP の

ガラーキン法は、風上法や Dtransu-3D・EL と大きく異なり、安定した結果が得られていない

ことがわかる。 
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固定濃度境界 可変濃度境界 

 
3D-SEEP：ガラーキン法 

 
3D-SEEP：ガラーキン法 

 
3D-SEEP：風上法 

 
3D-SEEP：風上法 

 
Dtransu-3D・EL 

 
Dtransu-3D・EL 

図 3.5-6 塩分濃度分布：Case 1（Δx=Δz=0.1m、Pe=1） 
  

不連続な分布 不連続な分布 
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固定濃度境界 可変濃度境界 

 
3D-SEEP：ガラーキン法 

 
3D-SEEP：ガラーキン法 

 
3D-SEEP：風上法 

 
3D-SEEP：風上法 

 
Dtransu-3D・EL 

 
Dtransu-3D・EL 

図 3.5-7 流速分布：Case 1（Δx=Δz=0.1m、Pe=1） 
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固定濃度境界 可変濃度境界 

 

 

 

 
図 3.5-8 X=1.9m 位置での鉛直方向の濃度分布：Case 1（Δx=Δz=0.1m、Pe=1） 

 
  

1.9 0 9.682E-01 9.654E-01 9.621E-01
1.9 0.1 9.590E-01 9.584E-01 9.552E-01
1.9 0.2 9.382E-01 9.366E-01 9.338E-01
1.9 0.3 9.008E-01 8.977E-01 8.951E-01
1.9 0.4 8.413E-01 8.362E-01 8.327E-01
1.9 0.5 7.516E-01 7.460E-01 7.480E-01
1.9 0.6 6.222E-01 6.232E-01 6.398E-01
1.9 0.7 4.446E-01 4.698E-01 5.189E-01
1.9 0.8 2.110E-01 2.986E-01 3.980E-01
1.9 0.9 -1.117E-01 1.416E-01 2.942E-01
1.9 1 -3.200E-01 5.366E-02 2.479E-01

X Z
3D-SEEP：
Galerkin法

3D-SEEP：
風上法

Dtransu-
3D・EL

1.9 0 9.678E-01 9.658E-01 9.608E-01
1.9 0.1 9.669E-01 9.589E-01 9.521E-01
1.9 0.2 1.017E+00 9.373E-01 9.178E-01
1.9 0.3 1.082E+00 8.982E-01 8.620E-01
1.9 0.4 1.099E+00 8.347E-01 7.810E-01
1.9 0.5 1.045E+00 7.129E-01 6.944E-01
1.9 0.6 9.035E-01 5.643E-01 5.408E-01
1.9 0.7 6.561E-01 3.897E-01 4.009E-01
1.9 0.8 2.643E-01 2.381E-01 2.451E-01
1.9 0.9 -4.297E-01 1.212E-01 1.349E-01
1.9 1 -7.883E-01 7.264E-02 8.548E-02

X Z
3D-SEEP：
Galerkin法

3D-SEEP：
風上法

Dtransu-
3D・EL
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② Case 2（Δx=Δz=0.05m、Pe=0.5） 

Case 2（Δx=Δz=0.05m、Pe=0.5）における塩分濃度分布のコンター図を図 3.5-9 に示す。 
3D-SEEP の従来の解法であるガラーキン法では、固定濃度境界および可変濃度境界ともに、

右上部分に不連続な濃度が現れている。これは、図 3.5-10 の流速分布に示すように右上の浸

出点付近の流速が 5×10-4 m/s となっており、ペクレ数算定の基準流速とした 6.6×10-5 m/s よ
りも大きく、この付近の局所ペクレ数が 7 倍程度大きくなっているため、ガラーキン法では

安定的に解くことができなかったものと考えられる。 
一方、本年度新たに導入した 3D-SEEP の風上法に関しては、右上の浸出点付近で局所ペク

レ数が大きくなっているにもかかわらず、固定濃度境界および可変濃度境界ともに、安定し

た結果が得られており、Dtransu-3D・EL とほぼ同様の結果が得られている。 
また、Dtransu-3D・EL の可変濃度境界では、可変濃度境界を設定した右側付近で鉛直方向

に不連続な濃度分布が見られるのに対して、3D-SEEP の風上法の可変濃度境界では、同箇所

において鉛直方向に連続な濃度分布となっており、Dtransu-3D・EL に比べても安定した結果

が得られていることがわかる。 
各計算条件における X=1.9m 位置での鉛直方向の濃度分布（図 3.5-11）をみると、固定濃

度境界の場合、3D-SEEP の風上法とガラーキン法でほぼ一致した結果が得られたのに対して、

Dtransu-3D・EL では Z=0.65m 以上においてわずかに大きくなる傾向があった。可変濃度境界

の場合、3D-SEEP の風上法と、Dtransu-3D・EL は比較的よく一致しているに対して、3D-SEEP
のガラーキン法は、風上法や Dtransu-3D・EL と大きく異なり、安定した結果が得られていな

いことがわかる。 
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固定濃度境界 可変濃度境界 

 
3D-SEEP：ガラーキン法 

 
3D-SEEP：ガラーキン法 

 
3D-SEEP：風上法 

 
3D-SEEP：風上法 

 
Dtransu-3D・EL 

 
Dtransu-3D・EL 

図 3.5-9 塩分濃度分布：Case 2（Δx=Δz=0.05m、Pe=0.5） 
  

不連続な分布 不連続な分布 
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固定濃度境界 可変濃度境界 

 
3D-SEEP：ガラーキン法 

 
3D-SEEP：ガラーキン法 

 
3D-SEEP：風上法 

 
3D-SEEP：風上法 

 
Dtransu-3D・EL 

 
Dtransu-3D・EL 

図 3.5-10 流速分布：Case 2（Δx=Δz=0.05m、Pe=0.5） 
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固定濃度境界 可変濃度境界 

 

 

 

 
図 3.5-11 X=1.9m 位置での鉛直方向の濃度分布：Case 2（Δx=Δz=0.05m、Pe=0.5） 

  

1.9 0 9.661E-01 9.659E-01 9.682E-01
1.9 0.05 9.637E-01 9.640E-01 9.661E-01
1.9 0.1 9.580E-01 9.585E-01 9.600E-01
1.9 0.15 9.489E-01 9.494E-01 9.510E-01
1.9 0.2 9.361E-01 9.365E-01 9.389E-01
1.9 0.25 9.192E-01 9.194E-01 9.219E-01
1.9 0.3 8.974E-01 8.974E-01 8.989E-01
1.9 0.35 8.701E-01 8.698E-01 8.709E-01
1.9 0.4 8.365E-01 8.359E-01 8.378E-01
1.9 0.45 7.958E-01 7.949E-01 7.977E-01
1.9 0.5 7.472E-01 7.463E-01 7.482E-01
1.9 0.55 6.900E-01 6.896E-01 6.926E-01
1.9 0.6 6.242E-01 6.247E-01 6.332E-01
1.9 0.65 5.499E-01 5.523E-01 5.672E-01
1.9 0.7 4.681E-01 4.735E-01 4.943E-01
1.9 0.75 3.809E-01 3.905E-01 4.203E-01
1.9 0.8 2.921E-01 3.065E-01 3.495E-01
1.9 0.85 2.075E-01 2.262E-01 2.818E-01
1.9 0.9 1.369E-01 1.563E-01 2.203E-01
1.9 0.95 9.825E-02 1.075E-01 1.762E-01
1.9 1 8.858E-02 9.063E-02 1.565E-01

X Z
3D-SEEP：
Galerkin法

3D-SEEP：
風上法

Dtransu-
3D・EL

1.9 0 9.742E-01 9.663E-01 9.651E-01
1.9 0.05 9.743E-01 9.644E-01 9.622E-01
1.9 0.1 9.776E-01 9.589E-01 9.551E-01
1.9 0.15 9.896E-01 9.498E-01 9.453E-01
1.9 0.2 1.012E+00 9.369E-01 9.308E-01
1.9 0.25 1.042E+00 9.196E-01 9.084E-01
1.9 0.3 1.070E+00 8.972E-01 8.792E-01
1.9 0.35 1.084E+00 8.683E-01 8.477E-01
1.9 0.4 1.082E+00 8.311E-01 8.106E-01
1.9 0.45 1.062E+00 7.809E-01 7.613E-01
1.9 0.5 1.024E+00 7.159E-01 6.979E-01
1.9 0.55 9.659E-01 6.374E-01 6.324E-01
1.9 0.6 8.885E-01 5.532E-01 5.673E-01
1.9 0.65 7.917E-01 4.683E-01 4.981E-01
1.9 0.7 6.773E-01 3.870E-01 4.148E-01
1.9 0.75 5.491E-01 3.097E-01 3.296E-01
1.9 0.8 4.140E-01 2.377E-01 2.506E-01
1.9 0.85 2.829E-01 1.735E-01 1.835E-01
1.9 0.9 1.738E-01 1.207E-01 1.285E-01
1.9 0.95 1.247E-01 8.493E-02 9.184E-02
1.9 1 1.171E-01 7.197E-02 7.621E-02

X Z
3D-SEEP：
Galerkin法

3D-SEEP：
風上法

Dtransu-
3D・EL
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③ Case 3（Δx=Δz=0.025m、Pe=0.25） 

Case 3（Δx=Δz=0.025m、Pe=0.25）における塩分濃度分布のコンター図を図 3.5-12 に示す。 
Case1 および 2 において、3D-SEEP の従来の解法であるガラーキン法の場合に見られてい

た、右上部分に不連続な濃度は、Case3 ではなくなっており、特に固定濃度境界に関しては、

安定的な結果が得られた。これは、図 3.5-13 の流速分布に示すように右上の浸出点付近の流

速が 5×10-4 m/s となっており、ペクレ数算定の基準流速とした 6.6×10-5 m/s よりも大きく、

この付近の局所ペクレ数が 7 倍程度大きくなっているものの、その場合のペクレ数（0.25×
7=1.75）が 2 未満のため、ガラーキン法でも安定的に解くことができたものと考えられる。 

一方、本年度新たに導入した 3D-SEEP の風上法に関しては、固定濃度境界および可変濃度

境界ともに、安定した結果が得られており、Dtransu-3D・EL とほぼ同様の結果が得られてい

る。 
また、Dtransu-3D・EL の可変濃度境界では、可変濃度境界を設定した右側付近で鉛直方向

に不連続な濃度分布がわずかに見られるのに対して、3D-SEEP の風上法の可変濃度境界では、

同箇所において鉛直方向に連続な濃度分布となっており、Dtransu-3D・EL に比べても安定し

た結果が得られていることがわかる。 
各計算条件における X=1.9m 位置での鉛直方向の濃度分布（図 3.5-14）をみると、固定濃

度境界の場合、3D-SEEP のガラーキン法および風上法、Dtransu-3D・EL で、いずれもよく一

致した結果が得られた。一方、可変濃度境界の場合、3D-SEEP の風上法と、Dtransu-3D・EL
は比較的よく一致しているに対して、3D-SEEP のガラーキン法は、風上法や Dtransu-3D・EL
と大きく異なり、安定した結果が得られていないことがわかる。 
このことから、本年度新たに風上法を導入した 3D-SEEP は、従来のガラーキン法では安定

的に解くことができなかった条件に対しても、Dtransu-3D・EL と同等の結果を得ることがで

きることが確認された。また、可変濃度境界を設定した箇所付近に関しては、同程度のメッ

シュ分割および時間刻みであれば、3D-SEEP の方が Dtransu-3D・EL に比べてより安定した結

果が得られることがわかった。 
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固定濃度境界 可変濃度境界 

 
3D-SEEP：ガラーキン法 

 
3D-SEEP：ガラーキン法 

 
3D-SEEP：風上法 

 
3D-SEEP：風上法 

 
Dtransu-3D・EL 

 
Dtransu-3D・EL 

図 3.5-12 塩分濃度分布：Case 3（Δx=Δz=0.025m、Pe=0.25） 
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固定濃度境界 可変濃度境界 

 
3D-SEEP：ガラーキン法 

 
3D-SEEP：ガラーキン法 

 
3D-SEEP：風上法 

 
3D-SEEP：風上法 

 
Dtransu-3D・EL 

 
Dtransu-3D・EL 

図 3.5-13 流速分布：Case 3（Δx=Δz=0.025m、Pe=0.25） 
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固定濃度境界 可変濃度境界 

 

 

 

 
図 3.5-14 X=1.9m 位置での鉛直方向の濃度分布：Case 3（Δx=Δz=0.025m、Pe=0.25） 

  

1.9 0 9.641E-01 9.654E-01 9.687E-01
1.9 0.025 9.635E-01 9.649E-01 9.683E-01
1.9 0.05 9.619E-01 9.634E-01 9.669E-01
1.9 0.075 9.595E-01 9.610E-01 9.647E-01
1.9 0.1 9.561E-01 9.577E-01 9.617E-01
1.9 0.125 9.519E-01 9.535E-01 9.579E-01
1.9 0.15 9.468E-01 9.484E-01 9.533E-01
1.9 0.175 9.407E-01 9.424E-01 9.476E-01
1.9 0.2 9.336E-01 9.353E-01 9.408E-01
1.9 0.225 9.255E-01 9.271E-01 9.327E-01
1.9 0.25 9.162E-01 9.179E-01 9.234E-01
1.9 0.275 9.057E-01 9.073E-01 9.128E-01
1.9 0.3 8.939E-01 8.955E-01 9.010E-01
1.9 0.325 8.808E-01 8.823E-01 8.879E-01
1.9 0.35 8.661E-01 8.676E-01 8.735E-01
1.9 0.375 8.500E-01 8.513E-01 8.574E-01
1.9 0.4 8.321E-01 8.334E-01 8.392E-01
1.9 0.425 8.125E-01 8.136E-01 8.189E-01
1.9 0.45 7.910E-01 7.921E-01 7.966E-01
1.9 0.475 7.677E-01 7.686E-01 7.723E-01
1.9 0.5 7.423E-01 7.431E-01 7.464E-01
1.9 0.525 7.150E-01 7.157E-01 7.190E-01
1.9 0.55 6.856E-01 6.862E-01 6.899E-01
1.9 0.575 6.542E-01 6.547E-01 6.590E-01
1.9 0.6 6.207E-01 6.213E-01 6.258E-01
1.9 0.625 5.854E-01 5.860E-01 5.903E-01
1.9 0.65 5.482E-01 5.489E-01 5.528E-01
1.9 0.675 5.094E-01 5.103E-01 5.140E-01
1.9 0.7 4.692E-01 4.703E-01 4.745E-01
1.9 0.725 4.278E-01 4.293E-01 4.349E-01
1.9 0.75 3.858E-01 3.877E-01 3.954E-01
1.9 0.775 3.435E-01 3.459E-01 3.560E-01
1.9 0.8 3.014E-01 3.044E-01 3.166E-01
1.9 0.825 2.603E-01 2.638E-01 2.779E-01
1.9 0.85 2.209E-01 2.250E-01 2.404E-01
1.9 0.875 1.841E-01 1.887E-01 2.055E-01
1.9 0.9 1.511E-01 1.560E-01 1.742E-01
1.9 0.925 1.230E-01 1.281E-01 1.484E-01
1.9 0.95 1.015E-01 1.065E-01 1.276E-01
1.9 0.975 8.778E-02 9.263E-02 1.136E-01
1.9 1 8.311E-02 8.781E-02 1.085E-01

X Z
3D-SEEP：
Galerkin法

3D-SEEP：
風上法

Dtransu-
3D・EL

1.9 0 9.747E-01 9.657E-01 9.660E-01
1.9 0.025 9.748E-01 9.652E-01 9.656E-01
1.9 0.05 9.754E-01 9.637E-01 9.641E-01
1.9 0.075 9.767E-01 9.613E-01 9.618E-01
1.9 0.1 9.792E-01 9.581E-01 9.586E-01
1.9 0.125 9.833E-01 9.539E-01 9.546E-01
1.9 0.15 9.899E-01 9.488E-01 9.497E-01
1.9 0.175 9.994E-01 9.427E-01 9.437E-01
1.9 0.2 1.012E+00 9.356E-01 9.366E-01
1.9 0.225 1.026E+00 9.274E-01 9.280E-01
1.9 0.25 1.042E+00 9.181E-01 9.180E-01
1.9 0.275 1.056E+00 9.074E-01 9.066E-01
1.9 0.3 1.068E+00 8.953E-01 8.939E-01
1.9 0.325 1.076E+00 8.816E-01 8.799E-01
1.9 0.35 1.081E+00 8.661E-01 8.643E-01
1.9 0.375 1.081E+00 8.486E-01 8.468E-01
1.9 0.4 1.077E+00 8.287E-01 8.269E-01
1.9 0.425 1.069E+00 8.060E-01 8.045E-01
1.9 0.45 1.056E+00 7.800E-01 7.799E-01
1.9 0.475 1.038E+00 7.503E-01 7.534E-01
1.9 0.5 1.016E+00 7.165E-01 7.255E-01
1.9 0.525 9.901E-01 6.792E-01 6.962E-01
1.9 0.55 9.590E-01 6.388E-01 6.655E-01
1.9 0.575 9.235E-01 5.967E-01 6.328E-01
1.9 0.6 8.835E-01 5.536E-01 5.979E-01
1.9 0.625 8.392E-01 5.106E-01 5.611E-01
1.9 0.65 7.909E-01 4.682E-01 5.229E-01
1.9 0.675 7.387E-01 4.267E-01 4.838E-01
1.9 0.7 6.833E-01 3.861E-01 4.445E-01
1.9 0.725 6.250E-01 3.466E-01 4.052E-01
1.9 0.75 5.646E-01 3.083E-01 3.658E-01
1.9 0.775 5.028E-01 2.714E-01 3.262E-01
1.9 0.8 4.407E-01 2.361E-01 2.864E-01
1.9 0.825 3.794E-01 2.029E-01 2.469E-01
1.9 0.85 3.201E-01 1.719E-01 2.084E-01
1.9 0.875 2.644E-01 1.439E-01 1.723E-01
1.9 0.9 2.140E-01 1.192E-01 1.400E-01
1.9 0.925 1.709E-01 9.871E-02 1.138E-01
1.9 0.95 1.376E-01 8.316E-02 9.308E-02
1.9 0.975 1.162E-01 7.339E-02 7.965E-02
1.9 1 1.090E-01 7.004E-02 7.490E-02

X Z
3D-SEEP：
Galerkin法

3D-SEEP：
風上法

Dtransu-
3D・EL
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④ ケース間比較 
ここでは、3D-SEEP の風上法及び Dtransu-3D・EL のそれぞれにおいて、X=1.9m 位置での

鉛直方向の濃度分布に関してケース間（Case1～3）の比較を行った（図 3.5-15）。 
3D-SEEP の風上法では、固定濃度境界の場合、Z=0.9～1m の地点でケース間にわずかに差

が見られ、Case1 における Z=1m 地点で低い濃度となった以外は、Case2 と Case3 はほぼ一致

した結果となった。また、可変濃度境界の場合、濃度分布に対するメッシュ依存性はほとん

ど見られず、ケース間でほぼ一致した結果となっていることがわかる。これらのことから、

3D-SEEP の風上法では、比較的メッシュの刻みにかかわらず、安定した結果が得られること

がわかった。 
Dtransu-3D・EL では、固定濃度境界の場合、Z=0.6～1m の地点でケース間に差が見られ、

Case1＞Case2＞Case3 の順でそれらの地点の濃度が小さくなっており、メッシュが細かいほど、

3D-SEEP 風上法の結果に近づくことがわかった。また、可変濃度境界の場合、全体的にケー

ス間で差が見られ、Case1＞Case2＞Case3 の順で中間辺りの地点の濃度が大きくなる傾向があ

った。これらは明らかなメッシュ依存性を示しており、3D-SEEP 風上法と同程度の計算精度

を得るためには比較的細かいメッシュが必要であることがわかった。 
 

固定濃度境界 可変濃度境界 

 
3D-SEEP：風上法 

 
3D-SEEP：風上法 

 
Dtransu-3D・EL 

 
Dtransu-3D・EL 

図 3.5-15 X=1.9m 位置での鉛直方向の濃度分布に関するケース間比較 
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⑤ 計算時間 
図 3.5-16 に 200 分まで計算を行った場合の、各解析ケースにおける計算時間の比較を示す。

可変濃度境界の Case 1 を除いて、Dtrasnu-3D・EL で最も計算時間が長く、3D-SEEP 風上法、

ガラーキン法の順で計算時間が長い。特に、Dtrasnu-3D・EL は要素数（節点数）の増加に伴

い、劇的に計算時間が増大する。ただし、これは、Dtrasnu-3D・EL において、Δt=1sec が小

さすぎたり、収束条件が厳しすぎたりする可能性もあるため、より詳細な検討が必要である。 
 

固定濃度境界 可変濃度境界 

  

  
図 3.5-16 各解析ケースにおける計算時間の比較（200 分まで計算） 

 
  

Case 要素数 節点数
時間刻み
[秒]

計算ス
テップ数

3D-SEEP
Galerkin法

3D-SEEP
風上法

Dtransu-
3D・EL

1 200 462 1 12000 1.58 2.11 2.77
2 800 1722 1 12000 4.91 6.72 29.37
3 3200 6642 1 12000 20.94 23.90 380.47

単位：分
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（２）洗い出し解析 
（ a ）はじめに 

ここでは、より現実に即した評価を行うため、降雨境界条件及び海水位拘束における可変

濃度境界を考慮した条件について、洗い出し解析による比較計算を行った。なお、3D-SEEP
に関しては、本年度整備した風上法を使用するものとした。 

 
（ b ）解析条件 
① 解析モデル 

仮想的なサイトを想定し、図 3.5-17 のような解析モデルを設定した。ここで、X、Y、Z 各

方向の要素数およびメッシュサイズは以下の通りとした。 
 
• X  ：-1000～1000m、ΔX=50m（40 要素） 
• Y  ：    0～ 100m、ΔY=100m（1 要素）  
• Z（X=-1000）： -500～  10m、ΔZ=51m（10 要素）  
• Z（X= 1000）： -500～ -10m、ΔZ=49m（10 要素） 

 
また、計算期間は 5000 年とし、1 年刻みで解析を行った。 

 

 
図 3.5-17 洗い出し解析のための仮想的な解析モデル 
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② パラメータ 
解析に使用したパラメータは以下の通りに設定した。 
• 透水係数 ：100 [m/y]（等方性） 
• 間隙率 ：0.5 [-] 
• 比貯留係数 ：1E-4 [1/m] 
• 拡散係数 ：100 [m2/y] 
• 地形による動水勾配：0.01 

また、不飽和特性曲線については、図 3.5-18 に示す仮想的なものを使用した。 
 

 
図 3.5-18 仮想的に設定した不飽和特性曲線 

 
なお、ペクレ数およびクーラン数については、それぞれ 1 および 0.04 となり、いずれも安

定条件を満たすものであった。 
 
③ 境界条件 
解析に使用した浸透流および移流分散（密度流）に対する境界条件は以下の通りに設定し

た。 
• 地表面：X=-1000～0 m 

浸透流 ：降雨浸透境界 1m/y 
移流分散 ：既知濃度 0 

• 海底面：X= 0～1000 m 
浸透流 ：海水位拘束 0 m 
移流分散 ：可変濃度境界条件（流出：既知フラックス 0、流入：既知濃度 1） 

• 右端 ：X=1000 m 
浸透流 ：海水位拘束 0 m 
移流分散 ：可変境界条件（流出：既知フラックス 0、流入：既知濃度 1） 

 
④ 初期条件 

登坂（2002）(13)によると、淡塩漸移帯の計算のための初期状態として、「全地層が塩水で満

ちている状態」と、「淡水と海水が海岸線で完全に分離した状態」に分けられるが、どちらの

状態から出発した場合でも、最終的にはほぼ同じ状態で落ち着くことが知られている。 
ここでは、「全地層が塩水で満ちている状態」と、淡水と海水が海岸線で完全に分離した状

態」を初期状態とした条件でそれぞれ洗い出し解析を行った。 
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（ c ）解析結果 
全地層が塩水で満ちている状態を初期条件とした場合の塩分濃度分布の経時変化を図 

3.5-19 に、淡水と海水が海岸線で完全に分離した状態を初期条件とした場合の塩分濃度分布

の経時変化を図 3.5-20 に示す。全地層が塩水で満ちている状態を初期条件とした場合および

淡水と海水が海岸線で完全に分離した状態を初期条件とした場合のそれぞれにおいて、

3D-SEEP（風上法）と Dtransu-3D・EL は、同様の塩分濃度分布の変遷を示している。また、

本計算条件のでは、全地層が塩水で満ちている状態を初期条件とした場合でも、淡水と海水

が海岸線で完全に分離した状態を初期条件とした場合でも、およそ 5000 年で平衡に達してお

り、いずれの初期状態から出発した場合でも最終的にはほぼ同じ状態となることを確認した。 
続いて、各計算条件における 5000 年時点の Z=-500m 位置での水平方向の濃度分布を比較

したものを図 3.5-21 に示す。この図からも、3D-SEEP と Dtransu-3D・EL で得られた定常状

態の濃度分布に関して、よく一致した結果が得られたことがわかった。 
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3D-SEEP：風上法 Dtransu-3D・EL 

 
1 年後 

 
1 年後 

 
100 年後 

 
100 年後 

 
1000 年後 

 
1000 年後 

 
3000 年後 

 
3000 年後 

 
5000 年後 

 
5000 年後 

図 3.5-19 塩分濃度分布の経時変化：全地層が塩水で満ちている状態を初期条件とした場合 
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3D-SEEP：風上法 Dtransu-3D・EL 

 
1 年後 

 
1 年後 

 
100 年後 

 
100 年後 

 
1000 年後 

 
1000 年後 

 
3000 年後 

 
3000 年後 

 
5000 年後 

 
5000 年後 

図 3.5-20 塩分濃度分布の経時変化：淡水と海水が海岸線で完全に分離した状態を初期条件

とした場合 
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全地層が塩水で満ちている状態を 

初期条件とした場合 
淡水と海水が海岸線で完全に分離した状態を 

初期条件とした場合 

 

 

 

 
図 3.5-21 5000 年時点の Z=-500m 位置での水平方向の濃度分布の比較 

  

X Z
3D-SEEP風

上法
Dtransu-
3D・EL

-1000 -500 4.036E-02 4.371E-02
-950 -500 4.158E-02 4.480E-02
-900 -500 4.540E-02 4.822E-02
-850 -500 5.228E-02 5.435E-02
-800 -500 6.299E-02 6.385E-02
-750 -500 7.863E-02 7.765E-02
-700 -500 1.005E-01 9.695E-02
-650 -500 1.302E-01 1.231E-01
-600 -500 1.686E-01 1.578E-01
-550 -500 2.165E-01 2.012E-01
-500 -500 2.733E-01 2.514E-01
-450 -500 3.374E-01 3.161E-01
-400 -500 4.064E-01 3.838E-01
-350 -500 4.773E-01 4.537E-01
-300 -500 5.473E-01 5.233E-01
-250 -500 6.138E-01 5.901E-01
-200 -500 6.751E-01 6.522E-01
-150 -500 7.300E-01 7.084E-01
-100 -500 7.780E-01 7.582E-01
-50 -500 8.192E-01 8.013E-01

0 -500 8.538E-01 8.379E-01
50 -500 8.826E-01 8.687E-01

100 -500 9.063E-01 8.943E-01
150 -500 9.255E-01 9.153E-01
200 -500 9.409E-01 9.324E-01
250 -500 9.533E-01 9.462E-01
300 -500 9.631E-01 9.572E-01
350 -500 9.709E-01 9.661E-01
400 -500 9.770E-01 9.731E-01
450 -500 9.819E-01 9.787E-01
500 -500 9.857E-01 9.831E-01
550 -500 9.887E-01 9.866E-01
600 -500 9.911E-01 9.894E-01
650 -500 9.930E-01 9.917E-01
700 -500 9.946E-01 9.936E-01
750 -500 9.959E-01 9.951E-01
800 -500 9.970E-01 9.964E-01
850 -500 9.979E-01 9.975E-01
900 -500 9.987E-01 9.984E-01
950 -500 9.994E-01 9.993E-01

1000 -500 1.000E+00 1.000E+00

X Z
3D-SEEP風

上法
Dtransu-
3D・EL

-1000 -500 4.747E-02 4.655E-02
-950 -500 4.888E-02 4.771E-02
-900 -500 5.325E-02 5.132E-02
-850 -500 6.107E-02 5.780E-02
-800 -500 7.317E-02 6.780E-02
-750 -500 9.064E-02 8.229E-02
-700 -500 1.148E-01 1.025E-01
-650 -500 1.469E-01 1.297E-01
-600 -500 1.879E-01 1.656E-01
-550 -500 2.381E-01 2.101E-01
-500 -500 2.965E-01 2.612E-01
-450 -500 3.614E-01 3.270E-01
-400 -500 4.301E-01 3.951E-01
-350 -500 4.998E-01 4.650E-01
-300 -500 5.678E-01 5.342E-01
-250 -500 6.318E-01 6.003E-01
-200 -500 6.904E-01 6.616E-01
-150 -500 7.426E-01 7.169E-01
-100 -500 7.881E-01 7.657E-01
-50 -500 8.270E-01 8.078E-01

0 -500 8.598E-01 8.436E-01
50 -500 8.870E-01 8.735E-01

100 -500 9.094E-01 8.983E-01
150 -500 9.277E-01 9.186E-01
200 -500 9.424E-01 9.351E-01
250 -500 9.542E-01 9.484E-01
300 -500 9.636E-01 9.590E-01
350 -500 9.711E-01 9.674E-01
400 -500 9.771E-01 9.741E-01
450 -500 9.818E-01 9.795E-01
500 -500 9.855E-01 9.837E-01
550 -500 9.885E-01 9.871E-01
600 -500 9.909E-01 9.898E-01
650 -500 9.928E-01 9.920E-01
700 -500 9.944E-01 9.937E-01
750 -500 9.957E-01 9.952E-01
800 -500 9.968E-01 9.965E-01
850 -500 9.978E-01 9.975E-01
900 -500 9.986E-01 9.984E-01
950 -500 9.993E-01 9.993E-01

1000 -500 1.000E+00 1.000E+00
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3.5.5 まとめ 
日本原子力研究開発機構では地形変化に対応した 3 次元地下水流動解析コード 3D-SEEP の

整備を進めているが、塩分濃度解析において、移流が卓越するような移流分散解析では、数

値振動が発生することが知られている。塩分濃度解析において適用しているガラーキン法に

対して、風上法は人工拡散係数を加えることによって、数値振動を抑制する効果を高めた方

法である。本年度は、塩分濃度解析において風上法を導入した。また、風上法導入に伴い、

要素ごとに風上法のための上流パラメータを設定する必要があるが、本改良においては、要

素ごとに最適な上流パラメータを自動的に設定されるように整備した。 
また、沿岸立地が想定される中深度処分においては、埋設地周辺に汀線が存在することが

考えられる。一般に淡水地下水は内陸から海へ向かって流れ、海底の流出部から海へ流出し

ている。また、海底においては密度差に応じた流入も生じる。こうした現象をより現実的に

評価する場合、浸透流の流出・流入に応じた濃度境界、いわゆる、可変濃度境界を設定する

必要がある。そこで、本年度は、汀線付近で生じる降水及び塩水の流出入を適切に評価でき

るように可変濃度境界条件を導入した。 
以上のように、導入した機能について、塩分濃度解析のベンチマーク問題として広く使用

されている Henry 問題を対象に妥当性を評価した。Henry 問題は鉛直断面において、上下の

不透水境界によって閉じられた均質な等方性帯水層を通過する問題である。左端部は淡水の

一定流入が与えられ、右端部は定常状態の塩水にさらされる。塩水は、反対側の淡水流入と

平衡に達するまで、海側から侵入する。およそ 100 分で平衡に達する。改良した 3D-SEEP を

適用して解析を行った。また、こうした密度流を適切に解けるとされている EL 法を採用した

Dtransu-3D・EL によっても評価し、その結果を比較した。その結果、従来のガラーキン法で

は流速が速い箇所で不連続な濃度分布が現れ、安定的に解けていない結果となるのに対し、

本年度整備した風上法では安定的に解けており、Dtransu-3D・EL ともよく一致した。さらに、

同じ条件（要素数や時間刻み）で比較した場合、3D-SEEP の方が Dtransu-3D・EL に比べて、

計算時間が短い結果となった。 
次に、より現実に即した境界条件を想定した洗い出し解析による検証を行った。左の陸側

から右の海側にかけて 0.01 の地形勾配を与え、海水位を 0m とした。また、陸域の地表面に

降雨浸透境界及び固定濃度境界を与え濃度 0 とした。そして、海側に海水位拘束及び可変濃

度境界を与えた。塩分濃度初期条件として、全地層が塩水で満たされた塩水飽和の条件と、

淡水と海水が海岸位置で完全に分離した塩淡分離条件の 2 条件で解析を行った。その結果、

塩水飽和の条件及び塩淡分離の解析条件ともに、3D-SEEP（風上法）と Dtansu-3D・EL とも

にほぼ一致した濃度分布が得られた。汀線付近の海側に可変境界条件を設定することで、流

入・流出といった流動に応じたより現実的な地下水流動及び塩分濃度解析が行えるようにな

ったことを確認した。 
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 地形変化評価コード及び 3D-SEEP を組み合わせた一連の評価コードシステムの

性能分析及び課題整理 
 

3.6.1 はじめに 
日本原力研究開発機構（以下、原子力機構）では、平成 29 年度受託事業において、3D-SEEP

に対する非定常な地形変化を考慮した解析を実施するための外部プログラムとして、隆起・

侵食に係る解析用地質データ作成支援機能（uandd_pre_3D-SEEP）、節点移動および物性値割

り当て機能（uandd_transnode_3D-SEEP）、計算値継承機能（CalVaS_3D-SEEP）の整備を行っ

た。これらのプログラムにより、3D-SEEP に対して地質構造の変化をモデルに反映させ、計

算値を継承させることで、長期間に亘る地形変化・海水準変動などを考慮した地下水流動・

物質移行解析が可能となった。 
ここではこれらを用いて、非定常な地形変化を考慮した地下水流動・塩分濃度解析に対す

る性能評価を行った。評価は、沿岸域（陸域・海域の両方を含む）を対象とした 3 次元的に

機能の確認が可能なモデルに対し実施した。本評価の目的は、地形変化に伴うモデルの変更

が解析結果に与える影響を確認することとした。  
そこで、地形変化（隆起・侵食・堆積）によるモデルの変化を想定した上で、地質データ

の変化を反映させるタイミング（以下、「地質タイムステップ」と呼ぶ。）を変えた解析 2 ケ

ース（モデルが徐々に変化する場合・急激に変化する場合）を設定し、非定常な地形変化を

考慮した地下水流動・塩分濃度解析（密度を考慮）に対する性能評価を行った。 
 

3.6.2 性能評価の流れ 
地形変化・海水準変動を考慮した地下水流動・物質移行解析では、ある大きな時間間隔（10

万年~100 万年単位程度）で作成された地質構造データをもとにして、その構造を考慮した

3D-SEEP による解析を行う。地質構造の変化をモデル化するために、地質構造の変化の影響

が過度に大きくならないような適切な期間（地質タイムステップ）に分割し、分割された期

間ごとに、地質構造を考慮した解析モデル（3D-SEEP モデル）を作成する。 
3D-SEEP では、1 地質タイムステップ期間の解析を行うが、その間の 3D-SEEP モデルは固

定されている。ただし、異なる地質タイムステップでは、地質構造の変化を反映し、3D-SEEP
モデルは異なっている。地質タイムステップ間において、前の地質タイムステップにおける

3D-SEEP の最終解析結果が、次の地質タイムステップにおける 3D-SEEP 解析の初期値として

継承される。なお、本性能評価では、計算値継承時に、塩分濃度にアンダーシュート（<0 の

値）およびオーバーシュート（>1 の値）がある場合は、それぞれ 0 および 1 に修正して継承

するものとした。 
本性能評価では、0 年、および 11 万年後の地質構造モデルを作成し、2 パターンの地質タ

イムステップ（解析ケース A：モデルが徐々に変化、および解析ケース B：モデルが急激に

変化）による 3D-SEEP での解析を行った。解析ケース A は地質タイムステップ 1,000 年、解

析ケース B は、地質タイムステップ 10,000 年とした。この 2 パターンでは、地質タイムステ

ップ間（ある地質タイムステップと次の地質タイムステップ）における 3D-SEEP モデルの変

化の大きさが異なることになる。 
3D-SEEP の解析メッシュモデルは、同じ地質構造に対し、鉛直方向の分割数として、22 層

モデル、および 33 層モデルの 2 種類を用いた。地質タイムステップが 2 パターンあるため、

実施した解析は 4 ケースあり、それぞれ 11 万年までの計算を行った。 
非定常な地形変化を考慮した地下水流動・塩分濃度解析に対する性能評価では、①予備解

析、②性能評価を実行した。①予備解析では、海水準を性能評価 0 年時の値で固定して長期

間の 3D-SEEP 解析を行い、その 10 万年後の結果を②性能評価における圧力水頭、塩分濃度

初期値とした。 
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性能評価における解析内容をまとめたものを表 3.6-1 に示す。。 
 

表 3.6-1 性能評価における解析内容 
解析内容 22 層モデル（L22） 33 層モデル（L33） 

① 予備解析 
 

対象期間：0～100,000 年 
10 万年後の結果を②性能評価の初期値

とした。 

対象期間：0～100,000 年 
10 万年後の結果を②性能評価の初期値

とした。 
② 性能評価 対象期間：0～100,000 年 

解析ケース数：2（地質タイムステップ

年数が異なる） 
L22-A：地質タイムステップ=1000 年 
L22-B：地質タイムステップ=10000 年 

対象期間：0～100,000 年 
解析ケース数：2（地質タイムステップ

年数が異なる） 
L33-A：地質タイムステップ=1000 年 
L33-B：地質タイムステップ=10000 年 

 
また、予備解析の 10 万年時点および性能評価の各地質タイムステップにおいて、トラジェ

クトリ解析を実施した。トラジェクトリ解析では、粒子の出発点として、初期の汀線より陸

側の X=10,000～11,800m を 200m 間隔で深さ Z=-100m の位置に 10 点設定した（表 3.6-2）。 
 

表 3.6-2 トラジェクトリ解析における粒子出発点の座標 
ラベル X [m] Y [m] Z [m] 

Pos.1 10,000 125 -100 
Pos.2 10,200 125 -100 
Pos.3 10,400 125 -100 
Pos.4 10,600 125 -100 
Pos.5 10,800 125 -100 
Pos.6 11,000 125 -100 
Pos.7 11,200 125 -100 
Pos.8 11,400 125 -100 
Pos.9 11,600 125 -100 
Pos.10 11,800 125 -100 
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3.6.3 性能評価における計算条件 
（１）モデル概要 

性能評価は、地形変化・海水準変動の両方を考慮する必要があるため、沿岸域（陸域・海

域の両方を含む）を対象としたモデルとした。なお、仕様書には、「 3 次元的に機能の確認

が可能な、仮想的なモデル」を対象とすることになっていたが、原子力機構と協議の上、原

子力機構が提供する地質断面図にもとづくモデルを用いることにした。図 3.6-1 に性能評価

モデル作成用の地質断面図を示す。なお、地質境界面のデータは、地質断面図だけであるこ

とから、地質構造は 3 次元的ではなく、2 次元的（y 方向に同じ xz 断面が連続する）なもの

とした。 
解析に使用するモデルは、層数を変えた 2 種類（22 層、33 層）を用い、モデル詳細度が解

析結果に与える影響を検討した。22 層モデル、および 33 層モデルが対象である解析ケース

名は、それぞれに「L22」、および「L33」が含まれる。 
モデル範囲として、沿岸部については、海水準が-120m まで低下した場合でも、汀線位置

が解析モデルに含まれるよう、原点位置（x=0km）を設定した。また、内陸部については、

地形的な高まりとなっている地点を、概略的に集水域境界とみなせるものとして図 3.6-1 の

x=34m までを範囲とした。ｙ方向は、2.5km までを範囲とした。z 方向の長さは、沖合（図 3.6-1
の x=0km）で最小（約 1.2km）であり、丘陵部（図 3.6-1 の x=34km）で最大（約 2.6km）で

ある。モデル底面は、z=-2,000m とし、モデルを 22 層あるいは 33 層に分割した。 
x,y 方向のメッシュサイズは一律 250m とし、z 方向のメッシュサイズは、上位ほど小さく

なるよう設定した。22 層および 33 層モデルの z 方向メッシュサイズのおおよその基準を表 
3.6-3 に示す。実際の解析用メッシュモデルでは、最上層 4 層（10m）の厚さが固定で、それ

以外の層は地表面標高とモデル下端-2000m の間で厚さが調整される。 
22 層および 33 層モデルの 3D-SEEP 解析用メッシュモデルに 0 年時点における地質構造モ

デルを反映させたものを図 3.6-2 に示す。22 層モデルでは、z 方向のメッシュが粗く、Kn 層

が不連続な地層となっていることがわかる。 
 

 
図 3.6-1 性能評価モデル作成用の地質断面図 
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表 3.6-3 各解析モデルにおけるｚ方向のメッシュサイズのおおよその基準 
z 方向範囲 Δz 22 層モデル 33 層モデル 
0 ～-40m 10m 4 4 

-40 ～-100m 20m 3 3 
-100 ～ -300m 50m 4 20 
-300 ～ -600m 100m 3 1 

-600 ～ -1400m 200m 4 1 
-1400 ～ -2600m 300m 4 4 

※ 最上層 4 層（10m）は厚さが固定で、それ以外の層は地表面標高とモデル下端-2000m の

間で厚さが調整される。 
 

 
22 層モデル 

 
33 層モデル 

図 3.6-2 3D-SEEP 解析用メッシュモデルに 0 年時点における地質構造モデルを反映させた

もの（鉛直方向を 3 倍に拡大） 
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解析モデルに関して、以下にモデルサイズ、タイムステップの概要をまとめる。 
 
 [モデルサイズ] x 方向：34km（x=0~34,000m） 

   y 方向：2.5km（y=0~2,500m） 
   z 方向：約 1.2～2.6km(z=-2,000~約 600m) 

 [x,y 方向メッシュサイズ] ：Δx=Δy=250m 
 [z 方向メッシュサイズ] ：表 3.6-3 
 [節点数]  x 方向：137、y 方向：11、z 方向：23 or 34 
 [総節点数]  22 層モデル：34,661、33 層モデル：51,238 
 [計算刻み]  Δt=10 年 

 
性能評価における解析ケースは、表 3.6-4 に示すように、z 方向メッシュの層数（22 層、

33 層）×地質タイムステップ（A:1,000 年、B：10,000 年）の計 4 ケースとした。 
 

表 3.6-4 性能評価における解析ケース 
 z 方向メッシュの層数 

地質タイムステップ 22 層 33 層 
A：1,000 年ごとに地形変化を反映 L22-A L33-A 
B：10,000 年ごとに地形変化を反映 L22-B L33-B 
 
（２）モデルパラメータ 
モデル化の対象となる地層は、5 種類である。地層物性値は、表 3.6-5 に示すように透水係

数、および間隙率を地層ごとに設定し、それ以外の値は以下の値を想定した。 
 
 比貯留係数：1.0×10-5 m-1 
 縦分散長：200 m、横分散長 20 m、分子拡散係数：0 m2y-1 
 遅延係数：1.0（吸着無し） 

 
ここで、縦分散長は、一般的に最大物質移行距離の 1/10 程度の値が採用されることが多い。

今回の解析では、海底（z=-2km）から海面ま（z=0km）での塩分の鉛直移動があると考え、

最大移動距離を 2.6km と想定し、縦分散長はその 1/10 よりやや小さい 200m とした。また、

横分散長は、縦分散長の 1/10 とした。 
また、地表面に与える降雨量は、100mm/y とした。 
 

表 3.6-5 地層物性値 
3D-SEEPにおける

地質番号 
地層名 記号 

透水係数 間隙率 

(m/s) (m/y) （-） 

1 館層 Dt 1.0×10-7 3.1536 0.15 

2 阿野呂砕屑岩類 V3 1.0×10-7 3.1536 0.05 

3 木古内層 Kn 1.0×10-8 0.31536 0.05 

4 福山層 Fy 1.0×10-7 3.1536 0.05 

5 基盤（松前層群） Bm 1.0×10-8 0.31536 0.02 

 
（３）モデルに適用する地形変化・海水準変動条件 
「地層処分研究開発第 2 次取りまとめ」(1)によると、海岸地域の多くは、過去数十万年間

ほぼ一定の速度で隆起しているとみなすことができ、隆起速度は 50m/十万年を下回ることが

多いとされている。また、一般的に、長期的な侵食速度は、その地域の隆起速度同程度以下

であるとされている。 
性能評価モデルでは、地形変化（隆起・侵食・堆積）によるモデルの変化（地質構造の変
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化および節点移動の両者を含む）を与える必要があるため、仮想的に 50m 以下の変化となる

ように、11 万年後の隆起量を 30m とし、侵食量を 40m として、地層境界面は 30m 上昇する

が、地表面標高は 10m 低くなるようにした。ただし、この変化量はモデル右端における値と

し、現海岸位置で隆起量、侵食量ともに 0 になるようにした。一方、地層の堆積については、

現海岸位置から左（海側）で発生するものと、堆積量を 11 万年後で 10m とした。ただし、

この変化量は、モデル左端における値とし、現海岸位置で堆積量 0 になるようにした。これ

ら地形変化量は、x 座標により線形補間した。本性能評価において作成した 0 年、および 11
万年後における地質構造モデルを図 3.6-3 に示す。図では鉛直方向を 3 倍に拡大して表示し

ているが、それでも地形変化はモデルスケールに対して微小なものであった。 
最も新しい海水準変動の 1 周期は、最大海進時（約 12 万 5 千年前）から最大海退時（約 1

万 8 千年前）、および縄文海進時（約 6 千年前）を経て、現在に至っている。最大海退時は、

現在より海面が 120m 前後低く、縄文海進時は現在より海面が 0~5m 高かったとされている。

性能評価用モデルでは、約 10 万年で海水準が 120m 低下し、その後 1 万年で海水準が 0m ま

で上昇すると仮定した。海水準および汀線位置の経時変化を図 3.6-4 に示す。 
 

 
0 年 

 
11 万年後 

図 3.6-3 0 年、および 11 万年後における地質構造モデル（鉛直方向を 3 倍に拡大） 
 

 
海水準 

 
汀線位置の X 座標 

図 3.6-4 海水準および汀線位置の経時変化 
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（４）性能評価モデルのクーラン数 
地下水流動解析における時間的な離散化では、圧力水頭を拡散方程式として数値的に解い

ている。拡散方程式を数値的に解く場合、空間差分に用いる圧力水頭の時刻から、解法は大

きく①陽解法（前進差分）、②クランク・ニコルソン法（中央差分）、③陰解法（後退差分）

に分類される。1 次元モデルの場合における 3 解法の離散化式は以下になる。これらは、タ

イムステップ n+1 における節点 i の圧力水頭を求める式である。 
 

[陽解法] 

  𝑆𝑆𝑠𝑠
𝑝𝑝𝑖𝑖
𝑛𝑛+1−𝑝𝑝𝑖𝑖

𝑛𝑛

∆𝑤𝑤
= 𝑘𝑘 𝑝𝑝𝑖𝑖+1

𝑛𝑛 −2𝑝𝑝𝑖𝑖
𝑛𝑛+𝑝𝑝𝑖𝑖−1

𝑛𝑛

∆𝐿𝐿
 （数式 3.6-1） 

𝑒𝑒𝑖𝑖𝑛𝑛：タイムステップ n、節点番号 i の圧力水頭 
  ∆𝐿𝐿：流れ方向節点間隔   ∆𝜕𝜕：計算タイムステップ 𝑆𝑆𝑠𝑠：比貯留係数 𝑘𝑘：透水係

数 
 

[クランク・ニコルソン法] 

  𝑆𝑆𝑠𝑠
𝑝𝑝𝑖𝑖
𝑛𝑛+1−𝑝𝑝𝑖𝑖

𝑛𝑛

∆𝑤𝑤
= 𝑘𝑘 �𝑝𝑝𝑖𝑖+1

𝑛𝑛 +𝑝𝑝𝑖𝑖+1
𝑛𝑛+1�−2�𝑝𝑝𝑖𝑖

𝑛𝑛+𝑝𝑝𝑖𝑖
𝑛𝑛+1�𝑝𝑝𝑖𝑖

𝑛𝑛+1+�𝑝𝑝𝑖𝑖−1
𝑛𝑛 +𝑝𝑝𝑖𝑖−1

𝑛𝑛+1�
2∆𝐿𝐿

 （数式 3.6-2） 

 
[陰解法] 

  𝑆𝑆𝑠𝑠
𝑝𝑝𝑖𝑖
𝑛𝑛+1−𝑝𝑝𝑖𝑖

𝑛𝑛

∆𝑤𝑤
= 𝑘𝑘 𝑝𝑝𝑖𝑖+1

𝑛𝑛+1−2𝑝𝑝𝑖𝑖
𝑛𝑛+1+𝑝𝑝𝑖𝑖−1

𝑛𝑛+1

∆𝐿𝐿
 （数式 3.6-3） 

 
これらの解法では、解法ごとに右辺に代入する圧力水頭のタイムステップ番号が異なって

おり、陽解法では既知であるタイムステップ n の値を用いるのに対し、クランク・ニコルソ

ン法ではタイムステップ nと n+1の平均値、陰解法では未知であるタイムステップ n+1の値、

を用いている。 
3D-SEEP でも同様にこれらの時間的離散化手法を選択することができ、本性能評価では、

地下水解析および塩分濃度解析に対して、陰解法を用いた。 
数値計算においては、計算安定性を表す指標として、以下の式で求めるクーラン数𝐶𝐶𝑟𝑟が使

われる。 
 

  𝐶𝐶𝑟𝑟 = 𝑣𝑣∆𝑤𝑤
∆𝐿𝐿

 （数式 3.6-4） 

v：間隙流速    
 
陽解法を用いる場合、クーラン数が 1 より小さくなければ、計算が安定しないとされてい

るが、陰解法を用いる場合、理論上その制限が無くなる。例えば、流体力学の分野では、陰

解法を用い、クーラン数 20 による計算が行われている（北村ほか, 2009）(2)。 
地下水流動解析において、陰解法を用いた場合のクーラン数上限値については、明確な指

針が無い。そのため、性能評価モデルにおけるクーラン数を見積もり、その値と解析結果の

異常の有無について検討し、今後の参考とする。クーラン数は、以下のように見積もった。 
 
 地下水流動のモデル内で地下水ダルシー流速が最大となる箇所は、陸域地表面の降雨

涵養域と考えられる。 
 降雨涵養域のダルシー流速は、大局的に降雨量程度とみなせる。ただし、地形的な谷

部では、降雨が集中して流入することにより、降雨量より大きな値が発生する。 
 本モデルでは、降雨量 100mm/yr（=0.1m/yr）としているが、予備計算における z 方向

ダルシー流速の最大値はこの 5 倍程度の値であった。 
 地表に分布する地層の間隙率は、最小で 0.05 である。降雨量の 5 倍のダルシー流速
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0.5m/yr をもとにすると、間隙流速最大値 v は、0.5/0.05＝10m/yr である。 
 涵養域の主な流向を鉛直方向とみなす場合、クーラン数の基準長さは、Δz となる。Δ

z の最小値 10m、Δt=10yr からクーラン数 vΔt/Δz=100/10＝10 と見積もった。 
 モデルのΔx、Δy はΔz の 20 倍以上あり、x 方向流速最大値は z 方向流速と同程度、y

方向流速は非常に小さい（y 方向に流動が無いモデル構造のため）ことから、これらの

方向によるクーラン数は上記の値より小さくなる。 
 

本作業では、計算されたクーラン数（約 10）は、1 より大きいものの、陰解法を用いてい

ることから、解析上の問題はないものと判断した。 
 
（５）性能評価モデルの局所ペクレ数 
局所ペクレ数𝑆𝑆𝑒𝑒は、移流分散解析の安定性を示す指標であり、以下の式で求められる。 
 

         𝑆𝑆𝑒𝑒 = 𝑣𝑣∆𝐿𝐿
𝐷𝐷

= 𝑣𝑣∆𝐿𝐿
𝑣𝑣𝐴𝐴𝐿𝐿

= ∆𝐿𝐿
𝐴𝐴𝐿𝐿

 （数式 3.6-5） 

  D：分散係数     ∆𝐿𝐿：流れ方向メッシュ間隔    𝐴𝐴𝐿𝐿：縦分散長 
 
一般に数値振動を発生させないためには、2 より小さい値が望ましいとされている。ただ

し、数値振動の発生しやすさは、解法により異なり、この基準値は、ガラーキン法など特に

数値振動対策を行っていない解法に対するものである。 
性能評価モデルでは、縦分散長 200m に対し、Δx、Δy=250m であるので、x、y 方向の局

所ペクレ数は 1.25 であり、風上法を使用する場合、解析上の問題はないものと判断した。ま

た、Δz=10~200m であるので、z 方向の局所ペクレ数は 0.1~1.0 である。 
 
（６）初期条件・境界条件 
海水準変動を考慮した地下水流動解析では、一般的なモデルの初期条件として、①モデル

全体が海水で満たされている状態を想定、②モデルに塩水と淡水が共存する（塩淡境界があ

る）状態を想定の 2 パターンがある。実際の現時点における地層を対象とする場合、初期条

件としては、パターン②の方が現実的であると考えられる。本作業では、初期条件を②とし、

初期塩分濃度分布を予備計算により、求める方法を採用した。 
境界条件については、右側側面、および底面については、地下水、および塩分の流れが発

生しないものとし、地下水流動の境界条件を不透水、塩分濃度の境界条件を分散フラックス

ゼロとした。左側面については、沖合方向へのモデル長さを十分にとれないことから、地下

水、および塩分がモデル外に流出入可能であるようにするため、地下水流動の境界条件を既

知水頭（水頭：海水面と等しい全水頭）、塩分濃度の境界条件を既知濃度（濃度：塩水濃度）

とした。 
地表面については、想定した海水準変動による水位条件および降雨条件を与えた。また、

塩分濃度解析の境界条件として、水面下は海水の流入、および地下水の流出を想定した可変

濃度境界（流出時：分散フラックスゼロ、流入時：設定濃度）とし、流入時の濃度は、塩水

濃度とした。 
以下、「3.6.4 予備解析」において、性能評価における初期条件を求め、「3.6.5 性能評価にお

ける計算結果」において、その結果を初期状態として計算を行った結果を示す。 
 

3.6.4 予備解析 
性能評価の初期条件を決定するための予備解析では、より早く平衡状態に到達させるため、

塩分濃度の初期条件として、汀線位置を境にして海側を 1、陸側を 0 として計算を行った。 
22 層モデルおよび 33 層モデルについて、初期条件決定のための予備解析における塩分濃

度分布および全水頭の経時変化をそれぞれ、図 3.6-5 および図 3.6-6 に示す。各モデルの塩分
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濃度および全水頭分布において、9 万年から 10 万年への変化が小さいことから、10 万年の結

果を平衡に達したものと判断し、10 万年時点の塩分濃度および水頭分布を、次の性能評価の

初期条件とした。 
また、10 万年時点におけるトラジェクトリ解析の結果（流跡線）を図 3.6-7 に示す。この

トラジェクトリ解析の結果は、後述する性能評価における 0 年時点の結果として利用した。 
 

22 層モデル 33 層モデル 

 
0 年 

 
0 年 

 
2 万年 

 
2 万年 

 
4 万年 

 
4 万年 

図 3.6-5 初期条件決定のための予備解析結果：塩分濃度（鉛直方向を 3 倍に拡大）（1/2） 
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22 層モデル 33 層モデル 

 
6 万年 

 
6 万年 

 
8 万年 

 
8 万年 

 
9 万年 

 
9 万年 

 
10 万年 

 
10 万年 

図 3.6-5 初期条件決定のための予備解析結果：塩分濃度（鉛直方向を 3 倍に拡大）（2/2） 
 
  



 - 3-164 - 

 
22 層モデル 33 層モデル 

 
0 年 

 
0 年 

 
2 万年 

 
2 万年 

 
4 万年 

 
4 万年 

図 3.6-6 初期条件決定のための予備解析結果：全水頭（鉛直方向を 3 倍に拡大）（1/2） 
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図 3.6-6 初期条件決定のための予備解析結果：全水頭（鉛直方向を 3 倍に拡大）（2/2） 
  



 - 3-166 - 

 
 
 
 
 
 
 
 

    22 層モデル    33 層モデル 

 
10 万年：トラジェクトリ解析 

 
10 万年：トラジェクトリ解析 

図 3.6-7 初期条件決定のための予備解析結果：流跡線（鉛直方向を 3 倍に拡大） 
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3.6.5 性能評価における計算結果 
（１）塩分濃度 

性能評価の各解析ケースにおける塩分濃度分布について、5 千年後を図 3.6-8、9 千年後を

図 3.6-9、1 万年後を図 3.6-10、2 万年後を図 3.6-11、4 万年後を図 3.6-12、8 万年後を図 3.6-13、
10 万年後を図 3.6-14、11 万年後を図 3.6-15 に示す。ここで、0 年～10 万年は海水位が低下

する海退期、10 万年～11 万年は海水位が上昇する海進期に相当する。 
5 千年後の図 3.6-8 をみると、22 層モデル（L22）および 33 層モデル（L33）ともに、ケー

ス B において、地表面の塩淡境界付近に塩分濃度分布の不連続な箇所が生じていることがわ

かる。ケース A では、1,000 年ごとに地形変化の反映とともに、計算値継承時に塩分濃度を 0
～1 の間となるように処理しているため、ケース B に比べて、アンダーシュートやオーバー

シュートがある程度軽減されているものと考えられる。なお、同図には、ケース B の塩分濃

度に関して、ケース A と同じ表示スケールで示したものも掲載し、これ以降の図には、ケー

ス A と同じ表示スケールで示したもののみを掲載した。 
海退期である図 3.6-8～図 3.6-14 をみると、すべての解析ケースにおいて、海水位低下に

伴う汀線位置の海側（図の左側）への後退とともに、地表面の塩淡境界位置も追随して後退

していることがわかる。なお、8 万年後の塩分濃度（図 3.6-13）において、x=10,000m～15,000m
の間に比較的高濃度の塩分が残っているのは、図 3.6-16 に示した流動場からわかるように、

この付近を流れる地表面からの主要な流動場が存在せず、降雨による洗い出しが進まなかっ

たものと考えられる。 
また、海進期である図 3.6-15 をみると、海水位が 0m まで回復したにもかかわらず、地表

面の塩淡境界位置は、汀線位置よりも 5000m ほど後退した位置に留まったままとなった。こ

れは、図 3.6-17 に示した流動場からわかるように、x=5,000m～10,000m の海底面が地下水の

浸出面となっているため、この海底面から塩水の侵入はなく、この海底面の塩水化が生じに

くい状況となっている。さらに、塩分濃度の高い領域からこの浸出面へと形成されている流

動場における流速は遅く（密度勾配のみのため）、この領域が再度塩水化されるには長期間を

要するものと考えられる。 
塩分濃度に関しては、計算値継承時における塩分濃度の 0～1 の間となるような処理による

アンダーシュートおよびオーバーシュートの軽減の影響を除いて、解析ケース間の顕著な違

いはみられなかった。また、塩分濃度の 0～1 処理の影響に関して言えば、例えば、各解析ケ

ースにおける x=10,000mでの z=-2000～0mの塩分濃度分布の 1万年ごとの経時変化（図 3.6-18）
をみた場合、2 万年の塩分濃度において、わずかにケース間の違いがみられ、22 層モデルの

ケース B（L22-B）では、z=-1000m 付近にオーバーシュートが発生しており、計算精度が他

に比べて悪くなっている傾向がみられた。 
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22 層モデル 33 層モデル 

 
L22-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L22-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L22-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 
（L22-A とスケールを合わせた場合） 

 
L33-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 
（L33-A とスケールを合わせた場合） 

図 3.6-8 性能評価における塩分濃度分布：5 千年後（鉛直方向を 3 倍に拡大） 
 

22 層モデル 33 層モデル 

 
L22-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L22-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 
（L22-A とスケールを合わせた場合） 

 
L33-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 
（L33-A とスケールを合わせた場合） 

図 3.6-9 性能評価における塩分濃度分布：9 千年後（鉛直方向を 3 倍に拡大） 
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22 層モデル 33 層モデル 

 
L22-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L22-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 
（L22-A とスケールを合わせた場合） 

 
L33-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 
（L33-A とスケールを合わせた場合） 

図 3.6-10 性能評価における塩分濃度分布：1 万年後（鉛直方向を 3 倍に拡大） 
 
 

22 層モデル 33 層モデル 

 
L22-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L22-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 
（L22-A とスケールを合わせた場合） 

 
L33-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 
（L33-A とスケールを合わせた場合） 

図 3.6-11 性能評価における塩分濃度分布：2 万年後（鉛直方向を 3 倍に拡大） 
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22 層モデル 33 層モデル 

 
L22-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L22-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 
（L22-A とスケールを合わせた場合） 

 
L33-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 
（L33-A とスケールを合わせた場合） 

図 3.6-12 性能評価における塩分濃度分布：4 万年後（鉛直方向を 3 倍に拡大） 
 

22 層モデル 33 層モデル 

 
L22-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L22-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 
（L22-A とスケールを合わせた場合） 

 
L33-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 
（L33-A とスケールを合わせた場合） 

図 3.6-13 性能評価における塩分濃度分布：8 万年後（鉛直方向を 3 倍に拡大） 
  



 - 3-171 - 

 
22 層モデル 33 層モデル 

 
L22-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L22-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 
（L22-A とスケールを合わせた場合） 

 
L33-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 
（L33-A とスケールを合わせた場合） 

図 3.6-14 性能評価における塩分濃度分布：10 万年後（鉛直方向を 3 倍に拡大） 
 

22 層モデル 33 層モデル 

 
L22-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L22-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 
（L22-A とスケールを合わせた場合） 

 
L33-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 
（L33-A とスケールを合わせた場合） 

図 3.6-15 性能評価における塩分濃度分布：11 万年後（鉛直方向を 3 倍に拡大） 
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L22-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L22-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

図 3.6-16 性能評価における流動場：8 万年後（鉛直方向を 3 倍に拡大） 
 

22 層モデル 33 層モデル 

 
L22-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L22-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

図 3.6-17 性能評価における流動場：11 万年後（鉛直方向を 3 倍に拡大） 
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22 層モデル：L22 33 層モデル：L33 

 
L22-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L22-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

図 3.6-18 各解析ケースにおける x=10,000m での z=-2000～0m の塩分濃度分布の 1 万年ごと

の経時変化 
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（２）トラジェクトリ解析（流跡線） 
本トラジェクトリ解析では、各時刻における定常流動場を対象とした流跡線を計算した。 
性能評価の各解析ケースにおける流跡線について、5 千年後を図 3.6-19、9 千年後を図 

3.6-20、1 万年後を図 3.6-21、2 万年後を図 3.6-22、4 万年後を図 3.6-23、8 万年後を図 3.6-24、
10 万年後を図 3.6-25、11 万年後を図 3.6-26 に示す。これらの図には塩分濃度も合わせて示

した。また、各解析ケースにおける粒子出発点ごとの移行経路の経時変化について、移行距

離を図 3.6-27、移行時間を図 3.6-28、移行速度を図 3.6-29 に示す。 
5 千年後の図 3.6-19 をみると、22 層モデル（L22）および 33 層モデル（L33）ともに、ケ

ース B では、先述の塩分濃度の不連続箇所（図 3.6-8）において、ケース A と異なる流動系

が形成された（Pos.5）。これは、先述の通り、1,000 年ごとに地形変化の反映とともに、計算

値継承時に塩分濃度を 0～1 の間となるように処理することの影響により、ケース A とケース

B で塩分濃度の計算値（の範囲）に差異が生じたためである。なお、それ以外の経路では、

顕著な違いはみられなかった。 
海退期である図 3.6-21～図 3.6-25 をみると、すべての解析ケースにおいて、性能評価の 0

年の流跡線（図 3.6-7：予備解析の 10 万年後）と比較して、汀線位置および地表面の塩淡境

界位置の後退とともに浸出域が後退し、それに応じて移行距離も増加することがわかる（図 
3.6-27）。 

次に、海進期である図 3.6-26 をみると、海水位が 0m まで回復し、汀線位置が 0 年と同じ

位置まで戻ると、浸出域の陸側への前進に伴い、移行距離も減少していることがわかる（図 
3.6-27）。また、L33-A の Pos.9（オレンジ色）や L33-B の Pos.10（赤色）が、他のケースの移

行経路と異なっており、移行距離も長くなった。 
各解析ケースにおける粒子出発点ごとの移行経路の経時変化をみると、図 3.6-27 の移行距

離において、L33-A の Pos.9 の 11 万年の移行距離（約 3,000m）が他のケース（約 1,000m）に

比べて長く、L33-B の Pos.10 の 11 万年の移行距離（約 4,000m）が他のケース（約 1,500m）

に比べて長くなった。また、図 3.6-28 の移行時間において、L33-B の Pos.10 の 11 万年の移

行時間が他のケースに比べて、著しく増加する結果となった。なお、それ以外は、ケース間

に顕著な違いはみられなかった。 
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22 層モデル 33 層モデル 

 
L22-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L22-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

※ L22-BおよびL33-Bの濃度分布に関しては、不連続箇所を強調するため、透明化処理を行

っていない。 
図 3.6-19 性能評価における流跡線：5 千年後（鉛直方向を 3 倍に拡大） 

 
 

22 層モデル 33 層モデル 

 
L22-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L22-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

図 3.6-20 性能評価における流跡線：9 千年後（鉛直方向を 3 倍に拡大） 
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22 層モデル 33 層モデル 

 
L22-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L22-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

図 3.6-21 性能評価における流跡線：1 万年後（鉛直方向を 3 倍に拡大） 
 

22 層モデル 33 層モデル 

 
L22-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L22-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

図 3.6-22 性能評価における流跡線：2 万年後（鉛直方向を 3 倍に拡大） 
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22 層モデル 33 層モデル 

 
L22-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L22-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

図 3.6-23 性能評価における流跡線：4 万年後（鉛直方向を 3 倍に拡大） 
 

22 層モデル 33 層モデル 

 
L22-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L22-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

図 3.6-24 性能評価における流跡線：8 万年後（鉛直方向を 3 倍に拡大） 
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22 層モデル 33 層モデル 

 
L22-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L22-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

図 3.6-25 性能評価における流跡線：10 万年後（鉛直方向を 3 倍に拡大） 
 

22 層モデル 33 層モデル 

 
L22-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L22-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

図 3.6-26 性能評価における流跡線：11 万年後（鉛直方向を 3 倍に拡大） 
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22 層モデル 33 層モデル 

 
L22-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L22-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

図 3.6-27 各解析ケースにおける粒子出発点ごとの移行距離の経時変化 
 

22 層モデル 33 層モデル 

 
L22-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L22-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

図 3.6-28 各解析ケースにおける粒子出発点ごとの移行時間の経時変化 
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22 層モデル 33 層モデル 

 
L22-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-A：1,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L22-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

 
L33-B：10,000 年ごとに地形変化を反映 

図 3.6-29 各解析ケースにおける粒子出発点ごとの移行速度の経時変化 
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3.6.6 まとめ 
3.7 節で実施する地形変化・海水準変動を考慮した地下水流動・塩分濃度解析では、12.5 万

年間にわたる地形・地質構造データをもとにして、その構造を考慮した 3D-SEEP による解析

を行う。地形変化を地下水流動解析に適切に反映できるような解析条件を設定できるように、

地形変化の時間間隔、地下水流動解析のためのメッシュ分割、タイムステップなどについて、

評価対象地域を参考に単純な 3 次元モデルを作成して、予察的な解析を実施した。性能評価

では、地形変化・海水準変動の両方を考慮する必要があるため、沿岸域（陸域・海域の両方

を含む）を対象としたモデルとした。なお、地質構造については、1 つの地質断面図（xy 断

面図：図 3.6-1）を用いて、y 方向に同じ xz 断面が連続するものとした。 
この仮想的な地質構造モデルを反映した 3D-SEEP 解析用メッシュモデルについては、メッ

シュ分割の違いとして、z 方向を 22 層および 33 層に分割したモデルを設定した（図 3.6-2）。
この際、22 層モデルは、z 方向のメッシュが粗く、海底下において本来連続している地層が

不連続な地層となり、設定した地質構造モデルを再現できていないモデルとなった。 
まず、性能評価における初期条件を決定するため、予備解析を行った。予備解析では、海

水準を 0 年時の値で固定して長期間の解析を行い、定常に達した状態の結果を性能評価にお

ける塩分濃度および圧力水頭（全水頭から換算）の初期値とした（図 3.6-5 および図 3.6-6）。 
次に、地質構造の地形変化をモデル化するために、地質構造の変化の影響が過度に大きく

ならないような適切な期間（地質タイムステップ）に分割し、分割された期間ごとに、地質

構造を考慮した解析モデル（3D-SEEP モデル）を作成した。3D-SEEP では、1 地質タイムス

テップ期間の解析を行うが、その間の 3D-SEEP モデルは固定されている。ただし、異なる地

質タイムステップでは、地質構造の変化を反映し、3D-SEEP モデルは異なっている。地質タ

イムステップ間において、前の地質タイムステップにおける 3D-SEEP の最終解析結果を、次

の地質タイムステップにおける 3D-SEEP 解析の初期値として継承した。 
性能評価において仮定した地形変化は、0 年から 11 万年の間で、右端における隆起量 30m、

侵食量 40m を与え、左端においては堆積量 10m とし、現海岸位置で隆起量・堆積量ともに 0
となるよう x 座標により線形補間して与えた（図 3.6-3）。また、海水準変動については、0
年から 10 万年にかけて海水準が 120m 低下し、11 万年の 1 万年間に 120m 上昇するという線

形変化を与えた（図 3.6-4）。このような地形変化を考慮した現在、および 11 万年後の地質構

造モデルを作成し、その間を A：100 分割（地質タイムステップ=1000 年）、および B：10 分

割（地質タイムステップ=10000 年）とし、地質タイムステップを変えた 2 ケースの解析（解

析ケース A：モデルが徐々に変化、および解析ケース B：モデルが大幅に変化）を行った。

この 2 ケースでは、地質タイムステップ間における 3D-SEEP モデルの変化の大きさが異なる。

以上により、性能評価では、z方向メッシュの層数（22層、33層）×地質タイムステップ（A:1,000
年、B：10,000 年）の計 4 ケースを解析ケースとして設定した。なお、対象とする解析期間を

11 万年後までとした。 
性能評価における塩分濃度の結果（図 3.6-11～図 3.6-15）から、汀線が海側へ移動するこ

とにより、海側へ淡水が流入するとともに、塩分濃度分布が大きく変化する結果となった。

また、可変濃度境界条件を適用した評価であり、地表面での塩淡境界は、汀線の位置よりも

海側にみられる結果となっている。なお、本性能評価では、ケース間の顕著な違いは認めら

れず、地形変化を解析モデルに反映させるタイムステップ（地質タイムステップ）に関して、

1,000 年と 10,000 年では解析結果に大きな影響は与えないことがわかった。 
次に、トラジェクトリ解析の結果（流跡線：図 3.6-22～図 3.6-26）から、海退期には、汀

線位置および地表面の塩淡境界位置の後退とともに浸出域が後退し、それに応じて移行距離

も増加するのに対して、海進期には、浸出域の陸側への前進に伴い、移行距離も減少してい

ることがわかった。各解析ケースにおける粒子出発点ごとの移行経路の経時変化をみると、

移行時間において、L33-B の Pos.10 の 11 万年の移行時間が他のケースに比べて、著しく増加

している以外は、ケース間の顕著な違いはみられなかった。 
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このように、ケース間に顕著な違いがみられなかった理由として、本解析ケースにおいて

設定した、z 方向メッシュの層数（22 層、33 層）および地質タイムステップ（A:1,000 年、B：
10,000 年）の観点からそれぞれ次のように説明される。 

まず、z 方向メッシュの層数の違い（図 3.6-2）は、主に海底下の地層に影響しており、22
層モデルにおいて不連続な地層が現れている。地質構造モデルでは連続している木古内層（Kn
層：透水係数 1×10-8 m/s）が不連続となることで、その上下に位置する館層（Dt 層：透水係

数 1×10-7 m/s）と福山層（Fy 層：透水係数 1×10-7 m/s）が直接接触する部分が生じている。

しかし、この不連続な地層の発生箇所が海底下であり、透水係数の差も 1 桁程度であったこ

とから、浸透流および密度流、そしてそれらの結果を元に計算されるトラジェクトリ解析に

対してそれほど顕著な影響を与えなかったものと考えられる。 
次に、地質タイムステップの違いに関しては、本性能評価において仮定した地形変化が数

十 m と、解析モデルのスケール（数十 km の水平方向と 2km の鉛直方向）に比較して小さい

ため、11 万年で数十 m の地形変化（1 万年で数 m、千年でその 1/10）であれば、1,000 年と

10,000 年では顕著な影響は与えないことが示唆された。 
ただし、L33-A の Pos.9 の 11 万年の移行距離、L33-B の Pos.10 の 11 万年の移行距離および

移行時間が他のケースに比べて異なる理由は明らかではないが、おそらくトラジェクトリ解

析における計算精度に起因している可能性があり、今後トラジェクトリ解析に対する密度流

解析の計算精度の影響も含めて、検討する必要があることが示唆される。 
このように、塩分濃度やポテンシャル場には大きな違いはみられてないにもかかわらず、

トラジェクトリ解析結果に違いが出たのは、ベクトル場の再現性に違いがあるからであり、

どのような計算結果を必要とするかにより、必要となる解析モデルの精度（空間メッシュや

時間刻み）が異なることが示唆される。つまり、塩分濃度やポテンシャル場の状態をおおよ

そ把握するためであれば解析モデルもある程度粗くできるが、トラジェクトリ解析を精度よ

く求めるのであれば、より詳細な解析モデルが必要になるものと考えられる。 
以上の性能評価の結果、① 地質構造を解析メッシュモデルに適切に反映させるためには、

z 方向のメッシュは地層厚さを表現する程度には細かく設定する必要があるものの、本性能評

価の範囲（不連続となった地層が海面下のみであった）においては、塩分濃度分布やトラジ

ェクトリ解析結果に顕著な影響は与えなかったこと、② 地形変化が解析モデルのスケール

（数十 km）に比して十分に小さい場合（11 万年で数十 m の隆起量や侵食量）には、地形変

化を解析メッシュモデルに反映するタイミングとして、1,000 年と 10,000 年では顕著な影響

は与えないこと、がわかった。また、③ 海水準変動は、塩分濃度およびトラジェクトリ解析

の結果に直接的に影響しており、その変動が地形変化に比べて大きい場合には、海水準変動

に伴う動水勾配の増加により、流動系も大きく変化することが示された。ただし、地質タイ

ムステップに関して、上記の理由により、地形変化そのものの影響は明らかではなかったも

のの、④ 計算値継承時に塩分濃度を 0～1 の間になるように処理することにより、地質タイ

ムステップを細かく設定した方が、塩分濃度のアンダーシュートおよびオーバーシュートの

影響を軽減できる可能性が示唆された。 
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 将来の地形変化に対する評価及び地下水流動・塩分濃度の予察的解析 
 

3.7.1 対象地域における現在から将来 12.5 万年後までの地形変化評価 
3.3 で改良した地形変化評価コードを用いて、図 3.7-1 に示すような流れで将来の地形変化

までを評価した。まず、昨年度と同様、古地形の推定および現在を再現するパラメータの評

価を行った。評価においては、地形・地質調査等から把握された対象地域における過去の地

形変化に対する条件（河床縦断形（河成段丘判読位置）が現在と 12.5 万年前で一致、埋没谷

深度（現河口での最寒冷期の標高）および平均侵食速度が推定値に一致）を地形変化シミュ

レーションの拘束条件とすることで、評価の妥当性を確保するものとした。 
また、過去～現在の推定における不確実性に加え、将来の変動に対する不確実性（海水準

変動（気候変動）等）を考慮した上で、予測される将来の地形変化を複数評価した。さらに、

検討地域における水理地質構造を調査し、基本ケースとなる海水準変動に対し非定常な地形

変化を考慮した地下水流動・塩分濃度解析を行い、地形変化が地下水流動・水質に与える影

響の傾向性や因子に関する予察的検討を実施した。 
 

 
図 3.7-1 現在から将来の地形変化を反映した地下水流動・塩分濃度解析までの評価概要 
 

（１）古地形の推定 
過去の地形は『過去（12.5 万年前）の標高＝現在の標高―12.5 万年間の標高変化量（隆起

量―侵食量＋堆積量）』で表されるが、標高変化量は複数の地形変化プロセスの結果であり、

一律に仮定することが困難である。そこで、対象地域の変動が比較的小さく安定であること、

さらに河成段丘判読位置において 12.5 万年前と現在の河床高が一致することから、現在を

12.5 万年前の地形と仮定したときの過去～現在の 12.5 万年間の変化量が、おおよその過去

12.5 万年間の変化量に類似すると仮定し、これを地形変化シミュレーションで評価すること

とした。ただし、これは過去の変化量と必ずしも一致しないため、計算した 12.5 万年間の変

化量を現在の標高から差し引いた地形は、地形・地質調査等から把握される古地形に対する

条件を満たさない。そこで、調査から特定した古地形に対する条件（汀線位置が 12.5 万年前

と現在で一致、河成段丘判読位置での河床縦断形が 12.5 万年前と現在で一致）を考慮して算

出した地形を修正し、これを推定した古地形とした。 
評価の結果、古地形に対する条件を満たすパラメータを得られなかったため、古地形の推

定に至らなかった。河道移動、側刻の検討により低地幅は再現できるようになったが、領域

全体の地形変化を含めると検討が不十分であることがわかった。 
このため、（２）の評価では、昨年度推定した古地形に海域の堆積のモデル改良のみを適用
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した。 
 

（２）現在を再現するパラメータの評価 
昨年度推定した古地形をスタートとした 12.5 万年間のシミュレーションにより、拘束条件

を満たしかつ現在の地形に一致するようなパラメータを求めた。その結果を表 3.7-1に示す。 
河床縦断形を僅かに満たさないが、本パラメータで以降の解析を実施することとした。 
 

表 3.7-1 現在を再現するパラメータの評価結果 

 河川係数 
（流域面積） 

河川係数 
（勾配） 斜面係数 礫径係数 気候係数 

ケース 1 
（平均侵食速度 
0.089mm/y） 

0.001 0.001 0.003 8.0 0.7 

ケース 2 
（平均侵食速度 
0.0445mm/y） 

0.001 0.0001 0.00125 8 0.5 

 
また、求めたパラメータセットに基づいて、過去から現在を評価して得られた現在の地形

標高から実際の現在地形標高を差し引いた標高差のマップを、図 3.7-2 に示す。陸側の大部

分と沖合においてほぼ一致したが、海岸沿いの沿岸域で標高が高くなる傾向がみられた。 
 

 
 
 

図 3.7-2 シミュレートした現在の地形と実際の現在の地形の標高差 
 

（３）現在～将来 12.5 万年後までの地形変化評価 
（ａ）ケース 1（平均侵食速度 0.089m/y（最大のケース）） 

（２）で決定したケース 1 及びケース 2 のパラメータを用いて、現在の地形を初期条件と

した将来までの地形変化評価を行った。海水準変動は、昨年度に使用した過去 12.5 万年間

の基本ケースを与えた。 
現在から将来 12.5 万年後までの地形変化評価を行った。地表（基盤＋沖積層）の標高差

および期間基盤侵食量をそれぞれ図 3.7-3 現在から将来を評価した各時点の地形と現在

地形との標高差の変化（ケース 1） 
、図 3.7-4 現在から将来を評価した各時点の地形と現在地形の基盤侵食量の変化（ケース 1） 

に示す。 
  ・標高差＝経過年での評価地形－現在地形標高データ 
  ・期間基盤侵食量＝経過年での評価地形－現在地形－隆起量 

背景：現在の地形の標高に対する等高線図（100m毎） 
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これらの図から、以下の特徴が挙げられる。 
・陸側で標高が現在よりも上昇（最大 30ｍ程度）しており、陸側の隆起速度（0.3mm/y）

相当となっている 
・河川の標高はほとんど変わらない 
・河口付近は海水準の低下により標高が下がり、12.5 万年後は海水準の上昇により河口に

堆積が生じるため標高は現在とほぼ同じとなる 
・基盤侵食量の変化は河川域で大きく、河川域で隆起量≒侵食量、斜面域で隆起量＞侵食

量となっている 
以上の結果から、陸側の領域全体がほぼ隆起量分標高が上昇し、河川部分が現標高まで侵

食され、河道側面の斜面勾配が増加して、領域の高度分散量も大きくなった。したがって、

陸側から海へ向かって全体的な動水勾配が増加することにより、地形変化とともに地下水流

速が上昇することが想定される。一方、河川では侵食が進み、隆起した分の基盤厚さが侵食

されるため、仮に埋設地の上部に河川が存在する場合には、10 万年で 30m 侵食されることに

よって、一部領域の対地深度が減少することとなる。また、地下水流動解析の結果によるが、

埋設地からの核種移行経路の放出点が河川となる場合には、30m 程度が侵食されていること

から、将来の移行距離が減少することを核種移行解析に反映させる必要がある。 
 

 

 

(a) 6 万年後  

  
(b) 10.5 万年後（最寒冷期） (c) 12.5 万年後 

図 3.7-3 現在から将来を評価した各時点の地形と現在地形との標高差の変化（ケース 1） 
 

黒線：現在の海岸線 
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(a) 6 万年後  

  
(b) 10.5 万年後（最寒冷期） (c) 12.5 万年後 

図 3.7-4 現在から将来を評価した各時点の地形と現在地形の基盤侵食量の変化（ケース 1） 
 
（ｂ）ケース 2（平均侵食速度 0.0445m/y（最小のケース）） 
（２）で決定したパラメータを用いて、現在の地形を初期条件とした将来までの地形変化

評価を行った。海水準変動は、（ａ）と同様に過去 12.5 万年間の基本ケースを与えた。 
地表（基盤＋沖積層）の標高差および期間基盤侵食量をそれぞれ図 3.7-5 及び図 3.7-6 に示

す。 
  ・標高差＝経過年での評価地形－現在地形標高データ 
  ・期間基盤侵食量＝経過年での評価地形－現在地形－隆起量 
全体的な傾向としては、ケース 1 と変わりないが、以下の点でケース 1 と異なる。 
 主要河川の標高はほとんど変わらないが、支流でやや標高が大きくなる領域がみられ

る 
 河口付近は海水準の低下により標高が下がり、12.5 万年後は海水準の上昇により河口

に堆積が生じるが、標高は現在よりやや低くなった 
 基盤侵食量の変化は河川域で大きく、河川域で隆起量≒侵食量、斜面域で隆起量＞侵

食量となっているが、全体的に基盤侵食量が小さい 
 

背景：現在の地形の標高に対する等高線図（100m毎） 
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(a) 6 万年後  

  
(b) 10.5 万年後（最寒冷期） (c) 12.5 万年後 

図 3.7-5 現在から将来を評価した各時点の地形と現在地形との標高差の変化（ケース 2） 
  

黒線：現在の海岸線 
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図 3.7-6 現在から将来を評価した各時点の地形と現在地形の基盤侵食量の変化（ケース 2） 
 
（ｃ）ケース 1 と 2 の比較（将来 12.5 万年の地形変化の変動幅） 
ケース 1 と 2 でやや異なる結果が得られたことから、1 と 2 を比較して、平均侵食速度の

大小によって、地形変化の変動幅を評価した。図 3.7-7 に標高分布の変動幅を示す。 
変動幅=ケース 1（侵食速度大）の標高－ケース 2（侵食速度小）の標高 

として算出した。(a)に示すように±50m のコンター幅で表示すると両者に大きな差が見られ

ないが、(b)に示すように±30 のコンター幅では、領域全体で標高差に差が現れているのが確

認される。平地部分では河道の移動によってばらつくため、比較の対象外となるが、それ以

外の山地の領域で 5m 以上の標高差が全体的に生じている。 
図 3.7-8 に示す基盤侵食量の変動幅についても、同様の傾向が現れている。 
平均侵食速度を 0.089m/y と 0.0445m/y の幅の中で、勾配の河川係数、斜面係数のパラメー

タが異なることによって、将来 12.5 万年後の地形の変動幅を把握することが可能となった。

平均侵食速度が小さいほうが、将来の標高が大きくなり、地形勾配も大きくなる傾向となる。 
  

 

 

(a) 6 万年後  

  
(b) 10.5 万年後（最寒冷期） (c) 12.5 万年後 

背景：現在の地形の標高に対する等高線図（100m毎） 
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(a) コンター±50ｍ表示 

 
(b) コンター±30ｍ表示 

 

 

図 3.7-7 将来 12.5 万年の地形変化（標高差）の変動幅 
 

背景：現在の地形の標高に対する等高線図（100m毎） 
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(a) コンター±50ｍ表示 

 
(b) コンター±30ｍ表示 

 

 

図 3.7-8 将来 12.5 万年の地形変化（基盤侵食量）の変動幅 
 

  

背景：現在の地形の標高に対する等高線図（100m毎） 
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3.7.2 海水準変動の不確実性を考慮した地形変化の感度解析 
（１）海水準変動の特徴抽出 

過去 90 万年間の海水準変動曲線(1)の特徴を分析した一例を図 3.7-9 に示す。なお、本デー

タは海水準変動の傾向をよく示すが、定量性には不確実性が含まれるデータとされている。

1500 年以上の期間において、海水準の低下速度の大きい箇所、海水準が現在の海面高さより

も高い箇所、1 回の海水準低下における最大低下深さ、経過期間などの観点で、特徴抽出を

行った。 
 

（ａ）間氷期における最大海面高さ 
図 3.7-9 より、現在の海面高さより高い位置に海水準があったのは、12.5 万年前の+5m、33

万年前の+2m、41 万年前の+7m の 3 回が記録されている。図 3.7-10 に IPCC が公表した将来

の海面変化の予測結果(2)を示す。地球温暖化による 2010 年までの海面上昇幅の予測は細大で

1.2m 程度であり、過去の変動範囲内に収まるものである。しかし、この間氷期の継続時期は

予測困難であり、最大海面高さが 7m までに限定されるものではない。 
 

（ｂ）海面低下速度 
表 3.7-2 に示すように、海面低下速度として 12 カ所を抽出して、その低下深さ、低下期間

からその期間中の平均海面低下速度を算出した。⑥は 1900 年間で 29.3m 海面高さが低下し、

平均低下速度として最大の 0.015m/y となった。比較的大きい箇所を抽出した結果であるが、

0.0046～0.015m/y の範囲にある。 
 

（ｃ）最大低下幅 
低下速度は極端に大きくはないが、低下が単調に継続する 2 万年の期間（82 万年前から 80

万年）で 90m 低下するケースがみられた。 
 

（ｄ）1 サイクル内での海面高さ上下変動の繰り返し回数 
12.5 万年前から 7 万年前にかけて、海面高さ-20～-25m の範囲で、海水準の低下・上昇が 3

回繰り返されている。また、86 万年前から 82 万年前にかけて、海面高さ-20m～-35m の範囲

で海水準の低下・上昇が 3 回繰り返されている。海水準の低下によって、侵食が進行すると

考えれば、低下が繰り返されることによって侵食量が大きくなることが想定される。 
 

（ｅ）海面高さの最低値 
海水準変動の幅を設定するにあたって、その最低値の変動幅を把握するため、各サイクル

での最低値を読み取った。-125m、-115m、-88m、-115m、-130m、-70m、-150m、-110m、-125m
となる。一方、その際低地を継続する期間は非常に短く、氷期から間氷期への切り替わりが

生じる結果、極小値として示される。その最低値から最大値へ向かう上昇速度は低下速度の

絶対値より非常に大きく、短期間で一気に上昇する傾向にある。 
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図 3.7-9 過去 90 万年の海水準変動の特徴分析 

 

 
図 3.7-10 世界平均の海面水位の過去及び将来予測における時系列 

（1980-1999 年平均を基準とする） 
IPCC 第 5 次評価報告書(2013) (2) 
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表 3.7-2 海水準低下速度の大きい領域の整理結果 
 始点 

（千年） 
終点 

（千年） 海水準低下速度 期間 下降幅 

1 17.9 22.3 0.005909  m/年 4,400 年 26.00 m 
2 26.1 31.3 0.004566  m/年 5,200 年 23.74 m 
3 68.2 71.1 0.006521  m/年 2,900 年 18.91 m 
4 183.6 186.6 0.008986  m/年 3,000 年 26.96 m 
5 228.6 233.3 0.007557  m/年 4,700 年 35.52 m 
6 346.3 348.2 0.015412  m/年 1,900 年 29.28 m 
7 448.1 449.7 0.010404  m/年 1,600 年 16.65 m 
8 510 513.7 0.006208  m/年 3,700 年 22.97 m 
9 636.8 638.5 0.009341  m/年 1,700 年 15.88 m 
10 721.4 724.8 0.006811  m/年 3,400 年 23.16 m 
11 757.1 760.3 0.011203  m/年 3,200 年 35.85 m 
12 887.4 890.4 0.009366  m/年 3,000 年 28.10 m 
 
（２）感度解析の条件 

以上の特徴抽出結果をもとに、将来の地形変化評価の不確実性として、表 3.7-3 に示す 6
ケースの海水準変動に関する感度解析を行った。海水準の時間変化は図 3.7-11 に示す。 
 

表 3.7-3 感度解析における海水準変動設定条件 

Case パラメータ 海面低下 
・上昇速度 

初期 
海面高さ 上下間隔 上下回数 解析期間 

1 上下変動 
繰り返し回

数 
-0.01m/y 

0 
3000 年ごと

に上下 

0 
31000y 2 0 1 

3 0 3 
4 

海面低下 
速度一定 

-0.005m/y 0 － － 
25000y 5 -0.01m/y 0 － － 

6 -0.05m/y 0  － 
 
 

  
図 3.7-11 感度解析における海水準変動の設定ケース 

（左：海面低下・上昇の繰り返し回数 Case1～3、右：海水準低下速度 Case4～6） 
 

 

現在 現在 

この時点で比較 この時点で比較 
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（３）感度解析の結果 
（ａ）海面低下・上昇の繰り返し回数 

図 3.7-12 に海面低下・上昇の繰り返し回数をパラメータとした感度解析の結果を示す。繰

り返し回数が 3回の場合に-120mに達する 3.1万年時点までの各ケースの河床縦断形の時間変

化を示した。(a)の繰り返し回数 0 回では 1.3 万年後に-120m に到達し、3.1 万年まで-120m が

維持される条件で評価されている。3.1 万年では流下距離 27km 以降で基盤が侵食されている。

(b)の繰り返し回数 1 回では 30km 以降で基盤が侵食され、(c)の 3 回では 32km 以降で基盤が

侵食された。 

 
(a) 繰り返し回数 0 回 

 
(b) 繰り返し回数 1 回 

 
(c) 繰り返し回数 3 回 

図 3.7-12 海面低下・上昇の繰り返し回数感度解析の河床縦断面の時間推移 
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3.1 万年時点での現汀線位置付近の河床縦断形の比較を図 3.7-13 に示す。現汀線より海側

は繰り返し回数が少ないほど侵食されている。これは繰り返し回数よりも、-120m に到達後

にその海水準のまま継続している期間に依存している可能性があるが、繰り返し回数が 0, 1
回では 6000 年程度の-120m 維持期間の差に対して標高差はほとんど見られなかった。 

 
 

 
図 3.7-13 海面低下・上昇の繰り返し回数による河床縦断形（一部）の比較（3.1 万年時点） 
 

次に河道上の各点における初期標高との標高差や河床横断面の時間変化を整理するため、

図 3.7-14 のように河道上の抽出地点を選定した。初期標高と標高差の時間変化を図 3.7-15
に示す。繰り返し回数 3 回では 3.1 万年の最低標高が 30m 程度異なるとともに、No.45 付近

は海水準が 0m に戻る 1.9 万年の 3 回目の上昇のタイミングで、初期よりも 14m 程度標高が

上昇している。No.1～No.20 では標高差はどのケースともほとんど違いは見られないが、No.25
以降 No.32 あたりまでケースにより標高差が現れている。 

No.11、No.42 及び No.47 における河床横断面を図 3.7-16 に示す。横断面でみても No.11 あ

たりではケース間で差は生じなかった。No.42（現河口付近）の横断面では、繰り返し回数が

0 と 1 では類似した形状となっているが、回数 0 の方が、侵食が進行している。繰り返し回

数 3 回では河床幅も十分に発達しないままの状態となった。また、各ケースで-120m に到達

した時点での No.42 の横断面を比較すると、繰り返し回数 0 回の方が河床の最低標高も小さ

く、河床幅も大きい結果となった。 
 

 
図 3.7-14 河川縦断形での標高抽出地点 
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(a) 繰り返し回数 0 回 

 
(b) 繰り返し回数 1 回 

 
(c) 繰り返し回数 3 回 

図 3.7-15 河床横断面の初期からの標高差の時間推移 
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No.11 

 
No. 42 

 
No. 47 

(a) 繰り返し回数 0 回 

 
No.11 

 
No. 42 

 
No. 47 

(b) 繰り返し回数 1 回 

 
No.11 

 
No. 42  

No. 47 
(c) 繰り返し回数 3 回 

図 3.7-16 河床横断面の比較 
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（ｂ）海水準低下速度 

次に、海水準低下速度を-0.05m/y、-0.01m/y、-0.005m/y としたときの感度解析結果を図 3.7-17
に示す。-0.005m/y のケースで、海水準が-120m に達する 2.5 万年時点までの各ケースの河床

縦断形の時間変化を示した。(a)の-0.05m/y ではおよそ 1.9 万年後に-120m に到達し、2.5 万年

まで-120m が維持される条件で評価されている。河床縦断形でみるとどのケースも大きな違

いは見られなかった。 

 
(a) 海水準低下速度-0.05m/y 

 
(b) 海水準低下速度-0.01m/y 

 
(c) 海水準低下速度-0.005m/y 

図 3.7-17 海水準低下速度感度解析の河床縦断面の時間推移 
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 次に、2.5万年時点での現汀線付近の河床縦断形の比較を図 3.7-18に示す。低下速度-0.01m/y、
-0.05m/y はほぼ同じ縦断形となっている。低下速度-0.005m/y においても大きな標高差はなく、

沖合で 10ｍ程度である。 
 

 
図 3.7-18 海面低下速度による河床縦断形（一部）の比較 

 
次に（ａ）と同様に、初期標高と標高差の時間変化を図 3.7-19 に示す。No.1～No.32 あた

りまでは標高差はどのケースともほとんど違いは見られないが、No.25 以降 No.32 あたりまで

ケースにより標高差が全く現れなかった。それ以降でもほとんど違いは見られず、-0.005m/y
のケースで、2.5 万年で標高が十分に低下しなかった。 

No.11、No.42 及び No.47 における河床横断面を図 3.7-20 に示す。No.11 では（ａ）と同様

にケース間で差は生じなかった。No.42（現河口付近）の横断面では、-0.05m/y の低下速度が

大きいほうが、河床幅が大きくなる傾向を示した。低下速度が小さくなると河床幅も十分に

発達しない結果となった。さらに、No.47 では河道移動の影響で比較しづらいが、低下速度

-0.05m/y と-0.01m/y では大きな違いは見られなかったが、-0.005m/y となると No.42 で見られ

る 2 つの河道がそのまま No.47 にも現れる結果となった。 
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(a) 海水準低下速度-0.05m/y 

 
(b) 海水準低下速度-0.01m/y 

 
(c) 海水準低下速度-0.005m/y 

図 3.7-19 河床横断面の初期からの標高差の時間推移 
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No.11  

No. 42 
 

No. 47 
(a) 海水準低下速度-0.05m/y 

 
No.11 

 
No. 42 

 
No. 47 

(b) 海水準低下速度-0.01m/y 

 
No.11 

 
No. 42 

 
No. 47 

(c) 海水準低下速度-0.005m/y 
図 3.7-20 河床横断面の比較 
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3.7.3 対象地域の 3 次元地質構造モデルの作成 
 本項では A 地域を対象として、対象地域の 3 次元地質モデルの作成と、地質単元の水理定

数を検討した。3 次元地質構造モデルを作成するにあたり、最初に地質単元の集約と代表的

な断面を作成し、これら断面を元に 3 次元地質モデルを作成した。また、地質単元の水理定

数等は文献調査によって検討し、決定した。 
 
（１）対象地域の地質単元の集約と構造の把握 
（ａ）対象地域の地質単元の集約 
 原子力機構(2017) (3)では対象地域の地質を図 3.7-21 のように縮尺 1/100 万シームレス地質

図(4)を集約し、さらに簡略化することで 3 単元からなる基盤地質図を作成している。 

 

 
図 3.7-21 A 地域の 1/100 万シームレス地質図(4)および集約した地質図 

 
 図 3.7-21 下の集約された地質図では、中新世～鮮新世の海成の堆積岩類が一括されている

が、砂岩・泥岩や頁岩など層相に差違が認められ、水理学的にこれらを区分する必要がある。

ここでは、産業総合研究所地質調査所の縮尺 1/20 万シームレス地質図(5)と以下に示す縮尺 1/5
万地質図および解説書を元に地質単元を整理した。 
 
①沢村ほか(1981) (6)：相沼地域の地質、地質調査所 
②松下ほか(1973) (7)：5 万分の 1 地質図幅 濁川、北海道道立地下資源調査所 
③角ほか(1970) (8)：5 万分の 1 地質図幅 江差、北海道道立地下資源調査所 
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④石田ほか(1975) (9)：館地域の地質、地質調査所 
⑤秦ほか(1979) (10)：木古内地域の地質、地質調査所 
 
 対象地域の縮尺 1/20 万シームレス地質図を図 3.7-22 に示す。 

 
図 3.7-22 縮尺 1/20 万シームレス地質図および単元の説明 

 
 図 3.7-22 の赤枠は対象地域の範囲を示す。図中の引出線は縮尺 1/20 万シームレス地質図の

単元番号、時代および岩相を示す。小規模な貫入岩類を除いた当地域に現れる単元を図 3.7-23
に示した。なお、地質対比表は日本地質学会編_日本地方地質誌_北海道地方(2010)(11)を引用し

た。 
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図 3.7-23 対象地域の地質対比表およびシームレス地質図との対比 

 
対象地域の基盤はジュラ紀の付加体(J2-31_sx_J2)であり、これ以降の単元は中新世前期まで

認められない。したがって、ジュラ紀の付加体は地域深部に広く分布していると推定される。

縮尺 1/20 万シームレスと対比した結果を図 4.1-3 に示す。なお、対象地域周辺では N3_som
と N3_soss に 1:1 で対比される地層が無いこと、前者は泥岩を主とし、後者は砂泥互層である

ことからここでは一括して扱った。 
貫入岩類は 3 種類あり、中新世後期に貫入した N2_vis_al と N2_vas_al を一括して扱った。

中新世中期に貫入した N1_vis_al は分布が小規模であることから省略した。この結果、対象地

域では基盤とこれを覆う 4 つの堆積岩類および鮮新世の火山岩類と 1 つの貫入岩の合計 7 単

元となり、これに第四紀堆積物を加えた 8 単元とした。 
表 3.7-4 に集約した 8 単元の一覧を示す。 

 

堆積岩類 火山岩類 コメント 
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表 3.7-4 集約した地質単元一覧 

 
福山層は図幅解説書では新第三紀最下底としているが、シームレス地質図では古第三紀に

分類される。福山層は変質した火山岩および火山砕屑岩から構成され、基盤の松前層群(付加

体)を不整合に覆う。これらは 2017 年度のモデルでは新第三紀以前の火山岩類としているが、

貫入岩類ではなく噴出岩の特徴を示す。 
中新世堆積岩類は下部から木古内層、厚沢部層、館層の 3 単元があり、これらは整合関係

にある。下位の木古内層は硬質頁岩からなる海成層であり、中位の厚沢部層は黒色泥岩およ

び砂質シルトからなる。なお、厚沢部層では下位の木古内層で認められる硬質頁岩は少ない。

上位の館層は中新世後期～鮮新世の塊状シルト岩を主とし、館向斜の中核部を形成している。 
 阿野呂火山砕屑岩類は安山岩質凝灰角礫岩・火山角礫岩および溶岩からなり厚沢部層の堆

積時から館層の堆積後まで長期間に噴出した。阿野呂砕屑岩類は館向斜東翼の一部地域で厚

沢部層および館層と指交するが、後期に噴出したものは広い地域で両層を不整合に覆ってい

る。本件では、下位層との関係から館層を不整合に覆う火砕岩類として扱った。 
 貫入岩類は流紋岩・安山岩および粗粒玄武岩からなり木古内層・厚沢部層を貫く。 
 
（ｂ）第四紀をはぎ取った地表地質図の作成 
 1/20 万シームレス地質図(5)および地質図幅（相沼(6)、濁川(7)、江差(8)、館(9)、木古内(10)）を

参考として、前述の集約区分にしたがって地質構造を検討した。なお、新第三紀堆積岩類、

基盤および火山岩類の地質境界は原子力機構(2017) (3)に準拠した。これは地形変化シミュレー

ションとの整合性をとるためである。 

地質単元 記号 厚さ 時代 岩種 
沖積層     

阿野呂砕屑

岩類 V3  

中新世後期～鮮新世 
厚沢部層堆積時から長期間噴出 
館層と指交する場合もある 
後期に噴出したものは両層を不整合に覆

う。本地域では北側に広く分布し、その

構造から館層を不整合に覆う構造とした 

安山岩質凝灰角礫岩・火山

角礫岩および溶岩 

館層 Dt 400～
1000m 

中新世後期～鮮新世 
K-Ar：3.9Ma 
FT 年代：3.5～4.5Ma 

海成の珪藻質泥岩からな

り、砂岩・凝灰岩を含む 

厚沢部層 Ab 1350m 
木古内や江差層を整合に覆う 
中新世後期 
FT 年代：5～11Ma 

海成の砂岩・泥岩とこれら

互層からなり、軽石凝灰岩

を含む 

木古内層 Kn 200～
760m 

新第三紀中期～後期 
FT 年代：7Ma 
K-Ar 年代：9～12Ma 

海成の硬質頁岩と軟質泥岩

からなる。割合は硬質頁岩

が多い。 

福山層 Fy 600m 
新第三紀前期：先第三紀を不整合に覆う 
FT 年代：21～23Ma 
K-Ar 年代：18～17Ma 

陸生の火山噴出物および砂

岩・泥岩・礫岩 
火山噴出物は変質を受け、

安山岩溶岩・〃火砕岩、玄

武岩溶岩・〃火砕岩等 

基盤（松前層

群） Bm  中生代中期ジュラ紀から後期ジュラ紀 

混在岩 中期～後期ジュラ

紀付加体 
チャート、粘板岩および凝

灰岩の互層、砂岩など 

貫入岩類 V2  木古内・厚沢部層に貫入 流紋岩・安山岩および粗粒

玄武岩 
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図 3.7-24 第四紀をはぎ取った表層地質 

 
 断層は断面が矛盾無く作成できる必要最小限を設定した。最も大きな断層は地域南部の基

盤と館層群を隔てる江差断層がある。また北部では基盤西縁と木古内層を隔てる断層があり、

本件ではこの 2 つの断層を連続させた。なお、北部の基盤東縁も阿野呂砕屑岩類を隔てる断

層があるが、この南方延長は把握されていないため推定されている範囲までを断層とした。

したがって、断層南端より北側で変位量が大きくなる構造とした。 
北西部では木古内層と館層を隔てる断層があり、この東端は、基盤西側の断層（江差断層

の北側延長部）との交点までとした。 
東縁では南北の断層があり、北端は阿野呂砕屑岩類まで連続する。このため、ここまでを

断層とし、南側で変位量が大きくなる構造とした。 
南部の基盤西縁の江差断層の変位量は不明であるが、江差図幅の断面では北側で変位量が

小さく、南側で大きくなる構造としている。ここではこれを参考として B 川付近で変位量が

小さく、南側で変位量 500m となる構造とした。 
なお、江差断層は図幅断面では高角逆断層とされているが、3 次元モデルでは断層を全て

垂直の構造とした。貫入岩類も下部構造が不明であるため断層と同様に垂直の境界としてい

る。 
 
（ｃ）東西方向の断面図の作成 
 表 3.7-4 に集約した地質単元とこれら単元による第四紀層をはぎとった図 3.7-24 の地質図

を作成した。図 3.7-25 に作成した断面位置を示す。図 3.7-26～図 3.7-28 に断面 0～10 の 11
断面を示す。地表は地質単元毎に色分けし、断層位置は黒点で示した。各単元の略号は表 3.7-4
に準ずる。 
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図 3.7-25 対象地域の東西断面位置  

 

 

 
図 3.7-26 地質断面（断面 0～1） 
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図 3.7-27 地質断面（断面 2～6） 
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図 3.7-28 地質断面（断面 7～10） 

 
 図 3.7-29 に断層で隔てられた区域毎の地質構造を図幅解説書等からとりまとめた。 

 
図 3.7-29 断層で隔てられた区域番号 

断面 7 

断面 8 

断面 9 

断面 10 
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1) 区域 1 
江差断層の西側の１の区域は、江差図幅の断面では基盤やこれを不整合に覆う福山層（江

差図幅では厚さ数 100m）、および館層群（江差図幅では 800m）は緩い西傾斜をなしているこ

とから、断面でも 2～3 度程度の緩い西傾斜とした。 
江差図幅の北側断面では、館層の下部に厚沢部層および木古内層が厚く堆積し、この北側

の相沼図幅では木古内層が分布する。南側断面では厚沢部層および木古内層は薄く、北側に

向かって厚くなっている。なお、地質誌（北海道）の各図幅の層序対比では、江差地域では

厚沢部層と木古内層を一括して江差層としている。東側の区域 4 では厚沢部層は東側に薄化

するため、区域１では両者を一括して木古内層が福山層を覆う構造とした。このため 1 の区

域では厚沢部層は現れていない。館層は木古内層を覆う構造とした。 
2) 区域 2 
 断層に囲まれた区間であり、江差断層の西側に相当することから１の区域と類似した構造

とした。最上位には阿野呂砕屑岩類が不整合に覆う。 
3) 区域 3、4 
 基盤を木古内層が覆い、この上位に厚沢部層および館層が堆積する構造となっている。館

付近は向斜構造が顕著であり、堆積物は厚さ 1000m を超える。区域 3 の基盤と南側の木古内

層は区域 4 の基盤とこれを被覆する木古内層と同様の関係とした。厚沢部層は北側で分布域

が狭く、阿野呂砕屑岩北側では分布していないことから C 川上流付近で尖滅する構造とし、

館向斜付近で発達する構造とした。また、厚沢部層は西側の江差断層付近で薄化尖滅する構

造とした。 
4) 区域 5 
 参考となる断面がないため地下構造が良くわからない範囲である。最北部では標高の高い

位置に館層が分布すること、濁川図幅では館層相当層が緩やかな背斜構造をなすことから、

向斜構造が発達する南側から北側へ向かって向斜から緩い背斜へと変化する構造とした。 
5) 区域 6 
 対象地域東端の南北に細長く狭い範囲であることから、西側の構造の延長とした。 
 
（２）3 次元地質構造の作成方法 
（ａ）方法論 
 （１）で作成した東西方向の 11 断面から 1km 間隔で単元毎に上面高を読み取り、上面高

度の点群データを作成した。東西方向の断面は 3km 間隔で作成しているため、上面高度のデ

ータは南北 3km 間隔、東西 1km 間隔となる。単元上面が上空に伸びる場合には地表高から沖

積層厚を引いた基盤高を与えた。なお、沖積層は A 川河口などの海岸部にのみ設定しており、

山間部では基盤高と地表高の値は一致している。また、単元を欠く場合には下位の上面高度

と等しい値を与えた。これら点群を滑らかに連結する面を作成すれば上面高度の分布図とな

る。また、上位と下位の上面高度の差から層厚を算出する。 
対象地域には南北方向等の断層があり、これを境界として上面高度が不連続となっている。

また、北側地域や東端では断層が追跡できず、途中で途切れている 2 つの断層がある。これ

ら断層を挟む境界では上面高度を不連続とする必要があるが、断層先端より先では断層によ

る変位が確認できないことから連続した面へと連続させる必要がある。このように不連続部

と連続部とが混在するため条件付きの内挿法を用いた。以下に方法論を述べる。 
 図 3.7-29 では断層によって区域 1～6 に分割されており、区域 1、2 はそれぞれの区域が断

層で画されていることから、それぞれの区域内のみのデータを用いて内挿すれば良いことに

なる。区域 3 は南側の区域 4 と連続する関係であることから、区域 3 の内挿には区域 3 と 4
のデータを用いる。 
 区域 4 は区域 3 と区域 5 と連続することから、3 つの区域のデータから内挿する。区域 5
も同様に区域 3～6 のデータを用い、区域 6 は区域 5 と 6 から内挿すれば良いことになる。こ
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のように条件つきで内挿すれば、断層を挟む両側は不連続境界となり、断層が尖滅する先端

付近では変位が無くなる連続した構造とすることができる。 
 上面高度の内挿には逆距離加重法を用いた。加重は 2 乗とし、近傍 12 点のデータから内挿

した。逆距離加重法の欠点は与えたデータの周囲に同心円状の凹凸が形成されることにあり、

また、規則的に配列した点群では同じ値が連続する区間でも周辺のデータの影響を受けるた

め波打つような内挿結果となってしまうことがある。このため、内挿後に 500m 四方の範囲

で平滑化し、平滑化した中心点の高度を内挿結果に置き換えた。この結果、逆距離加重法に

見られる同心円状の凹凸や波状のうねりは解消された。 
 以上の方法で単元毎の上面高度の曲面が得られる。 
 図 3.7-30 に単元の上面高度の内挿結果を示す。図中の灰色の部分は貫入岩に相当する。ま

た、断層も 1 メッシュ幅の単元として扱っており、貫入岩と断層は厚さ無限大の垂直の構造

としている。図中の斜めハッチ部は地質単元が地表に露出する範囲を示す。 
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（ｂ）内挿結果 

  
       基盤（Bm）の上面高度   福山層（Fy）の上面高度 

  
       木古内層（kn）の上面高度   厚沢部層（Ab）の上面高度 

  
       館層（Dt）の上面高度  阿野呂砕屑岩類（V3）の上面高度 

図 3.7-30 単元の上面高度の推定結果（ハッチ部は露出する地域） 
  

単元の上面高度としているため、例えば最も下位の基盤が地表に分布している地域では、

基盤の上面高度が地表高（正確には沖積層を除いた高度）となっている。したがって、これ

より上位の福山層や木古内層等もすべて同じ地表高となっている。なお、図 3.7-30 で示した

ように内挿結果には同心円状や波状のうねりは認められない。 
 南北に走る江差断層の東西では基盤深度に大きな変位が表れている。福山層は江差断層の

西側に主として分布するため、この部分で基盤深度と異なっている。北側や東端に位置する
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断層は末端を持ち、末端までは上面高が断層を挟んで不連続となっている。断層末端より先

の地域では変位は認められず、滑らかな内挿となっている。  
 図 3.7-31 に福山層～阿野呂砕屑岩類の 5 単元の層厚分布を示す。基盤は地下に無限に続く

モデルとしているため層厚分布を示していない。同じ理由により断層と貫入岩類についても

層厚分布を示していない。図中の灰色の部分は層厚 0 でこの層序を欠く、あるいは削剥され

てしまった地域を表す。黒塗りの地域は断層と貫入岩類を表す。斜めハッチ部はこの単元が

地表に現れている地域を示す。阿野呂砕屑岩類は下位を不整合に覆う最上位の単元であるこ

とから、地表露出部と層厚の分布域が一致している。 
 
  福山層（Fy）の層厚   木古内層（Kn）の層厚 

  
  厚沢部層（Ab）の層厚   館層（Dt）の層厚 

  
   阿野呂砕屑岩類（V3）の層厚 

  
図 3.7-31 図 4.2-2 単元の層厚分布の推定結果 （ハッチ部は露出する地域） 



 
 

- 3-214 - 

次に作成した 3 次元地質モデルの地表地質が、当初作成した地質分布（図 3.7-24）と一致

するかを確認した。図 3.7-32右は 3次元地質モデルの層厚分布図から厚さの有無で 0/1化し、

層厚が 0 より大きければ着色、層厚が 0 である場合は下位の地質を透過させた結果である。 
 

  
 集約した地質モデル（図 3.7-24）   3 次元地質モデルの地表地質 

図 3.7-32 3 次元地質モデルの地表地質のチェック結果 
 

図 3.7-32 で比較したように、3 次元地質モデルから作成した地表モデルは集約した地質モ

デルと一致している。ただし、北東端の阿野呂砕屑岩類（V3）の内側に紐状の館層（Dt）が

1 メッシュ幅で現れており、これは阿野呂砕屑岩類がこの付近で薄いため谷筋に沿って下位

の館層が現れてしまったことによる。このように僅かに当初のモデルと異なる地域が認めら

れるが、断面図や第四紀層をはぎ取った地質図をほぼ正確に反映した 3 次元地質モデルがで

きた。 
 
（ｃ）出力結果 

作成した 3 次元地質モデルの単元毎に上面高度と層厚を汎用フォーマットである FLT 形式

で出力した。FLT 形式は 32bitFloat のバイナリィデータであり、拡張子は.flt である。また、

縦横のメッシュ数、位置情報等のデータは同名で拡張子.hdr としてテキストで記述されてい

る。これらは付属資料として添付した。出力データ一覧を表 3.7-5 に示す。 
単元上面高度は現在の基盤高を最上限としており、現在の地表高との差が沖積層の堆積厚

（主として埋没谷の堆積物）となる。 
基盤（basement）、貫入岩（V2）および断層（fault）は海水準-2000m を基準とする厚さで表

現した（厚さを表現するためには基準となる深度が必要なため）。これ以外の単元はそれぞれ

の単元の厚さ(下位層の上面高度との差分)で表現した。 
  

Bm 

Dt 

Kn 
Ab 

Dt 

V3 

V2 

Fy 

Bm 

Dt 

Kn 
Ab 

Dt 

V3 

V2 

Fy 
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表 3.7-5 出力データ一覧 
分類 内容 データ名 

現在の地形 

現在の地表高 rct_dem 

沖積層厚 alv_0k 

基盤高 rct_base 

単元上面高度 

阿野呂砕屑岩類 s_v3 

館層 s_dt 

厚沢部層 s_ab 

木古内層 s_kn 

福山層 s_fy 

基盤 s_basement 

貫入岩類 s_v2 

断層 s_fault 

単元厚さ 

 

(基盤、貫入岩類、断層

は海水準-2000mを基底

とする厚さとする) 

阿野呂砕屑岩類 t_v3 

館層 t_dt 

厚沢部層 t_ab 

木古内層 t_kn 

福山層 t_fy 

基盤 t_basement 

貫入岩類 t_v2 

断層 t_fault 

  
（３）各単元の水理定数の検討 
（２）で集約した第四紀層や断層を含む 8 単元について、地下水流動解析を実施するため

に必要な水理定数（透水係数、間隙率、比貯留係数）を収集・検討した。 
 
（ａ）現地での測定状況 
日本地下水学会誌の情報データベース(1958 年以降が登録)を検索したが、対象地域周辺で

透水係数等を記載した文献は見つからなかった。このため、梅田(1996)(12)の「日本の地盤を対

象とした透水係数データベースの作成」を入手した。この文献では多種の調査文献を調査し、

透水係数(cm/s)、空隙率、地質等のデータベースを作成している。収集数の多い雑誌は「トン

ネルと地下」335 件、「基礎工」192 件、「月刊ダム日本」174 件等があり、総数 1,517 件のデ

ータを収集している。透水係数は土木では cm/s が一般に使用されており、梅田(1996) (12)でも

この単位が用いられている。ここでは MKS 系に統一するため m/s に統一した。 
梅田(1996) (12)のデータベースの位置データからデータベースを GIS 化した。図 3.7-33 に対

象地域周辺のデータ分布を示した。対象地域にはデータは無いが近傍に Nvp（新第三紀の海

底火山噴出物）が 1 箇所あり、深度別に 5 件のデータが登録されている。地質は安山岩およ

び変質（変朽）安山岩であり、透水係数が深度 0～50m で測定されている。透水係数の平均

値は 1.6×10-6m/s であり、一般に知られる火山岩類の透水係数(1×10-7m/s 前後)に近い値が得

られている。 
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図 3.7-33 対象地域周辺の梅田(1996)のデータ 

 
このように対象地域の地質単元の水理定数を決定できるデータがほぼ得られないことから、

梅田(1996) (12)や他地域の文献から対象地域の水理定数を推定することとした。 
表 3.7-6 に梅田(1996) (12)による地質区分を示す。また、表 3.7-7～表 3.7-10 に梅田(1996) (12)

による集計結果を示した。また、グラフを図 3.7-34 に示した。この際の透水係数の単位は

m/s とした。 
時代別に集計した透水係数は古生代～新第三紀まで 10-7～-6m/s であり、大きな差は無い。第

四紀更新世および完新世は１桁透水係数が大きくなっている。地質単元別では、第四紀が 10-3

～-6m/s と大きいが、これ以外は 10-7～-6 m/s でほぼ類似した値となっている。深度別では 0～50m
で 10-6～-5 m/s と大きく、1000～2000m では 10-8m/s まで深くなるほど透水係数は明瞭に小さく

なっている。風化度別では新鮮岩で強風化岩よりも 1 桁透水係数が小さい。ただし、標準偏

差は 1 桁を超える場合が多いことからばらつきの大きいデータであり、平滑化されたため地

質や風化度は差が明瞭とならなかった可能性もある。 
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表 3.7-6 梅田(1996) (12)による地質区分 

 
 

表 3.7-7 梅田(1996) (12)による地質時代別透水係数(cm/s) 
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表 3.7-8 梅田(1996) (12)による地質単元別透水係数(cm/s) 

 
 

表 3.7-9 梅田(1996) (12)による深度別透水係数(cm/s) 

 
 

表 3.7-10 梅田(1996) (12)による風化度別透水係数(cm/s) 
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図 3.7-34 梅田(1996) (12)の透水係数の特徴 

 
（ｂ）文献収集による地質・時代別の水理定数 
これ以外に地質単元別に纏められた透水係数のデータとして表 3.7-11に示した地圏環境テク

ノロジー(2015)(13)のデータがある。これは地圏環境テクノロジーが 2009 年から実施している

全国規模の地下水流動の解析結果の国土情報プラットフォームであり、現在は第二次段階に

移行している。第二次では水平解像度 1km で地質をモデリングし、降水量・気温・土地利用

状況を考慮した全国的な地下水流動モデルを構築している。 
表 3.7-11 はこの地質モデリングに適用された透水係数と空隙率であり、地質単元が細かく

細分され、また、風化度に応じて 4 段階の係数が設定されている。したがって、地質単元に

透水係数を設定する際の参考資料となる。 
表 3.7-12 は梅田(1996) (12)と地圏環境テクノロジー(2015) (13)で地質単元を対応させ、それぞ

れの透水係数の平均値を比較した結果を図 3.7-35 に示す。梅田(1996) (12)では表 3.7-8 の平均

値を、地圏環境テクノロジー(2015) (13)は風化・緩み区分 1～3と深浅部の単純平均を比較した。

図中の黒破線は透水係数が 1:1 となるラインである。図で示したように地圏環境テクノロジ

ー(2015) (13)の透水係数が 10-6m/s 以上の単元（第四紀更新世、完新世）は、梅田(1996) (12)の透

水係数とほぼ一致する。一方、これ以下の透水係数、特に Gr、ACM、CBR、OF の 4 単元は

梅田(1996) (12)では 10-6m/s 前後であるが、地圏環境テクノロジー(2015) (13)では 10-8～9m/s と透水

係数を 2～3 桁小さく設定している。これら単元は花崗岩やかんらん岩等の深成岩類および古

生代～中生代の頁岩等の硬い地質であり、他の文献等の値と比較しても梅田(1996) (12)の値は

小さいと思われる。表 3.7-13 は今井ほか(2009) (14)の幌延地域の地下水流動解析に用いられた

水理定数を、表 3.7-14 は熊本ほか(2007) (15)の花崗岩地域の地下水流動解析に用いられた水理

定数を示した。前者は地下数 km まで、後者は地下 1000m までを対象としている。 
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表 3.7-11 地圏環境テクノロジー(2015) (13)の透水係数および間隙率 

地層区分 記号 

風化・緩み区分毎の水理特性 
風化・緩み区分 1 風化・緩み区分 2 風化・緩み区分 3 

新鮮部 （著しい風化・急斜

面に生じた著しい緩

みゾーン） 

（重力の影響で斜

面に生じた深い緩

みゾーン） 

（構造運動で生じ

た、わずかな緩みゾ

ーン） 

透水係数 有効 透水係数 有効 透水係数 有効 透水係数 有効 

(m/s) 間隙

率 (m/s) 間隙

率 (m/s) 間隙

率 (m/s) 間隙

率 
陸域に分布する表土層：地

表から厚さ 1m 
S 1.00E-03 0.4 

      

海底堆積物：海底から厚さ
20m 

MR 1.00E-06 0.2 
      

湖沼堆積物：湖底から厚さ
10m 

LD 1.00E-06 0.3 
      

湖成層 湿地堆積物 AC 1.00E-08 0.15 
      

扇状地 崖錐 砂丘 モレー

ン 沖積表層 琉球石灰 火
山岩屑 

AG 1.00E-04 0.2 
      

盛土 自然堤防 段丘 洪積

の崖錐 更新世火山岩屑 
DG 1.00E-05 0.2 

      

厚い洪積層 DS 1.00E-05 0.2 
      

鮮新統 洪積層下部 PP 1.00E-06 0.2 1.00E-06 0.15 1.00E-07 0.15 1.00E-08 0.05 
鮮新統以外の第三紀層（中

新統砂岩を除く） 
TA 1.00E-06 0.2 1.00E-07 0.15 1.00E-08 0.05 1.00E-08 0.05 

中新統砂岩 TS 1.00E-06 0.2 1.00E-06 0.15 1.00E-07 0.1 1.00E-08 0.05 
中古生層 泥質部 PMA 1.00E-06 0.2 1.00E-08 0.02 1.00E-08 0.02 1.00E-09 0.01 
中古生層 砂質部 PMS 1.00E-06 0.1 1.00E-07 0.05 1.00E-07 0.05 1.00E-09 0.01 
中古生層 石灰岩 PML 1.00E-04 0.1 1.00E-04 0.1 1.00E-08 0.02 1.00E-09 0.01 

付加体 泥質部 玄武岩ブロ

ック 
ACM 1.00E-06 0.1 1.00E-08 0.05 1.00E-08 0.02 1.00E-09 0.01 

付加体 砂質部 ACS 1.00E-06 0.1 1.00E-07 0.05 1.00E-07 0.05 1.00E-09 0.01 
付加体 石灰岩ブロック 変
成岩中の石灰岩を含む 

ACL 1.00E-04 0.1 1.00E-04 0.1 1.00E-07 0.05 1.00E-09 0.01 

付加体 チャー卜 ACC 1.00E-05 0.1 1.00E-07 0.05 1.00E-08 0.02 1.00E-09 0.01 
オフィオライ卜 OF 1.00E-06 0.1 1.00E-09 0.02 1.00E-10 0.005 1.00E-10 0.005 

完新世(H)の降下テフラ AT 1.00E-05 0.3 1.00E-05 0.3 1.00E-05 0.3 1.00E-05 0.4 
中新世～前期更新世(Q1)の

火山岩屑 
MPVC 1.00E-05 0.1 1.00E-07 0.05 1.00E-07 0.05 1.00E-09 0.02 

貫入岩 INT 1.00E-06 0.1 1.00E-07 0.05 1.00E-07 0.05 1.00E-08 0.05 
第四紀の火山岩 QVL 1.00E-05 0.1 1.00E-05 0.05 1.00E-06 0.05 1.00E-07 0.05 

中生代～新第三紀火山岩類  
火砕流堆積物を含む 

MTV 1.00E-05 0.1 1.00E-07 0.05 1.00E-07 0.05 1.00E-09 0.02 

第四紀の火砕流堆積物 QPF 1.00E-05 0.2 1.00E-06 0.1 1.00E-07 0.05 1.00E-09 0.02 
花崗岩 閃緑岩 花崗岩質片

麻岩 
GR 1.00E-05 0.2 1.00E-08 0.05 1.00E-09 0.01 1.00E-10 0.005 

苦鉄質深成岩 変成岩等通

常の基盤岩 
CBR 1.00E-06 0.1 1.00E-08 0.05 1.00E-09 0.01 1.00E-10 0.005 

砂質・珪質な基盤岩（変成

岩） 
SBR 1.00E-05 0.1 1.00E-06 0.1 1.00E-08 0.02 1.00E-10 0.005 
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表 3.7-12 梅田(1996) (12)と地圏環境テクノロジー(2015) (13)の対比結果 透水係数は m/s 
梅田(1996) 地圏環境テクノロジー(2015) 

単元 時代 岩石 透水係数 単元 透水係

数 
標準

偏差 
間隙

率 
Q-Hmsg 後期更新世～完新世 粘土、シルト、砂、礫 6.6E-06 MR 1.0E-06 

 
0.20 

Q-Hmsg 後期更新世～完新世 粘土、シルト、砂、礫 6.6E-06 LD 1.0E-06 
 

0.30 
Qtg 第四紀 礫、砂、シルト、粘土 6.2E-05 AG 1.0E-04 

 
0.20 

Q-Hmsg 後期更新世～完新世 粘土、シルト、砂、礫 6.6E-06 DG 1.0E-05 
 

0.20 
Qsmg 第四紀 礫、砂、シルト、粘土 1.1E-05 DS 1.0E-05 

 
0.20 

N-Qvp 鮮新世～更新世 溶岩、凝灰角礫岩、凝灰岩 1.0E-06 PP 1.8E-07 0.96 0.14 
Nms 新第三紀 シルト、泥岩、頁岩 8.7E-07 TA 5.6E-08 0.96 0.11 
Nms 新第三紀 シルト、泥岩、頁岩 8.7E-07 TS 1.8E-07 0.96 0.13 

PG-Nmsg umedanotaihi 砂岩、泥岩 2.0E-07 PMA 1.8E-08 1.26 0.06 
Nms 新第三紀 シルト、泥岩、頁岩 8.7E-07 PMS 5.6E-08 1.26 0.05 

P-Mls 古第三紀～白亜紀 石灰岩 4.5E-07 PML 5.6E-07 2.63 0.06 
P-Mmscvp 古生代～前期中生代 頁岩、砂岩、チャート等 1.6E-06 ACM 1.8E-08 1.26 0.05 
P-Mmscvp 古生代～前期中生代 頁岩、砂岩、チャート等 1.6E-06 ACS 5.6E-08 1.26 0.05 
P-Mmscvp 古生代～前期中生代 頁岩、砂岩、チャート等 6.2E-05 ACC 5.6E-08 1.71 0.05 

Sp 先第四紀 蛇紋岩、かんらん岩 1.6E-06 OF 1.8E-09 1.89 0.03 
Qp 第四紀 火山灰、溶結凝灰岩 1.0E-06 AT 1.0E-05 0.00 0.33 

N-Qvp 鮮新世～更新世 溶岩、凝灰角礫岩、凝灰岩 2.2E-06 MPVC 1.0E-07 1.63 0.06 
Qv 第四紀 溶岩、凝灰角礫岩 1.0E-06 QVL 1.8E-06 0.96 0.06 

Nvp 新第三紀 溶岩、凝灰角礫岩 1.6E-06 MTV 1.0E-07 1.63 0.06 
Qp 第四紀 火山灰、溶結凝灰岩 1.0E-06 QPF 1.8E-07 1.71 0.09 
Gr 先第四紀 花崗岩、花崗閃緑岩、片麻岩 2.2E-06 GR 1.0E-08 2.16 0.07 
Sp 先第四紀 蛇紋岩、かんらん岩 1.0E-06 CBR 5.6E-09 1.71 0.04 

P-Msch 古生代～前期中生代 結晶片岩 1.6E-06 SBR 5.6E-08 2.22 0.06 

 
図 3.7-35 梅田(1996) (12)と地圏環境テクノロジー(2015) (13)の対比結果 

 
表 3.7-13 幌延における地下水流動解析の水理定数 今井ほか(2009) (14) 

 
 

 

ACM 
CBR 
OF 

GR 



 
 

- 3-222 - 

表 3.7-14 花崗岩地域における地下水流動解析の水理定数 熊本ほか(2007) (15) 

 
 

今井ほか(2009) (14)では古第三系～白亜紀の単元の透水係数を 10-11m/s とほぼ不透水層とし

て設定している。熊本ほか(2007) (15)の花崗岩では割れ目帯で 10-6～-7m/s 程度、割れ目低密度帯

で 10-8m/s と設定しており、図 3.7-35 の分布から見れば深成岩類や古生代～中生代堆積岩類

の値は地圏環境テクノロジー(2015) (13)に近い値が設定されている。なお、梅田(1996) (12)は課

題として、取得したデータの目的、深度、試験方法がばらばらであること、また、土木系雑

誌の目的から施工上問題となった比較的大きな透水係数を対象としたケースが多いことを指

摘している。このため、収集されたデータは比較的高い透水係数に偏る傾向も考えられると

している。図 3.7-35 の比較結果はこれらの問題を反映した可能性が高いと推定される。 
 
（ｃ）対象地域の水理定数の検討結果 
前項の単元別の透水係数の件等を踏まえ地質単元が細分されていること、間隙率が設定さ

れていることから地圏環境テクノロジー(2015) (13)を参考として対象地域の水理定数を決定し

た。なお、比貯留係数は水頭(h)が 1 増加した場合に単位体積に取り込まれる、または排出さ

れる水の体積を表し、不圧地下水のときは 0 に等しくなり、通常 Ss で表される。地盤工学会

(2017) (16)の比貯留係数の解説によれば、一般には堆積圧縮率から比貯留係数を概算値として

推定している場合が多いとしている。 
 

 E(lb/ft2)：体積圧縮係数→ 比貯留係数 γw/E(1/ft) 
 
比貯留係数のオリジナルは Domenico et al.,(1965) (17)に委ねており、値自体は Jumikis(1962) (18)

を修正したものとされている。 
表 3.7-15 に代表的な物質の比貯留係数を示す。日本では⑥の単位系が用いられている。表 

3.7-13 に示した今井ほか(2009) (14)では比貯留係数を古第三紀～完新世、断層を含めすべて

10-5(1/m)で設定している。熊本ほか(2007) (15)では瀬戸層群を 10-5で、瑞浪層群を 10-6、花崗岩

類を 5×10-7で設定しており、透水係数が小さくなると比貯留係数も小さくなる設定としてい

る。ただし、比貯留係数は感度が鈍いためか、透水係数に比較してかなり大まかな設定とな

っている。対象地域では主として中新世～鮮新世の堆積岩が卓越し、熊本ほか(2007) (15)の堆

積岩類と同時代であることからこれを参考として比貯留係数を設定した。 
対象地域の単元別の水理定数の設定値と参照元を表 3.7-16 に示す。透水係数の設定値は地
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圏環境テクノロジー(2015)の該当する地質単元および地質を青字で示した。なお、区分は風

化・緩み区分を表す。間隙率も同じ単元の間隙率を引用した。比貯留係数は熊本(2007)の地質

単元に相当する値を引用した。 
 

表 3.7-15 比貯留係数の代表値（地盤工学会(2017) (16)から引用） 

 
 

 
表 3.7-16 対象地域の単元別水理定数検討結果 

地質単元 記

号 時代・岩種 透水係数 
(m/s) 間隙率 比貯留係数 

(1/m) 

基盤 
（松前層群） Bm 

中生代ジュラ紀 
チャート、粘板岩および

凝灰岩の互層、砂岩など 

1×10-8m/s 
付加体 チャー卜 ACC 区分 3 0.02 5.0E-07 

(土岐花崗岩類) 

福山層 Fy 

新第三紀前期 
陸生の火山噴出物および

砂岩・泥岩・礫岩 
 

1×10-7m/s 
中新世～前期更新世(Q1)の火山

岩屑 MPVC 区分 3 
0.05 1.0E-06 

(土岐瑞浪層群) 

木古内層 Kn 
新第三紀中期～後期 
海成の硬質頁岩と軟質泥

岩 

1×10-8m/s 
鮮新統以外の第三紀層（中新統

砂岩を除く）TA 区分 3 
0.05 1.0E-06 

(土岐瑞浪層群) 

厚沢部層 Ab 
中新世後期 
海成の砂岩・泥岩とこれ

ら互層 

1×10-7m/s 
中新統砂岩 TS 区分 3 0.1 1.0E-06 

(土岐瑞浪層群) 

館層 Dt 
中新世後期～鮮新世 
海成の珪藻質泥岩からな

り、砂岩・凝灰岩を含む 

1×10-7m/s 
鮮新統 洪積層下部 PP 区分 3 0.15 1.0E-05 

(土岐瀬戸層群) 

阿野呂砕屑

岩類 V3 
中新世後期～鮮新世 
安産岩質凝灰角礫岩・火

山角礫岩および溶岩 

1×10-7m/s 
中新世～前期更新世(Q1)の火山

岩屑 MPVC 区分 2,3 
0.05 1.0E-05 

(土岐瀬戸層群) 

貫入岩類 V2 流紋岩・安山岩および粗

粒玄武岩 
1×10-7m/s 
貫入岩 INT 区分 2,3 0.05 5E-07 

(土岐花崗岩) 

沖積層   1×10-5m/s 
DG 区分 1 0.2 1.0E-05 

(幌延表層) 
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3.7.4 将来 12.5 万年までの地形変化に応じた 3 次元地下水流動解析 
 3.7.1 で評価した現在～将来の地形変化の不確実性の解析結果を基に、現在から将来 12.5 万

年までの 3 次元地下水流動・塩分濃度解析を行った。本解析では、地形変化の不確実性が地

下水流動に与える影響がより大きくなると想定されるケースとして、基盤侵食面の変化量が

より大きい、すなわち埋設地の対置深度がより小さくなる平均侵食速度 0.089m/y のケースを

選定し。その解析結果から、将来の地形変化が地下水流動・水質に与える影響の傾向性や重

要因子に関する予察的な分析を行った。 
 
（１）解析体系及び解析条件 

図 3.7-36 に地下水流動解析の評価対象領域とした 3 次元地質構造モデルを示す。各地質の

水理特性をあわせて示した。本モデルに基づいて、地下水流動解析の解析メッシュを作成し

た。メッシュサイズは 3.6 の検討から、メッシュサイズを 400m とし、Z 方向については上層

10 層を 10m に、下層 38 層を最大 66m として合計 48 要素に区切った。要素数は約 39 万、節

点数は約 40 万である。また、分散長は縦 400m、横 40m とした。不飽和低減特性は 3.6 と同

様に仮想的なデータを適用した。 
 

  
図 3.7-36 地下水流動・塩分濃度解析の 3 次元地質構造モデル 

 
また、図 3.7-37 に本解析に適用した現在から 12.5 万年後までの海水準変動曲線を示す。過

去 12.5 万年前から現在までの海水準変動を将来にそのまま適用する基本ケースである。 
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図 3.7-37 本解析における現在～12.5 万年後までの海水準変動曲線 

 
さらに、現在から将来までの降水量を表 3.7-17 に示すように与えた。 
 

表 3.7-17 時刻別の降水量  
時間（yr） 降雨量（㎜/yr） 

現在 0 100 

現在～ 
次期氷期 

10000 97 
20000 94 
30000 91 
40000 88 
50000 85 
60000 82 
70000 79 
80000 76 
90000 73 
100000 70 

次期氷期 105000 70 

次期氷期～次期間氷期 
110000 70 
120000 90 

次期間氷期 125000 100 
 
図 3.7-38 に洗い出し解析結果にもとづいて設定した初期の塩分濃度分布を、図 3.7-39 に初

期の流速分布を示す。汀線に沿って塩分が分布している。また、陸側の沖積層に沿って流速

の高い領域が存在する。 
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塩分濃度 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 
 

 
塩分濃度 河口断面① 

 
 

塩分濃度 河口断面② 

図 3.7-38 洗い出し解析結果に基づく初期の塩分濃度分布 
 

 

 
流速分布 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
流速分布 河口断面① 

 
 

流速分布 河口断面② 

図 3.7-39 洗い出し解析結果に基づく初期の流速分布 
 
  

0.00                   0.25                   0.50                  0.75                 1.00
塩分濃度 
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- 3-227 - 

（２）解析結果 
3 次元地形変化の 1000 年ごとの解析結果を、地下水流動解析の体系に反映させて、非定常

の地下水流動及び塩分濃度解析を行った結果を図 3.7-40 から図 3.7-67 に示す。1 万年ごとに

塩分濃度分布と流速分布を示している。徐々に海水準が低下して汀線が海側へ移動するに伴

い、塩分濃度の高い領域が移動している。3 万年にかけて陸側の淡水地域に塩分濃度の比較

的高い領域が取り残される傾向が示されたが、4 万年でほぼ解消された。流速分布について

は表層の沖積層で 10m/y 程度の高い値を示す領域も存在する結果となった。ただし、流速の

経時変化の結果から、山側における大局的な流速の分布の傾向は、現在から 12.5 万年後まで

大きな変化の傾向を示していない。 
図 3.7-68 及び図 3.7-69 に河口断面における流速ベクトル分布図の経時変化を示す。中央に

存在する大きな渦を示す領域の山側については、12.5 万年の評価期間中、本断面においては、

流速ベクトルはほとんど変化せず、地形変化に依らず安定な地下水流動系が維持できる領域

と考えられる。 
大きな渦を示す領域の海側については、汀線の移動に伴って汀線直下から陸側数 km の範

囲で流向が大きく変動する結果となった。本領域の表層では常に地表方向に流速ベクトルが

向かっている。 
初期の汀線から 6km 以上離れている海洋低下の領域では、地下水流速が 10-6m/y 程度と安

定しているが、海水準の低下によって汀線が近づいてくると 10-4m/y～10-3m/y 程度と上昇する

結果となり、沿岸域での地形変化に加えて汀線位置が地下水流動に与える影響が大きいこと

が示唆された。この結果は、現在の流れ場だけで判断するのではなく、長期的な地形と海水

準の変遷の中での地下水流速の変動を把握することが重要であることを示すものである。 
海水準が急速に上昇する 12 万年から 12.5 万年では、汀線が陸側に移動する海進時の場合

では、表層で塩分濃度が上昇し、地下においても表層に追随する形で塩分濃度が上昇する傾

向が見られ、海退時での塩分濃度分布の特徴と明らかに異なる結果となった。また、図 3.7-64
及び図 3.7-66 に示したように、汀線付近の水平方向の塩淡境界は、海退時に示されていた汀

線に沿った滑らかな線ではなく、フィンガー状の特徴を示した。以上のことから、沿岸域に

おいて海進及び海退の違いが、特に塩分濃度の空間分布に影響を与えることが示された。 
このほか、図 3.7-70 に示す一辺約 8km の領域から 2km 間隔で粒子追跡線解析を行ったと

ころ、図 3.7-71 及び図 3.7-72 に示す結果が得られた。現汀線位置より陸側では時間経過に伴

って流路が大きく変化することはなかったが、S4 などの地点からの流路は流出点が大きく海

側まで移動した。海水準が上昇する 12 万年以降はほぼ初期の状態に戻る結果となった。 
以上のように、平均侵食速度 0.089m/y として現在から 12.5 万年後までの地形変化を反映し

て非定常の地下水流動解析を行った結果、山側領域で地下水流動場が大きく変化することは

なかった。山地領域は全体的に隆起して、勾配の大きくなった領域があったが、河口断面付

近への影響は小さかった。なお、山側では当初より地下 500m まで領域で 0.1m/y 程度の比較

的地下水流速となっている。一方、海水準変動によって、汀線が移動する範囲で当初から

10-2m/y 以上の流速の領域では、流れ方向が大きく変化するが、流速がそれ以上に極端に増加

するような結果とはならなかった。 
 
以上のように、将来の地形変化の不確実性の評価結果を考慮し設定した平均侵食速度

0.089m/y のケースに対する非定常の地下水流動解析の結果から、地下水流動及び水質（塩分

濃度分布）に与える影響の傾山性をまとめると、以下のようになる。 
 山側領域における大局的な地下水流速の分布の傾向は大きく変化することはなかった。 
 山地領域は全体的に隆起して、勾配の大きくなった領域が存在したものの、河口断面

付近への流速変化の影響は限定的であった。 
 海水準変動によって汀線が移動する沿岸付近では、当初から 10-2m/y 以上の流速の領域

では、流速がそれ以上に極端に増加するような結果は見られなかったものの、流れ方
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向が大きく変化する傾向性が確認された。 
 初期の汀線から 6km 以上離れている海洋低下の領域では、地下水流速が 10-6m/y 程度

と安定しているが、海水準の低下によって汀線が近づいてくると 10-4m/y～10-3m/y 程度

と上昇する傾向が見られた。 
 
また、本解析から、地下水流動及び水質（塩分濃度分布）に影響を与える重要因子の分析

の結果は、以下のようになる。 
 一様な隆起場の場合、山地領域では相対的な標高差の変化が小さく、地下水流動の経

時的な変化が顕著で無いことから、地下水流動への影響の観点から、現在の地形形状

及び水理・地質構造に関するパラメータがより重要になると考えられる。 
汀線付近の沿岸域では、地形変化と汀線の位置により、地下水の流動方向、流速の程度、

塩分濃度分布も変動する傾向があることから、水理条件の他に、特に河川侵食と堆積に関す

るパラメータ、海退及び海進の条件に関するパラメータがより重要になると考えられる。 
今後は平均侵食速度が小さい場合や海水準変動の不確実性を反映した地下水流動解析を実

施して、地形変化及び海水準変動による天然バリアの核種移行への影響を分析する必要があ

る。 
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塩分濃度 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
塩分濃度 河口断面① 

 
 

塩分濃度 河口断面② 

図 3.7-40 1 万年後の塩分濃度分布 
 

 

 
流速分布 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
流速分布 河口断面① 

 
 

流速分布 河口断面② 

図 3.7-41 1 万年後の流速分布 
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塩分濃度 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
塩分濃度 河口断面① 

 
 

塩分濃度 河口断面② 

図 3.7-42 2 万年後の塩分濃度分布 
 

 

 
流速分布 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
流速分布 河口断面① 

 
 

流速分布 河口断面② 

図 3.7-43 2 万年後の流速分布 
 
 

0.00                   0.25                   0.50                  0.75                 1.00
塩分濃度 



 
 

- 3-231 - 

 
塩分濃度 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
塩分濃度 河口断面① 

 
 

塩分濃度 河口断面② 

図 3.7-44 3 万年後の塩分濃度分布 
 

 

 
流速分布 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
流速分布 河口断面① 

 
 

流速分布 河口断面② 

図 3.7-45 3 万年後の流速分布 
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塩分濃度 全体領域鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
塩分濃度 河口断面① 

 
 

塩分濃度 河口断面② 

図 3.7-46 4 万年後の塩分濃度分布 
 

 

 
流速分布 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
流速分布 河口断面① 

 
 

流速分布 河口断面② 

図 3.7-47 4 万年後の流速分布 
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塩分濃度 
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塩分濃度 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
塩分濃度 河口断面① 

 
 

塩分濃度 河口断面② 

図 3.7-48 5 万年後の塩分濃度分布 
 

 

 
流速分布 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
流速分布 河口断面① 

 
 

流速分布 河口断面② 

図 3.7-49 5 万年後の流速分布 
 
 

0.00                   0.25                   0.50                  0.75                 1.00
塩分濃度 



 
 

- 3-234 - 

 
塩分濃度 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
塩分濃度 河口断面① 

 
 

塩分濃度 河口断面② 

図 3.7-50 6 万年後の塩分濃度分布 
 

 

 
流速分布 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
流速分布 河口断面① 

 
 

流速分布 河口断面② 

図 3.7-51 6 万年後の流速分布 
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塩分濃度 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
塩分濃度 河口断面① 

 
 

塩分濃度 河口断面② 

図 3.7-52 7 万年後の塩分濃度分布 
 

 

 
流速分布 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
流速分布 河口断面① 

 
 

流速分布 河口断面② 

図 3.7-53 7 万年後の流速分布 
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塩分濃度 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
塩分濃度 河口断面① 

 
 

塩分濃度 河口断面② 

図 3.7-54 8 万年後の塩分濃度分布 
 

 

 
流速分布 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
流速分布 河口断面① 

 
 

流速分布 河口断面② 

図 3.7-55 8 万年後の流速分布 
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塩分濃度 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
塩分濃度 河口断面① 

 
 

塩分濃度 河口断面② 

図 3.7-56 9 万年後の塩分濃度分布 
 

 

 
流速分布 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
流速分布 河口断面① 

 
 

流速分布 河口断面② 

図 3.7-57 9 万年後の流速分布 
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塩分濃度 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
塩分濃度 河口断面① 

 
 

塩分濃度 河口断面② 

図 3.7-58 10 万年後の塩分濃度分布 
 

 

 
流速分布 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
流速分布 河口断面① 

 
 

流速分布 河口断面② 

図 3.7-59 10 万年後の流速分布 
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塩分濃度 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
塩分濃度 河口断面① 

 
 

塩分濃度 河口断面② 

図 3.7-60 10.5 万年後の塩分濃度分布 
 

 

 
流速分布 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
流速分布 河口断面① 

 
 

流速分布 河口断面② 

図 3.7-61 10.5 万年後の流速分布 
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塩分濃度 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
塩分濃度 河口断面① 

 
 

塩分濃度 河口断面② 

図 3.7-62 11 万年後の塩分濃度分布 
 

 

 
流速分布 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
流速分布 河口断面① 

 
 

流速分布 河口断面② 

図 3.7-63 11 万年後の流速分布 
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塩分濃度 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
塩分濃度 河口断面① 

 
 

塩分濃度 河口断面② 

図 3.7-64 12 万年後の塩分濃度分布 
 

 

 
流速分布 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
流速分布 河口断面① 

 
 

流速分布 河口断面② 

図 3.7-65 12 万年後の流速分布 
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塩分濃度 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
塩分濃度 河口断面① 

 
 

塩分濃度 河口断面② 

図 3.7-66 12.5 万年後の塩分濃度分布 
 

 

 
流速分布 領域全体鳥瞰 

※深度方向を 2 倍にして表示 

 
流速分布 河口断面① 

 
 

流速分布 河口断面② 

図 3.7-67 12.5 万年後の流速分布 
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(a) 0 年 

 
(b) 1 万年 

 
(c) 2 万年 

 
(d) 3 万年 

 
(e) 4 万年 

 
(f) 5 万年 

 
(g) 6 万年 

 
(h) 7 万年 

図 3.7-68 河口断面における流速ベクトル分布(1/2) 
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(i) 8 万年 

 
(j) 9 万年 

 
(k) 10 万年 

 
(l) 10.5 万年 

 
(m) 11 万年 

 
(n) 12 万年 

 
(o) 12.5 万年 

図 3.7-69 河口断面における流速ベクトル分布(2/2) 
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図 3.7-70 粒子追跡線解析の開始位置 

 
 

 
10,000 年 

 
20,000 年 

 
40,000 年 

 
60,000 年 

図 3.7-71 粒子追跡線解析の結果 (1/2) 
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90,000 年 

 
110,000 年 

 
120,000 年  

125,000 年 
図 3.7-72 粒子追跡線解析の結果 (2/2) 
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 まとめ 
わが国で想定される自然現象として隆起・侵食及び海水準変動を考慮し、現実に即した地

形変化シミュレーションを行うため、日本国内で地形変化に関するデータを有する沿岸陸域

を対象として、地形の時間変化に応じた地下水流動の変化を評価可能とする三次元地形変化

シミュレーションと三次元地下水流動シミュレーションを組み合わせた評価手法に係る技術

的知見を整備するとともに、地形変化の不確実性を考慮した地下水流動・塩分濃度の予察的

解析を実施した。 
はじめに、本事業で適用している地形変化評価コードと、評価対象としている時間及び空

間スケールが同一であるほかのコードとを比較して、現象プロセスを網羅しているか、プロ

セスのモデル化が適当かなどについて検討を行い、必要な改良点を整理した。そして、必要

な改良点について、地形変化評価コードの海域の堆積モデルの改良と河道移動・側刻に関す

るパラメータの見直しを実施した。これにより、海域における過剰な堆積が解消されるとと

もに、中流域における谷底侵食低地幅を再現することが可能となった。一方、地下水流動解

析コード 3D-SEEP については、中深度処分適用のための課題整理を行ったうえで、塩分濃度

解析における風上法及び可変濃度境界条件を導入して改良を行い、ベンチマーク問題である

Henry 問題について、Dtransu3D-EL と比較し、検証を行った。一部計算条件では改良した

3D-SEEP の方が安定的に解ける結果となった。さらに、3D-SEEP を大規模な地形変化を含む

体系で適切に解析できるかについて性能分析を行った。評価対象地域の地質構造を参考に単

純なモデルを作成し、簡略的な隆起・侵食、海水準変動を与えて解析を行ったところ、XY 方

向について 250m 程度、Z 方向について地下の構造が不連続にならないような 50～100m 程度

のメッシュで評価可能であることを確認した。また、地形・地質構造の切り替えのタイミン

グは 1000 年と 10000 年の場合で相違は見られなかった。一方、粒子追跡線解析においては、

粒子放出時刻と放出位置によっては、移行経路、移行距離及び移行時間が大きく変動するケ

ースがみられた。今後、核種移行経路を決定するための粒子追跡線解析に対して、必要な評

価精度を検討し、その精度を確保するための解析メッシュモデル及び時間刻みを決定する必

要がある。このとき、計算時間の増大が想定されることから、計算時間を大幅に短縮するた

めの解析手法の導入を検討する必要がある。さらに、地形変化評価におけるメッシュサイズ

が 100m と固定されており、地下水流動解析のメッシュサイズとの整合についても、平滑化

処理の影響を考慮して、整合性のある解析体系を構築する必要がある。 
以上の検討を行ったうえで、改良した地形変化コードを用いて将来 12.5 万年までの地形変

化を評価するとともに、将来の海水準変動の不確実性を考慮した感度解析を実施した。地形

変化においては改良した海域堆積モデル、河道移動・側刻に関して見直したパラメータをと

もに適用すると設定した拘束条件を満たすパラメータセットが探索できなかったため、海域

の堆積モデルのみを考慮した地形変化評価コードで評価を行った。過去 12.5 万年間の海水準

変動を与えた基本ケースでの 12.5 万年後の地形は、領域全体が隆起して、陸側で現標高より

も 30m 程度上昇する一方、河川領域は現標高とほぼ変わらなかった。平均侵食速度の小さい

ケースと比較したところ、平均侵食速度の小さいケースではさらに隆起が大きくなり、高度

分散量も大きくなると考えられる。したがって、同じ隆起速度を与えた場合、平均侵食速度

が小さいほうが、山地領域の斜面の勾配は、現在よりも大きくなり、地下水流動の観点から

も動水勾配が大きくなり、地下水流動系が変化することが予想されるが、基盤侵食量の大き

い平均侵食量の大きいケースでも対地深度の減少による地下水流動系の影響が大きいことも

考えられた。 
さらに、海水準変動の上昇・低下の繰り返し回数、海水準低下速度ををパラメータとした

感度解析を行ったところ、-120m の海水準低下期間が継続する繰り返し回数の少ないほうが、

海域における侵食が大きくなること、海水準低下速度は大きいほうが侵食量は大きくなるが

変化量は大きくないことがわかった。 
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将来 12.5 万年後までの評価対象地域の地形変化（平均侵食速度が大きいケース）を非定常

に反映させて 3D-SEEP を用いた地下水流動・塩分濃度解析を行った結果、隆起によって勾配

の大きくなった山地領域でも地下水流動系に大きな変化は見られなかったが、海水準変動に

伴って移動する汀線付近で流向方向が変動して、地下水流動系が局所的に変化する結果とな

った。以上の解析の結果、海水準変動による地下水流動の変動が大きく、汀線の移動領域の

数 km の範囲で塩分濃度が大きく変動するとともに、地下水流向が大きく変化することがわ

かった。一方、山地の領域では、地下水流動場が 10 万年程度の時間スケールの中で継続的に

安定したが、比較的流速は速いものの流向はほとんど変化せず、降水の水質は変動しない結

果となった。 
以上により、基盤侵食面の変化が大きく、地形変化の不確実性が地下水流動に与える影響

がより大きくなると予想されるケースにおいて行った地下水流動の解析結果から、地下水流

動及び水質（塩分濃度分布）に影響を与える重要因子は、以下のように挙げられる。一様な

隆起場の場合、山地領域では相対的な標高差の変化が小さく、地下水流動の経時的な変化が

顕著で無いことから、地下水流動への影響の観点から、現在の地形形状及び水理・地質構造

に関するパラメータがより重要になると考えられる。また、汀線付近の沿岸域では、地形変

化と汀線の位置により、地下水の流動方向、流速の程度、塩分濃度分布も変動する傾向があ

ることから、水理条件の他に、特に河川侵食と堆積に関するパラメータ、海退及び海進の条

件に関するパラメータがより重要になると考えられる。 
今後は平均侵食速度が小さい場合や海水準変動の不確実性を反映した地下水流動解析を実

施して、地形変化及び海水準変動による天然バリアの核種移行への影響を分析する必要があ

る。 
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4 モニタリング手法の妥当性に係る技術的知見の整備 

 

4.1 はじめに 

IAEA 1), 2) では、中低レベル廃棄物埋設施設に関して比較的短命の放射性核種を含む廃棄

物を対象として安全目標が達成されているかどうかを直接的に管理するために、施設閉鎖

後の数百年間、地下水または周辺環境に放出された放射性核種のモニタリングを推奨して

いる。また、わが国の原子力規制委員会における検討（2018 年度時点）では、「中深度処

分における操業中の廃棄物埋設施設に係る要求の骨子案」第 14 条 1 において、「廃棄物

埋設施設には、廃棄物埋設地の周囲における地下水の水位、廃棄物埋設地から漏えいする

放射性物質の濃度及び線量等を監視し、及び測定する設備を設けなければならない。」と

している。また、その解釈において、「六 埋設の終了から廃止措置の開始までの間におい

ては、以下を考慮した設計がなされていること。 ① 放射性物質の濃度及び線量等を監視

及び測定できる設備の撤去後において放射性物質が移行しやすい経路が生じないよう、撤

去及び埋戻しを行うことができる見通しがあるものであること。 ② 廃棄物埋設地からの

放射性物質の漏えいがあった場合、比較的早期に放射性物質が到達すると考えられる地点

に設置すること。③ 測定期間及び使用環境に適応したものであること。」としている。 

この埋設終了から廃止措置の開始までの管理期間（中深度処分の場合、300～400 年間）

におけるモニタリング等の実施に際して、事業者の視点ではモニタリング設備の撤去後、

放射性物質が移行しやすい経路が生じないよう撤去及び埋戻しを行うことができる見通し

を得ておくことが必要であり、かつ数百年といった長期にわたるモニタリングの方法を整

備しておくことが必要になる。一方、規制者の視点では、事業者が提示するモニタリング

計画に対してその妥当性を判断するための技術的根拠を、事業者とは独立して保持してお

く必要がある。 

これらの観点を踏まえて、IAEA 1), 2) では事業者と規制機関の責務としてそれぞれ以下

の点を挙げている。 

 

事業者の責務 

（a）規制機関によって定められた要件を満たすモニタリング計画（記録保持計画を含

む）を構築し、施設の操業前、操業中、閉鎖後の期間を通じて必要に応じて改善す

る。 

（b）規制機関と合意の上、施設建設前の初期状態モニタリングと閉鎖期間および閉鎖後

におけるシステム性能異常の監視を行う。 

（c）システム性能異常に対処する緊急時対応計画を策定し、オフサイトの対応者を含む

関係当局と調整する。 

（d）モニタリングの状況を規制機関に定期的に報告する。予期せぬ状況や危険な状況が

発生した場合、その場所や時間を規制機関、関連組織に速やかに報告する。 

（e）取得したデータを保管、管理する。期間中、必要な財務的保証をする。 

規制機関の責務 

規制機関は、廃棄物埋設施設のモニタリング及び監視プログラムの実施に関して要件を

明確にしなければならず、事業者に対して閉鎖後のモニタリングとその期間に関するガイ

ダンスを行う。 

（a）モニタリング計画および管理方法を定期的に見直す。関連分野における科学技術の進

歩および規制機関のニーズから生じる変化を考慮に入れて柔軟に対応する。 
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（b）設定した要件に対して事業者が提供するモニタリングおよび監視データを監査する。 

（c）事業者によって適切にモニタリング及び監視が行われていることを確認する。規制機

関のモニタリング計画は、安全面（長期的な安全性と運用上の安全性）と管理に関し

て、事業者のモニタリング戦略（監視機器の解体を含む）と整合する必要がある。 

（d）長期モニタリングのための財務的保証をする。 

なお、放射性廃棄物処分施設に関わるモニタリングについては事業の段階ごとに以下の

ように区分されている。事業者と規制機関が各々モニタリングに関わることで、公衆は透

明性のあるモニタリング情報の取得や処分施設の段階的閉鎖に関わる安全性を確認するこ

とが可能となる 3), 4)。 

① 施設建設前の初期状態のモニタリング：サイト特性評価のためのデータの収集およ
び安全評価のための重要なFEPの同定 

② 施設建設中のモニタリング：規制要件遵守状況の評価、建設工事への反映、認可の
ためのセイフティケース構築、追加計測の導入 

③ 施設操業中のモニタリング：規制要件遵守状況の評価、認可のためのセイフティケ
ース構築 

④ 施設閉鎖時のモニタリング：規制要件遵守状況の評価、閉鎖工事への反映、追加計
測の導入および一部計測の終了 

⑤ 施設閉鎖後のモニタリング（適用可能な場合）：規制要件遵守状況の評価、および
その後の計画に反映（例えば、モニタリング活動の縮小、規制管理の終了） 

 

本受託事業では、規制の視点から廃棄物埋設施設周辺のモニタリングに求められる以下

の点に関わる技術的根拠を整備することを目的とする。 

・人工バリア及び天然バリアの機能を著しく損なうことがないこと。 

・撤去後において放射性物質が移行しやすい経路が生じないよう、撤去及び埋戻しを行

うことができる見通しがあるものであること。 

・廃棄物埋設地からの放射性物質の漏えいがあった場合、比較的早期に放射性物質が到

達すると考えられる地点を選定すること。 

・測定期間及び使用環境に適応したものであること。 

そのため、国内外でこれまでに実施されてきた各種モニタリングにおいて公開されてい

る情報を収集した上で、モニタリングの目的・項目・方法・観測期間、メンテナンス・維

持管理方法、モニタリング孔閉塞方法などについて整理し、それらの技術的根拠に基づい

て上記の要求事項に関わる留意点と課題について整理した。 

なお、「撤去後において放射性物質が移行しやすい経路が生じないよう、撤去及び埋戻し

を行うことができる見通しがあるものであること」に係るモニタリング孔の埋戻し閉塞方

法については、既存情報収集において国内外の研究機関で研究開発途上にあり既存情報か

ら確立した技術的根拠を得る事が困難であったため、情報を整理した上で今後、採用され

る可能性が高いと想定されるモニタリング孔埋戻し・閉塞技術について、その技術を事業

者が使用した場合に規制側が確認すべき点を抽出するために、その技術の一部について確

認試験を行った。 
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4.2 国内外における放射性廃棄物処分に関わるモニタリング事例の整理結果 

4.2.1 国外の事例 

 近年、ヨーロッパでは EU 主導によりモニタリング技術に関わる国際プロジェクト

MoDeRn（Monitoring Development for Repository Operation and Staged Closure）が行われてお

り、地層処分施設の閉鎖時・後のモニタリングに関わる参照事例となる 4), 5), 6), 7)。加えて、

地層処分場の立地・建設段階にあるフィンランド（結晶質岩）、立地前の地質環境再確認段

階にあるスウェーデン（結晶質岩）、候補地選定段階にあるフランス（堆積岩）、ボーリン

グ孔の閉塞事例のあるスイス（結晶質岩・堆積岩）、地下研究施設を閉鎖して閉鎖後のモニ

タリングを行っているカナダ（結晶質岩）、様々な地質環境調査・モニタリングを行ってき

たものの計画が頓挫した英国（堆積岩）などを情報収集対象とした（表 4.2-1）。また、ボー

リング孔の閉塞事例については、その他の事例として、石油、地熱、温泉分野の事例も調

査した。 

なお、既往文献では、ボーリング孔の閉塞に対して「廃止」「廃坑」「廃止措置」などの

様々な用語が用いられているが、本稿では「閉塞」を用い、特にボーリング孔を埋めるこ

とを指す場合は「埋戻し」という表現を用いる。 

 

表 4.2-1 モニタリングに関わる各国の知見の現状 

 

 

スウェーデン 

 スウェーデンにおいては、SKB 社によりオスカーシャム、エストハンマルにおいて地層

処分場としての適性を評価するためのボーリング調査が行われてきた経緯があり、フィン

ランドと同様に処分場候補地域の地質環境特性の把握を目的として、結晶質岩体を対象と

してエストハンマルのフォルスマーク）地区で浅層・深層ボーリングを 20 本以上、オスカ

ーシャムのラクセマー地区、シンパバープ地区で 100 本以上の浅層・深層ボーリング孔の

掘削調査が行われてきた。調査ボーリング時には、ほぼフィンランドと同様の品質管理が

行われている。水理試験など、一連のボーリング調査終了後、地質構造や高透水性部の分

布に応じて 3 箇所程度の区間を対象とし、数週間～数ヶ月かけてボーリング掘削時の汚染

の少ない試料を得るために採水し、モニタリング初期値を把握している。水圧モニタリン

グは、一般に多区間をパッカーで区切り水圧を直接測定する方法と、観測区間から地上に

つなげたスタンドパイプ中の水位を測定する方法があるが、SKB 社では主に後者を使用し

ている。観測区間の決め方については、水理試験で明らかになった高透水性区間、地質構

造モデルに基づいて事前に海域と連続していると予想された地質構造を優先するとともに、

ボーリング孔掘削時に周辺モニタリング孔で水圧レスポンスを観測し、割れ目帯などの連

結性に関わる情報を取得して利用している。採水モニタリングは、ボーリング孔掘削中や

項目 スウェーデン フィンランド フランス スイス カナダ 英国 日本

岩種 結晶質岩 結晶質岩 堆積岩
結晶質岩・
堆積岩

結晶質岩 堆積岩
結晶質岩・
堆積岩

関連する研究
内容

処分場候補地
の地質環境の
把握

処分場周辺の
地質環境の把
握

処分場候補地
の地質環境の
把握

ボーリング孔閉
塞

地下研究所の閉
鎖後の環境評価

処分場候補地選
定前の地質環境
調査

モニタリング技
術の研究開発

装置の設置、
モニタリング、
メンテナンス

地上観測孔で
実施中

地上観測孔で
実施中

坑道掘削損傷
領域の観測実
施中

地上観測孔で
実施中

地上観測孔で実
施中

地上観測終了
地上観測孔で実
施中

装置引き抜き 研究段階 研究段階 研究段階 研究段階 研究段階 研究段階 研究段階

孔の閉塞 研究段階 研究段階
石油探査分野
の手法での閉
塞事例あり

ベントナイトと泥
水を用いた閉
塞事例あり

セメントを用いた
閉塞事例あり

研究段階 研究段階
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掘削直後に得たデータの妥当性を確認することや変動幅を確認することを目的として行っ

ている。裸孔状態のボーリングについても、モニタリング装置を設置せずに定期的な採水

と分析を行っている。全てのコア掘りボーリング孔で年 2 回、パーカッション掘削を行っ

たボーリング孔の 3 分の 1 で年 2 回の採水と水質分析を行っている 8)。 

ボーリング孔の閉塞方法については、スウェーデンとフィンランドで共同して課題に取

り組んでいることから、フィンランドでの知見も含めてまとめて記述する。両国では、

Sandwich concept と呼ばれる概念が提示されている（図 4.2-1）9)。この概念では、ボーリン

グ孔の主要部分を物理的および化学的に安定な砂や砂利で充填する。割れ目や岩石欠損の

無い部分（いわゆる健岩部）を選択した上で、当該箇所を高圧縮ベントナイトで閉塞する。

これらの異なる材料を区分する目的で、石英ベースのコンクリートプラグを配置する。さ

らに、材料間の相互作用を防止し、長期的な安定性を保証するために、銅エキスパンダー

を全ての材料境界に配置する。これまでに多数の孔閉塞実績がある石油探査分野において

はセメントが最も一般的な閉塞材として用いられているが、透水性や長期安定性の観点を

加味した結果、砂、ベントナイトなどを組み合わせる概念が構築されている。Sandwich 

concept のメリットは、ボーリング孔の主要部分が砂で満たされるため設置が簡単であるこ

と、高い水理抵抗を発揮すること、閉塞材の定置深度が最適化されていること、ボーリン

グ孔の直径の変動に影響されないこと、長期間安定であると期待されることである、一方、

課題としては、定置するベントナイトが少量であるため損失影響が大きいこと、閉塞前に

慎重なボーリング調査が必要であること、導入時に多くの作業手順が必要であること、複

数の材料を用いるため材料間の相互作用のリスクがあること、詳細な品質保証システムが

必要であることがあげられる。また、Sandwich concept の設計自体は妥当ではあるものの要

求水準が高すぎる可能性があると考えられており、SKB は閉塞手法についていくつかの代

替案を検討している 10)。 

 

 

図 4.2-1 Sandwich concept の概念図 11) 

(Courtesy of Swedish Nuclear Fuel and Waste Management Co) 
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閉塞材料の選定および設置手順の検討に必要な室内試験が行われている。砂・砂利の粒

径は、設置時の詰まりや設置区間の機械的な支持が可能な程度に細かく、一方でボーリン

グ孔からの流出を可能な限り低減するという観点で小さすぎないことが求められる。ボー

リング孔を模擬したアクリル管を用いた落下試験や透水試験が実施され、砂の粒径やボー

リング孔への投入速度等が検討されている 11)。セメントについては、ベントナイトの膨潤

に影響を与えないことを目的に、低アルカリ性セメントを用いることが検討されており 12)、

処分場およびボーリング孔に用いる低 pH コンクリートレシピが開発されている 13)。ベン

トナイトについては、ベントナイト自身の組成に加え、人工材料の腐食生成物や地下水と

の化学反応がその閉塞機能に影響を与える主要な要因である 14)。また、コーティングの有

無や対象地域の地下水の塩濃度の違いによるベントナイトの膨潤や溶脱の程度が確認され

ており、塩水は淡水よりもベントナイトを強く侵食することや、コーティングが地下水に

よる侵食をある程度防ぐことができる可能性があると指摘されている 11)。コーティングは

カイガラムシが作り出す非水溶性の樹脂（シェラック）を原料としているため、コーティ

ングされたベントナイトペレットを用いた場合は不純物としてボーリング孔内に多量の有

機物が残置されることになる。銅エキスパンダーは、各材料の接触および相互作用を長期

間防止することに加えて、短期的には閉塞材として機能することが期待されている 9)。一

方で、閉塞区間の地下水水質や砂、砂利に含まれる可能性のある硫化物（S2-）の影響を受

けて腐食する可能性があると指摘されている。 

更に、水で満たされたボーリング孔内へベントナイトを搬送する方法が特に困難である

とされ、ベントナイトの前処理とともに次に示すような様々な搬送方法が検討されている

（図 4.2-2）9)。 

 

 
図 4.2-2 ベントナイトをボーリング孔内へ搬送する方法の概念 9) 

(Courtesy of Swedish Nuclear Fuel and Waste Management Co) 

 

「基本法（Basic type）」は、高密度の圧縮ベントナイトを有孔銅管に充填し、それをボー

リング孔に挿入する方法である（図 4.2-3）。この方法は、スウェーデンの Stripa 旧鉱山の

閉鎖坑道において試験され（Stripa Project）15)、近年では、フィンランドの Olkiluoto におい
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て掘削された深さ約 550m、直径 76mmの調査ボーリングOL-KR24において実施された 16)。

2006 年に深度 520m 付近に設置されたベントナイトプラグが 2013 年にオーバーコアリン

グによって取り出されており、ベントナイトの膨潤圧で銅管が垂直方向に割れていたもの

の、ボーリング孔内は膨潤したベントナイトで満たされており、銅管と岩石との間に有意

な移行経路が開いていないと解釈されている 17)。 

 

 

図 4.2-3 オルキルオトで実施された基本法の試験風景 9) 

(Courtesy of Swedish Nuclear Fuel and Waste Management Co) 

 

「コンテナ法（Container concept）」は、ベントナイトを充填したコンテナもしくはダン

プベーラーをボーリング孔内に挿入し、任意の深度においてベントナイトを設置する方法

である（図 4.2-4）。この方法を用いることで、ベントナイトの搬送中の侵食や膨潤によるス

タックを防止することができる 9)。ダンプベーラーは、ボーリング孔へのセメント打設を

目的として、石油探査分野で一般的に使われている 18)。コンテナ法を用いてベントナイト

をボーリング孔内へ設置した事例は報告されていない 19) が、既存のベーラーを対象に研究

開発を行うことで、スラリー状、ペレット状、ブロック状のベントナイトを搬送できる可

能性があることが指摘されている 19)。 

「ペレット法（Pellet concept）」は、圧縮して数 mm から数 cm の粒状に成型したベント

ナイト（図 4.2-5）をボーリング孔内へ落下させる方法である。本手法は、石油探査分野に

おいて多数の使用実績がある（後述）。一方で、ベントナイトペレットがボーリング孔の途

中で抑留し、計画していた深度に到達しなかった事例もある 20)。本分野における適用事例

は後述するスイスの事例が参照できる。 

「クーロン法（Couronne concept）」は、銅の心棒にドーナツ状に成型した圧縮ベントナ

イトブロックをはめ込み、ボーリング孔内へ設置する方法である。2009 年にエスポ地下研

究施設内において水平に掘削された大口径（300 mm）のボーリング孔を対象として、クー

ロン法による閉塞試験が実施されている（図 4.2-6）21)。 

これらの方法の特徴をまとめたものを表 4.2-2 に示す。 
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図 4.2-4 コンテナ法の概念図 9) 

(Courtesy of Swedish Nuclear Fuel and Waste Management Co) 

 

 

図 4.2-5 ベントナイトペレットの例（CEBOGEL pellets）21) 

(Courtesy of Swedish Nuclear Fuel and Waste Management Co) 

 

  

図 4.2-6 エスポ地下研究所で実施されたクーロン法の試験風景 21) 

(Courtesy of Swedish Nuclear Fuel and Waste Management Co) 
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表 4.2-2 ベントナイトの各搬送方法の特徴 

 

 

ボーリング孔閉塞の当初目標は、ボーリング孔の低透水性部分と同様の透水性を達成す

ることであり、ベントナイトの透水係数は 10-12 m/sec以下であることが目標値であった 22)。

一方で、ボーリング孔閉塞における主目的は、処分場の封じ込め／保持特性を過度に損な

わないことであり、これに基づき考えが整理された結果、閉塞材の透水係数は 10-8 m/sec 未

満（閉塞の膨潤圧が >0.1MPa）で前述した主目的が達成され、かつボーリング孔の高透水

性ゾーンではこの値を維持する必要はないと結論づけられた 23)。また、Luterkort ら 24) は

この前提を再検討し、フォルスマークの地下水流動と物質移行モデルのシナリオによると、

少なくとも物質を流すためにはボーリング孔の透水性が 10-4 m/sec 以上である必要があり、

ボーリング孔の透水性が 10-6 m/sec より低い場合は、ボーリング孔は水みちとして機能し

ないと報告している。 

 

フィンランド 

 フィンランドでは、約 50 年前から地層処分場候補地の選定が行われてきた経緯があり、

オルキルオトの結晶質岩体を対象として処分場の建設段階にある。地下施設の建設に先立

ち多数の地上物理探査、調査ボーリング（50 本以上）が行われ地質構造、水理特性、水質

といった地質環境特性が把握されている。なお、これらの調査ボーリングでは必須の品質

管理として、ボーリング掘削状況の確認や水理試験、採水箇所に関わる情報を得るため、

送排水の量、電気伝導度、トレーサー（ウラニン）濃度、掘削水圧、カッティングス（量、

岩種、割れ目帯の概略を把握するため）、掘削速度などをモニタリングしている。掘削中の

洗浄は、工程を踏まえた対費用効果からエアリフトで、掘削後の洗浄は化学影響が大きい

という理由で薬品を使用せず、最もシンプルで物理・化学的影響が小さいという理由から

金ブラシを採用している。 

調査終了後、ボーリング調査に基づいて構築した水理地質構造モデルに基づき連続性の

高い割れ目帯を決定しその割れ目帯を監視対象として、施設建設に伴う周辺環境変化の把

握のための水圧・水質モニタリング装置を設置している。特に、海域に達している可能性

のある割れ目帯の観測区間で海水の浸入の有無をモニタリングし、施設建設に伴う周辺の

水理・地球化学環境の変動の目安としている。さらに、地下施設に連続すると予測される

透水性の割れ目を対象にして、Posiva 社が開発した流体検層技術（PFL）を用いて流量と流

速のモニタリングを実施している 25), 26)。 

 

フランス 

フランスでは、Meuse/Haute Marne 地区の非常に透水性の低い堆積岩層に地下研究施設が

方法名 方法 材料準備 搬送効率
挿入中の

ベントナイトの
侵食

ベントナイトの
密度

残置物 深度管理

基本法
有孔銅管にベントナイト
を詰めて孔内に挿入、

定置

製作作業が
必要

1度に大量のベントナ
イトを設置可能

小 高 銅管 容易

投げ込み法
(ペレット)

ベントナイトペレットを孔
口から投入、自然落下

容易
1度に大量のベントナ
イトを設置可能

大 低
コーティング
（樹脂）

閉鎖深度以外の
場所で抑留する
可能性がある

コンテナ法
コンテナ容器にベントナ
イトを詰め、閉塞深度
まで搬送・定置

容易
1度に運搬できる量
が制限されるため、
時間と手間がかかる

なし 低～高 なし 容易

クーロン法
芯棒にドーナツ状ベント
ナイトを付け孔内に

挿入、定置

製作作業が
必要

1度に大量のベントナ
イトを設置可能

大 高 銅管 容易
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建設されており、地下水流動が主に拡散プロセスに依存するため坑道直近の掘削損傷領域

のモニタリングに関わる研究が重要視されている 4), 6), 7)。そのため、閉鎖後の地下施設周辺

における地上からのモニタリングに反映可能な知見は得られなかった。 

フランスでのボーリング孔の閉塞は Andra による実績があるが、これまでのボーリング

孔の掘削地点は全て処分場の処分区域より離れており、既存の石油分野・地熱分野におけ

る閉塞手法が用いられている 27)。また、フランスでは、放射線防護・原子力安全研究所（IRSN）

が Andra からの申請を見越して、ベントナイトをベースとした閉塞材に関する研究を実施

している 28)。このプロジェクトの目的は、閉塞の密封性の実証ではなく、閉塞性能に影響

を及ぼす水理的あるいは機械的なパラメータをテストし、実施主体が検討・制御すべきパ

ラメータに関する知見を得ることである。 

 

スイス 

スイスでは、放射性廃棄物管理共同組合（Nagra）が中・低レベルの放射性廃棄物処分場

において、ボーリング孔の閉塞を実施してきた 29), 30)。その閉塞の要求事項は以下のとおり

である。 

・ 閉塞は、地下水の流れがボーリング孔ではなく周囲の岩石によって制御されること

を保証する。 

・ 放射性核種の移動がボーリング孔を通って起こる場合、周囲の岩石を通した放射性

核種の移動に比べて著しい増加をもたらすべきではない。 

・ 処分場の建設中にその機能的特性を保持しなければならず、長期変化が起こっても、

閉鎖後の段階ではボーリング孔から放出される放射性核種の量が許容量以下にする

必要がある。 

このような機能上の要求事項から、閉塞材料の要件が次のように設定されている。 

・ 力学的強度：材料の力学的強度は、孔内の材料の設置に重要で（材料が液体の状態で

持ち込まれない限り）、長期的には孔の構造的完全性にとって重要。 

・ 変形挙動：材料は、亀裂のできない小さな岩石変形に耐えるのに十分な延性を有す

る必要がある。 

・ 透水性：可能な限り低く、周囲の岩石の平均透水性と同じオーダーでなければなら

ない。平均透水係数の決定には、孔損傷領域外の岩石の平均透水性に基づいて設定

する必要がある。 

・ 長期安定性：(i) 化学的安定性：経時変化、母岩との反応がないこと。(ii) 力学的安

定性：地下水の流れなど、あらゆる環境要因によって引き起こされる損傷に対して

頑健であること。(iii) 予想される周囲温度で、その性質の不可逆変化がなく熱的に

安定であること。 

・ 膨潤能力：膨潤能力は、閉塞材と孔壁の間の空隙が完全に満たされ、結果的に、閉塞

材のそれより高い透水性領域が無いようにする。 

・ 熱伝導率：発生する熱の放熱を可能にするのに十分高い熱伝導率を有するべき。 

・ 作業性：ボーリング産業から入手可能または適応された方法およびツールを用いて

所望の形態（例えば、予め圧縮された形態またはペースト）で孔内に持ち込むことが

できるようなものでなければならない。 

上記の要件をすべて満たす単一の材料は存在しないため、Nagra は孔の状況に応じて異

なる材料を組み合わせる閉塞概念を設計している。この概念では、孔周囲に掘削損傷領域

（Borehole Damage Zone；BDZ）が存在し、水みちになる可能性があることを前提として、
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健岩部の損傷領域が少ない深度を「キーゾーン」として、周囲の岩石に悪影響を及ぼさず

長期間にわたって安定である天然材料で岩盤の透水性より低くなるように閉塞する。キー

ゾーンとキーゾーンの間の中間深度は、キーゾーンの閉塞材料を力学的に支持できるよう

に埋戻し、その透水性に関わる要求は厳密に低くなくても良い。材料の最終的な選択は、

母岩の特性（地質学的、水理学的、化学的、岩石力学的特性）に依存する。 

中・低レベル放射性廃棄物処分サイトにおけるボーリング孔の閉塞実施例として、

Wallenberg の SB4a/s 号孔が挙げられる。この調査孔は堆積岩地域に掘削されており、地下

施設との位置関係上、将来的に核種移行経路となる可能性があり、閉塞することが決定さ

れた。閉塞の概念設計にあたり、閉塞材は無機材料であるべきことや、定置方法は実例が

ある標準的な方法であるべきであること、閉塞作業に時間がかかるべきではないことが挙

げられた。Nagra は、室内実験を行った上で SB4a/s 用の閉塞概念を設計した 30)。これは、

厚さ約 28m のベントナイトゾーンと、その下の厚さ約 54m のバライト（BaSO4、重晶石）

ゾーンから形成されている。 

バライトが利用された理由は、掘削用流体の添加剤および掘削孔の埋戻しにしばしば使

用されており、不活性の天然素材、非常に低い溶解度、高密度（粒子密度は 4.48 Mg/m3）

で速い沈降速度に加えて基礎となる深度の圧縮が行われることである。また、バライトは、

その粒子の薄片状の形状のために良好な閉塞特性を有する。バライトは、ベントナイトよ

りも透水性が高いが、ベントナイトよりも侵食されにくい。ただし、Nagra のコンセプトの

場合、バライト粒子のサイズは 10 μm 以上でなければならず、74 μm より大きい粒子の量

は 3%未満でなければならない。Quellon HD®は、ベントナイト（～90%）およびマグネタ

イト（～10%）のペレットからなる市販材料である。高い膨潤能力と密度があり、Quellon-

HD ペレットの密度は、水和前は 1.40 Mg/m3、水和後は 1.88 Mg/m3となる。中間ゾーンに

は膨張セメント（CaO または MgO 添加物を含む API のクラス G セメント）が使用されて

いる。このセメントは、水和プロセス中に膨張するため選択されている。 

 

カナダ 

 カナダでは、結晶質岩中に建設された深度約 440m の地下研究施設が水没閉鎖されてい

る。閉鎖時には深度約 270m に存在する破砕帯をプラグシールし上下深度の地下水を隔離

する試験が行われた。地下施設の閉鎖は、Manitoba 労働安全衛生、鉱業規則 228/94、第 19

項、保護措置に従って行われた。閉鎖時の要求事項は、以下のとおりである。 

 有害な化学物質をすべて除去する。 

 閉鎖後は地盤沈下やその他の原因により開口が発生しやすい場所をすべて隔離する。 

 立坑坑口を鉄筋コンクリートで構成された固体隔壁で閉鎖する。 

 地上の閉鎖隔壁の設置作業を開始する 30 日前までに鉱山検査官に計画を提出する。

計画には、閉鎖の手段、潜在的に将来沈降する可能性のある地域の保護方法を示す。 

地下研究施設周辺には、調査研究の一環として 1979 年から 1990 年の間に周辺に多数の

ボーリング孔が掘削され、観測システムが構築された。これらは、浅層ボーリング孔 92 本、

基盤岩を対象とした深層ボーリングが 85 本（深さ 20m－1500m、孔径 76－152mm、深さ

1,090m までの 171 区間に観測点）、気象観測所、降水量計および水理地質データ収集シス

テム (HDAS) などから構成される。施設閉鎖時には、立坑の周囲 500m 以内にある 22 本の

モニタリング孔が必要に応じて改装され、立坑の隔壁設置後、少なくとも 3 年間、水位計

測などが行われた。2013 年末まで毎年、規制当局にそれらのモニタリング結果が報告され

た。モニタリング期間終了後、2014 年春に第 2 段階として孔の閉塞作業が開始された。す
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べてのモニタリングシステムは、2014 年 7 月までに廃止され 2014 年 12 月までに、セメン

トグラウトを使用して永久的に密閉された。モニタリングの終了時期に関する判断は、セ

ンサーの機能の耐久性、事業支援パートナー機関の有無および地下施設建設前の地下水位

に回復するまでの予想解析結果に基づいて行われている。なお、立坑プラグシールの観測

は、立坑の全深度水没が予想される 2019 年末まで継続予定であり、その後の観測は事業支

援パートナー機関の有無により決定されることになっている 31), 32), 33), 34)。 

カナダの核廃棄物管理機関（NWMO）は、ボーリング孔の閉塞において、ベントナイト

が主要な閉塞材として使用され、セメントも使用するだろうと予測している。しかし、そ

の詳細な計画や規則はまだ開発されていない 27)。 

 

英国 

 英国では、セラフィールドで進められていた中低レベル放射性廃棄物処分場の前身施設

RCF（Rock Characterization Facility）の立地計画が 1997 年に中止された経緯があるが、内陸

から沿岸にかけての堆積岩を対象とした地質・地質構造、水理地質構造、地下水流動状態、

水質の把握を目的として、十数本のボーリング調査、物理探査が行われ、長期にわたるモ

ニタリング装置の使用実績がある。また、沿岸域に位置するドーンレイでは、1950 年代に

低～高レベル放射性廃棄物が廃棄された立坑・横坑に、海岸線の浸食により海水が流入す

る事象が生じ、周辺の汚染物質の分布やそれらの挙動を把握するために、汚染領域周辺か

ら海域に連続する地質構造を含む区間を対象としたモニタリング孔を設け定期観測を行っ

ている。そのため、沿岸域におけるモニタリングの考え方や海域に連続する地質構造での

観測例などの経験的知見が蓄積されている。地下施設のレイアウト設計に反映する詳細な

地質構造情報を取得するための調査ボーリングの掘削では、孔崩壊防止のためポリマー

（Xanthan gum）を添加した掘削水を使用しており、ボーリング掘削時の汚染水を完全に排

除できていない場合が多く、その後のモニタリングの品質に影響している。堆積岩・塩水

環境においては、市販されている蛍光染料と同様の蛍光特性を持つ天然有機物が多いため

蛍光染料をトレーサーとして使用できないため、汚染に関わる品質管理手法の一つとして、

無機化合物（塩化リチウム、ヨウ化カリウム）トレーサーを使用している。一方で自然状

態の地下水中のリチウム濃度などが高く品質管理ができない場合もあり、その場合は天然

のトリチウムを指標としている。モニタリング区間は、施設建設前の地質環境ベースライ

ン状態を把握することを念頭において、地下施設建設予定地周辺で密に、それから離れる

に従って疎になるように配置し、施設建設予定地に連続する可能性のある高透水性の地質

構造を対象に設定している。また、複数のモニタリング孔を利用して孔間揚水試験を行い、

岩体全体の水理地質特性（鉛直方向の拡散性や割れ目の広域的な連結性など）を評価する

ことも念頭に置いている。なお、沿岸域では、海域に連続している地質構造のモニタリン

グ区間で、潮汐変化に伴う水圧の年変動が観察され、割れ目の連結性によってその程度が

異なることなどが判っている 35), 36)。 

ボーリング孔の閉塞に関しては、Nirex 社がセラフィールド付近の深層ボーリング孔を閉

塞した 37)。当時、環境庁と計画当局（カンブリア州議会と Lake District 国立公園局）は、

地表の汚染や深層に分布する塩水が、生活用水として利用されている帯水層に流入する経

路が生じないようにボーリング孔を閉塞することを要求した。さらに Nirex 社はドーンレ

イのボーリング孔も閉塞している。これらの閉塞では、少量のベントナイト（数 wt%）を

含む普通ポルトランドセメントが用いられており、閉塞後の長期安定性を実証する作業は

含まれていない 38)。 
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また、地層処分実施主体である原子力廃止措置機関（NDA）の子会社にあたる放射性廃

棄物管理会社（Radioactive Waste Management Limited、以下 RWM）により、地質環境調査

のために掘削されたボーリング孔が地下水やガス移動経路にならないように閉塞するため

の手法を開発するためのプロジェクトが行われている。RWM は深さ 2,000m までのボーリ

ング孔を対象とし、石油・ガス分野において実績があるボーリング孔の閉塞方法を対象と

して、放射性廃棄物処分分野への適用性を検討している（表 4.2-3）19), 39)。以下にその概要

を記述する。 

 閉塞の要求事項は、閉塞されたボーリング孔を通る地下水・ガスの流れを「隔離目

的」を達せられるように十分に減ずること。 

 ボーリング孔内での閉塞材の移動と損傷を防ぐため、閉塞材の上下に機械的な支持

を設ける。 

 閉塞材料は天然素材で形成されるべきである。ベントナイトは、結晶質岩（Hard 

Strength Rock）および堆積岩（Low Strength Sedimentary Rock）において好ましい閉塞

材料である。 

 石油・ガス産業で用いられる配置技術は、通常のポンプ輸送、コイルドチュービング

による輸送、重力配置（投げ込み）、ダンプベーラー（コンテナ）、高速高圧ポンプ輸

送がある。適用事例の多くはセメントであり、ベントナイトを用いた例はほとんど

ない。 

 ポンプ輸送・コイルドチュービング輸送は、石油・ガス産業において、ボーリング孔

内にセメントスラリーを配置するために標準的な技術である。コイルドチュービン

グ輸送は配置が正確だが、ベントナイトを用いた例はない。ベントナイトの液状ス

ラリーもしくは懸濁スラリー（粒子サイズ 2 mm 以下のベントナイトペレットを混

ぜたスラリー）をポンプ輸送できる可能性があるが、輸送中の膨潤を遅らせる必要

がある。コーティングベントナイトを用いたとしても、輸送中に粒子が機械的損傷

を受ける（つまり早期の膨潤）可能性がある。また、ベントナイトスラリーはペレッ

トやブロックよりも低密度となり、つまり高透水性となる。 

 重力配置（投げ込み）はペレットで実証済み。深さ 1,000m へ沈降するのに最大 1 時

間必要であり、沈降途中で膨潤してしまうとベントナイトの剥離による沈降速度の

低下や、孔の途中で抑留してしまう可能性がある。このような問題には、一般的には

コーティングベントナイトで対処する。塩水中ではコーティングが急速に破れてし

まうため、塩水中での重力配置は適切ではない。トレミー管を用いることで、管内の

水質組成を制御しながら投下できる。 

 弾丸状のベントナイトブロックの重力配置（投げ込み）は、ボーリング閉塞技術とし

て適切でない。ブロックが抑留する可能性が高く、ブロックの密度が他の配置方法

と比較してはるかに低くなる。トレミー管を用いると、ブロックの大きさがさらに

小さくなる。 

 ダンプベーラー（コンテナ）は、セメントスラリーや砂の搬送で日常的に使用されて

いる。利点は、深度管理と配置量が正確、ベントナイトが抑留しない、アプローチが

単純、様々な材料を搬送する柔軟性がある、搬送中の材料を地下水から隔離できる。

一方で、一度に運ぶことができる材料の量が少ないため、複数回の搬送が必要にな

る。石油・ガス産業ではコストが主な考慮事項であるため、ボーリング孔内に大量の

材料を配置する必要がある場合、ベーラーは使用されない。放射性廃棄物の処分分

野に適用するためには、更に研究開発と実地試験が必要。 
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表 4.2-3 深さ 1,000m までのボーリング孔にベントナイトを搬送する技術の適用性 19) 

 

 

また、NDA は、ボーリング孔の設計は後で閉塞する必要があることを認識して設計さ

れなければならないとしており 27)、Chaplow38) は、ボーリング孔の設計の時点で以下の重

要な要因があることを指摘している。 

 孔内に設置するケーシングの量を制限し、セメンチングの程度を最小限に抑えるこ

とで、閉塞前にケーシングを除去できる可能性が高まる 

 モニタリングの計装機器は、閉塞の前に取り外すことができることを確認する 

 孔壁の劣化を抑えるため、ボーリング孔が必要なくなったらすぐに閉塞する 

 

その他の事例：石油探査分野および温泉分野におけるボーリング孔埋戻し・閉塞 

石油探査分野においては、国内外において古くからボーリング孔の閉塞に関する多数の

実績がある。例えばアメリカにおいては、1890 年代からボーリング孔の閉塞に関する規制

が行われている 40)。当初の規制は生産井からの石油の流出を防ぐ観点でしかなかったが、

1974 年に安全飲料水法（SDWA）が可決されて以降、淡水の保護および地層間の流体の流

れを最小限に抑えるための要件が含まれるようになった 41)。日本においては、昭和 61 年

12 月 25 日に通商産業省立地公害局「石油鉱山の坑井の廃止に関する措置基準及び解説」
42) が制定され、以降はこれに基づきボーリング孔の閉塞がなされてきた。近年では、この

基準および経済産業省「鉱山保安法施行規則第 25 条（土地の掘削）」に基づく内規「鉱業

権者が講ずべき措置事例（平成 16 年 11 月 19 日制定、平成 24 年 6 月 1 日一部改正）」に定

められている方法に基づき、ボーリング孔が閉塞されている 43), 44) など。これらの基準では、

対象となるボーリング孔の地質・地質構造とケーシングの有無や設置深度を考慮した上で、

セメント、泥水、砂利等を埋戻し材として組み合わせて閉塞することが指定されている。

これらの基準は、国外の石油・ガス田を対象としたボーリング孔の閉塞の考え方とほぼ似

通っており 45)、ここ数十年において、その材料や手法等の基本的な考え方は大きく変化し

ていない 46)。 

配置方法 液状スラリー 懸濁液スラリー ペレット ブロック

従来のポンプ輸送 セメントスラリーを投入するた
めの一般的な技術。ベントナ
イトスラリーに使用可能。

懸濁スラリーを運搬・配置した
実績がある。2 mm未満のベ
ントナイトペレットを懸濁させ
て輸送できる可能性がある。

大きな粒子を輸送するのは本
質的に適さない。

本質的に適さない。

コイルドチュービング
輸送

セメントスラリーを投入するた
めの一般的な技術。ベントナ
イトスラリーに使用可能。

懸濁スラリーを運搬・配置した
実績がある。2 mm未満のベ
ントナイトペレットを懸濁させ
て輸送できる可能性がある。

本質的に適さない。 本質的に適さない。

重力配置
（投げ込み）

微粒子は沈降速度が遅いた
め、本質的に適さない。

微粒子は沈降速度が遅いた
め、本質的に適さない。

実演済みの方法。コーティン
グしたペレットの使用など、あ
らゆる環境に適用できる修正
アプローチが必要。

抑留する可能性があるため、
適しているとは考えにくい。

ダンプベーラー セメントスラリーを運搬・配置
した実績がある。ベントナイト
スラリーに使用可能。

セメントスラリーを運搬・配置
した実績がある。ベントナイト
スラリーに使用可能。

砂を運搬・配置した実績があ
る。ベントナイトペレットを放出
するためには置換が必要かも
しれない。

使用できる可能性がある。
ベーラーの大きさはボーリング
孔の直径に依存する。

高圧・高速ポンプ
輸送

他のポンプ輸送方法に比べて
複雑。

他のポンプ輸送方法に比べて
複雑。

大きな粒子を輸送するのは適
さない。

本質的に適さない。

緑色：ベントナイトをボーリング孔内に配置するための実証済みの技術。黄色：ベントナイト以外の材料を配置するために日常的に使用されており、
RWMの判断では、ベントナイトの輸送に適応できる。赤：RWMの判断では、この手法はベントナイトの輸送方法として推奨されない。
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これらの坑井の閉塞方法を概括する 18), 47), 48)。まず作業前に、ケーシングの設置深度や現

状、孔内の温度や水圧等を確認する。次に、深部より順に埋戻し作業を行う。最深部が裸

孔部である場合は、その圧力に相当する静水圧力を発生させるのに足りる比重の泥水を充

填し、ストレーナ部である場合は砂利を充填する。最終ケーシング部、ケーシングの重複

部や切断部、パーフォレーション部の上下には、セメントプラグやブリッジプラグを設置

する。セメントプラグは、パーフォレーション部を含めて上下数十 m 以上ずつ設置するこ

とが指定されている。日本の場合は 30m 47), 48) だが、国外では長さが異なり、例えばカナダ

は 15m 49)、ノルウェーでは 100m 50) である。これらのプラグは、密閉措置後にロッドトレ

ミー管を用いて頭部の位置を確認した後、一定の圧力を負荷してその健全性を確認する。

地表部は、地表まで到達しているケーシング内にセメントプラグを設置するか、アニュラ

スが存在する場合はケーシングを抜管してからセメントプラグを設置する。最後に、地表

面下数 m 以深のケーシング等は全て撤去し、孔口の最上部に鉄板を溶接するか密閉フラン

ジを設置し、セメントや土砂等で埋め戻す。この方法に準拠して埋設されたボーリング孔

は、地下水やガスの漏れは生じていない 51)。可燃性ガスが発生するガス井や温泉井戸の閉

塞については、ガスの漏出を防ぐため、セメントプラグやブリッジプラグを用いるべき箇

所がより詳細に指定されている 48), 52)。地熱井についても、蒸気圧が高くガスや流体が噴出

するおそれがあるボーリング孔については、ガス井と同様にセメントプラグやブリッジプ

ラグを組み合わせて閉塞することが指定されている 53)。一方で、閉塞材は長期的な健全性

が求められている例えば 54) ものの、現在主流の閉塞材であるセメントプラグは、超長期的に

見れば劣化する可能性があることが指摘されている 46)。この問題点に加えて、経済性や作

業効率の観点から、近年では泥水やセメント以外の埋戻し材料の開発および使用が行われ

ている。Sandaband Well Plugging 社（ノルウェー）の特許製品である Sandaband®は石英粒

子と水の混合物であり、コンクリートポンプで輸送が可能である。既に Sandaband を用い

た石油井の閉塞実績もあり 55)、SKB は埋戻し材の一つに Sandaband を用いることを検討し

ている 11)。さらに、ベントナイトは優秀な遮水材として機能することから、これまでにボ

ーリング孔の閉塞に用いられている。アメリカの Chevron Texaco 社が開発した圧縮ベント

ナイトペレットである Zonite®は、アメリカやオーストラリアをはじめとして、これまでに

数千本のボーリング孔の閉塞に用いられている 11), 20), 39)。一方で、Zonite を用いたパイロッ

トテストでは、ペレットが沈降途中で抑留し、計画していた深度へ到達しなかった事例が

報告されている 20)。 

これらの閉塞においては、「掘採による崩壊又は土砂流出、石油の湧出、汚濁水流出等の

公害を防止」47)、「ガス発生井戸から可燃性天然ガスが地表に漏れ出さないように」48)とい

う観点が第一に置かれており、地下水や天然ガスが地表へ漏出しないことが重要視されて

いる。さらに、「天然ガス含有層の分離、高圧層の分離、淡水を含む地下水の保護」54)、「地

下への注入活動によって汚染物質が飲料水の供給源に移動するのを防ぐ」57)、「井戸閉塞材

料の利用による坑井の障壁の確立ならびに浸透層、貯留層、流出源の隔離」50)というよう

に、地下に異なる帯水層が存在している場合、ボーリング孔がそれらを連結する水みちに

ならないことを要求している。 

以上のことをまとめると、石油探査分野および温泉分野においては、ボーリング孔の閉

塞について多くの知見が蓄積されている。材料の研究開発は継続して実施されているもの

の、その手法に関する大きな手法の更新はこの数十年で行われていない。また、異なる帯

水層を貫くボーリング孔については、ボーリング孔自体が水みちとならないように要求さ

れていることから、放射性廃棄物分野のボーリング孔閉塞において参照可能な知見が含ま
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れていると考えられる。実際に、放射性廃棄物処分分野におけるボーリング孔閉塞の概念

設計は、石油探査分野などの先行事例に基づいて行われている 9), 39)。一方で、閉塞材料の

配置は設置時の深度管理のみであり、閉塞材の遮水機能は設置時にプラグを加圧して確認

する方法が主流である。つまり、設置後の閉塞材の状態や、その健全性、遮水性に関する

時間変化は評価されていない。また、適切な手段で閉塞されたと判断されたボーリング孔

について、事後モニタリングをした例はない 57)。すなわち、放射性廃棄物処分分野におけ

る時間スケール（例えば、スウェーデンやフィンランドであれば 10 万年 58)）において、閉

塞材の閉塞機能の健全性は明らかになっていない。これらのことは、石油探査分野におけ

るボーリング孔の閉塞手法を放射性廃棄物処分分野のボーリング孔閉塞にそのまま適用す

ることはできないことを示す。 

 

4.2.2 国内の事例 

 国内においては、岐阜県土岐市の東濃鉱山、同県瑞浪市の超深地層研究所、北海道幌延

町の幌延深地層研究センターなどの地下研究施設において、モニタリング技術の実証確認

のための研究技術開発が行われている。これらの研究施設では、これまでに IAEA1), 2) で基

本的モニタリングの考え方として示されている地下施設建設前、建設中、操業中の周辺環

境変化の把握を目的としたモニタリングが行われている。施設周辺におけるモニタリング

の項目は、地震動や地表面傾斜、地下水圧、水質などであり、主に地下水圧、水質のモニ

タリング事例が中深度処分施設周辺のモニタリングに参照可能な知見として挙げられる。

これらのモニタリングでは深さ数十 m～千数百 m ボーリング孔を掘削した上で、孔内に

様々なモニタリングシステムを設置して、長期観測に利用している 59), 60), 61)。 

瑞浪、幌延の両地下研究所では、地下施設の建設位置、レイアウト設計などへの反映を

目的として、施設建設前に地上から掘削された調査用ボーリング孔 10 数本のほぼ全てが、

調査終了後そのままモニタリング孔に転用されている。これは、諸外国の事例に比べて日

本では賃貸可能な土地が少なく多数のボーリング調査ができないといった制約があり、調

査ボーリング孔の数自体が少ないためモニタリング孔を調査ボーリング孔の中から選択す

るという考え方にならないためと考えられる。また、モニタリングのためだけにボーリン

グ孔を新たに掘削する経済的合理性がなく、調査ボーリング終了後は孔内の断層や割れ目

帯の分布、それらの水理特性、地下水の地球化学特性が明確になっておりモニタリング区

間の設定がしやすいという理由もある。これらのボーリング孔では、十数年間にわたるモ

ニタリングにより、重要な観測点と相対的に重要でない観測点などに関わる知見が経験的

に得られており、環境擾乱の理解など様々な観点から観測点を設ける上での判断根拠も蓄

積されている 59, 62), 63), 64), 65), 66), 67)。 

 瑞浪の地下施設の事例では、堆積岩のような透水性が異なる岩層の集合体では、相対的

に透水性の低い岩層（粘土層等）が施設建設時の水理化学的擾乱を緩和するバリアに、透

水性の高い岩層（礫岩層等）が優先的な水みちになることが示されており 61)、このような

施設建設前～操業中のモニタリング結果に基づいて、施設閉鎖後の観測点の優先順位を決

定できると考えられる。なお、第三紀の海成堆積岩には処分施設から地表への水理的バリ

アになり得る粘土層が発達していることが多く、これらの水理的バリアの上下や優先的な

水みちに観測点を設けることが重要と考えられる。また、井岡ほか 68) では、調査ボーリン

グ掘削後、モニタリング装置の設置までの間に、ボーリング孔を水みちとして水頭の異な

る複数の帯水層の地下水の混合が起こり、装置設置後のモニタリング開始時に初期の地下

水水質の把握が困難になる事例も示されている。モニタリングの開始前には、事業者がそ
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のような現象を想定して調査ボーリングやモニタリングを行っているか留意する必要があ

る。 

モニタリングの方法については、一般的な裸孔（もしくはストレーナ管を差し込んだ孔）

での水位計測・採水に加えて、多区間を対象としたモニタリングシステムを利用した水位

計測・採水（原理的に直接水圧計測方式とピエゾ水頭計測方式（スタンドパイプ式）に大

別される）などが挙げられる。それぞれ、表 4.2-4 に示すような長所・短所がある。裸孔で

の水位計測や採水は、自治体や個人所有の既存井戸を利活用する場合であり、観測対象の

帯水層が明確でないため参考値としてのモニタリングにとどまる。加えて、ボーリング孔

が複数の帯水層を貫いている場合、平均的な水位、混合した地下水の水質を観測すること

になる。そのため、観測対象とする帯水層ごとにボーリング孔を掘削し、ストレーナ管（観

測区間深度に複数の穴をあけた管）を挿入して、観測区間を礫など高透水性の埋戻し材、

観測区間以外の深度を低透水性の砂や粘土で埋め、対象とする帯水層のみの水位計測・採

水を行う方法がある。この方法では、観測区間の近傍に粘土材料を使用すると漏えいした

放射性核種が粘土材料に収着し、見かけ上その濃度が低くなる可能性がある。また、スト

レーナを介した異なる帯水層間の地下水の混合を避けるため 1 孔につき 1 深度の観測区間

しか設けられないという短所がある。一方で、原理が単純であるがゆえにオーバーコアリ

ングによるストレーナ管の回収は比較的容易である。ストレーナの長期健全性については、

現在寿命を迎えつつある各地の水道管や温泉などでの交換事例の収集が必要だが、今後の

技術革新も踏まえると中深度処分のモニタリングにおいても利用できる可能性はある。 

スタンドパイプ式の水圧・水質モニタリングシステムおよびマルチピエゾメーター・バ

ッチボトル採水式の水圧・水質モニタリングシステムについては、日本のみならず各国の

地下研究施設で使用実績があり、モニタリング技術として確立されている。直接水圧計測

方式は、パッカーで区切られた観測区間に水圧計を定置し水圧を直接観測する。ピエゾ水

頭計測方式は、複数の観測区間からピエゾ管を立ち上げてピエゾ管の口元に圧力センサー

を設置して管内の水位を観測する。それぞれ、代表的な装置として MP システム（Westbay

社）および SPMP システム（SOLEXPERTS 社）、PIEZO システム（ダイヤコンサルタント

社）などが挙げられる。 

 

表 4.2-4 各地下水モニタリング手法の長所・短所 

 

項目 観測方法 長所・短所

裸孔での水位計測
（ストレーナ管）

長所：安価
短所：水頭の異なる帯水層が存在する場合は、それらの平均的水頭しか観測でき
ないため、帯水層毎に孔が必要になる。

スタンドパイプ式

長所：複数の区間の水頭を同時観測できる。水圧計が地上付近にありメンテナン
スが比較的容易
短所：計測管が細く気泡が配管内に生成した場合は、計測値が真値からずれる場
合がある。

マルチピエゾメーター
式

長所：複数の区間の水頭を同時観測できる。
短所：水圧計が各深度にあり、メンテナンス時に全て引き抜くためメンテナンス時
に全区間のデータ欠損が生じる。

裸孔でのベーラー採水
長所：安価
短所：水頭の異なる帯水層が存在する場合は、それらの混合した水質しか観測で
きないため、帯水層毎に孔が必要になる。

スタンドパイプ揚水
長所：長期大量揚水が可能
短所：水圧を維持した採水ができない（溶存ガス分析などには不向き）

バッチボトル採水
長所：水圧・化学条件を維持した採水が可能
短所：大量の試料採取には工期を要する。

水圧

水質
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MP システムは（図 4.2-7）、複数の水圧計測プローブを連結して各観測区間に設置し、連

続的に各区間の水圧を計測する。また、地下水の採水においては、ケーシング内に小型ポ

ンプを設置し、対象観測区間のポンピングポートを開放して地下水を採水するか、採水プ

ローブに連結したバッチ式採水容器を用いて、観測区間の水圧を保持した状態で地下水を

採取することができる。 

SPMP システム（図 4.2-8）は、観測区間から立ち上げたピエゾ管（スタンドパイプ）に

水圧センサーを挿入し、スタンドパイプ内の水位をモニタリングする。採水では、スタン

ドパイプ内にポンプを設置することにより、スタンドパイプから採水する。 

PIEZO システム（図 4.2-9）は、ピエゾ水頭計測方式を採用したモニタリングシステムで

あり、システムの基本構造は前述の SPMP システムと同様である。 

 

 

図 4.2-7 直接水圧計測方式（MP システム）の概要 
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図 4.2-8 ピエゾ水頭計測方式（スタンドパイプ式 SPMP システム）の概要 

 

 

図 4.2-9 ピエゾ水頭計測方式（スタンドパイプ式 PIEZO システム）の概要 
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以上のモニタリング方法に関する留意点としては、直接水圧計測方式（MP システム）で

は、多連式水圧計測プローブの長期使用に伴う水圧計測値のドリフトを防止するため定期

的なメンテナンス・校正作業が必要である。採水時には作業手順ミスにより地下水ではな

くケーシング内の水を誤って採水する場合がある（ケーシング内水位を採水前後で確認す

ることで作業ミスがないか確認できる）。ピエゾ管（スタンドパイプ）方式の水圧モニタリ

ングでは、配管内に地下水から脱ガスした気泡が生じることで水圧計測値が真値からずれ

ることがある。このようなスタンドパイプ内での溶存ガスの遊離による異常値の対策とし

ては、スタンドパイプ内の水を循環することにより 1 ヵ月程度の安定したデータ取得が可

能なことが確認されている 67)。以上のような、モニタリング作業に関わる様々な品質管理

に関しては、事業者が適切な品質確認項目をマニュアル化して実施することになると想定

されるため、規制側は、マニュアルに品質管理項目の漏れがないか、運用時にマニュアル

が遵守されているかどうかといった点が確認項目となる。 

モニタリングの撤収事例については、国内外における報告例が非常に少ない。モニタリ

ング装置の引き抜きとボーリング孔の閉塞を実施した事例として、原子力機構東濃鉱山の

深度百数十 m の調査研究坑道の埋戻しに伴い、周辺モニタリング孔に設置された複数本の

MP システムが抜管されてモニタリング孔が閉塞された事例と、正馬様用地の MIU-2 号孔

および瑞浪市の DH-2号孔でモニタリング装置の引き抜きおよび再設置された事例がある。 

東濃鉱山では、1986 年から地層処分の基盤的研究（地層科学研究）が行われてきた。こ

れらの研究では坑道周辺の堆積岩から基盤花崗岩中に深度約 80～200m の 6 本のボーリン

グ孔が掘削され、MP システムが設置された。その後、2003 年に東濃鉱山を利用した調査・

試験研究が終了するまで約 17 年間にわたって、地下水圧や水質のモニタリングが行われ

た。これらのモニタリング孔の孔径は 76 mm 程度であった。 

MP システムの引き抜き時にはパッカーを収縮せず、小型ボーリングマシンを使用して

MP システムの管径より一回り大きいボーリングロッドを孔内に挿入し、MP システムのパ

ッカーを被せ切り、MP ケーシングの引き抜きと回収が試みられた。これは、十数年経過し

たパッカーが完全に収縮せず、岩盤に固着することで引き抜きが困難と考えられたためで

ある。実際の引き抜き作業では、すべての孔の MP システムを抜管できず一部のプラスチ

ックケーシングが孔内に残置する結果となっている（表 4.2-5、図 4.2-10）。その後、孔内に

セメントを充填した後に地上部が整地された。回収作業に伴い発生する掘削廃水は汚泥と

して専門の産業廃棄物処理業者に委託して処理している。また、回収した孔内装置や塩ビ

管は、専門の産業廃棄物処理業者に委託して廃プラスティックや金属などに分類して処理

している。 

 

表 4.2-5 東濃鉱山周辺のモニタリング孔における MP システム回収事例 

 

 

ボーリング
孔名

撤去日
MPシステム
長 (m)

回収長
(m) 回収方法

TH-6 2005/2/15 ～ 2005/3/9 197.0 114.4
TH-7 2005/3/10 ～ 2005/3/21 195.0 111.0
TH-7-2 2005/3/22 ～ 2005/3/31 79.5 72.4
TH-8-1 2005/1/19 ～ 2005/2/14 193 74.5
TH-8-2 2004/12/1 ～ 2005/1/18 56.0 51.5
AN-6 2005/5/9 ～ 2005/7/8 130.5 130.5
SN-4 2005/6/27 ～ 2005/9/5 129.0 129.0

ロッドメタルビット、
コンポジットメタル
にて被せ切り
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図 4.2-10 東濃鉱山における MP システムの引き抜き、孔閉塞（TH-6 号孔の例） 

HQ ロッドメタル、コンポジットメタルにてパッカー部を被せ切り、 

114.4m までの装置を回収。114.0m 以深は孔内に残置。 

 

 幾つかのボーリング孔で装置の一部が残置された理由には、工事工程の制約や破砕され

た装置類の回収用配管内での目詰まり等が挙げられる。孔内に残置された装置材料は化学

的に不活性なものであり環境に影響を与えるものではないが、その一部がボーリング孔埋

戻し後に水みちとなる可能性があるため、モニタリング装置の回収方法の確立やそれに関

わる技術的成立性の確認は今後の課題として挙げられる。 

埋戻し材料として普通セメントが選択された理由は、地震観測などの調査ボーリングに

おける埋設や石油井・地熱井などの廃孔は、セメントなどにより埋め戻すことが指針で示

されており、トンネル、ダム、建築物の基礎など土木工事にもセメントが広く使用されて

おり一般的な方法であったためである。 

モニタリング装置の引き抜き、再設置を行った MIU-2 号孔は、超深地層研究所計画にお

ける調査研究のため、1999 年に花崗岩を主な研究対象として掘削された掘削深度 1,012m、

孔径 98 mm のボーリング孔である。同孔では、2000 年 1 月に MP システムを設置し地下水

の水圧観測が実施されたが、深度 900m 付近で遭遇する月吉断層周辺の遮水状況が思わし

くないことから、2001 年 11 月から MP システムを引き抜いて回収している。 

MIU-2 号孔では、MP システム専用のパッカー収縮装置を用いてパッカー内部の水を排

出し、パッカーを収縮している。パッカー収縮に伴い排出された水量の推定値はパッカー



4-21 

 

拡張時に注入された水量の約 60～90%であった。パッカー収縮後、MP システムは、ボーリ

ング孔口元に設営された櫓および試錐機（ウインチ）を用いて引き抜かれた（図 4.2-11）。

引き抜き作業中にボーリング孔内に設置されていた仮ケーシング下端に MP システムの一

部が接触し、一時、システムが引き抜き不能となる事象が生じたが、仮ケーシング抜管後

に MP システムを引き抜くことでトラブルを回避し、システム全てが回収された。回収さ

れた MP システムは、一部で仮ケーシング接触に伴う変形や、使用に伴うパッカーの変形

（図 4.2-12）が見られたものの、大きな損傷や破損は無かった 69)。なお、MIU-2 号孔につ

いては、2003 年 1 月からパッカー位置を変更した上で新たな MP システムが設置され、現

在も地下水の水圧観測が実施されている。 

 

 

図 4.2-11 MP システム回収作業（MIU-2 号孔） 

 

 

(a) ポンピングポート               (b) パッカー 

 

図 4.2-12 回収された MP システム（MIU-2 号孔） 
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DH-2 号孔は、原子力機構が実施する広域地下水流動研究における調査研究のため 1994

年に花崗岩を主な研究対象として掘削された深度 501m、孔径 100 mm のボーリング孔であ

る。同孔では、2002 年 12 月に PIEZO システムを設置し地下水の水圧観測が実施されたが、

同孔を利用したトモグラフィ調査等のため、2004 年 9 月に PIEZO システムを引き抜いて

回収している（図 4.2-13）。 

DH-2 号孔に設置された PIEZO システムはパッカー拡張ラインとパッカー収縮ラインの

2 本のラインが設けられている。これらラインの解放、加圧によりパッカー内部の水を強

制的に排出することでパッカーを収縮しており、パッカーから排水された水量は、概ねパ

ッカー拡張時にシステム内に注入された水量相当であることが確認されている。パッカー

収縮後、PIEZO システムはラフタークレーンを用いて引き抜かれた。引き抜き作業におい

て坑内抑留等のトラブルは発生せず、システム全てが回収された。回収された PIEZO シス

テムには大きな破損や損傷は確認されなかった（図 4.2-14）。なお、DH-2 号孔については

2004 年 12 月に MP システムが設置され、現在も地下水の水圧観測が実施されている。 

パッカー収縮を行わなかった東濃鉱山の回収事例では、一部の孔でモニタリング装置の

全回収が困難であったのに対し、パッカー収縮を行った MIU-2 号孔及び DH-2 号孔の事例

では、観測期間は短いもののモニタリング装置が全て回収された。このことは、モニタリ

ング装置の引き抜きと回収にあたってはパッカー収縮の可否が重要な要件の一つであるこ

とを示唆している。 

 

 

図 4.2-13 PIEZO システム回収作業（DH-2 号孔） 
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図 4.2-14 回収された PIEZO システム（DH-2 号孔） 

 

4.2.3 抽出・整理された留意事項 

廃棄物埋設施設周辺の漏洩モニタリングにおいてその品質を管理するためには、モニタ

リング位置の設定、モニタリング孔の掘削、モニタリングシステムの設置、維持管理、計

測・採水など各段階において事業者が留意すべき事項があり、それらに対して主に規制者

の視点で各段階において確認すべき重要な点について既存情報を基に以下に整理した。 

 

イ) 地質環境調査のためのボーリング孔掘削時 

① 原位置環境の擾乱に関わる掘削水の逸水箇所・量に関わる記録はあるか？ 

② 夜間など掘削休止中にその時点の掘削深度の平衡水位は確認されているか？ 

③ 掘削水の汚染の指標となるトレーサーは使用されているか？ 

④ 掘削泥材、逸水防止剤などが使用された場合は、その残留の有無を確認している

か？ 

⑤ ボーリングビットなどに由来する破砕鉄粉の残留の有無を確認しているか？ 

調査ボーリングおよびそれを利用したモニタリング孔の設置においては、ボーリング孔

掘削時の掘削水の逸水に伴う水質汚染の管理が非常に重要であり、特に孔掘削時に水頭の

異なる複数の地下水帯水層を孔が貫通した場合、高水頭の帯水層の地下水が低水頭の帯水

層へ流入することにより、水質が乱されて長期にその影響が残留する場合がある 70), 71)。そ

のようなことが起こった場合、モニタリング時の定期採水により汚染水が徐々に排水され

水質が経時変化する。そのため、廃棄物埋設施設の影響により水質変化が生じてもその判

別が難くなる。したがって、帯水層の深度、水頭の指標として①、②が、掘削水の帯水層

への流入の指標として③が重要となる。また、ボーリング孔内に本来地層中に存在しなか

った物質が残置されると、長期的に地下水と反応しその水質を変化させ処分施設の影響と

誤解する可能性があることから、④、⑤についても実施されているか確認する必要がある。 

 

ロ) モニタリング場所の選定 

① 物理探査や調査ボーリングの基盤情報により、地下施設周辺の透水性地質構造（礫

層や割れ目帯など）の空間分布、地上への連続性を整理した水理地質構造モデルを
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構築しているか？ 

② 水理地質構造モデル、地下水流動モデル（パーティクルトラッキング解析など）に

基づいて施設周辺の地下水流動（核種が漏洩した場合の周囲の移動速度）が想定さ

れているか？ 

③ 水理地質構造モデル、施設周辺の地下水流動を踏まえて網羅的に観測区間を設置

してあるか（eg. 地下水流動上流側・下流側、相対的高透水性箇所など）？ 

 核種移行評価においては、一般的に地下水流動経路における物質移動が不可欠の評価項

目であり、優先的な移行経路となり得る高透水性地質構造の分布を整理した水理地質構造

モデルとそれから推察される地下水流動速度に基づいてモニタリング場所が設定されてい

なければならない（①、②）。モニタリングにおいては、核種漏洩があった場合にバックグ

ランド濃度と比較するために、汚染の及ばない地下水流動上流側においても観測点がある

ことが望ましい（③）。なお、中深度処分においては、その対象深度が地層処分に比較して

浅いため、地上付近の地下水面の季節変動深度、トリチウム濃度などから推察される表層

水の浸透深度などに基づいて水理地質構造モデルの確度が検証されていることが望ましい。 

 

ハ) モニタリング方法の選択 

① 化学的に安定な材質で構成されたシステムを選択しているか？ 

② 300～400 年間のモニタリングを前提として、メンテナンスや交換が可能なシステ

ムとなっているか？ 

既往のモニタリングシステム（スタンドパイプ式モニタリングシステムや MP システム

など）は、化学的に反応性の低い材料（プラスティックやステンレスなど）が使用されて

いるため、事業者が使用実績のあるシステムを選択していることを確認する（①）。多区間

の帯水層をモニタリング可能なスタンドパイプ式モニタリングシステムや MP システムは、

抜管時に孔内に一部が残留する可能性があるため、その回収方法と実績根拠が事業者から

示されていることが望ましい（②）。しかしながら、確立された回収方法はなく、今後の技

術開発、実績の蓄積が必要である。また、スタンドパイプ式モニタリングシステムや MP シ

ステムを利用しない場合は、帯水層ごとにストレーナ管を挿入したモニタリング孔を同一

地点に複数設けることになる。それぞれに長所・短所があるため、事業者・規制者の両者

で長期のモニタリングに関わる考え方（抜管・再設置の頻度や方法などを踏まえた観測方

法の選定など）について合意する必要がある。この点は、課題として残されている。 

 

ニ) モニタリング装置設置前 

① 孔内検層、水理試験等によりボーリング孔内の帯水層深度、透水性分布は把握され

ているか？ 

② 装置設置前に掘削水（トレーサー）が排水除去されているか？ 

③ 各帯水層の自然水頭は計測されているか？ 

④ 孔掘削から装置設置までの孔開放期間中の帯水層間での地下水の移動は評価され

ているか？ 

⑤ 観測目的に応じたモニタリング装置が選定されているか？ 

モニタリング区間（観測区間レイアウト）を決定する根拠として、帯水層・透水性の分

布は非常に重要な情報である（①）。また、ボーリング孔掘削時の逸水などの情報により帯

水層が複数存在しないと判断される場合は、モニタリング装置設置前に可能な限り掘削水

が除去されていることが望ましい（②）。各帯水層の自然水頭は、処分施設建設前の初期状
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態を示す情報として重要であり、特に浅部においては季節変化の有無も把握しておく必要

がある（③）。モニタリング装置の選定にあたっては、観測項目・観測方法のみならず、メ

ンテナンス方法、パッカー収縮方法など、モニタリング装置の維持・管理、モニタリング

装置の引き抜き・回収に係る方法・手順を予め整備しておくことが重要である（⑤）。 

 

ホ) モニタリング装置設置時 

① 観測区間は各帯水層に対応しているか？ 

② 割れ目などの連結により観測区間を区切るパッカーをバイパスして異なる観測

区間がつながっていないことを水圧応答などで確認しているか？ 

③ 装置設置時・後にそれぞれの区間の掘削水（トレーサー）が排水除去されている

か？ 

複数の深度をモニタリング対象とする場合は、モニタリング区間が各帯水層を包含する

ように配置されていなければならない（①）。また、複数の観測区間が割れ目などを介して

岩盤中で連結していると、モニタリングのための採水によりお互いの区間の水圧・水質に

影響を及ぼし得る事から、水圧応答データなどに基づきそれらの連結性の有無が確認され

ている必要がある（②）。各モニタリング区間において、一定の水質値が得られるまで掘削

水（トレーサー）を排水除去し、モニタリング開始時の初期値を把握しておく必要がある

（③）。 

 

ヘ) モニタリング時 

① 観測値の自然変動幅を把握しており、処分施設に起因する有意な変化を検出する
ための基準値を定義しているか？ 

② それぞれのモニタリング機器で生じ得る機能不全の特徴とその要因を確認するた
めの手順を整理しているか？ 

③ 採水時および分析時にデータに影響を与える因子（脱ガスや酸化など）とそれを防
止する手順を整理しているか？ 

モニタリング時は、事業者が整えた管理マニュアル、作業手順書などを確認した上で、

それらが適正に執行されているか確認することになるが、管理マニュアル、作業手順書な

どには上記の観点が含まれている必要がある。 

 

ト) モニタリングシステムの長期的維持管理 

① 使用するモニタリングシステム毎に交換時期、もしくは交換の判断をするための
不適合指標が示されているか？ 

② モニタリングシステムの交換直前と直後で同等の観測結果が得られているか？ 

 システム全体の交換が必要な要因としてはパッカーの不良による水圧計測異常が挙げら

れる（①）。前述のスタンドパイプ式モニタリングシステムや MP システムの使用実績は瑞

浪において約 20 年程度である。それを超える時間スケールでのモニタリングシステムの長

期的維持管理に関わる公開情報は少なく、また、モニタリングシステムの修理不可能な故

障により抜管・再設置した例も少ない。これは、定期的メンテナンスにより、大きな故障

に至る前に不良個所が交換修理され、現在も使用されているためである。このように交換

時期に関わる知見は少ないものの、今後、カナダの地下研究所周辺において、モニタリン

グシステムの撤去や交換が行われる可能性もあり、継続的に関連する知見を更新していく

必要がある。 
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チ) モニタリングシステムの引き抜き 

① パッカー類を被せ切ることでモニタリング装置を回収する場合、孔内に残置物が

あるか？ 

② ボーリング孔内に装置の一部を残置することが前提である場合は、残置が許容さ

れる天然材料を用いているか？ 

 モニタリング孔の閉塞を念頭に考えると、モニタリング装置は回収可能であることが望

ましい。引き抜きが困難な場合、物理的には被せ切る方法で装置の回収が可能であり、こ

の場合は設置当時の数量と回収物の数量の差異で回収率が把握できる（①）。ただし、前述

したとおりモニタリング装置の引き抜き事例は少なく、使用年数と引き抜き可能性に関わ

る知見の蓄積が必要である。既往のモニタリング装置に用いられている材料の多くは化学

的に不活性な材質で構成されていることが多いが、長期的な影響について確認されている

か判断する必要がある（②）。単一の深度のモニタリングを行う場合、前述したようにスト

レーナ管を孔内に設置し、砂利、粘土などを用いて観測区間を設置することでパッカーを

使わないモニタリング孔を設置することも想定され、この場合、漏えいした核種が粘土材

料に吸着することで見かけ上濃度が低く観測されないか確認する必要がある。 

 

リ) ボーリング孔の埋戻し・閉塞 

 ボーリング孔の埋戻し・閉塞に係る既存情報収集においては、遮水機能を持つ閉塞材と

してベントナイトが有力であり、ボーリング孔内の水理地質構造に合わせてベントナイト、

砂、セメントなどを配置する概念が主流になりつつあると整理された。また、石油探査分

野をはじめとする先行事例をもとに、最も困難であると考えられているベントナイトの搬

送・配置について複数の方法が検討されているが、現時点では、閉塞・埋戻し方法につい

て確立した技術的根拠を整理するためには知見が不十分であると考えられた。そのため、

今後、採用される可能性が高いと想定されるモニタリング孔埋戻し・閉塞技術について、

その技術を事業者が使用した場合に規制側が確認すべき点を抽出するために、その技術の

一部について確認試験を行った結果を次節に述べる。 
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4.3 閉鎖技術実証試験装置の製作および予備試験 

原位置でのモニタリング孔の閉塞では、適切な閉塞材料が選定されているか、閉塞箇所

の透水性は評価されているか、適切な施工方法が選択されているか等、モニタリング孔の

閉塞・埋戻しの確認に係る妥当性を判断する必要がある。そこで、モニタリング孔の閉塞・

埋戻しの確認に係る妥当性の判断に必要となる情報を取得するため、アクリルセルを用い

た室内透水試験を実施した。また、ボーリング孔を模擬した室内模擬透水試験装置を製作

し、ボーリング孔を用いた閉鎖確認の妥当性判断に資する試験を実施した。 

 

4.3.1 室内透水試験等 

(1) 閉塞材の選定に関する知見の取得 

閉塞材料の選定に関する知見を取得するため、簡易室内試験を実施した。本試験ではベ

ントナイトと砂の配合比が異なる材料で成形された閉塞材の膨潤過程の把握と閉塞材の選

定を主な目的とした。試験手順は、小型アクリルセル内に円柱状に成形した閉塞材（以下、

供試体）を設置した後、セル内を水で満たし供試体の膨潤過程を目視観察した。試験の概

要を図 4.3-1 に示す。供試体は、①粉末ベントナイト 100%、②粉末ベントナイト 50%＋砂

50%の混合土、③粉末ベントナイト 15%＋砂 85%の混合土、④粒状ベントナイト 50%＋砂

50%の混合土、⑤粒状ベントナイト 15%＋砂 85%の混合土で作成した。なお、粒状ベント

ナイトには直径 2mm 以下のベントナイト原鉱、混合土の砂には珪砂 5 号を使用した。ま

た、試験には水道水を使用した。 

 

 

図 4.3-1 室内簡易試験の手順 

 

(a) 膨潤状況の確認 

粉末ベントナイト 100%の供試体の膨潤状況を図 4.3-2 に示す。図中の赤色破線は試験開

始直後の供試体の高さを示している。本供試体では、試験開始から 7 時間後には供試体が

膨潤している状況が確認され、試験開始から 3 日後には供試体とアクリルセルの隙間が充

填されている様子が確認された。また試験開始から 8 日後には上方へと膨潤が進んでいる

様子が確認された。 

粉末ベントナイト 50%＋砂 50%の供試体の膨潤状況を図 4.3-3 に示す。本供試体でも、

試験開始から 7 時間後には供試体が膨潤している状況が確認され、試験開始から 3 日後に

は供試体とアクリルセルの隙間が充填され、試験開始から 8 日後には上方へと膨潤が進ん

でいる様子が確認された。 

粉末ベントナイト 15%＋砂 85%の供試体の膨潤状況を図 4.3-4 に示す。本供試体では、
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試験開始直後から上方と側面の砂が落下し、アクリルセル底部に堆積する様子が確認され

た。また、堆積した砂の上方では、砂と分離したベントナイトが懸濁化し堆積していると

思われる状況が確認された。試験開始から 8 日後の供試体の高さは、試験開始直後からほ

ぼ変わらず、上方への膨潤は確認されなかった。 

 

 
図 4.3-2 供試体の膨潤状況（粉末ベントナイト 100%） 

 

 

図 4.3-3 供試体の膨潤状況（粉末ベントナイト 50%＋砂 50%） 

 

 

図 4.3-4 供試体の膨潤状況（粉末ベントナイト 15%＋砂 85%） 

 

粒状ベントナイト 50%＋砂 50%の供試体の膨潤状況を図 4.3-5 に示す。本供試体では、

試験開始後から若干量の砂が落下し、7 時間後にはアクリルセル下端での砂の堆積と供試

体上方および側方でのベントナイトの懸濁化が確認された。試験開始から 4 日後には供試
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体とアクリルセルの隙間が充填され、上方へと膨潤が進んでいる様子が確認された。 

粒状ベントナイト 15%＋砂 85%の供試体の膨潤状況を図 4.3-6 に示す。本供試体では、

試験開始直後から上方と側面の砂が落下し、試験開始から 7 分後には供試体中央部に空洞

が生じた（図 4.3-7）。落下した砂がアクリルセル底部に堆積する様子が確認された。膨潤

中に生じた空洞は時間経過に伴い徐々に小さくなり、試験開始から 4 日後には空洞は閉塞

され、供試体とアクリルセルの隙間も充填された。一方で、粉末ベントナイト 15%＋砂 85%

の供試体と同様に、上方への膨潤は確認されなかった。 

 

 

図 4.3-5 供試体の膨潤状況（粒状ベントナイト 50%＋砂 50%） 

 

 

図 4.3-6 供試体の膨潤状況（粒状ベントナイト 15%＋砂 85%） 

 

 

図 4.3-7 供試体の膨潤中に生じた空洞（粒状ベントナイト 15%＋砂 85%） 
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(b) 止水状況の確認 

各供試体の膨潤が概ね収束した後、閉塞材の止水状況を確認するための通水試験を実施

した。通水試験の手順を図 4.3-8 に示す。供試体とアクリルセルの間に隙間が存在する状態

でセル下部の吐出口に接続したチューブを上下させた場合、アクリルセル内の水位とチュ

ーブ内のセルの水位は同じ高さとなる（手順①）。次に、ベントナイトの膨潤により供試体

とアクリルセルが密着し止水性が発揮された状態で吐出口に接続したチューブを上下させ

ると、アクリルセル内の水位とチューブ内のセルの水位は異なる高さで安定する（手順②）。

アクリルセル内の水位とチューブ内の水位が異なる高さで安定したことを確認した後、セ

ル内を水で完全に満たし、セル上部の流入口に接続した手押しポンプを用いてセル内を約

0.2 MPa に加圧し、吐出口から出てくる水量を測定した（手順③）。これらの結果を用いて、

次式により透水係数を算出した。 

 

𝒌 =
𝑸

𝐀×𝐝𝐇/𝐋
                 --------- 数式 4.3-1 

 

ここで、k は透水係数 (m/sec)、A は供試体の断面積 (m2)、Q は吐出口からの流量 (m3/sec)、

dH は加圧時の水頭差 (m)、L は供試体の高さ (m) である。 

 

 

図 4.3-8 通水試験手順 

 

通水試験の結果を表 4.3-1 に示す。供試体 A（粉末ベントナイト 100%）、供試体 B（粉

末ベントナイト 50%、砂 50%）は試験開始から 3 日後、供試体 D（粒状ベントナイト

50%＋砂 50%）は 5 日後に手順②において止水されている状況が確認されたが、ベントナ

イトの配合量が少ない供試体 C（粉末ベントナイト 15%＋砂 85%）及び供試体 E（粒状ベ

ントナイト 15%＋砂 85%）については、試験開始から 1 週間程度では、止水されている

状況は確認されなかった。止水状況が確認された供試体 A 及び供試体 D について、加圧

注水結果から算出された透水係数は 10-9～10-10 m/sec オーダーであり、一般的に低透水性

といわれる透水性 72) であった。なお、止水状況が確認された供試体 B については、加圧

中に吐出口に接続したチューブからベントナイト混合土（供試体の一部）が流出し、試験

を中断したため、透水係数は算出していない。 
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表 4.3-1 通水試験結果 

 

 

(2) 閉鎖確認試験の実施に必要な知見の取得 

各供試体の膨潤状況の確認結果から、ベントナイトを用いた閉塞材については、ベント

ナイトと砂の配合比により膨潤過程の状態が異なることが明らかとなった。特に、ベント

ナイトの配合比が低く、砂の配合比の高い供試体に関しては、砂の崩落による空洞の発生

やベントナイトと砂の分離、下方や側方に堆積した砂の水みち化、ベントナイトの懸濁化

による閉塞材の支持力低下が懸念される。 

各供試体の膨潤状況を整理した結果を表 4.3-2 に示す。なお、表中の供試体 A は粉末ベ

ントナイト 100%供試体、供試体 B は粉末ベントナイト 50%＋砂 50%供試体、供試体 C は

粉末ベントナイト 15%＋砂 85%供試体、供試体 D は粒状ベントナイト 50%＋砂 50%供試

体、供試体 E は粒状ベントナイト 15%＋砂 85%供試体である。ベントナイトの膨潤に伴

い、各供試体の体積は、供試体 A で約 3.3 倍、供試体 B で約 2.4 倍、供試体 C で 1.9 倍、

1.8 倍で増加している。一方で、供試体のベントナイト及び砂の乾燥重量は試験前後で変

化が無いため、有効ベントナイト密度は低下している。これらの結果は、モニタリング孔

に設置した閉塞材が膨潤した後の状態（有効ベントナイト密度が低下した状態）を想定し

て、閉塞材を成形することが重要であることを示している。 

 

表 4.3-2 供試体の膨潤結果 

 

 

4.3.2 閉鎖確認の妥当性判断に資する試験 

原位置でのモニタリング孔の閉鎖状況の確認方法を検討するためには、モニタリング孔

内で実際に生じると考えられる閉塞材の膨潤挙動や膨潤後の閉塞材の状態を確認しておく

必要がある。このことから、閉塞・埋戻しの技術的成立性に係る妥当性判断に必要な知見

を取得し、閉鎖確認に係る技術的知見を整備すること、及び閉塞確認に必要な装置の設計

に資する情報を取得することを目的として、ボーリング孔を模擬した透水試験装置を製作

し、閉鎖確認の妥当性判断に資する試験（以下、閉塞確認試験）を実施した。 

 

(1) 閉塞・埋戻しの技術的成立性に係る妥当性判断に必要な知見の取得 

室内模擬透水試験装置の概念図を図 4.3-9 に示す。試験装置は、内部の状態が確認可能な

可視化区間（長さ約 1m）と閉塞材の上部、下部区間の水圧および排水量が計測可能な測定

区間（長さ約 0.5m）で構成される。上部区間には注水、圧力計測、流量計測のためのポー

透水係数
(m/sec)

供試体A 通水 通水～止水 止水 止水 2.4×10-10

供試体B 通水 通水 止水 止水 －

供試体C 通水 通水 通水 通水 －

供試体D 通水 通水 通水 止水 1.9×10-9

通水
(緩やかに低下) －

材料 開始直後 1日後 3日後 5～8日後

供試体E 通水 通水 通水

開始直後 8日後 開始直後 8日後 開始直後 8日後 開始直後 8日後 開始直後 8日後
直径 (×10-2m) 5.5 7.4 5.6 7.4 4.8 7.4 5.2 7.4 5.5 7.4
高さ (×10-2m) 4.5 8.1 4.7 6.4 5.7 5.5 5.5 6.5 5.5 5.5
体積 (×10-6m) 106.9 348.2 115.8 275.3 122.5 236.6 123.5 279.6 130.7 236.6
有効ベントナイト密度 (Mg/m3) 1.2 0.4 1.1 0.4 0.4 0.2 1.1 0.4 0.4 0.2

供試体C 供試体D 供試体E供試体A 供試体B
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ト、下部区間には圧力計測、流量計測のためのポートが設置されており、上部区間からの

注水に対する上部・下部区間での水圧変化、排水量変化が計測可能である。上部区間、下

部区間の微量の排水量をバルブで調整することが困難なため、排水ラインには数十 m のチ

ューブを接続し、チューブの圧力損失を利用して微量な排水流量となるよう制御した。ま

た、実際のモニタリング孔閉塞作業においては、閉塞材設置後に上部に砂等の埋戻し材が

投入されることで閉塞材の上方向への膨潤が拘束されることを想定し、供試体直上には可

動式のピストンを設置した。試験に使用した閉塞材は、前述の簡易室内試験結果から 3 日

程度で模擬ボーリング孔の閉塞、止水が期待できる①粉末ベントナイト 100%、②ベントナ

イト混合土（粉末ベントナイト 50%＋砂 50%）の 2 種類とした。試験に用いた閉塞材の密

度、体積を表 4.3-3 に示す。 

 

 

図 4.3-9 閉鎖確認試験装置の概念図 

 

表 4.3-3 試験に使用した閉塞材 

 

 

(a) 粉末ベントナイト（100%）供試体での試験 

粉末ベントナイト（100%）供試体での閉塞確認試験は、模擬ボーリング孔上部区間から

約 0.5 MPa の圧力で注水し、上部区間、下部区間での圧力、排水流量を計測した。注水は、

供試体定置直後、目視で閉塞材と模擬ボーリング孔の隙間の閉塞が確認された 3 日後及び

8 日後の 3 回実施した。ベントナイト 100%で作成した供試体を使用した試験の状況を図

4.3-10、閉塞材の膨潤状況を図 4.3-11、閉塞確認試験の結果を表 4.3-4 に示す。 

 

乾燥密度

(g/cm3)
有効粘土密度

（g/cm3)
体積

(cm3)
粉末ベントナイト (100%) 1.38 1.25 460.2
ベントナイト混合土
(粉末ベントナイト50%＋砂50%) 1.62 1.17 433.0

材料

試料作成時
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図 4.3-10 閉塞確認試験の状況（ベントナイト 100%） 

 

 

図 4.3-11 閉塞材の膨潤状況（ベントナイト 100%） 

 

表 4.3-4 閉塞確認試験結果（ベントナイト 100%） 

 

 

供試体定置直後に実施した 1 回目の注水では、供試体上下区間での排水流量は約 50 

mL/min、両区間の圧力は約 0.5 MPa であったが、定置後 3 日後および 8 日後に実施した 2

回目、3 回目の注水では、上部区間の排水流量は 55～66 mL/min、区間圧力約 0.5～0.6 

MPa と 1 回目とほぼ同等であったのに対し、下部区間の排水流量は 2 回目には 0.044 

注水前 注水終了 注水前 注水終了 注水前 注水終了
(MPa) 0.508 0.497 0.506 0.467 0.672 0.648

区間圧力 (MPa) 0.511 0.499 0.51 0.47 0.676 0.651
排水流量 (mL/min) 48 55 66
区間圧力 (MPa) 0.531 0.504 0.53 0.055 0.672 0.057
排水流量 (mL/min) 56 0.044 0

(min) 13 25 20注水時間

計測項目
設置直後 設置3日後 設置8日後

注水圧力

上部区間

下部区間
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mL/min、3 回目にはほぼ 0 mL/min、区間圧力は 2 回目、3 回目ともほぼ 0 MPa となった。

これは、1 回目の注水では閉塞材と閉塞区間パイプの隙間（約 1 cm）を注水した水が抵抗

なく通過したのに対し、2 回目の注水では、閉塞材の膨張によりパイプとの隙間が無くな

り、閉塞材の遮水機能が発揮されたためと考えられる。なお、この結果から算出された透

水係数は 2.6×10-10 m/sec である。また、3 回目の注水についても 2 回目とほぼ同様の結果

であったが、20 分の計測期間中に下部区間での排水が確認されなかったことから、透水

係数は算出できなかった。ただし、2 回目の注水から 3 回目の注水まで間で閉塞材の透水

性が更に低下し、止水機能が高まったものと考えられるため、3 回目の注水試験時におけ

る閉塞材の透水係数は 2.6×10-10 m/sec よりも低い値であると推察される。 

各注水における注水流量は 1 回目が 104.0 mL/min、2 回目が 55.044 mL/min、3 回目が

66.0 mL/min であった。2 回目、3 回目での注水流量の減少は、いずれも下部区間での排水

流量の減少に相当する量であった。 

 

(b) ベントナイト混合土（粉末ベントナイト 50%＋砂 50%）供試体での試験 

粉末ベントナイト 50%＋砂 50%供試体での閉塞確認試験についても、模擬ボーリング孔

上部区間から約 0.5 MPa の圧力で注水し、上部区間、下部区間での圧力、排水流量を計測

した。注水は、供試体定置直後及び目視で閉塞材と模擬ボーリング孔の隙間の閉塞が確認

された 6 日後の 2 回実施した。閉塞材の膨潤状況を図 4.3-12、閉塞確認試験の結果を表 4.3-5

に示す。 

供試体定置直後に実施した 1 回目の注水では供試体上区間での排水流量は 60 mL/min、

下区間での排水量は 36 mL/min、両区間の圧力は 0.5 MPa 程度であったが、定置後 6 日後に

実施した 2 回目の注水では、上部区間の排水流量は 57 mL/min、区間圧力約 0.5 MPa であり

1 回目とほぼ同等であったのに対し、下部区間の排水流量は 2 回目には 0.034 mL/min、区

間圧力約 0.05 MPa となった。これは、1 回目の注水では閉塞材と閉塞区間パイプの隙間（約

1cm）を注水した水が抵抗なく通過したのに対し、2 回目の注水では、閉塞材の膨張により

パイプとの隙間が無くなり、閉塞材の遮水機能が発揮されたためと考えられる。なお、こ

の結果から算出された透水係数は 1.8×10-10 m/sec である。 

各注水における注水流量は 1 回目が 96.0 mL/min、2 回目が 57.034 mL/min であった。2

回目の注水流量の減少は、ベントナイト 100%供試体での試験と同様、下部区間での排水

流量の減少に相当する量であった。 

 

 

図 4.3-12 閉塞材の膨潤状況（粉末ベントナイト 50%＋砂 50%） 
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表 4.3-5 閉塞確認試験結果（粉末ベントナイト 50%＋砂 50%） 

 

 

(2) 閉鎖確認試験から得られた知見 

(a) 閉塞材の選定及び閉塞方法の妥当性確認に関する知見 

閉塞確認試験で用いた 2 種類の閉塞材の試験後の供試体体積、密度を表 4.3-6 に示す。

各供試体の体積は、作成時（表 4.3-3）と比較して約 2 倍に膨潤した。その結果、閉塞材

と模擬ボーリング孔との隙間が閉鎖されることで閉塞材の上部区間と下部区間を遮水し、

模擬ボーリング孔内の鉛直方向の水みちを閉塞できることが確認された。一方で、閉塞材

の膨潤に伴う体積増加により有効粘土密度は粉末ベントナイト（100%）供試体で 0.5 倍、

ベントナイト混合土（粉末ベントナイト 50%＋砂 50%）で 0.4 倍に減少していることも確

認された。 

次に、簡易室内試験及び閉塞確認試験で得られた各供試体の有効粘土密度と透水係数の

関係を既往の室内試験 73) と比較した結果を図 4.3-13 に示す。閉鎖確認試験の粉末ベント

ナイト 50%＋砂 50%供試体、簡易室内試験の粉末ベントナイト 100%供試体については、

既往の室内試験結と調和的である。閉塞確認試験の粉末ベントナイト 100%供試体につい

ては、試験開始から 3 日後の結果を用いて算出した透水係数をプロットしたが、前述のと

おり試験開始から 8 日後（3 回目の注水試験時）の粉末ベントナイト 100%供試体の透水

係数は、図 4.3-13 にプロットされた透水係数よりも更に小さな値であると考えられる。ま

た、簡易室内試験の粒状ベントナイト 50%＋砂 50%供試体については、粉末ベントナイ

トよりも 1 オーダー程度透水係数が高いものの、概ね調和的な結果である。これらの結果

から、簡易室内試験及び閉塞確認試験で得られた有効粘土密度と透水係数の関係は、既往

の室内試験結果と概ね整合的であり、膨潤後の閉塞材の有効粘土密度からモニタリング孔

閉塞部の透水係数を推定できる可能性が示された。 

 

表 4.3-6 試験後の閉塞材 

 

 

注水前 注水終了 注水前 注水終了
(MPa) 0.568 0.554 0.5026 0.5032

区間圧力 (MPa) 0.575 0.559 0.5124 0.5096
排水流量 (mL/min) 60 57
区間圧力 (MPa) 0.593 0.577 0.5344 0.054
排水流量 (mL/min) 36 0.034

(min) 15 45注水時間

下部区間

計測項目
設置直後 設置6日後

注水圧力

上部区間

乾燥密度

(g/cm3)
有効粘土密度

（g/cm3)
体積

(cm3)
粉末ベントナイト(100%) 0.66 0.66 966.0
ベントナイト混合土
(粉末ベントナイト50%＋砂50%) 0.80 0.47 879.7

材料

試験終了時
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図 4.3-13 有効粘土密度と透水係数の関係（電事連・サイクル機構 73) に加筆） 

 

閉鎖確認試験終了後の閉塞材内部の状況を図 4.3-14、図 4.3-15 に示す。試験開始から 8

日後に取り出した粉末ベントナイト 100%の閉塞材は、周面と中心部で大きな違いが見ら

れない。これに対し、試験開始から 6 日後に取り出した粉末ベントナイト 50%＋砂 50%

の閉塞材は、周面の 3 cm 程度の幅では全体的に浸潤して粘土化しているものの、中心部

では目視で砂が確認できる状況であり、不均質な状態であった。これらのことから、閉塞

材が均質な状態で安定するためには少なくとも 8 日程度の時間が必要であると推測され

る。一方で、これらの違いは閉塞材作成時の性状によって異なる可能性があることから、

ベントナイトと砂の配合比や乾燥密度が異なる閉塞材について、更なる情報の蓄積が必要

である。 

これらの結果から、閉塞材の選定にあたっては、モニタリング孔閉塞部に求められる透

水係数から閉塞材膨潤後の有効粘土密度を想定し、作成する閉塞材の密度やベントナイト

－砂配合比を設定することが重要である。また、閉塞材の膨潤状況を想定するためには、

閉塞材の上部方向の膨潤を拘束する砂等の材料の量や、閉塞材の膨潤時間を考慮した埋戻

し材定置のタイミングも重要になると考えられる。 
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透
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粉末ベントナイト100% (閉塞確認試験)

粉末ベントナイト50%＋砂50% (閉塞確認試験)

粉末ベントナイト100% (簡易室内試験)

粒状ベントナイト50%＋砂50% (簡易室内試験)
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図 4.3-14 試験終了後の閉塞材の内部（粉末ベントナイト 100%） 

 

 

図 4.3-15 試験終了後の閉塞材の内部（粉末ベントナイト 50%＋砂 50%） 

 

(b) 閉塞確認方法の妥当性確認に関する知見 

2 種類の閉塞材を用いた閉塞確認試験において、閉塞部上部区間からの一定圧力条件下

での注水量は閉塞材膨潤後に減少することが確認された。この結果を基に、実際のモニタ

リング孔における閉塞状況の確認方法について検討した。図 4.3-16 にモニタリング孔の閉

塞状況確認方法の概念図を示す。 

閉塞材定置直後は閉塞材とモニタリング孔の間に隙間が生じているため、一定圧力での

注水を行うと、閉塞上部区間に存在する水みち A 及び閉塞下部区間に存在する水みち B

から注入水は逸水する（手順①）。次に、閉塞材膨潤後に同一圧力条件で注水を行うと、

閉塞材とモニタリング孔との隙間が閉鎖されているため、注入水は閉塞上部区間のみから

逸水することとなり、注入流量は減少する。したがって、一定圧力条件での注水における

閉塞上部区間の逸水量を事前に把握することができれば、実際のモニタリング孔において

も閉塞状況を確認することが可能であると考えられる。 
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図 4.3-16 モニタリング孔での閉塞状況確認方法の概念 

 

4.3.3 試験装置の設計と技術的成立性及び閉鎖確認に係る技術的知見の整備 

簡易室内試験及び閉鎖確認試験の結果を踏まえ、実際のモニタリング孔の閉鎖及び閉鎖

確認に必要となる試験装置の概念設計を行った。また、試験装置の一部を試作し作動試験

を実施した。 

 

(1) 試験装置及び閉塞手順 

簡易室内試験及び閉塞確認試験で得られた知見から、実際のモニタリング孔の閉塞及び

閉塞確認では、地下水に触れない状態での閉塞材の搬送・定置し、モニタリング孔全体及

び閉塞上部区間を対象とした定圧注水の実施及び注水流量計測が必要となる。これらの機

能を有する試験装置の概念図及び試験装置を用いたモニタリング孔の閉塞手順を図 4.3-17

に示す。 

 

 

 

図 4.3-17 試験装置及び閉塞手順 
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試験装置は、地下水と接触しない状態で閉塞材の搬送、定置が可能なコンテナ搬送機能

と、モニタリング孔全体及び閉塞上部区間での定圧注水機能と注水流量、注水圧力が観測

可能なダブルパッカー注水試験機能を基本とした。モニタリング孔の閉塞手順は、初めに

上部パッカーのみを拡張した状態で定圧注水を行いモニタリング孔全体への注水流量とそ

の際のモニタリング孔の水圧を計測する（手順①）。次に、上部パッカー及び下部パッカ

ーを拡張し閉塞上部区間を対象として手順１と同一条件での注水を行い閉塞上部区間への

注水流量と水圧を計測する。この際、下部パッカーは閉塞材設置予定位置直上に設置され

ているものとする（手順②）。その後、販促コンテナにより閉塞材を定置し（手順③）、閉

塞材を膨潤させる（手順④）。閉塞材膨潤後、下部パッカーを収縮し閉塞上部区間から手

順①、手順②と同一条件での注水を行い、注水流量、区間圧力を測定する（手順⑤）。手

順⑤において、閉塞材が膨潤し、閉塞材とモニタリング孔の隙間が閉鎖されている場合の

注水流量は、手順②で計測した注水流量と同様、閉塞材とモニタリング孔に隙間がある場

合は手順①で計測した注水流量と同様となる。 

 

(2) 閉塞材挿入プローブの試作及び作動試験 

図 4.3-17 に示した試験装置において、定圧注水機能を備えたダブルパッカーシステムに

ついては既存技術の適応が可能である。一方で、コンテナでの閉塞材の搬送・定置につい

ては研究開発段階であることから、閉塞材挿入プローブを試作し、作動確認試験を実施し

た。図 4.3-18 に閉塞材挿入プローブを示す。プローブは外套管①、外套管②、ピストン及

び底蓋から構成される。閉塞材は外套管①内に収納し、搬送される。プローブの最大外径

は 89 mm、閉塞材収納部の内径 78 mm、閉塞材収納長さは 380 mm である。プローブの寸

法については、直径 100 mm のモニタリング孔への挿入を想定して設定した。 

 

 
 

図 4.3-18 閉塞材挿入プローブ 

 

図 4.3-19 に作動試験の概略図を示す。閉塞材挿入プローブの作動試験は、閉鎖確認試験

装置の模擬ボーリング孔（アクリルパイプ区間）を用いて実施した。閉塞材の定置手順

は、プローブをモニタリング孔内の所定位置まで挿入後、プローブを固定する（手順

①）。次に、外套管上部とピストンに挟まれた水密室に注水することで外套管が上昇し、

底蓋及び閉塞材をモニタリング孔内に定置する（手順②）。閉塞材定置後、水密室の水圧

を計測することで閉塞材が膨潤しピストンを押し上げた際の圧力を計測する（手順③）。 

試験では、閉塞材定置状況の目視確認に加え、閉塞材定置後の膨潤圧（水密室内の水

圧）および模擬ボーリング孔内の水圧を計測した。なお、閉塞材には粉末ベントナイト

100%供試体を用いた。図 4.3-20 に閉塞材定置状況を示す。作動確認試験の結果、試作し

たプローブによって水と接触しない状態で閉塞材を搬送、定置できることを確認した。 
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図 4.3-19 作動確認試験の概略図 

 

 

図 4.3-20 閉塞材の定置状況 

 

閉塞材定置後の膨潤状況を図 4.3-21 に示す。また、閉塞材定置以降の膨潤圧、模擬ボー

リング孔内の水圧の計測結果を図 4.3-22 に示す。閉塞材は定置後から膨潤し、3 日後には

模擬ボーリング孔との隙間はほぼ閉鎖された。また、8 日後には上方へと膨潤が進行し

た。上方へ膨潤した閉塞材はプローブ（ピストン）周辺の模擬ボーリング孔との隙間に侵

入し、時間経過とともに侵入量が多くなっていく様子が確認された。一方、試験期間中の

膨潤圧及び模擬ボーリング孔内の水圧には大きな変化は確認されなかった。閉塞材の膨潤
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状況は、モニタリング孔の閉塞状況を確認するための定圧注水を実施する時期や埋戻し材

の定置作業開始時期の判断に重要な要素である。しかしながら、試作したプローブによっ

て膨潤圧の変化から閉塞材の膨潤状況を把握することは困難であった。 

 

図 4.3-21 閉塞材定置後の膨潤状況 

 

 

 

図 4.3-22 閉塞材定置後の膨潤状況 
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4.4 まとめ 

本年度事業では、既存情報調査、室内試験によりモニタリングの技術的成立性、モニタ

リング孔の閉塞に利用可能な材料の選定と実際のモニタリング孔閉塞時に確認すべき事項

を整理した。漏えいモニタリングに係る要件に対する技術の現状を踏まえて、規制の観点

で事業者に対して確認・留意すべき事項や現状の技術レベルとして次のような点が挙げら

れる。 

 

・要件）人工バリア及び天然バリアの機能を著しく損なうことがないこと。 

 →人工バリア及び天然バリアの機能を著しく損なうことのないよう、事業者が①極端

に多数のモニタリング孔を設置していないか、②モニタリング孔自体が異なる帯水

層を連結する水みちとならないように孔内の帯水層の上下を遮水しているか、など

が判断指標として挙げられる。 

 

・要件）撤去後において放射性物質が移行しやすい経路が生じないよう、撤去及び埋戻し

を行うことができる見通しがあるものであること。 

 →モニタリングシステムの撤去及び孔埋戻しについては既往の知見が十分でなく、事

業者の実施内容を規制する技術的根拠は不明確であり、今後の課題として挙げられ

る。孔の閉塞材料としてはベントナイト材料が有用であることが確認された。また、

モニタリング孔に定置、膨潤後のベントナイトの透水性は、既往の室内試験結果と

同様、有効粘土密度と透水係数の関係から推定できる可能性が示された。一方で、

閉塞材の止水性を担保するためには、ベントナイトと砂との配合比、閉塞材成形時

の乾燥密度のみならず、施工後の閉塞材の膨潤状況を考慮した有効粘土密度や膨潤

に要する時間に留意する必要がある。ベントナイトの配合比が高いほど膨潤特性が

高く止水性も担保しやすくなるが、飽和状態で安定するまでに時間を要するという

特性もあるため、実際の施工工程を念頭において現実的な配合比を検討しておく必

要がある。 

→モニタリング孔の閉鎖確認をする際の判断指標としては、事業者が孔内の埋戻し材

料（複数種）のレイアウトについて、岩盤中の水理地質構造を踏まえてレイアウト

設計しているか、実際にモニタリング孔の閉塞に使用する材料について、膨潤後の

透水性、膨潤にかかる時間を評価した上で埋戻し工程を立案しているか、といった

点が挙げられる。なお、実際のモニタリング孔での埋戻しに関わる知見（例えば、

閉塞材設置時の温度、圧力環境や地下水の水質と膨潤状況の関係など）は未取得で

あり、今後、実環境での閉塞事例を基に、より詳細な判断指標の整理を行っていく

必要がある。 

 

・要件）廃棄物埋設地からの放射性物質の漏えいがあった場合、比較的早期に放射性物質

が到達すると考えられる地点を選定すること。 

 →人工バリアの施工の不具合等による廃棄物埋設地からの放射性物質の異常な漏え

いや人工バリア材の異常な流出があった際、検知できる蓋然性がなるべく高くなる

よう地下水の採取を行うために、事業者が①廃棄物埋設地に連続する可能性のある

高透水性地質構造を把握しているか、②地下水流動解析により主要な地下水流動箇

所を把握しているか、③施設建設前～施設閉鎖時の地下水モニタリングにおいて各

観測点の水圧応答の強弱および高透水性地質構造との関連を把握しているか、地下
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水流動解析結果を検証しているか、③施設建設前～施設閉鎖時の水圧応答が明確な

観測点に漏えいモニタリングのための観測点を設定しているか、などが判断指標と

して挙げられる。 

 

・要件）測定期間及び使用環境に適応したものであること。 

 →既往の実績では、20～30 年間程度の期間、使用可能な多区間を対象としたモニタリ

ングシステムがある。しかしながら、300～400 年間のモニタリングでは定期的に抜

管・再設置が必要となると考えられ、それに伴う孔径の拡大を踏まえると、数十年

程度で近隣に新しいモニタリング孔を掘削し古い孔を埋戻し閉塞することが必要

になる。単区間の観測区間を対象として化学的に安定なプラスティックストレーナ

管を孔内に設置し、観測区間以外を埋め戻すモニタリング方法もあるが、埋戻し材

に粘土材料を使用した場合は、漏えいした放射性核種が粘土鉱物に収着し、見かけ

上濃度が低くなる可能性もある。現段階で事業者のモニタリングの方法として 300

～400 年間を前提として確立された考え方はないため、本事業での規制の観点での

留意事項の整理は不十分であり、今後の課題として挙げられる。 

 

 事業全体を俯瞰してモニタリングに関わる事業者の計画監理を想定した場合、一般的に

処分施設の立地や建設においては、地質環境条件を事前に理解しておくことが不可欠であ

り、地上からの物理探査に加えてボーリング孔を利用した調査が行われる（図 4.4-1）。ボ

ーリング位置は、既往情報や物理探査の結果、予察的な地下水流動解析の結果などに基づ

いて配置されるが、施設建設地に連続する地質構造が確認された場合は、調査終了後に埋

め戻されずにモニタリング孔として活用される。なお、日本においては借用可能な土地も

限られることから、大半の調査ボーリングがモニタリング孔に転用される可能性がある。 

 これらのモニタリング孔においては、地下施設建設前の初期環境条件から施設建設中の

水圧応答、水質変化などの情報が継続的に取得され、その結果に基づいて施設閉鎖後にモ

ニタリングを継続するべきモニタリング孔、先行して埋戻しが可能なモニタリング孔など、

モニタリング孔の重要度分類を行うことが可能となる。特に、地下施設の建設・操業・閉

鎖時の環境影響は、施設閉鎖後数百年間に起こり得る自然事象（気候変動や隆起・浸食な

ど）に比べて非常に大きく、施設の建設・操業・閉鎖時までに水圧応答などが認められな

かった観測点においては、施設閉鎖後のモニタリングの必要性は小さいと言える。 

300～400 年にわたる漏洩モニタリングにおいては、長期的に地下水を採取することによ

る環境擾乱も不確実性要因として挙げられる。必要性の低いモニタリング孔は早期に埋戻

し閉塞することで、長期モニタリングによる環境影響を低減することが可能となる。 

 施設閉鎖後のモニタリングでは、同一のモニタリング装置を数百年間にわたって利用す

ることは現実的でなく定期的に更新する必要がある。例えば、孔内を帯水層ごとの観測区

間に分けるため複数のパッカーを設置していた場合、長期使用によりパッカーのラバー部

が劣化し観測区間の分離が出来なくなることが想定される。国内外の事例に基づくと現時

点では百年を超えるパッカーの使用実績はないため、数十年ごとにモニタリングシステム

の抜管・再設置が必要になると想定される。 

なお、モニタリングシステムの抜管・再設置に際しては、孔の安定性が問題となる。中

深度処分で対象とする深度 100m 程度の岩盤においては、力学的に不安定な表土層や堆積

岩が分布していることが多い。モニタリング孔の孔内の一部が崩れていた場合、モニタリ

ングシステムの抜管は容易ではなくモニタリング孔より一回り大きい孔径でモニタリング
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孔をオーバーコアリングして、システムを壊しながら回収することになる。これを繰り返

すと、モニタリング孔の孔径が徐々に拡大し、より孔の不安定性が増すことになるため、

数十年程度で近隣に新しいモニタリング孔を掘削し古い孔を埋戻し閉塞することが必要に

なる。 

このような長期にわたるモニタリング孔（モニタリングシステム）のスクラップ＆ビル

ドを含めた運用の考え方については、国内外に参考となる事例が全くなく本事業において

は詳細に整理できてない。 

以上のような、長期運用や定期的な廃棄と再生を前提としたモニタリング方法の開発や、

その方法を念頭に置いて、現行の初期段階のボーリング調査に必須の留意点などをフィー

ドバックし、調査技術が適合するか否かを確認しておくことは事業者側の課題と言えるが、

規制側においてもそれらが適切か否かを判断するための技術的根拠をもって、規制内容を

設定する必要がある。 

 

 

 

図 4.4-1 廃棄物埋設施設の立地から閉鎖後における地質環境調査とモニタリングの流れ 
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5. 廃棄物埋設に関する研究に関する情報収集 
 

平成 30 年 9 月に開催された日本原子力学会秋の大会に参加して関連する情報の収集

を行った。 
 
・柴田ら[1]から「モルタルの溶脱に伴う拡散係数変化に関する検討 (1)溶脱試料の物

性評価」について報告があった。彼らは、液固比をパラメータとしてモルタル硬化体

を硝酸アンモニウム溶液に浸漬し、様々な溶脱度合いの変質試料を作製し、その結果

として Ca の溶脱に伴う空隙構造の変化と拡散係数の変化の関係を示した。この関係

は、拡散係数が 0.05 μm 以上の比較的粗大な空隙による空隙率と高い相関を持つこと

を示した。一方で、セメントの種類などによってその傾向に乖離も示された。 
 
・胡桃澤ら[2]から「モルタルの溶脱に伴う拡散係数変化に関する検討 （2）Ca 溶脱後

のモルタルの拡散係数予測モデル」について報告があった。彼らは、モルタルの初期

状態の物性値情報から Ca 溶脱段階に応じた実効拡散係数を予測するモデルを構築し

た。このモデルによる解析値と実測値の比較から、このモデルによって Ca 溶脱過程に

おける各種モルタルの実効拡散係数を概ね予測可能であることを示した。 
 
・藏永ら[3]から「長期材令フライアッシュセメント水和物の溶脱現象の評価」につい

て報告があった。彼らは、長期材令のフライアッシュセメント硬化体(養生期間 12 年)
を用いて浸漬試験を行い、浸漬前後における Ca 溶脱に伴う C-A-S-H 相の変化の評価

を行った。浸漬前の試料からフライアッシュは十分に水和されていたことが確認さ

れ、浸漬後は Ca の溶脱に伴い C-A-S-H の結合状態が変化したことを示した。 
 
また、産業技術総合研究所の地質・気候関連事象の専門家との意見交換を行い、検

討内容を深めるための情報収集を行った。 
 

 
(1) 柴田真仁，芳賀和子，胡桃澤清文，林大介，井田雅也，モルタルの溶脱に伴う拡

散係数変化に関する検討 (1)溶脱試料の物性評価，2018 年日本原子力学会秋の大

会要旨集，2F01(2018)． 
(2) 胡桃澤清文，井田雅也，林大介，柴田真仁，芳賀和子，モルタルの溶脱に伴う拡

散係数変化に関する検討 （2）Ca 溶脱後のモルタルの拡散係数予測モデル，

2018 年日本原子力学会秋の大会要旨集，2F02(2018)． 
(3) 藏永萌，富田さゆり，柴田真仁，芳賀和子，長期材令フライアッシュセメント水

和物の溶脱現象の評価，2018 年日本原子力学会秋の大会要旨集，2F03(2018)． 
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Ⅰ-A MC-BUFFERで選択可能なベントナイト系人工バリアに係るモデル 
MC-BUFFER では、ベントナイトの変質に伴う熱伝導率及び体積比熱容量、透水係数、拡

散係数の変化に、次のような式を用いることが可能である。また、モンモリロナイト溶解速

度式については、任意の速度式を化学データファイルに入力することで使用することが可能

である。ここでは、現行の変質評価(1)で使用している「ベントナイト混合圧縮体中のモンモリ

ロナイト溶解速度式」、及び平成 22 年度「地層処分の安全審査に向けた評価手法等の整備」

事業(2)で使用実績のある Sato-Cama モデル(3)を記す。 

 
＜熱伝導率及び体積比熱容量＞ 
 
0．一定値（初期値のまま） 

0pvpv CC = ， 0λλ =  

 

pvC ：単位体積あたりの比熱容量（体積比熱容量） [ J m–3 K–1] 

pvC ：初期の体積比熱容量 [ J m–3 K–1] 

λ  ：熱伝導率 [W m–1 K–1] 

0λ  ：初期熱伝導率 [W m–1 K–1] 

 
1．並列モデル 

pvwpv CpC ερ += d0 ， fp λεελ +−= )1(1  

 

pvC  ：体積比熱容量 [ J m–3 K–1] 

0p  ：パラメータ（固相の単位質量あたりの定圧比熱容量 psC に相当 [ J kg–1 K–1]） 

dρ  ：乾燥密度[ kg cm–3] 

ε  ：間隙率 [－] 

pvwC ：水の体積比熱容量 [ 4.2 MJ m–3 K–1] 

λ  ：熱伝導率 [W m–1 K–1 ] 

1p  ：パラメータ（固相の熱伝導率 sλ に相当 [ W m–1 K–1 ]） 

fλ  ：液相（水）の熱伝導率 [ 0.6 W m–1 K–1] 
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2．直列－並列モデル 

pvwpv CpC ερ += d0 ， f

f

ppp
d

p
d

pp
λ

λ

λ 321

1

32

1
)(1

++
−

+

+−
=  

)(1
1

32

2

pp
pd

+−
−−

=
ε

 

 

0p  ：パラメータ（固相の単位質量あたりの定圧比熱容量 psC に相当 [ J kg–1 K–1]） 

1p  ：パラメータ（固相の熱伝導率 sλ に相当 [ W m–1 K–1 ]） 

2p  ：パラメータ（固相の並列部分の割合に相当 [－]） 

3p  ：パラメータ（液相の並列部分の割合に相当 [－]） 

（その他の記号については，「１．並列モデル」を参照のこと。） 
 
＜透水係数＞ 
 
0．一定値（初期値のまま） 

0ww KK =  

 

wK  ：透水係数 [m s–1] 

0wK ：初期透水係数 [m s–1] 

 
1．間隙率に比例 

0
0

ww KK
ε
ε

=  

 

wK  ：透水係数 [m s–1] 

ε  ：間隙率 [－] 

0wK ：初期透水係数 [m s–1] 

0ε  ：初期間隙率 [－] 

 
2．間隙率の累乗に比例（指数式） 

1
0

p
w pK ε×=  

 

wK  ：透水係数 [m s–1] 

ε  ：間隙率 [－] 
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10 , pp ：パラメータ（2 個） 

 
3．有効モンモリロナイト密度とその Ca 型化率の関数 









+

×+×
=

yx
pypxK

pp

w

3mont1mont 1010 20
0

ρρ

ε ， 4mont p>ρ  

5pK w = ， 4mont p<ρ  or 5pK w >  

c

yyxx CMCM
ε

ρ
×+×

=mont  

mineral1 VVcc −−=ε  

 

wK  ：透水係数 [m s–1] 

0ε  ：初期間隙率 [－] 

50 pp ～ ：パラメータ（6 個） 
yx, ：Na 型，Ca 型モンモリロナイトの当量 [－] 

montρ ：有効モンモリロナイト密度 [g cm–3] 

yx MM ,  ：Na 型，Ca 型モンモリロナイトのモル質量 [g mol–1] 

yx CC , ：Na 型，Ca 型モンモリロナイトの濃度 [mol L–1] 

cε ：モンモリロナイトを除いた間隙率 [－] 

cV ：骨材（ケイ砂）の体積割合 [－] 

mineralV ：ベントナイトの随伴鉱物の体積割合 [－] 

 
4．欠番 
 
5．Cozeny-Karman の式 










−
−

=
2

0
3

0

23

0 )1/(
)1/(

εε
εε

ww KK  

0pK w = ， 0pK w >  

 

wK  ：透水係数 [m s–1] 

0wK ：初期透水係数 [m s–1] 

ε ：間隙率 [－] 

0ε ：初期間隙率 [－] 
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6．有効モンモリロナイト密度と液相中 Na の濃度の関数 
)exp( mont2Na10 ρpCppKw +=  

3pK w = ， 3pK w >  

 

wK  ：透水係数 [m s–1] 

30 pp ～  ：パラメータ（4 個） 

NaC ：液相中の Na 濃度 [mol L–1] 

montρ ：有効モンモリロナイト密度 [g cm–3] 

 
7．欠番 
 
8．有効モンモリロナイト密度，Ca 型化割合，および液相中の Na，K 濃度の関数 

yx
CpyCpx

K
pppp

w +

××+××
=

)()( 5

mont

4
KNa,

2

mont

1
KNa, 30 ρρ

 

6pK w = ， 6pK w >  

 

wK  ：透水係数 [m s–1] 

60 pp ～  ：パラメータ（7 個） 
yx, ：Na 型，Ca 型モンモリロナイトの当量 [－] 

montρ ：有効モンモリロナイト密度 [g cm–3] 

KNa,C ：液相中の Na と K の合計濃度 [mol L–1] 

 
9．有効モンモリロナイト密度，粘度（温度）および液相中の Na，K 濃度の関数 

 

10pK w = ， 10pK w >  

 

wK ：透水係数 [m s–1] 
yx, ：Na 型，Ca 型モンモリロナイトの当量 [－] 

montρ ：有効モンモリロナイト密度 [g cm–3] 

wρ  ：水の密度 [g cm–3] 
g ：重力加速度 [m s–2] 

100 pp ～ ：パラメータ（11 個） 

KNa,C ：液相中の Na と K の合計濃度 [mol L–1] 

T ：絶対温度 [K] （ = t [℃] + 273.15） 

)(}])/exp({

})/exp({[

9
2

mont8mont7KNa,65
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mont3mont2KNa,10

yxgTpppCppy

gTpppCppxK
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10. 亀裂幅の三乗則 

 ( ){ } 3***
0

* 11 ε−−= rKwKw  

 

  *Kw  ：見かけの透水係数 

  *
0Kw  ：見かけの初期透水係数 

  （ *
0

0*
0 2d

T
Kw = ， 0T ：初期透水量係数） 

  *r ：見かけの初期亀裂幅／実際の初期亀裂幅 

  *
02d  ：見かけの初期亀裂幅 

  *ε ：見かけの間隙率 
 
11. 有効モンモリロナイト密度，イオン強度，および絶対温度の関数 
 

 ( )54
2

30
mont21 10 pTpTpIspK pp

w ++⋅⋅⋅= ρ  

6pK w = ，if 6pK w >  

 

wK ：透水係数 [m s–1] 

60 pp ～ ：パラメータ（7 個） 

sI ：通水する溶液のイオン強度 [mol L–1] 

montρ ：有効モンモリロナイト密度 [g cm–3] 

T ：絶対温度 [K] （ = t [℃] + 273.15） 
 
 
＜拡散係数（有効拡散係数）＞ 
 
0．一定値（初期値のまま） 

0ee DD =  

 

eD  ：有効拡散係数 [m2 s–1] 

0eD ：初期有効拡散係数 [m2 s–1] 

 
1．間隙率に比例 

0
0

ee DD
ε
ε

=  
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eD  ：有効拡散係数 [m2 s–1] 

ε  ：間隙率 [－] 

0eD ：初期有効拡散係数 [m2 s–1] 

0ε  ：初期間隙率 [－] 

 
2．間隙率の累乗に比例（指数式） 

1
0

p
e pD ε×=  

 

eD  ：有効拡散係数 [m2 s–1] 

ε  ：間隙率 [－] 

10 , pp ：パラメータ（2 個） 

 
3．有効モンモリロナイト密度の関数 

)( 2

mont100
p

e ppD ρε −=  

c

yyxx CMCM
ε

ρ
×+×

=mont  

mineral1 VVcc −−=ε  

 

eD ：有効拡散係数 [m2 s–1] 

0ε ：初期間隙率 [－] 

20 pp ～ ：パラメータ（3 個） 

montρ ：有効モンモリロナイト密度 [g cm–3] 

yx MM ,  ：Na 型，Ca 型モンモリロナイトのモル質量 [g mol–1] 

yx CC , ：Na 型，Ca 型モンモリロナイトの濃度 [mol L–1] 

cε ：モンモリロナイトを除いた間隙率 [－] 

cV ：骨材（ケイ砂）の体積割合 [－] 

mineralV ：ベントナイトの随伴鉱物の体積割合 [－] 

 
4．欠番 
 
5．間隙率の累乗に比例－変曲点あり 

1
0

p
e pD ε×= , 2p<ε  
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4
3

p
e pD ε×= , 2p>ε  

 
De：有効拡散係数 [m2 s–1] 

30 pp ～ ：パラメータ（4 個） 

ε ：間隙率 [－] 
 
6．乾燥密度と温度の関数 

)exp( d210 ρpＴppDe +=  

 

eD  ：有効拡散係数 [m2 s–1] 

20 pp ～ ：パラメータ（3 個） 

T ：絶対温度 [K]（ = t [℃] + 273.15） 

dρ ：乾燥密度[g cm–3] 

 
7．欠番 
 
8．有効モンモリロナイト密度と Ca 型化割合の関数 

yx
pypx

D
pp

e +

×+×
=

)()( 3

mont

1

mont 20 ρρ
 

 

eD ：有効拡散係数 [m2 s–1] 

30 pp ～ ：パラメータ（4 個） 
yx, ：Na 型，Ca 型モンモリロナイトの当量 [－] 

montρ ：有効モンモリロナイト密度 [g cm–3] 

 
9．有効モンモリロナイト密度，Ca 型化割合および温度の関数 

yx
TppyTppxD

pp

e +
××+××

=
))/exp(())/exp(( 5320

41 εε
 

 

eD ：有効拡散係数 [m2 s–1] 

ε ：間隙率 [－] 
yx, ：Na 型，Ca 型モンモリロナイトの当量 [－] 

50 pp ～ ：パラメータ（6 個） 

T ：絶対温度 [K] （ = t [℃] + 273.15） 
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＜モンモリロナイト溶解速度式＞ 
1．ベントナイト混合圧縮体中のモンモリロナイト溶解速度式 

ベントナイト砂混合圧縮体（以下、「混合圧縮体」と言う。）を試料とした、50～170℃のアルカ

リ溶液中での変質試験を行い、試験後におけるモンモリロナイト残存量等のデータをもとに、混

合圧縮体中のモンモリロナイトの溶解速度を OH-活量αOH-と温度 T の関数として定式化してい

る(4)。現行の変質評価(1)では、当該経験式を使用している。 
 
 
 

RA : モンモリロナイト溶解速度 [kg/m3/s] 
αOH- : OH-活量 [mol/dm3] 
T : 絶対温度 [K] 
R : 気体定数 [8.314J/mol/K] 

 
2．Sato-Cama モデル 

TRU2 レポート(3)におけるベントナイトの変質解析では、以下に示す Sato-Cama の式を用い

て、モンモリロナイトの溶解速度を設定している。 
 

 
 
 

Rate ：モンモリロナイト溶解速度 [mol/s] 
Amin ： 鉱物の反応表面積 [m2] 
T ： 絶対温度 [K] 
R ： 気体定数 [kJ/K/mol] 
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